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この「アジアの動向」く国別シリーズ） 1968年は，月刊『アジ

アの動向』を各国別にまとめ，総目次， 1968年の回顧，年表を

追録したものです。

アジア諸国の政治・経済・社会の動きを適確に把握する基礎

資料として，月刊『アジアの動向』とあわせて利用ください。
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パキスタン

- 1968年一

10年という年月は，為政者にとって決して長いものではないかもしれない。

しかし，政界から疎外され，不満の日々を送ってきた旧政治家，インテリ・

グループ，財閥系資本に抑えられてきた中小資本家，多くの農民・労働者な

どにとって，決して短いものではなかっただろう。 1958年10月，アユブ・カ

ーン現大統領がクーデターで政権の座について以来，すでに10年，この間，

パキスタンの政治・経済に内在する矛盾は，軍を背景にしたアユブ大統領の

強権の下で内攻してきた。しかし，矛盾は必ず，自らの法則により表面化す

る。パキスタンが11月以降経験していることは，こうした内在的矛盾が，学

生による反政府運動をきっかけに，一挙に表面化し，これまで陽の当たらな

かった勢力が，自らの発言権を求めて登場してきたことを示すものであるよ

うに思われる。

こうした意味からすれば，パキスタンはいま，歴史的転換点にたっている

といえるだろう。以下，その内在的矛盾がアユブ政権下でどのように生じ，

それらが1968年にどのような発展を見せたかをあとづけてみたいと思う。

反政府運動の背景

この10年間，アユブ政権を支えてきたものはやIか。それは大きく三つの勢

力に分けることができるだろう。すなわち，（1）軍，（2）地主階層，（3）財閥系資

本家である。

まず，軍については，アユブ・カーン大統領が陸軍最高司令官であったこ

とから，政界には陸軍関係者が多く起用されることになった。西ノξキスタン

の知事はムーサ陸軍大将であり，現在陸軍最高司令官のヤーヤ・カーン中将

は今年のソ連・中国への軍事使節団長として活躍した。陸軍に｜浪らず，空・

海軍出身者も，政界あるいは公社等の理事に送り込まれている。国防相・内

相・カシミーノレ相のA•R ・カーンは，海軍最高司令官であった。バ国際航

空（PIA）の総裁は空軍出身者が占めることが多い。現空軍最高司令官ヌノレ・
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パキスタン

カーンも，かつて PIA総裁であった。こうして，軍人が政府の重要なポスト

を占め，インドとの緊張関係を理由に，国家予算のうち経常支出の56%(1968/

69）が国防費にまわされてきたことに対する不満が出てきている。この不満

は西パキスタンにおいてよりも，一層東ノξキスタンで大きい。というのは，

国防費の多くは陸・海・空とも司令部のある西パを中心に支出され，東ノミは

ほとんどその，恩恵に浴していないためである。さらに，軍の中でも，陸軍と

空軍の対立が生じてきてし、る。これは，アユブ大統領が陸軍の育成に重点を

おき，軍人の起用においても陸軍関係者を優先して使ってきたことに原因が

ある。 11月17日，アスガル・カーン前空軍最高司令官がアユブ大統領の政治・

経済政策を批判，民主主義の復活を要求して政界入りを表明したことは，こ

うした陸・空軍の対立が背後にあるO 空軍の若手将校の中には，アスガル・

カーンに同調する声が強いといわれている。

第2の地主階層については，アユブ政権は非常に効果的な方法によりその

支持を集めてきた。それは，いわゆる基本的民主主義制度と呼ばれる政治制

度の導入であるo この制度の下では，人口 800～1000人の選挙区から 1人選

出された基本的民主主義者（現在は全国で 8万人，次期選挙では12万人とな

る〉が10人で村落評議員会UnionCouncilあるいは町議会TownCommittee 

をつくり，これが行政機構の末端に位置している。彼等は経済開発計画の重

要な部門を占める農業および農村開発資金配分の現場責任者として，非常に

大きい権力をもっ。そればかりではない。肥料や改良種子の配給，治水濯蹴，

築橋等の土木建設など，基礎構造建設の誘致を行ない，農村の重要な資金・

物資の配分に関与し，あるいはその政治力で工事費などを政府からとりつけ

る。

しかも，政治的には大統領をはじめ，国会・地方議会議員を選挙する選挙

人団でもある。この基本的民主主義者の多くは教育水準も高く，年収も多いQ

農村では，地主あるいは富農層が圧倒的に多し、。彼等によって選挙されるl司

会・地方議会議員のうち，地主・富農層の占める割合が非常に高いというこ

とは驚くに当らない。利害の一致する者を選ぶのは選挙の当然の帰結なのだ。

しかし，政治がこうした一部の地主・富農層を中心に行なわれて－きたこと

は，一方でこれら上層部に入らない多くの人々，すなわち，都市のインテリ

ー－ 11 - -184ー



パキスタン

階級，労働者階級，農村では怠大な自小作小農民，農業労働者の不満をもた

らし，他方でアユプ政権の“中産階級の育成”政策の重要な一環としての土

地改革に対しては，封建的大地主層の不満をも醸成することになった。すな

わち経済発展を重視し，そのため軍・地主・富農層を基礎に政治的安定を目

指したアユブ政権は，その性質上農業においては伝統的な封建大地主をおさ

えて政策の重点を地主・富農層におき，工業においては財閥系資本家に依拠

した。この結果，工業化の促進による農民層の分解はとくに都市周辺を中心

に促進され，近代的労働者群（農業労働者も含め〉の増加をもたらすことに

なる。こうしてアユブ政権に対し，伝統的封建大地主と労働者・農業労働者，

自小作小・中農が対立することになる。経済発展の成果をあげるために必要

とされる家族計闘の導入が，イスラムの教義に反することを理由に非常な反

対をうけていることは，伝統的封建大地主層と，イスラムの教義を守ること

にしか自己の存在価値をもちえぬ回教学者 Ulemaとの結びつきを意味して

いるといえるだろう。

第 3の基盤である財関系資本家についてみよう。アユブ政権はパキスタン

の建国以来の経済政策，すなわち民間企業育成政策を踏襲してきている。こ

れら民間企業の主体となっているのは，パキスタンがインドから分離・独立

した際，カノレカッタ，ボンベイ，ハイデラバード等々，インド各地から財産

をもって帰ってきた商人で、あり，あるいはアユブ政権になって保護・育成さ

れた企業（例えばガンダーラ興業は，ゼネラノレ・モータースの特約店となり

パの自動車デ、ィーラーとして特権的立場にある。アユプ大統領の息子ガファ

ール・カーンの義父が社長〉である。インドその他から帰った商人は，政府

の工業化政策のもとに厚い保護をうけ，商業資本の性格を残しながらも，産

業資本への転化をとげ，とくに第2次5ヵ年計両期（1959/60～1961/65）の

聞に綿工業，ジュート工業を中心に非常な発展をとげ，今日の財閥系資本と

なった。この財関系資本の中でもとくにアダムジー，ダウッド，イスパハニ

等上位20財閥の資本は圧倒的であるといわれている。この20財閥がいかにパ

経済を支配しているかは， 「総工業資本の66%，保険資本の79%，銀行資本

の80%を支配しているJといわれていることから推察できょう。アユブ政権

はその経済開発計画実施においてこれら財閥系資本家に依拠し，経済政策の
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パキスタン

立案，政府への諮問，公社の運営等々については財閥系資本家を活用してき

た。したがって経済政策は彼等の主な経済活動地盤である西パキスタンを中

心にたてられることになり，民間投資も西パに多く流れることになった。当

然，経済発展は西ノ切Z東ノξよりも進展し，内外の民間投資に限らず，外国援

助とくにプロジェクト援助は多く西ノfに配分され，商品援助についてもその

配分は西パが多くなっている。そして輸入品の東西比率もまた西パが多く，

しかも輪出についてはジュート・ジュート製品など東パからの輸出品目が全

輸出の50%を越えている。そのほか政府部門である産業開発公社が育成した

企業の払下げにおいては資本規模の大きい西ノ之の財閥系資本が優位にたち，

東パ－で最大の工業で、あるジュート工業への資本投下も，財閥系資本が圧倒的

となっている。すなわち，東パキスタンで、生産し，加工したジュート・ジュ

ート製品の輸出により得た外貨は，ほとんど西パの財関系資本によって西ノf

に吸収され，しかも最大の工業であるジュート工業から得られる利潤もまた

財閥系資本によって吸いとられてしまう，という現象が生じている。こうし

てアユブ政権が財閥系資本家に依拠し，彼等を中心に経済政策を立案したた

め， 「東ノξキスタンは西ノfの植民地となっている。東ノ之は西パが外国から供

与された援助の返済だけを負担させられているJという結果をうむことにな

った。現在東ノミにおける大企業はほとんどが財閥系資本によるものか，ある

いはいずれ払下げにより財閥系資本となる EPIDCによるものであり，東ノξ

資本は中小企業あるいは貿易などに投下されているにすぎない。こうした現

実が東パキスタンで反アユブ勢力が強いことの経済的背景となっている。

パキスタンのかかえる基本的矛盾

アユブ政権を支える三つの勢力，すなわち軍，地主・富農，財閥系資本，

そしてそれらに内在するいくつかの矛盾は，大きく分けて以下にのベる二つ

の基本的矛盾に帰結するQ それは第 1に東西パキスタンの矛盾であり，第 2

に伝統的・封建的思想、と近代的思想の矛盾である。

(1）東西パキスタンの矛盾一一東パと西パは周知のように地理的にはインド

をへだてて約2千キロメートノレはなれ，人種，風俗・習慣，文化から気候・

風土，農作物に至るまで何ら共通のものはない。この二つを結びつけている

V
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パキスタン

ものは， rill教という宗教的粋だけである。しかもこの回教は，植民地時代の

イギリスの分割統治政策によって，ヒンズー教に対抗するために呼び醒まさ

れた，いわば消極的・受身の件といってよいだろう。従って決して強固なも

のではない。

パキスタンはその建国以来，政治・経済の中心を西パキスタンにおいてき

た。これは東パキスタンが主として農業中心地であり，東ベンガノレ人が行政

的訓練をうけてこなかったこと，一方西パキスタンでは主にパンジャブ人が

イギリス統治時代以前から行政に関与してきたことの結果でもある。したが

って，独立直後，とくに東パキスタンの行政は東ベンガノレ人の手に託すこと

ができず，軍・警察などの権力機構だけでなく，州政府にも西パキスタン出身

者が起用されることになった。しかし1966年， PakistanObserverの調査で

は陸軍の98.3%，空軍の91.4%，海軍の98.8%，警察の70%は西パ出身者が

占め，東パ州政府のうち高級官僚，中央政府官僚の多くも西パ出身者で占め

られているという。経済的にはすでにのベたように西パの財関系資本により

支配され，その結果生じた東西パキスタンの経済格差は， l人当り所得で見

て守西ノミ463ノレピーに対し東ノミ313；レピー（1966/67）で，東パは西パの67%で

しかない。アユブ政権はとくに第 3次計画期に入って，経済開発資金の政府

部門投資を東ノミに多く配分し，あるいは財政資金の配分，公社貸付金の配分

などにおいて東ノミ優先の方向に努力してきた。しかし民間投資は，政府の努

力にもかかわらず，その経済法則に従って，経済基盤が厚く関連産業も多い

西パキスタンに流れ，東西経済格差は，拡大する速度は小さくなってきてい

るとはいえ，格差そのものが縮小するところまでは行っていない。こうした

ことから，東パキスタン内部には， 「パキスタンは独立国となった。しかし

われわれにとってみれば，支配者がイギリス人から西パキスタン人に変った

だけであって，政治支配，経済的な搾取は少しも変っていないのではないか」

という声が強まってくるのはさけられないことといえる。 1966年春，人民連

盟ALのムジブノレ・ラーマン東ノミ委員長が東ノξキスタンの自治を要求する，

「6項目要求」を主張，多くの支持をえたのはこうした背景によるのであり，

1968年 1月，海軍関係者を中心に練られたという東パ分離陰謀事件（通称ア

ガノレタラ事件という〉が起ったのも，軍人の多くは西パ出身者で、占められ，
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東パ出身者は高級軍人になりえないという軍内部の東西差別に対する不満が

背後にあるといえるだろう。

アユブ政権は教育の普及，経済発展などによりパキスタンの近代化をすす

めてきた。しかもこの近代化そのものは東パキスタンの人々の中に西パの支

配に不満をもっ層を増加させ，回教という粋だけで結ばれる変則的な国への

疑問を深めさせている。しかも一方で、東西ノミキスタンの統ーを呼びかけ，そ

のために回教の粋を利用しなければならない。まさに，アユブ政権は解決で

きないジレンマに直面しているのである。

(2）伝統的・封建思想、と近代的思想との矛盾一一この矛盾は東西パの矛盾を

横の糸とするならば，いずれの州にもある縦の糸ともなるものである。そし

てまたこうした矛盾は低開発国が発展するにつれ，程度の差はあっても，顕

在化していく矛盾だといえるO パキスタンにおいて，この矛盾は二つの形態

をもって現われている。すなわち一つはアユプ政権の中産階級育成という近

代化政策からとり残された封建的大地主，回教学者 Ulemaなどの伝統的思

想、を固執するグループである。彼等は回教の純粋な解釈を要求し，例えばア

ユブ政権の家族計画に反対する。これら勢力は Jamaat-i-Islamなどのコミ

ュナノレ政党を支持し，西ノミキスタンで特にその勢力をのばしている。 11月以

降の西ノξで、の反政府運動の中で，しばしば家族計画局の事務所が襲撃され，あ

るいは家族計画を呼びかけた政府の看板がこわされたりしたことは， Jamaat

党がこの運動にかなり積極的に参加していることを示している。もう一つの

矛盾はアユブ政権の近代化政策によって産み出されてきた労働者の階級思想

との矛盾である。政府の工業化政策は，まだほんの緒についた段階にあり，

工業生産高の国民総生産の中に占める割合は， 1967/68で11.9%にすぎないと

はいえ，とくに都市周辺を中心に農民層の分解を促進せずにはおかず，これ

は小規模農家の没落，都市への流入，労働者への転化とし、う過程をたどって

いる。さらにアユブ政権は農地の経済規模（西パは12.5エーカー，東パは 3

エーカー〉以下への細分を禁止したことから，農村の次・三男の都市への

流入を促進することになった。もちろん農民層の分解，あるいは農村での過

剰労働力の都市への流入，労働力への転化はパキスタンにおいてまだ大きな

流れにはなっていない。しかしこのような傾向は経済発展の過程で不可避的

V
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に進行する。アユプ政権による工業化促進・近代化政策は，その政権維持の

上から，どうしてもおしすすめなければならない。このためアユブ政権は農

村では地主・富農層に依拠し，都市では財閥系資本に依拠してきた。しかし

この政策は不可避的に一方で封建大地主・回教学者の伝統的思想との矛盾を

深め，他方で近代化政策の申し子とでもいうべき労働者群の階級的思想との

矛盾に直面せざるをえないのである。前者は Jamaat党を支持し，後者はプ

ット元外相の率いるパキスタン人民党PPP，パシャーニ氏の率いる民族人民

党（NAP）ー左派 などの社会主義政党を支持する。プット元外相は自身，

シンド地方の地主ではあるが……。もちろん現在の主要矛盾は伝統的なもの

とアユブ政権の間にある矛盾である。プット氏のパ人民党が「政治的には民

主主義，経済的には社会主義，思想的には回教」をその党綱領にかかげてい

ることは，この矛盾が現在なお大きな要素であることを認めたうえで，反ア

ユプ政権の全結集をねらったものと考えられるO

アユブ大統領の後継者争い

以上のべてきたいくつかの矛盾が， 1968年11月以降急速に表面化してきた

のは何故か。

その理由は， 1月末からーH寺は危篤状態にまで、陥ったアユブ大統領の病気

（心臓病との観測がされている〉と，それ以降現実化した同大統領の後継者

問題，および1969年秋から70年初に行なわれる予定の選挙人団選挙・大統領

選挙・議会選挙の問題をぬきにしては考えられない。

大統領内閣制をとり，大統領の権限が非常に強大なパキスタンの政治制度

の下では，議会の発言力は弱く，ほとんど独裁制に近い形となっている O 軍

人大統領であるアユブ・カーンは，独裁者としてこの10年間のパキスタンの

政治を支配してきた。その問アユブ・カーンは後継者の問題につし、てほとん

ど考えてこなかったといってよいだろう。むしろ後継者問題を論ずることさ

え許さない態度を示してきた。こうしたことは， 1月末からの大統領の病気

によって生じた，後継者問題を否応なしに一層深刻にせざるをえなかった。

後継者問題をめぐる争いがまっさきに起ったのは，軍の内部であったと考え

られる。 1968年初空軍を退役してパ国際航空（PIA）総裁をしていたアスガ
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ノレ・カーン前空軍最高司令官は，アユブ大統領にその辞職と憲法第14・第15

条の規定により後継者の指名を要求したのではないかと思われる。しかしア

ユブ大統領はこの要求を受け入れなかった。これは空軍と陸軍の聞の対立，

アスガノレ・カーン氏のPIA総裁辞任（3.7），そして同氏がアユブ、政権を批判

して政界入りを表明した翌々日（11.19），ラホーノレで、行なった演説などから

推察できる。氏はこの演説の中で「今年春，大統領が病気のとき，憲法は完

全に無視された。大統領の病気という状況でとるべき措置は憲法上規定され

ているにもかかわらず，この措置はとられなかったのである。わたしは閣僚

の誰一人として，このやり方に反対し，辞任しなかったことを残念に思って

いる」とのべている。

アスガノレ・カーン氏が PIA総裁の席を空けた後， 4月にはコスイギン・

ソ連首相－－f子がパキスタンを訪ね，次いで 6月にはヤーヤ・カーン陸軍最高

司令官を団長とする軍事使節団がソ連を訪問，その軍事援助的約束をとりつ

けた。こうした動きは，ヤーヤ・カーン陸軍最高司令官の名声を高め，アユ

ブ大統領の後継者と目されるようになった。これは過去10年間，かつての陸

軍最高司令官であったアユブ、大統領に代って，再び陸軍が陽の目を見ること

であり，それに不満をもっ空軍の若手将校を刺激するに十分であったといえ

るだろう。アユブ大統領が健康診断と保養のため 7月22日から 8月10日まで

イギリス訪問中，空軍内でクーデターの計画が発覚したとの噂も，単に噂と

して片づけられない面を含んでいる。 9月8S, PIA総裁 M.Akhtar空軍

少将が辞任，同氏は空軍最高司令官になるとの発表がなされた。当時のヌノレ

・カーン空軍最高司令官はこの発表直後の 9月10日以降英国に滞在，訪問の

目的も，日程も，したがって帰国の日も決まっていなかった。こうした動き

は空軍のクーデター計画と結び、つけて考えてみる必要があるだろう。ヌノレ・

カーン氏は 9月末から10月4日までアメリカを訪問，アメリカでマツコンネ

ル米空軍最高司令官と会見し，帰国している。 Akhtar氏が空軍最高司令官

になるとの発表にもかかわらず，現在もなおヌノレ・カーン氏が空軍最高司令

官となっている。この間，いかなる政治的葛藤があったか知るべくもない。

一つの推測としては，アスガノレ・カーンなき後の空軍の若手将校を押えるた

めには，ヌノレ・カーン氏以外にないとのアユブ大統領の判断を示すものかも
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しれない。

こうして軍における後継者争いは，ヤーヤ・カーン陸軍最高司令官・ヌノレ

・カーン空軍最高司令官がアユプ大統領側に立ち，一方空軍の実力者，パ・

イ戦争時の英雄でもあり国民の人気も高いアスガノレ・カ）ン前空軍最高司令

官がアユブ大統領の批判勢力に加わるという形になってきた。しかし空軍内

部にはアスガノレ・カーンに同調する若手将校が多いといわれる。またアユプ

大統領が陸軍最高司令官時代その片腕となり前東パ知事を務めながら，大統

領と意見が対立してやめたアザム・カーン陸軍中将（退役〉も反政府の態度

を明確にしたことから，陸軍内部にも反アユブ勢力が生じてくる危険がある。

アユプ大統領の強力な基盤となってきた軍は，その後継者問題をめぐる争い

を機に，内部矛盾を表面化させることになった。

大統領選挙をめぐる与野党の対応

この 2月中病床にあったアユブ大統領は，後継者問題について深刻に考え

たに違いない。しかしついに後継者をしぼることはできなかったようだ。 5

月に入り，大統領官邸で、の通常業務に戻るまでに健康の回復したアユブ大統

領は， 7月には1970年からもう一期（5年）大統領を勤める決意を固めたよ

うにみえる。これは 7月14日，西ノミ回教連盟評議員会が聞かれ，アユブ大統

領に対し次期大統領に再出馬を要請する決議が出されたこと，同16日には，

Dawn紙が社説で，インドの脅威が強まっていることを理由に，アユブ大統

領に再出馬するよう要請したことなどに示されているといえるだろう。 7月

以降，政府与党はアユブ再出馬のキャンベーンを精力的におしすすめ，経済

的には1968年10月27日がアユブ“革命” 10周年であることから，この10年を

“繁栄の10年”として宣伝， “革命”に先だっ10年にくらべ，この10年がい

かに経済的に発展し，政治的にも安定してきたかを誇示した。野党側はこれ

に対し， 10月の段階まで何ら対応策を出すことはできなかった。選挙を間近

にして野党の統一の試みもすべて失敗し，野党5政党で、つくったパ民主運動

PDM，人民連盟AL(6項目派），全国人民党NAP（モスクワ派〉，同（パシ

ャーニ派），パ人民党PPPが別行動をとっていた。選挙に対する態度も，ボ

イコットすべきか参加すべきかの決断をさけ，したがって統一大統領候補も
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決められない状態がつづいていたのである。与党はこうした野党の分裂を十

分に利用し， 1969年 9月の選挙人団選挙， 1970年初の大統領選挙にはアユブ

現大統領をたてて勝利をおさめるとの見通しをたててし、た。

反政府運動の発展

しかしこのような見通しは， 11月初から西パキスタンを中心に始まった反

政府運動の向まりのなかで，完全にけし飛んでしまった口この反政府運動の

高まりは，プット人民党委員長が北西辺境区（NWFP）を中心に遊説に山か

けたのに対し，政府が人民党主催の大衆集会を許可せず，その訪問地に刑訴

法 114条にもとづく集会禁止令を発布，それに抗議する学生・人民党員がデ

モを行なったことに端を発している。 11月2円， D.I. カーン市で始まった

デモはその後四パ全域に広がり， 8日にはラワールピンジT!Tに夜間外出禁止

令が出され，軍隊が出動した。 9日以降，西パの大学のある都市の殆んどす

べてで学生を中心とし，人民党員， H雇労務者なども合めた反政府集会，デ

モが続・Iii，主要都市では小学校から大学に至るすべての教育機関が閉鎖され

ている。 11月10日にはペシャワールに遊説で訪ねたアユブ大統領が，与党の

ノミ同教連盟 PML主催の集会で演説する直前， 1目撃されるという事件が発生

している。犯人はすく守逮捕されたがヲこの事件の背景は主どl河「寸、にされて

いない。

西パキスタンでの反政府デモが一層激しくなったのは， 11月13日未明，プ

ット人民党委員長がワリ・カーン NAP（モスクワ派〉委員長ら15人と共に

パ国防法により逮捕され，翌日日ウスマニ NAP（モスクワ派）書記長など

10人が治安維持法で逮捕されてからである。プット氏等の逮捕は，アユブ政

府にとってたいへんな誤算であったといえるだろう。というのはプット氏の

逮捕はその後一層反政府デモを激化させ，野党の中から統一行部jへの動きが

出てきたからである。アユブ政権のもう一つの誤算は11月17fl，アスガノレ・

カーン前空軍司令官がアユブ政権の諸政策を批判，自由と民主主義を要求，

弾圧と独裁者に対決し，現政権打倒を明確にして政界入りを表明したことに

ある。このアスガル・カーン氏の政界入りは，後に触れるように非常に重要

な意味をもっている。 11月26日には，前東パ高等裁判所長官ムルシェッド氏
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（パ中友好協会会長）が同様アユブ政権を批判，民主主義，地方州自治を要

求して政界に入ってきている。 12月にはさらに前東ノミ知事で、あったアザム・

力一ン陸軍中将も政界入りを表明している。

以上のように反政府運動の高まりの中で，アユブ大統領に対抗するラ有力

な人々が政界に登場してきたわけである。すなわちプット元外相，アスガル

・カーン前空軍段高司令官，ムノレシヱツド前東パ高裁長官，アザム・カーン

前東パ知事などである。プット氏は逮捕されたままとはいえ，まだ大統領選

立候補声明をかえていない。しかもアユブ政権の与党である回教連盟の中も

必ずしも一致しているといえない面がある。とくに東パを中心に反アユブ・

反モネム・カーン東パ知事の勢力が反主流派として主流派に対抗しうる勢力

を誇っているのである。これら反アユブ勢力が，今後どのように反政府運動

を利用しつつその力をのばしていこうとするのか，反アユブ勢力の内部にど

のような考え方の相違があるのか，またこれら反政府デモが既成の野党勢力

の壁をのりこえて，どこまで発展してゆくものか，等について，以下で若干

考えてみたい口

今後の展望

今回の反政府運動はその規模，激しさ，地域的広がに発展のしかたなど

からみて，これまで、の運動とは，はっきり異った性格をもっている。

これは東西パキスタンの対立，あるいは西パ内部での地域的対立（例えば

パクト二スタン運動など〉，伝統的思想、と近代思想の対立，地主と小作農の

対立，労働者と資本家の階級的対立など，種々の側面を含んだものである。

こうした対立が直接普通選挙，言論・出版の自由，地方州自治などの民主化

要求を共通項として一挙に表面化したものとみられる。運動の発展のしかた

も，東西パほぼ同じような広がりをもってきているし，しかも運動の発展が

これまでのように野党による指導のもとにすすめられるというものではなく

むしろ大衆運動自体が先行し，野党はそれに引っぱられる形で発展している

ように見える。こうしたことは，これまでの種々の反政府運動には見られな

かったことであり，これは大いに注目すべきことであろう。とはいえ，この

運動は基本的には大統領選挙などを控え「アユブ大統領の後継者をめぐる争
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い」と考えるべきではないかと思われる。たしかに，野党の中での穏健派の

集りであるパ民主運動PDMの指導をのりこえての新たな動きはある。しか

しその新しい動きが穏健な PDMを否定し，あるいはアスガノレ・カーン氏や

ムルシェッド氏などをも否定して，新たな勢力（労働者・農民）による権力

の打倒にまで発展すると考えることはできない。そうした発展をするだけの

政治的基盤は，まだできていないからである。

パ民主運動PDMを中心とする野党勢力は，まだ PDMに入っていない他

の野党，すなわち全国人民党NAP（モスクワ派入人民連盟AL(6項目派）

などとの統一を深め，平和的な，憲法に保障された方法で、の運動の展開によ

り，議会民主主義の復活を考えているようだ。彼等はこの運動の中でアスガ

ノレ・カーン氏等との結びつきを強化して行くだろう。そして労働者・農民に

基盤をおく全国人民党 NAP（パシャーニ派），パ人民党は PDMとは一線を

画していくだろう。与党側も PDMに対しては若干の譲歩をしつつ運動を収

拾することを考えているようである口しかし，大衆運動が激化すればする程

野党側の妥協の条件はきびしくならざるをえないのであり，アユブ政権との

妥協は非常にむずかしくなろう。アユブ大統領は，武力による弾圧を強めて

“アジアのサラザーノレ”になるか，あるいは人民投票に訴え，若干の民主的

衣を着て“アジアのド・ゴーノレ”になるか，または引退を表明して“アジア

のジョンソン”になるかの重大な選択を迫られることになるだろう。しかし

反政府運動の高まに与党内部対立の激化，軍内部の動揺など不利な条件は

多く，アユブ政権が強権発動により弾圧を強化しつづけることは困難であろ

う。野党との妥協も困難でありラアユブ大統領が政権を維持しつづける可能

性は益々困難になってきている。一方， これに対抗するのは第 1にアスガ

ル・カーン前空軍司令官で、あり，第2にプット氏である。アスガノレ・カーン

氏はムノレシェッド前東パ高裁長官，アザム・カーン前東パ知事などの支持の

もとに，アユブ政権が拒否してきた野党の穏健派をその支持の下におき政権

奪取をねらうだろう。アユブ政権には反対ではあっても，プット氏の急進的

政策（重要産業の国有化，中国政策など），その余りにきびしい対インド政

策，カシミーノレ政策にはついて行けない穏健派にとって，アスガノレ・カーン

氏は“頼りになる”人物と考えられるだろう。しかも同氏は1968年でまだ47
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歳，アユプ大統領はすでに61歳を迎えている。

一方プット氏は，もし政権奪取を願うならば，アスガル・カーン氏よりも

一層，新しい勢力に依拠せざるをえなくなるだろう。

パキスタンの最近の動きは，アユブ政権の基礎となった基本的民主主義体

制そのものの存続を許さないところまできているのであり，憲法改正による

大統領権限の縮小，直接選挙による議会民主主義の復活，東西パの連邦制を

認めざるを得ないところまで追い込まれるだろう。パキスタンは，まさに重

大な転換期を迎えている。

困難な経済発展

中央銀行年次報告によれば，パキスタンの1967/68の経済成長率は8.3%,

前年度 5.0%にくらべ大幅な増加で、あった。これは主として農業部門での成

長率が16.3%と非常な進展をみせたことの結果でもあった。工業の成長率は

10.0%と前年度10.5%と同程度で横ばいになっているとはいえ，決して少な

いものではない。通貨の流通量も 107億5820万ルビーで，前年比 3億7460万

ルビー増であったし，卸売物価も前年度は13.9%の上昇であったものが，前

年度比4%の下降という輝かしい成果を収めた。こうした数字は，パが世界

銀行の“優等生”となるに十分なものであったといえるだろう口しかしパ経

済の実態は決して明るいものではないように思われる。

たしかに 1967/68は食糧生産の増加が著しく，小麦で、44.6号も，米も15.0%

の増産であった。しかしこの増産の原因は，政府の増産キャンペーンにもと

づく作付面積増と順調な気候条件に負うところが非常にも大きく，いずれも不

安定なもので決して楽観できないのである。

第2の問題はアメリカの対外援助削減による経済援助資金の不足である。

債権国会議はパキスタン政府の要求である 5億5000万ドルを承認したものの

各国別分担はまだ、具体的に決められていない。アメリカ援助の見通しが非常

に暗いことから，パキスタンはその代りを世銀借款に依存せざるをえなくな

っている。しかし世銀はその利子率を6.5%から7.5%に引き！二げているので

アメリカの長期低利借款にくらべ，非常な条件の悪化はさけられない。一方

で援助額が減少，他方でi高い利子を払わなくてはならないということから，
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パキスタン経済はいくつかの困難に直面しているO 最も大きな問題はこれま

で借りてきた怠大な援助（1967年12月31日までの受取額で26億2800万ドルに

達する〉の返済および利子支払いの問題だといえるだろう。この債務返済・

利子支払金額は年々増加， 1967/68にはついに 1億ドノレを越え，その輸出収

入に占める割合は13%に達し， 1970年には危険線の20%）を越えると見られて

いる。

対外債務の外貨収入に占める割合

（単位 1,000ドノレ）

外貨収入 対外債務返済 債に務11:i返め済る割の外合貨収（%入） 

1960/61 475,587 17,157 3.6 

1961/62 497ヲ322 30,618 6.2 

1962/63 576,807 47,88G お.2

1963/64 576,198 61ヲ509 10.7 

1964/65 629,n9 62,223 9.9 

1965/66 fi86,784 7:3,689 10.7 

1966/67 729,981 95,718 13.1 

1967/68 800,562 103,000 13 0 

アメリカ援助の削減は，パ公共投資の資金不足をもたらし，中央政府から

東パ政府に配分される開発資金も削減された。これは1965/66, 1966/67の公

共投資不足を 1967/68以降にとり返そうとしていた政府の思惑に全く反する

ものである。政府の計阿立案者は「投資額は目標に達しないかもしれないが

生産目標は達成する」とのべている。しかしそれにもかかわらず，第3次計

画に入ってから，中間報告は発表されていないし，生産目標の年間達成率も

発表されていないのはどうしたことであろう。政府発表はともかく，現実の

tJ1きから見ると，第 3次5ヵ年計画の目標達成は非常に暗いといわざるをえ

ない。とくに最近の政情不安は東西ともに経済活動を大幅に麻J庫させている

のであり，この面からも目標達成はむずかしいだろう。

目立つソ連との接近

パキスダンの外交政策の基本は「いずれの同とも友好的にlという点にあ
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る。しかし1968年を通じ，政治・軍事・経済の部門に亘って，ソ連との接近

が非常に目立っているといえるだろう白人的交流を見ても， 4月にコスイギ

ン首相が訪パ， 6月～ 7月にはパ軍事使節団が訪ソ， 7月にはゴファーノレ・

カーン商相一行が訪ソしている。コスイギン首相の訪パ直前にパキスダンは

アメリカに対し，ベシャワーノレ近くにあるパダベノレ米通信基地貸与の延長を

拒否する通告を行ない，その直後にはビソレザグ外相が解任され，ソ連・東欧

閤駐在の経験を持つインド駐在大使アルシャド・フセイン氏が外相に就任し

ている。経済面ではこれまでに約束された 1億7500万ドルに加え6600万ドノレ

の経済援助が約束され，さらに西パのカラパーク製鋼所計画，東ノミのノレープ

ール原子力発電所計阿についてのフィージピリティー・サーベイをソ連が引

き受けている。ソ連のこうした対パ接近はベトナム戦争以降のアジア情勢，

とくに中国封じ込めの必要性， 1971年に予定されている英軍のスエズ以東撤

退，それによるインド洋・アラビア海の力の空白をどのように埋めるか，と

いう問題と無関係ではない。アユプ政権は，インドに対するソ連の軍事援助

の削減あるいは｛亭Jl二，パへの軍事援助供与，アメリカにイ－tつての経済援助と

りつけ等をソ連に要求，その代償としてパダベル基地の閉鎖を受け入れたの

かもしれない。ベトナム戦争により深刻なドル危機に苦しむアメリカに代っ

てソ連がパキスタンの“最も親しい友人”となってきているようである。こ

のことはまたパキスタンとインドとの関係にも反映してきている。パ・イ両

['Elは， 1968年中，時に接近し，また離反するという過去の関係を継続してい

るとはいえ，長期的に見れば接近の方向にむかっているといえるだろう。カ

ッチ紛争は解決し，ファラッカ問題についても何度か会談がもたれているし

両国首脳から“不戦条約締結”の呼びかけもなされている。もちろん両国関

係はカシミール問題をめぐって対立してきたのであり，この基本問題は何ら

解決され，ずに残っているとはいえ，この問題が原因となって再び関係が悪化

するということは，ここしばらく起りそうにもなし、ように忠われる。

パの対外関係で最も大きな問題となるのは中国との関係であるO 中国は米

・ソによる中国封じ込め政策に対抗すーるため，またこの政策の重要な一翼を

担うインドに対抗するためネパーノレ，パキスタンなどとの友好を深めてきた。

これはその文化大革命期間中も一貫していたし，文化革命が収集段階に入っ
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てからも変っていない。 1968年の両国関係の主な動きをあげるとフセイン外

相の訪中（8.3～10），中国の技術者 11人訪ノミ（9.13～入中・パの陸路交易

（ギノレギット一新彊）再開交渉団訪中（11.3），ノミ軍事使節団の訪中 (11.7～

20）などがあり，パキスタンの国内情勢が緊迫化してからも， 12月には中国

から大型貿易使節団が訪パ， 2億ノレピー（約4200万ドル）の借款協定に調印

し， 11月17日には，アュブ・カーン大統領の暗殺未遂事件に関し，周思来首

相が同大統領に見舞の電報を送っている。したがって，パキスタン全域での

反政府運動の高まりという事態に直面しながらも，中国がそのアユブ政権へ

の政策を変えたという，何の徴候も現われていない。とはいえ中国はいま，

その対ノミキスタン政策をめぐり，反政府運動の側を支持すべきか，あるいは

これまでのように，中国封じ込め政策をうち破るという中国自体の利益を優

先させ，アユブ政権支持をつづけるのかという選択に直面している。どちら

の道を選ぶかは，中国と米・ソとの力関係およびパキスタン内部の反政府運

動の発展とアユブ政権の対策の二つの面を考慮、に入れて決めることになるだ

ろう。パ内部の反政府運動がつづくということは，ソ連がアユブ支持を変え

ていないこと，およびソ連の対パ関係、が軍事・経済両面に亘ってすすめられ

一方アメリカの援助は年々縮小してきていることなどから考えて，アユブ政

権の対ソ接近を一層深めることになるだろう。何故ならアユプ政権が←市・財

界などへの依存を深めることで事態の収拾をはかろうとすれば，それは軍事

・経済ともに多額の援助を必要とするのであり，それを供給しうるのは，ソ

連をおいて外にないからである。このことはカシミールをめぐるパ・イ関係

の凍結あるいは改善をもたらすであろうし，ひいてIよパキスタン対中国政策

にも影響をもつことになるだろう。この面から見れば，中国がその対パ政策

を，アュブ政権支持から反政府運動支持に変える可能性は十分にあるといわ

ねばならない。公式にいわれている中国の対パ支持の理由は①インドの侵略

に対抗していること，②カシミールの民族自決を支持していることであり，

この 2条件が満たされなくなると，中国の対パ支持の根拠はうすくなるので

ある。長期的に見るならば，パキスタンも米・ソによる中国封じ込め政策に

くみ込まれて行かざるをえず， 1969年はその転換点となるように思われる口
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東パキスタン陰謀発覚

政府が 1月6日「東パキスタンの分離計画の陰謀に加担したかどで、パキス

タン人28人を逮捕，駐ダッカ・インド高等弁務官一等書記官を国外に追放し

た」と発表したことは，パキスタンの人々に大きな衝撃を与えた。逮捕の日

ははっきりしていないが， 12月23日頃と伝えられている。追放された一等書

記官は Ojha氏で，インド側にこの報復として駐ニューデリー・パ高等弁務

官の顧問 M.M. Ahmed氏を追放している。

こうした陰謀計画が実際にあったのかどうかという点については，疑問の

余地は少ない。 Eいうのは1969年に選挙を控えているとはいえ，アユブ政権

にとって現在の政治的状況は決して悪いものではなく，こうした事件をデッ

チ上げる必要はなかったとと， 12月7日からアュブ大統領が東パキスタンを

訪問していたが，西パに帰るにあたってグッカ空港の警戒がものものしく，

伝えられるところによると飛行機2機にヱンジンをかけ，そのどちらに大統

領が塔乗するか秘密にされていたとと，政府側がこの陰謀計画の全容を発表

するにあたって，非常に慎重であったというとと，等がその根拠である。も

しこの事件が事実であったとするなちば，その背景は何であるかを考えなく

てはならない。そのためまず逮捕された人々がどういう人であるかを見ょう。

政府の発表によれば， 28人のうち海軍関係者6人，空軍関係者5人，陸軍

関係者2人，官吏2人，政党（AL).2人，その他11人となっている。（軍関係

者13人のうち，現役は 7人，退役が 6人）。 とれかちも判るように軍関係者

が指導的役割を果し，とくにチッタゴンに中心をおく海軍が多数を占めてい

る。 AL関係者が2人ともチッタゴン支部に所属していることを考えれば，

この計画がチッタゴンの海軍関係者を中心に練られていたととは想像に難く

ない。彼等はインド側に資金を仰ぎ，武器・弾薬類の調達もインドに依存し

ていたといわれているが，とれらの人々が具体的にどのような計画を練って
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いたのかまだはっきりしていない。とはいえその目標が東ノξキスタンの西ノξ

からの分離・独立であることは確かであろう。

彼等が東パの分離・独立を目標としたのは，東パキスタンが政治・経済的

に西パにおくれ，いわば西パに植民地的支配をうけていると東パの多くの人

人が感じていることのほか，とくに軍内部での東パ人に対する差別が背後に

あったと思われる。東パキスタン側の発表によれば，海軍のうち98.8%は西

パ出身者で、占められ，東パ出身者はわずか 1.2%にすぎず，陸軍は98.3%が

西パ，空軍は91.9%が西パとなっており，国防省も91.9%が西パ出身者で占

められているのである。しかも東パ出身者の軍内部で、の身分は非常に低く，

常に西パ出身者に抑えられてきている。こうしたことに対する不満が東ノfの

分離・独立の陰謀に走らせたものであるといえるであろう。

この事件は，しかしアユブ政権にとって充分利用価値のあるものであった。

事件に ALの一部が参加していたことから，政府は AL(PDMパキスタン

民主運動に参加していない 6項目要求派〉に対し徹底的弾圧の方針を出して

きている。また国民に対しでも，この事件をインドとのつながりを強調する

ことによって， ALをパキスタンの恐ろしい敵として印象づけよラとしてい

る。すでに拘禁されているムジブル・ラーマン AL東バ委員長を，この事件

の計画に加担したとして，これまでのパ国防法で、はなく， Anny,Navy, Air 

Force Actsのもとに拘禁することにし， 刑務所を移動させるなど，アユブ

政権の ALに対する弾圧は非常にきびしい。 PDMはこの事件について東ノf

の独立など考えられぬとして批判，他の野党（NAP,AL 6項目派〉はまだ

明確な態度を示していない。この事件が東ノξの政情にどのような影響を与え

るかはっきりしないが，少くとも野党に対する政府のしめつけはきびしくな

るであろうし，東パの自治を要求する声すらおしつぶされることになるであ

ろう。

新輸入政策の発表

政府は 1月12日， 1968年 1～6月の新輸入政策を発表した。この主な特徴

は，①輸入許可品目の大幅削減（83品目から 13品目》②現金・ボーナス制

品目（ボーナス証券1に対し現金2の割合で輸入が認められる〉の大幅増加
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(11品目から71品目）である。輸入自由品目は4品目増えて14品目になった

とはいえ 1966/67年度の77品目に比べまだ少なく，きびしい輸入制限はまだ

解かれていない。これはパの外貨事情の悪さ，外国援助の不確定さによるも

のであり，またポンド切下げ後の輸出見通しの暗さにもよるものであろう。

現金・ボーナス品目の増加（大部分は輸入許可品目から移ったもの〉は，ボ

ーナス証券に対する需要を高め，その価格を引上げることになり，その費用

が輸入品に課せられて，輸入品価格は一層高くなることが予想される。とく

に原材料・機械部品などの輸入は現金・ボーナス品目に入っていることから，

この措置は工業生産に好ましくない影響を与えることが予想されている。

この新輸入政策について東ノξキスタン側は強い反発を示している。チッタ

ゴン・クーノレナの商工会議所をはじめ，ダッカの商工会議所も新輸入政策は

東パの要求（東パへの外貨割当を行なうこと，ボーナス品目を削減し，輸入

許可品目を増加させること）を反映していないとして非難している。ボーナ

ス品目・現金ボーナス品目の増加は輸入品価格の上昇を必然的にするもので

あり，原材料・機械類はもちろんのこと，多くの消費財まで輸入に依存する

東パにとって，今度の措置は打撃であることは確かであろう。東バ政府は 1

月5日，配給米価を 1モーンド29.60ノレピーから30.80ノレピーに引き上げると

発表したが，これは米価の値上りをもたらすであろうし，それに新輸入政策

による輸入品価格の引上げが加わり，とくに東パを中心に物価上昇が激しく

なることが予想されるのである。

多東パキスタン分離計画の陰謀で18人逮捕

パキスタン政府は 1月6日「東ノfキスタンの分離計画の陰謀に加担したかどで， イ

ンドの駐ダッカ高等弁務官 1等書記官を国外追放，他のパキスタン人28人を逮捕した

と発表した。逮捕された人の中には， AwamiLeague 2人，海軍6人，空軍5人，陸

軍2人，官吏2人などを含み， 陰謀の規模としては，アユブ政権成立以来最大のもの

といわれているO 逮捕された人の名前，職業は以下の通り。
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1. Moazzam Hussain （パ海軍少佐〉

2. Bhoopati Bhusham Chaudhry （別名 ManekChaudhury) （チッタゴン地区

AL会計）

3. Saeedur Rahman （チッタコン地区 AL副委員長－）

4. M. Ali Raza (Service Civil Internationalパ支部設立委員〉

5. Bidhan Krishna Sen 

6. Ahmad Fazlur Rehman （官吏， 1966年以来病欠）

7. Ruhul Quddus （官吏，訓練のためアメリカへの出発を準備中〉

8. Muhibur Rahman （前海軍船室係）

9. Kamaluddin Ahmed （前海軍下士官〉

10. Sultanuddin Ahmed （前海軍上等水平）

11. Mirza M. Rameez （退役空軍飛行少佐〉

12. Amir Hussain （前空軍伍長）

13. A. B. M. A. Samad （前空軍伍長〉

14. Khurshid Alam （前海軍上等水兵〉

15. Mohammad Mahmud Ali 

16. A. B. M. Yusuf 

17. Tajal Islam 

18. Khurshid孔1ia

19. Daleeluddin 

20. Masood R. Chowdhury 

21. Anwer Hussain （海軍上等水兵・軍曹〉

22. Mutiur Rehman （海軍大尉）

23. Khurshiuddin Ahmed (AMC) 

24. Subedar Abdur Razzam （陸軍〉

25. Risaldar Shamsul Haque （陸軍〕

26. A. M. F. Haque （空軍・軍曹〉

27. Shamsuddin （空軍・軍曹〉

28. Havildar Insaf Ali (EPR) 

なお，内務省の発表したプレス・ノートは以下の通り。

政府官吏および政治家が関係した反国家的活動の内容が判明し，現在公表できる

ことになった。 28人がこの東ノfキスタン分離運動に参加したと伝えられている。そ
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のうちの何人かはインドの 1等書記官 Ojha氏と連絡をし，また何人かはインドの

Agartalaを訪問， Misraインド陸軍中将， Menonインド陸軍少佐その他と会談し

ている。会談の内容は多量の武器・弾薬，資金の調達にあったと思われる。彼等は

インド側より多額の資金をうけとり，チッタゴンAL会計係がそれに関与していた

という証拠がある。 Agartala会談のとき決ったと思われる武器のリストを含む，多

くの証拠書類が押収された。東パを混乱させようとする彼等の陰謀は紛砕された。

政府はこの陰謀を怒りをもって見ている。

多東パ陰謀計画発覚についての論評一一一

1月 6日，政府が東パ陰謀計画発覚および28人の逮捕を発表，同27日逮捕者を DP

RCパ国防法）ではなく， Army• Navy ・AirForce Actsのもとに処理すると発表し

たことについて， Dawn紙は 1月 8日・ 28日付論説で以下のように論評している。

今度の事件は国の安全に関する責任を充分考えさせ，こうしたふらちな考えをも

っ者に対しきびしい措置をとる必要性を感じさせた，政府も国民も，国内の，また

隣国の人々がわれわれの独立と統一を妨げようとしていることに対し，十分監視の

目をきびしくしなくてはならない。何人で、あれ東ノξの分離を考えるのは気狂いじみ

た考えであり，われわれはその独立・生存がわか国の統ーにかかっているというこ

とを言忍めるべきである。

場参新輸入政策発表（［968年 1月～ 6月） (Dαwn 1968. 1. 13) 

商務省輸出入管理局長NurulIslamは1968年 1月～ 6月までの新輸入政策を発表し

た。その要旨は以下の通り。

④ 自由輸入リストは14品目（前期10品目〉とし，前期に，（a)Nylon twine, （同

Wood pulp, (c) Raw materials for allopathic pharmaceutical industry, (d) Gas 

black and gas carbonの4品目を加える。

②輸入許可品目は83品目から13品目に削減，ライセンス発給許可基準は追って

発表する。

③現金・ボーナス品目は前期11品目から71品目に増加。これには主要原材料お

よび機械等の部品が含まれている。

④ ボーナス品目は前期224品目であったが， 8品目を削除し， 10品目を許入許

可品目から移したため，全体で226品目となった。

⑤ 東パに対しては特別の配慮が払われている。たとえばコンデンス・ミノレク，

円。
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パス， トラック，三輪車等については西パのようにボーナス・リストではなく，現

金・ボーナス品目になっている。

⑥ できるだけ行政的制度を撤廃し，市場機構に委ねる方針をとっており，原材，

料，部品の需要を確保できるようにした。

多輸入政策に関する反響

Da叩 n紙の伝えるところによれば，新輸入政策に対する西ノfの反響は以下の通り。

o M. M. Ahmad （カラチ商工会議所総裁代理〉：新輸入政策は現在の状況のもと

では全体として納得できるものである。また大部分の品目に対する割当制度の廃止

なども歓迎する。しかし現金・ボーナス品目の急増は価格構造に圧力を加え，とく

に部品輸入をこの品目に加えたことは，国内製品の価格引上げをもたらし，部品の

入手を困難にするだろう。

O Khalid Shafi （カラチ綿花協会副会長）：新輸入政策は非常に現実的であり，工

業用部品の輸入も楽になって生産・輸出拡大に役立った、ろう。

O Ebrahim Ahmed Bawany （パワニ財閥〕：現在の非常に困難な外貨事清のもと

では，新政策はよいものである。

。ChaudhriNazar Mohammad （ラホーノレ商工会議所総裁に新政策のよい点は

部品の輸入をボーナス・現金リストにしたことである。しかし原材料をもこの品目

に加えたことは，その製品のコストを引上げることになろう。

〔I〕 政治・外交

1 日 Vアュブ大統領月初放送一一アユプ大統領月初放送要旨以下の通り。

①現在，パキスタンの発展を認めず個人的利害で混乱をまき起そうとする

人達がいる。国民は彼等の真の意味を見きわめねばならない。彼等は国を混乱

させ，無政府状態をつくりだそうとしている。彼等は西パキスタンでシンド，

パンジャブ，パタンの問題を出し，東ノfキスタンではその分離をはかっている。

しかし統一の中にこそわが国の安全があるのだ。

②東パと西パの統一は確固としたものであり，それは西パの 1州が確固と

したものであると同様で、ある。パキスタンはこうした統ーのうえになりたって
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いる。分離を画策する人々は，パの人々や国のためにするのではなくて，自ら

の利益のためにしているのである。

③ 東パの人々は国が統ーしていないために自由を奪われ苦しんでいる隣国

から学ぶべきだ。

v政府，政府の転覆活動で大量逮捕を発表一一一政府はイスラマパッドでプレ

ス・ノートを発表， 「一部の政治家・官吏を含めた人々が政府転覆を計画してい

たことが発覚，政府はこれらの人々を逮捕した。彼等の計画については詳細を検

討中である」とのべた。

2 日 V力シミールの“ライオン’釈放さる一一1965年以来インド政府によって軟禁

されていたカシミールの“ライオン”シェイク・アプドラは 2日無条件釈放され

た。釈放を歓迎する演壇にたったアブドラは「カシミーノレをめぐってパ・イ両国

の矛盾は変っていない。カシミール解決のためにはこれら 2国の協力関係を深め

なくてはならない。私の今かかえている最大の問題はパ・イ両国関係改善のこと

である。もしインドがつぶれたらパキスタンはなりたっていかないが，もしパが

つぶれたらインドはなりたちえないのだJとのベた。

アプドラ氏は1953年に逮捕されて以来， 1964～65年にかけて釈放されていた時

期を除くと約10年間，牢獄に入れられていたことになる。

4 日 Vピルザダ外相辞任か一一カラチ情報によるとヒ。／レザ、ダ外相が辞任するといわ

れている。辞任の理由は明らかにされていないが個人的なものといわれている。

後任には FidaHassan特別顧問が就任するとみられている （PakistanObserver 

1. 5) 

Vアブドラ，記者会見－2日釈放されたシェイク・アプドラ氏はニューデリ

ーで記者会見，今後パ・イの友好関係を樹立させるために余生を捧げるつもりだ

とのベた。会見要旨は以下の通り。

① 私は，カシミーノレ紛争解決の型にはまった方法をもっているわけではな

い。しかし平和をもたらずどんな方法でも歓迎する。

② パキスタンを訪問する可能性は私が釈放されたことやカシミーノレ解決の

望みから生ずるのではなく，インドの態度にかかっている。

③ 1965年のパ・イ戦争は何ごとをも決めなかったし，インドもパキスタン

も， 1インチの領土も拡大しえなかった。こうした問題は会談の席上解決され

るべきものである。とはいえ，問題の中心はカシミーノレ人民の意志である。パ

キスタンの指導者・人民はインドとの友好関係を希望している。
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④ インドは現在多くの諸問題に直面している。インドの対ノf関係はこの20

年間紛争と不理解の連続であった。その結果，他のものを犠牲にして国防支出

が急増させられている。両国関係の悪さは両国人民のみならず，カシミーノレ人

民に対しても多くの犠牲を払わせている。私は生のある限りパ・イ両国の友好

関係回復に努力をつづける。両国の友好関係があってはじめてカシミールの平

和と繁栄がある。

⑤ 私は1965年 5月，中国のj乱恩来首相と「パ・中国境協定」について話合

った。周首相はそのとき「この協定はカシミーノレ紛争が最終的に解決されたと

き再び討議される」ものであるとのべた。周首相とは中印国境問題についても

話し合った。中国がカシミーノレ紛争に関与することはないだろう。

⑥ 私はカシミールの人々が彼等の自由な意志でインド側についたと考えて

いる。しかしその後何が起ったというのか？私達はインドに第3市民として，

あるいは植民地として加わったのではない。私達は自分自身の自由と名誉のた

めに闘ったのである。

5 日 Vアブドラ釈放に関する論評一－Dσwn紙はアブドラ釈放について， 以下の

ように論評している。

シェイク・アプドラを釈放せよという要求は，インド議会内外で高まってU、

た。またインドの外では，アプドラをこのように長い間拘留しているのはイン

ドがタシケント宣言での誓約を守っていないのだと考えていた。匡！の内外での

政治的立場をそこなうことなしにニューデリーはもはやその要求（アプドラを

釈放すること〉に抵抗することはできないところまで来ていた。カシミーノレに

ついて，インドは「植民地化政策というのは結局失敗するだろうし，カシミー

ノレを武力で制圧するというインドの試みは，単にカシミールの人々に不幸をも

たらすだけでなく，インドにも大きな混乱を起こすだけである」という事実を

認識すべきである。シェイク・アブドラに関する限りでは，彼の立場や見解に

ついては，疑問となるようなことは何もない。彼は次のように述べている“イ

ンドとパキスタンの聞の関係は，もしわれわれがカシミール紛争の解決を見っ

けないなら，前進しないだろう”。問題は次のようなことである。インドがカ

シミールに進軍したとき，その什｜の将来はその州の人民が決定をすると約束し

た。そしてインドはまた国連の安全保障理事会が1948年8月13日に出した解決

策に同意した。シェイクは故ネノレーの認可によってカシミールについての首脳

会談をまとめるために1964年にパキスタンにやってきた。これはネノレ一首相が
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カシミーノレの紛争を認めたことである。そして1966年にインドは再びタシケン

ト宣言に調印することにより，両国関係の正常化のため紛争の実在を認めたO

インドの指導者はカシミーノレの人民の熱望に反するような試みをしてはならな

いし，カシミールの解決が彼等自身の利益につながるということを理解しなけ

ればならない。それは今日インドが直面する問題である。

6 日 V東パ分離計画の陰謀で！28人逮捕一一ーバ政府は「束パ分離計画の陰謀に加担し

たかどでインドの駐グッカ高等弁務官 1等書記官を追放，パキスタン人28人を逮

捕したJと発表した。 （詳細は特記事項参照〕

vパ政府，ダッ力駐在インド 1等書記官を追放一一ノミ政府はダッカ駐在のイン

ド高等弁務官1等書記官 Ojha氏に対し， 24時間以内に国外退出するよう命じ

た。同氏はダッカで発覚した政府転覆計画に関与したとみられている。

Vインド政府，報復としてパ外交官を追放ー一一インド政府はダッカ駐在インド

1等書記官迫放の報復としてニュー・デリーのパ高等弁務官顧問 M.M. Ahmed 

氏に対し24時間以内に国外退出するよう命じた。理由はスパイ活動を行なったた

め，とされている。

7 日 Vパ政府， インド政府に強く抗議一一パキスタン政府は K.P. S. Menon駐

パ・インド高等弁務官を外務省に呼び，ダッカ駐在1等書記官 Ojha氏が東ノfキ

タン分離運動の陰謀に加担したことにつき，これは外交特権の乱用であり，断じ

て許さるべきではないとの強い抗議文を手交した。この中で報復としてのM.M

Ahmed氏の国外追放についても，そのスパイ活動云々は事実無根であるとして

強く抗議している。

9 日 Vアブドラの釈放について一一インド政府がシェイク・アブドラ氏はじめ多く

のカシミール人民を釈放した件につき， Dawn紙 M.A. Mansuri氏は以下のよ

うに論評している。

① インド政府の最近の動きから判断すれば，政府はアプドラに対し，カシ

ミーノレの自治・あるいはインド連邦のワクの中での自治をもとにカシミール問

題解決を迫っていると思われる。しかしこの考え方はアブドラはもちろんのこ

と，パキスタン側からも承認されないことである。

② インドからのニュースによればカシミールには以前よりももっと強い反

インド，親パキスタン感情があり，最近は「パキスタン万才」という叫びが多

くの場所で間かれるし，アユブ・カーン大経領の肖像を掲げる家もあるO

⑨ パ政府は現在以上にインドとの緊張を強めたくないと希望している。そ
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れはパ・イ両国が最近通信通話を回復したこと，また航空機乗り入れ再開も計

画されていること，東ノξFarraka Barrageについてインドとの話合いを提唱し

ていることなどからもいえるであろう。

④ インドの情勢も1964年当時と異った。ネノレーの死去，国防法に変って不

法行為法の成立，そのカシミーノレ人への適畠用，政情不安などが加わり，さらに

極端なヒンズー教徒・右派勢力の強化などがあり，アプドラは行動の自由が少

なくなっている。

V東パ陰謀事件についての論評ー－P，αkistαη Observerは東パ陰謀事件につい

て以下のように論評している。

逮捕された人々は公的に見れば著名ではないし，実際的に政治的地位もほと

んど持っていない。われわれはこの事件は政府が“魔女狩り”にのり出すよう

なものでないと考えている。そのため，われわれは AbdulJabbar Khan内相

が野党を激しく非難する声明を発表したことを残念に思っている。大多数の野

党はその政治目的を平和的，建設的手段によって到達させようとしていたと確

信している。彼等の責任ある指導者は分離主義を提唱したことはない。インド

の田教徒に対する態度があまりにひどいため，パキスタン人民はインドの機関

との陰謀的なつながりを冷静に考えることができない。 JabbarKhan氏は常識

をわきまえている野党の指導者達を，もっと信用すべきであろう。われわれは

現在の環境のもとでは，バノレチザ、ンの政治家のようにではなく，ナショナノレな

観点から考えることを学ばねばならない。東パキスタンの分離は問題外舎であ

る。東パキスタンが外国からの助けをかりで，独立した主権国家の地位を得る

ことができると考えている人々は，まったくのおろか者であるか，それともお

もい上った個人的野望で目がくらんでしまったものである。彼等の数は目立つ

ほどではないと思う。 1947年にわれわれはジンナーの指導のもとに，一国家一

議院制を持つことを決めた時，われわれは，その地域の文化と熱望にもとづい

て，それを打ち建てようと計った。それは必然的に混合的な要素を含むに違い

ない。もし東ノξキスタンが，政治的，経済的，行政的に多くの問題を持ってい

るならば，われわれはそれに対して，平和的，合法的な範囲内で闘うだろう。

時はわれわれの味方であり，われわれは国民の大多数を占めており，そしてわ

れわれは賢明である。われわれはその機会のために闘うつもりである。われわ

れはどこでも自分自身を最良に保つことができる。もし永続的な警戒が自由に

対して払われる代価であるならば，われわれ国民は絶えず用心していなければ
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ならない。さもなければわれわれは自由に値しないだろうし，また自由を保持

することはできない。われわれの自由や国家やわれわれが大切にしている考え

を防禦することが，やすらぎを分つものの務めである。これは単に政治の役割

ではなくて，国民全体の役割である。そしてそのアプローチはそのような視点

からなされねばならない。パノレチザ、ンの政治はここでは場違いである。

vアブドラ釈放について一－Dawn紙論評による。

アプドラの釈放によってインドの態度に希望を投げかけたが，それはまた失望

させはじめているO インドは過去において，次のようなことを理解した。すなわ

ち「カシミール問題の解決をさければ，世界の人々はそれを南アジアにおいて衝

突と不安定さをもたらす最大の原因であると見るようになる。そしてそのような

緊張を続けることは経済に衰退をもたらす」と。

しかしアブドラの釈放がその状態を改善したとは見られない。それはガンデイ

首相の次の言葉でわかる。即ち“シェイクの釈放は試みて価値のある試みであっ

た”これはガンディ首相がシェイクを釈放する試みが失敗に終れば，容易に再び

彼を投獄することができると考えていることを明白に示している。ロンドンタイ

ムスのレポートによると，シェイクを釈放するという決定は，彼が，“変化した”

状態において，カシミーノレ問題についてよりプラグマティックな考えを取るに違

いないと確信して取られたものであると報じている。

カシミ－Jレはすで、にインドの領土であるという考えに従ってインドの立場をか

たくなに守っているガンディが考えているような多くの可能性などは起りそうも

ない。またインドが国連やパキスタンやカシミールの人民に対する約束を尊重し

ない限り，いわれ得るような可能性が決して起らないのは明白である。インドの

支配者は植民地意識という考えで一杯のため，彼らがカシミーノレの指導者達にし

てほしいと期待するものは，カシミーノレ人民の権利を証書に署名して譲り渡す事

であり，そのかわりいくらかの取るにたらない譲歩に対してインドの君主意識を

認めることである。カシミーノレ問題を解決することで，最も必要とされる事は，

彼等自身の運命を選択すべきカシミーノレ人民が生まれつき持っている権利を無条

件に承認することである。インドがカシミーノレ問題について冷淡な態度を取って

いる限り，インドとパキスタンの関係は将来において少しも改善されない。

10日 Vチトー・ユーゴ大統領夫妻，パキスタン訪問一一ユーゴのチト一大統領夫妻

は7日間の公式訪問のためラワールヒ。ンジに到着した。

1 1日 Vチト一大統領，アュブ大統領と会談一一訪ノf中のチト一大統領はラワーノレピ
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ンジで H寺聞に亘りアユブ、大統領と会談，中近東問題，ベトナム戦争の問題等に

ついて話合った。パ外務省スポークスマンの伝えるところによれば，アユプ大統

領はカシミーノレの情況およびカシミーノレ紛争に関するパの立場についても話合っ

た。両大統領は中近東問題についてイスラエル軍のアラブ地域からの撤退が中近

東の平和にとって重要なことであるという点で一致，ベトナム戦争については紛

争の政治的解決を希望し，ベトナム人民がその将来を自分の意志で決める権利を

もっと認めた。その他核拡散防止条約， UNCTADの問題について話合われたo

v東パ議会野党合開会議開く 東パ州議会の野党合同会議が AbdulMalek 

Vkil氏議長のもとに開かれ， 12日から開かれる議会の対策を検討した。合同会

議の議決は以下の通り。

① 非常事態宣言の即時廃止。

⑨ 全政治犯の釈放。とくに MujiburRahman, Mani Singh, Haji Danesh, 

Tajuddin Syed Altaf Ho日間in,Matia Choudhury （夫人）の即時釈放。

③ 東ノ吋！、！自治。 （とれは東パ民衆の要求で、あり分離運動をは異る〉

⑨政府の米配給価格引上げ反対。米価引下げ要求。

12日 v東パ州議会開催一一一7月の予質議会以来 177日を経過して州議会が開催され

た。との問，東パにいくつかの大きな事件があった。

⑦ 蔵相が7月に東パ経済の繁栄を予想、したがポンド切下げがジュート貿易

にマイナスに働き，またヅュートの最低価格が前年度上り引下げられて，経済

は沈滞した。

⑨東西経済格差に関するレポートが発表されたごとの

⑨ 野党の分裂が明確となり， NAP, ALが分裂したとと。

④分離活動の陰謀で28人が逮捕されたこと。

これち事件が州議会にもいろいろな意味で影響を与えるとみちれている。

13日 V次期選挙人団選挙は1969年少月一一大統領および国会・地方議会議員選出の

ための選挙人団選挙は1969年9月に行なわれる予定。とれば N.A. Faruqui選挙

管理委員長が20日間に亘る選挙管理委員会の結果発表したもので，選挙人団の数

は12万人（東西各6万人〉。これは国会が選挙人団人数を 8万人から 12万人に増

加するよう決定したためで， 1968年9月30日までには選挙の医割編成が完成され

る予定。各区の人数は東パで1000人，西パで、 800人になるもよう。

総選挙までのプログラムは以下の通り。

① 3月15日から選挙区確定作業開始
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4月30日までに preliminaryな選挙区の出版

9月中に選挙区のリストを地図とともに発行

9月30日までに最終的選挙区を確定して発表

11月15日までに選挙人名簿草案発表

12月 1日まで選挙人名簿に関する claime受付

1969年6月 1日まで選挙の日を確定・発表

6月10日まで立候補受付

9月 1日～20日まで，選挙

10月20日までに選挙結果を発表

記者会見一一一パシャーニ NAP委員長は PakistanObserver 

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑮

 

T NAP委員長，

紙記者と会見，次のようにのべた。

① アユブ独裁下でわたしは 4年半の問牢獄に入れられていた。そのため健

康を害してしまった。 しかしアユプ政権に対しては常に批判してきた。 NAP

はすべての愛国的で，民主主義を信奉し，自由を愛する人々に対し，アユブ政

府に反対する闘いをすすめるよう訴える。また同時に帝国主義，封建主義，独

占大企業に対しても反対運動をすすめるよう訴える。現政権はこれち勢力と密

接に結びついているのだ。

② 12月16, 17日の東パ NAPのダッカ評議員会は綱領・規約に違反するも

のであり，プロ・モスクワ派といわれている人々は NAPの人間ではない。

共産社会でのイデオロギー上の衝突は NAPにも影響を与えている。 N

APは共産党ではないし，私は共産主義者でもない。

④ 近く西パを訪問し， MohammadAli Qasuri, Arbale Sikander. Wali 

Khanと会談する。

vパシヤーニ NAP委員長， ダッ力で、演説ーーサミシャーニ NAP委員長は同党

分裂後初めての大衆集会で演説， NAPモスクワ派の人々による同氏への批判に

答えて次のようにのべた。

① NAPのある一部の人々は反党活動を行なって政治的混乱をっくり出し

ている。 12月16, 17日に聞かれた NAP東ノξ評議員会は全く規約違反であり，

この連中のつくった委員会には私は関与しない。

② 私は最少限綱領にもとずく統一戦線の結成を準備していた。しかしその

統一戦線は反帝・反封建・反独占大資本であり，真の民主主義の達成を目的と

したものでなくてはならない。帝国主義・封建主義などの反動勢力を明確にし

q
J
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ないで民主主義を確立しようとするのは不可能なことである。

③ NAPはカシミールの民族自決権を心から支持し，彼等が自由な意志で

その将来を決めることができることを支持する。

④ 東パの自治権および、西ノξ各州、lの自治権を支持する。

17日 Vチト一大統領帰国，共同コミュニケ発表一一訪パ中のチトー・ユーゴ首相は

東パ訪問を終え，カンボジアむけ出発した。パ・ユーゴ共同コミュニケ要旨は以

下の通り。

両大統領は両国が種々の分野で密接な関係を保っていることに満足，とくに

経済・貿易の分野での協力関係の強化に満足の意を表し，今後もこの関係をさ

らに発展させるよう努力することを表明する。

，チト一大統領の訪パについて一一一チト一大統領のパキスタンの訪問について

Pakistan Observerは以下のように論評している。

今回のチト一大統領の訪ノミにおいて重要なとりきめはなかった。ユーゴ側の

一部には貿易・援助をパーターの形でとりきめることによりパキスタンに対す

る経済援助を増加させる動きがあったが今回の会談で2日聞がその問題に費さ

れたにもかかわらず，これはまとまらなかった。この問題について Ahmed計

両委副議長は 3月ベノレグラードを訪ね，もっとよく話合う予定である。

18日 T ALムジブル・ラーマン， 陰謀計画に参加か一一内務省はフ。レス・ノートを

発表，拘禁中の東パ AL委員長ムジブノレ・ラーマンが陰謀計画に参加していたと

発表した。プレス・ノートは以下の通り。

Agartala陰謀計画に参加した28人はこれまでパ国防法（DPR）により拘留さ

れていたが， 1月18日， Army,Navy and Air Force Actによって逮捕され

た。したがって東パ政府によって出された DPRによる拘留は廃除される。陰

謀計画の調査はつづけられており， この計画の立案・指導に SheikhMujibur 

Rahmanが関与していたという証拠がある。氏は DPRのもとに刑に服してい

るO

19日 ，大統領， PoliceWeekで演説 アユプ大統領は毎年の PoliceWeel王で演

説， 「東ノfの警察はとの国の法・秩序を保つよう重要な役割を果さなければなら

ない。そして政治・社会・経済の分野での発展を促進する必要がある」とのベた。

また東パ知事ムネム・カーンも PoliceWeekで演説， 「警察は反国家的活動を

する者をさがし出し，国の平安を保つ努力をするよう」とのベた。

21日 Vアユブ大統領， 次期大統領候補は PMLが決定すべきと語る←一一アユブ、大統
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舗は PPIi記者に， 1970年大統領選挙候補者は倒人の d志向によって決められるの

ではなく， PML評議員会が決めるべきである，とのべた。これは PMLの中か

らアユブ大統領に“次期大統領に立候補するように”との要請に対して答えたも

ので，大統領はさらに個人主義による政治は行なうべきでないとのベた。

v陳外相， パ・中友好をたたえる一一一陳外相は駐中国パキスタン大使 Sultan

Mohammad Khanおよび大使館員を招いて中国の新年を祝う夕食会を聞き，席

上パ・中友好をたたえ，この関係がさらに発展するよう希望するとのべ，パキス

タンの現状についても，アユブ大統領の指導のもとに非常によくいっている，と

のべた。夕食会の後中国は“パ・中の友情”と題する歌を紹介した。歌詞は以下

の通り。

中国とパキスタンは友好的隣国だ。この両国の友情は揚子江よりも深いo

Pamirにどんな高い山があろうとも，われわれの友情と協力の発展を妨げるこ

とはできない。中国とパキスタンは隣国であり，両国人民の友情は永遠に消え

ない。両国人民は統一している。

22日 V西パの分割は許さず一一アュブ大統領は Larkena行なわれた大衆集会で、演

説，政府は西パの分害l陪決して認めないだろうとのベラ西パ分割を主張する野党

勢力を批判して次のようにのベた。

① 野党のある勢力は西ノミの分割を主張している。しかし彼等は個人的欲望

のためにこのスローガンを叫んでいるのだ。これら勢力は中央政府の権力を弱

め，東パキスタンを西から分離させることを目論んでいる。

③政府の政策の二つの基本は国民の生活水準を高めることおよび国防力を

強化することであるO この政策のため政府は努力をしている。

③ 野党は議会民主主義を主張している。しかしこれはパキスタンを破滅さ

せるものである。もし1958年の革命が起らなかったら，パキスタンは安全でな

かったろう。

v東パ野党，小作法に反対一一束ノξ野党は議会に提出された EastBengal State 

Acquision and Tenancy Amendment Ordinanceに対し， 「この法律は非農地

で宅地以外のものにはその土地の市場価格の%%，宅地に対しては反%の地代を

払うよう定めている。これは Dhanmandiで計算すると現在の地代の約8倍にな

る。これは東パの人々にとって非常に負担が大きく，多くの人々は地代を払えな

くなり，したがって住む家を失ってしまうだろうJと反対している。 （なお，こ

の法案は23日， 71対21で可決された）
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vパ，ベルシャ湾に関心なし一一一パ外務省は戸I引を発表， 「パキスタンがq1近

東の他の 4ヵ聞と共同L，イギリス軍撤退のあとベノレシャ湾安保保障のとりきめ

をしようとしている」とのニュースを否定，パ政府はそうしたことを全く考えて

いないとのベた。このニュースはアメリカのロストウヰ寺別掃j佐プ宵が VOAインタ

ビューで発言したものO

24日 T PDM，東パ陰謀事件を批判 PDMはさきに摘発された束ノミ陰謀事件につ

いて， 「PDMはパキスタンの統一を守り，どんな形であれパの分割をしようと

する運動には反対してきた。 PDMは撤発された陰謀事件に重大な関心をもって

おり，ショックをうけた。 PDMはこの事件に関与した軍人以外の人々の裁判が

秘密裁判ではなく公開裁判jであるよう要求する」とのべた。

v東パ AL ( 6項目派〉， ムジブル・ラーマンの公開裁判を要求一一束パ AL

(6項目派〉執行委はゲッカで委員会を聞き，政府に対しムジブ、ノレ・ラーマンの

公開裁判をするよう要求した。またムジブノレ・ラーマンの居場所，健康状態など

についても明確にするよう要求した。東パ書記長代理 AmenaBegum女史も政

府に対し同様の要求を行なっている。

V東パ議会，ムジブル・ラーマンについて討議日一一束ノミ議会で、東ノミ陰謀計画に

参加したとして政府の非難をうけているムジブノレ・ラーマン（AL東パ委員長）

について野党が質問，現在同氏がどこにいるか明らかにするよう要求，同時にこ

の陰謀計画に関する裁判を公開するよう要求した。なおムジプノレ・ラーマンはこ

れまで、ダッカ中央刑務所に拘留されていたが，現在どこにいるかは不明。

Vダツ力に集会禁止令一一政府はグッカに刑法 144条にもとづく 15日間の集会

禁止令を出した。

25日 V少数民族も選挙の立候補を一一シャハプッディン情報相はラホール空港で、記

者会見，少数民族問題に触れ， 「現憲法は少数民族が立候補することを禁じてい

るわけではない。すでJこ州議会レベノレには少一数民族の人が選出されている。国会

議員その他についてもどんどん立候補して欲しい」とのべた。

26日 v内相，東パ陰謀事件を公開裁判にすると発表一一－A・ R・カーン内相は声明

を発表，東バ陰謀計両に加担して逮捕された29人の裁判は近く公開裁判で千？なわ

れるだろうと発表した。

V ダッカで政治犯釈放要求学生デモーーダッカで学生による政治犯釈放要求の

デモが行なわれた。この学生集会は東パ学生リーグ，東パ学生ユニオン（Motia

派， Menon派とも〕によって提唱された“政治犯釈放運動の日”に行なわれた
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もので，政治犯のl:!IJ時釈放，ムジヅ／l,・ラーマンのJJM引の公示、公開裁判を要求

したυ

V最高裁判長に S.A. Rahman一一大統領は最高裁判長に S.R. Rahman同判

事を任命した。 Rahman氏は1903年 6月4日西ノミ Wazirahadに生れ，ラホーyレ・

オックスフォードで教育をうけ， 1926年インド文官（ICS）となる。

V ヨルダン国王訪パ一一ヨノレダンのフサイン国王が7日間の公式訪問のため訪

パ，アユプ大統領と会見して中近東問題，とくにイスラエルのアラブ侵略，ヨノレ

ダンへの影影響等について話合った。

27日 Vアユブ・フサイン会談一一一アユブ大統領とフサイン・ヨルダン国王はラワー

ノレピンジで 1時間半に亘り会談， 1=p近東問題について話合った。席上ノξキスタン

大統領はアラブ諸国に対し，モラル・サポートおよび政治的支持を再び明らかに

した。

Vコスイギン首相，パ・イ関係改善を訴え一一一インド訪問中のコスイギン・ソ

連首相はニューデリーでの大衆集会で演説，タシケント宣言こそパ・イ両国民の

意志を表わすものであり，両国関係改善のカギであるとのべた。

28日 V東パ AL( 6項目要求派〕執行委聞く一一束パ AL(6項目要求派）執行委が

ダッカで開かれ，同委員長代理 SyedNazrul Islamが議長を務めた。執行委で

決められたことは以下の通り。

① パ国防法のもとに逮捕されている全政治犯の釈放および非常事態宣言の

撤廃。

③ 米価その他消費物資価格を低下させる。現輸入一政策に反対する。

⑨ 党組織の強化。 2月20日までにターナの段階， 3月15日までに地医， 25

日までに県の段階まで組織化する。

T NWFPの赤シャツ党復活か一一一NWFPおよびパノレチスタンを基盤に活動し

てし、た赤シャツ党 Redshirtsはこれまで NAPに入っていたが，最近その NAP

からの分離・復活を計画しているという。これは Paki必anObserverに掲載され

たもので，新指導者は独立運動のベテランで，赤シャツ党の創立・指導者 Abdul

G haffar Khanの右腕といわれた AbdulGha百oorKhanになるとみられている。

この動きに対し， NAPは反対している。

29日 v東パ共産党についてー－PakistanObserverは東パ共産党の存在について以

下のように論評している。

東パ共産党中央執行委の名前で、中国の文化革命を批判した論文がさきごろチ

つJ
門
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、L コの雑誌に掲載され， 29U，ソ連大使館はその雑誌をカラチで発表した。発

行のHは判っていない。この論文の中で、東ノミ共産党中央執行委は中l玉！の文化革

命を評価せず，この文革の悲惨な結果が中国だけでなく，とくにアジア全体の

共産主義運動にも悪い影響を与えると懸念している。共産党が1954年に非合法

にされて以来，共産主義者は NAPに加入，現在それは北京派とモスクワ派に

分裂している。チェコの雑誌にのった論文がニセものか，あるいは東パの人が

自らを共産党中央執行委と名乗って発表したものなのかは判らない。しかし興

味あることはソ連がこの論文をパキスタンで流したことである。

T NAP書記長，シンドで演説－NAPウスマニ書記長（反ノミシャ一二派〉は

シンドの Sukkurに同党活動家を集めて演説，次のようにのべた。

巾政府は直ちに土地改革を行ない，土地所有の最高限を 100エーカーに同

定すべきである。また政府所有の土地を耕作者に配分し，農民には財政援助を

行なうべきである。

③ 国民は利益をむさぼっている奴や，ヤミ市場でもうけている者に反対す

る統一戦線をつくるべきである。政府は消費財引下げのためのすべての方策を

とるべきだ。

ぽ） シン lリ十｜では学校・大学ではシンド詰を使うべきだ。

〔H〕経済

5 日 米の配給価格引上げ一一一東ノξ政府は 1月8日から米の配給価格を 1モーンド

29.60ノレピーからl.20！レピー引上げ， 30.80ノレピーにすると発表した。政府は1967

年初に米価を 1モーンド 27ルピーから 29.60ルピーに引上げたばかりで，それか

ら1年もたたないうちに再引上げとなったもの。 この引上げは 1964年以来3度

円。これについて PakistanObserverは次のように論評している。

米価引上げの原因は政府による生産者米価（政府買上価格〉が年々増加，モ

ミ米 1モーンドが17～18！レピーとなっているためといわれている。しかし国内

の供出米は少なく，任意供出で年7千トンから 1万トン， 1966年の強制供出で

は9万6千トンのモミ米が政府の手元に集まったにすぎなかった。一方需要の

方はダッカだけで毎月 1万トンの米が配給量として必要とされ，東ノサ十｜全体で

も毎月 8万～ 9万トンの米・小麦の配給量が必要とされている。したがって配

給米価値上りの原因は外国から調達した米の価格が引上げられたためで、あると

いえる。政府が何度もいっているように米の国際価格は，とくにアジアを中心
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とする米作地帯で米の生産が減少しているため年々上昇しているのであり，こ

れが政府の配給米値上りに反映していると思われる。とはいえ最近公開市場に

おいて米の価格が低下傾向にあったが，政府の配給米値上りによりこの傾向は

逆になることが予想されている。

Vウカイリ蔵相，輸出拡大を要請一一ーワカイリ蔵相はカラチ財界と懇談，財界

に対し輸出を拡大して外貨収入を増額させるよう要請，最少限度50億ルピーの輸

出を達成するよう努力して欲しいと訴えた。また現在の外貨収入について「現在

輸出による外貨は年35億ノレピーで、あり，この大部分は食糧，防衛必要品，借款に

対する返済利子にあてられている。また外国援助や借款を得ることは年々困難に

なってきており，経済の自立更生こそ最も基本的問題であるJとのべた。

8 日 v世銀調査団，訪パ一一一世銀の経済調査団が訪パ，＇. 1968/69年度経済援助につ

いて調査を行なう。団長は RudolfHablutzel氏で10名。団長は今回の訪ノfの目

的について「パキスタンの経済事情を調査し， 1968/69年度の発展の予測をする

ことにある」とのべた。団員には農業，工業，運輸等の専門家が含まれ，総合的

調査を行なう。この調査は例年のもので，報告書は世銀および債権国会議参加国

に送られる。なお 1968/69年度経済援助は 5月に開催予定の債権国会議で決めら

れる。

, 12月の貿易一一12月の輸入は輸出をはるかに越えている。輸出額は 2億4410

)jノレピーで，対前月比0.33%減 (1967年 11月は 2億4490万ノレピー〉，対前年比

24.19%減（1966年12月は 3億2200万ノレピー〉。輸入額は 3億3030万ノレピーで，対

前月比14.88%減（1967年11月は 3億8810万ノレピ－），対前年比26.44%減（1966

年12月は 4億4900万ノレピー〉となっている。

Vチッタゴン造船所計画おくれる一一チッタゴン造船所計画（ChittagongDry 

Dock and Heavy Steel Structure Works Project）の完成は予定より 3年おく

れるものとみられている。計画の内容はドライ・ドック（1.6万トンまでの船の

修理〉および6000トンまでの造船，その他運搬用機，道路・鉄道用鉄橋，貯蔵タ

ンク，特別列車など重機械工業。この計画には1964年9月，政府がユーゴからの

借款から外貨を供与している。総費用は6460万ノレピーで、あったが1964年修正され

i億4000万ノレピーとなっている。担当は EPIDC。おくれている原因は資金不足。

11日 Vユーゴ，パに新借款供与か一一一ノふ情報によればユ｝ゴはパに新借款を供与す

るもょう。これはユーゴの蔵相 Janko Somo le卒いる経済代表団がアーマッド計

画委副議長と会談したことから推察されたもので，借款供与の外，合弁企業の設
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立その他両国に利益のある事柄について話合われたとし、われている。

12日 v新輸入政策発表さる一一一ヌールノレ・イスラム輪山入統制局長は1968年 1～6

月の新輸入政策を発表したο この新輸入政策は「輸入の自由化をすすめ，輸入ラ

イセンス手続を以前より自動的に行なえるようにした」という。 （詳細は特記事

項参照〉

（り輸入自由リスト（FL）の品目は10から14に増加する。

③輸入要許吋品目については13品目（前期は99)

① 3J1金・ボーナスリストは11から71品目に増加り

vパキスタン貿易公社，イタリー・カナダと取ヲトーパキスタン貿易公社はイ

タリー・カナダと協定を結び， アノレミニュームおよび SteelStrips (2700万／レピ

ー〕を輸入する取引をすすめているという。

13日 V商相，新輸入政策について記者会見 N. A. Chafoor Khan Hoti商相は

12日発表の新輸入政策について記者会見，要旨以下のようにのべたο

①新輸入政策は政府の以下の希望を反映している。（a）既在工業が必要とす

る輸入品は十分満される。（b）必需な基本消費財－の輸入も満される。（c）価格安定

の維持，（d）生産と輸出を最大限にすること，（e）東ノξその他低開発地域は特別の

注意をうけること。

③ 新輸入政策の主要点は既存の工業が十分にその能力を発揮できるように

することである。これは企業が原料・化学製品・部品などその必要なものを政

府の関与なしに輸入しうるようにすることだ。

ゆ輸入自 ftjリストによる輸入は全体の45%，許11Jリストによるもの20%,

現金・ボーナス・リストによるもの17%，ボーナス・リストによる輸入が18%

と見込んでいるO 前年度のボーナス輸入は 4億 4000万ノレピーラ 今年度は 4～

5000万ノレピー増加すると予想されている。

13日 ' 2月末に修正工業投資計画を発表の予定一一政府は第3次5ヵ年計両の修正

工業投資計画を 2月末に発表する予定である。これは資本投資のための外貨事情

および国際収支の現情などから必要とされている。

14日 v新輸入政策に対するチッタゴン，クールナの反響一一一九zkistanObserverの

伝えるところによれば，新輸入政策に対しチッタゴン・クールナの経済界は失望

の色を示している。チッタゴン商工会議所は輸入政策に関して緊急理事会を聞き，

‘これは東パ経済界の予想、に反しており，小規模企業に対する打撃は大きい”と

の態度を表明した。同商工会議所発表のプレス・ノート要旨は以下の通り。
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（む東パ経済界が現金・パーター・援助を問わず外貨＇ JI］当を増すよう要求し

ているにもかかわらず，政府が，現金・ボーナス・リストを11品目から71rff，日

に引上げたことは皮肉なことだ。

③ ボーナス品目の増加はそれによる輸入品の価格を引とげることになり，

東パの中小規模の貿易業者，企業家にとって非常な痛手となる。

。む ソーダ灰，白セメント等はボーナス・リストからも除外され輸入を制限

されてU、る。これも東パの工業にとって打撃である。何故ならこれらを輸入し

なければ束パ工業が成り立たないからである。

クーノレナ商工会議所も緊急理事会を聞いて輸入政策を検討，政府が束ノfの要求

にもかかわらず東西別々に外貨割当を行なわなかったことに不満を表明，また基

本的商品を現金・ボーナス・リストから除外するよう要求，とくにココナツ世l,

ミルク食品，ベビー・フードラコンデンス・ミルクなどを現金・ボーナス・リス

トから除外するよう要求した。 （これら商品は現金・ボーナス・リストに入って

から価格が3倍にはね上ったという〕

15日 Vダッカ商工会議所，新輸入政策に不満一一ダッカ商工会議所は緊急理事会を

聞き，新輸入政策について， 「東パの中小規模の貿易業者，工業家は東パが反対

していたフリー・リストの復活，現金・ボーナス・リストの拡張，許可品目リス

トの縮少などにより大きな打撃をうけると考える。輸入の大部分はボーナス債券

によっており，ボ’ーナス債券の価格は不当に高くなっている。 100；レピーのボー

ナスは1968年 1月12日には170.50ノレピー， 13日には 171；レピーにも達し，これが

輸入品価格を引上げ生産費増加，製品価格上昇をもたらすJとして今度の輸入政

策に不満の意を表明した。

16日 Vアュブ大統領，食糧の自給体制確立を訴え一一大統領はハイデ、ラパッド県の

視察（one-weekmeet the people tour）に出発， Thatta地区で農民と会い，次

のようにのべた。

農民は政府が与えるあらゆる便宜を十分利用し，できる限り短期間に食糧の

自給体制を確立できるよう最大限生産を高めて欲しい。

17日 V東パ食糧品価格一一束ノミ食糧価格は政府の配給米価格引上げ発表により，再

び上昇してきてU、る。主なものは以下の通り。

上質米 1モーンド 45ノレピー （前週 42｝レピー〉

中質米 グ 40～42 グ（グ 36～39 グ〉

下級米 If 37～37.5 11 ( " 34 グ〉
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鶏 肉 （中位1羽） 3ノレピー （前週 2.5！レピー〉

卵 4 乱主l 56～62ノミイセ （ グ 50パイセ）

トマ 1シーア 50～62 II （グ 25～50

魚 妻貞 不足気味で値上りが激しい

v東パ，食糧自給の 5項目プラン発表一一一東ノミ政府は食糧の自給自足体制をつ

くるため，次のような 5項目プランを発表した。東パは年々40万トン以上の食糧

が不足しており，これを1970年までには50万トン以上の余剰食糧が生産されるよ

うにするというもの。

④ ボロ稲（夏作〉の作付而積を1966/67の139万エーカーから 250万エーカ

ーに増加する。

② ボロ稲について Irri米の作付面積を1967/68には 31万6000エーカー，

1968/69には97万エーカー， 1969/70には106万エーカーにする。

③ Mexi-Pak種小麦の作付面積を1967/68には 3万2500エーカー， 1668/69

には 4万7000エーカー， 1969/70には 7万エーカーとする。

（心模範農場での作付面積を増加する。

⑤肥料・水・改良種子・農薬等を十分に利用して生産性を高めるO

19日 V中央銀行，貸出条件の緩和一一中央銀行は19日から指定銀行への貸出条件の

緩和を行ない，指定銀行の中央銀行に対する現金預金率を6.25号もから 5%に引下

げることに決定した。これは指定銀行が企業への信用供与をする場合，それが容

易に行なえるためにしたもので，指定銀行は預金・債券総額の 5%を中央銀行に

預金するだけでよいことになる。 1968年 1月 1日の指定銀行の預金・債券総額は

109億9510万ルピー，今まではその6.25%，即ち 6億8400万ノレピーを中央銀行に

預金しておかなければならなかったが，今後は 5%，即ち 5億4720万ノレピーで、よ

いことになり， 結局 1億 3680万ノレピーが企業への貸付金にまわされることにな

る。この現金預金率は1965年4月 1日， 5月 1日に 5%から7.5%，さらに1.5%

減って 6%へと変化， 1995年8月16日には6.25%，同9月17日に 5%, 1967年6

)116日に9.25%へと変化している。

20日 Vアメリカから鉄鋼4億ルビー輸入 ノミ政府は AID資金により， 1968{-J'・ 1 

～6月の間にアメリカから約4億 1千万／レピー（約6千万ドノレ〉の鉄鋼を輸入す

ることに決めた。アメリカはパキスタンの鉄鋼輸入の90%を供給している。

Vハンガリーと貿易協定一一一パ・ハンガリ一両国政府は商品貿易に関する協定

(3年間）に調印した。この協定のもとで両国は総額3千万ノレヒ。ー相当の商品の
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交換を行なう。この額は1967年 2月にとりきめられた 1年契約の協定に比べ， 50

%多くなっている。パキスタン側の輸出品目は原綿，ジュート，ジュート製品，

羊毛，綿製品，その他繊維製品，羊皮・皮製品，スポーツ用具等で，ハンガリー

からは電機器具，肥料，鉄道用機器等々を輸入する。

22日 Vダッ力商工会議所，新輸入政策批判の意見提出一一一ダッカ商工会議所は新輪

入政策を批判するための37項目からなる意見書を政府に提出した。（要旨は付録〉

そのため政策の責任者・で、ある NurulIslam輸出入管理局長がダッカを訪問， ダ

ッカ商工会議所で同 A.Qasem総裁と会談した。 A.Qasem総裁はダッカ財界

の意向を説明， 「新輸入政策は東パの資本蓄積，商品需要の面からみて東パに対

し考慮が払われていない。これは東ノξの工業化促進に役立つていない。というの

は工業の多くはその必要原材料・・機械等をボーナス制あるいは現金・ボーナス制

で輸入しなければならず，これは東パ工業化にとって不都合である」とのベた。

これに対し Islam輸出入管理局長は次のように答えた。 「東ノξ財界の意向は十分

考慮に入れている。外貨は非常に限られており，すべての需要を満すことは不可

能だ。現金・ボーナス制の下での輸入品目が増加したことは生産を拡大させ，価

格を安定化するに役立つであろう」。

23日 T 1968/69年度援助見通し一一一M ・M ・アーマッド計画委副委員長はカラチで

記者会見， 1968/69年度（第3次計画4年i=J）援助見通しについて， 次のように

のベた。

① 1968/69年度の東欧諸国， ソ連からの援助予想、は非常に明るい。パはい

ま，東欧諸国に対し援助条件の緩和を要請している。というのはこれら諸国の

条件はあまりに返済期聞が短かく， 10～12年であり，パはそれを15～20年にす

るよう交渉している。しかしこれら援助の条件のうち利子は妥当であり，援助

商品の価格も安く，返済もパ商－品なので非常に有効だ。

③ アメリカ援助は米議会で対外援助額が削減されたが，これはすでに約束

された 1億4000万ドノレの商品援助には関係ない。このうち2500万ドルはすでに

受取った。残りについても 2月には協定は達しよう。但しプロジェクト援助の

見通しは米援助額の削減で全く暗くなった。

③ ユーゴの援助については 3月か5月にユーゴを訪問してとりきめてくる

予定だ。

⑨ ソ連は1961年以来1億7600万ドルの援助を行なった。そのうち3000万ド

ルは石油探索に， 1億1000万ドルは1964年，農業用機械の輸入に使われた。ま
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た1965年には5000万ドノレラ 1966年には8500万ドルの借款供与がなされているo

v食糧相，砂糖値上りに警告一一一ドーハ食糧・農業相はカラチで、行なわれた；；己

者会見で砂糖値上り問題に触れ， 「東西パとも砂糖の自給体制が確立しており不

足はしていない。したがって価格の変動もない筈だ。砂糖工場とは 1モーンド当

り70ルピーをこえないとの紳士協定ができている。最近の砂糖値上りは何ら根拠

がなく，政府はこの不当な値上りを画策している人に対しては徹底的な措置を講

ずるJとのベた。カラチ市場で、の最近の砂糖価格は， 1シーア 1.9ノレピーで， f11j

週は1.75ノレピーであった。 2日前は2.12！レピーにまで値上りした。

' Fαrakkaダムの問題一一世銀調査団（団長 RudolfHablutzel）は東パを訪

問， インドが Farakkaにダムを作ることからくる問題の解決はパ・イ両国政府

の協力なしにはありえないとのべた。 Farakkaにインドがダムを建設した場合予

想される障害には以下のようなものがある。

①東パに流れる水が少なくなり，東パの水利開発計画jは非常な打撃をうけ

る。

⑦ Ganges-Ko badakプロジェクト（Kushtia,Jessore, Khulna地区の 200

万エーカーを謹献する計画）は実行不能となる。

③現在のガンジスの水位が下ることにより，モンスーンの後の夏作物に必

要な土地の水分が少なくなり，農業に不利である。

① ガンジス河の船の運行， Gorai-Modhumati などのキャナルの舟の運行

は非常に痛手をうける。

⑤雨期には洪水の心配がある。

⑨ インドは Hoogliに沈泥のない水を流すという。その沈泥は東パキスタ

ンに流れ，河床を高くして洪水の原因をつくる。

⑦ 水力減少はクーノレナラパリサノレなど海岸地帯で塩害の地域を拡大するこ

とにし，また都市や工業中心地に対する水質を悪くする。

25日 V石油発見 ラワーノレピンジ南西70マイノレの Campbellpur地区 KotSarang 

で日産500～1000パーレル程度の石油田が発見された。これはソ連専門家が石油・

ガス開発公社と協力して発見したものO

f AID，西パ鉄道に1500万ドル一一AIDは西パ鉄道にデ、イーゼル電気汽関車，

部品などの購入にあてるため1500万ドルを供与する協定に調印した。 AIDが西パ

鉄道に供与した援助総額はこれで 1億1300万ドノレに達するO

26日 V東ベンガjレ非農地借地法改正について一一－PakistanObserver紙は東パ政府
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がIr司議会に東べンガル非農地借地法改正 EastBengal Non-agricultural Tenancy 

(Amendment) Ordinanceを提出したことについて次のように論評している。

EBNTOは政府が非農地の借地に対する地税を同定化させようというもの

で宅地に対しては現佃iC市場価格）の冗%，非宅地に対してはYz%の地税を課

すことに決められている。これは小規模な土地をもっている人々にとって非常

に負担となる。東パで、は40%の人々が土地をもっていないとはいえ，宅地以外

に了l:J也をもっていなし、人々にとってはこの地税は支払能力を越えるほど高く，

おそらく地税の支払いができぬまま彼等の多くは家屋敷さえ失い，根なし草の

ようなプロレタリアートになってしまうことだろう。 1950年の土地改革および

小作人法によって東ノミの農業事情がどれほど前進したか疑問だ。小規模土地所

者有および、小作人は地代（reu t）が RevenueO百icerによって同定され，それ

までの特権（地代の割引や小作契約など）を失ってむしろ生活が貧しくなって

し、る。

27日 T RCD合同ジュー卜工場，東パに建設 ーイラン・トノレコ・パキスタン 3国は

RCD合同ジュート工場を東パに建設することに同意した。これは RCD合弁企

業の第3のものでヲ RCDJute Mill Ltd.とし， 2年間に完成する。授権資本は

5000万ルビー，払込資本1900)jルピー， 500loomもち， 400loomはへシアン用，

100 loomは袋用。

29日 Vソ連，パに6000万ドル援助供与一一パに駐在していたコズミン・ソ連貿易コ

ミッション代表はラホールで、の送別会・新任 AlexieErokhin氏歓迎会で演説，

ソ連がパに対し Rupsa橋建設のため 6000万ドルの援助を供与したと発表した。

この援助の条件は利子2.5%, 10年返済で，返済金は 8%割引，そのうち30%は

外貨で，70%はパキスタン・ルピーで返済する。この条件はがj同までの10%割引，

40%外貨， 60%ルビー貨返済をさらに緩和したものとみられている。

vパの外国投資一一1960年 6月まで、パキスタン工業に投下された，外国投資は

7000万ドノレであったが， 1967年 6Jjまでのそれは 1億3700万ドルに達している。

過去7年間に95.7%も増加したわけである。このうち最大の出資国はアメリカで

3700万ドル，全体の27%を占めている。次いでイギリス3400万ドル，西独，スイ

ス，ホンコン，イタリー，スエーデン，オランダラノレクセンプルグ，クェート，

レパノン，東アフリカとなっている。アメリカの投資は主としてクーリー資金

(PL480による食糧の代金の一部〉によるもので， うち 1億4700Jjドノレはパ・米

合弁企業に投資され，東パのジュート袋製造工場や西パのコーン油，フルーツ・
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パキスタン (1月）

ジュースなどの製造工場にも投資されている。また550万ドノレはアメリカ・イン

ターコンチネンタノレ・ホテノレの建設に使用された。アメリカは対パ民間投資を増

加させるため，カラチに InvestmentAdvisory Centerを設ける計画をもってい

るという。

31日 生産財値上り－PakistanObserverの伝えるところによれば，最近生産財値

上りが目立ち，前年に比べると10～30%も上昇しているという。とくに値上りの

激しいのは ironrod, timber, corrugated iron (c. i.) sheet, sanitary waresで

その原因は輸入政策および一部の貿易業者による価格操作が主なものであるとい

うοirovrodの価格はトン当り 1320ノレピーで前年度より 13～20%値上り， C.i 

sheetは20%，チーク木材などは25～30%,sanitary waresについては20%も値

上りしている。セメントの価格は変らないが，入手困難になっている。 ironrod 

輸入は自由輸入リストで、行なわれ，したがって若干の貿易業者が鉄鋼製品の輸入

を独占することができ，そのため価格統制一一つり上げをする可能性がある。ま

た中近東戦争の結果スエズ運河が閉鎖され，運賃が10%値上りしていることもあ

る。
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パキスタン（ 1月）

ダッカ商工会議所の輸入政策改善要望事項（要約〕

(Pakistan Observer, l. 23.) 

ダッカ商工会議所は 1月22日に輸出入管理局長が同会議所を訪れた際， 1月～ 6月

の上半期に適用される輸入政策を以下述べるよう改定することを要望した。

①前半期（1967.6～12）に適用された輸入政策では，輸入自由品目を扱う業者は

第21項目（輸入手続きに関する条項）に掲げる趣旨に基づき選択した特定品目を申

告することを要求された。しかし趣旨が不明確であったため大多数の業者は輸入自

由品目のうち輸入許可品目に変更された特定品目だけを選んだ。この不備な事情に

気付いたため東パの輸入自由品目を扱う業者の多くは，先に選んだ品目を変更しよ

うと望んだ。だが政府から次回輸入期間まで変更は行なわれないとの指示を受け

た。そのため東ノξキスタンの化学製品やその他品目を扱う輸入業者は資金難のため

輸入業務を停止しなければならなかった。鉄鋼輸入業者の多くも指定銀行が資金洞

渇の理由で資金貸出し不能を発表したため資金を調達出来なかった。このような事

情から東パキスタンの輸入自由品目を扱う多数業者は現行輸入期間には輸入自由品

目を輸入出来なかった。したがって1964～67年聞に輸入自由品目を扱った業者に現

行輸入期間にもこれら品目を輸入させるよう特別措置を講ずる必要がある。

⑨ 東パキスタンの全貿易業者は，輸入自由品目の指定を廃止せよと要望してい

る。その理由はこれら品目指定を復活させたため政府は東パキスタン輸入業者の輸

入業務を停止させ，中小企業を著しく圧迫しているからである。

⑨ 今回の輸入政策では輸入許可品目が大削減され，ボーナス・現金品目が増加

したが，このことは高物価を誘発し，なおまた国民の中産階級を構成する中小輸入

業者を輸入業界から排除するものである。

④ 工業原材料をボーナス品目とボーナス・現金品目とに指定したことはいまだ

発達初期段階に停滞して充分な成長を遂げていない東ノfキスタンの工業界に不利な

影響を与え，工業投資意欲を減殺し，その意味で工業化振興政策に逆行する。した

がって，工業発達の遅れている東パキスタンの工業投資を促進するとすれば工業原

材料を現金決裁制度を通じて調達させることが必要である。

⑤工業事業所の輸入資格は，輸出入管理局の承認を得ねばならないこととなっ

た。だが従来は工業局によって公認されれば充分であったし，公認された事業所だ
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パキスタン (1刀〉

けが輸入を許iiJさjしたりつまり輪山入管理局は事業所の公l誌に少しも関係がなか，》

た。だが今後この管理局が全工業事業所の認可に当ることとなれば工業は二重の監

督を受けることとなり，それによって輸入業務は著しく繁雑困難となる。

⑥輸入額を過去の実績に基いて認める政策は現在まで再三改訂台れ，今日では

輸入額は前年度実績の30%となっている。この輸入割当率は低過ぎて到底工業の需

要を充すことは出来ず，しかも輸出本位の一部工業部門は不利な立場に置かれる。

したがって輸入額を決定するに当っては輸入実績と国内市販実績とを基準とすべき

である。

⑦輸入業者の定義としては過去の輸入貿易実績に基づき特定品目を割当てられ

た業者という定義が下されたが，この定義を厳密に解釈すると，新規公認の輸入業

者，非公認の新規輸入業者， OGL輸入業者など特定品目の割当てを受けない業者

は輸入業者の分類から除外されることとなる。

⑧輸出入公社を通じて輸入を行なう政策はあらゆる方面から非難を浴びている

が，新輸入政策はこの方針を踏襲しただけで、なく公社の扱う輸入品目を明示してい

ない。

⑨現行規定によれば，輸入業者は大蔵省発行の輸入登録更新手数料納入証明書

に銀行通帳を添付して指定銀行経由で、輸出入管理局に提出せねばならない。しかし

新規輸入業者はこの銀行通帳を所有しているとは限らない。では彼等の立場はどう

なるか。

⑩極めて少数の品目を除いては輸入品の東西パキスタン間移動は輸出入管理局

の許可がない限り禁止されているが，管理局が，州政府を指すか中央政府を意味す

るか不明確である。

⑮東パキスタンの一部工業事業所は，原材料入手難のため操業不能の状態にあ

り， 6ヵ月以上も試験生産の開始を待機している。原材料の需要数量は工業局によ

って査定され発表された。だが工業局がー品験生産開始を許可するよう勧告したにも

かかわらず，原材料調達に必要な銀行通帳も輸入許可書を未交付であるため，大量

の国内資金と外国資金とを投入して設置された工業事業所は休暇施設となってしま

った。これは大損失で、ある。事業計画を引き当てに内外の金融機関から融資を受け

た企業家達は高利を支払わねばならないため窮地に立っているし，なおまた彼等は

国内や国外の支店出張所に駐在している社員をまかなわねばならない。したがって

生産許可書を即時彼等に交付すべきである。

⑫ 現行規定によると，アメリカ出帆ノミキスタン行船舶の利用が出来ない場合で
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バキスタン (1月〉

も，アメリカ［J,:jj際開発防の指定地とカラチi告とが発行する証明書を,r1,t-3］ミすれば，パ

キスタン出帆アメリカ行船舶に貿易品を積込むことが出来る。そのためアメリカの

輸出業者はパキスタン｜旬商品の船積に困窮しており，このことは東パキスタン向商

品の場合に特に甚だしい。したがって証明書を不要とする措置が要望される。

⑬ ボーナス・現金品目表は商務省作成のものと中央工業委員会作成のものとが

あるが，両者が掲げる品目は一致していないため品目の統一が必要である。

⑪ 国内で生産されない燃料は需要が多いにもかかわらず，輸入禁止になってい

るため，密輸が盛んに行なわれ，外貨の損失となっている。外貨節約のためこれら

品目の輸入禁止は解除されねばならない。

⑬ 製造工業に必要な一部原材料の輸入が禁止されているが，操業に必要なこの

原材料を順調に輸入出来るよう手配すべきである。このような品目の中には，木ネ

ジ，人造絹糸，ソーダ灰，板金， 5ミリメートノレの板ガラスがあるO

（両英国と西独とから輸入される化学製品と染料とは従来これら品目の輸入量の

中で大部分を占めてきたが現在では輸入されていない。両国から輸入するよう至急

手配すべきである

⑪ 特定の工業施設と工業機械予備品が輸入禁止となゥているが，この禁止は至

急解除さるべきである。

⑮ 現行輸入政策では輸入があまりにもボーナス制度偏重で，そのため東ノミキス

タンではボーナス証書は西パキスタンの輸入業者が割増価格で買いあさったため非

常に不足している。このような事態を改善するためには，ボーナス証書の東西ノミキ

スタン間移動を制限し，取得した証書は取得した州だけで使用するような特別措置

を講ずべきである。

⑩ 乾燥ミルクは工業用だけが輸入されているが，この品目は東ノミキスタンでは

需要が多いので市販用ミルクの輸入も許可すべきである。

⑩輸入無色ガラス管の代金が現金払かそれともボーナス・現金払が不明瞭であ

る。しかしこのガラス管はアンプル原材料でもあるし，アンプ。ノレは現金払許可品目

であるので，このガラス管は当然現金払許可品目とすべきである。

⑮ タイプライターと事務用設備品とは必需品で、あるので，ボーナス・現金品日

とすべきであるO

@ 注射液原料のブドー糖は国内で生産されていなU、ので，輸入許可品目とすべ

きである。

⑮金物類，錠，電気器具ヲ原動機付自転車部品，壊中電灯用電池はボーナス・

戸
同
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パキスタン（ 1 J-J) 

現金品目とすべきであるυ

⑮ 原動機付自転車とスクーターの輸入はボーナス制度によっているが，自動輪

タクの輸入はボーナス・現金制度によっており，この品目の公認輸入業者は現在ひ

とりだけなため，原動機付自転車とスクーターとの公認I輸入業者をふやし，また自

動輪タクの輸入業者として指定するならば価格を低く抑えることができるだろ弘

⑮ ソーダ灰は輸入許可品目とすべきである。

⑮靴下原料のゴム紐とナイロン糸とは輸入許可品目とすべきであるO

⑮ 児童向図書，技術雑誌，グラフなどの用紙である上質紙の輸入がボーナス制

度によっているため知識と教育の普及は著しく妨げられている。それ故との品目は

輸入許可品目とすべきである。

⑮ ピッチとタールは輸入許可品目とすべきである。

⑮ 陶器製造に必要な陶土が再びボーナス制度に基づき輸入されるようになった

が，このため国産陶器は輸入陶器と価格の点で競争出来ず，そのため陶器製造業が

衰微する倶れがあるため陶土を輸入許可品目とすべきである。

⑩耕作をさかんにするために，農器具部品と耕運機およびその部品を輸P入許可

品目とすべきである。

⑪ サフランと香料類とは過去3年間ボーナス制度に基づき輸入されて来たがこ

れは輸入許可品目とすべきである。

⑫東西岡州、｜に事務所を持たない社会主義諸国の総代理人を登録業者としてはな

らない。

⑮ 西パキスタンは木ネジ工場がたつた 1社あるだけでその生産は需要を賄い切

れず，しかも製品は良質でない。東パキスタンには製造工場もなく材料となる原木

も不足している。よって工業用木ネジをボーナス・現金品目として輸入することを

許可すべきである。

＠ 実験用ガラス器は従来長・期にわたって輸入自由品目か輸入許可品目として輸

入され，関税と売上高税とを免除されて来た。この品目をボーナス・現金品目に指

定すればこれは東ノミキスタンの教育施設が購入出来ないほど高値となるだろう。そ

れ故この品目を輸入許可品目とすべきである。

＠ 顕微鏡と望遠鏡とはボーナス・現金品目とせず，輸入許可品目とすべきであ

る。

⑩加熱実験に必要な実験用磁器は教育の普及をはかる意味で、ボーナス制度によ

る輸入品目とせず輸入許可品目とすべきである。
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パキスタン (1月〉

⑨ 実験用試薬として使用される化学製品は実験にはなくてはならないものであ

るので，教材用科学器具販売業者が世界中からこの品目を自由に入手できるようこ

れを輸入自由品目として指定すべきである。

@) 下期の品目は少くとも東パキスタンに関しては輸入許可品目として指定され

るべきである。

1. 乳幼児用ミノレク

2. 市販ココヤシ油

3. 家庭用ミシンの部品と付属品
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パキスタン

PDM，東パ各地を遊説

1968年3月からはじまる選挙人団区画編成を控え，野党である PDMパキ

スタン民主運動の動きが活発化している。 PDMは2月3日から執行委員長，

副委員長，書記長およびその他野党指導者を中心に，東パ各地で、遊説をつづ

け，タンガイル（ 3日〉，マイメンシン（ 8日〉，シノレエット（10日〉，ラー

ジシャーイ（12日〉，ラングプーノレ（15日入 バブナ（16日〉， クールナ・パ

リサーノレ（18, 19日〉， ナラヤンガンジ（20日〉をまわり， 各地で大衆集会

を聞いた。

また2月22,23日には PDMの中央執行委が開かれ，東パで、の遊説につい

て成果を検討した後，直接・普通成人選挙を要求する決議を採択した。さら

に2月14日には，東パ議会で PDMに結集するグループを集めて PDM議員

会を結成，野党第 1党として，他の野党とは別の独自活動を開始するなど，

活発な動きをはじめている。 3月には西パ各地で、も遊説する予定で，選挙区

画の改定ともからんで，与・野党の対立は，激化するものとみられている。

野党の内 NAP全国人民党は 2月11日，モスクワ派と呼ばれる一派が東ノξ

キスタンで独自の党組織を固め，また北京派と呼ばれる一派がモスクワ派に

属するウスマニ書記長‘に代って，イシャク氏を書記長に選出したため，中央

組織，東パ組織とも，完全に分裂したことになる。モスクワ派と PDMとの

共闘がI瞳され，一方 AL人民連盟の左派・ 6項目派と NAP北京派の共闘も

ささやかれている現在，野党側で次期総選挙にどのような態度で対応するか

注目されている。与党の PMし対する野党は PDM,NAP=AL派という

こつのグループの乱戦ということになるかもしれない。

対外関係で注目することは，ソ連がインドに対し SU7戦闘爆撃機100機

を供与したことについて，パキスタン側がかなり反発していることであろう。

パキスタンとしては 2月29日にパ・ソ貿易協定を結んだように，経済的には
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パキスタン（ 2月〉

ソ連との貿易をつづけながらも，ソ連との関係を一定の距離をおいて見るよ

うになるであろう。対米関係は， 2月 3日から 1ヵ月に豆って，アメリカの

経済使節団がパ各地を訪問，パキスタンとアメリカの合弁企業設立，貿易関

係拡大などの面での協力関係を深めるなど，民間部門でのアメリカの対パ接

近が注目されている。

4努力ッチ紛争に関する国連裁定

1965年初におこったカッチ地区で、のパ・イ紛争に関する国連仲裁委員会の裁定が発

表された。 この委員会は1965年 6月30日の両国の協定によって決められたもので，構

成人員は 3人（パ・インドの指名した人各1人， 中立1人〉で委員長（中立〉は M.

Gunner Lagergren氏（スエーデン〉，インド指名者は AlesBebler （ユーゴ〉，パ指

名者は NasrollahEntezam （イラン）。

裁定は，カッチ地域が1948年以来紛争地帯であることを認め， カッチ地域の%。は

パキスタン側に属することを認めている。これはインドの主張w 即ちカッチ地域に紛

争はなく，全地域がインドに属するという主張に反するものである。

カッチ地域は雨期には水面下に沈むという特殊な地域で，パキスタン側は北緯24度

線の北部一帯をシンド州の一部であると主張していた。

カッチ裁定について， ニューヨーク・タイムスは 2月21日の新聞で次のように論評

している。すなわち， 「カッチ紛争の解決はインド・パキスタン間の紛争がカシミ－

1レも含め，平和的に解決しうることを示したものである。その意味でこの紛争解決は

一つの転換点で、ある。インドはしかし，この裁定をうけ入れるに若干の時間を必要と

しよう。というのは国内の与党の内部からも反対の強い芦があるからだ」。

〔I〕 政治・外交

1 日 vパ・ヨルダン共同声明発表一一一1月26日よりパキスタンを訪問していたヨル
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ダン・フセイン国王は 7日間の公式訪問を終えて帰国に当り，要旨以下のような

パ・ヨノレダン共同声明を発表した。

両国首脳は中近東の危機に重大な関心をもっており，平和回復のためにはイ

スラエノレの撤退がなされなければならないことを確認した。両国首脳はまた世

界の平和にも重大な関心をもっており，世界平和の維持は国連憲章にもとづき，

すべてが民族自決権を行使し，国際協定を守ることによって可能であることを

認めた。両国首脳は両国がすべての面で協力関係を保持していることに満足の

意を表し，今後もますます発展させることに同意した。

Vインドで UNCTAD聞く一一インドのニューデリーで国連貿易開発会議（UN

CTAD）が開催され，パキスタンは他の12ヵ国と共に副議長に選出された。

Vインド軍，東パ国境に結集か一一一APPの伝えるところによると，インド軍は

東パ国境のチッタゴン丘陵地帯にある AssalongMouzaの対面に結集している

という。東パ政府はインド政府に対し，国境から軍隊を移動させるよう抗議した

と伝えられている。

3 日 vプット人民党委員長，大衆集会で演説一一プット人民党委員長はラホーノレで

聞かれた大衆集会で8000人を集めて演説，次のようにのべた。

① 現政府は国民の直面する諸問題の解決に失敗した。この諸問題は現政府

を変え，イスラム民主社会主義（Islamic-cum-democraticSocialism）によって

のみ解決できる。

⑨ 民主社会主義はすでにヨーロッパ各地に根をおろしており，これがパキ

スタンでも勝利を収めればパは非常に発展するだろう。我々はしかし共産主義

には反対である。

T PDM, Tangailで大衆集会

Vダッ力市 AL(Awami League）執行委聞く一一ーダッカ市 AL執行委が聞かれ，

6項目要求の全面支持，すべての政治犯の釈放，必需品物価引下げ，東パ全域に

配給制導入，非常事態宣言の廃止，刑法 144条の廃止などを要求する決議を採択

した。

4 日 Vカシミールは第2のベトナム・アルジエリア一一一パキスタン側カシミーノレの

回教徒会議執行委は会議の後以下のような決議を採決した。

① もしインド帝国主義がジャム・カシミーノレ人民の民族自決権を認めない

のなら，われわれはベトナムやアルジエリアで行なったように人民戦争（peo司

plei’s struggle）をもとにした解放闘争を組織するだろう。
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② カシミーノレ紛争の解決は1948年8月， 1949年 1月の国連憲章を通しての

み可能になるのであり，いかなる権力もカシミーノレのパキスダンへの併合を妨

げることはできない。

③ インド支配者はカシミーノレ支配を永続させようとしている。インド側カ

シミール人民は解放のための努力をつづけ，民族自決を妨げるすべての試みを

打ち破らなくてはならない。パ側カシミーノレ人民は釈放されたシェイク・アプ

ドラやその他指導者を支持し，彼らの解放闘争に対しいかなる援助も惜しまな

いだろう。またすべての世界の人々もカシミール人民の側に立つであろう。

なおこの委員会議長は SardarM. Ibr油 imKhan委員長（前パ｛則カシミー

ノレ大統領〉で， カシミーノレの指導者 AminMukhtar, Chawdhry Farman Ali, 

Sardar M. Latig Khar氏らが挨拶した。

5 日 Vソ連の対ED軍事援助について一一一パ政府はソ連がインドに対し SU7戦闘爆

撃機100機を供与するとのニュースに重大な関心を寄せており，この問題につい

て外交のチャネノレを通してソ連・その他インド亜大陸の平和に関心をもっ諸国と

話合いをすすめることになるもょう。

6 日 T PDM, 東パ各地を遊説－PDMは2月9日より束パ各地を遊説することに

なった。集会を聞く所は Dinajpur,Bogra, Pabna （以上16日まで〕， Jessore(19 

日〉等々となっている。

vソ連の対印軍事援助について一一ソ連が最近インドに対し SU7戦闘爆撃機

100機を供与したことについて， パキスタン側は非常な不安をもって見ている。

パキスタンではソ連がタシケント宣言にあるようにパ・イの平和維持を希望して

いると信じられてきただけに，今度の措置を理解できないでいる。インドはすで

に充分武装しており，年15億ノレピーに相当する軍事生産を行なっている。兵器工

場はおあり，六つの公共企業が兵器工場として建設中だといわれ，ソ連の援助で、

三つの工場が建設され MIG21の組立をしているという。また Mauねという名

の飛行機も国産化されつつあり，ソ連製のタンク 400台が供与され，潜水艦も供

与されているという。さらに空対空ミサイノレの開発も計画中で，近く小火器の輸

出が可能となるという。こうしたなかで、ソ連の対印軍事援助が行なわれるのであ

り，パキスタン側はそれを非常な不安をもって見ているのである。

Vアブドラ，パ商相と会談一一一UNCTADに参加のためニュー・デリー訪問の

N. A. Gafoor商相はシェイク・アブドラおよびミノレザ・ベグ氏と会談した。

7 ヨ Tヨルダンから貿易代表団訪パ一一ヨノレダンから貿易代表団（団長 Zuhair
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Asfour氏）が訪パ， 両国の貿易関係拡大についての話合いが行なわれることに

なった。

vブラジル外相訪パ一一一ブラジルの M.ピント外相は両国経済関係拡大の話合

いのためパキスタンを訪問，ヒ。ノレザダ外相と会談した。

V現在の受刑者 1万2199人 東パ内務省は東パ議会で、野党の質問に答え，現

在東ノξキスタン各地の刑務所での受刑者は 1万2199人で， うち6963人は刑が確定

し， 5236人は未確定であると発表した。ダッカ中央刑務所の受刑者は2610人（刑

の確定者1537人，未確定1073人〉である。このうち政治犯が何人かは未発表。

8 日 T MLC，国会議員人数を人口比率にするよう要求～一一MLCの ShaukatHyat 

Khanはラホーノレで、声明を発表，国会議員の人数を人口比率とし，東パ代表は全

体の54%にすべきであるとのべた。

vラホールに集会禁止令

vブラジルと交化協定←一一ブラジノレのピント外相はパキスタンを訪問中であっ

たが， 8日両国の文化協力協定に調印した。

9 日 vマイメンシンで PDM主催大衆集会 PDMは2月9日から東バ各地で、大

衆集会を開き，その勢力拡大に努める方針であるが，まずその皮切りにマイメン

シンで 5万人を集めて大衆集会を開催した。集会には N・N・カーン PDM議

長，ヌ－；レノレ・アミン NDF委員長， C・M・アリ Nizam党委員長，マハメッ

ド・アリ国会議員その他PDM幹部多数が参加した。集会では以下の決議が採択

された。

① 政府は憲法の規定に反して東西経済格差是正に失敗し，経済格差の報告

書も不充分なものしか作成していない。したがって政府はまず十分な，細目に

わたる報告を発表すべきである。

② 政府は非常事態宣言を排除し，民主主義回復のため直接選挙を実施すべ

きである。

③すべての政治犯を即時釈放すべきであるO

④ 政府は物価の上昇を抑えるべく，速かな方策をとるべきである。また貧

しい国民に対する過酷な課税に反対する。

⑤ PDMは8項目要求こそ東西経済格差をなくし，民主主義回復のための

基礎であると考え，そのため一層統ーと団結を守って闘うことを確認する。

10日 vラワールピンジで国際イスラム会議聞く一一一ラワーノレヒ。ンジで19ヵ国の回教

学者70人を集めて，国際イスラム会議が開催された。主な参加国はイラク，クヱ
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一トなどの中近東・アラブ回教国，ソ連，モロツコ，シンガポール，セイロン，

インドネシア，マレーシア， リピヤ，ナイジエリア等で，会議は13日まで。

V東パ NAPモスクワ派評議員会開く一一束ノξNAPモスクワ派の評議員会が

ダッカで聞かれた。スポークスマンによると，この評議員会は民主主義回復のた

め広範囲な野党の統一行動が必要であるとして，その統一戦線をっくり上げるよ

う呼びかける決議を行なった。評議員会にはウスマニ NAP書記長も参加，要旨

以下のようにのベた。

①議会制度および直接普通選挙の回復のため野党の統一行動が必要である。

NAPはもし必要なら左翼進歩党 leftistprogressive partyとして他の野党に

物質的支持を与えよう。

③ NAPの目的は社会主義の達成であるけれども， 当面の目的は民主主義

の回復である。これは NAPの原則と矛盾しない。 NAPは多階級の党であっ

て労働者・農民だけの党ではない。

③ 野党が統一行動を起すため NAPは PDMおよび ALの6項目要求派

と共闘できるようその可能性をさぐっているが，見通しは明るい。

④ NAP北京派は民主勢力である野党の統一の動きを妨げ， そうすること

によって現体制に奉仕している。ただ社会主義のスローガンを叫び反帝国主義

外交政策を要求し，民主主義回復に努力せず，大衆運動の指導権だけをねらっ

ている人々は，大衆を誤った方向に導くだけである。

T Ataur Rahman, NAPモスクワ派に加入一一前 AL指導者・現在 PDM執行委

Ataur Rahman Khanは NAPモスクワ派に加入することに決めたと発表した。

これは東ノξNAPのモスクワ派が聞いた Biennialでの評議員会で明らかにされ

たもので，正式に加入するのはもう少し後になってからという。

Ataur Rahman Khan氏は前に ALから東パ首相を務めた人で、あるが， アユ

プ大統領の下では NDFに加入， NDFからの代表として PDM結成のために努

力し， 1967年 5月には同氏の邸で PDM結成の調印がなされ， PDMの執行委の

1人となった。それにもかかわらず同氏が PDMを出て， PDMに参加していな

い NAPに加入することについて，同氏は PDMを“何等政治活動をしない”と

して非難，それが原因であるとのべた。なお同氏が NAPモスクワ派に加入を決

めたと発表“まだ加入していない”としている原因は，もし加入してしまえば，

NAP東パ党委員長にさせられる可能性があったためといわれている。

Vアブドラと中国大使会談のニュースを否定一一パキスタンの駐印高等弁務官
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はインドの新聞が， 「アプドラはパ高等弁務館で中国の大使館員と会談した」と

のニュースを流したことに正式に抗議，そうした事実はないとのべた。

vソ連の対インド武器供与に対抗策一一ヒ。ノレザ、ダ外相は声明を発表，ソ連がイ

ンドに対し， SU7戦闘爆撃機100機を供与したとのニュースについて次のように

のべた。

パキスタγは自国の防衛に常に注意を払ってきた。最近の戦闘爆撃機供与は

両国の軍拡競争を激しくさせ，経済発展を妨げるものである。ソ連をはじめパ

・イ両国の紛争の平和的解決を望むすべての国は，こうした一方の国への軍事

供与が紛争の平和的解決を著しく困難するということを注意すべきだ。ソ連は

インドに対する最大の軍需物資供給国である。一方ノξキスタンに対しては何ら

の軍事物資も供与していない。パキスタンとしてはこうしてできたインドとの

軍事アンパランスをうめるため，何らかの必要な対抗策をとるだろう。

11日 v東パ NAP，完全に分裂一一東ノξNAPは，モスクワ派といわれる一派が北京

派といわれるペシャーニ委員長派とは全く別に，東パ NAP委員長を選出し，完

全に分裂した。モスクワ派選出の新委員長は Muzaffar Ahmed前東パ州議員。

これは10, 11日の 2日間ダッカで、聞かれた同党反パシャーニ派評議員会が選出し

たもので，同時に NAP中央評議員として 100人を選出した。中央評議員会は 3

月にカラチあるいはベシャワーノレで、聞かれる予定で，中央段階の完全分裂はそこ

で明白になるとみられている。 NAPモスクワ派と PDMの統一は時間の問題と

いう。なお同東パ NAPモスクワ派評議員会の決定した決議内容は以下の通り。

① すべての野党は普通直接選挙要求にその運動を統一させなければならな

い。われわれは野党に対し，すべての力を結集し，上記の要求および完全な州

自治，政治犯の釈放，非常事態宣言の廃止，食糧価格上昇の抑制，議会制度の

復活などのために統一行動をするよう訴える。

③ BD制のような間接選挙によっては現政府を変える可能性は非常に少な

いけれども， 1966年の BD選挙， 1970年の大統領選挙，中央・州議会議員選挙

をボイコットするか，あるいは｛長補者をたてて闘うかはまだ決めていない。わ

れわれはその態度を国民が選挙にどのように反応するかを考慮に入れて決めた

いと思う。

③ 国民の意志は間接選挙では反映しえないものである以上，直接選挙が行

なわれるようすべての力をそれに集中しなければならない。

④ 東パの国民は完全な州自治を要求している。というのは現在の経済政策
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や独占資本は束ノfの経済的発展を望まないからである。同様に西パの国民も，

西パを H十｜にするのではなく，独自の経済発展・文化の発展のためいくつかの

州に分かれ，それぞれ州の自治が与えられることを希望している。

⑤ その他 NAPの要求することは労働者・農民の生活向上，銀行・保険・

貿易の国有化，外国資本の没収， ALのムジブル・ラーマンに対する公開・一

般法廷での裁判である。

新たに選出された役員は以下の通り。

東パ NAP委員長 Muza百arAhmed 

グ 書記長 Syed Alta£ Hussain （現拘禁中〉

II 書記長代理 Habibur Rahman 

II 副委員長 Dewan Mahbooh Ali 

11 Ataur Rahman 

11 Kazi Muhammed Idris 

グ 書記

グ 会計

II P_S 

Abdul Halim （現拘禁中〉

Wahed Bux 

Bazl ur Rahman 

f PDM，シルエツトで集会一一PDMは東ノf・シルエットで大衆集会を開き委

員長 N・N・カーン（AL),M. Ali (Nizam），ヌーノレノレ・アミン（NDF),Ghulam 

Azamなどが演説した。ヌーノレノレ・アミン氏はその演説の中で“東ノξの西ノξから

の分離は東バの直面する諸問題の解決にはならないだろう。こうした考えは子供

じみたものであって，パキスタンの力を弱めるだけでなく，外国の侵略の危機に

さらされることになろう”とのベたo

vソ連の対印軍事援助に対する反響一一ソ連がインドに対し， SU7戦闘爆撃

機 100機を供与したことについて，パキスタン内部に不安が高まっている。

Fakir Abdul Mannan （州閣僚・東パ ML委員長〉：ヒ。ノレザ、ダ外相と同様，非

常に心配している。

Tofazzal Ali （前外交官・ PDM）：ソ連・アメリカは自分の国の利害からイン

ドに軍事援助をしている。不幸なことに，この国々はインドに対する軍事援助が

パキスタンに対するインドの軍事行動のためだということに気がついてないので

ある。

Maulana Abdur Rahim (Jamaat党〉：ソ連の対印援助はパキスタンに対する

インドの侵略的意図をさらに強め，パにとって非常な危険である。
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Syed Y ousafali Shah 〈西パ州議会議長）：インドへの軍事援助はパキスタンの

安全に対する脅威であり，ソ連はインドに対十る軍事援助を中止し，すでに供与

したものをとり戻すか，さもなくばインドに供与したと同量の軍事援助をパにも

与え，力の均衡を保つべきだ。

12日 Vソ連の対印軍事援助に対する反響一一一ShahAzizur Rahman （野党指導者，

MNA）は次のようにのベた。「ソ連の対印軍事援助はパキスタンおよびその他東

南アジア諸国にとって重大な関心事である，これはタシケント宣言に含まれる精

神に反するものであり，力の不均衡を惹起し，アジアの緊張を深めることになる。

これは東南アジアに対する大国のグローパノレな世界戦略により小国が犠牲となる

ことを意味する。

13日 Vカラチに集会禁止令一一政府当局はカラチに 2ヵ月の集会禁止令（刑法 144

条〉を適用した。

14日 V東パ議会に PDMグループ結成一一東ノf議会にはこれまで PMLのグループ

(PML Parliamentary Party）と無所属・統一野党グルーフ。のグループに分かれて

いたが， PDMはこのほど東パ議会内部に独自のグループ（PDMParliamentary 

Party）をつくる旨発表した。このグループの構成員は 18人で，無所属および統

一野党グループの一部が参加している。新 PDMグループの指導者は Asaduzza-

man Khan （無所属〉，副指導者は AzharuddinAhmed (AL-PDM派）。このた

め東パ議会には PMLグループ121人， PDMグノレープ18人， AL一反 PDM派グル

ープ8, NAPグJレープ4があることになる。

T PDM, Rangpurで大衆集会一一PDMは Rangpurで集会を聞き， PDMの8

項目要求を説明，反アユプ政府運動を呼びかけた。

16日 V西パ政府，ラホールの反米デモについてプレス・ノート発表一一西パ政府は

ラホーノレの学生が反米デモを行なったことについて，以下のようなプレス・ノー

トを発表した。

ラホ一Jレで若千の学生はアメリカの雑誌

号がモハメツドの印象画をのせたことに抗議， USISや米領事館の前に集まり，

石やレンガを投げつけた。このため警備に当った警官多数が負傷した。学生お

よびデモ隊の人数はどんどん増え，ついには自動車に火をつけ， BankSquare 

の銀行の調度品も傷つけた。政府は DIG警察を導入，さらに Rangersにも応

援を要請，ょうやく収めることができた。直ちに政府はラホールに刑法 144条

を発布，すべての集会を禁止した。この事件は宗教的問題から端を発したとは
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いえ，反社会的人々によづて利用されたのであり，非常に不幸な事件であると

いえる。

なお“TheScience Digest”紙は，モハメッドの印象画をのせたことについて

正式に謝罪した。

V東パ議会にニつの野覧グループ PDMはこのほど東パ議会に PDMグル

ープ（MLC,NDF, Jamaat党， Nizam党， AL一反6項目派など18人〉をつくっ

たが，その指導者として AsaduzzamanKhanを選出した。一方これまでの指導

者 AbdulMalek氏は PDMを除く野党12人（NAP4人， AL6項目派8人〕の

議会指導者となる。東パ議会議長は PDMグループの AsaduzzamanKhanを新野

党指導者として公認した。議長のこの公認についてAL-6項目派の Moslemud-

din Khanは「PDMが政党法にもとづく政党でないにもかかわらず，何故 Asa-

duzzaman氏が野党代表として公認されたのか」と質問したのに対し，議長は「そ

れは議長の問題ではなく，彼を指導者に選出したメンパーの問題だ。彼は野党の

大多数の支持をえている」とのベた。

Vラワールピンジに集会禁止令

V東パ Jessoreにも集会禁止令一一政府は Jessoreにも集会禁止令を発布した。

このため PDMの大衆集会は流れることになった。 これより先 Pabnaにも集会

禁止令が出され， PDMの集会が流れている。

T PDM, Pabnaで大衆集会

17日 シンド NAP委員長逮捕一一シンド NAPのG.M. Leghari委員長は反政府活

動を理由に逮捕された。同委員長は NAPモスクワ派に属し，シンド地区の野党

統一組織結成のために努力していた。

18日 T PDM，クールナで大衆集会

19日 T RDM, Barisαlで大集衆会

Vカッチ紛争に関する裁決発表さる一一カッチ紛争に関する国連仲裁委員会

（パ・イより各代表1名，中立1名〕は1965年1月にはじまったカッチ紛争に関

する裁定を発表した。それによると仲裁委はインドの主張を認めず，カッチ地域

は紛争地帯であったとしており，さらに地域の帰属についても%。をパキスタン

側とするようきめている。

20日 PDM東パ遊説終る一一2月9日からマイメンシンを皮きりに東パ各地を遊説し

ていた PDM執行部は， 20日その遊説計画を終えてナラヤンガンジに到着した。

これまで、の遊説地はマイメンシン，シノレエット，ラージシャーイ，ランクゃプーノレ，
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パプナ，ボグラ，ク－；レナ，パリサノレの各地で，ダッカで終りとする。ナラヤン

ガンジに到着したのは NurulAmin, Daultana, C. M. Ali, Miah Tufail Moham-

mad, Mahmud Ali, Abul Qasem, Syed Azizul Huq。いず札も PDM執行委員。

21日 V東パ“犠牲者の白”で， 5人逮捕一一1952年 2月 21日， ベンガル語の公用

語指定を要求して行なった学生デ、モに対して警察隊が発砲， 10数人が死亡する事

件を記念する犠牲者の日“ShaheedDay ”が東パ各地で、祝われた。 ダッカでは

All Party Students' Committee of Action主権の大衆集会が PaltanMaidanで

聞かれた。集会での決議は以下の通り。

① 独立後20年を経たいまになっても国民がその政治的権力と経済的要求の

ために闘争しなければならないのは悲しむべきことだ。我々は民主主義回復の

ため直接・普通選挙のため闘うべきである。

② ベンガル語は公用語となっているにもかかわらず政府の一部などではま

だ使用されていない。我々はベンガノレ語が教育の手段として，またすべての役

所などで使われるよう要求する。

③ 政府は 2月21日を祝祭日とは認めず，パキスタン放送，パキスタン・テ

レピでもその行事について何も触れていない。これは誤ったことである。

④ 東パには完全な州自治を要求し，西パには4州（シンド，パノレチスタン，

パンジャプ， NWFP）による連邦州制を要求する。

⑤ 出版の自由を要求し，刑法 144条の廃止，政治犯の釈放，非常事態宣言

の廃止， SEATO ・ CENTOから脱退，物価引下げを要求する。

なおこの日，ダッカで 5人（うち 3人は学生）が逮捕された。

V東パ州議会終る一一東ノξ議会は五つの法案，八つの条例案を可決して終了し

f乙。

22日 T PDM中央執行委聞く一一一PDM中央執行委が2日間の予定でダッカのヌーノレ

ノレ・アミン氏宅で聞かれ，最近の政治・経済情勢，来るべき選挙にのぞむ態度等

について話合いがなされる。初日の22日は主として PDMの組織的諸問題につい

ての話いがなされ，国会および地方議会に， PDM独自の議員団をつくることに

ついて話合われたもよう。

T PDM, 3月に西パ遊説一一PDMは3月中に西パ各地を遊説する計A画を発表

した。西パ各地には刑法144条が適用され大衆集会・デモは禁止されているため，

そこで、は小規模な集会を系且織することになるもょう。

Vピルザダ外相，インドネシア訪問一一一ピノレザダ外相は QamrulIslam計画局
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次長， I.A. Akhumd外務省長官と共にインドネシアを訪問した。これはパ・イ

ンドネシア経済・文化協力機構の閣僚会議に出席するためで，インドネシアでは

スハノレト大統領代行，マリク外相と会談する。

Vアユブ、大統領，インドのガンジー首相に親書一一アユブ大統領はインドのガ

ンジ一首相に親書を送り，カッチ紛争に関する仲裁委裁定にそって国境画定を実

行に移すよう呼びかけた。

23日 T PDM中央執行委終る一一PDM中央執行委員会は終会に当り以下のような声

明文を発表した。

PDM中央執行委は大統領制のもとでの大統領選挙，普通選挙・直接選挙に

よらない国会・地方議会選挙は誤りであり，むき出しの独裁制であると考える。

現在ノfキスタンには不正にも非常事態宣言が出されており，この下ではパ国防

法が最優先する。したがって言論・結社の自由，出版の自由など基本的権利は

全く否定されている。こうした中ではとても公正かっ自由なる選挙は行なわれ

ない。 PDM執行委は，したがって，政府に対し，公正かっ自由な選挙が行な

われるよう，直接普通選挙を要求する。

なお PDM中央執行委の決議事項は以下の通り。

① 中央執行委は1967年11月に聞いた前回委員会以降今日までの政治情勢に

ついて検討し，政治情勢が急速に悪化しているとの見解をもった。現体制は世

論を無視することによって自らの政権を維持しようとしている。野党側は常に

民主主義のもとでの直接選挙を要求しており，政府はそれに反対している。し

たがってすべてそれによる損害は政府の責任である。 PDMはこれまで同様，

いくつかの要求を提出する。（a）非常事態宣言の廃止，（h)Ittefaqその他新聞の

発行停止を無条件解除，（c）基本的人権の回復，（d）全政治犯の釈放， (e）刑法 144

条適用廃止， (f)Press Trustの廃止と出版の自由の回復。

② PDM 中央執行委はー西パ政府が刑法 144条を西パの多数の県に発令し，

大衆集会，自由な意見の発了去を妨げていることに重大な関心をもっており，東

パキスタンでも同様な事態が起ってきていることに注目している。中央執行委

は政府に対しこうした方法による結社の自由，出版の自由の制限を除くよう要

求する。

③ PDM中央執行委は経済事情についても検討し，政府が経済事情を好転

させることができないとの評価を下した。国民によって直接選ばれ，国民に責

任を負う民主政府だけが健全な経済を建設できるのである。
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④ PDM中央執行委は国の統一のために諸分野での東西格差はなくされね

ばならぬと考える。 PDMは政府に対し，東西格差の実情を明らかにし， 10年

以内に東西の経済力を均等にする方法を示すよう要求する。

⑤ PDM中央執行委は Agatala陰謀事件（東ノξ分離運動の陰謀事件〉に関

してムジプノレ・ラーマン（AL），その他28人が逮捕された事件に注目している。

PDMはこれら逮捕された人々の裁判は公聞かつ一般法律によって行なわれる

よう要求する。

⑥ PDM中央執行委は Rammof Kutch紛争でなされた国連の裁定に反対

である。この裁定は社会正義によるよりは政治的性格のものであり，パキスタ

ン側であった Kutch地域の明。がインド側に組み入れられている。

⑦ PDM中央執行委はベトナムの現状に重大な関心をもっており，ベトナ

ム解決のためにはすべての外国勢力がベトナムから出て行き，ベトナム人民が

外国の干渉なしに自分の運命を決める権利を認めることが必要だと考える。

⑧ PDM中央執行委は国連安保理がイスラエノレのアラブ侵略について消極

的な態度をとっていることに注意している。

⑨ PDM中央執行委はジュートおよび砂糖キピ価格の下落に関心をもって

おり，政府に対し公正な価格を維持するよう何らかの方策をとるよう要求するo

vダッカで NAPによる反米デモ－NAPによる反米デモがダッカで行なわれ

た。デモ隊はダッカ市の中心を反米スローガンを叫びながら USISの前まで行進，

USISの前で多数の警察の見守る中でジョンソン大統領の肖像を焼きすてて気焔

をあげ，アメリカのベトナム侵略に反対するスローガンを叫んだ。また Ataur

Rahman Khan前東パ首相を代表とする代表団がアメリカ総領事を訪ね，ジョンソ

ン大統領に対しアメリカのベトナムからの引上げを要求する声明書を手渡した。

Vペルシャ湾の安全について一一アメリカは 4月ロンドンで聞かれるCENTO

閣併会議にペルシャ湾の安全についての諸問題を提出するものとみられている。

これは英軍がスエズ以東から撤退することから生ずる力の均衡をどのように埋め

るかという問題である。

24日 T NAP委員長，評議員会で政情について語る－NAPのパシャーニ委員長は

東パ NAP（北京派〉評議員会で演説，次のようにのべた。

① 国民は UnitedBengalに含まれる危険に充分注意しなくてはならな

い。ベンガルの独立は帝国主義の植民地となることを意味する。したがって

United Bengalの形成は，これら地域の人々を帝国主義の奴隷にしてしまうこ
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とを意味する。

②東パの完全な自治要求は正しい要求であり，国民の大きな利益になるも

のである。

③ インド指導者は，カシミーノレを含むパ・イ紛争の解決に努力すべきだ。

パ・イ両国の友好関係を発展させることが必要だ。

④ アメリカ帝国主義を中心とする帝国主義勢力はアジアの平和を破壊し，

アジア人同士を対立させている。ベトナムもそうであり，ベトナム以外でもイ

ンドを使って中国やパキスタンに対立させ，自分の利益を守ろうとしている。

アメリカはすでにインド通貨の46%以上をおさえ，反中国，反パキスタンのた

め大量の武器援助を行なっている。

⑤ もしインドがソ連やアメリカから供与された武器でソミを攻撃すれば，重

大な結果が生じよう。パキスタンは今や孤立しているわけではない。

⑥ NAPはもし政府が社会主義にコミットするならば政府と協定を結ぶ用

意がある。 6項目要求・ 9項目要求・ 14項目要求等々のような，抽象的政治諸

要求を掲げる時代はもう終った。

⑦ 現在，民主主義は少数の幸運な人々には，恩恵を与えたが，大多数の文盲

の人々のところまでは思恵を与えていない。我々は帝国主義に反対し，あらゆ

る植民地主義，封建主義，資本主義に反対し，社会主義達成のための努力をし

なくてはならない。

T ALの2グループ，会談一一一昨年来分裂していた ALの2グループ（PDM派

と6項目派〉は分裂後初めて再統ーのための非公式な会談を行なった。会談は，

PDMの M.Rahmanの招きによって聞かれたもので，参加した人数は18人。し

かしこの会談には両者の重要なメンパーが参加していないため，近い将来，再び

統ーのための話合いが行なわれるもよう。その時期は AL6項目派の執行委の聞

かれる 3月2日以降とみられる。

25日 V東パ NAPC北京派）評議員会終る一一東ノξNAP（北京派〉評議員会は 2日

聞の日程を終えて終了した。同評議員会の主な決議は以下の通り。

① アメリカはいま東パキスタンでその足場を強化しようとしている。その

ためアメリカはすでにチッタゴンに気象観測所をつくる準備をしている。アメ

リカはインドとパキスタンを一つにして中共に対抗させようとしている。その

ためアメリカは政治的，経済的圧力をかけ，パキスタンとインドの手をつなが

せようとしているのである。
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②現政権は，しかし，こうした圧力をはねかえそうとしている。もちろん

それは原則としてではなく， expediencyのためであるが……。現政権の外交政

策はとくに中固などの社会主義諸国とよい関係を保ち乍らも主要な面はアメリ

カ帝国主義にむけられている。この現状からぬけ出すには現政権を追放し，そ

の代りに社会主義にもとづく反帝・民主政府を樹立させなければならない。

③ 東パで、最も急務なのは東パの完全な州自治を獲得することである。 NA

PはALのムジブノレ・ラーマンをはじめ，東パ独立陰謀計画で逮捕された人々

の公開裁判を要求する。

④現在の BD制度のもとでは現政権を選挙によってうちまかすことはほと

んど不可能で、ある。したがって BD制度そのものが問題となる。

T PDM, Choumuhaniで大衆集会

V力ラチに反税金市民戦線結成さる一一カラチに反税金市民戦線 Anti-Tは a-

tion Citizens Frontが結成された。結成集会ではカラチ市が，住民の利益を無視

して税金の引上げをしたことを非難，こうした措置は貧しい人々に一層の犠牲を

甘受させるものであるとのべている。

Vパ・インドネシア共同声明発表一一一インドネシア訪問していたヒ。ノレザダ外相

はパ・イ経済文化協力機構（IPECC）閣僚会議を終えて帰国するに当り，以下の

ような共同声明を発表した。

IPECCは両国の平和・発展・繁栄・安定に役立つものであり， 両国の経済

開発計画を調整するものである。パキスタンはインドネシアに対し 1千万ドノレ

の貸付を行なう， 1965年から1971年までに返済し，利子は 4～5.5%ときめて

いる。両国はまたジュート，漁業，金属，ゴムの各分野での合弁に原則的に賛

h立している。

パキスタンはインドネシアに商業銀行を開設することが認められ，また両国

はその国の文化センターを相手国に設立することが認められた。

26日 V東パ NAP北京派，バシャーニ氏を委員長に再選一一束ノξNAP北京派は24,

25日の評議員会の結果，パシヤ｝ニ現委員長を再選した。

その他役員は以下の通り。

副委員長 Haji M. Danesh 

グ AbdulJabbar 

" Asabuddin Ahmed 

グ BarodaBhushan Chakrabarty 
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副委員長

書記長

書

Moazzem Hossain 

Mohammed Taha 

Anwar Zahid 記

" Nurul Ruda Kader Bux 

会計 SayeedulHasan 

なおその他に 100人の東パ NAP評議会員が選出された。

同党評議会はまた，

以下のような決議を採択した。

NAPは非常事態宣言の廃止，政治犯の釈放，完全な州自治および民主主義

の復活を要求する。また政府の経済的・政治的政策を批判し，政府が現実的な

食糧増産計画をたて，大衆の生活水準を高めるよう要求する。

Vベシャワールに集金禁止令

Vインドのナンブーデイリパッド，カシミール解決を主張一一ケララ州首相ナ

ンプーディリパット（共産党〉はカシミール問題につき，インド政府はカシミー

ノレに対する政策を再検討し，その解決策を見出すよう努力すべきである， とのべ

、た。

27日 T NAP北京派，書記長決定一一NAP北京派，（パシャーニ派〉はMuhammad

Ishaq同党書記を書記長に任命したと発表した。この措置は NAP書記長の

Mahmudul Huq Usmani氏が，パシャーニ委員長と対立，分派活動を行なったた

め，党員を除名された結果と発表されている。

これにより， NAPは全く異なったこつの組織をもち，異なった執行機関をも

つことになる。

〔E〕経済

1 日 Vダッカ商工会議所総裁， NBPに貸付金増加を要求一ーダッカ商工会議所総裁

A. Qasem氏は NationalBank of PakistanのA.Rangoonwala理事を迎えたレ

セプションで演説， NBPは東ノξへの貸付金を増加すべきであり，とくに中央銀

行の現金預金率引下げによって生ずる余剰金は，すべて東パ企業に貸付けられる

べきである，とのベた。また貸付対象には小規模・中規模企業を重視すべきであ

るとのベた。

V新開業界，新輸入政策を批判一一全ノξ新聞協会 APNSは新輸入政策により

多くの必要物資がボーナス・現金リストに変ったことについて批判，次のように
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のべている。すなわち， 「政府はこれまで輸入許可品目であった新聞用の非鉄金

属，写真用品，印刷インキなどをボーナス・現金リストに変更した。これはこれ

ら品目の輸入価格を引上げ，それでなくても経済的に苦しい新聞社はもっと痛め

つけられることになろう。我々は政府に，①非鉄金属，②写真用フィノレム・乾板，

③機械用部品をすべて現金ライセンス・リストに変えるよう要求する」。

3 日 Vラホールの物価一一一政府の努力にもかかわらず，ラホールの物価は上昇傾向

にある。ラホールでは必需品の価格を固定するため，最近， 10人からなる委員会

を結成した。これは政府， MarketCommittee, 小売人によって構成され，商品

に妥当な利益がえられるよう価格をつけるというもので，消費者保護を目的とし

たものである。最近の物価上昇をみると， 例えば砂糖は 2ヵ月前まで 1シーア

1.35ノレピーだったものが，現在は2ノレピー，上質米も外貨獲得のため輸出され，

lモーンド40ノレピーだ、ったものが95ノレピーに急騰した。但し小麦価格は小麦粉輸

入のため下降線をたどり， 1モーンド28！レピーから21ノレピーとなっている。

V東パ，セメント不足一一東ノξではセメント不足が表面化し，価格も上ってき

ている。東パで生産される AssamBengal Cementは1袋10.92；レピーの公定よ

り高く， 12.50～l3lレピーで取引され，西パから輸入する ZealPak Cementも

同じ値段となっている。しかしこのセメント不足は実際に不足しているというよ

り，人為的なものとみられている。その理由として，東パにとって冬の期間は建

設シーズンで，セメント需要が急増することがあげられている。セメントが東ノf

の生産だけでは不足していることは明らかで，需要最は年200万トンであるのに

供給量は AssamBengal Cementの9万トンだけで，残りは西パおよび外国か

らの輸入に依存している。そのため東パ政府は第3次計画中で東ノξにセメント工

場を建設する計画をたてており， AssamBengal Cementの拡張工事， Jaipurh2t

Limestone and Cement Worksなどが考えられている。

Vアメリカ経済使節団訪パ一一一アメリカから経済使節団8人（団長 Herbert

Cummings米商務省〉が 1ヵ月の予定でパキスタンを訪問した。この使節団の目

的は，①アメリカの対パ経済投資増加の可能性をさぐること，②パ・米両国間の

貿易拡大の方策をさぐること，の二つである。使節団は米商務省関係3人，企業

家 5人を中心に構成されたもので，東西両パキスタン各地を訪問する予定。

4 日 V東西経済格差について一一モネム・カーン東パ知事は Jessoreの大衆集会で

演説，政府は東西経済格差是正に断固とした決意をもっていることを明らかにす

ると共に，この経済格差の種子をまいたのは，まさに現在の野党指導者であると

q
h
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次のようにのベた。

① 東西経済格差の種子はヌーノレル・アミン（NDF),H・ハク・チヨードリ

によってまかれ， A・ ラーマン・カーンの時代に育成され， チヨードリ・モハ

メッド・アリ（Nizam党〉のときに花咲いたのである。アリ氏は“格差の父”

といわれている。

② ヌ－，レノレ・アミンの時代には東パに8500万ルピーしか資金が供与されな

かった。 1947年から58年までの間，現野党の人々が政権をとっていた聞に，東

バに供与された中央政府資金は，全体の10億4310万ノレピーのうち 4億5420方ル

ピーであった。

③ 中央政府資金の割当が両パ上り東パに多くなったのはアユブ・カーン政

権になってからのことであり，第3次計画では，東パは西パより20億ルピーも

多くなっているのだ。

5 日 Vウカイリ蔵相，貯蓄増加を訴える一一ウカイリ蔵相は 5日から始まる貯蓄週

間（NationalSavings Week）のためラジオ放送を通じてメッセージを送り， 次

のようにのべた。

独立当時のパキスタンは 4億9千万ノレピーの貯蓄しかなかったが現在は貯蓄

計画表にもとづき， 17億ノレピーもの貯蓄がある。これが投資にまわされるので

あり，経済成長促進のためには，より多く貯蓄することが重要である。政府の

貯蓄計画表NationalSavings Schemesの中には DefenceSavings Certificates, 

Prize Bonds, Post Office, Saving Bank, Postal Life Insuranceなどが含ま

れる。

T Suiガス利用状況一一西ノξの Suiガスの利用は年々増加し， 1967年中は1966

年中の使用量の 2倍に達した。ガス利用地域も拡大，利用者数も1966年の2207か

ら1967年には4551に増加した。

Vアメリ力，パと合間で農業生産性高めるフロジヱクト作成一一アメリカは西

パキスタン農業生産性向上のため， パと合同プロジェクトを作成した。 これは

Mona Experimental Projectと呼ばれるもので，アメリカ側の 9メンパーは農業

経済学者の NormanE. Landgren博士を団長とする 5人で， 資金は USAM

(United States Aid Mission）が出す。 この合同プロジェクトは農業の生産性向

上についての実験のほかに，塩害防止の方法についても研究する。

6 日 Vパ商相， UNCTADで、先進国の輸入制限に反対一－GhafoorKhanパ商相は U

NCTAD本会議で演説，先進国が後進国からの生産物に輸入制限をかけているこ
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とを非難，こうした制限を撤廃するよう要求，そのことによってのみ，後進国が

先進国市場で自由な競争をすることができ，輸出を拡大することもできると，の

ベたO

T IMF調査団，計画委副議長と会談一一一訪ノξ中の IMF調査団（団長 JohnW 

Gunter）は計画委副議長アーマッドを訪ね，パ経済の現状およびこれからの方向

について話し合った。

Vアメリカ経済使節団，パの投資環境を賞賛一一一訪ノぐ中のアメリカ経済使節団

長はラワーノレヒ。ンジで記者団に対し， 「パキスタンの投資環境は非常によい」と

のベ，また LatomM. Henderson団員は「アメリカは農機具，除虫薬，農業機

械などの生産分野で、パと合弁企業をつくることに合意した」とのべている。

Vポンド切下げの影響一一一商務省次官 VaqarAhmedは IMF調査団と会見

の際，ポンド切下げおよびスエズ運河閉鎖のバ経済，とくに輸出に与えた打撃が

非常に大きかったことを認め，しかしそれにもかかわらず 1967/68年度の輸出目

標は達成されるだろうとのべた。

8 日 vパキスタン工業の発展一一訪パ中の IMF調査団は，工業資源省次官 Syed

Saeed Jafri氏と会見，パキスタン工業の実情について話し合った。 Jafri次官の

発言内容は以下の通り。

①第2次計画中の大規模工業生産は工業生産総額の19%を占め，その成長率は

第3次計画に入って 1965/66には6.2%, 1966/67には 17.7%の割合で成長してい

る。 GNPに占める工業の割合も， 1959/60の9.3%から 1966/67には 11.7%に増

加，計画未年の1969/70年には目標の14%を達成するとみられている。

②輸出の中で工業製品の占める割合も増加， 1950年には 7%だったものが1965

年には28%に達し， 1967年には 48%にも達している。輸出額も増加， 1967/68に

は31億.5650万ノレピー（約6億7000万ドル〉の輸出目標が達成されうる見込みであ

る。これはポンド切下げ，スエズ運河閉鎖というマイナス要因を考えれば，非常

に大きい。

9 日 ' パの技術者数7800人一一一NationalManpower Councilの調査によるとパキス

タンの技術者数は7800人，このうち72.2%は西パキスタンで，東パは27.8%。

v日本の援助で西パに特殊鋼工場建設か一一日本の援助でカラチのManghopir

に特殊鋼工場を建設する計画が出ている。これはパ民間企業のヴァリカ鋼が中心

となるもので，年生産能力は特殊鋼， alloy steel，ステンレスなど 2万トン， 原

料は輸入スクラップ。完成は1971年の予定。必要外貨は7000万ノレピヘ機械・サ
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ーピスは PICICを通して円クレジットで供与される。

Vアメリカ， WAPDAに370万ドル供与一一一アメリカは西パ WAPDA（水利開

発局〉に対L370万ドノレの援助を供与する協定に調印した。この資金はラホ｝ノレ

近くの KallashahKakuからリアルプールの Nishtahadに至る76マイノレをつな

ぐ220kw送電設備のために使用される。

10日 l IMF調査団，パの財政政策を高く評価－IMF調査団の JohnW. Gunter 

団長はウカイリ蔵相，アーマッド計画委副議長，ラシッド中央銀行総裁，グーラ

ム・イシャク大蔵次官， V. アーマッド商務次官と会見，ウカイリ蔵相に最近の

パ経済の実情について聞いた後，パ経済に関する印象として，パキスタン経済の

強化は，健全な金融・財政政策によるものとの感じをうけたとのべた。

12日 l ADBPの資金貸付状況一一農業開発銀行（ADBP）は1967年7月～12月までの

聞に総額8340万ノレピーで，内訳は東パ3320万ノレピー，西パ5020万ノレピーである。

これは前年同期の6520万ルピー（東ノ之2000万ノレぜー，西パ4520万ルピー〉に比べ

増加している。とくに東ノξの増加が目覚ましく， 66%増となっている。貸付金の

利用目的は種子の購入2637万ノレヒ。ー，肥料4046万ノレヒ。ー，その他となっている。

15日 V西パ農業政策委聞く一一西パ農業政策委員会がラホーノレで聞かれ，西パ農業

実績および、小麦・米・綿花の生産目標について検討した。

①西ノfの小麦生産目標は540万トンで，これは達成できる見込である。 1967/68

の小麦需要量は 620万トン，したがって不足分は80万トンにすぎない。これは前

年度のように不足分が200万トンを越えたにくらべ，改善されている。

②この理由はエーカー当り収量が増加したこと，作付面積が増加したこと，の

二つの理由による。現在のラピ麦の作付面積は 1400万エーカー（うち 930万エー

カーは潅蹴地， 470万エーカーは非権瓶地〉。前年度は潅蹴地915万エーカー，非

潅i既地405万エーカー。

③ 1967年9月から 1968年1月までの肥料消費量は 37万5000トン（前年度26万

7000トン〉で， 6月までにはさらに40万トンが消費される見込。権、蹴もすすみ，

過去7ヵ月に 1万本の深井戸（民間部門）が堀られている。

④米の生産も増加している。米の作付面積計画は360万エーカー，うち Basmati

米が170万エーカー，その他190万エーカー。 1967/68の生産目標は170万トンであ

るが， 1966/67は145万5千トン， 1965/66は134万トンであった。綿花については

その生産目標を320万ノミーレにした。

16日 V政府，砂糖のボーナス輸入を許可一一一パ政府は閣僚による経済調整委員会を
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聞き，砂糖のボーナスが輸入を許可するよう決定，政府貿易公社に対し砂糖2万

トンを直ちに輸入するよう指示した。これは最近西パキスタンの砂糖価格が急騰

したためとられた措置で，その他の措置として，政府は砂糖製造業者・取引業者

が砂糖を不当に退蔵することを防ぐため，これら業者に対する信用制限を行ない，

また東ノミキスタンから砂糖を多量に移入する手続きもとっている。東パからすで

に44トン砂糖が西パにおくられ，さらに 1万6千トンが送られる予定となってい

る。

なお経済調整委員会はウカイリ蔵相を議長に，外相，食撞・農業相，商相，計

画委副議長などで構成する。

Vアメリ力援助1070万ドル一一アメリカ AIDは西パに対しチヱナプ河上流の

深井戸開発資金として， 1070万ドルを供与する協定に調印した。

Vインドとの貿易は再開せず一一－AbdulGhafoor Khan商相は UNCTADに

参加し，ニューデリーでインディラ・ガンジー首相やディネス・シン商相と会談

したが，その後インドとの貿易が，再開されるのではないかとの噂が高まってき

た。それについてカーン商相は「1965年インドの対パ攻撃によりなされたパ・イ

貿易禁止は，インドがカシミーノレを含めパキスタンとの紛争解決に誠意を見せな

い限り，解除されないだろう j とのベた。

17日 Vチッタゴン製鋼所，波型鉄板価格引上げ一一チッタゴン製鋼所は波型鉄板

(Corrugated iron sheet）の価格を 2月 1日から引上げ， 26ゲージ（8＇×3勺はト

ン当り 1875！レピーを2100ルピーにすると発表した。 24ゲージ（6＇×3＇）はトン当

り1650！レピーで据置き。値上げの原因は原料価格の値上りと税負担増のため。波

型鉄板はアメリカの AID借款資金をもとに自由リストで輸入されているが，輸

入品の価格はトン当り 22501レピーとなっている（前年は 1900ノレピー， 2年前は

1800ノレピーだ、った〉。波型鉄板が自由リストになってから大企業・貿易業者がそ

の輸入を独占するようになり，彼等が独占的立場に立つようになった。これが輸

入価格上昇の原因のーっといわれている。また関税・売上高税に対する25%の国

防過徴金，運賃に対する10%のスエズ過徴金も原因という。波型鉄板は工場・家

屋の建築材料として重要であり，その値上りは工業発展に打撃を与えるものとみ

られている。

v石油田発見さる一一石油・天然ガス開発公社は，ラワーノレヒ。ンジ西方75マイ

ノレの Tut(Campbellpur）で油田が発見された，と発表した。 3週間前にも Kot

Sarangで油田が発見されている。 Tutの油井1号では 1日1000～1400パーレノレ
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の割合で石油を採取することができ，深さは 1万4645フィート。

19日 T IDA, 1500万ドル援助一一パは農業機械化計画資金として IDAから1500万ド

ノレを供与されるもょう。これは農業開発銀行の S.Islam総裁が発表したもので，

IDAはパに対し，すでに2700万ドルを援助している。

20日 V東パ，セメント事情一一東ノミセメント不足は益々深刻化し， AssamBengal 

Cementは1袋15～16ルピー（公定は10.92ルピー〉で売られ， ZealPak Cement 

は11～11.50；レピーで売られている。 こうした不足の主な原因は西パからのセメ

ント輸入不足で，昨年8月以前は毎月 3～4万トンの ZealPak Cementが東ノξ

に輸入されていたが， 8月から12月の聞には 7万2000トン（毎月平均1万4500ト

ン）が輸入されたにすぎない。これは今年に入ってからも同じで，月 1万トン程

度しか ZealPak Cementが入ってきていない。西ノξからこうしてセメント輸入

が減少した原因としては，西パのセメント生産者が東パにセメントを売らず，む

しろ中近東に輸出していることがあげられる。というのは中近東に輸出すれば輸

出ボーナスが得られるからである。もう一つの原因は西パにもセメントの生産余

力がなく，とくに東パへの陸揚げ価格がトン当り 151ノレピーにおさえられている

ため，マージンが少なく，陸揚げ手数料を払わなければ船積みしないということ

がある。

Vインダス河にウラニューム資源一一パ原子力エネルギー委員会のウスマニ委

員長はポノレチモア・サン紙とのインタピューの中で， 「パキスタンの原子力開発

に必発なウラニュームは Tarl児 laから Kalabaghに至るインダス河提に豊富に

見出される」とのベ注目を浴びている。

22日 Vアメリカ経済使節団，力ラチ着一一アメリカ経済使節団はパ各地の視察を終

え，最後の訪問地であるカラチに到着した。 Cummings団長はカラチで行なわれ

たパ商工会議連盟との会談で，パキスタンが投資対象固として非常に有力である

と賞め，次のようにのべた。

パ政府は代表団に対し 133事業の協力を要請してきている。このうち60以上は

合弁企業の要請である。パキスタン企業の前途は明るく，パ・米両国企業が協力

してパに合弁企業をつくることは非常に有効だと思う。

23日 V タルベラ・ダム入札についてーーグノレベラ・ダムに対する国際入札は昨年11

月末に行なわれ，西独・スイス共同の Hochtief社が 5億4680万ドノレをつけ最低

入札であったが，最近同社は入札価格を5000万ドノレ引上げ，世銀に対し 5億9680

万ドノレにする旨申し入れたといわれる。西独・スイスグループに次いで、安ヤ入札
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価格はイタリア・フランスの lmpregilo社で 6億2340万ドノレ，次いでアメリカの

Morrison-Knudson社 7億6910万ドノレ， GuyF. Atkinson 8億 0730万ドノレとな

っている。

24日 l EPIDC, 3プロジェクトを中止－EPIDCは以下の 3プロジェクトを資金不

足，着工のおくれなどを理由に中止すると発表した。

① ストレプトマイシン（Tongi)

②砂糖工場（Kaliachapra－－マイメンシン）

③ Assam Bengalセメント工場拡張計画

l UNCTADでパ代表，後進国の輸出拡大を優先せよと要求一一UNCTAD第2

分科会（製造品〉で、パ代表 S.Iqbal Hussainは後進国の製品・半製品輸出拡大

に優先権を与えるべきであると主張した。

Vアメリカ， 3合弁企業設立に同意一一一訪ノf中のアメリカ経済使節団スポーク

スマンはアメリカが西パに三つの化学肥料工場（年生産能力は各35万トン〉を合

弁企業で設立することに同意したと発表した。

Vインドネシアと合弁企業一一インドネシア訪問中のヒ0lレザ、ダ外相はパ・イ経

済文化協力機構閣僚会議の後記者会見，パ・インドネシア両国は，ジュート製品，

ゴム化工，漁業，小型船舶，河川用船，金属化工等々の分野で合弁企業をつくる

ことに原則的に合意したと語った。

25日 V東パ知事，東西格差は1985年までつづくと発言一一モネム・カーン東パ知事

は東西経済格差について，この格差は1985年，すなわち20ヵ年長期計画が終了し

たときになくなるだろうとのベた。

26日 l NEC聞く－NEC国家経済会議の理事会がラホールで、聞かれて一般経済事

情および開発プロジェクトについて話合いがなされ，若干のプロジェクトの承認

が行なわれた。

V商業銀行に株式投資を認める一一一中央銀行は商業銀行に対し，中央銀行と前

もって相談しないで，株式への直接投資までも含めた資金の利用を認めると発表

した。中央銀行はまた，商業銀行が工業部門に供与する短期貸付金に対し， refi-

nanceを与えるよう考慮中だという。こうした措置は多くの資金が工業開発にま

わされ，また金融市場を守る ιことになるとみられている。

vタルベラ・ダム建設に関する世銀との話合い一一一タノレベラ・ダム建設をどの

企業に依託するかに関する話合いが，ワシントンでパキスタン代表と世銀代表の

聞ではじまった。バ代表は G.Ishaque Khan大蔵次官， S.S. Jafri工業次官，
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A.G. N. Kazi西パ WAPDA局長で，世銀は Aldewereld副総裁が参加した。

話合いの中心は昨年末の国際入札の結果，最も安値をつけたドイツ・スイス共同

の入札者に建設を依託するかどうかという問題だとみられている。

vソ連外国貿易相訪パ一一ソ連のパトリチェフ（N.S. Patolichev）外国貿易相

が1週間の予定でパキスタンを訪問した。この聞にパキスタンとのパーター協定

に調印する予定。

27日 V最近の経済情勢一一ーウカイリ蔵相は最近の経済情勢について次のようにのべ

fこ。

困難な時期は終り，パキスタンは過去2年半の間かかえてきた多くの経済的諸

問題を解決した。 GNPは毎年増加し， 1965/66は4.6%, 1966/67は5.3%，そし

て1967/68には 6～7%になるとみられている。第3次計画の年成長率は6.5%と

想定している。

パの経済は1967年 1月頃より好転しはじめたがその原因の一つは農業生産の増

大である。小麦は1967年に 420万トンであった。これは1965年まで、の小麦の最高

生産高である 450万トンに非常に近づいている。そして， 1968年には，小麦生産

が540万トンに達するとみられている。

1967年半にマングラ・ダムが完成し， 20万kwで発電を行なうようになったため

電力不足は解消した。

赤字財政はなくなり，通貨供給量および銀行貸付金も政府の統制の下にあるo

v銀行に対する株式売買の許可について一一中央銀行は最近商業銀行に対し株

式売買の許可を行なった。この措置につきパ商工会議所は政府の統制を廃するも

のとして歓迎の態度を表明しているが，東パ財界の中にはこうした措置の結果，

むしろ独占資本の力が強まるのではないかとの見方をするものが多い。

28日 T AID，パに対し 1億7700万ドルの開発援助か C1968/ 69)-AIDは上院外交

委員会に対し 1968/69年度対パキスタン援助を 1億7700万ドルにしたいと申し入

れた。同年度中のアメリカの対外援助は24億9800万ドル。このうち開発援助7億

6500万ドルで，パキスタンに 1億7700万ドル，インドに 4億0800万ドル， トルコ

に6000万ドル，韓国に4000万ドル，チュニジア2050万ドノレ， ヨノレダン・ガーナに

1500万ドノレとなっている。

v訪パ・米経済使節団長，パ経済を評価一一訪パ中のアメリカ経済使節団長は

カラチで記者会見，パキスタンの経済を高く評価して次のようにのべた。

①アメリカ財界はパの第3次計画の成功に強い関心をよせている。パ経済の発
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展にその貿易・工業界の果した役割は大きい。

②アメリカ財界はパの工業化計画に必要な技術援助その他の援助を惜しまない

であろう。アメリカの企業が投資しうる投資機会は，パキスタンに非常に豊富に

存在する。また両国の貿易関係拡大の可能性も大きい。

③アメリカはパに対し 150のプロジェクト（合弁〉を持ってきたが，パキスタ

ン側はさらに 300の合弁フ。ロジェクトを提案している。

29日 vパ・ソ連貿易協定に調印一一パ・ソ連両国はイスラマパードで3年間の貿易

協定に調印した。両国政府はさらに交渉をつづけ， AbdulGhafoor Khan商相

によれば，近くモスクワで 5ヵ年の貿易協定について話し合われるという。パキ

スタンの輸出品は羊毛，服地，繊維製品，タオル，シーツ，皮靴，タバコ，果実

ジュースその他の製品，ジュート，綿花およびジュート製品などで，ソ進の輸出

品は機械類，船舶用ディーぜノレ・エンジン， トラクター，農業用機械・機具，銑

鉄，鉄鋼製品，鉄道用寝台，化学製品，肥料など多岐にわたっているo

パ・ソ貿易は年々増加しており， 1956/57にはわずか 1000万ルピーにすぎない

が， 1967/68にはその10倍以上になる見込みで， 1967/68の最初の 4ヵ月（1967.

7～10月〉に4700万ノレピーの商品が交換された。 1967年末までのパ・ソ貿易は片

道3億1600万ノレピーにも達する見込である。協定の 2年目（1969）の貿易は91億

ノレピー， 1970年のそれは 1億2000万ノレピーで，製品と一次産品の比はso:50にな

る予定。
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PDMの西パ遊説

パキスタン民主運動 PDMは2月の東ノξ遊説の後， 3月16日から30日まで

西パ各地を訪問，その 8項目要求，とくに民主主義の復活，直接普通選挙な

どを訴えた。しかし， PDMが訪問した17ヵ所のうちカラチ，サルゴダなど

6ヵ所では政府による集会禁止令のため集会が聞かれず，ラホーlレ，ラワ－

yレピンジも集会禁止令のため正式の集会はもてなかったようである。 PDM

はこの西パ遊説を非常な成功と見ているが，現実にどれほどの効果があった

かは疑問とせざるをえない。とくに 3月16日から政府による選挙区確定作業

がはじまり，政府が野党の動きにかなり神経をとがらせている時だっただけ

に，この PDMの西パでの活動は非常に限られたものに終ったようである。

政府は 3月29日， PDMの指導者で国会野党指導者ヌールル・アミン（NDF

委員長）を大統領官邸に呼び，アユブ大統領と会見させたが，こうしたこと

もPDMの活動を制限するものであった。一部の観測筋はこの会談を政府と

PDMの和解交渉と受け取っている。

PDMの指導者の多くは東パあるいは前のシンド州で政権を取っていた人

であり， PDMの活動も限界をもっていたものであるとはいえ，こうした指

導部の変節に不満をもっ勢力がとくに東パキスタンに多いのであり，選挙区

確定問題，大統領・国会議員など立候補者の公認問題等をめぐって PDM内

部で一波乱起こるものと予想される。

一方与党であるパ回教連盟（PML）にも問題がないわけではない。それは

アユブ大統領の健康問題である。大統領は 1月末から病床にあり， 2月1日

の月初ラジオ放送はできず， 3月 1日のそれもわずか3分という異例に短い

ものであった。 3月16日から通常の大統領業務に戻ったと発表されてはいる

が，まだ官邸には出られない状態で，私邸で大統領業務に携わっており，公

式の席にも出席していない。選挙人団選挙が1969年9月とすれば4～5月中

つU
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にも PMLの大統領候補者を決定しなければならない。もしアユブ大統領が

次期大統領に立候補できないとしたら，その後継者を誰にするかをめぐり，

党内で一波乱まぬがれないであろう。大統領の信任厚いムーサ西パ知事（前

パ陸軍最高指令官〉， 閣僚の中の実力者シャハプッデ、イン情報相，経験豊か

なモネム東パ知事など大統領候補者になりうる人は多いが，いずれも人気の

点ではアユブ大統領に匹敵する人はなく， ML党内だけでなく，国内政治の

面でも混乱はまぬがれないであろう。

経済の面では第3次5ヵ年計画の実施が思わしくなく， 1968/69年度から

は計画経済始まって以来はじめての年次計画がつくられることになり， 3月

19日そのための調整委員会が結成された。年次計画が発表されるのは5月以

降となるが，投資総額は 117億ノレピー，計画より 7億ノレヒ。一程度縮小される

ものとみられている。これは1965年のパ・イ戦争以来のアメリカのプロジヱ

クト援助の停止が未だに尾をひいているもので，政府の言明にもかかわらず

このままでは第3次計画の期間内目標達成はかなり困難であるといえるであ

ろう。ただ明るいニュースとしては 1967/68年度の食糧生産の好調で，小麦

は540万トン，米は1134万7000トンの生産が見込まれている。前年度の小麦

生産が420万トン，米の生産が991万6000トンであったのに比べ，非常な増

産であるといえよう。こうした農業部門の好調のため国民総生産も 7%の成

長が見込まれている。

対外関係ではインドとの関係に微妙な変化が見られる。ノミキスタン側の動

きとしてはフィダ・ハッサン大統領顧問が3月16日記者会見で，パはインド

との関係改善のためいかなるレベルでも話合いの準備がある，と発言したこ

と，カッチ紛争に対する国連裁定にもとづく国境画定についてインド側を刺

戟しない慎重な発言がされていることなどであり，インド側の動きとしては

3月5日， UNCTAD取材のパ記者がデサイ副首相・蔵相とインタビューし，

3月28日には同じく心NCTAD取材のパ記者がインデ、ィラ・ガンジ一首相と

会談するなど，かつてない動きが出てきている。両首脳はパ記者との会見で

パキスタンとの友好関係樹立を希望し，とくに貿易関係の再開を希望すると

のべており，デサイ副首相は「インドがパキスタンの統ーと独立を破壊しよ

うとしているとか，パキスタンを侵略しようとしているとかいうのは全くの
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誤解だ」とのべている O

パ大統領顧問の発言，デサイ・インデ、ィラ首相の記者会見，カッチ紛争の

処理をめぐる両国の対応等は，パ・イ関係が雪どけにむかつていることを示

しているように思われる口

〔I〕 政治・外交

1 日 Vアユブ大統領月初放送一一アユブ大統領の月初放送要旨は以下の通り。

最近健康がすぐれず前月は放送できなかった。病気の間外国の首脳や国民が

わたくしに示してくれた同情と親愛の情に心からの感謝を表明する。病気と健

康はアラーの手の中にある。時々困難がふりかかるにしても，われわれは勇気

をもってそれに対処せねばならぬ。

東西両州の農作物の状態は非常によく，われわれは国内の需要を満たすだけ

でなく，余剰分を輸出できるほど多くの食糧を生産すべく努力すべきである。

最近カッチ紛争に対する裁定がなされたが，この裁定がよいか悪いかは別に

して，われわれは自ら選んだ委員による裁定に従わねばならない。われわれの

国を建設するのは自分たちなのだということを忘れてはならない。

（注） アユブ大統領の月初放送は通常非常に長く内容も多いのであるが，病気

ため 3月の放送は短く， 2～3分で終っている。

, NAP新書記長，記者会見－NAP左派（パシャーニ派）が選出した新書記

長 MohammadIshaqはダッカで記者会見， NAP （パシャーニ派〉は他の民主

主義政党と最小限綱領にもとづき統一行動を行なう準備があることを明らかにし

た。 NAPの最少限綱領は以下の項目。

① 国家安全保障法，パ国防法，非常事態宣言の廃止。

③ 全ての政治犯の釈放および逮捕状の無効。

③基本的人権の回復と言論・出版の自由。

④ 労働者に対する生活保障するだけの賃金および安全と，ストライキ権の

確立。

⑤ 国民に食糧を。
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⑥ 必需品価格上昇をおさえる。

⑦地代，租税の引下げ，地代徴収における証明書発行制廃止。

⑧ 大学法撤廃，大学に対する HamudurRahman委員会報告の無効。

⑨ Displaced Persons Ordinanceと EnemyProperties Actの廃止。

NAPはこれら 9項目をもとに，すべての民主勢力が結集し，弾圧的，反人民

的政府を打倒して反帝民主政府を樹立するための統一戦線を結集するよう呼びか

けている。とはいえ， Ishaq書記長は PDMが現在のような形態をとり，考え方

をしている限り，それとの統一行動はありえないとしている。しかしその態度は

決定的なものではなく，かなり柔軟なものとみられている。一方 NAPの他の一

派（ウスマニ派〕との再統ーについては， 「もしウスマニ派の人々が NAPに戻

ってくるならば歓迎する。しかしすでに党員を除名された人は戻るわけにはいか

ないだろう」とのべた。プット氏の人民党との統一行動については「NAP と人

民党のプログラムには共通点が多いと思う」とのべ， ALの6項目派との統一行

動については， 「もし AL6項目派がその 6項目要求に固執しなければ統一行動

が可能だ」とのベた。 Ishaq書記長は 6項目要求について，これはパキスタン経

済の資本主義的体制を変えるには有効ではない，少数の者による多数の搾取は，

東パで、も西パでも同じなのだとの態度を明示した。

V最高裁判所長官に S.A. Rahman就任一一一最高裁判所長官に S.A. Rahman 

判事が就任した。

（注〉 S. A. Rahman長官： 1903年6月4日羽Tazirabadパンジャブに生まる。

ラホールおよび、オグスフォードで教育を受ける。 1926年 resをとり， 1928

年にはオグスフォードの ExeterCollegeで B.A.をとる。パキスタン1946

年ラホーノレ高等裁判所の判事となり， 1954年には長官となる。 1958年，パキ

スタンの最高裁判事に就任。

Vチャバン内相，パ・中非難一一一チャパン内相は下院でのインディラ内閣不信

任案の審議の際パ・中両国を非難，パキスタンの外交政策はインド敵視政策であ

り，中国と結んでインド東部の反政府勢力を助けているとのべた。

なお，インドはカッチ裁定を承認することを決めた。

2 日 V東パ NDF執行委聞く一一東ノξ NDF執行委が聞かれ，当面の政治情勢につ

いて話し合った。執行委決議では NDFのすべての党員に対し民主主義確立のた

めPDMにすべての力を結集するよう訴え，政府に対しては非常事態宣言の廃止

と全政治家の釈放を要求した。

Vウ力イリ蔵相，インドの予算を批判一一一ウカイリ蔵相はムノレタンでインドの
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予算案 (1968年4～69年3月）を批判， 「この予算の中でインドは国防支出を増

加させているが，こうした決定に政府は失望しているO インド政府はバ政府が国

防支出を減少させていることに，何ら答えていない」とのベた。

3 日 V東パ NAPモスクワ派，新執行委6人任命一一束ノξNAPモスクワ派は新執

行委6人を任命した。任命されたメンバーは AhmedulKabir （東パ議員）， Matia 

Chowdhury （現拘禁中）， Nirod Nag （東ノξ議員LD. A. Wadud, Nurul Huq, 

Ismail Khanの6人。

4 日 Vカッチ裁定に関するパ・イ会談始る一一一国連のカッチ裁定に関するパ・イ両国

代表の会談がニューデリーで始まった。カッチ裁定はカッチ地域の 300平方マイ

ノレをパキスタン側領土にするよう指示している。パキスタン代表は M.Alauddin 

(Survey of Pakistan，調査局長），西パ公共事業建設部長，調査局員など 5人でラ

インド側は ShahidAmin外務局長ほか7人。

会談の外ではジャンサン党員が反対の叫びをあげ， 38人が逮捕された。

5 日 T Nabinagarに PDMターナ委員会一一－Nabinagarに PDMのターナ委員会が

結成された。これは PDMが各ターナ・各ユニオンにそれぞれ委員会を作るよう

に呼び、かけた結果つくられたもので，結成大会には東ノミ PDMの GhulamAzam 

書記長はじめ，多数の野党指導者が参加した。

vパ・イ両国，カッチ地方の国境固定に同意一一カッチ紛争に対する国連裁定

により，パ・イ両国は 3月末にその国境画定の作業を始めることに同意した。

Vデサイ副首相，パ新聞記者とインタビュ一一一一インドのデサイ副首相・蔵相

は UNCTADのため訪印していたパ新聞記者 Syed Najiullah氏などとのイン

タゼューに応じ，パ・イ関係に関する質問に答え以下のようにのベた。

「われわれはパキスタンとの貿易を熱望している。両国の困難はパ政府がカ

シミ一1レの解決がなされぬ限り両国関係改善を拒否するという態度をとってい

る結果生じている。しかし両国の正常な，友好的関係が両国の発展に望ましい

ということが認識され，関係改善－の方向にすすむことを希望している。われわ

れは，可能な限り両国の政治的困難をとり除くよう努力している。われわれは

パ・イの完全に友好的関係確立を熱望しているのであり，われわれはパキスタ

ンが不安を感ずるようなことはしていない。わたしはパキスタンの唯一の敵は

インドだ，などという議論を開くと非常に悲しい思いがする。インドがパの統

ーと独立を破壊しようとしているなどということは問題外だ。またインドによ

るパの侵略も問題にならない。わたしは両国の誤解がなくなり，両国が数年以
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内に友好関係を保てるようになることを希望しているj

Vカシミールはパキスタンと共にある一一一カシミーlレの指導者ミノレザ・アフザ

ノレ・ベグ氏（カシミーノレ人民投票戦線〉はスリナガノレで， 「カシミ－；レの人々 は

彼らがパキスタンなしには発展しえないと感じており，インドがいくら多額のお

金を払おうとも人心をインド側に引きつけることはできないだろう」とのべた。

Vパ・ナイジエリア外相共同声明一一パ・ナイジエリア両国外相は， Okoi

Arikpoナイジエリア外相の 6日間に亙る公式訪問の後イスラマパッドで共同声

明を発表した。内容要旨は以下の通り。

パ・ナイジエリア両国は独立を達成せんがために闘っている人々を心から支

持すると共に，あらゆる形の植民地主義に反対する。また両国外相はAA諸国

が密接に連絡をとり，その経済発展に協力することの必要性を強調した。ピノレ

サダ外相はパ・イ両国関係について説明，カシミ－；レ問題の平和的解決がおく

れ，そのため両国関係が正常化していないとのベ，ナイジエリア外相はカシミ

ール問題の早期，平和的，名誉ある解決を希望するとのベた。また Aril王po外

相はナイジエリアの現状を説明，バ外相はナイジエリア人民の統ーのための闘

いに同情の意を表した。両国外相はローデシア問題に深い関心を脊せ，南アフ

リカの人種差別政策にも反対した。

7 日 PIA長官に M.Akhtar少将一一政府は PIA長官に M.Akhtar少将を任命し

た。現長官 M.Asghar Khan中将の後任。

8 日 V運輸相，野党非難一一AbdulSabur Khan運輸相は野党側が「ザ、ミンダ－；レ

制に反対する行動」を行なっているとして強く非難，以下のようにのべているO

すなわち，「MLC与党〕はザミンダーlレ体制には反対であり徐々に変革しようと

している。野党が最近急に，ザ、ミングーノレ制全廃を要求してきたことはおかしい

ことだ」とのべている。

V選挙区画定作業は 3月15日から一一一Fazl-i-Akbar選挙管理委員長代理は記者

会見で，選挙区画定作業は 3月15日からはじめ， 9月末までに終了しようとのべ

た。同委員長代理は選挙区画定に際しての原則について，各選挙区の人口をでき

る限り同数にすること，県，地区，地方，郡，村落などの行政的境界を尊重する

こと，の三つをあげている。

V労働関係法改正さる一一西ノf政府は西ノfの3労働関係法を改正すると発表し

た。これは西パ労働争議法，西パ労働組合法，西ノξ商工業雇用者法の三つで，政

府発表によれはいずれも労働者の利益を守るように改正されている。西パ労働
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争議法（W.P. Industrial Disputes Ordinance）の目的は労働争議解決をおくら

せていた複雑な手続きを簡素化し，労働者の利益を守ること，労働者の概念規定

を明確にしたことであり，西パ労働組合法改正は1926年のもので時勢に合わない

ことから改正されるものO

vシアヌーク元首，アユブ、大統領に感謝の書簡一一ソミ政府が2月8日，カンボ

ジアの国境を承認したことについて，シアヌーク国家元首はアユブ大統領に感謝

の書簡を送った。

9 日 Vムーサ西パ知事，野党を強く非難一一ムーザ西パ知事は Nawabshahの弁護

士会で演説，野党を強く非難し，彼らは自らの私欲のため水をにごらせて魚をか

くそうとしているとのベ，さらに項目別に以下のようにのべた。

④ アユブ独裁という非難について：前回の大統領選挙でアユブp大統領はパ

キスタンの至る所を訪ね，多くの大衆と接触，対立候補と共に集会をもち，そ

の政策を広めた。これは独裁者のする方法ではない。野党の人々といえども，

彼らが東西州のどこにでも自由に旅行し政治集会を開けるようになったのは，

最近のことだということを否定できないだろう。

③ 政治的自由について：野党の人々が政治集会を開き，あるいはその計画

を実行するに当り，衝突が予想、されたりまたは秩序が乱れる危険のない限り，

何の制約もない。これは全く政治的自由である。

③ 出版の自由：政府は新聞に関して何の制限を加えておらず，新聞はいし、

たいことをいい，書きたいことを書いている。

④ 基本的民主主義について：パキスタンの環境に合致しないような政治体

制は好ましくない。インドは普通成人選挙制であるが，誰が見てもインドの政

治は混乱していると認めるだろう。インドの混乱の原因はその政治体制にあり，

そうした体制をパに導入するなどは考えられない。われわれはパキスタンの環

境，識字率の度合，などを十分考慮、に入れるべきだ。

⑤労働者・学生の要求について：政府が労働者や学生の利益を犠牲にして

いるという非難は全く根拠がない。

11日 Vインド軍，カッチより撤退一一インド軍はパキスタン側とされたカッチ地方

より撤退をはじめた。

12日 V反政府出版物の海外持出し禁止一一中央政府はフ。レスノートを発表，パ国防

法にもとづき中央政府，地方政府，政府首脳を非難し，国民の忠誠心を傷つける

ようなすべての出版物（印刷，タイプ，手書きを問わず〉，地図等を海外に持ち出
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すことを厳禁すると発表した。

V東パ陰謀事件で，もう 1人逮捕一一政府は東パ陰謀事件（ 1月6日発表〉に

加担したかどで2月10日に KhanMohammad Shamsur Rahman （官吏 CSP)

を逮捕したと発表した。これで事件に関係したとされる人数は30人となる（ 1月

6日発表された28人に ALのムジブノレ・ラーマンと S.Rahmanを加えて30人〉。

13日 Vソ連から原子力エネルギー専門家訪パ一一一ソ連から原子力エネルギー専門家

がパキスタンを訪問した。これはパキスタンのラジオ・アイソトーフ。に関する設

備を建設するためで，その資金60万ノレピーはソ連政府の援助でまかなわれる。

14日 V力ラチに PDM指導者結集一一西パ各地遊説のためカラチに PDM指導者多

数が集まり，カラチは熱狂的雰囲気になっている。カラチには刑訴法144条によ

り集会禁止令が出ているため， PDMは当局と集会の許可を求めて交渉中。 PD

M指導者は18日にはハイデラパード，その後ペシャワールを訪問，各地で大衆集

会を開く予定。

v全中国科学・技術連合代表，訪パ一一全中国科学・技術連合からの代表団（団

長 WangWei Chun博士〉はダッカを訪問，東パにあるパ・中友好協会で演説

「中・パ両国は友好的隣国で、あり， 7億中国人民はパキスタンのインドの侵略に

対する闘争を強く支持している。この闘争は AA・LAの闘う人民の心からの支

持をうけているJとのべた。

15日 l NAP，カラチで反英デモ一一NAP（パシャーニ派）は南ローデシア政府が5

人のアフリカ人を処刑したことに抗議して，カラチの英国高等弁務館前に集まり

集会を聞いた。

16日 l PDM，西パ遊説始める－ーパ民主主義運動 PDMは16日から31日まで西パ各

地を遊説する予定で， 16日にはカラチ弁護士会で演説を行ない，遊説の第一歩を

踏み出した。主な演説者は M.Maudoodi (J amaat党）， Chaudhri Mohammad 

Ali (Nizam党）， N. N. Khan (AL), Abdul Salam （東ノξ AL）の 4人。

vアユブ大統領，通常の業務にもどる一一2月以来病気のため静養していたア

ユブ大統領は 16日より自宅で通常の業務にもどった。これは SyedFida Hasan 

大統領顧問が発表したもので，アユブ大統領の健康状態は非常によいという。

v選挙区画定作業始まる一一政府は予定通り基本的民主主義者 Basic Demo-

cratの選挙区画定作業を16日から開始した。

v東パ人口， 6423万3346人に一一州選挙管理委の推計によれば，東ノfの人口は

6423万3346人となり，したがって 1選挙区の人口は1070人となる予定。
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Vインドとの紛争解決を一－FidaHasan大統領顧問は Dαwn紙記者N.Os・

mani氏と会見，「パキスタンはあらゆる問題について，あらゆるレベルでインド

と話し合い，その話合いを有意義にする準備がある」とのベた。また同顧問はパ政

府がこの話合いについてくりかえしインド政府に提案したことを明らかにした。

17日 T PDM指導者， 記者会見一一回教連盟評議会派 MLC委員長ダウノレタナ氏は

じめ PDM指導者達はカラチで記者会見，来るべき BD選挙に関する PDMの態

度について， 「PDMがこの選挙に参加するか否かは， PDMの全国遊説が終っ

た後で，各地方の代表者を通じて大衆の意見を聞いた上で決定するJとのベた。

また PDMの活動目標については， 「PDMは民主主義の復活， 1956年憲法の復

活，基本的人権の回復，東西ノミの格差是正Jにあるとのベた。記者会見に出席し

た指導者はダゥルタナ氏のほか， N・N・カーン PDM委員長・（AL), マハムッ

ド・アリ PDM書記長，マウドゥディ， C・M・アリ，アプーJレ・カセム（MLC

書記長）， クワジャ・カイノレッデ、イン（国会議員），グーラム・アザム（東パPDM

書記長）， クワジャ・サフダノレ（西パ議員野党指導者）， M ・S・ジャフリ（西ノミ

PDM書記長）， Asacluz Zamman （東ノf議員野党指導者）， Abdul Salam （東パ

PDM委員長）， Zahirudclin (AL書記長〉。

T PDM，カラチ集会を中止－PDMは，カラチの MahmooclabaclColonyで

聞く予定であった大衆集会を政府の集会禁止令発布を理由に中止した。そのため

PDMはカラチで記者会見，政府に対し「出版及び結社の自由がない以上，自由

かっ公正な選挙は不可能である」として抗議した。 N・N・カーン PDM委員長

は記者会見の席上， 「政府の集会禁止令にもかかわらず， PDMの指導者の乗っ

た列車がラホールからカラチに着くまでに多くの駅に大衆が集り，駅で集会を聞

いてきたJとのベ，また PDMがNAPの反北京派（ウスマニ派〉と話合いをつ

づけており，近く彼等も PDMに参加すると思われるとのベた。

V西パ NAPパンジャブ、支部分裂一一パンジャブ，パハワノレプーノレ両県の NAP

はラホー1レラペシャワーノレで、それぞれ評議員会を聞き，分裂を明らかにした。ラ

ホーノレの一つのグループは最近 NAP北京派書記長に選出されたM・ イシャク氏

を委員長に選出， もう一つのグループは SheikhZahirucldinを委員長に選出し

た。前者はパシャーニ派との統ーを明らかにしたが，後者はまだ他の派とのつな

がりを明示していない。

ペシャワーノレでも分裂したが，詳細は不明。

T S. A. Hasnie前中央銀行総裁， 死去－S.A. Hasnie前中央銀行総裁（62
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才）はラホーノレで病気のため死去。

18日 V東パ NAP執行委決まる一一一パシャーニ委員ー長は東パ NAP（北京派）執行委

員15人を任命した。

20日 T PDM, BD選挙に立候補を決定か一－PDM書記 SyedH. GilaniはPDM組

織について，同党はパ全国にその支部を聞き， 12万人の選挙人団選挙に積極的に

とりくむだろうとのべた。また同氏は「野党は BD制度を地方自治体制度として

は反対していない。これはもし正常に運用されれば，ある個人の手に権力を集中

する手段にはならないであろう」とのベ，さらに「すべての政党は選挙区画定に

注目しており，これが公正に行なわれるよう監視すべきだJとのべている。

21日 Vピルザダ外相，インドの宗教紛争を非難一一ーヒ。ノレザ、ダ外相はステートメント

を発表，インドの各地で回教徒とヒンズー教徒が衝突，回教徒が迫害されている

ことについて，インドを強く非難した。

23日 Vパキスタン・デーでアユブ大統領メッセージーーゲユプ大統領は23日，パキ

スタン・デーを記念して，要旨以下のようにのベた。

この10年聞は繁栄の10年間であり，安定と進歩の10年間であった。パキスタ

ンはいまや世界で尊敬される地位を占めている。経済開発計画もすすみ，パキ

スタンは低開発国のモデノレ固とされている。とはいえ問題がないわけではない。

人口増加率の問題，科学・技術のおくれなども問題だ。これらについても，今

後その解決に努力すべきであろう。

vパキスタン・デー記念の軍パレードーーパキスタン陸海空軍はパキスタン・

デーを記念してラワーノレヒ。ンジで、記念ノξレードを行なった。パレードでは陸海空

軍の順序にデモンストレーションが行なわれ，陸軍は人種別に行なわれた。また

Azad Kashmir正規軍，国境警備隊も参加しているO

陸軍はパンジャブ，パルーチ，北西辺境区（Pippers），東ベンガノレ（Tigers）の

各連隊， AzadKashmir正規軍（Gords），国境警備軍の）｜頃にパレードが行なわれ，

それに装甲部隊，砲兵隊，工兵隊，通信部隊，医療隊，警察軍部隊がつづいてい

る。

海軍は AmirAslam代将に卒u、られ300人の海軍軍人がパレード。

空軍は S.A. Chengezi中佐に卒いられ，飛行ノξレードを行なった。初めはヌ

ノレ・カーン卒いるミラージュE型戦闘爆撃機4機で，時速1500マイルで飛行，次

いで F104スター・ファイター 4機（ArifIqdal中隊長統卒）が時速1400マイル

で飛行， それに次いで MIG19型戦闘爆撃機16機（Z.A. Chandhri代将）が時
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速1000マイノレ， F86サーベル64機（S.M. A. Shah代将），B5爆撃機12機（Ayaz

Khan中佐）が飛行ノξレードを行なった。

パレードの後A・R・カーン国防相は演説を行なヤ，最近のインドの軍事力強

化がパの安全を脅かしていることについて，インドを強く非難，パ国民に十分警

戒するよう訴えた。

vパキスタン・デーで，空軍デモンストレーションにフランス機一一パキスタ

ン・デーで行なわれた空軍デモンストレーションにフランス製飛行機ミラージュ

皿型三角翼戦闘爆撃機4機が参加，先頭の飛行機はパ空軍最高指令官 NurKhan 

中将が操じゅうした。パキスタンでミラージュ皿型戦闘爆撃機が公開されたのは

初めてのことで，デモンストレーションを観閲していた多くの外交官，政府高官

は驚きの表情を示したO

V陳外相，パキスタン・デーでメッセージ一一駐北京パ大使 SultanMoham-

mad Khan主催のパキスタン・デー記念祝典が北京で聞かれ，陳外相， KuoMo-

jo氏， SuYu氏， LinPai-yun氏らが参加した。陳外相は席上，パキスタシ人

民の反帝・反植民地の闘いを賞讃， 「パ政府人民は最近ノどキスタンを分裂させる

ことを目標とする外国の計画をパクロした。パ人民の闘いは中国人民， AA・LA

の革命的人民の心からの支持を集めている。最近，中国とパキスタンの友好関係

はますます深まってきており，両国の理解も深まっているJとのベた。

24日 ダッカで NAP主催の集会一－NAP（パシャーニ派・北京派）主催の集会がダ

ッカで聞かれ，東ノミキスタンの州自治，全政治犯の釈放，非常事態宣言の廃止を

決議し，またベトナム人民の闘いに同志的団結の挨拶を送り，ローデシアの自由

の戦土にも心からの支持を表明した。集会ではパシャーニ委員長が演説，要旨以

下のようにのべた。

①ベトナム人民の闘いは組織された人民の力が武装した帝国主義の力より

も強いことを実証した。

③ 現体制は帝国主義勢力のエージェントであり，人民の生活は日にHに苦

しくなっている。現体制は言論・出版の自由を否定している。

（主）政府と固とは同じものではない。政府は打倒の対象になるが，国はそう

ではなく，自由な国として存続するようにせねばならない。したがって人民は

反国家的行動に反対しなければならないし，自由・独立のパキスタンを守るこ

とが義務である。

④ パキスタンは二つの国（インド・パキスタン〉の理論によりつくられた
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とはいえ，現体制を否定するのにインドとの陰謀は必要としない。

⑤ われわれは，わずか2%の人々のため民主主義を要求しない。われわれ

は人口の98o/oを占める農民・労働者の民主主義を要求する。

25日 T NAP, ラホールで集会一一パキスタン・デーを記念してラホールで、聞かれた

NAP主催の集会で， MianMahmud Ali Kasuri同党西パ委員長は NAPが社

会主義の経済政策をもとに PDMと統一行動をする準備があるとのベたO またN

APの分裂について，一部グ、ループが党の社会主義政策から逸脱したが，この問

題はいずれ解決するだろう，とのベたo

vブット人民党委員長，東パ訪問一一ブ？ツト人民党委員長は東ノfを訪問， NAP

北京派のパシャーニ委員長と会見，野党の聞の協力の可能性，とくに NAPと人

民党の協力の可能性について話し合った。

26日 V東パ陰謀事件訊間近く開始 モネム・カーン東パ～知事は 1月6日発表され

た東パ陰謀事件の訊聞が近く開始されるだろうとのべた。この事件についての関

係者は全部逮捕され，新たな逮捕はもうないという。

V東パ大学教職員連合， Jagannath大学の再開を要求一一東ノζ大学教職員連合

(E. Pakistan College Teachers Association=EPCTA）は代議員会を聞き，政府

が ThirdDivisionの学生の大学あるいはカレッジへの入学を制限したことにつ

いて検討，こうした措置は教育の水準をむしろ下げるものであるとの考え方を明

らかにし，この問題で紛争を起こした Jagannath大学に対する閉鎖（ 2月28日よ

り〕をやめ再開するよう政府に要請した。

vソ連首脳，パキスタン・ヂーで祝電一一一ソ連首脳（ポドゴノレヌイ議長， コス

イギン首相）はパキスタン・デーを記念してアユプ大統領に祝電を送った。また

グロムイコ外相もピノレザダ外相に祝電を送った。

27日 Vプット人民党委員長，政府を非難一一ブ、ツト人民党委員長はダ、ツカ弁護士会

で“パキスタンの政治情勢”と題する演説を行ない，政府を非難して要旨以下の

ようにのベた。

(1）現政府は弾圧・抑圧・搾取者のエージェントであり，この政府を打倒す

るためには全国的規模での統一行動が必要で、ある。人民党は西パ人民の完全な

支持をえており，現体制打倒のため東パ人民もわれわれの党を支持するよう訴

える。

⑨ 人民党の目標は民主主義を復活し，人民の基本的権利を守り，社会主義

型経済体制をうちたてることにある。現政府はその弾圧政策のため国民から全
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く孤立している。

③現在の憲法（1962年憲法）では BD制度は権力者側が権力保持のために

利用するに役立つているO

④ 東パの人々が州自治を要求するのは全く正しい。これは憲法が連邦制を

規定していることからもいえる。政府が東ノfの自治要求を分離主義とするのは

おかしなことだ。

⑤外交政策について，政府は SEATO,CENTOという中・ソ両国に対抗

するための条約に加盟しておきながら，どうして中国やソ連との友好関係を主

張できょうか。パキスタンが今なお何故アメリカとの軍事条約の中にとどまっ

ているか，理解できない。アメリカはパに対しいっさいの軍事援助を停止して

いるのだ。

⑥ パキスタンはタシケント宣言の条件を満たさず，中国との関係を冷却さ

せ，まだ CENTO,SEATOのメンバーである。一方インドは非同盟国なのだ。

それにもかかわらずソ連がインドに軍事援助をしたからといって，どうして驚

くことがあろう？

V東パ NAP,PDMを支持一一東ノξNAPモスクワ派委員長 MuzzafarAhmed 

氏はカラチの同党書記長 Usmani氏宅で記者会見，東ノξNAPは PDMの8項

目要求および PDMの活動を支持するだろうとのベた。また NAPCモスクワ

派）はもし PDMが西ノξ1州に反対し，労働者の福祉についていくつかの項目を

認めるのなら， PDMに参加するだろうとのベた。

V力ツチ地区に関する国境画定作業始る一一カッチ地区に関する国境画定作業

が現地で、パ・イ両国の代表者により開始された。

28日 Vカラチの選挙区は3236区に一一西パ選挙管理局が最近の人口推定を慎重に検

討した結果，カラチの選挙区は Lasbela地区も含め 3236区に分けられることに

なった。その他地区の選挙区分類は，ハイデラバード 4579，クェッタ 978，カラ

ト980，ベシャワール8788,D. I. Khan 1570, ラワーノレピンジ 5699，サノレゴダ

8248, ラホーノレ9023, ムノレタン 9095,パハワ1レプーノレ 3450, カイノレプーノレ4354

の割合になっているO

v夕、ジャラートで PMLに30人の大量入党一一ーグジャラートの， MLC委員

Khwaja A. Hamid氏を中心に全部で30人が PMLに参加した。

Vインヂィラ・ガンジー首相，パ新聞記者と会見一一インディラ・ガンジー首

相は UNCTAD取材に訪パしていた APP特派員 HasanAkhtar Gardeziと初
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めて記者会見，インドは，パキスタンとの関係を改善し，正常化したいと希望し

ている，とのべた。会見内容は以下の通り。

①パ・イ両国の意見の相違について：両国関係を妨げる多くの問題があ

る。しかしわたしは過去のことを見るのではなく将来のことを見る方がより重

要だと思う。インドはパキスタンを主権国家と考えており，両国が諸問題・困

難をなくすよう努力すべきだと思う。現在われわれの抱えている最も大きな問

題は貧困の問題であり，もしわれわれ両国が友好関係を保つことができれば，

われわれのエネルギーが他のことに流れることもなくなろう。

③ パ・イ両国の意見の相違をなくすために何らかのイニシアチブをとる準

備があるかどうかについて：われわれはいつもイニシアチブをとっている。貿

易のことに関しでもわれわれはその禁止をなくしようと提案しているがパ政府

は反対している。また飛行機の乗り入れについても再開を希望している。われ

われは多くの障害がパ側にあると考えている。われわれはこれら諸問題を一つ

一つ解決して行かなければ’ならない。経済協力の問題についても同じである。

⑨ インドは Farraka堰についてパキスタンと協力するかどうか： Farraka

計画は新しいものではなく古いものであり，カノレカッタ市の生死にかかわる主

要な計画である。

29日 Vヌールル・アミン，アユブ大統領と会見一一野党国会議員指導者， PDM指

導者ヌーノレノレ・アミンはアユプ大統領の招きで同大統領と30分に亘って会見した。

アミン氏は会見後記者団に対し，アユプ大統領とは東ノξの農業開発および食糧・

ジュート生産拡大の方法などについて話し合ったとのべた。なお野党指導者がア

ユブ大統領と会ったのは1965年9月のパ・イ戦争以来初めてのことであるO

Vダッカの選挙区は l万8039区一一一束パの選挙区は 6万地区で，その配分はダ

ツカ県1万8039，マイメンシン県8079となっている。

vパ・中友好協会（東パ）役員改選一一束ノξのパ・中友好協会年次大会がダッ

カで聞かれ， MoulanaBashani (NAP), S. M. Murshed （判事）を会長に，委員

長に MirzaGholam Hafiz，副委員長に Qudrat-i-Khuda,Kamruddin Ahmed, 

Abdul Kalam Shamsuddin (Dainik紙編集長）， Abdur Rahimなど 7人を選出

したo

vイタリー，パに米国製タンク（M47)100台売却か一一一イタリーはパに対し米

国製タンク（M47型） 100台を売却したといわれる。マクロスキー国務省スポー

クスマンはこの問題につき，アメリカは米国製軍事品が第3国を通してインド・
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パキスタンに売却されることを許しているとのベ，イタリーがノミキスタンに戦車

を何台売却したか知らない，とのベた。

30日 Vニューヨーク・タイムズ，アメリ力のタンク売却を非難一一ニューヨーク・

タイムズはアメリカ政府がイタリーがパに対しアメリカ製タンク Pattonを売却

することを認めたことに対し，これを強く非難した。

Vインド，原爆搭載機を交渉中か一一インドは原爆搭載機 TU-16爆撃機を供

与－するようソ連と交渉中といわれる。インドには Trombay,Rajasthan, Madras, 

Taraporeの4ヵ所に原子炉があり，すでにプノレトニューム分離装置などももっ

ている。

31日 T CENTO軍事委員会で対立一一ロンドンで聞かれた CENTO軍事委員会で，

英軍のスエズ以東撤退後の中近東問題，とくにソ連海軍による地中海・紅海への

進出，アラブ援助の問題について話合いが行なわれた。 CENTOの米英両国はソ

連のこうした動きを懸念した発言をしているが， トノレコの CemalTural代表，

イランの BahramAryana代表は，パキスタン代表 AkhtarHusain Malik准

将の発言，即ちソ連の動きはイスラエルのアラブ諸国攻撃に対抗するためであり，

この問題への解答はイスラエルの撤退であるとの発言を支持した。 CENTO軍事

委はこのための米英側とパ・トノレコ・イラン側に対立する形となった。

Vヌールル・アミン，ラホールの大衆集会で、演説一一ヌールノレ・アミン野党指

導者はラホールで開かれた PDM主催の大衆集会で演説， 「現政府の体制は民主

主義のイミテーションであり，人民のもっている諸問題，困難には答えられない

だろう。野党の目的は政権の獲得にあるのではなく，民主主義の回復にある」と

のべた。

〔E〕経済

1 日 Vソ連外国貿易相，帰国一一一ソ連の外国貿易相N・s・パトリチェフはパ各地

を訪問の後帰国した。帰国前の夕食会で演説， 「バ・ソ両国はそれぞれ多くの問

題をもち，異なった考え方をもっている。しかし重要なことは両国が相互に双方

の利益のため結びっくことを希んでいることである。両国は貿易を深め，外交関

係を強化し，社会・文化的関係を強化するよう努力すべきである」とのべた。

パ・ソの貿易は最近非常にめざましく，ソ連は1966年でパキスタンからの輸出

量の第5位を占めており， 1965年の10位から飛躍している。

V近くアメリカと商品援助協定一一M・M・ アーマッド計画委副議長はカラチ
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で，近くアメリカと 1億1500万ドルの商品援助協定に調印することを明らかにし

た。これは 1967/68年度約束の 1億4000万ドルの一部で，残りの2500万ドルはす

でに肥料の輸入に使用されている。

l PL 480でさらに小麦50万トン供与か一一アーマッド計画委副議長は AIDの

パキスタン事務所で近く PL480協定に調印し，小麦50万トンの供与をうける見

込であるとのべたO これは 1967/68年分の 150万トンの小麦供与に追加されるも

ので， 12月末のジョンソン・パキスタン会談で決まったという。 PL480の条件は

ノレピー貨支払80%, ドノレ支払20%で、あるが，次年度の支払条件は60%, 40%にな

るものとみられている。

l IDBP，東パに210万ルビー貸付一一一IDBP（パ工業開発銀行）は東ノfの53小規

模工業に 210万ノレピーの資金貸付を行なう旨発表した。このうち50%は外貨分で

機械類輸入に使用される。

2 B Vアメリカ経済使節団，記者会見 訪パ中のアメリカ経済使節団はカラチで

記者会見，パキスタンの投資環境は非常にょいとのベた。記者会見内容は以下の

通り。

① パキスタン財界は使節団に対し合弁企業150件を含む 300件の経済協力

に関する提案をしてきた。この提案はアメリカ投資家によって検討されるだろ

う。使節団側は 150件の経済協力に関する提案をもってきた。これはパ財界に

より検討されよう。

③ 経済使節団は報告書をまとめ 3月15日には InternationalCommerceに

発表， 4月17日にはボストンに集まってアメリカ財界と話し合う予定であるO

しかし対パ投資を決めるのは企業にまかされているのであり，パ財界はアメリ

カ財界ともっと接触を深めるべきである。その意味でパ財界代表がアメリカを

訪問するのが望ましい。

3 日 V製鋼所建設にソ連援助を要請一一アーマッド計画委副議長は Kalabagh製鋼

所建設にソ連援助を要請しており，その問題について1967年10月のアユブ大統領

訪ソの際に話し合った，とのべたo

l 1967/68小麦作付状況一一1967/68小麦生産状況の第1次調査によれば，全作

付商積は，1505万1000エーカーで， 1966/67の作付面積第1予測の1423万8000エー

カー，最終面積1328万5000エーカーに比べ5.7%あるいは12.4%増加している。

4 B Vガンジス・コバダク計画の効果について一一ダッカ大学経済研究部はガンジ

ス・コパダク濯瓶計画の経済的効果について調査を行なっていたが，このほどそ
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の結果を発表した。それによるとこの濯瓶計両は非常に有効だとしている。報告

要旨は以下の通り。

① 東パのように人口密度の大きいモンスーン地帯では農業の近代化は他の

国に比べ非常にむづかしい。中小規模の農民は農業技術を習得・改善のために

は政府の支援を必要とする。

② 東パ農業に対する投資を増加させるためには政府の支援および投資，農

産物価格引上げによる農業利益の増加などの方策をとる必要がある。

⑨家族計画の促進も農村における資本蓄積の助けとなろう。

④農業機械化については現在のところ複雑な形のものは必要としない。そ

れは雇用機会を狭め，資本の利用を少なくするだけだからだ。

⑤改良品種の種子，化学肥料，貸付金などを増加させ，それらの価格は引

き下げ，できれば補助金を出すべきだ。

⑨ ガンジス・コパダク濯瓶計画は主として Aman作の生産を高めること

になろう。

⑦ 充分な水を利用せず，農業の近代化を妨げている要因としては， 1）政府

機関による貸付金不足からくる資本不足， 2）比較的大きい農家は刈分小作人や

fragmentationなどのため農業の近代化にあまり興味もたないこと， 3）輸送，

貯蔵倉庫，市場などのインフラストラクチュアの不足， 4）農産物価格低く，工

業部門での利益にたちうちできないこと，等々があげられる。

5 日 V タルベラ・ダム建設はイタリー・フランスグループが落札一一タルベラ・ダ

ム建設は昨年末の国際入札および世銀との話合いの結果，有力とみられていた西

独・スイスグループは除かれ，入札価格が2番目に安かったイタリー・フランス

グルーフ。が落札した。入札価格は 6億2280万ドル。

タノレベラ・ダムはインダス河上流につくられ，アスワン・ハイ・ダムの 3倍も

ある世界最大のものになる予定で，総工費8億2700万ドノレに達する。これはイン

ダス河流域開発計画の一環として建設される。総工費のうち 3億3500万ドルはパ

キスタン・ノレピーで、パ政府が支出し，外貨分4億9200万ドルのうち 3億2400万ド

ノレはインダス河流域開発計画の残金から支出される。

タノレベラ・ダムに対する各国援助額はアメリカ5000万ドノレ，世銀2500万ドル，

フランス 3000万ドル， イタリー 4000万ドル，英国2400万ドル，カナダ 500万ド

ノレ，計1億7400万ドルで，西独はこれまで5000万ドルを約束していたが，落札で

きなかったことから，それがどうなるかはっきりしていない。

-269- -( 75）一



パキスタン（ 3月〉

タルベラ・ダムは長さ9000フィート，深さ 485フィート， 1 倍以）（）（）万立方ヤ－

Fの水量をたたえる中心ダムのほか，周囲50マイノレ，水量 150億立方ヤードの抑l

をつくることになるO ダムの完成は1976年の予定であるが，これが完成すれば，

マングラ・ダムと共に，西パの概濯用水需要を満たし， 210万kwの発電力をもつ

ことから，電力需要をも十分満たすことになる。

Vパ商工会議所連盟，東西パの合弁事業を呼びかけ一一パ商工会議所連盟は，

政府に対し，東西パキスタンの企業が合弁事業を設立するよう奨励し，東西を経

済的に統合し，両州の疑惑を解くよう努力すべきだ，との見界を発表した。これ

はダッカで開催中の同連盟総会で明らかにされたもので，こうした方法により西

パの資本・技術が東ノfの経済開発に役立つとしている。また政府貿易公社につい

て，貿易公社が民間貿易業者の分野にも入ってきていることについて，同連盟は

このために東パの貿易業界が非常に迷惑しているとしており，政府貿易公社は民

間資本がタッチできない社会主義諸国との貿易にのみ関与すべきであるとの態度

を表明した。

Vダッ力商工会議所，政府を非難一一ダッカ商工会議所は中央政府工業資源相

に書簡を送り，政府が EasternRefineryに対する原油の供給問題についての仲

介を断ったことを不満とし，工業相が仲介するよう要請した。同時に東パ知事に

も善処を要請した。

EPIDCは EasternRefineryに対する原油の供給社として，入札した 10社か

ら Purbo石油，ヱッソ石油，シェル石油の 3社を選び， Purboを最終的に選ん

だ。しかし中央政府（工業資源省）はこれを認可せず，この問題の仲介も断った

ことからこうした要請となうたもの。

6 日 Vジュート製品の輸出ボーナス， 30%に一一バ政府はジュート製品の輸出ボー

ナスを10%引き上げ， 30%とし， 2月7日から実施すると発表した。これはジュ

ート工場に必要な機械や部品輸入が現金・ボーナス制になったため，輸出ボーナ

スが必要になったことからとられた措置である。

7 日 Vタルベラ・ダムについて計画委副議長記者会見一一タノレベラ・ダムはイタリ

一・フランスグループによって建設されることになったが，これについてアーマ

ッド計画委副議長はラワールヒ。ンジで、記者会見，以下のようにのベた。

① タルベラ・ダム建設に約束され，あるいは予定される資金は8億2700万

ドル，実際に必要な費用は８億２７００万ドルである。残り２１００万ドルはダム建設

資材輸入価格の変動に備える。
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③ この 8億4800万ドノレの中には西独の5000万ドノレは含まれていない。その

他諸国からの援助は 1億7400万ドlレ，インダス河開発資金の残金が3億2400万

ドノレ，パキスタン・ノレピー必要分が3億3500万ドル，合計8億3300万ドノレが約

束され，さらに価格変動に備えての資金が加わって， 8億4800万ドノレが使える

資金である。

⑨入札価格が最も低かった西独・スイスグループ（Hochtief社＝西独， 5

億9680万ドル）ではなくイタリー・フランスグワレープ (Impregilo社＝イタリ

ー， 6億2340万わりが落札した理由は，同社が入札価格をはじめ 5億4680万

ドルにしておきながら，途中で5000万ドノレ上積みしたことから信用を失なった

ためである。

④ タノレベラ・ダム建設に関する資金のとりきめは4月，世銀とパキスタン

の問で調印される。ダム建設はその後すぐ始められる。完成は1967年。

8 日 T EPIDCの活動一一EPIDCは最近いくつかの重要な重工業に乗り出してい

る。現在建設中のものには東パ機械工場，パキスタン・ディーゼノレ工場，電線お

よびケーブノレ製造工場，一般電気製品工場などがある。機械工場はダッカ近くに

建設されているが， 総工費は2億 3893万ルピー， 年生産能力は各種の機械9万

2155トン， 1億0320万ルピー相当である。ディーゼル工場の費用は 1920万ノレピ

ー。また EPIDCはナラヤンガンジにドライ・ドック 1基（費用 800万ノレピー〉

を建設中で，完成すれば1400トンまでの船舶の製造・修理が可能となる。その他

農業生産増加のため， 4肥料工場を建設中である。これはいずれも天然ガスを原

料とするもので，ゴラサール肥料工場，チッタゴン三重過リン酸化学肥料工場（二

つ）， フェンチガンジ肥料工場（アンモニア肥料〉である。現在東ノ勺こはフェン

チガンジに肥料工場（尿素）が一つあり，生産高は年11万トンにすぎない。また

EPIDCはチッタゴンとジョイプラハットにそれぞれセメント工場を建設中で，

チッタゴン工場の方は年30万トン，ジョイフ。ラハットは年66万トンの生産能力を

もっ。現在あるセメント工場（Chattak）もセメントの生産能力を 30万トンに拡

大する計画がある。砂糖の生産については，三つの拡張計画を含むフ。ロジェクト

が計画され，総生産高は 7万トンになる見込み。前年度の砂糖生産高は11万2千

トンで，需要は11万トンであった。チッタゴンの電線・ケープノレ工場が完成する

と，パキスタンは 6千トンの電線・ケープノレを生産することになる。この計画の

総費用は3079万ノレピー（外貨分1259万ノレピー〉である。

ソ連の援助のもとに電気製品工場が建設中であるが， 総費用は 7252万ノレピー
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（外貨分2804万ノレピー〉で，生産力は年1万トン相当。第3次計画末まで、に東ノf

のジュート製造能力は80万トン (1965/66=40万トン）になる見込。 1962年から

今日までの 7年間に EPIDCは21のジュート工場を完成した（うち新規17，拡張

工事4)o 

9 日 V初めての機械工業， 10月に完成一一カラチから15マイルはなれたLandhriに

初めての機械工業（Machinetool factory）が建設中で，現在%の工事が終り， 10

月に完成する予定。すで、に技術者の訓練が始っている。総工費は9710万ノレピーで

うち5490万ルピーは外貨分である。設備はスイス・フランスから供与される。生

産物としては，①1000×225mm, 1300×330mmのフライス削り機，②トラック・ジ

ープ・スクータ一等に要する変速ギアボックス，アクセノレ等，③アノレミニューム，

ブロンズ，その他の非鉄金属による扇風機，ミシンなどの製造およびスイガス・

パイプラインの製造などが予定されている。

11日 V東パに 2新工場一一束ノfに2新工場が建設される。一つは完成したRangpur

の ShampurSugar Millで， 総費用 3千万ノレピー，生産能力は 1日3万モーン

ドの砂糖キピ粉砕能力をもっている。但し現在は原料不足から 1万6千モーンド。

もう一つは起工式を終えた Sylhetの Pulpand Paper Millで，総費用 9440万

ノレピー，年産能力は 3万トンのパルプ。生産開始は1970年の予定。

V新聞印刷用紙値上り－EPIDCの経営している Khulnaの新聞印刷用紙工

場は 3月5日よりトン当り価格を 988.16ノレピーから 1140yレピーに引き上げたた

め，新開業界および出版業界は非常な打撃をうけている。これは1963年7月以来4

度目で， 1963年 8月952.987レピー， 1966年 5月988.167レピーと値上りしてきた。

' 2月の貿易－2月の輪出は 3億2790万ノレピーで 1月に比べ 21.99%増加，

前年同期に比べ 35.11%増加となっているO 輸入は 4億1670万ノレピーで 1月に比

べ 15.4.8%の増，前年同期に比べ0.31%減となっている。

13日 V計画局長，経済成長は 8.5%を予測一一大統領府計画局長QamarulIslamは

ラワーノレヒ。ンジで記者会見，パ経済状況について以下のように発表した。

① 国民総生産の成長率は 1965/66で4.7%であったが， 1967/68は少なめ

にみて 6.8%，最大限8.5%に達するとみられる。

⑨ 食糧事情も好転し，天候の状況がよければ食糧不足は14ヵ月以内に解消

しよう。今年2月1日現在の食糧保存量は東ノfで、50万トン（小麦30万トン，米

20万トン，メーズ若干〉となっており，西パで30万トン（小麦〉となっている。

冬作小麦の生産が良好のため小麦価格は低下，現在1モーンド17.57レピーにま
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で下っている。

v小麦生産状況一一M.K. Bal占sh西パ食糧相は小麦生産状況について，今年

の小麦は非常によく， 540万トンの生産目標を達成するだろうとのべた。また小

麦増産に伴いその価格下落が伝えられているが，政府は収穫期の値下りに際し 1

モーンド171レピーの値段で、買い上げることを明らかにした。

v日本輸出入銀行総裁，訪パ一一一日本輪出入銀行総裁石田IE氏はパキスタンを

訪問，パ中央銀行総裁 M.Raschid氏と会談した。また PICIC,IDBP総裁と

も会談，円クレジット，その他の問題について話し合った。

14日 Vイタリーより貿易代表団訪パ一一一イタリーより30人からなる貿易代表団が訪

パ， カラチのパ商工会議所連合事務所で、財界代表と会談した。団長は Alferdo

Baldini Guerra氏で，会談の席上，「代表団はパキスタンが1970年までに食糧の

自給を達成するための若干の具体的提案をもっている。また農業生産を増加させ，

工業化を早めるための合弁企業にも参加したいと希望している。イタリ一政府は

パに技術援助を与え，また機械・機具，工業設備などを供与する準備がある」と

のべた。

代表団は輸出振興局Allauddin次長とも会見，パ・イタリー貿易の拡大，輸入

超過是正等の問題について話し合った。

V東パ，食糧品価格低下一一束ノξで、食糧品価格が低干．しはじめている。米の価

格は良質米で 1モーンド40～41ノレピー（ 2週間前は44；レピー〉となり，中質米は

36～38｝レピー（同38～41;レピー〉，下級米は35ノレピー（同 35～38ノレピー）となっ

ている。卵の価格も下り，四つで、50パイサ（同56パイサ）となった。肉の価格は

変らず，野菜・魚類も変っていない。

15日 V ロンドンの商品市場，閉鎖一一一ロンドンの商品市場は，ゴー1レド・ラッシュ

のため金市場・証券市場と同様閉鎖された。但しジュートの取引市場は聞かれて

いる。

16日 Vフランスより経済調査団一一一フランスより20人からなる経済調査団が訪ノξ，

31日まで滞在してパ財界，政府と会談する。調査団長は RaymondBoisde氏で，

パ・フランス両国の経済協力関係・貿易関係について話し合う。

12日 vゴールド・ラッシュについて一一パキスタン政府は最近のヨーロッパのゴー

ノレド・ラッシュについて慎重に検討している。パキスタンはスターリング地域に

属し，その外貨は主としてスターリングで保有し，残りは金とドノレで、保有してい

る。昨年11月，ポンド切下げ時のパキスタンの外貨状況は， 65%がスターリング
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貨で，金・ドルは35%にすぎない。現在の中央銀行金保有高は5500万ドルにすぎ

ない。

Vアーマッド， 4月にユーゴ訪問－アーマッド計画委副議長は4月初にユー

ゴを訪問，経済援助に関する話合いを行なうことになった。

18日 V世銀調査団報告一一1月～2月に訪ノfした世多民周査団（団長 RudolfBablutzal) 

はこのほどその報告書をまとめ，各債権諸国に提出した。内容は発表されていな

いが，パ経済に対し非常に高く評価しているといわれる。パ政府高官によれば，

内容には以下のようなものが含まれている。

① パの GNPの成長率は 1967/68に7%に達しよう ρ

③ 1970年までには食糧の自給体制を確立するよう努力しており，小麦生産

は540万トン，米の生産は1130万トンに達しよう。パの食糧不足は 1967/68に

220万トンと予想されているが1968/69には100万トン， 1969/70には50万トンに

なろう。

③ パは開発資金調達のため外貨獲得に努力しており，その輸出増加率は19

67/68で計両の9.5%には及ばないにしても 7.5%に達するとみられる。パ輸出

についてはポンド切下げによりジュート・ジュート製品の輸出打撃をうけた。

国際市場でのジユ「ト価格は20%も低下した。

⑨ 1967/68の債権国会議援助約束額は4億4100万ドル。そのほかにアメリ

カは2000～2500万ドルのプロジェクト援助を与え， IDAも4000万ドノレを約束す

るとみられ，結局 1967/68の対パ援助額は 5億0600万ドル相当とみられてい

る。パ政府は 1968/69の援助として 5億5000万ドルをこえる額を要求するとみ

られる。

V第 3次計画の目標は達成一一アーマッド計画委副議長は，ラホーノレで言己者会

見，第3次計画の目標は，たとえ投資額が不足しても達成できょう，とのベたo

vイタリー，パより綿花 1万バーレ輸入一一一イタリーはパキスタンより綿花1

万パーレ，大理石500トン，原皮，皮革および半なめし皮などを輸入することを

決めた。これは訪パ中のイタリー貿易・経済使節団が発表したもので，問団長

A. B. Guerra氏は「イタリーはもしパ製品が規格化され価格も競争に耐えうる

なら，その輸入には何の制約も加えないだろう」とのべた。

Vスペインから貿易代表団訪パ一一スペインから貿易代表団が訪ぺガファー

Jレ・カーン商相と会談した。

19日 T 1968/69年度計画を検討一一帽年間計画調整委員会（AnnualPlan Co-ordina-
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tion Committee）は 1968/69年度計画について検討， 1968/69年度として総投資

額110億～117億ノレピーとし， うち民間投資50億ノレピー，政府投資67億Jレピー，不

足分7億yレピーに達する計画案を検討している。最終案は4月中に発表される予

定。 19日の委員会は年次計画の作成方法，計画目標，計画のための資料の集め方

などについて話合いがなされた。また以下の四つの小委員会をつくり，委員を任

命した。年次計画の作成はパキスタンが計画経済になって以来はじめてのもので，

第3次計画のワクの中で作成され，外国資金および国内資源の完全な利用を目的

としたものである。 4委員会は以下の通り。

④成長目標グループ（MahbubulHaq, 1計画委経済担当）：東西ノf政府の開

発・計画局経済担当者を含み，東西ノfの経済成長をどのようにするか，またと

くに東ノfの成長促進の方法などについて検討する。

③ 民間部門グループ cs・S・ジャブリ，工業次官〉：工業・住宅・運輸

に関する計画を検討するグループで PICIC, ADB, IDBなどのような金融機

関の総裁を含む。

③ 価格政策グノレーフ。：価格の変動を調査し，価格安定の方法を検討する。

④ 資金調達グノレープ：国内および、外国資金問題について検討， とくに債権

国会議国および非債権国からの援助について検討する。

V第3次計画中間報告発表一一計画委員会は1965年7月1日から1967年12月31

日までの第3次計画中間報告を発表した。全文・要約ともまだ新聞紙上に発表さ

れていないが， Dawn紙によれば，内容は以下のようなものである。

(1) 改良種子の普及，化学肥料の使用，濯j既設備の利用等により， 1970年以

前に食糧自給体制達成に前進している。 1967/68の小麦生産目標540万トンは

達成される見込で，米の生産目標1130万トンの見通しも明るい。そのため食糧

の不足量は 1967/68の220万トンから 1968/69には 100万トンに減少しよう。

⑨ 第3次計画初年度（1965/66）の食糧生産は第2次計画最終年度（1964/

65）の1760万トンから1680万トンへ， 5%低下した。これは西ノ之の干害，東ノξ

のサイクロン，洪水などによる。第3次計画第2年度（1966/67）の食糧生産も

1964/65の水準より 7%低下している。

＠第3次計画第3年度（1967/68）の生産目標は，東パで米1130万トン，そ

の他食糧1400トン， ジュート 750万パーレ，西パで小麦540万トン， メーズ

7000トン，米 140万トン，綿花280万パーレとなっている。

20日 Vジュート・綿輸出業者への金融緩和一一中央銀行は外貨取扱い銀行に対し，
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ジュート・綿花の輸出業者への前貸し条件を緩和し，中央銀行が輸出価格チェッ

ク表を受領し，貸出を認可する前に，外貨取扱い銀行が輸出業者に前貸しをする

よう認めた。但し，その銀行は輸出業者が現実にジュート・綿花を輸出するよう

指導し，また輸出業者が輸出価格チェック表の条件に違反しているときには，当

該銀行は前貸しを打ちきり，違約金を払わねばならない。

20日 V第3次計画新工業投資計画表できる一一昨年つくられた第3次計幽新工業技

資計画表作成委員会はこのほど新計画表を作成，政府に提出したといわれる。新

しい表は生産目標は不変のまま，優先順位の低かった工業や輸入原料による工業

を現在の表（200プロジェクトを含む〉から取り除いているという。新計画表は

4月に発表される。

21日 T Aus米生産目標達成一一一束パ Aus米（1967/68）の生産目標296万2千トンは

超過達成され， 306万9千トン生産された。これは東ノf各県知事および地方長官

の会合で発表されたもので， この会議では“Growmore food，，キャンペーンの

成果についも話し合われた。

25日 V東パ年次計画作成委，任命さる一一政府は東パ年次計画作成委をつくり，委

員13名を任命した。この委員会は東ノ之も経済事情，優先順位，経済政策などを考

慮に入れて民間部門年次計画を作成し，また民間部門のピへーピアを観察し，政

策の変換を勧告する。委員会は毎年12月に会合して，次年の年次計画について検

討する。委員の構成員は東ノξの計画局メンバー，同計画部経済担当，商工省次官，

中央銀行ダッカ支店副支店長， PICICダッカ支配人， ADBPダッカ支配人，ダ

ッカ商工会議所総裁，投資公社副総裁ーなど。

V政府，小麦の買上げ価格決める一一政府は小麦の政府買上げ価格を 1968/69

で1モーンド当り 171レピーと決め，全国に 193ヵ所の買上げセンターを開設する

と発表した。買上げ価格は昨年と同じである。

V銑鉄・鉄棒・生ゴム輸入許可一一輸出入管理局長は銑鉄・鉄棒・生ゴムの輸

入を輸入許可品目にすると発表した。これら品目は政府の貿易公社を通して輸入

される。銑鉄はソ連，北朝鮮から，鉄棒はソ連10%，残りはアメリカから，アノレ

ミニュームのインゴットはカナダから輸入され，生ゴムはまだきめていない。

26日 Vアメリカ， 1億1500万ドル借款供与一一アメリカ・パキスタン両国代表はア

メリカがパに 1億 1500万ドノレの借款を供与する協定に調印した。これは 1967/68

年度用としてアメリカが債権国会議で約束した 1億 4000万ドルの一部で， 残り

2500万ドノレはすでに供与されている。協定にはパ側 LA. Khan経済局長，アメ
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リヵ{llJjW. C. Kontos援助関係代表がそれぞれ署名した。すでに供与された2500

万ドルは肥料の輸入に使われている。

V北西辺境区に米の移動禁止令一一一政府は西パ北西辺境区（Hevelian,Muzaff-

argarh, D. G. Khan, Bahawalpur, Bahawalnagar）であらゆる種類の米・モミ 5

シ｝ア以上の移動を禁止した。これは密輸対策としてとられたものO

27日 V閣僚会議聞く一一閣僚会議がラワーノレピンジで聞かれ，食糧問題その他につ

いて話し合われた。閣僚会議はシャハブッディン情報相が司会している。会議で

は食糧問題，とくに小麦，米，砂糖キピの生産状況について話し合われたほか，

イタリーからフィアットのトラクターを年1万台輸入することに同意した。また

計画委副議長，ガフーノレ・カーン商相のユーゴ訪問，ポーランドの領事館をダッ

カ・カラチにおくこと，などを決めたo

vパ・米，民間投資保証に関する覚書に調印一一パ・米両国はアメリカの対ノξ

民間投資に対しアメリカ政府が保証するという覚書に調印した。この覚書により

アメリカの対パ民間投資が増えるものと期待されている。調印したのは Yusuf

外務次官，！駐パ米大使 Oehlert氏。

28日 v免税に関する規定一一中央政府歳入局は免税を適用されている会社に関する

諸問題を検討，以下のような結論を出し発表した。

① 減価償却が免税適用会社で許されるかどうか： 1965年7月 1日以前に設

立された免税適用会社は法律により減価償却は許されない。

③ 免税適用会社の損失は他の事業所得で埋め合せうるか：損失は他の収入

で補てんできない。

③免税適用会社は所得の 40%の積立金を借款の返済に使用できるかどう

か：会社は所得の40%を返済に使用しうる。

30日 T RCD工業部門委聞く－RCD工業部門委員会がカラチで聞かれ， RCD3国

の合弁企業の設立その他について話合いがなされた。事務局からは全部で41の合

弁プロジェクトが提出されており，会議ではそれらプロジェクトについての話合

いがなされる予定。 41プロジェクトの主なものはアルミニューム（イラン〉，銀行

券用紙（パ〉，機関車（トルコ〉，綿linterpulp（ノサ， クラフト・ペーパ｝（パ〉，

ジュート製品（パ），繊維機械（ノザなど。

31日 ' 2月の輸出貿易一一2月の輸出額は2億9400万ルピーで，前月比380万ノレピ

ーの増となっている。 1967年 7月から1968年2月まで、の輸出額は18億6350万yレピ

ー，月平均2億3290万yレピーで、ある。これは前年同期の18億0050万ノレピー（月平
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均2億2510万ノレピー〉，前々 年同期（1665.7～1966.2）の17億9480万ノレピー（月

平均2億2440万ノレピー）に比べ非常に好転している。

2月中の主な輸出品目はジュートで全体の 30.85%に達する。主な輸入国はベ

ルギー，英，西独，中共，スペイン，ポーランド，フランス，日本である。綿の

輸出は全体の 22.21%で，主としてホンコン，日本，ハンガリー，英，西独に輸

出される。ジュート製品の輸出は 15.24%，綿布は8.18%，綿製品5.58%を占め

ている。主な輸出国は英 13.87%，日本 10.12%，ホンコン8.54%，アメリカ6.

63%，ベルギー6.22%，西独3.55%，西独3.55%，中共2.53%となってU、るQ

V近く東パに 100メガワットの発電所計画一一近く東パ SylhetのHabiganjに

天然ガスを燃料とした火力発電所（100メガワット〉が完成する。完成は 9月に

なる予定。東パは現在144メガワットの電力が不足している。

Vタルベラ・ダム建設，イタリー・フランスに正式依頼一一世銀は西パ WAP

DAに対し，総額8億4800万ドルにのぼるタノレベラ・ダム建設をイタリー・フラ

ンス・チームに正式に依頼することを認めた。
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I ジュートの価格変動の原因

(Pakistan Ovserver・1968.4. 5 

今日の国際市場においては，需要と供給との関係だけで価格が決定されないのは当

然であるo 関税障壁，輸入害lj当制，外貨割当制などが商品の自由な取引を妨げている

．のである。それはジュート価格の決定についても，あてはまることである。生産量と

ジュート価格を年次別にとヮたのが表lである。 これによると国内市場におけるジュ

ート価格の上がり下がりの%はジュートの生産量の増加減少と相応していない。 これ

は，ジュートやその類似繊維の世界生産が価格に影響は与えるにしても， 完全にでは

ないということを意味している。すなわちジュートの世界生産および、パキスタン生産

における増加減少の%が比例的に国内市場における価格レベノレの増加減少につながら

ないということを示す。

表 1 ジュート生産量と価格変動

（単位 10万．パーレ）
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FAD: EISIF. 

需要・供給の関係以外にジュートの価格においては季節的な変動がある。それは取

引上の一般的な業務によるものである。すなわちジュートの到着までには 8月から始

まって12月まで，遅いときには 1月までかかるからである。

それではジュートの生産に影響を与える要素は何であろうか。第1に米の生産との
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関係をみよう。 というのはジュート生産地の75%以上が米の生産可能地で，米価が高

いときにはジュート生産は容易に米の生産に転換しうるからである。 J.E.Cによれば

ジュートと米（モミ）の価格比率は1: １．６である。もし米価が例えば１モーンド５０ル

ヒ。ー，ジュートのそれが28ルビーであるとすれば，米とジュートの割合は1: 1.8とな

り，ジュートは相対的に不利となって， ジュート生産は米作に換えられよう。米・ジ

ュートの生産関係は表2に示される通りである。すなわち米価がジュート生産量を動

かしてし、る。従ってジュート価格変動の原因としては次のものがあげられよう。

① 同際市場における需給および各国の輸入制限政策による変動。

③ 米価との関係で生産量の増減があること。

③季節的変動（運輸事情の悪さなどから集荷がスムースにいかないこともある

ため）。

④輸出業者による取引の独占一一パキスタンには Kutchabalerといわれる荷

主と， Faria,Beparisといわれる荷主がおり，ジュート輸出の80%は20人のこれら

大荷主によって行なわれている。彼等は外国人パイヤーの代理人として，国内市場

における価格をつり上げることができる。

表 2 ジュート・米生産の関係

年 次
ジュ（年ー平ト均価）格 米価格（年平均） ジュート生産高 地ジ域ュート耕作

（ルビー） （ルビー） (10万パーレ） (10万エーカー）

1947～48 21.50 24.12 68.76 20.58 
1948～49 30.25 30.06 55.35 18.77 
1949～50 20.00 24.50 42.55 15.61 
1950～51 19.00 19.31 60.61 17.11 
1951～52 25.75 22.12 69.04 17.79 

1952～53 10.25 21.00 68.22 19.07 
1953～54 15.50 15.37 36.39 9.65 
1954～55 15.62 11.00 45.90 12.43 
1955～56 18.87 20.69 64.98 16.34 
1956～57 24.87 31.56 59.02 12.30 

1957～58 20.62 26.44 60.53 15.6'.3 
1958～59 16.37 25.44 61. 79 15.28 
1959～60 19.37 26.62 55.25 13.75 
1960～61 51.83 24.31 44.57 15.18 
1961～62 22.79 25.54 70.99 20.61 

1962～63 20.74 20.30 63.00 17.23 
1963～64 21.36 23.48 58.75 17.00 
1964～65 31.47 25.02 53.80 16.60 
1965～66 29.70 32.00 66.93 20.90 
1966～67 35.77 38.78 66.70 20.54 
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表 3 ジュート価格の季節的変動

年 次｜生産高｜月平均最高価格｜月平均最低価格｜差 異｜差 異

I oo万パーレ）＼ （ノレピー） I （ルピー） ｜（ノレピー） ｜ （%） 

1955～56 64.98 
24.50!3 月A月月） ） ） ） iUi!i月月月月） ） ） ） 

13.31 119.00 
1956～57 59.02 29.56 12 8.37 39.50 
1957～58 60.53 26.37 7 18.75 7.62 40.64 
1958～59 61.79 19.56 8 14.44 5.12 35.46 

1959～60 55.25 
34.87!5 月月月月） ） ） ） 15.7Tf月月月月） ） ） ） 

19.12 121.40 
1960～61 44.57 68.92 2 30.19 38.73 128.29 
1961～62 70.99 44.67 7 14.56 30.11 206.80 
1962～63 63.00 29.85 4 16.45 13.40 81.46 

1963～64 58.75 
22.0616 月月月月） ） ） ） 20.50（11月　　　） ） ） ） 

1.56 7.61 
1964～65 53.80 35.96 8 24.86 11.10 44.65 
1965～66 66.93 39.10 2 22.14 16.96 76.60 
1966～67 66.70 39.33 1 32.29 7.04 21.80 

II 東西パキスタン貿易

(Pakistan Observer 1968. 4. 1) 

東西パキスタンの貿易をみると東西パの経済発展の段階がよくわかる。

西パキスタンはすでに多くの消費財の自給体制が確立し， 一層の発展にすすみ，東

パはその消費財の多くを西パに依存している。西パは東ノfを余剰消費財の市場として

いる。 これは東西パの貿易が東ノξの輸入超過になっていること，およびその輸入品目

の内容からわかることである。

①東西貿易の推移（表 1）：表1からも判るように西パから東パに輸出される

金額は年々増加，それにつれ貿易のアンバランスも拡大している。この原因は西ノξ

における工業化の発展，工業の高度化などのため，製品の種類が増え，したがって

西パの需要を越えて生産されるためであろう。

③ 貿易品目（表2）：主な輸出取扱商品25品目のうち，東パの輸出品目は9品

目しかない。しかもその主なものはマッチ，皮革，紙など軽工業品である。この表

からも判ることは，東パは消費財だ、けでなく，機械，化学製品，セメントなど生産

財に関しでも西パに大きく依存していることである。東バは結局，西パに多くの商

品を依存し，白州が獲得するよりも多くのものを西パに支払っているのであり，し

かも東パの西ノξへの依存は年を追って大きくなっている。

③ こうした依存の原因は政府の誤った商業政策，工業政策の結果である。各州

はそれぞれ自給体制を確立し，自分の足で立つようにしなければならない。そのた

めには消費財投資，政府支出は人口比で配分さるべきであり，また外貨割当もそう
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でなくてはならなヤ。

表 l 東西貿易： 1968/49から1966/67
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表 2 東西パからの輸出品目

パキスタン（ 3月〉
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パキスタン

コスイギン首相の訪パと外交政策の転換

コスイギン首相はパ政府の招請により， 4月17日より21日まで 5日間，公

式にパキスタンを訪問，パ・ソ関係および、パ・イ関係，その他国際問題につ

いて， 2度に亘ってアユブ大統領と会談した。コスイギン首相はパの公式訪

問後， 21日，突然インドを訪問している（コスイギンの訪印は1968年 1月に

行なわれたばかりである〉。

こうしたコスイギン首相の訪ノf，訪イは， 3月に入ってから顕著になった

パ・イ関係改善の動きと無関係ではない。 3月の動向でも触れたように，カ

ッチ紛争の解決，ガンジス河ファラッカ（西ベンガノレ〉ダム建設の問題につ

いてのパ・イ話合いの承認，インド首脳とパキスタン記者との会見などを通

して，パ・イ関係は雪どけの方向にすすんできていたのであり，コスイギン

首相の動きもこの方向の延長線上にあると考えてよいであろう。コスイギン

首相の訪ノミ後， 4月24日のパキスタン外相の更迭も，パ・イ関係改善の方向

と結びつけて考えるべきであろう。すなわち，パキスタン政府は，これまで

のヒ。ノレザ、ダ外相にかえ，前駐ソ大使・現インド高等弁務官のアノレシャド・フ

セイン氏を新外相に任命したのである。この外相更迭は， ヒ。ノレザダ外相とア

ユブ大統領との意見の相違というよりは，むしろ，インドとの関係およびソ

連との関係を改善させるため，このいずれの国にも駐在して内部のことにも

詳しいフセイン氏を起用，政治的判断を要する問題（例えばカシミーノレ問題

など）を除き，事務的な諸問題から手をつけていこうとの大統領の意向を反

映しているようである。

ソ連側がパ・イ接近に非常に積極的な理由は何か。それはソ連の対アジア

政策の基本ともいうべき，中国包囲網の強化をねらったものといえるようで

ある。中国包囲網の強化のためには，パ・イ両国がお互いに友好的関係をも

つことが前提条件となる。何故なら，いずれか一方に武器を供与すれば，他
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方は反発して中国への接近をはかろうとするからである。もう一つの理由は

英国のスエズ以東撤退による中近東，南アジア，東南アジア，とくにインド

洋の力の空白をソ連が埋めることを意図していることである。

一方，パキスタン側としても，経済的には西但Ij，とくに米英の経済危機，

ドノレ・スターリング危機などから，これら諸国からの経済援助が少なくなる

ことが予想され，その肩代りとしてソ連・東欧に援助を依存する必要性があ

ること，国防上の問題では，最近，急テンポで進むソ連の対印軍事援助の中

止あるいは削減を約束させる必要性があること等から，今回のコスイギン首

相の訪パは重要な意味をもつものと思われる。カシミーノレ問題などをかかえ

パ・イ関係が今後何の障害もなく改善されることは考えられないにしても，

ここしばらくはパ・イ関係改善のための努力がつづくことが予想され，ソ連

との関係の一層の深化も予想されるのである。

コスイギン首相の訪パ・イに関し，インドのヒンドゥスタン・タイムスは

アユプ大統領が「パキスタンの方からインドに軍事的・政治的浸透をしない

こと，今後，中国とインドが紛争をおこしてもパはこれを利用してインドに

攻撃をしないこと」をコスイギン首相に約束し，ソ連も「中国とパキスタン

の枢軸関係、がなくなればその対印軍事援助を縮小させる」との約束をした，

と伝えている。中国はこうした動きに対し，ソ連の圧力によるパキスタンの

屈伏という評価を下しているようであり，現在のところパ政府を直接批判す

ることはさけている。そして，カシミーノレの民族自決をあくまで支持すると

の態度を明確にし，間接的にパ政府の動きをけんせいしているようである。

中国としては，パキスタンを敵にまわして反中国のパ・イ連帯が生まれるこ

とは得策でないと判断したのであろう。

国内問題では，アユブ大統領の健康状態が回復し，ほぽ通常の大統領業務

に復帰した。しかし，国内には「アフター・アユプ」の問題がなかば公然と

ささやかれ，副大統領制の採用すら議論されている（4.6）。

外交政策の面では，パ・イ関係を中心に，その外交政策の一つの転期をむ

かえ，国内ではアユブ大統領の政治力の限界が見えはじめてきたわけで，大

統領選挙を翌年に控え，ここしばらくパキスタンの政情は微妙にゆれ動くも

のとみられる。
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〔I〕 政治・外交

1 日 Vアユブ月初放送一一一アユブ月初放送要旨は以下の通り。

① 最近BD週間（基本的民主主義制度週間〉が全国で実施されヲラホール

では BDに関するセミナーが開かれた。 BD制度は現体制の基本であり，パの

政治・経済生活の重要な部分となっている。われわれは BD制をさらに発展・

拡大し， BDの人数を 8万人から12万人にした。

③ 新しい選挙人名簿は現在作成中である。この BD制のもとで，国民はそ

のかかえている諸問題を自分の必要に応じて解決する権利をもっO

③米の生産は対前年度比14%の増産であり，小麦生産も 540万トンに達す

る見込である。この生産高は史上最高で、ある。

（注：〕 大統領の演説は通常の長さに比べ半分程度。

vピルザダ外相，ジョンソン声明を歓迎一一一ヒ。ノレザ、ダ外相は声明を発表，ジョ

ンソン大統領の北爆制限ヲ大統領不出馬声明を歓迎するとのべ，この動きにより

ベトナム問題が，ベトナム人民の希望にもとづき，平和的に解決される糸口にな

るよう希望するとのベた。

Vブット氏，ダッ力大学で講演一一人民党プット委員長はダッカ大学で， 「パ

キスタンの統一と州自治」について講演，その中で「国の統一と団結はどんなに

しても守らなければならない。政府は分割政策をとっているが，それは統ーを妨

げる。州自治の要求は東パ人民の共通の要求で、あり，地理的条件からいっても当

然のことである。州自治はまさにパの統一のためにこそ必要である」とのべた。

また他の政党との関係については， AL（人民連盟〕のムジブル・ラーマンとは逢

えなかったがその 6項目要求は柔軟な考え方であり，ラーマン氏とは話合いによ

って理解しあえると思う，とのべた。またプット氏は NAP（全国人民党〉北京

派パシャーニ委員長， PDMのダウノレタナ氏とも会見したが，それについては，

非常に有益であった，とのべている。

2 日 Vパ・イ，電話・電報11月から回復一一一1965年戦争以来閉ざされていたパ・イ

両国の電話・電報は昨年10月11日カラチで調印された協定にもとづき，パ・イ両

国代表がニュー・デリーで、話し合った結果，両国ともその設備を近代化し， 11月

1日付でその機能を再開することになった。ニュー・デリー会議の結果は同地と
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イスラマパッドで同時に発表されたが，それによると両国はラホールーアムリッ

ツアールーニューデリー，カノレカッターダッカ，カラチージョドゥプーノレーボン

ベイの 3ルート。

Vソ連首相訪パか一一ラワーノレピンジ情報筋によれば，コスイギン首相は4月

中旬にパキスタンを訪問するとみられている。

3 日 Vパ人口， l億2060万人に一一政府推計によれば，パ人口は 1億2060万人に達

した。西パ人L-1は5640万人，東ノξ人口は6420万人である。

V中学校入学資格試験（SSC)の場所に集合禁止令一一一政府は 4Jj 4日から始ま

る中学校入学資格試験（SecondarySchool Certificate）の行なわれる場所（ダッ

カ，コミラ，チッタゴン，ラジャシャーイ，ジェッソール〉に集会禁止令を発布

した。これは中学校入学資格試験をうける受験生が不正な手段を使わないように

すること，および試験が平穏のうちに行なわれるようにするためで、あると発表さ

れた。期間は 1ヵ月。

Vラホールに集会禁止令

Vアユブ，チト一大統領・周恩来首相にメッセージー←アユプ大統領はユーゴ

のチト一大統領，中国の周恩来首相にメッセージを送り，両首脳が3月23日のパ

キスタン・デーに送った祝電に感謝の意を表した。

Vパ， SEATOコミュニケに不参加一一一パキスタンはニュージーランド，ウェリ

ントンで聞かれている SEATOの共同コミュニケには参加しなかった。 SEATO

閣僚会議には駐オーストラリア・ニュージーランド大使 AslamMalikが代表と

して参加している。

V ソ連首相の訪パ予定について一一パ政府はコスイギン・ソ連首相がアユブ大

統領の招請をうけ 4月17日から21日まで 5日間，公式にパキスタンを訪問すると

発表した。ソ連の首相が公式にパキスタンを訪問するのは初めてのことである。

ラワーノレピンジのソ連大使館に近い筋によれば，コスイギン首相とアユプ大統領

会見の最大の関心はパ・イ関係にあるといわれている。そこから当然カシミーノレ

問題，ソ連の対印軍事媛助が議論されるものとみられている。

Dαwn紙 Mausuri記者によると 1965年以降のソ連の対印軍事援助の内容は以

下の通りである。

① SU 7戦闘爆撃機 139機（うち12機は練習機〉

② P-30レーダー 14組

③ MI-4ヘリコプター 109機
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K 13空対空ミサイノレ

SAM地対空ミサイノレ

輸送機 60機

MIG-21組立工場

潜水艦 6隻

Petya型フリゲート艦 5隻

上陸用舟艇 4隻，上陸用タンク

上陸用舟艇，巡視艇各12隻

戦車 400台

T 55型戦車

戦車輸送用トラック

25kmの射程距離をもっ 130-M-M型砲

100-M-M型砲 145門

T PDMの西パ遊説について一一PDM（パキスタン民主運動）は 3月16日から

31日まで西パ各地での遊説計画をもち， 各地をまわってきたが， それについて

Mahmud Ali PDM書記長は PakistanObserverの記者と会見，要旨以下のよ

400門

4台

200基

600基

3組

200台

225台

④

⑥

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑮

⑬

⑬

⑭

⑬

⑬

 

日5 

うにのベた。

① 政府は西パの人々は政府を支持していると主張している。しかし西パ各

地で行なわれた PDMの集会には多くの人々が参加し，民主主義の復活を要求

したので、ある。

③ PDMが訪問した所はカラチ，ハイデラパッド， ミノレプール・カース，

ナワプシャ－， スックーノレ， ムノレタン， ムザ、フアノレガ｝／レ， パハワノレプーノレ，

パワーノレ・一ナガノレ， ラヒンヤール・カーン， リアノレプール， ジヤング，サノレゴ

夕、〉シェイクプーラ，サヒワーノレ， ミアンワリ，ラホーノレ，の17ヵ所であり，

そのうちカラチ，ナワフシャー，パワール・ナガノレ， ミルプーノレ・カース，サ

ノレゴダ，シェイクプーラの 6ヵ所では Cr.144のため集会禁止で，集会を開け

なかった。

③ どの集会場でも PDMの8項目要求が説明され，多くの人の支持をうけ

ている。西パを旅行して西パの人民の東ノfの人民に対する親切を味わい，東ノミ

も西パの人々も現体制によってともに抑圧されていることを確信した。

④ 西パと東パの人民の経済的条件は全く同じで， ともに失業，生活必需品

価格上昇，高い税金などに苦しめられている。
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なお PDMの商パ遊説には東ノξPDM代表として次の人が参加している。すな

わち AbdusSalam Khan, Asaduzzaman Khan, Nunil Amin, A. S. M. Sul臼i”

man, Mahmood Ali, Abdul Oashem, Ghulam Azamの7人である。この遊説

について GhulamAzam東ノξPDM書記長はステートメントを発表，以下のよ

うにのべている。

16日に亘る西パ訪問により，西パの人々が民主主義と基本的権利回復のため

に闘う姿勢をもっていることを確信した。政府による集会禁止令にもかかわら

ず，いくつかの都市では数千人の人々が集会に集ってきた。また PDM指導者

の乗った汽車の着く駅には多くの人々が集まり，そこでわれわれはプラットフ

ォームから挨拶を送った。この旅行の最も注目すべきことは，どの集会におい

ても PDMの8項目要求が支持され，東パの自治，国防の自衛力強化，官吏お

よび経済発展の東西平等など，東ノξの主張に対し熱烈な支持が表明されたこと

である。現体制のもとでは一方の州の野党活動について，他の州の人々は全く

知らない状態にある。したがって西ノfの新聞からは束ノ之で、の野党の活動は判ら

ず，東パの新聞には西パのそれが判らないのである。

vたつまきのため Noakhaliで34人死亡。

Vラワールピンジに集会禁止令一一政府はラワールピンジに刑事訴訟法 144条

にもとづき集会禁止令を発布した。期間は 1ヵ月 o

vパ・イ両国， Farakka問題で話合いに同意一一パ・イ両国はインドが Farak-

ka （西ベンガノレ〉に堰をつくり，ガンジス河の水を Hoogly河に流す計画につい

て話し合うことに同意した。話合いは 4月末から始まる予定。

（注〉 これはパ政府の提案にインドがJ;c:;じたためで， この背後には世銀の勧告

があるとみられている。

V ソ連首相の訪パについて－4月5日付 Dawn紙はソ連首相の訪パについ

て要旨以下のような論評を掲載した。

コスイギン首相の訪aパはソ連首相としてはじめてのものであり， rrLj因の友好

関係を一層深め，ソ連の技術的・経済的援助，貿易の拡大を一層進展させるで

あろう。とはいえソ連首相の訪ノfの時期は，インド政府による軍備拡張により

両国関係が緊張している時期でもある。パ国民・政府はインドによる軍備拡張

に深い関心を寄せており，とくにインドの軍拡が明らかにパキスタンにむけて

いることをよく知っている。インドの戦闘能力が非常に大きくなることは，ニ

ューデリーがカシミール問題を力で、解決しようとする勢力を助長することにな
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り，こうした動きはソ連をはじめインド雌大陸の平和を愛好する一諸国の努力を

無にすることになる。インドの軍備拡大はインドだけでなくパキスタンにとっ

ても，限られた資源を生産的要素から悶防にまわさざるをえなくなる。かくし

てわれわれは軍拡競争に突入することになろう。こうしたことの責任はすべて

インド側にある。今度のコスイギン訪パにより，パ・イ問の緊張をとくようい

くつかの重要な方策がとられるだろう。

6 日 V副大統領制採用か一一一ダッカ情報によれば，政府は副大統領制を採用するも

のとみられている。このためには憲法が改王されねばならず，政府は5月6日か

ら始まる国会に憲法を改正して副大統領をおくことにするものといわれる。こう

した噂は大統領の病気の間からささやかれている。（RαkistαnObse1 

v東パ資本形成に関する委員会報告一一東ノξ資本形成に関する委員会（国会〉

はその報告草案をまとめ，国会事務部門の HouseCommitteeのメンバーの間で

回覧されているO この報告書は4月13日ダッカで聞かれる同委員会で最終的にき

められる。委員会はこれまで商工業界の代表，大学教授，公社総裁，政府関係官

庁代表等々からヒアリングを行なってその報告をつくっている。

報告書内容は現在の経済政策を根本的に改めるよう要求したものとみられてい

る。とくに東ノfに対しての資金割当，輸入政策，課税について特別の考慮が必要

とされている。要旨は以下の通り。

(I) 東パ各地の商工会議所代表は外貨割当・商品援助害1］当を増し，東パに独

自の輸入政策をとり，包括輸入制（OGL）を復活し， 自由輸入リストに東ノ匂虫

自の内容を盛り，ボーナス制の適用を制限することを要求したといわれる。

⑨ 工業の分野では免税期間の延長，輸入税の合理化，外国援助の割当を増

し，課税を生産に対してではなし生産能力に対して課す方式の採用を停止す

るよう要求している。

⑨ 銀行・保険の分野で、は中央銀行は東パキスタン人による銀行の開行を奨

励し，現在ある銀行の支店を多く東ノξにっくり，保険会社がもっと東ノfに投資

するよう，特別の措置を講ずるよう要求している。また金融機関の本部の東ノξ

移動，東パにある中央の商工省の権限の強化，政府の開発・非開発資金，税支

出における東ノξ配分の増加等主張されている。

④物価の面では食糧の価格を安定させることによって農業部門を強化し，

公社による資金貸付の増加，地代収入制の改善，市場の整備等を要求しているo

vラジャシャーイに外出禁止令一 政府はラジャシャーイ市に対し夕方から夜

弓
4ワ
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明けまで外出禁止令を/jjしたυ これは同市の中等学校入学資格試験（SSC）センタ

ーで管官と大衆が衝突，多くの死傷者を出したためとられたものであるコ警察は

催涙ガスを使って大衆を鎖XCした。大衆は政府のジープ1ii'を焼き， 23人（うち

11人は受験生）が逮捕された。警察は事件の起りについて， 「若干の人々がラジ

ャシャーイ大学の英語の第2試験に際L，受験生に対し不正な手段で助けようと

したため起った」といっている。紛争は同大学だけでなく他の受験センターにも

広がり，街の中にも現われはじめた。そのため午後の試験が行なわれない所も出

てきた。負傷者80人のうち， 30人は警察，学生は30人，一般の人20人となってい

る。

V東パ NAPモスクワ派書記長， 議会民主主義の復活を要求一一ー東ノミ NAPモ

スクワ派書記長 Muza旺arAhmadはラホールで記者会見，以下のようにのべた。

① 成人普通選挙による議会民主主義の復活が今必要なことである。基本的

民主主義制度（BD制）については，もし選挙が普通選挙で行なわれるならば

それに反対したいだろう。

③ NAP内部対立は政治的な問題である。すなわち現体制に対する対応の

しかたヲ全野党の反政府統一戦線に対する態度，西ノサ十｜分割の問題，社会主義

が現実の目的なのか究極の目的なのかという問題ラ普通成人選挙に関する要求

の実現の方法について，また武力草命，あるいはナクサノレパリのようなスロー

ガシに対する対応のしかたについて，それぞれ意見の対立があるのである。

③東パ NAPモスクワ派は，現在の目的は議会民主主義の実現であり，社

会主義の実現は究極の目的で、あると考えている。したがってわれわれの要求は，

i直接普通選挙による議会民主主義を復活し，某本的人権を回復し，西ノξ1州、｜を

なくし，東パの州自治を完全にすることによって統一した反政府戦線を結成す

ることである。

⑨ その他 NAPはすべての政治犯の釈放，食糧価格固定，労働者階級の労

働条件改善， ILO憲章にもとづ、きすべての労働組合の権利の回復， SEATO,

CENTOなどの軍事条件ーからの脱退を含む独立・中立・非同盟外交政策を要求

する。

V中学校入学資格試験（SSC)をめぐる紛争一一SSCをめぐる紛争はラジャシャ

ーイ以外の所でも発生， Jhenaidah,Kotchandpurの試験所ではそれぞれ受験

生13人， 3人が不正行為を理由に退場させられ， Maguraでも 5人が退場させ

られた。
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vベトナム和平について‘… 4月 GII H Daum紙はベトナム和平について，

要旨以下のように論評してし、る。

急速に暗くなりつつあったベトナム問題の前途にほのかな光が見えてきた。

ハノイがジョンソン大統領の声明に答えたのである。ロンドンの北ベトナム代

表が「ベトナム民主共和国は米国と話し合う用意があるj と発表したことは，

ジョンソン大統領の誠意をためす好意的ゼ、スチュアである。ロンドンの北べ代

表は， 「もしアメリカ政府が北爆およびその他の戦争を無条件に停止するなら

ば，話合いはすぐはじめられるだろう」とのべている。

過去数ヵ月間の戦争のスケールとテンポの早さ，数年間の疑惑と不信，米・

北ベトナムの双方の提案内存の相違の大きさ，これらがベトナム和平について

余りに楽観的となることをいましめている。とはいえそういう中で双方が和平

会談に同意したことは，それ自体重要な意味をもっている。現在両国にとって

最も重要なことは，いかにして話合いの糸口をみつけるかである。前途は容易

ではないにしても，すべての平和を愛する人々の祈りをふみにじることのない

よう念願する。

7 日 V政府，野党と和解か一一ラホールで、は野党指導者ヌーノレノレ・アミンが3月末

アユブ大統領と会見したことから，政府と野党が和解の話合いをはじめていると

の噂が流れている。この点につきラホールをャ訪れた KhanA. Sabur Khan運輸

相は記者団の質問に対し否定も肯定もしなかった。また Zafar法相はラホーノレで

政府が憲法改正を考えているというニュース（憲法を改正して副大統領をおくと

いう噂〕を否定した。

Vパ，ヨルダンに戦闘機供与か一一－Ammanの情報によれば，パキスタンはヨ

ルダンに戦闘機37機，志願兵 1万人を送ることに同意したといわれる。しかしこ

のニュースはパキスタン・ヨルダンの両外務省，駐ヨノレダン・パキスタン大使と

も否定した。このニュースはベイルートより流されている。

10日 V東パ Satkhiraに集会禁止令。

Vナラヤンガンジで23人逮捕一一ナラヤンガンジの中学校入学資格試験所近く

で，試験の回答用紙を盗み出そうとして集まっていた人々（教師2人，学生14,

郵便局員 1など） 23人が逮捕された。

n日 Vアメリカ大使館，パで調査一一一アメリカ大使館商務官WilliamS. Krasonは

大使館がパの企業に質問書を送り，その企業と社会主義国との関係についての調

査をしているとのべた。
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12日 Vアユブ大統領，官吏の綱紀粛正を要請←一一アユプ大統領ほ閣僚，政府’官吏，

に書簡を送り， 「われわれが不足がちな資源を開発し，強力な国の建設を目指し

ているとき，官庁がその予算金額を浪費するようなことは許さるべきでない｜と

して官吏の綱紀粛正を要請した。

Vモネム東パ知事，野党を非難一一一モネム・カーン東ノf知事はダッカで担円かれ

た講演会で演説，各野党を激しく非難した。要旨は以下の通り。

① 野党指導者は国民を誤った方向に導き，利己的な目的のために国民を利

用している。とくに前外相を勤めたプット人民党委員長は外相時代とは全く反

対のことを平気でいっている。プット氏は以前は1962年憲法を支持し， BD制，

大統領制を支持し，議会主義を否定していたが，現在は1956年憲法を支持し，

BD制を否定し，大統領制を独裁と非難しているのである。

③ PDMの8項目の中に1956年憲法支持の項があるが，この憲法の下では

単に混乱があるのみである。

③ 野党は東西経済格差を批判するが，東西経済格差の原因は現 Nizam党

の ChoudhuryM. Ali委員長の時代につくられたものである。現政府は格差

是正に非常な努力を払っている。

④ 野党のパクトニスタン運動， Unite<lBengal論， Mirjafarなどは国の統

ーを弱めるものである。

Vハッサン大統領顧問，ベシャワールへ一一フィダ・ハッサン大統領顧問は 3

日間の予定でベシャワールを訪問，同地で highlevelな会議に出席した。ハッサ

ン顧問は会議で経済発展， BD制度，その他の諸問題について話し合った。

T Faridpurで、たつ巻きのため72人死亡， 700人負傷。

T Zafar法相，アユブ大統領と会見一一Zafar法相はラワーノレピンジにアュブ大

統領を訪問， 5月6日から始まる予定の国会での討議について話し合った。

13日 T PDM東パ執行委開く－PDM東パ執行委員会がダッカで聞かれたの執行委

には PDM参加党からの代表10人，無所属5人， PDM役員（県および市 PDM

の委員長・書記長など）， PDM議員などが出席した。 GhulamAzam書記長が

前回からの活動について報告した。

v野党指導者暗殺さるー－RajshahiのAtraiで野党指導者MollaAbul Kalam 

Azad （東ノf議員〉が小銃で暗殺される事件が起った。犯人容疑者として 2人が逮

捕された。

Molla Azad氏の暗殺について与野党とも強いショックをうけており， 東ノf知
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ごお：， JUパ議会議長 AbdulHamid Chowdhuryは，その死をいたむ声明を発表し

た。東パ議会の野党指導者Asaく1uzzaman KhanもAzad氏の死をいたむと共に，

同氏暗殺者に対し断固たる措置をとるよう要求する声明を発表した。東パ議会A

L代表 AbdulMalek Ukil氏は電報でその死をいたむメッセージを送った。

V西パ地方長官会議で、ムーサ知事演説一一西ノミ：地方長官（DivisionalCommis・

sioner）の会議が3日間の予定でラホーノレの知事官邸で聞かれ， ムーサ知事は要

旨以下のように演説した。

（心地方長官の任務は｜弄！と国民に奉仕することであり，可能な限り国民の苦

しみを取り除くことである。これは官吏一般についても同じである。いやしく

も官吏が堕落し，ワイロをとるようなことがあってはならぬ。官庁の長たるも

のは常に下で働くものの言動に注意し，身分不相応の生活をしていたらチェッ

クしなければならぬ。もし下の職員の堕落を統制できなかったならば，長たる

ものも責任をとらねばならぬ。

③ 地方長官はパ国防法をむやみに使ってはならない。これは国の安全と統

一ーが犯されるような事態に対してのみ適用さるべきである。

Vソ連，東パ Rooppur原子力発電所について調査一一ソ連とパ原子力委員会は

ソ連が束パ Rooppur原子力発電所の経済的・技術的可能性について調査する協

定に調印した。調印者は I・ H・ウスマニ原子力委員長， G.I. Soloviuvソ連大

使館経済担当官で，この協定はアュブ大統領の訪ソの結果である。すでに昨年12

月から 1ヵ月，ソ連の原子力専門家が訪パ， Rooppurの近くを調査している。

V北朝鮮，力シミール問題で、パキスタンの立場を支持一一一北朝鮮のカラチ総領

事 BackChon Sok氏は領事館で記者会見，「北鮮の金日成首相は 1965年9月ラ

インドによるパキスタンの攻撃およびそのカシミーノレの不法な領有を強く非難し

ている。北朝鮮は常にカシミール問題におけるパキスタンの立場を正当かつ正し

もいのとして支持しており，カシミーノレの人民自決を支持している」とのベた。

また同総領事は 9月9日の北鮮独立記念日にパキスタン・ジャーナリストが参加

するよう招請した。

また北朝鮮とパキスタンの関係について， 「北鮮はすでにパキスタンと外交関

係・貿易関係を結んでいるが，さらに一層貿易関係を深めたいと希望している。

昨年11月に 3千万ノレピー貿易協定が結ばれ，この11月に改定されることになって

いるが，今度はより多くの貿易額がきめられることを希望する」とのべた。

14日 T RCD外相会議開く－－RCD外相会議がテヘランで聞かれ，中近東の安全問
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題その他関係する諸問題について五首し合った。 RCDはすでに33項目の合弁企業

を承認している。

T RCD保険セミナー， カラチで聞く－ -RCD 3国の保険に関するセミナーが

カラチで開催され，アユプ大統領は同セミナーに， 「保険業は一般の人々から資

金を集め，生産的目的に投資するための重要な役割を果しているJとのメッセー

ジを送った。

15日 Y RCD外相会議の結果一一一ピノレザダ外相は RCD外相会議出席のためテヘラン

を訪問していたが， 15日帰国，カラチの記者会見でその結果について以下のよう

にのベた。

① RCD外相会議は 3国の合弁企業33企業を承認した。現在すでに着工さ

れ，あるいは具体化しているのはイランのアルミニューム工場，パキスタンの

銀行券用紙工場，ジュート工場， トルコのタングステン工場である。

③ 外相会議はまた RCDの相互支払l司盟（RCDUnion for Multilateral 

Payment Arrangement）の活動に満足の意を表明した。

③ RCDによる ShippingLineはすでにスタートしており，イランの Ira-

nian Shippimg Linesも近くそれに加わろう。

④ RCD 3国を結ぶ陸上交通網の完成は1968年末にすることが決められた。

すでにイランとトルコを結ぶ鉄道工事は進展しており，そのパキスタンへの延

長も着手されている。

なお，テヘランからのニュースによれば RCD事務局長 MasarratH出品in

Zuberi氏は RCDのこれまでの活動については，⑨ RCD支払同盟，位） RCD航

路，③ RCD保険センターおよび再保険プールラ ④ RCD商工会議所， rfi}RCD 

文化研究所，⑥電信電話料金の引下げ，などをすでに完成し，これから鉄道・道

路を結ぶこと，合同の商業開発銀行を設立すること，などが着手されよう，との

べているo

v債権国会議， 5月21, 22日か一一債権国会議はワシントンで 5月21, 22日に

開かれるもょう。同会議では，パキスタンは最低5億 5千万ドノレを要求するもの

とみられている。パキスタンはすでに世銀・債権国に対しプロジェクト・リスト

を送付している。

Vパ，西独・中国の交流仲介か一一ワシントン発電によれば，ニューヨーク・

タイムスにパキスタンが，中国と西独の交流を仲介したとのニュースが掲載され

た。これは同紙ボン特派員の打電したもので，昨年末キーシンガー首相がアユブ
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大統領と会談したとき，中国はアユプ大統領に西独が中国との関係を深めたいと

考えているかどうか感触をさぐるよう依頼したという。アユプ大統領はそのとき

両国の仲介をする旨約束したといわれる。ボン特派員によれば，西独政府は中国

と非公式に会談していることを認めながらも，直接交渉はさけている。西独と中

国の貿易関係は 1967/68で2億 5千万ドルにも及んでいるω

16日 f AL ( 6項目派〕綱領草案まとめる 一全パキスタン人民連盟 APAL( 6項

H派）の組織委員会はこのほど同党綱領草案をまとめた。組織委のメンバーは

Quazi Faiz Mohammed, Syed Imdad M. Shah, P. M. Yunus, K. A. Tirnrizi, 

Abu Asim, Shafiul Alam （以上西パ代表）， Syed Nazrul Islam, R. Bhuiyan, 

S. A. Aziz, M. A. Aziz, Amena Begum, Yusuf Ali, ]. Ahmed, M. A. Man-

nah, Abul Kalam, A. II. M. Kamaruzzanran （以上東ノ吋巳表）。

Vジュート工場ストで組合指導者5人逮捕一一14項目に亘る要求を掲げて 4J1 

6日よりストに入っていた LatifBawanyジュート工場の労働組合書記長 A.M.

Khaddar，前書記長 M.Hussain，組織部長 Ahmedullahその他2人の 5人はス

トライキ指導のため逮捕された。

Vナラヤンガンジで学生など8人逮捕一一一ナラヤンガンジンの二つの SSC試

験所で 8人（学生5人）が刑事訴訟法 144条違反で逮捕された。これで SSCを

めぐって逮捕された人数は67人になる（ 4月4日23人， 4月10þÿeå23，人4月15日

１３人，４月１６ fl 8人）。

17日 Vコスイギン・ソ連首相訪パーーコスイギン・ソ述、首相はソ連首相としてはじ

めてパキスタンを訪問するためラワーノレピンジに到着した。空港にはアュブ・カ

ーン大統領はじめムーサ西パ知事，ピ／レザダ外相，駐ソ・パキスタン大使など政

府高官多数が出迎えた。アユプ大統領が一般の人々の前に姿を表わしたのは病気

以来初めてのことであるω 空港から大統領官邸までの沿道 3.5kmは歓迎の人々で

うめられ， カシミーノレの人々も“カシミーノレの自決” “カシミーノレの悲劇を終ら

せよう”などとロシア語で、書いたプラカードをもって集った。

空港の記者会見でコスイギン首相は「われわれはパの友人として訪バした。わ

たしはアュブ大統領と相互に関連の深い諸問題について話し合うつもりである。

パ・ソ関係は非常によくいっており，われわれは一層パ・ソ関係強化に努力する

つもりであるJとのベた。

vジャム・力シミール新聞編集者会議，コスイギン首相に覚え書一一一ジャム・

カシミーノレ新聞編集者会議は，ラワーノレピンジ訪問中のコスイギン首相に覚え書
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を送り，カシミールの人民がその将来を自分で決めることができるよう，インド

に働きかけて欲しいと訴えた。

またカシミール革命評議会の駐パ・スポークスマン M.A.Aziz博土もソ連首

相の訪パを歓迎し，アュブ大統領との会談がカシミール問題解決に有用であるこ

とを望むとのべた。

Vインド，漁民釈放一一一2}413日インド海軍によって逮捕されていたパキスタ

ン漁民97人は釈放され，カラチにむけ出発した。この漁民はカラチから 125マイ

ノレの Gorabari近くくパ領）で操業中逮捕されたもの。（なおインド海軍はインド

の領海を犯したとしている）

18日 Vアユブ・コスイギン会談一一アユプ大統領とコスイギン首相はラワールピン

ジの大統領官邸で3時間40分に瓦り公式会談を行なった。会談はコスイギン首相

と通訳ヲアユブ大統領と Yusuf外務次官の間で行なわれ， この首脳会談のあと

18分間は両者のフルメンバー（パ側はピノレザダ外相，フィダ・ハッサン大統領顧

問 M ・M ・アーマッド計画委副議長， S.M. Yusuf外務次官，外務省各局長，

駐ソ・パ大使 S・A・アリその他〉が出席した。公式会談の後両国スポークスマ

ンは会談の内容について以下のように発表した。

④ ソ連はパキスタンに対し，西・パの製鋼所建設計画に資金援助し，建設を

行なうことに同意し，また東パ原子力発電計画の実施についても“建設的な理

解”を示した。さらにソ連はパ・ソ間の通信出路をきめ，ソ連を通してヨー p

ッパを結ぶことに｜司意しfこQ

③ 政治的には国際緊張をなくす方法について話し合い，会議は全く千T効で

あった。

’コスイギン首相，テレビ・インタビュー一一コスイギン首相はラワーノレピン

ジで、パキスタン・テレビのインタピューを行ない，パ・ソ関係について， 「わた

しとアユブ大統領とはもちろんすべての点で意見が一致したわけではない。しか

し両者の対話は両国の一層の好関係を深めるだろう」とのベた。

なおコスイギン首相はその後パ・ソ友好協会でも挨拶，夜はアユフ宗大統領主催

の夕食会に出席したり

Vパ，ベトナム和平会談の場所提供一一パキスタン政府はアメリカ・北ベトナ

ムの和平会談のため場所を提供すると発表した。これは米国務省が駐米大使館を

通して打診してきたもので，パ政府は喜んで場所を提供すると回答した。

19日 Vアユブ・コスイギン会談（第2日〉一一アユブ大統領とコスイギン首相は 9
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時半から lH寺間15分に亘り 2人だけの会談を行ない，その後30分ブノレメンバーで、

会談した。両首脳の公式会談はこれで終り，コスイギン首相はラホールにむけ出

発した。コスイギン首相を送るため空港にきたアユブ大統領は記者団に対し「会

談は非常な成功で、あった。両国は多くの問題について同意した」とのべ，両国の

経済関係につい』ても，益々強化されるだろうとのベた。コスイギン首相も空港で

アユブ大統領に感謝の怠を表明し， 「会談は非常に尖り多いものであった」との

ベjこO

コスイギン首相の，7;l；ール訪問には，ムーサ凶パ知事， ピノレザダタト相が同行し

た。

20日 Vコスイギン首相，長期貿易協定を提案一一コスイギン首相はラホーノレよりカ

ラチに到着，パキスタンに対し長期に亘る貿易協定を結ぶよう呼びかけた。カラ

チでは Landhi綿工場を訪問したが，カラチ財界人と会談，両国の経済協力につ

いて話し合った。

Vソ連と文化・科学交流協定に調印一一一ソ・パ両国は文化・科学交流協定に調

印した。

V コスイギン首相，帰路インドに立寄り一一ニューデリーからのニュースによ

ればコスイギン首相と一行55人はカラチからの帰路ニューデリーに立ち寄り，ィ

ンディラ・ガンジー首相と会談する。これはガ、ンジ一首相の要請によりこのー［11,j

Hに決められたものであるという。

21日 Vパ・ソ連共同コミュニケ発表一一一パ・ソ両国は共同コミュニケを発表，とく

にベトナム情勢につき以下のようにのべた。（なお全文は資料に掲載）

パ・ソ両国首脳はその会談でベトナム戦争が継続されていることに対し深い

関心を表明した。ベトナム情勢の正常化は1954年のジュネーブ協定の順守と，

ベトナム人民が外部カ通らの干渉なしに自らの運命を決することを無条件に認め

ることによって達成される。世界平和のためベトナムの政治的解決の措置をと

ることが必要で、ある。

V コスイギン首相，インドにむけ出発一一5日間の公式訪問を終えたコスイギ

ン首相はカラチからインドにむけ出発した。

Vダッ力で、パス運賃値上げ反対運動一一ダッカのパス運賃値上げ（ 4月168) 

に反対する“市民活動家委員会”がゲッカで結成された。この委員会は政府に対

し、（llパス運賃の50%アップという法外な値J_JJ、をr1i1!:L，以前の運賃にするこ

と，③ノミス会社が値上げ中止に従わない場合，政府はすべてのパスを接収し，安
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パキスタン（ 4月）

い運賃で運行すること，などを要求した。また市場に対してはパスを破壊したり

しないよう訴えた。ダッカ－r1jではこの問題につき，散発的に警察とのしよう突が

おきている。

22日 'NAP （バシャーニ派），他の野党と統一戦線結成のための委員会―――――東パＮＡ

Pパシャーニ派執行委は，他の野党と最少限綱領にもとづき統一戦線を結成する

可能性をさぐるため 6人からなる委員会を設置した。メンバーは M.Tosha, M. 

Rahman, Salimul Huq, Khan Milky, A. HuιA. Zahiclの6人。 これは 21,

22日の両日開かれた京パ NAP執行委で決められたもので，議二iえはパシャーニ委

民長。

vバス運賃値上げ反対デモ ダッカでパス運賃値上げ反対の集会・デモが行

なわれ主催の学生はじめ多数のfli民が参加した。またダッカ市 NDFも抗議集会

を聞いた。

l Farakl叩問題についてのパ・イ会談は 5月13日から一一一パ・イ両国はファラ

ツカ（Farakka）問題についての話合いを 5月13日からニュー・デリーで開くこ

とに両意した。パ・イi両国がこの問題で話し合うのは1965年の戦争以降はじめて

のことである。話合いの内容はインドの Farakka堰構築計画， パキスタンのガ

ンジス コノミダク～ーファリドプーノレ計i函i, Tista r可・プラーマプトラM・メグナ

河の洪水対策などである。

23日 V ピルザダ外相・アルタフ工業相辞任か一一一Pakistanοbserverの伝えるとこ

ろによれば，ピルザ、ダ外相・アノレタフ・ブサイン工業相は近く辞任するものとみ

られている。ピルザ、ダ外相は昨年末に辞任する予定であったが，アユプ大統領が

病気のためその辞任をのばしたという。ピノレザ、ダ外相の砕任の理由については，

全く個人的なものであるといわれている。

一方アノレタフ・ブサイン工業相は昨年の心臓発作以来健康がすぐれず，今もカ

ラチで病床にある。

’CENTO閣僚会議ロンドンで聞く一一CENTO閣僚会議がロンドンで聞かれ

た。代表はスチュワート英外相， Caglayangilトノレコ外相， A.Zahediイラン外

相， SamiullahKhan Dehlavi駐英パ大使，カッツェンパック米国務次官。

冒頭ウィノレソン首相はパ・イラン・トルコの RCDを賞讃し，経済成長半はわ

れわれの地域協力により非常に伸長したとのベライギリスは国防費削減にもかか

わらず， CENTO条約を支持するとのベた。

Vサウジアラビア石油・鉱物相，訪パーーサウジアラビア石油・鉱物相 Zaki
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Yamani氏がパキスタンを訪問j，アユブ手大統領と会談した。会1淡の内容はパ・サ

ウジ両国の経済関係を深めることについて，といわれている。サウジアラビア代

表は大統領と会談する前に工業省を訪ね，工業・貿易の分野で両国の経済関係を

深める nJ能性について話合いがなされたもよう。

V夕、ツ力のパス料金値上げ幅を修正 一ーゲッカ自動中j品会は 4)J 1611からのパ

ス運賃値上けご、を発表していたが，－di民の反対が激しいため一部修正した。以前の

パス運賃は最初の 1マイルまで 6パイサ， 1マイルこえるごとにさらに 3パイサ

追加されるものであったが，これが最初の 1マイノレまで 8パイサ，その後 iマイ

ルこえるごとに 4パイサに値上げされ（ 4月16日），今回の修正では最初の 1マ

イノレが8パイサ，その後 1マイルこえるごとに 4パイサという基本料金は変らな

いが，マイル問の運賃は謀されないことになった。すなわち 1マイル未満は8パ

イサ（現行6パイサ）， 1マイノレから 2マイノレ未満も 8パイサ（現行9パイサ〉，

2マイノレから 3マイノレ未満12パイサ（現千j二12パイサ）， :3マイノレから 4マイル未満

16パイサ（現行15パイサ）， 4マイルから 5マイル未満20パイサ（現行18パイサ入

等々となっている。 j；：な路械と運賃は以下の通り。

現行 fli'i上げ 修正

Culistan カ込ら 1'1ircur 41パイサ 58パイサ 50パイサ

Gulistan か Mohammadpur ヱ乙 !/ :30 !/ 25 f’ 
Gulistan !/ S. M. Hall 12 !/ 12 ” 20 f’ 
Dacca !/ Tongi 56 !/ 72 !/ 60 !/ 

Saclerghat " Gulista11 fl 12 II 10 " 
24日 V ピルザダ外相辞任，後任はアルシャド・フセイン氏一一アユブ大統領はピノレ

ザダ外相の辞任を認め，後任にアルシャド・フセイン（ArshadHusain）駐印大

伎を任命した。新外相は5月 1日から就任する。ピルザ、ダ外相の辞任の理由は側

人的なものとされており，同氏は再び、以前の職，検事総1長に戻る。なおアユプ大

統領はピルザダ外相に要旨以下のような書簡を送った。

「わたしは 4月18日付の外相の降任状を受理した。過去にも何度か外相はf!r;l

人的な理由で辞意を表明しているυ 外相としての亘u、義務，きびしい仕事につ

いてきたピルザ、ダ外相に心からの感謝の意を去す。また同氏が両：び検事総長に

戻ることに満足する。」

OJ：〕 アルシャト、・ブセイン氏のプロフイー jレ

年令 58才（ l月9lJ生れ）p ケンブリッジ大学を卒業 L, 1943年インド政
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府に a<lvertisingconsultantとして47年まで勤務。バキスタンになってから

は広告・フィルム・出版局に入り， 1949年局長となる。その後 PFS（パ外交

官〉に入札外務省・外務局の次長を務め， 1952年にはロンドンでImperial

Defence Collegeで学ぶ。 1954～56年まではベノレギー総領事， 1956～59年ま

ではニューデリー駐在の副大使を務め，その後スウェーデン，ノルウェー，

デンマーグフフィンランドの大伎を照任， 1961今川こはモスクワ大｛史となり，

次いでプラーグ，ウランバート jレ， ワルシャワ大伎を目主任， 1963年から！註イ

ンド大使に任命され，現有：に至っている。

T CENTO閣僚会議終る一一ロンドンで開かれた CENTO閣僚会議は24十｜終了，

共同コミュニケが発表された。

米・英・イラン・トルコ・パキスタンの代表は CENTOの軍事的役割lはこの

数年間殆んどなくなり，かわって経済的役割が前面に出てきたことを認め，協力

して CENTO地域の経済・社会的向上に務めることに同意した。共同コミュニ

ケ要旨は以下の通り。

CENTO第 15回閣僚会議がロンドンで 4月23,24日のfdil日開かれた。代表

出席者はイラン Ar<lcshirZahed，パキスタン S.K. Dehlavi，トルコIhsanS. 

Caεlayangil，英M ・スチュアート，米N・カッツェンパックである。 CENTO

閣僚会議は最近の国際状勢について話し合い，世界各地で紛争が瀕発している

にもかかわらずイラン・パ・トルコなどでの平和が維持され，国の発展のペー

スが増加しつづけたことに満足し， CENTO地域において平和と安全を守り，

経済的・社会的発展を促進するために努力することを確認した。またCENTO

が同地域の工業開発を促進し，経済的分野で地域内の諸国間関係を一層深めて

いくため，いかなる役割を果すかについても検討された。

25日 Vウルドゥ語週刊紙，発行停止一一西パ政府はウノレドゥ語週刊誌 Chattan（岩

の意味）の発行を停止すると発表した。同時に同誌4月22日号を押収した。同誌

はパ国防法により発行停止をうけたもので，その理由はパ国内の分裂をはかった

ためとしている。

Vパ，核拡散防止に対する態度を明示一一パキスタン外務省スポークスマンは

核拡散防止条約草案に対するパキスタン政府の態度を明示して，次のようにのべ

TこO

パキスタンは核兵器の拡散防止条約草案に完全に同意している。しかし草案

が必要とする40ヵ国の調印国の中には核兵器をもっ能力をもっ国はすべて含ま

るべきであると考えている。すでに核兵器をもっ5ヵ国以外の国が核を所有す
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ることはずFさるべきでないυ6番目の校所有国ができればヲもうすでに核の非

拡散ではなヤことになるu

Vパ，インドから釈放漁民の漁具返還を要求一一パキスタンはインドに対し釈

放された漁民の漁船・網などの返還を要求した。インド政府の発表によれば約

500人の漁師がインドに捕えられ，うち353人が釈放されており、残り約150人が

インドにいるという。

25日 V警官の発砲で10人負傷一一Dinajpurで警官と学生が衝突， 警官の発砲で 10

人（学生〉が負傷した。事件の起りは政府が徴用した家に入っていた 1学生が退

出を拒否したため，警察はこの学生を逮捕，これに反対した学生400人から500人

がRevenueCircle O伍cerの事務所を攻撃，事務所の中で乱暴をしたことから警

備の警官が発砲したというものO

28日 ' a駐印パ大使，アブドラ氏と会見一一アノレシャド・フセイン駐印・バ大使（ 5

月より外相）は外相の職につくため帰国するl'lfiに，カシミールのライオン，シェ

イク・アプドラと会見した。両者は近くもう一度会う予定。

30日 Vピルザダ前外相， 3ヵ月の外国旅行一一ピノレザダ前外相は 5月1日から 3ヵ

月間，外国旅行に出発する肯発表されたの

〔E〕経済

1 日 V力ラチで経済開発セミナ一一一カラチで第4回経済開発セミナーが聞かれ，

3日目を迎えた。セミナーでは低開発諸国の地域協力問題（とくに UNCTAD,

RCDについて〉，株式取引所の役割， 工業化と生産性，第4次計画へのアフ。ロ

ーチ，外国援助と民間投資，輸出とその促進等々の問題について，分科会あるい

は総会で検討された。セミナ｝には PIDC, PICICなどの政府公社からの代表，

経済関係省庁からの代表，大学教授など多数が参加した。

Vひまわり油の価格決定一一一政府はソ連から輸入したひまわり油の価格を 1モ

ーンド90｝レピーにすると発表した。

T 1967/68米の生産状況一一～パ政府の第3推定によれば， 1967/68の米の作付面

積は2783万9000エーカー（1966/67最終集計2589万7000エーカー〉で7.5%増とな

っているO 東パの作付・rni積は2442万2000エーカー（前年度2220万5000エーカー〉

で10%増となっている。 Aus米は18%, Aman米は 4.4%, Boru米は28.6%そ

れぞれ作付面積で；増加している。生産高は Boro米を除き1134万7000トンと推計

され，これは前年度993万倒的トンより 14.2%上廻っているO 東パの米の生産高
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は Buro米を除き 988Jj 1000トンで，前年！主将.sg:rJ :mooトンより 14.8%増であ

る。商ノどの米生産高は 146万6000トンで，前年度 132万3000トンより 10.8%の増

である。こうしたi特産の原凶は気候条件がよかったことう肥料の使用量の増加，

改良品種（Irri8号）の使用などがあげられる。

2 日 V会社法，所得税法一部改正一一パ政府は会社法，所得税法の一部改:irを発表

した。会社法改正の円的は不正直な経営代理人をなくし，中小の投資家により多

くの投資機会を与えるためといわれている。所得税法の改:rrは第2:1条Aが改干ーさ

れることで，その目的は株式市場に上場される会社の数を増し，一般の人々によ

って保有されている株式の流動性を増し，投資環境をよくすることにある。所得

税法23条Aの改正点は，前年度に株式市場に上場されている場合，その会社は株

主に利益を還元しなければならない点である。

V東パ公社への統制強化一一束ノミ州閣議は東パの公社に対する統制を強化する

ため，いくつかの重要な決定を行なった。

⑦各公社総裁は月 1回東パ蔵相と会見し，公社業務の進展状況，事業計画

等について検討すること。

⑦ 公社の上級ポストを新たにつくるときは，大蔵省の次官・次官補，局長，

その公社総裁，当該公社関係の局長等で構成される小委員会によって決められ

《〉。

③ 各公社の財政担当官は釘：月東ノf大蔵次官と会合をもち，事業の進展状況

について話し什う。また各公社の年間予算を細目に亘って必ず大蔵省に提同し

なくてはならない。

3 日 V会社法改正について蔵相説明一一ウカイリ蔵相はアジア開銀会議出席のため

マニラにむかう途中カラチで記者と会見，会社法改正，所得税法改正について説

明して次のようにのべた。

① これら 2法案改：iEの目的は法人企業の活動を活発化L，工業の基盤を！ょ

くすることにある。

③所得税法23条Aの改正は多くの会社が株式市場に上場できるようにし

よって多くの人々が工業に関与する機会をもつことにある。株式市場に上場さ

れる企業は所得税法23条Aの適用をうけ，その株式の50%は一般に公募しなけ

ればならない。この会社は公開会社とされ，所得税が安くなり，したがって多

くの利益が株の西日当として残されることになり，それによって投資家は利益を

えることになる。
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叩 このMlミにより工業背IS門にぐkり多くの投資がなさt1,ラ 1朱Lに11.J干｝

寸‘るだ、ろう O

明 会社法の改正の理由は，パの工業が不足がちな外貨（その多くは外国か

らの借金だが）を使って設備を整えているが，これら設備が有効に利用される

ことをねらったものである。もしこれら設備が有効に利用されないならば，外

貨の損失であり，政府歳入にとっても損失である。したがって政府はこの会社

法改正により不正な経営代理人を解任する権限を得ることにした。

V会社法・所得税法改正に関する財界の反響一一カラチの財，界は会社法・所得

税法改正を歓迎， “長い間待ち望んでいたこと”であると評している。これは発

表になった4月2日の株式市場における株価の急昇にも表われている。

カラチの証券取引所長 KassimDada氏， カラチ商工会議所総裁 PyaraliG. 

Allana氏はともに同法改正を歓迎，これは法人企業の幅を広げるものであるとの

べ，また証券取引所に登録されている民間企業は，公開会社PublicCompanyと

して議録されていなくても，自動的に公開会社としての取扱いをうけることは、

非常にょいとのべた。経営代理制については， Allana氏は「経営代理制はわが

同経済発展に重要な役割をもっており，十分訓練された経営者が不足している場

合，経常代理制はその経済発展を促進する。とはいえ経営代理店が反道徳的であ

ってはならぬし，国への社会的責任を忘れてはならない」とのベた。

RCD Chamberの LatifEbrahim Jamal総裁も今度の措置を歓迎するとのべ

fこ。

6 日 vパ・ルーマニア貿易協定に調印一一パ・ルーマニア両国は1964年5月の貿易

協定を改定，期間は5年間， 1964年の協定のように毎年貿易額・品目がきめられ

るのではなく， 5年間は毎年自動的に更新される新協定に調印した。

パ・ルーマニア貿易は 1960/61の貿易（往復650万ルビー〕から1966/67の3400

万／レピーへと過去7年間に 5倍にもなっている。新協定では 1967/68の貿易は往

復で4500万ルビーと予定されている。パの輸入品は工業用原材料，セメント，化

学製品，機械，道路建設用機械その他で，原材料が60%を占める。輸出品はジュ

ート，原綿，繊維製品，靴，皮製品，スポーツ用品で原料は50%となっている。

協定に調印したのは，パ代表として Hoti商相，ノレーマニア代表は GheorgheCio-

ara外国貿易相（訪パ中）。

7 日 vタルベラ・ダムの調査はじまる一一タノレベラ・ダム工事（ 4億2700万ドル〉

にかかる第一歩としてダムサイトの調査が，工事を落札したイタリー・フランス
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合同会社の干によってはじめられてし、るυ 合同会主（：の取締役 BaldassarriniMa-

cinelli氏は「ダムサイトの調査がはじめられている。イタリーラフランスから少

なくとも500～600人の技術者がこのダム工業に参加するだろう。パキスタン側か

らは約9000人の技術者が参加するだろう。われわれはパキスタンではじめて仕事

をするわけではなく，すでにいくつかの工事を手がけている。今度のプロジェク

トはパの工業・農業の発展の上で、最も重要なものであり，施工主である WAPDA

と協力してやりたい。言葉の問題を解決するためにフランス入、イタリ一人のた

めのウノレドゥ語のクラスを開設したい」とのべた。

Vユーゴから5000万ドル援助 M ・M ・アーマッド計画委副議長はロンドン

で記者会見，パ・ユーゴ両国が5000万ドノレの経済援助協定に調印したと発表した。

ユーゴは1961年以来ノξキスタンに経済援助を供与しており，すでに 1億0300万ド

ルの援助を供与した。この新しい協定により，ユーゴは東欧諸国の中ではソ連に

次いで2番目に多額の援助供与国となる。新援助資金の一部は深井戸掘穿，港湾

施設整備，発電用機械，揚水ポンプ，船などの購入にあてられる。

8 日 T RCD合弁企業 RCD 3国による合弁企業の建設が着々と進んでいる。す

でに二つの合弁企業が建設中で，他の一つは基本的に合意に達している。建設中

の合弁企業は「RCDアルミニューム工業JCイラン）と「RCD銀行券用紙工業J

（西パキスタン〕で，建設予定は「RCDジュート工業JC東パキスタン）であるの

「RCDアルミニューム工業JCイラン）は総工費450万ドノレで年4万5000トン

のアルミニューム生産能力をもつもので，パキスタンは 100万ドルを出資， 8人

の理事のうち 1人はパキスタン代表となる（ 5人はイラン， 2人は Reynalds

Internationalから〕。生産開始は1970年以降だが，パキスタンは年1万トンのア

ルミニュームを同会社から購入する。

「RCD銀行券用紙工業JC西パ）はカラチにあり，総工費550万ドノレ，年生産

能力1440トンO このプロジェクトのため公開会社がパに設立されたが，これは授

権資本315万ドル，払入資本262万ドルで、ある。イラン・トルコは各々26万5000

ドノレを出資している。生産開始は1970年。

「RCDジュート工業」は東パに建設される予定で総工費は400万ドルの予定o

' 3月の貿易一一3月の貿易は輸入が輸出を越え，赤字，，屈の増加した月であっ

fこO （万ノレピー）

輸出

1968. 3 1968. 2 1967. 3 

33,070 32,790 25,390 

前月比（%）日i期；（%）
十0.87 十；m.26
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輸入 39,870 41,670 48,690 -4.32 -17.96 

10日 V西パ円DCの活動について一一西ノf産業開発公社（WPIDC）は1967年12月末

までの活動について以下のように報告している。

① 1967年 12月末まで WPIDCは48プロジェクト（総計9億ルピー〉を完

成した。このほか19プロジェクト（10億yレピー以上〉が着手されている。完成

されたプロジェクトには造船，ジュート工業，鉱業，肥料，天然ガス，砂糖，

セメント，化学製品，カーペット，羊毛織物が含まれている。

③ これらのうち11プロジェクトはすでに民間に払い下げられている。内訳

は製紙工業Z，化学工業2，羊毛工業I，綿の種取り工業6となっている。そ

の他14プロジェクトには民間資本が関与し，その投資額は 1億7000万ノレピ｝で

ある。完成されたプロジェクトのうち民間資本に払い下げられたものは24%に

すぎない。天然ガス，砂糖は民間資本が最も活躍した分野である。

③ 48プロジェクトのうち 5プロジェクトが第3次計画に入ってから完成さ

れたもので，現在進行中の19プロジェクトのうち 7プロジェクトは2～3ヵ月

中に完成するだろう。

④第3次計画の前半に WPIDCは26の新プロジェクト（総工費29億 7000

ノレピー）を提唱したが，政府は 4プロジェクトを承認しただけである。

11日 V政府，小麦の買上げ価格を 1モーンド17ルビーと決定一一一閣議は 1968/69の

小麦買上げ価格を 1モーンド17ノレピーとし，西パ各地に 193の買上げセンターを

開設することに決定した。そしてこの固定価格を維持するため，製粉所以外の人

人が食糧の自由な取引をすることについての制限を解除し，商業銀行が小麦を担

保にとることをも許可した。閣議はまた食糧の生産・貯蔵についても検討し， 19

67/68の小麦生産は 540万トン（前年度420万トン）に達することを承認，食糧

の貯蔵については，可能な限りその貯蔵能力を増加させるよう努力することを決

めた。

なお閣僚会議にはアユブ大統領は出席せず，シャハブッディン情報相が閣議の

議長を務めた。閣議には閣僚の外，ムーサ西バ知事， Bucha西パ食糧相も出席し

た。ムーサ西パ知事はアユフ、大統領を官邸に訪ねている。

12日 V米の生産情況一一政府発表によれば1967/68の米の生産高は前年度より 14.8

%増の1134万7千トンに達するという。前年度は 991万 6千トンであった。作付

面積は2783万9千エーカー，前年度は2587万7千エーカーである。西パの米の生

産は， 146万6千トン，前年度の 132万3千トンを10.8%上廻った。東パのそれ
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は988万 1千トンで，前年度の859万3千トンを15%も上廻っている。作付面積

は2342万2千ヱーカーで前年度2220万5千エーカーにくらべ10%増大した。

Vパ商工会議所連盟， 減税を要求一一パ商工会議所連盟は政府に対し 1968/69

予算において税制の改革を行ない，大幅な減税をすることを含む52項目に亘る要

求書を提出するといわれる。この減税は法人税，所得税，資本収得税，富裕税，

間接税など多岐に頁り，新工業に対する免税期間についても，期間，条件などの

緩和を要求している。

V貿易・援助における新たな傾向ー－ 4月12A付Daτvn祇はユーゴの5000万ド

ノレ援助決定を機に，パキスタンの貿易・援助がこれまでの債権問会議偏重から新

たな方向にむかっているとのべ，さらに以下のように論評している。

ユーゴは 1961年パキスタンに 1億 0300万ドノレの経済長助を行ない，そして

1968年にはさらに川00万ドノレの新援助を約束している。これでユーゴは東欧ソ

連圏でソ連に次ぎ第2の多額援助供与国となった。パはまたルーマニアとも貿

易協定を結び， 4月末にはブルガリアからも貿易代表団がパキスタンを訪問す

ることになっている。したがってパと東欧・ソ連の共産諸国との経済関係はま

すます深まっている。これはパの経済発展がすすみ，一層必要となる援助や貿

易が，伝統的なパターンからは得られなくなったことを示している。第3次計

［！耳の2年聞に債権国会議が約束した援助額は 6億5000万ドルで、要求額10億5000

万ドノレに満たなかった。 一方社会主義諸国からの援助は2億 7400万ドノレに達

し，予想、の6000万ドルをはるかにこえたので、ある。

13日 ' 5月 l日より綿織物工業に生産能力税ー一一ワカイリ蔵相は5月 1日より綿織

物工業に対する課税は生産された額に対するものではなく，生産能力に対して課

すことにすると発表した。

14日 V石油試掘一一石油・ガース開発公社が発表した報告によれば，政府はTutで、の

石油試掘（深さ4465m〕をつづけており， KotSarangでも試掘をつづけている。

その他 Potwar,Shlhet, Chittagong, Multan, Benir, Chandpurでも試掘をは

じめている。

15日 T PICICの活動一一一PICICの A.W. Adamjee総裁は同10週年記念式典で挨拶，

PICICのこの10年の活動についてラ要旨以下のようにのベた。

① PICICはこの10年間に18億3000万ノレピーの資金を貸付け， 581の企業計

画に資金供与してきた。 581の企業のうち362企業は1967年末までには完成し，

生産を開始している。
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③ PICICの資金をうけた業種で最も多いのは綿織物工場で， PICICから

6億8100万ノレピーを借りている。次いで砂糖およびその副産物2億1450万ノレピ

ー，工作用金属および電気製品 1億8030万ノレピー，製紙業1億5400万Yレピー，

化学製品 1億5350万yレピー，セメント，ガラス，陶器など 1億2700万ノレピー，

石油精製・ガス配給9500万ノレピーとなっている。

③ PICICはその活動が広がるにつれ利益も上り， 1960年の180万ノレピーか

ら， 1967年末には1368万ノレピーとなった。

V外国民間投資一一一中央銀行の調査によれば1964年からの3年間にパキスタン

に投下された外国民間投資は 2億7270万ノレピーに達した。そのうち製造業に投下

されたものが最も多く 1億0430万ルピー（38.25%〕，次いで商業への投資4440万

ルビー（16.28%〕，建設4190万ノレピー（15.36%），運輸3590万ルピー（13.16%),

鉱業2350万ノレピー（8.62%）となっている。

投資国はイギリスが最も多く 1億4060万ノレピーで 51.50%，アメリカ6540万Jレ

ピー 23.98%となっている。

16日 vタルベラ・ダムの資金内訳一一タノレベラ・ダム建設に必要な資金内訳は4月

末に聞かれる世銀主催の調印式で、きめられるが，現在のところ以下の通りとなっ

ている。

インダス基金残額 3億2400万ドノレ プランス 4000万ドル

イタリー 3000万グ イギリス 2400万 P

カナダ 500万グ アメリカ 5000万 z

世銀 2500万グ 計 4億9800万グ

なおフランス・イタリーは，もし必要ならさらに各1000万わレ出資することを

決め，アメリカ（輸出入銀行〕，世銀も若干の増額を認めている。ダム建設に必

要な外貸は4億9200万ドノレで，現在600万ドル程度供給側がオーバーしている。

17日 T EPIDC，綿・ジュート工場を払下げ一一束ノf産業開発公社 EPIDCは綿・ジュ

ート工場（KaliganjMuslim Cotton Mills, Dacca Jute Mills）を払い下げると

発表した。前者は3260万ノレピー， 後者は 340万ノレピー。 これは DewanAbdul 

Basith東パ商工相の発表したもので， EPIDCはさらに砂糖工場を含め14企業，

EPSICは12,EPFDCは3企業をそれぞれ払い下げる予定だという。

v東パ・セメント不．足一一DewanA. Basith東パ商工相は東ノξのセメント不

足を解消するため公共部門から 4万4000トンのセメントを吸い上げ民間部門にま

わすことを決めた。また50～60万トンのセメントを西パから移動させること，中
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国から15万トンを輸入すること（うち 7万トンはすでに着いており，残りは 3ヵ

月以内に入る〉，さらに中国，ポーランド，ソ連，その他の社会主義国からパータ

ー取引でセメントを購入すること，などを明らかにした。

国内生産については Chhatakセメント工場の生産能力は1968年末には 7.4万

トンから 9万トンに増加， 1972年にはチッタゴンでクリンカー工場が生産をはじ

め， 3万トンの生産が可能となる。また新 Chhatakセメント工場の生産能力も

15万トンとなり， Joypurに建設されるセメント工場は 60万トンの生産能力をも

つようになるという。

10日 vソ連， ヒマワリの種子 1トン贈与一一ーソ連はパにヒマワリの種子1トンを贈

与した。これはパの食用油不足を補うため政府がヒマワリの栽培を奨励している

ことからなされたものO

20日 Vパ・チェコ貿易想定調印一一パ・チェコ両国は年各3500万ルピーの商品をパ

ーターで取引する貿易協定に調印した。パ側は商務次官 V.A. Jafarey，チェコ

側は駐ノf商務官 O.Zikmunjが代表した。両国はこれまで年各2800万ノレピーの商

品をパーター取引しており，今度はその金額が3500万lレピーに増加したものであ

る。 この協定は1965年3月（350万ノレピー〉以来4度目の協定で， 2度目は1966

年1月（900万ノレピー） 3度目は1966年11月〔2800万ノレピー〉である。

協定によればチェコはパに機械・道具類，建設用および道路建設用機械，電気

器具，鉱山機械， X線フィノレム，化学薬品，染料，船舶用ディーゼノレエンジンな

どを供与し，パキスタンはチェコにジュート，原綿，羊毛，綿くず，皮革，革ぐ

っ，その他革製品，その他化工品を供与する。

21日 V農業週間はじまる一一一政府は4月21日からはじまる 1週間を農業週間とし，

各地で農業の成果および今後の発展についてのセミナー・その他の行事を行なう

ことに決定した。

23日 v消費税廃止品目発表一一一中央政府は，パ国内で、生産される鉄鋼インゴットの

うち農機具の製造に使用される分については消費税を免税とする旨発表した。農

機具とは，すき，シャベノレ，つるはし，くわ，フォークなど農業生産に有用なも

の。

V株式公募条件援和一一大蔵省は外国企業による外貨の投資をうけている公開

会社（PublicCompany）に対し，発行資本の一部を所定の割合〈別に政府がきめ

る〉で一般公募することを許可すると発表した。現在の規定によれば公開会社は

発行資本の50%を一般公募できる。
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24日 V第4次5ヵ年計画の基本戦略一一アーマッド計画委副議長は Dawn紙記者

に対し，近く作業の始まる第4次計画の基本戦略について，次のようにのベた。

① 第4次計画の基本戦略は三つある。すなわち， 1）人的資源の急速かつバ

ランスのとれた開発， 2）農業部門における収益の促進， 3）重工業への移行，な

どである。

② 農業部門における成長率を高めることは非常に重要であり，食糧の自給

体制を確立するだけでなく，輸出できるようにする。そのためには近代的農業

技術を小規模な農地にも普及させ，より適切な cropのパターンを採用し，農

業資金・貯蔵・マーケッティングなどの改善が必要である。

⑥ 重工業計画は第3次計画で後退したが，第4次計画で非常な力をおかれ

ねばならない。

T Kalabagh製鋼所の費用は L6億ルビー一一計画委員会経済局長 Mahboobul

Haqueはカラチで Kalabagh製鋼所に必要な経費は16億ノレピー， うち外貨は 8億

8000万ノレピーとなろう， とのべた。この Kalabagh製鋼所は年 100万トンの鉄鋼

を生産する予定で，これに対してはソ連が援助を約束している。

v次年度以降の経済開発計画は 6.5%の成長率を予測一一アーマッド計一副委副

議長は第3次計画の第4・第5年度の年間開発計画は投資額が10～15%削減され

るにもかかわらず，成長率を 6.5%として立案されようとのベた。また第3次計

画については， 「第3次計画は外国援助削減，資金の国防費への流用，天候の不

順などから，非常な困難をもってスタートした。しかし計画の実施には遅延が許

されないため，政府は国内資源を動員して早急に効果のあがる部門・プロジェク

トに着手した。しかしまだ問題は多くある。それは，①社会開発，とくに教育の

分野や人間訓煉におけるおくれ，③自力による経済成長のために必要な基礎工業

への移行をおくらせねばならぬこと，③地域的経済格差是正が予想通りすすんで

いないこと，④外国援助の条件がますますきびしくなってきていること，などで

ある」とのベた。

Vソ連，パにトラクター 5千台供与か ーソ連は1968年中にバにトラクター 5

千台を供与するものとみられている。ラジオ・モスクワによれば，このトラクタ

ーはミンスクで製造されているという。

25日 V力ラチ商工会議所，名称変更し，海外投資家商工会議所に一一一カラチ商工会

議所はその 108四年次大会で名称を変更し，海外投資家商工会議所（Overseas

Investors’Chamber of Commerce and Industry）にした。 J.F. C. Gallaheqi 

-291- 一（ 117）一



パキスタン（ 4月〉

裁はこの名称変更につき「新名称の方が同会議所の機能をより明確に示すし，外

国の投資を引きつけるにも効果的である」とのベた。

T Titosガス， 4月28日よりダッ力に配給一一Titasの天然ガスは 4月28日よ

り， Titasとダッカを結ぶパイプ・ラインが開通するため， ダッカ地方にそのガ

ス配給を始める。ジャブリ工業次官はこの Titasガス油田につき，「Titasガス油

田は埋蔵量225万立方フィートで，このうち 100万立方フィートは工業用・家庭

用燃料として使用され，残り 125万立方フィートは工業用原料として使用される。

Sudhirganj火力発電所もこの Titasガスを使用することになろう」とのベた。

Titasガス油田は四つ目に埋蔵量の多い油田である。（スイ・ガス油田は630万立

方フィート〉

26日 Vブルガリア， 800万ドル借款供与一一ブルガリア政府はパに対し 800万ドノレ

の借款を供与すると発表した。 これは訪パ中のプノレガ、リア外国貿易副大臣 Ivan

Dimitrov Golomeevがラワーノレピンジで発表したもので， 同氏は要旨以下のよ

うにのベた。

プノレガリア政府はパに 800万ドノレの借款を供与する。これは，バがブワレガリ

アから商品を購入するために使われるもので，両国の貿易関係拡大をも意味す

る。われわれは，この 800万わレの借款を使用した後で，ノζにもっと多くの借

款を供与することを困難とは思っていない。ブノレガリア政府はパと単に貿易の

問だけでなく，地質，鉱物，農業の分野でも協力することを希望している。ブ

政府は食糧や食用油なども供与することができる。

27日 V年間計画完成一一年間経済開発計画調整委員会は 1968/69年度の年間計画を

最終的にまとめた。それによると投資総額は 105億ノレピーに達する見込。同計画

は5月4日に開かれる国家経済評議会 NECに提出され，正式に承認されるo

v東パ閣議，公社企業の払下げを承認v一一束ノξ閣議は束パ産業開発公社 EPID

C，東パ中小企業公社 EPSICから出された同公社所有の企業の民間払下げ案を

検討， 以下のような結論に達した。すなわち 1968年中に払い下げられるものは

EPIDCの関4ぷでは DaccaJute Mills, Muslim Cotton Mills, Rajshahi Sugar 

Mills, Chittagong Jute, Amin Jute, Pak Jute Mills, Eastern Refineryで，後

者企業（いずれも EPIDCの持株は少数）はパ投資公社ICPに払い下げられる。

EPSICの関係では GlazedPottery (Dacca), Cheese and Butter (Kuliarcher), 

Coirロープ工場（Sarupupkati),Barisad, Cigar, Chero邑t工場（Cox’sBazar）等

である。東パ政府はこの払下げにより5200万ノレピーの収入となる。

一（ 118）一 -292ー



パキスタン（ 4月）

V中国とパーター貿易協定一一パ・中国は 1968/69年度のパーター貿易協定に

調印した。調印したのは駐パ中国代表部 HsuYing氏と商務省次官補 V.A. Ja-

farey氏で，金額は片道 1億 1千万ノレピー（約5千万ドノレ〉。今回のパーター協定

は1963年調印されたパ・中貿易協定のプレームワークの中の最後のもので，この

協定により，パキスタン側は中国にジュート，綿花，ジュート製品，綿布，綿織

物，果実ジュ｝ス，などを輸出し，中国からは道具・機械類，建築用鉄材，化学

製品などを輸入する。

最近のパ・中貿易は以下の通りである。

パキスタン輸出額 輸入 額

1960/61 7478万ノレピー 1538万ノレピー

1961/62 1048万 II 1648万 " 
1962/6:1 4280フ了 If 18857J " 
1963/64 1億6660万 II 4130万 II 

1964/65 1億8865万 " （不明）

1965/66 1億5468万 II 9677万 II 

1966/67 ２億２１６３万 ？’ 1億5924万 II 

29日 Vパ，債権国会議諸国への要求を具体化一一一アーマッド計画委副議長は，イス

ラマパッドで債権国会議諸国の代表部を招き，パキスタンの債権国会議への要求

を具体化して説明した。要旨は以下の通りである。

① 商業信用の利子に補助金を与えるため，資金の一部で特別基金をつくる

こと。こうした政策は，一般的な市場利子率を実質的に低めるためのもので，

そのための資金も非常に少なくてすむ。

⑨ 満期を超えた借款をリファイナンスするため，特別な機関を設立するこ

と，この場合短期借款は，ちょうど商業銀行が国内の貸付金に対して行なうよ

うに，長期借款の性格をもたせるようにする。

③返済期間を長くしえないときには，据置き期間をのばして，返済期間の

終了が同じになるようにすること。

④ 比較的短期の借款は別資金としてプールし，関係国が国際入札での競争

に勝利するような設備を供給するときにのみ使用されるようにする。

⑤ ひもっき援助は価格が高いという印象をなくすため，こうした借款を検

討すること。もしあらゆる場合に国際入札が許され，もし借款が広はん囲な国，

あるいは EECのような地域的協力機構と結びつけば，またもし世銀のような
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国際機関が国際市場における競争的価格について定期的に情報を流せば，また

もし借款を供与される国が，その自国の外貨を外国援助（より高い利子を要す

る場合において〉に代用するフレキシプノレな利用方法が認められれば，現在よ

り条件の改善となろう。

⑥ ひもつき援助が高価格をもたらす場合，その援助国は自国の価格と国際

価格の差をその国の製造業に対する輸出補助金として扱い，借款のその部分（国

際価格より高い部分〉を贈与として借款供与国に還元すべきである。

アーマッド計画委副議長はさらに，もし債権諸国が国内事情から援助額の増加

ができないというのなら，以上のべたような方法で援助条件の緩和を要求すると

のベた。また第3次計画の進展については，困難な時期は終り，計画の主目標は

手のとどくところにある，とのベ，さらに追加的国内資金の動員，開発の重点を

短期間に収益のあがる部門とくに農業部門におく，などの政策を再確認した。こ

の会見にはベノレギー，カナダラフランス，西独，イタリ－，日本，オランダ，イ

ギリス，アメリカ，スウェーデン，世銀， AID，などの代表（大使級）が出席し

た。

Vパ，債権国会議に 5億5千万ドル要求一一パ政府は 5月21日よりワシントン

で始まる予定の債権国会議に対し， 1968/69援助資金として 5億5千万ドノレ（ノ

ン・プロジェクト 3億ドル，プロジェクト 2億 5千万わけを要求する予定。

30日 Vチェコと科学技術協力協定に調印一一パ・チェコ両国はイスラマパッドで科

学技術協力協定に調印した。この協定にもとづき，チェコは科学・技術の分野で

パにコンサノレタントとしての活動をL，またパキスタン人の訓練を行なう。
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I パ・ソ共同コミュニケ発表

(Dα叩 n,1968. 4. 22) 

パキスタン回教共和国大統領アユプ・カーンの招請により， コスイギン・ソ連首相

は4月17日から21日までパキスタンを公式に訪問した。 コスイギン首相には T. Y. 

Kiselyov白ロシア共和国首相， IA. Manyushisリトアニア共和国首相，I.V. Arkhipov 

対外経済関係国会委員長第 1副議長， N. P. Firyubin外務次官， G. S. Sidorovitch 

対外経済関係国会委員会副議長， A.A. Fomin外務省南アジア局長，その他代表多数

が随行した。

パキスタン滞在中，コスイギン首相はイスラマバッド，ラワーノレピンジ，ラホール，

カラチ等を訪ね， パキスタン政府の経済発展および人民福祉の努力によりパ国民の生

活が豊かになっていることを理解した。 また，首相はラワーノレピンジでノf・ソ友好協

会主催のレセプションやラホール， カラチでの市民とのレセプションにも出席した。

アユプ大統領とコスイギン首相は，パ・ソ連関係， その他重要な国際問題等広範囲

な問題について話し合った。 この話合いは相互理解と信頼にもとづく友好的雰囲気の

もとに行なわれた。話合いにパ側はピルザダ外相，ハッサン大統領顧問， アーマッド

計画委副議長， Yusuf外務次官， SalmanA. Ali駐ソ大使が参加，ソ連側は前記代表

団の外，駐パ大使も参加した。両国代表はパ・ソ関係が地域的統一，国内政治への不

干渉，主権の尊重の上に基づいていることを承認し，両国が政治，経済，商業，文化，

科学，技術等々の分野で協力関係を深めていることに満足している。そして両国は，

あらゆる分野でこれら関係をさらに一層発展させることを確認した。

両国首脳はまた，西パの Kalabaghに製鋼所をつくり，或いは東ノfのRooppur原子

力発電所その他の工場を建設するに際し，援助を約束した。また，バの石油・ガスの

探索にもこれまで通り援助を与えると約束した。

両国首脳は，現在の最も重要な仕事は平和の維持であり，すべての紛争は国連憲章

にもとづき，原則を貫き，平和的手段で解決さるべきだとの考え方を確認し，ベトナ

ム戦争に深い関心を表明，ベトナム状勢の正常化は， 1954年のジュネープ協定および

ベトナムの人民が外国の干渉なしにその運命を決めるという自決権の承認をもとにさ

れるべきであるとの考えをのベた。
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両国首脳はまた，イスラエルのアラプ諸国に対する侵略行為に注目し， 中近東地域

の平和はイスラエルが軍を占領地区から引き揚げ，地域的境界とアラブ諸国の独立を

承認することによってのみ達成しえるとの考えた明らかにした。そして，国連安保理

の1967年11月22日決議を，おくれることなく，直ちに実施に移すよう要求した。

インド亜大陸の状況については， アユプ大統領は同地域の平和と安全に関係のある

諸問題・紛争に対するパの立場を説明した。 コスイギン首相はパ・イ関係改善のため

にとられた措置に満足の意を表し， パ・イ両国がタシケント宣言の精神にもとづき紛

争を解決することを希望するとのベた。

両国首脳は核兵器の拡散が世界の平和を脅かし， 完全軍縮をおくらせるものである

ことを確認し，核拡散防止条約の早急な完成の重要性と緊急性を確認した。

パ・ソ関係のーー層の発展の重要J性を再確認し， 両国は種々のレベルでの代表の交流

を通じ両国の人的交流をすすめることに同意し さらに両国の官吏，とくに外務省の

聞の連絡を定期的に行なうことに同意した。

ソ連首相は政府を代表してアユプ大統領を公式にソ連を訪問するよう招請， 同時に

東西ノf知事をも招請し，パ側はその招請を受諾した。

II コスイギン首相の訪パについて

(The Financial Times 1968. 4. 17) 

コスイギン首相の 5日間にわたるパキスタン訪問は， 10年前の冷戦の中では有り得

なかった訪問であり，歴代ソ連首相の中でも最初のことである。 ソ連首相の訪ノミが有

り得なかヮたとする主たる理由は， インドと政治的に紛争を控えていたことおよびソ

連首相の訪問はパキスタンが米国に対し裏切り行為をすることになったからである。

皮肉にいうなら，今度のコスイギン訪問は通常の訪問というより，パキスタンとの

相互友情を築く機会が少なかったその穴埋めのためといえよう。 しかし，ソ連製武器

がインドに供与されていること対して， パキスタンのι出りが頂点に達している時だけ

にコスイギン首相にとっては悲しい旅行になるかもしれない。一方，コスイギン首相

は，ソ連・パキスタン間の政治・経済関係をさらに改善しようと努めるであろうがu

他方においては， インドへの武器供与におけるソ連の立場を正当化することに努めな

ければなるまい。

コスイギン氏の“平和努力”は一体どこまで、成功するこ王が出来るだろうか， この

ことを予測することは困難である。インドへの武器供給に対するパキスタンの反発は，

特にタシケント宣言を背景としているため，鋭く根強いものがある。殆んどのパキス
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タン人は，ソ連がインドを武装していることに対して，嫌悪感を持ち，苦々しく思っ

ている。これは，弱小隣国やパキスタンでなくても同じことであろう。パキスタンは，

インドが常にソ連政府の手で，特恵協定を受けていると感じており， ラワールピンジ

で，そのことを追究するのは難かしいことではないと見ている。 これに対しソ連は，

共産主義の根拠地をさらに固めるためにも， インドにおいては強力な共産党が力をも

っているとして機先を制している。パキスタンにはこれと同じ様な魅力は全くないと

いってよい。すなわち，共産党はパキスタンでは非合法化されている。

しかしながら， パキスタンはソ連によるインドへの武器供与の問題についてソ連政

府と積極的に話し合っている。外務省スポークスマンは，最近「われわれはソ連政府

と接触している」と述べている。

ソ連．がインドへ12人のトレーナーを含む， SU-7戦闘爆撃機139機を供与するとの

協定はタシケント宣言後に締結されたもので， パキスタンは，ソ連がパ・イ双方に対

して平等に援助していないとの不満を持っている。

これら戦闘機の他に，ソ連はP-30レーダー14基， MI-4ヘリコプター109機， K-13

空対空ミサイル200基， SAM地対空誘導ミサイノレ600基，および60種の輸送機をすで

に供与している。さらに，ソ連の援助によるMIG21戦闘爆撃機組立工場が建設され，

1968年以降に操業を開始する予定である。

カラチの公式筋によれば，ソ連はまた， “Petya型”フリゲート艦5隻，潜水艦6

隻，上陸用舟艇4隻，水陸両用戦車， 上陸用艦艇および哨戒艇それぞれ12隻をすでに

インド海軍に供与しているという。また， 400台のソ連製戦車がインド陸軍に供与され

ており，インドの武装地帯における強大な攻撃力となっている。 1965年のパ・イ戦争

以後， T-55戦車225台がインドに供与されている。 さらに， 200台の戦車輸送用トラ

ックおよび、射干且巨離17マイルの13一MM砲 400門のほかに， 100-MM砲 145門がすでに

インド軍の戦力となっている。

カシミール問題を含めて， バ・イ間の全ての相異は昨年10月のアユブ・カーン大統

領の訪ソの終了時に発表されたコミュニケで明らかにされたように， ソ連は“紛争”

として認めている。 これは，カシミーノレはインドの一部であるとしたフノレシチョフの

立場と極めて対照的である。これに関するパキスタンの考え方は， ヒ。ノレザダ外相が声

明の中で明らかにしている。すなわち， 「ソ連のインドへの武器供与の継続はパ・イ

間の軍事的不均衡をさらに拡大するものであり， インド大陸における軍拡競争をさら

に拡大するものである。 これはまた，パ・イ双方にとって経済発展の障害となってい

る」と述べている。
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このような状況下で， コスイギン首相はソ連がパ・イ地域の平和と繁栄に深い関心

を寄せていることをパキスタンに信用させるため，多大な努力が必要となろう。ある

政治通は武器製造のためにインドに与えられているソ連の技術的物質的援助は， カシ

ミール問題におけるインドの態度をさらに硬化させていると述べている。

ソ連が少なくともパキ，スタンに対して公式に示している行為は， 亜大陸における，

平和と友好を費すに際しての自らの公言と全く逆である。また，外交筋によれば，コ

スイギン首相はたぶん， タシケント宣言に基づく観察として，パ・イ聞の関係正常化

の方向へ導くための， 何らかの進展を見出すであろうと観測している。

しかしながら，パキスタンが懸念する限り， タシケント宣言は侵犯の繰返しによっ

て自然消滅してしまうだろう。 コスイギン氏は，良くて，死んだ馬の最後の“葬式”

をとり行なうことでしかないだろう。 ソ連はその実行についての関心さえも失ってお

り， また，ソ連が仲介役を演じて， 1966年 1月10日夕シケントで調印された宣言にも

直接巻き込まれることを避けた。

ある非公式筋によれば， ソ連はパ・イが未解決の紛争解決のために両国自身のイニ

シアチグによって交渉が持たれるということを間もなく明らかにするであろう，とし

ている。 ソ・パ両首脳の会談は，公式筋によれば，経済問題，殊にパキスタンの第3

次および第4次6ヵ年計画に対するソ連の経済援助の規模， 方向，内容などの具体的

な話合いになるであろうと見ている。

パキスタンはソ連から 4種の借款を受けている。すなわち，石油開発用3000万ドル，

農業機械輸入用llOO万ドノレ，その他機械輸入用5000万ドル， 発電施設2基および鉱山

調査用8400万ド〉レで，総額1億7500万ドノレ， うち 1億3400万ドノレはすでに過去3年間

で実施済である。 このソ連借款の返済期間はll～12年であるが，パキスタン当局は20

年に延長するよう要求している。 これが認められないとパキスタンにとっては借款の

完全利用が不可能となるとしている。しかし， ソ連はこの問題にも話合いの余地があ

るとしており，こうしたソ連のゼユチュアは少なくとも， インドへの武器供与に対す

るパキスタンの憤りを緩和する効果をねらっているのであろう。

もし，この取引をやろうとするなら，アユプ・カーン大統領はテコとして， ベシワ

ーノレの米軍通信基地を使うことができるだろう。 この基地の借用契約の更新は， 7月

1日までに行なわれることになっており， パキスタンは延長することを望んではいな

い。しかし，ソ連との交渉如何によっては， 毎年更新する 1年契約で基地利用契約に

調印するかもしれない。パキスタンはコスイギンとの会談に際して， こうした態度・で、

のぞむものと思われる。
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現実化するアユプ大統領の後継者問題

アユブ・カーン大統領は 5月1日より官邸での通常業務に復帰した。この

14日， 61才の誕生日を迎えたアユブ大統領の最近の病状は，予想されていた

よりもかなり重症だったようである口 KoreaTimes ( 5月21日〉の伝えるAP

電によれば，大統領の発病は 1月28日で，一時は36時間意識不明におちいり

英国から専門医がラワールピンジに急行，ジョンソン大統領も心臓の専門医

を急逮送ったという。病名は発表されていないが，肺血腫あるいは心臓発作

をもいわれている。

大統領の今回の病気，すでにかなり高令で大統領の激務に耐えられない危

倶があることなどから考えるを， 1970年初に予定されている大統領選挙にア

ユブ現大統領が再出馬する可能性は非常に限られたものになったといえるで

あろう。ここに当然大統領の後継者問題が非常にさしせまった問題として出

てくる。というのは1970年の大統領選挙の前哨戦ともいうべき基本的民主主

義者の選挙を1969年秋にひかえ，少なくとも1968年中には次期大統領候補者

を回教連盟（PML）の中から選出しなければならないからである。しかしア

ユプ大統領が政権を握った1958年以来，軍人政治家にありがちな独裁で殆ど

後継者を育ててこなかったこと，大統領自身これまで健康には自信をもって

いて，このような早い時期に後継者づくりを迫られると予想していなかった

ことなどのため，後継者とはっきりいえる人はいない。ただ現在の体制が軍

の後押しを必要としていることから考えれば，後継者は軍人の中から選ばれ

る可能性が非常に大きいといえそうである。とすれば現西パ知事で前陸軍最

高指令官であったムーサ大将，現国防相・内相を務めているA•R ・カーン

海軍中将，現空軍最高指令官ヌル・カーン中将等が有力であろう。アユブ大

統領が病気の際，ムーサ西パ知事が同大統領と密接な連絡をとりながら種々

の集会に参加して発言，コスイギン・ソ連首相訪ノfに際しでも当時のピルザ、
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ダ外相と共に西パ各地を案内するなど活発に動いていること， 5月21日には

西パの少数民族地域を訪問していること，などは注目すべき動きであろう。

またA・R・カーン国防相も 5月16日には対インド空路再開について発言，

21日にはアザド・カシミ一，レを訪問するなど動きが激しくなってきている。

もちろん軍人以外にも後継者のポストをねらっている人がいないわけではな

い。シャハブッディン情報相はアユプ大統領不在中は閣議を召集，大統領の

役を務めている。フィダ・ハッサン大統領顧問はアユブ大統領に最も近いと

いわれる人で，以前西ノサ十l政府の首相を務めたことがあり，大統領病気中は

他の閣僚にも相談した上で大統領に代わって行政的決定をも行なっていたと

いわれる。またモネム・カーン東パ知事もその実績を買われて登場する可能

f生がなくはない。

このようにみてくると，アユブ大統領の後継者と目される人々はだれ一人

として絶対的な条件をもっていない。さし迫る大統領候補者の選択，それに

どのように対処するかをめぐり，パキスタン政治は大きくゆれ動こうとして

いる。現体制を後押ししてきた軍がアユプ大統領なきあとどのような動きを

見せるかまだ予見できないけれども，後任大統領の選択をめぐっての派闘争

いが起こるようなことになれば，事態は深刻化するだろう。最近ラホールか

らのニュース（特記事項参照〉によれば，政府与党である回教連盟の内部対

立が激化してきているという。また政府と財界の関係も， 1967年秋に設立さ

れたパ貿易公社（TCP）をめぐり，その対立が表面化してきている。政府は

国家機密法を改正（ 5月29日〉して機密をもらしたものには死刑の判決がで

きるようにするなど，弾圧強化をしてきているが，最近の動きはこうした武

断政治でしめつけてきたタガがようやくゆるみはじめ，アユブ大統領の威光

が効力を失ってきていることを示しており，アユブ独裁という一時代の終り

が近づいていることを示しているように思われるのである。これまで安定を

ほこってきたパキスタン政治の前途は非常に暗いといえるだろう。

与党内部がこのように激しく動揺しているにもかかわらず野党はまだこう

した事態に正しく対処しきれないでいる。わずかにプット氏を中心とするパ

キスタン人民党が，総選挙で立候補者をたてることを明らかにしたにすぎな

い。野党もまた統一大統領候補者の選択には苦慮している。選挙人団である
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基本的民主主義者の人数が 8万人から12万人に増え，そのための選挙区改定

が政府のゲリマンダーという批判を受けながらも一応終った。こうして次期

総選挙への幕がきっておとされたにもかかわらず，与野党ともその内部に対

立をかかえ，統一の大統領候補者をたてられないまま日をすごしてきている。

たしがって，ここ当面はとくに与党である回教連盟（PML）および軍の内部

がどのように動くか，非常に注目される。

対外関係で、注目されることは， 5月20日，新外相アlレシャド・ブセイン氏

が国会で， 4月6日アメリカに対し西パキスタンのベシャワ－，レ近くにある

パダベノレ基地を閉鎖するよう通告したことを明らかにしたことであろう。こ

のパグベル基地は1960年，有名なU2機事件を惹起しフルシチョフ・アイク

会談を流れさせたU2機の飛び、立った基地で，アメリカ側はソ連の軍事行動

および中国西部の軍事的動向をキャッチするところとしてこれまで、使ってき

たのである。パキスタンがこのパダベル基地閉鎖を通告したのがコスイギン・

ソ連首相の訪ノ｛ ( 4月17日～21日）の直前だったことから，この通告はソ連

との取引材料として使われたことは当然予想されるところである。基地の協

定によれば有効期間は1969年7月17日まで、で，パ・米いずれか一方が 1年前

に閉鎖を通告しない限り自動的に10年間延長されることになっていた。した

がって実際に基地が閉鎖されるのは 1年後の 7月ということになる。パキス

タンのこの通告に対し，アメリカがどのような対抗策をとるかまだはっきり

しない。 HeraldTribune ( 5月 16日〉によればベンタゴン， CIA，ともに

同基地の存続を希望していると伝えられている。しかしパ・イ関係が改善の

方向にむかっている現在，パキスタンに報復措置をとってパ・米関係を悪化

させるような愚策はアメリカとしてもとらないであろう。この点について注

目されるのは 5月22・23日にワシントンで聞かれた債権国会議で，各国が世

銀の勧告－ 1968/69年度対パ援助を 5億5千万ドルとするーを承認したとい

うニュースである。 1965年の事件，すなわちアメリカがパの中国接近を理由

に債権国会議の開催を延期させるようなことを，再びくりかえしはしなかっ

たのである。
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多西パ回教連盟 PMLの内部対立

Pakistan Observer 5月19日は“ラホール・ニュースレター”として西パ回教連盟

PMLの内部対立について要旨以下のように論評しているむ

PMLはもともと政治組織ではなく，“like-minedpersons”（意見を同じくする人

人の集団）であった。 しかし最近の動きは“同じ意見”の集りでもないことを示し

ている。西パ委員長 SyedAhmed Saeed Kirmaniは最近各地を訪問したが，この

旅行は同党内部の個人的対立をますますはっきりさせた。 PMLのパスケットの中

にはこれまでの卵全九を入れることは不可能になったように思われるのである。西

パ MLの現状は全く分ヨ状態とでもいえるようだ。

ラホール ラホーノレには PMLの市委員会が四つある。その中での個人的対立を

みよう。第1の市委員会・委員長 MianSalahuddin （国会議員〉氏は，詩聖イクパ

ノレの義息で、政治家の MianAmiruddinの息子であるが， 同氏は西パ ML委員長

Kirmani氏と明らかに対立している。この対立は最近のイクパノレ・デーの記念集会

のもち方について表面化した。第2の市委員会では MianZaka-ur-Rahman氏が

Mian Mirajuddin氏と対立， Kirmani氏が後者を支持したことから Rahman氏が指

導者の立場からおろされた。第3の市委員では SyedMujahid Tirmizey書記が

Kirmani氏と対立し，古fi者がプット人民党委員長に近いとの理由で不信任が出され

ている。

カラチ カラチには市委員会が八つある。ここではカラチ市議会議員の選挙が P

ML党の内部対立を表面化した。国会議員であり，市議会議員の councillorでもあ

るZainNoorani氏は最近の選挙で Jamaat党を支持し， Beg山 nAshraf Bumi女

史（商パ議員〉も PML党に反対した。

リアルプール リアルプールは工場が新設され労働者人口の増加が著しく， PML

にとって非常に重要な都市である。ここの PMLは二つの派閥に分かれている。一

つは ImtiazGillに卒いられる派関で，他の一つは MianRa五queSaigol （企業家〕

に卒いられている。前者は西パ議会幹事長，後者は中央政府議会幹事長を務めてい

る。市 PMLの選挙で MianMuhammad Y ousaf氏は Saigol氏に支持されて勝利

したが， Gill氏の派閥はこの選挙を無効としているのである。その他ハイデラパ

ード，ムノレタン，にも派閥があり問題をかかえている。
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バハワルプール Rafique Shah （大地主）と QasimMalikが対立し， Kirmani西

パ委員長が後者を支持して対立が激化している。

以上見てきたように各地の内部対立はますます激しくなってきている。アユプ・カ

ーン大統領は1967年12月31日までに各県段階での役員選挙を指示し， それは完成した

が， 1968年5月14日までに予定されていた州段階での役員選挙はまだ実施されていな

い。内部の対立からみて， この選挙がいつできるか，まだ明確ではないのである。

〔I〕 政治・外交

1 日 Vアユブ大統領月初放送一一アユプ大統領月初放送要旨は以下の通り。

① 最近ソ連のコスイギン首相がパキスタンを訪問したが，コスイギン首相と

の会見はパ・ソ連関係史と新たな 1ページを加えるものである。よく知られてい

るように外交関係に関することは非常にデリケートであり，それについて自由に

話すことは不可能である。

② 我々の外交政策はパの国益にもとづき，同の安全と防衛，および閏民の福

祉と発展に即してきめられねばならない。この点からみてコスイギン首相との会

見は非常に重要であった。われわれはノf・ソ関係，亜大陸の平和と安全の問題，

世界平和の問題についてフランクに話し合い，見解を明らかにした。

③ 外国との関係において，両国がすべての問題について全く同じ見解をもつ

ことは少ない。わたしは若干の事についてソ連首相と見解が一致しないにしても，

ソ連首相がパキスタンの見解を理解したことに満足している。

③ われわれはソ連の経済協力の分野での援助申し入れを高く評価している。

われわれはまた東欧諸国との貿易関係をさらに一層発展させている。以前われわ

れは東欧諸国との貿易を制限しており， 1962年までの東欧諸国との貿易は 9千万

lレピーにすぎ‘なかったので、ある。最近ユーゴは5千万ドルにものぼる援助を供与

しf乙O

⑤ 農業の分野では農地改革の果実が現在実りつつある。食糧生産は年々増加

し，自力更生の時期は近い。もし小麦生産が 600万トン台を維持しうるならば，

小麦の自給体制が予定より 1年早く達成されよう。

Vアユブ大統領，官邸で通常業務に戻る一一アユブ大統領は 2月以来の病気で
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休養し， 3月16日より私邸で業務をしていたが， 5月 1日より官邸での通常業務

に回復した。

v高等学校入学資格試験はじまる一一高等学校入学資格試験（HSC）が 1日か

ら始った。受験生は 3万9932人。ダッカ，チッタゴンはこの試験中平穏を維持す

るため刊事訴訟法144条を発布，集会を禁止したo

vパ空軍輸送機墜落一一パ空軍輸送機が西パ北方上空で、墜落，22人が死亡した。

3 日 V知事会議開く一一アユプ大統領司会のもとに知事会議が聞かれた。知事会議

の席上アユプ大統領は官吏の綱紀粛正について“官吏の生活状態を注視し，社会

の腐敗をなくすよう，収入以上の生活をしている官吏がいないか注意しなければ

ならない”とのべた。なお知事会議で決められたことは以下の通り。

① Manpower Commissionの設立一各部門における雇用機会調査と雇用の

需要調査を行なう。

② 教育制度改革のための委員会設立。

③試験制度改革のための委員会設立。

④地質，地下資源のための中央政府調整委員会の設立。

なお知事会議は最近の食糧生産状況についても検討，小麦は 540万トン，米は

1080万トン（前年度は 420万トン， 940万トン〉の生産が見込まれること，今年

の食糧の輸入量は西パ50万トン，東パ85万トンに制限されること，などを承認し

た。

6 日 V国会開催：野党の議長不信任案否決一一5月6日より予算国会が聞かれ，冒

頭野党による議長不信任案が出された。これについて 3時間に亘る熱戦が行なわ

れた後投票に入り，賛成17票で必要票（30票〉には達せず否決された。

，東パ知事，東パ陰謀事件の裁判は 1月以内に開始と発表一一束ノξ知事は記者

会見で， 1月に発覚した Agartala陰謀事件についての裁判は 1ヵ月以内に開始

されようとのべた。また副大統領制をとるのではないかとの質問に答え，それは

全くの噂であって何の根拠もない，とのベたo

v反バシャーニ派東パ NAP執行委一一明反ノミシャーニ派東ノξNAP執行委がダ

ッカで2日間に亘って聞かれた。議長は MuzaffarAhmed東パ NAP委員長。

出席者は M.Mahmud Ali Kasuri西パ NAP委員長， SheikhZahiruddinパン

ジャブ NAP委員長など。

vナラヤンガンジで8人逮捕一一一ナラヤンガンジで高等学校入学資格試験（H

SC）のため出ていた集会禁止令に違反したことを原因に 8人が逮捕された。 ま
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た受験生13人が不正を理由に試験場から追放された。

7 日 V 国家機密法改正案，国会へ一一A•R ・カーン（海軍中将〉内相・国防相は

国家機密法（1923）の改正案を国会に提出した。それによると改正の目的は「1923

年機密法では最高の刑罰が14年間の拘禁となっているが，これでは国の敵に対す

る処置としては十分ではない。したがって，ある条件のもとでは死刑の判決を下

せるようにするため」としている。なおこれまでの最高刑は14年となっている。

（同法案は 5月29日野党の激しい反対をおしきって可決された。〕

Vアルタフ・フサイン工業相辞任一一アノレタフ・フサイン工業相は健康上の理

由により 4月27日辞表を提出，受理された。同工業相は1967年に心臓発作を起こ

してから，かなり長い間健康を害していた。

Vアルシャド・フセイン新外相就任一一一アルシャド・フセイン新外相（58才〉

は7日就任式を行なった。

V大統領，国防が第 1と語る一一アユプ大統領は国会の PML議員固と会見，

最近の政治・経済状勢について話し合った。席上大統領は国防問題に触れ，われ

われは自国の国防が何よりも第1の問題であると考えているとのべた。

8 日 v外相，力シミール問題で UNCIP決議を支持一一アノレシャド・フセイン新外相

は国会での質問に答え， 「カシミーノレは紛争地帯であり， UNCIP決議（国連が

カシミーノレの国民投票を決めたもの）を支持する」とのベた。また同外相はパ政

府がコスイギン首相の訪パ以降カシミーノレ問題のたな上げを決めたのではないか

との質問について，そのようなことはないと否定，さらに外相がカシミーノレの連

合 confederationにむかつて活動しているのではないかとの質問も否定した。

Vパ・イ関係について米下院外交問題委員会討議一一米下院外交問題委員会は

最近のパ・イ関係について討議， Lucius Battle国務省中東・南アジア担当次官

は要旨以下のようにのベた。

パ・イ関係に関する諸問題は両国の国内問題であるが，最近（recentweeks) 

やや平穏である。両国がカシミーノレ問題の解決の方向に歩みはじめたというこ

とを想定するわけにはいかない。ただいえることはわれわれがそうした動きを

希望しているということだけだ。パキスタンは一時中国との関係を深めていた

ことは事実である。 この関係はパ・イ戦争以降急速に深まった。 しかし最近

(recently）やや遠くなっているようだ（以下機密のため削除……〉。

T Agha Sorish Kashmiri逮捕一一週刊誌 Chatanの編集長 AghaSorish Kash-

miri氏はバ国防法にもとづきラホールで逮捕された。理由は同氏が軍勢力を批判
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したためといわれる。

9 日 vダッ力で警官の発砲により 1人死亡一一『ダッカの IntermediateTechnical 

Collegeで、行なわれた高等学校入学資格試験に際し，受験生の 1人が不正な手段

をとったことを理由に追放され，これに抗議した群衆と警官が衝突，警官の発砲

で1人が死亡した。この事件につき，東パ政府は以Tのようなプレス・ノートを

発表した。

5月9日午後に行なわれた高校入学資格試験で若干の学生が回答のコピーを

回覧しはじめた。試験官はそれを止めさせた。その試験が終ってから，多くの

受験生が Cr144条で集会が禁止されているにもかかわらず試験場の前に集ま

り， ドアや窓をこわし，電話線を切断，答案が集まっている校長室にケロシン

をふりかけて火をつけた。彼らは学校当局の通知で来た警官に石を投げるなど

の乱暴を働き，警官との衝突の中で NiyazulHuq Shakil （学生〉が重傷を負

い，病院に収容されたが死亡した。但し，情勢はすでに平常化している。

10日 v政府，チッタゴンの米通信基地建設を否定一一－MohammadQasim Malik国

防次官（政務〉は国会での野党の質問に答え，アメリカがチッタゴンに米通信基

地 observatorypostを建設する計画はないとのベ， さらに「クーノレナにサイク

ロンの進路追跡のためのレーダー施設，チッタゴンに気象観測データのための自

動測定装備などをアメリカの技術援助で建設する可能性はある。現在政府はアメ

リカのこの申し入れを検討している」とのベた。また政府はアメリカがパのどこ

かにベシャワーノレにあるような通信基地を建設することを希むのかどうかについ

ては回答しなかった。アジア基金についてはラパはすで、に 485万4909F，レを得て

いるが，基金から経済援助を得てはいない，アジア基金の活動はもっぱら民間部

門に限られているとのベた。

v野党，タバコーポート設立法案を批判一一一野党は政府が国会に提出したタパ

コ・ボード設立法案について， “この法案は全体主義的なやり方であり民主主義

に反する”と批判したo

vボグラでも受験生66人追放一一ボグラでも高等学校入学資格試験（HSC）の

受験生66人が不正行為を理由に追放された。

vパ，非同盟諸国会議への参加を検討中一一くイスラマバード発〉 政府筋のレ

ポートによれば，パキスタン政府は，この 1月ユーゴのチト一大統領が訪パの際

行なった提案，すなわち非同盟諸国会議への参加要請を検討中であるという。政

府の態度はまだ決定されていない。会議は今年末か来春早々の予定。
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11日 , PDM，ラワールピンジで大衆集会一一ラワーノレヒ。ンジで PDM主催の大衆集

会が開かれ，決議の形でパ国防法の廃止，刑訟法144条乱用の制限，選挙人団と

しての BD制反対などを要求した。集会には N.N.カーン PDM議長，ヌーノレ

ノレ・アミン野党国会代表， M.Maududi Jamaat党委員長， DaultanaMLC委員

長， C.M. Ali Nizam党委員長など PDMの中心メンパーが参加した。

N.N.カーン PDM議長は演説の中で， PDMは基本的民主主義者 BDを選挙

人間として利用することには反対するが，その地方自治体としての機能には反対

しないとの態度を明らかにした。ヌ－Jレノレ・アミン氏は，東パ・西パ人民はパキ

スタンの統一の達成を訴え，東ノfの人々が西ノξからの分離を希望していると考え

るのは誤っているとのベ，また経済面では物価の上昇は収入の増加をはるかにこ

えているとのベ，所得の平等な配分を要求した。 DaultanaMLC委員長は PDM

と政府の聞には何らの約束もなく，その立場は根本的に相違しているとのべたo

vカラチ弁護士会，基本的人権の復活を要求ーーカラチ弁護士会は政府に覚書

を送り，基本的人権の復活，司法権の行政府からの分離，調停裁判所の廃止とそ

の権限の OrdinaryCourtへの移動，弁護士評議会 BarCouncilのメンパーを

任命制でなく選挙制にすると左，ウyレドゥ語を法廷用語正 して認めるとと等々の

12項目に亘る要求をした。

vラスク長官・陳毅外相，新外相就任に祝電o

vファラッカ堰問題に関するパ代表，訪印一一一ファラッカ堰構築問題について

のパ・イ会談は5月13日から始まる予定であるが， 11日代表団〈団長 S.S. Jafri 

工業資源省次官）はインドにむけ出発した。

12日 V新外相，初のインタビュー一一アノレシャド・フセイン新外相はラワーノレヒ。ン

ジで初の記者会見を行ない，最近の情勢について要旨以下のようにのベた。

① パの外交政策の目標はすべての国々と平等な友好関係を維持強化し，と

くに強大国，隣人諸国との関係を強化することである。

③ ファラッカ問題についてのインドとの話合いは13日から初められるが，

パ政府はこの計画が成功裡に終ることを希望する。

③ インドの指導者が彼等の真の利益を守るためにもカシミーノレを含むパ・

イ関係の名誉ある解決に踏み出すよう希望する。

vヌールル・アミンの政府批判一一－野党指導者ヌーノレノレ・アミン（NDF議長）

はラワーノレピンジの LiaquatGardenで聞かれた大衆集会で演説，要旨以下のよ

うに政府を批判した。
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①政府はこの10年を改革の年と宣伝している。しかしあらゆる物価は上昇

し，一方で購買力は余り変っていない。

② われわれは民主主義回復を希望しており，権力を人民の手にもどさねば

ならぬ。

v米・実， SEATO軍事訓練に欠席一一米・英はマニラで聞かれる予定の SEA

TO軍事訓練に対し代表を送らないと発表した。

13日 V駐ダッ力新米総領事に L.A. Squires氏一一アメリカは駐ダッカ新総領事に

Leslie Albion Squires氏 (1966年2月より駐バ公衆担当領事〉を任命した。同

氏はこれまでトルコ，セイロン，イラン，インド，ギリシャ，エジプト等々で領

事を勤めてきた外交のベテラン。

vファラッカ問題で、パ・イ会談始まる一一パ・イ両国はファラッカ問題での話

合いをニューデリーで、開いた。この会談は1961年以来5回目のもの。バキスタン

側はもしインドがファラッカに堰を構築すれば束ノξに対するガンジス河の水量が

激減し，ガンジス河の船の運行を妨げ，クーノレナ・パリサノレの海岸地帯の塩害を

激化し，洪水の危険を大きくし，パキスタンのガンジス・コパダク計画に障害が

起こってクーシティア，ジェッソーノレ，クーノレナなどの 200万エーカーの土地の

濯慨が不可能になるとして反対している。

v高等学校入学資格試験をめぐって一一東ノξ知事は高等学校入学資格試験問題

が試験前にもれていた事件の原因を追求するよう指示した。

西パも同様ラホーノレでほとんど全課目の試験問題がもれ，これらは市で 400～

500；レピーの高値で、売買されているという。このため再誌験の可能性も出てきた。

14日 Vアュブ大統領， 61才の誕生日祝う一一カラチ始め全国でアユプ・カーン大統

領の61才誕生日が祝われた。

Vラホール・リアルプールで高校入学資格試験の再試験一一ーラホールの中・高

等教育局は試験問題がもれたことを理由に，一部分再試験することを決定した。

再試験をするのはリアルプール・ラホールで，課目は英語I，英語H，ウノレドゥ

語 Iの3課目である。

vパ外相，力シミール問題の有意義な話合い要求一一アノレシャド・フセイン外

相は国会での質問に答え，パキスタンはカシミーノレ人民・の民族自決権のための英

雄的闘いを支持し，インド政府がカシミーノレ問題解決のための有意義な話合いに

応ずることを希望しているとのベた。ただし，現在のところパ・イ両国の閣僚会

談が開かれる予定はないと語った。またパ政府がカシミーノレ問題についての話合
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いを諦めたのではないかとの質問については，そんなことはありえないと強く否

定し，カシミーノレ問題解決の方法としてはカシミールの民族自決以外にないとの

ベた。

Vチェコ政府， 力シミールの民族自決権を支持一一駐パ・チェコ大使 E.E. 

Vacata氏はリアノレプールで記者団と会見， チェコ政府はカシミーノレの人民がそ

の運命を自らの手で決めるよう定めた国連決議を強く支持している，とのべた。

またこの問題に関する諸国，インド・パキスタン・カシミーノレが外部からの干渉

なしに彼等だけの話合いで解決することが望ましいとのベた。

15日 l Sarhad NAP執行委聞く一一一SarhadNAP執行委がペシャワーノレで聞かれ，

西パの州問題，政府の選挙ゲリマンダーリングの問題について話合い，さらに秘

密会議では SarhaclNAPと NDFの合同について話し合われた。 SarhaclNAP 

は，もしNDFが今度の総選挙に立候補することを決めるなら合同しでもよいとの

意向をもっているといわれる。同執行委はこの問題を検討するため小委員会をつ

くり， AbdulWali Khan, Arbab Sikanclar, Ajmal Khattak, Amirzacla Khan 

の4氏を任命，第 1に西パ NAP(Qasuriグループ）と同党再組織の問題につい

て，第2にＮＤＦと選挙を合同で行うことについて話し合うことになった。

16日 V選挙区改定草案発表さる一一選挙人団の人数が8万人から12万人に増加され

たことに伴う選挙区改定作業が終り，その草案が発表された。この草案は8月31

日までに若干の手直しを加え， 9月初日には最終リストを公式に発表する。草案

によれば東パは人口 940人が 1選挙区，西パは1070人が 1選挙区を構成する（し

たがって有権者は人口の50%として，投票する人は約470人， 535人となる）。ラ

ワーノレピンジ県では5699選挙区（前回は3712区， 1987区増〕となり，地区別では

Campbellper 946, Rawalpindi (1,757), Jhelum (1,080), Gujret (1916）となって

し、るo

v核拡散防止条約に対するパ代表の国連演説一一核拡散防止条約についての国

連政治委員会で，パキスタンの国連代表AghaShahfi氏は要旨以下のようにのべ

た。

たとえ核非保有国のすべてが核拡散防止条約に調印したとしても，核保有の

近い国（near-nuclearstates）が調印しなければ条約は失敗したといえるだろ

う。条約が意味あるものになるかどうかは絶対的な強制力の範囲にかかってい

るといえるだろう。すなわち潜在的核武装国の態度が非常に重要だということ

である。ゴーノレドパーグ米国連代表はこの条約の調印について，各国はその国
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自身の国家利益，国家の安全を守るという見地で考えて欲しいとのべた。パキ

スタンも同じ見地で考えている。

Vインドとの空路再開検討中一一一A・R・カーン国防相は国会での質問に答え，

パはインドとの空路再開を検討中であるとのベた。空路にはカラチーボンベイ，

カラチーデリー， ラホーノレーデリー，ダッカーカノレカッタ等々があった。

’パ漁民80人，インドより釈放さる一一ーインドに拘留さていたパキスタン漁民

80人が釈放された。インドは不法にもパ海域で、操業中のパ漁民498人（漁船30隻〉

を国防法で拘留していたが，これまで353人が釈放され，今度の80人を加え433人

が釈放された。残りは65人。

17日 V北ベトナム代表団（団長 Ngo州 nhLoαn，）訪パ一一駐中共大使で、ある Ngo

Minh Loan氏を団長とする北ベトナム代表団一行は 6日間の予定で公式訪ノξの

ため中国よりラワーノレピンジに到着した。

Ngo Minh Loan氏一行は外務省にフセイン外相を訪ね， 25分間に五って会談

した。また Yusuf外務次官とも同様1時間に亘って会談している。 Yusuf氏は

ベトナム戦争にむけてのパキスタンの立場を説明したという。パキスタンは南北

ベトナムとも国交を開いていない。なおブセイン外相は会談の席上，パ政府はパ

リ会談の結果ベトナム戦争が終結するよう希望している，とのべた。

18日 ファラッカ問題をめぐるパ・イ会談，行きづまる一一ファラッカ問題をめぐる

パ・イ会談はガンジス河およびフーグ 1）河に流す水量の問題で意見がまとまら

ず，行きづまり状態にある。インド側は計画はガンジスの水量2億／秒のうちわ

ずか 1700万／秒の水を流すだけであると主張している。

TD・ I・ カーン地区に集会禁止令。

T PDM役員選挙一一PDMの役員選挙がラホールで聞かれた中央執行委員会

(National Executive Council）で行なわれ， N・N・カーン現委員長・（AL, PD 

M の委員長兼任）が再選された。任期は 2年。執行委員は東西から24人。 PDM

束パ委員長 AbdusSalam Khan氏， PDM西パ書記長 M.Sabir Jaffery氏がオ

ブザーパーとして出席している。その他の役員には副委員長に KhawajaKhair-

uddin (MNA), Nasim Hassanが選出され，書記辰に MohmoodAli氏，書記に

Siddiqul Hassan Gilani氏，会計に M.Anwar氏がそれぞれ選出された。

Vパ・ソ陸路交易一ーパキスタンではソ連・東欧との貿易拡大，スエズ運河の

閉鎖に伴いソ連から希望峰まわりの船賃がかさむため，パ・ソの陸路交易に益々

関心が高まってきている。しかしその前途は容易ではないようだ。パキスタンが
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アフガニスタンを経てソ連と陸路交易ができるようになれば，運賃も安く，安全

かつ迅速に荷を動かせうるのであり，しかもアフガンの通行料はノレピー貨で、払え

るという利点がある。問題なのはアフガンが荷物の運搬を独占的にすると主張し

ていることである。それと同時に Wagah国境の再開を主張していることであ

る。

19日 T NAP指導者逮捕－NAPの KhanA bd us Samad Khan Achakzai氏はク

ヱッタの Gulistanで逮捕された。カラチの NAP（反パシャーニ派〉は声明を発

表，逮捕されている NAP指導者はじめ政治犯を釈放するよう要求した。逮捕さ

れている NAP指導者の中にはシンド NAP委員長 GhulamM. Leghari，西パ

NAP書記長 GhousBaksh Bezanjo，などが含まれている。

20日 vフセイン外相，米軍通信基地閉鎖を通告一一フセイン外相は，国会で Szizul

Rahman 氏（野党副指導者〉の質問に答え， パ政府が4月6日付でベシャワー

ノレのパダベノレ（Badaber）にある米軍通信基地 (1960年米国U2機の発進基地であ

った〕閉鎖をアメリカに通告した旨明らかにした。同外相の発言内容は以下の通

り。

市 パ・米両国の通信基地貸与協定は10年間でいずれか一方が期限のきれる

少なくとも l年前に協定破棄の通告をしない限り自動的に10年間延長されるこ

とになっている。パキスタン政府は米国に対し，来年7月1日の期限後は協定

を更新しない旨通告した。

③ パの外交政策の基本はすべての国と友好を深め，相互理解を深めること

にある。我々は中国・ソ連とも，アメリカとも友好関係を維持できると考えて

いる。パ・米関係はひきつづき改善されよう。

③ パが CENTO, SEATOのメンバーであることはひきつづき検討され

る。この軍事同盟は大国間の緊張緩和のため性格が非常に変ってきている。ソ・

米関係はすべての分野で日に日に好くなっている。政治というものは環境の変

化に応じ常に調整されねばならない。

③ CENTO, SEATOに対するバキスタンの分担金は以下の通りである。

CENTO SEATO 

1962/63 1,048,1561レピー 513,268；レピー

1963/64 997,942 II 407,021 II 

1%4/65 1,094,759 II 457,021 II 

1967/68 1,226,326 II 485,827 II 
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なお外相の国会答弁のとき，国会の観覧席には Oehlet米大使，ソ連書記官，

中国大使館員などをはじめ多くの外交官がつめかけた。

（注） インドのニュースによればこのパダベル基地はパ・米相互防衛条約によ

って建設されたものであるという。

V人民党，来るべき選挙に立候補を決定一一パ人民党（委員長アリ・プット〉

はステートメントを発表， 1969年の BD選挙には立候補者をたてて争うことを明

らかにした。声明要旨は以下の通り。

全野党が来るべき選挙に関与するに当り正しい決定を下すことが望まれてい

る。選挙は重要な政治的機会であり，教育の機会でもある。これは一般の人々

にその問題を意識させるものでもある。したがってパ人民党は今度の選挙に立

候補者をたてて争うことを決めた。

われわれはすべて野党がその責任を果すにシュリンクすべきではないと考え

る。野党の中には選挙をボイコットするよう主張している人がいるが，とれは

敗北主義である。前回の選挙の教訓陪忘れるべきではない。今度は問題はもっ

と深刻化しているのである。

V北ベトナム代表，アユブ大統領と会談一一一訪ノf中の北ベトナム Ngo Minh 

Loan特使はラワ－；レピンジにアユプ大統領を訪ね， ホー・チ・ミン大統領から

のメッセージを伝え，ベトナム問題等について話し合った。その後ラホールで記

者会見した Loan特使は，アユプ大統領との会談には非常に満足しており，両国

の友好関係は，両国が同じ望みをもっていることから，ますます深まるだろうと

のベた。また特使はアユプ大統領がホ一大統領に挨拶を送り，パ国民は常にベト

ナム人民の独立と自由の闘いに関心をもっているよう伝えて欲しいとのべたこと

を明らかにした。そして，アユプ大統領は米・北ベトナムの間で行なわれている

パリ会談が成功し，ベトナムの人民に自由と独立がもたらされるよう希望すると

のベた旨明らかにした。

なお NgoMinh Loan特使一行はペシャワーノレを経てカプーノレ（アブガン）に

向った。

V駐インド大使に SojiodHyder氏一一一！駐インド大使アノレシャド・フセイン氏の

外相就任（ 5月7日）に伴い空席となっていたインド大使に SajiadHyder前 U

AR大使が任命された。

Sajiad Hyder氏は 1920年生まれ， 48才。パ独立後ニューデリーの 3等書記官

を勤め， 1948年ワシントンで2等書記官となる。その後各地を転任，最近までエ
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ジプト大使を務めていた。

21日 Vムーサ西パ知事，少数民族地域訪問一一ムーサ商パ知事は Kohatの Adam-

khel地方の少数民族地域を訪問， 同地域にある軍事工場を視察した。 この軍事

工場では多種類のライフル，ピストルなどの銃砲類を生産している。

V陸軍総司令官， アザド・カシミール訪問一－A.M. Yahya陸軍総司令官は

日間の予定でアザ、ド・カシミーノレの各地に点在する軍を訪問した。それに先だち

Abdul Hamid Khanアザド・カシミーノレ大統領とも会見した。

Vパ ML幹事長，党活動強化を訴える一一－SardarM. Aslam Khan PML幹事

長はラワーノレヒ。ンジでの夕食会で演説，アユプ大統領の指導下でなされた繁栄を

維持するために党活動を強化するよう訴えた。幹事長によれば‘ PMLの組織変え

は殆ど終了したという。幹事長の発言要旨は以下の通り。

① PML党員は野党のプロパガンダに対抗するため PDMの真の意図をパ

クロすべきであるO PDMの指導者は以前国を破滅におとし入れた制度（議会

制度）への復帰を目指しており，権力をとることだけを目指しているのだ。

②安定した政府，ダイナミックな指導などがパの開発を促進し，外国での

パの評価を高めたのである。

Vパ・イ会談つづく一一ーファラッカ・ダムをめぐるバ・イ会談は21日終了する

とされていたが，両者の話合いが一致しえないまま，終了の日を若干のばすこと

に決定した。次回公式会談は22日。両者の意見の相異点はガンジス河に流れる水

の量をめぐる対立とみられている。

24日 Vイラン国王，パ新聞記者と単独会見一一イラン国王はDa切 n紙特派員 Nasim

Ahmedと単独のインタピューに応じ，パキスタンとの関係， その他諸国との関

係について要旨以下のようにのベた。

① イランとパキスタンの関係は兄弟のようにうまくいっている。イラン・

トルコ・パキスタンによる RCDもとれら地域の平和と安定に役立つており，

RCDが CommonMarketに形をかえることも可能だと考えている。 RCD3

国が共同で西側と規模的にも十分競争しうる合弁企業をつくる努力をすべきだ

と考えている。アユプ大統領の健康状態が回復したととを非常に喜んでいるが，

大統領が病気以前のときのように余りに多くのことをしすぎて過労にならない

よう望んで、いる。

② ベトナム問題については話合いによる解決以外に方法はないと思う。ベ

トナムについてのパリ会談がすぐにでも結論を出しうるとは考えていないが，
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しかしこの会談は世界平和のために成功させなければならない。中近東問題に

ついても，国連安保理の決議に従って解決されねばならない。

③ 最近イランと英国の関係が緊張しているのは悲しいことだ。緊張の原因

はペルシャ湾の発展をめぐって英国が石油産出国（oilsheikhdom）のフェデレ

ーションをつくろうとしていることにある。こうしたブェヂレーションは植民

地主義・帝国主義的ごまかし以外の何ものでもない。フェデレーションを通し，

英国は1971年にスヱズ以東より軍を撤退させた後，これら地域に裏口から入っ

てくることを意味している。

④ 英軍撤退後のペルシャ湾の安全は，アメリカでもソ連でもなくペルシャ

湾に而した国が守るべきものであるO インドだけでは英軍撤退後のインド洋の

力の空白をうめることはできないだろう。これら地域の安全はこれら地域の諸

国が守るべきものであり，外部からの干渉，政治的ごまかしは排除されねばな

らない。

v西パへの難民， 1千万人を越える一一ー政府は国会で，パの独立以来インドか

ら西パキスタンに来た難民の数は，現在までに 1千万人を越えたと発表した。東

パへのそれは 150万人という。

V国会，会社法改正法案を承認一一国会は会社法改正法案を承認した。改正法

案の要点は政府が公開会社への監視を強め，もし経営者・が 3年間に亘って株主に

対し正当な配当を行なわないときには，政府がその経営を接収することを認める

というもの。

25日 VアJレタフ・フサイン前工業相死去一一アルタフ・フサイン前工業相（1968.

5. 15まで〉は心臓発作のため死去した。 68才。なおフサイン氏は1965年に工業

相に就任する前まで Dawn紙編集長をしており，同紙ワシントン特派員エジャ

ズ・フサイン氏は令息である。

vソ連軍艦2隻，カラチ港に入港ー一一ソ連の軍艦2隻が初めてカラチ港を親善

訪問した。入港したのは巡洋艦， Demitry Posharsky対潜水艦防禦用船（anti-

aubmarine ship) Steri Agushiの2隻で，カラチには 1週間滞在する。

27日 vファラッカ問題をめぐるパ・イ会談，物別れ一一ファラッカ問題をめぐるパ・

イ会談は結論の出ないまま物別れに終り，問題は今後にもちこされた。 27日に発

表された共同声明は以下の通りである。

バ・イ両国の水資源専門家はら月 13日から 26日までエューデリーで会談し

た。インド代表は14人，代表者は S.Baleshwar Nath，パキスタン代表は10人，
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代表者は Jafri工業次官である。両国代表はガンジス河の諾計画のあらゆる側

面について検討した。会談では Teesta河およびその他両国の関心のある問題

についても話し合われた。いくつかのプロジェクトについては今後もデータの

交換がなされる。インド代表はそれらプロジェクトに関する情報，研究に大き

なギャップがあり，データの収集のため専門家の会談を続けることを提案した。

パ代表は見解の大きな差を認めながらも情報の交換はすでに数年間つづけてき

たのであり，すでに十分な資料もありしかも事態は緊急を要するものであり，

相互が利益をうけられる解決を見出すという見地から問題を見るよう両国政府

に働きかけるよう主張した。

この共同声明には世銀のような第3者の仲介者を入れようとのパ代表の主張は

とり入れられていない。これはインドが拒否したためだという。したがってこの

会談では何らの同意にも達しなかったわけで、ある。但しパ代表が来月ブアラッカ

地区を訪ねることについてはインド担IJも承認している。

Vマレーシア労働相訪パ一一一マレーシアのマニカパッサガム労働相は国交回復

以来初めての大臣としてパキスタンを訪問ラフセイン外相， Haque労働相などと

会見したの

’モネム・力一ン東パ知事，帰国一一一モネム・カーン東パ知事はトルコ，英国，

UAR，イラクの訪問を終え，ゲッカ空港に帰着した。

28日 V外相，カシミール解決の話合いを呼びかけ一一アノレシャド・フセイン外相は

国会での答弁の中でカシミ－，レ問題に触れ，パキスタンはインドがカシミーノレに

関し国連裁定を無視できるとは考えていないとのベ，さらにパ政府は仲介者をか

こんで，あるいは仲介者なしで，カシミーノレ問題に関する有意義な交渉をするた

め会議のテーブルに坐るようインドに呼びかけるとのベた。

29日 T AL ( 6項目派〉から指導者脱落－AL(6項目派）の指導者で国会野党議

員団副指導者でもある ShahAzizur Rahman氏は 5人で構成していた AL＇同会

議員団の委員長を辞任した。このため ALの NurulIslam同国会議員団書記は

国会野党統一議員団の総会を開き， Rahman氏の辞任に伴う岡野党議員団副指導

者の選挙をするよう要請した（NurulIslam氏によれば，Rahman氏は ALの代

表として副指導者に任命されたのであり， AL国会議員団委員長を辞任したこと

は，自動的に高lj指導者をも辞任したことを意味するとの態度をとっている〉。 国

会野党統一議員団は 1週間以内に事態の収拾のため総会を開くもょう。

v東パ龍謀事件の公判， 6月初から一一政府は，東パ陰謀事件（Agartalacon鴨

吋
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spiracy）の公判を 6月の第 1週から特別法廷で行なうと発表した。裁判長は S

A. Rahman判事。

V中国，ムーサ西パ知事を招請一一司中国政府はムーサ西パ知事に対し中国を訪

問するよう招請した。これは HsuVang領事が同知事を訪問して伝えたもの。

V商相，ファラッカ問題で説明 Ghafoor Khan商相は国会で野党の質問に

答え， 「政府はファラッカ堰の緊急な問題を放っておくようなことは決してしな

い。政府はこの問題についてインド政府や国連・世銀などの国際機関とも十分話

し合って解決するつもりである。すでに両国政府が政府レベルで話し合う段階ま

で来ているのであり，パキスタンとしてはできるだけ早い時期に解決のための話

合いをもちたいと考えている」とのベた。

30日 vシェイク・アブドラ，カシミールの全野党会議呼びかけ一一シェイク・アプ

ドラ氏はスリナガノレで記者会見，カシミーノレ人民はその民族自決権のために闘い

をつづけるだろうとのベ，たとえパ・イ両国が同意したとしてもカシミーノレ人民

のこの意志を無視したカシミーノレ解決は決して受け入れない，とのべた。またカ

シミーノレの全野党会議を 6月末に開き，カシミーノレ問題解決のためのコンセンサ

スを見出すよう呼びかけた。

31日 Vインドフパ政府にファラッカを訪問するよう招請一一一インド政府はバ政府に

対し，パの専門家をファラッカに送るよう公式に招請し，その時期および代表者

名を知らせるよう要請した。また同時にパキスタンのコパダク濯蹴計画について

インドの専門家のパキスタン訪問を打診してきている。

パキスタンのファラッカ問題についての主張は東ノぐ400万エーカー（耕地の%

に当る〉の濯、既のため，インドが 1秒間4万9000立方フィートの水をフーグリ河

に流してしまうことは，濯瓶計画を不可能にするというもので，さらに技術者段

階での話合いではなく閣僚級の話合いおよび世銀など第3者の介入等を主張して

し、るO

Vインド，陸路ソ連と貿易を検討一一ニューデリーのロイター電によれば、，イ

ンド政府はスエズ運河の閉鎖にともない，パキスタン・アフガニスタンを経由し

てソ連と陸路交易をするよう検討中であるという。ロイターによればこの考えは

コスイギン首相の訪パ・イのとき出されたもので，ノレートとしてはアジア・ハイ

ウェーを通るものとみられる。カプー1レからタシケントまで 300kmの道路は1970

年には完成する予定で，インド側はこのルートに乗り気であるという。このニュ

ースについて，パキスタン側は何も聞いていないという。
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vダッカに集会禁止令。

〔H〕経済

1 日 V国家経済委員会執行委聞く一一国家経済委員会 NECの執行委が聞かれ，い

くつかの間発プランの検討がなされた。

Vパ・ソ，ラジオ発信機設備供与協定に調印日一一パ・ソ両国はラジオ発信機設

備6基（2450kw）を供与する協定に調印した。発信機は以下のように配置される。

中波 lOOOkw……イスラマパッド，ダッカ

150kw・・・・・・クェッタ

短 波 lOOkw…・・・イスラマパッド 2，ダッカ

Vパ・中， 400万ルピーの機械供与協定に調印一一中国は西パPIDCと， Taxila

近くに建設される重機械工業（中国の 6千万ドル援助の一部で建設される〉の建

設資材，機械等400万ノレピーを供与する協定に調印した。中国はすでにパと1965

年， 6千万ノレピーの機械・機具を供与する協定に調印，最近重機械工業のための

技術者養成所に機械・設備を供与する協定（320万ノレピー〉にも調印している。

2 日 , 1967年10～12月の国際収支一一中央銀行発表によれば1967年10～12月の国際

収支は 3億0960万ノレピーの赤字で，前年同期8140万ルピーの赤字に比ベ，非常に

赤字幅が増加している（1967年7～ 9月は 1億 1810万ノレピーの黒字〉。この主な

原因は貿易の赤字が11億9720万lレピーに達したことである。そのため中央銀行所

有の金・ドノレ・スターリング総額は2980万ノレピー減少して 7億8870万ノレピー（約

1億6600万わりから 7億5890万ノレピー（約1億4900万わけに減少した。

10～12月の輸入総額は15億5780万yレピー， このうち外国借款によるもの 3億

4560万（前年同期は 1億8930万Jレピ一入贈与， PL480, ；レピー返済の借款など

によるもの 2億0880万yレピーとなっている。

3 日 v政府，米の買上げ価格決定一一政府は米の買上げ価格を 1モーンド31!レピー

から38；レピーに引き上げることを決定した。

vタルベラ・ダムに関する援助協定調印一一タノレベラ・ダムに関する援助協定

が世銀で調印された。とれは TarbelaDevelopment Fundと呼ばれ，約5億ド

ノレの資金を供与する。調印国はカナダ，フランス，イタリー，英，米，世銀，バ

キスタンo

タノレベラ・ダムの総経費は 8億2750万ドルの予定で，パキスタン政府は3億

3550万ドノレに相当するノレピー貨を基金として供出する。外貨分の一部としてイン

Q
U
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ダス河開発基金から 3億2400万ドル供出，残り 1億6800万ドノレ分は以下の諸国が

供出する。

カナダ ４６０万ドル 米 5,000万ドル

フランス 3,040 11 世 銀 2,500 グ

イタリー 4,000 " 計 1億7,400 " 
英 2,400 

外貨分はしたがって 4億9800万ドル（ 3億2400万ドル十 1億7400万ドル）とな

り，必要分は4億9200万わレであるから 600万ドノレの余剰が出る。

4 日 V国家経済会議，第3次計画中間報告承認一一ー国家経済会議は第3次計画中間

報告（1965.7～1967. 12）を承認した。それによると過去2年半の経済成長率は

史上最高の 8.3%に達するという。また東ノξの成長率は8.6%，西ノfの成長率は

8.0 %で，はじめて京パの成長率が西パのそれをこえた。

V国家経済会議， 1968/69年度計画承認一一国家経済会議が開かれ， 1968/69年

度経済計画案が承認された。年度計画がつくられたのはこれが始めてである。計

画内容の詳細についてはまだ発表されていないが， Da切 n紙に上れば以下のよう

なものである。

① 1968/69年度計画は成長率7%の達成を目的としている。また工業部門

の成長率は14%を予想している。

⑨農業部門の目標は西パで、小麦630万トン，米210万トン，綿310万ベール，

東パで、米1150万トン，ジュート 680万トン以上とされている。

’Auto・rickshowの要求一ーダッカの Auto-rickshaw運転者協会は東ノ旬、M労働

相と会談， Auto-rickshaw運転手の 8時間交替制を認める上う要求，労働相はこ

の要求を善処すると答えた。

5 日 V東西経済格差相対的に縮小一一第3次計画中間報告によると， 1人当り国民

所得の東西格差は 1959/60から 1962/63の間は年平均7.7%拡大していたが，そ

の後年2.8%に縮まってきている。すなわち絶対額で、の格r差縮小はまだないが，

少なくとも格差が広がっていくことはないという。それは東ノfの成長率が1960年

代は 4.2%に達し（1950年代は 1.9%），初めて人口増加率をこえたためとみら

れている。格差縮小させるために政府がとっている措置は，公共部門への投資を

西より東バに多く配分し，国内資金，外国援助の配分も東パを優先させることな

どが含まれている。

vジュート事情一一バ・ジュート局 A.Rab局長は東ノミで PICICや IDBPの
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資金供与をえて，広巾のジュート織機（broadjute loom）を可能な限り多くとり

入れることを明らかにした。またジュートの輸出について，ジュートの輸出価格

はポンドの切下げにより悪い影響をうけたが，輸出量そのものには余り大きな影

響はないとのべた。

6 日 V力ラチ製鋼所について一一ーカラチ製鋼所建設問題に関する特別閣僚委員会

は，委員長アノレタフ・フサイン工業相病気のためウカイリ蔵相司会のもとに聞か

れ，政府への勧告案をきめたもよう。同委員会は 5月 113，カラチ製鋼所建設を

希望する 2社（NationalSteel of Pakistan Limitedと IndustrialManagement 

Limited）の代表を呼んで事情を聞いている。両社の代表は NSPLの方はフアノレ

ーク前商相， IMLの方は AliH. Fancyが出席した。カラチ製鋼所は 1年間に

50万トンの粗鋼を生産する能力をもつよう計画されており，両社のうちいずれか

に建設許可が下れば1972年から操業を始める。この計画に対し NSPLは固定資

産として11億 2千万ノレピー（外貨分7億 7千万ルピー〉を予定しており， IMLは

10億 9千万ノレピー（外貨分5千万ノレピー）を予定している。

7 日 v東パ濯漉状況一一－PakistanObserverは東パの濯瓶状況について，以下のよ

うに論評している。

⑦東パの濯海地は全耕地の 2.5o/oにすぎない。すなわち全耕地2200万エー

カーのうち濯視されているのは57万6000エーカーにすぎないのである。 1961年

には耕地の 2.2%が濯概されていた。しかし7年を経た1968年になっても濯j陵

地は 2.5%にすぎない。

⑨ 第 3次計画は東パの濯？慌の重要性を強調し，とくに冬期の濯慨により二

毛作，あるいは三毛作すら可能になろうとしている。

③ 東パの基本的な濃概プロジェクトはガンジス・コパダク計画で，これは

1951年に立案され， 1954年から着工されている。また TeestaBarrageプロジ

ェクトも1951年に立案された。動力ポンプによる濯j慨もとり入れられ， 1954年

末までに，主としてマイメンシンを中心に 1万エーカーの土地がこれにより濯

概された。 1957年には 140台の動力ポンプが使われ， 1958年にはさらに 1千台

のポンプ。が導入された。

8 日 V閣議， 7月から初めて輸出政策を決定一一閣議はシャハブッディン情報相司

会のもとに国際収支政策に関する委員会のレポートについて検討，第3次計画期

の輸出目標，および輸出拡大のための制度的措置，政策等について話し合った。

話合いの要旨は以下の通り。
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①輸出拡大のため政府は7月から初めて年輸出政策をたてるととに決定し

た（これまでは輸入政策 Importpolicyが決定されていたにすぎない〉。

② 閣議は第3次計画の輸出目標としては， 1970年6月までに年間輸出目標

額を48億ルピー（約10億わけにすること， 1968/69の輸出目標額41億5千万

ノレピー（約8億7千万ドノレ〉にすることを決め，また 1967/68の輸出額は38億

ノレピー（約8億わけに達するとの予想を承認した。

③第3次計画の初め 3年間，輸出は年8.2%の割合で増加した（計画では

9 %）。しかし計画の残り 2年間では10%になると予想されている。

④ 計画の初め輸出が目標額に達しなかった理由として，（a）英国のポンド切

下げとその結果としての国際市場不活発，（b）ジュート，綿など一次産品の国際

市場での価格低下などのためである。

⑤新輸出政策には以下の内容が含まれるとみられる。すなわち，（乱）ジュー

ト，原綿，魚，米などの商品の輸出目標を決定すること，（b）輸出可能商品の輸

出を拡大させるすべての手段を講ずること，（c）輸入政策，輸出政策の結合。

⑥ いくつかの商品について，新たにいくつかのボード（Board）を設立する

よう決定した。それらは FisheriesBoard, Leather Board, Grain Export Bo-

ard, Small Exporters Corporationsで，すでにあるボードは TeaBoard, Rice 

Board, Jute Boardである。 TabaccoBoardは現在設立過程にある。

' 4月の貿易一－4月の貿易では輸出額が前月より減少したことが特徴であ

る。 （単位，万fレピー〉

1968. 4 1968. 3 対前月比 1967. 4 前前年
同期比

輸出 26,380 27,430 -3.82% 21,680 +21.68% 

輸 入 39,880 39,870 十0.01% 45,540 -12.43% 

9 日 Vソ連へ米2万トン輸出一一ーパキスタン・ソ連はパがソ連に米（Basmati米＝

上質） 2万トンを輸出する契約に調印した。見返り輸入品は肥料，ケロシン，セ

メント，機械類であるo

vパキスタニゼーションについて一一Da叩 n紙 HazoorAhmed Shah氏の論

文は，パキスタンにおける外国企業（商社も含む〉のパキスタニゼーションにつ

いて以下のように論評している。

① パにおける外国企業で働く雇用者のパキスタニゼーションは， 1962年以

来政府がきめてきた目標を超過達成した。 1962年には月給25001レピー以上の外

国企業で働くパキスタン雇用者は150人でしかなかった。しかし1967年には500
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人に増加している。

② このパキスタニゼーションは急激には行なわれず，外国民間投資の増加

をおさえない程度に徐々になされてきた。したがって，パキスタニゼーション

の進行にもかかわらず，パキスタンにある外国企業の数は1962年の 240から19

67年に 315企業に増加している。

10日 vパ商工会議所連盟， ドルから安定通貨への切かえを勧告一一バ商工会議所連

盟はパ政府に勧告書を送り， ドノレ・ポンド通貨が不安定であることを理由に外国

貿易の決算をわレ・ポンド以外の安定通貨に変えるよう要求した。同勧告は安定

通貨としてドイツ・マルク，スイス・フラン，イタリー・リラ，日本・円などが

よいとしている。これは同連盟がパキスタンの輸入政策について政府に提出した

勧告案の一部で，その他勧告内容は以下の通りである。

① 直接現金支払にもとづく相互貿易協定に表現される相互主義的傾向を止

めること。

③ パ貿易公社やパの HouseInternationalを通してしか輸出入できない若

干の商品について，その制限の廃止。

③輸入商品価格引下げのため，ボーナスによる輸入商品の東西州間移動を

禁止すること。

④現在アメリカ援助のもとに輸入される商品の船積みは，米国船が折半し

50: 50になるようにされてきたが，これでは輸入業者が困難を生ずる。従って

これら商品の船積みはパ国，米国のいずれでもよくすること。

⑤ 輸入政策発表後，大蔵省，中央銀行は自動的にその政策に従うこと。輸

入自由リストを廃止すること。

⑥輸入業者は輸出入統制局（CIE）に登録し，公認貿易会社となり，その地

域での活動を活発化させること。

⑦現在の輸出用ライセンス発行までの手続きが余りに長すぎ，困難である。

したがって，中央銀行が輸出額の30%まで前貸すること。

③輸出入政策のしばしばの改正を止め，現実的かつ長期的政策がつくられ

ていくようにすること。

⑨ PICIC, IDBP, ADBP, NIT, LCPなどの東パ支部の地位を向上させ，

決定権をもつようにすること。

Vアユブ大統領，既設の公社の再組織を指示一一アュブ大統領はムーサ西パ知

事をラホールからラワーノレヒ。ンジに呼び，既設の公社が最大限の効果を上げうる
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ょうこれら公社をいくつかのグループに再組織するよう指示した。これはムーサ

知事が記者団にのべたもので， 例えば PIDCが行なっているセメントの配分は

セメント・ボードに移すよう，また農業開発公社は改良種子，肥料，その他いく

つかのグソレープに分けるよう指示した。

12日 V政庇 “飢えからの自由”キャンベーン一一政府は“飢えからの自由”キャ

ンベーン委員会（PakistanNational Freedom from Huger Campaign Commit-

tee）を結成した。委員長は Doha食糧農業相で，委員は官吏，－－・般人など70人。

委員会の任務は以下の通り。

①全国的キャンベーン活動のフ。ログラム作成

③ パ政府と FAOとの連絡

③ キャンペーンの実施

④政府以外の民問機関や国際機関（民間〉との連絡

V東パ， 1969年に食糧自給を達成か－Doha農業相は東ノξの農業事情につい

て，農業の機械化，必要投入物の増加， j謹蹴設備の完備などから， 1969年には食

糧の自給体制が確立するだろうとのべた，同農業相はまた IRRI8号が東ノfの実

情に合わないとの野党の批判について， 濃瓶設備，肥料・農薬などの利用が IR

RI8号の利用には必要で，これらが揃えば 1エーカー当りモミ 100モーンド（こ

れまでの品種では20モーンド〉の生産が可能である，とのベた。

13日 Vパ， 3年聞に15億4300万ドルの援助受く一一一計画委は国会での質問に答え，

パキスタンは1968年4月15日までの第3次計画り約3年間に15億4300万ドノレの援

助を受けたと語った。しかし政府はこうした外国援助の見通しは明るくその依存

を少なくするため，①輸出の急速な拡大，②国内資源の大規模な利用，③食糧・

肥料の自給体制の確立，などの方策をとっていると発言した。

T Rooppur原子力発電所計画一一パ商相は国会で，東パ Rooppur原子力発電所

建設計画は最も高い優先順位が与えられている，とのベた。 Rooppur計画は200

～400MWの発電能力をもつものとみられている。

14日 V告ルベラ・ダム建設の契約成る一一一タノレベラ・ダムを建設する TarbelaJoint 

Venture (TJV ＝イタリー・フランス・ク、ノレープ）と西パ水力開発局WAPDAは

14日正式にダム建設の契約を結んだ。工事開始は6月，完成は1976年4月 l目。

V綿織物業への課税，生産能力を単位に←一政府は5月1日から綿織物業への

課税をこれまでの生産物に対して課すのではなく，その生産能力に対して課すこ

とを通告した。これは ExciseDuty on Production Capacity (cotton fabricas, 
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cotton yarn) Ruleによるもので， この法令のもとでは各工場，各機械の生産能

力を過去3年間の生産実績を考慮に入れ，また織機 1台当りの生産量およびその

全国平均を考慮に入れて決定し，それに応じて課税することになる。

標準課税率は以下の通り。

最上質綿布・…..1ヤード 70パイサ 中質綿布…… 1ヤード 20パイサ

上質綿布・…ー グ 40 グ 下級綿布…・・・ グ 10 " 

16日 l GNP, 143.7 (1959/60二 100）に一一一政府統計局発表によれば， GNPその他

指標は以下の通り。

1959/60 1963/64 1964/65 1965/66 1966/67 

G N p 100 125.0 130.6 136.7 143.7 

工業生産 100 180.4 200.5 212.8 231.3 

鉱業生産 100 160.5 174.5 182.3 193.0 

農業生産 100 120.0 123.0 124.0 123.0 

V綿花輸出拡大一一ポンドの切下げ，世界的不況にもかかわらずパキスタンの

綿花輸出は急に拡大し， 1966/67の71万3千ベールから， 1967年7月～1968年4

月までに 72万7千ベールに輸出が増加している。 1965/66は57万9千ベール，

1964/65は57万4千ベーノレであった。なお1967/68の輸出目標は 100万ベールであ

る。

一方生産の方は 1966/67で257万2千ベール， 1967/68の目標は280万ベーノレで

ある。輸出先は香港，日本，中国が主でその他英，仏，西独，ベルギーにも輸出，

最近では北鮮およびケニアに輸出している。

ポンドの切下げ，配船の不規則は綿花輪出に非常なマイナス要因となったが，

政府は綿花輪出業者の損失を補うため，その損失の10%を補助金として出し，ま

た10%の輸出税を廃止するなどして業者の損失を少なくする諸方策をとってきて

いるO

l PL 480により小麦40万トン供与一一一パ・米両国はイスラマパッドで， PL480

にもとづき小麦40万トンを供与する協定（2610万ドル， 1億2400万ノレピー〉に調

印した。これら輸入食糧は，東ノfの食糧需要に当て，また貯蔵食糧となる。この

新協定は1967/68年度のためのもので，これで同年度中の食糧供給量は200万トン

となる。

17日 Vパ商工会議所連盟，政府貿易公社を非難一ーパ商工会議所連盟は政府の貿易

公社が民間企業の通常業務を脅かしているとして非難，こうした公社の活動を制
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限するため法的手段をとる必要から， 10人からなる“活動者会議”を設立した。

とれは同連盟 KhalidW aheed総裁から発表されたもので，連盟は政府貿易公社

をパの外国貿易を独占的に行なおうとするものであると考えていることをも明ら

かにし，さらに次のようにのべている。

政府の民間企業政策は建設的なものであった。政府はこれまで民間企業が投

資しえないような分野に投資し，民間企業が投資しはじめるとそれを民間にま

かせてきた。これはパの成長に最も適合した形で、ある。たとえ政府の貿易公社

が商業の分野に入ってきたにしても，民間部門と競合しないものであれば，わ

れわれはそれを歓迎するだろう。しかし多くの小規模な貿易業者，企業家が政

府の貿易公社により打撃をうけている。すでに GeneralType Companyは閉

鎖され， 3千人が失業し， Pak!stanJute Mills Associationも閉鎖の危機にさ

らされている。他の会社も同じ運命をたどるだろう。

18日 V政府貿易公社，パ商工会議所連盟の批判に反論一一政府貿易公社スポークス

マンはパ商工会議所連盟の批判に答え，以下のようにのベた。

① General Type Companyの閉鎖， Pak.Jute Mills Associationの閉鎖

の噂はパ貿易公社 TCP とは全く無関係である。 また連盟は同公社 TCPが

steel billetを高く輸入していると非難しているが， TCPは steelbilletの輸入

を取り扱ったことはない。

②社会主義諸国とのパーター取引は非常に重要で、ある。これには民間・公

社を問わず社会主義国への輸出は許されている。

vパ・ソ，力ラパーク製鋼所建設計画の調査実施協定に調印一一ーパ・ソ両国は

西パのカラパークに一貫作業の製鋼所を建設する計画に対する経済・技術的調査

報告を作成する協定に調印した。調印者はパ側 WPIDC総裁 A.K. M. Mazari, 

ソ連側 G.Soloviev経済担当官（駐ノf・ソ連大使館〉。協定によれば Vsesojuznoe 

Exportnoが WPIDCの協力をえて， 6ヵ月以内に同調査をし報告をすることに

なっている。

カラパーク製鋼所計画は原料にカラパークの鉄鉱石を利用するもので，費用は

14億ノレピー（ 2億9500万ドノレ〉， うち外貨は8億ルピー C1億 6800万わゆとな

っている。生産能力は年81万5000トンO

v西独，パの重工業援助を計画一一-M・アーマッド計画委副委員長はワシント

ンで，西独は石油化学工業，肥料プラント，鉄鋼業などの分野で、パキスタンに援

助を与える計画を検討中であるとのベた。同氏はワシントンに着く前ボンを訪問
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している。

19日 Vソ連， Taxilaの重電機工業建設計画の調査を合意一一一ソ連・ WPIDCはTax-

ilaに重電機工業を建設するためソ連がその調査を行なうことに合意した。 この

計画資金は l億3130万ノレピー（約2700万ドル）で，内外貨分は6106万ノレピー（約

1300万わレ〉。調査は l年以内に行なわれる。

20日 V東パ，保険法改正案に反対一一政府は国会に保険法改正案を提出する予定で

あるが，この改正案とは現在の保険会社を生命保険業務と一般保険業務に分け，

二つの異なった会社にするというもので，これに対し東パ保険業界は反対の意を

示している。 PakistanObserverによれば東パの反対理由は以下のようなもので

ある。

①東パでは保険業が発達したのは1960年代に入ってからであり，まだ初期

段階にある。したがって生命保険部門ではまだ独立採算制までいっていない。

② 生命保険は長期的には非常に利益の多い部門であるが，これが成長し独

立採算となるにはかなり長期間を必要とする。一般保険は短期的利益をもたら

す。現在東パには八つの保険会社があるが，生命保険による収入と一般保険の

収入比は25:7らであり，生命保険だけでは採算がとれない状態にあるO

③ 一方西ノξキスタンでは保険業の歴史も長く，資金も豊かであり，市場も

東西パキスタンの双方に広げていることから保険業の経済的基盤が強い。した

がって西ノξをもとにして考えるのは不当である。

21日 Vワジール・アリ TCP事務局長，輸入における仲介業者の制限を要求一一一ワジ

ーノレ・アリ貿易公社（TCP）事務局長はカラチで記者会見，パ商工会議所連盟総

裁の TCP非難に答え，以下のようにのベた。

①輸入貿易における仲介業者の利益は75%にも達する場合があり，一方貿

易公社 TCPのそれは30%にすぎない。

② 貿易公社がたとえ安い価格で商品を輸入したとしても，仲介業者が利益

を上げるような体制の下にあるため消費者の利益にはなっていない。こうした

仲介業者は国民的利益のためにも制限されるべきである。

③ パ商工会議連盟総裁は貿易公社による輸入が民間企業によるそれより費

用がかさむと非難しているが，これは全く根拠のないことだ。政府の貿易公社

は亜鉛を北鮮からトン当り 1400ノレピーで、輸入しているが，以前自由に輸入され

ていたときはトン当り 1672ルピ｝であった。同様に硫黄についても公社はトン

当り 408.83ノレピーで購入しているが，民間企業は 469；レピーで買っている。

-327- 一（151）一



パキスタン（ 5月〉

④ 公社の亜鉛輸入価格はトン当り 1400！レピヘしかし販売価格は2800ルピ

ーから3428！レピーにも達している （公社の指定価格は2711ノレピー〉。亜鉛の輸

入コストは2069！レピー（西ノ勺， 2078ルピー（東ノξ）となっている。

22日 Vパ債権国会議始まる一一一パ第3次計画第4年度（1968/69）諸計画のための援

助額を決める債権国会議がワシントンで開かれ，開会に当りM ・M ・アーマッド

計画委副議長はパ経済の現状および計画目標について，要旨以下のように説明し

た。

① パの1960年代の経済成長率は 5%を越えた。 1965/66, 1966/67のように

経済が沈滞した年でさえ 5%以上の成長率を示した。パは今後2年間の経済成

長率を 7%にしたいと考えている。もしこれが可能なら目標成長率の 6.5%は

達成されよう。

② パキスタンは過去8年間年平均8%の輸出増加率を実現してきた。また

農業部門においても著しい好果を生んでいる。

③ パは経済発展および投資のテンポを維持するため非常な努力をつづけて

きた。パが受けとった1ドルはパの努力により 2.3ドルに相当する活躍をして

いる。政府は民間部門に最大限の自由を与えている。

なお今回の債権国会議にパ側は5億 5千万ドルの援助を要請している。今度の

会議がどの程度の援助を約束するかまだはっきりしていない。とくに IDAは米

議会がその援助政策をまだ具体化していない段階のためそうである。パ側はIDA

に7千～ 8千万ドノレの援助をするよう期待している。

v中国，第4次計画に技術援助を約束一一パ経済局スポークスマンは国会で，

中国が第4次計画にマイクロ・ウェープ設備などを含む技術援助を約束した旨明

らカ斗こLfこ。

v政府貿易公社，ポーランドにシャツ輸出一一パ貿易公社 TCPはポーランド

と既製シャツ 135万ルビーを輸出する協定に調印した。

曹中央銀行，パ製品輸出業者への貸付条約緩和を検討中一一中央銀行はパキス

タンの製品輸出業者に対する貸付条件緩和を検討中といわれる。この計画は製品

の製造過程，船積み以後の資金需要に応じ，輸出を拡大しようとするよう検討中

であるという。

23日 Vパ債権国会議，世銀の5億5千万ドjレの援助要請を承認一一パ債権国会議は

パキスタンの第3次計画4年目（1968/69）の経済援助として 5億5千万ドルを供

与するという世銀提案を承認した。世銀が発表したノートによれば，債権国諸国
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はパの経済発展の将来について非常に楽観的評価を行ない，さらにパ政府による

援助条件の緩和問題についても，今後検討をつづけていくことに同意した。 Peter

Cargil世銀アジア課長は会議の後記者会見，要旨以下のようにのべている。

0) パキスタンは昨年より若干多くの援助を供与されよう。昨年は5億0300

万ドルであった。アメリカの対外援助法案が末決定のため IDA資金がはっき

りしていないこと，イタリー・ベルギーは阿国の政情不安定からまだ援助額を

きめていないこと，などから援助の内訳はきめられていない。しかし西独， H

本，オランダ，英国は昨年を下らない額を約束するとみられる。

③ 5億5千万ドルの内訳は商品援助（肥料など） 2億 5千万ドル，プロジ

ェクト援助3億ドノレとなっている。世銀は今後の対パ援助をプロデヱクトをも

った民間企業に供与するよう制限するつもりである。

V閣議，パ商品に対する特恵価格制度継続を決定一一ー閣議はパ商品およびサー

ビスに対し，外国商品等に対して20%の特恵価格をつける制度を1968年12月まで

延期することを決定した。この特恵価格制は1963年から導入している。

24日 vダッカ商工会議所，ボーナス制の廃止を要求一ーダッカ商工会議所総裁

Rangoonwala 氏は声明を発表， ボーナス制度の継続は実質的にはパキスタン－

yレピーの平価切下げを意味するものであり，さらにあらゆる経済的機会を限られ

た特権的家族の手に集中させ，独占の条件を育成するものであるとして，ボーナ

ス制の全廃を要求した。

v西パ製粉業者への制限緩和一一両パ食糧相 M.K. Bakhshは西パ製粉業者

（全国で78）に対する制限を緩和，業者がその小麦需要の40%を一般市場で、購入

することを許可し，残り60%の輸入小麦と混合した小麦粉を製造するよう許可し

た。これまで製粉業者は政府リザープの輸入小麦しか使えなかった。これは国産

の小麦価格1マウンド17ノレピーを維持するため，および小麦粉の品質向上のため

とられた措置で，同時に15%を越えない範囲で上質小麦粉をつくり，また 6%よ

りも少なくない範囲でふすまを抽出することを許可した。なお小麦粉価格は 1マ

ウンド 18.62ノレピーである。

vパに初の IBMコンピュータ一一一一パ原子力委員会（PAEC）はコロンボ・プ

ランのもとでカナダから IBMコンピューター（ 4万2952ドノレ） 1台を受け入れ

ると発表した。これはダッカの原子力センターに据えつけられる。

25日 Vパ商工会議所連盟代表，貿易公社に関して商相と会見一一一パキスタン商工会

議所連盟は先ごろ政府の貿易公社に対する行動委員会 ActionCommitteeを選出
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したが，政府はこのことについて連盟が貿易公社に反対するため行動委員会を任

命したとの判断をしたため，こうした誤解を解くことを理由に，行動委メンバー

が商相を訪ね，会談した。行動委メンバーは商相に対し，商工会議所連盟の目的

は貿易公社に反対することにあるのではなく，政府の貿易公社に輸出入を委任す

ることは輸出入政策の実行において困難がある，あるいは困難があるのではない

かということに関心を引きたかったからであるとのべたもょう。また行動委の任

務は貿易公社による民間貿易機能の侵害をなくすためのあらゆる法的手段を考え

ることにあるとのべたといわれる。行動委はさらに商相に対し，連盟は常に政府

と協力し，援助を措しまないこと，政府の活動が困難になることは一切しないこ

とを約束したという。同商相はこの約束を承認し，政府の貿易公社と民間貿易業

者が統ーと調和のもとに共存共栄していくよう希望するとのべた。

26日 Vマイメンシンの物価上昇一一マイメンシンからのニュースによれば同地の物

価は最近上昇しはじめ，米は 1マウンドにつき約3ノレピー値上りし， 42ルピーか

ら48ルピーになっている。上質小麦は殆ど入手できず，赤色小麦は配給店で、時々

入手しうる程度である。玉ネギは 1シーア当り 62パイサであるが，数週間前は37

パイサにすぎなかった。香辛料も値上り，ショーガは 1シーア 1ルピー（数週間

前は62パイサ〉である。野菜，魚類の価格も高い。

28日 v西独経済使節団，報告書発表一一昨年11月訪パしたボンの経済使節団はこの

ほどその報告書を発表した。要旨は以下の通り。

①パキスタンへの直接投資の一般的状況および今後の展望は非常に明る

い。その理由は政治的安定とパ政府の基本的経済政策による。

② しかし現在のところ合弁事業はいくつかの困難に直面している。その国

難には新投資認可手続きの複雑さ，輸入ライセンス取得のおくれ，等々が含ま

れる。パ政府は年間の輸入政策をたてる心要があろう。

③ また外国資本による企業に対しても，パキスタン資本による企業と同じ

ような取扱いをし，原価償却費で再投資をまかなうことを認めるようにすべき

である。

④パキスタンと西独の貿易は西独の出超になっている。バ政府はそのアン

バランスを是正するよう呼びかけているO いくつかのパ製品は西独への潜在的

輸出余力をもっている。しかしバ製品は西独で殆ど知られていない。これらパ

製品を西独の人々に知らせるためにパの貿易使節団を西独に送り，あるいは

tradehoureはをたてるなどして宣伝につとめるべきであろう。
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vパ・中貿易について一一GhafoorKhan商相は国会でパ・中貿易について発

言， 「パ・中貿易は年々拡大しており，貿易収支はパキスタンの出超となってい

る。 1958年以来両国の問で14の貿易協定が結ばれ，ノミの Hunzaと新彊を結ぶ伝

統的貿易路が近く再開されよう」とのベた。

29日 V新工業投資計画表承認一一閣僚による経済調整委員会〈委員長ウカイリ蔵相〕

は新工業投資計画表 industrialinvestment scheduleを承認した。新計画表の特

徴は輸出指向産業および農業に基礎をおく産業（綿，ジュート，靴，等々〕に最

大の優先権を与えていることである。輸出指向産業には肥料，農薬，化学製品，

鉄鋼などがある，なお詳細については6月に発表される予定。

v東パ肥料事情一一一束パの肥料事情について PakistanObserverは以下のよ

うに論評している。

肥料の供給が不十分であり，そのためその使用が不十分であることは，東ノミ

の農業生産を低くしている。尿素肥料の需要は概算すると 1967/68に35万4千

トン， 1968/69に45万5千トン， 1970/71に53万5千トンと予想されている。一

方，供給の方はブェンチガンジの NaturalGas Fertiliser Factoryの生産量が

1966/67で9万3261トンあるだけで，ゴラサールの肥料工場（生産能力34万ト

ン〉の生産開始は1971年以降となる。したがって需給のギャップはそれまで埋

まらないことになる。過リン酸肥料については 1971年まで国産のメドはない

し，アンモニューム肥料についても，フェンチガンジの工場（年1万2千トン）

が生産を始める1970年前には国内生産はできない。そのため巨額の肥料輸入が

必要となる。しかし外貨不足もあって肥料の輸入需要をすべて満たすわけには

いかないだろう。

一方西ノξは肥料生産がすすみ，尿素の外1966/67で過リン酸肥料7860トン，

硫酸アンモニューム肥料3万8424トン，硝酸アンモニューム 7万4884トンが生

産されている。東パは肥料の自給自足を達成するにまだ長い期間を必要としよ

フ。

30日 vウ力イリ蔵相，カルテル・独占に皮対一一ウカイリ蔵相は国会で野党議員

(S. Azizur Rahman）の要求ーカルテノレ・独占などを規制する方法を検討する委

員会をつくるようにとの要求に答え， 「カルテノレ・独占などは国にとってよくな

いことであり，政府はこれらが将来発達しないようないくつかの措置をとってい

る。今のところパキスタンには本来の意味でのカルテル・独占はないJどのベ，

また政府のいくつかの措置として以下の四つをあげた。

-331- 一（ 155）一一



パキスタン（5月）

① 資本金200万ノレピー以上の会社は公開会社とするよう勧告し，その50%

の株式は一般公募する。

③ 公共部門を大企業と結びつけていること。

③ 貿易・工業における新企業の優遇。

④ National Investment Trust (NIT）その他工業の所有を広く一般化する

ための諸機関の設立。

V東パ食糧自給， 1969年に一一束パ・モネム・カーン知事は東パの各県知事・

地方長官との会合に出席， 1968/69年度の食粒生産目標を米1180万トンにするこ

とを発表，さらに食糧の自給体制を計画より 1年早く， 1969年中に達成する必要

があると強調したO

V密輸問題一一ウカイリ蔵相は国会で野党議員の質問に答え，独立以来政府が

摘発した密輸の金額は 2億1073万ルピーに達し， 1967年だけで5008万ルピーに達

するとのペた。西ノξで、は密輸が多く発覚するのはカラチ港， Pansiから Gwadur

までの海岸一帯で，インドにむけての密輸はハイデラパード，パハワルプール，

ムルタン，ラホールからのものが多く，アフガンにむけてのそれはベシャワール，

D・I・カーン，クヱツタ，イランにむけては ChangaiKharan, Dekran，カラチ

空港， ラホーノレ空港である。

31日 v東パ MonglaIこ港湾構築一一－A・R・カーン国防相はダッカで東パ・クール

ナの Monglaに永久港を構築する計画について，その急速な実現のため企回・開

発局を国防省内にもうける旨発表した。同国防相は現在東ノfキスタンの港湾施設

を視察中で， Mongla港とチッタゴン港をみている。国防相によると Mongla浩

の必要資金は2億 1千万ノレピーで，内外貨は 1億 1千万ノレピー。 l億 5千万ノレピ

ーはユーゴからの借款でまかなう。との Mongla港が完成すれば一般荷揚用パー

ス8基，大規模ノξース（bulkcargo berth) 1基，食糧荷揚用パース 1基， 石油

用パース 1基となる。チッタゴン港の改修工事もすすめられる。パキスタンは第

3次計画末までに30隻以上の船を新たに所有することになり，現在ある65隻の船

（新らしい船22隻，やや新しいもの25隻〕と共に95隻となる。
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パキスタン

1968/69年度予算案と経済事情

パキスタン政府は例年の通り予算案討議を前にして 1967/68年度経済事情

を発表した。それによると国民総生産（GNP）の成長率は8.3%にも達し，前

年度5.0%をはるかに越えている。この結果第3次計画の 3年間の年平均成

長率は 6.0%となり，計画の 6.5%に近づいているO 史上最高ともいわれる

この 8.3%の年成長率が可能になった原因は，農業，とくに食糧の増産にあ

る。農業の生産指数は 1959/60を100として 143に達し，前年度 123に対し

20ポイント急増した。食糧については小麦の増産が著しく 625万7千トンの

最高記録で， 前年度比44.7%もの増産が実現した。米も増産され， 1240万

トン，前年比15%増となっているO このような増産が可能になった理由とし

て，政府は濯瓶設備の充実，改良種子の利用，化学肥料利用の増加，良好な

気象条件等々をあげているO

一方工業の面では生産指数（1959/60=100）で1967/68には261.0になる見

通しで，前年度237.0にくらべ24ポイント上昇している。この理由は1965年

9月のパ・イ戦争によっておくれていた外国援助が1966年以降順調に入って

きたことであろう。しかし1967年3月の第3次計画修正，および1968年6月

の新工業投資表からも明らかな通り，輸出工業，農業に基礎をおく工業にそ

の投資の重点がおかれているため，長期間を必要とするプロジェクトは延期

されている。

生産面で、の好調な伸び、は物価安定にも寄与し，一般卸売物価指数は1968年

3月で122.41，前年同月の 133.88に比べ11.47ポイント低下，とくに食糧の

卸売物価指数は125.98で前年同月140.78に比べ14.80ポイント低下している。

カラチ工業労働者の生計費指数も1968年3月で126.46，前年同月130.97に比

べ4.51ポイント低下した。一方通貨発行額も1966年の通貨乱発を抑制するた

めきびしい制限のもとにおかれ， 1968年3月末現在の通貨発行度は1966年末
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のそれに比べ， 1億8250万Jレピー減の 107億4900万ルビーになった。また銀

行の貸出も抑制され， 1966年中の口億5290万ノレピー増が1967年には 8億0910

万ルピ｝増となり，貸出総額は88億1080万ルピーにとどまっている。

以上のように政府発表の数字を見てくるとパキスタン経済の見通しは非常

に明るく，第3次計画の実施も順調に進んでいるかに見える。この 3月訪パ

した世銀調査団およびアメリカ財界使節団の報告書がパ経済を「後進国にお

ける経済開発のモデル」と評価するのも由なしとしない。世銀はその報告書

をパ債権国会議に提出，債権国は世銀の提案一一一1968/69年度対ノf援助を 5

億5千万ドノレとするーーを承認した。もちろんその 5億5千万わレの国別分

担はまだ未定で、あり，現実には若干減らされる可能性があるとはいえ，少な

くとも世銀提案を承認したことは債権国諸国もパキスタン経済について楽観

視しているといえるであろう。ウカイリ蔵相が発表した 1968/69年度予算案

もまた，この経済事情にもとづき立案されている。予算案では経済収支が約

13億ノレピーの黒字を見込み，資本収支でも5980万ノレピーの赤字を見込んでい

るだけのほぼ均衡予算を組んで、いる。

しかし，実際のところ経済の前途はいわれるように楽観的にみてよいので

あろうか。以下いくつかの間題を検討してみたい。

まず第1に問題となるのは食糧の自給問題である。政府は1970年までには

食糧の自給を達成するという。たしかに 1967/68の食糧増産が今後もつづく

なら可能かもしれない。だが 1967/68の増産は，政府も認めているように気

候条件がよかったこと，および小麦の作付面積の増加（13.5%増）による部

分が多く，気候条件が悪化し，あるいは小麦の価格が下落して農民の耕作意

欲が他の換金作物に移れば，こうした増産は不可能となろう。政府のいうよ

うな肥料使用の増加，濯j既設備の拡充，改良品種の利用などの，恩恵に浴する

ことができるのは，ごく限られた一部の富農でしかないのである。とすれば

1967/68の食糧増産は多分に一時的なものといわざるをえないのであって，

「今後食糧不足の問題に悩まされることはない」ということはできないので

ある。

第2の問題は余りに多くの資金を外国の経済援助に依存することから生じ

ている。これまでも何度か触れているようにパキスタンは開発計画の公共投
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資においては，その50%以上を外国援助に依存し，それが予算案の中の資本

収支にも反映し，資本収入の45%は外国援助にたよっており，さらには国際

収支においても貿易の赤字は大部分貿易外収支の黒字（すなわち外国援助分）

で、補っている。経済の主要な部分を外国に依存することから生じる政治的不

安定（外国の政治的圧力をうける），経済的不安定（外国が援助を中止するこ

とは経済を麻庫させる〕に加え，最近はその返済の問題が現実化してきてい

るのである。独立以降から 1967/68までに，パキスタンが援助として約束さ

れた額は38億1680万ドルに達する。このうち現実にパキスタンで使用された

ものは約20億ドノレ，このうち50%はアメリカからの援助と考えれば，年間の

返済は40年返済として年2500万ドル，残り 50%の条件が平均15年として考え

れば返済額は年6000万ドル，結局返済金だけで年間8500万ドノレに達し，それ

に利子支払を計算に入れると約1億ドル近い額が返済・利子支払にまわされ

ねばならないことになる。パキスタンの輸出額が年間約6億ドJレで、あること

を考えれば， 1億ドルの支払いがいかに負担となるか判るであろう。下表に

もある通り， 1966/67現在ですでに返済金の外貨収入に占める割合は13.1%

に達し，この割合は年々増加，第3次計画の終る 1970/71には，世銀が危険

ラインと考えている20%に達するのではないかと危倶されている。もちろん

返済金が増加しても輸出が急増すれば問題はない。しかしパキスタンの輸出

の40%以上を占めるジュート，原綿の国際価格は悪化の一方で，ジュートに

至っては1968年には前年比で、20%下落したと伝えられている。

（単位 10万ノレピー）

外貨収入 債務返済 返入済に金占のめ外る貨割収合

1962/63 27,468(10万ノレピー） 2,267(10万ノレピー） 8.2(%) 

1963/64 27,439 2,929 10.7 

1964/65 29,958 2,962 9.9 

1965/66 32,705 3,510 10.7 

1966/67 34,763 4,557 13.1 

ジュート製品についても輸出急増は望めず，輸出の見通しは決して明るく

はない。金・ドノレ・スターリング保有高も好転していない。このように見て

くると，借款の返済のためにさらに援助をうける，という悪循環に陥る危険
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性なしとしない。国内政治の面ではアュプ大統領の後継者問題で破乱含みな

ときでもあり，大統領選挙を1970年初に控えて，大いに経済的発展を宣伝す

る必要もあろうが，現実は決して容易ではあるまい。

多1968/69年度予算案 （Dawn1968. 6. 9) 

経常勘定（一般会計〉 （単位 10万／レピー，カッコ内は%）
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カッコ内は%〉

開 発 支 出

郵聖民襲 便， 業間電 信航開・ 電 話翼蓄空
1,835 （　　þÿÿ�ÿ	0�0�1,835 （　　þÿÿ�ÿ	0�0�1,782 （　　þÿÿ�ÿ	
7,247 1 4,324 1 5,832 11 

956　　( 3) i!i ( 4) 836　　( 3) 

315 416 

新公主そ州準政独料の府連立貯へ共他団の霊邦体交の・へ付事そ首の金支の貸貸都付業書付出

1,400 ( 3) 
1,3加 l:l þÿ�3�6�50�0�t :l 530 499 365 

1,628 ( 3) 1,627 1,582 

115 ( 2) 97　　　( 1) 106 ( 3) 
248 271 

31,391 (60) 25,551 (59) 31,637 (58) 

（単位 10万ノレヒ。ー，

｜附／6 原案）11967/6 改定）1196 9 （予算案）

定勘本資

(83) 
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(10) 
( 4) 
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1,918 377 1,374 
1,702 430 1,140 

527 598 

計（支出）

、l，ノハUハU1
i
 

r

’t
、、

ハ
りつリワ】

，
 

d
斗
A

Aιτ 、、，，，AU
 

A
U
 

唱

i，，，、、
ヴ
’

t
Eム

月

t
，
 

つU
E
1
U
 

54,565 (100) 

多ウカイリ蔵相の予算演説

1968/69年度予算案国会提出に当り同蔵相は要旨以下のようにのベた。

① 国民総生産－GNPの成長率は計画の 7%に比し 8.3%と非常な好成績であ

った。その結果第3次計画の 3年間における平均成長率は 6%になっている。これ

は計画目標である 6.5%に比べ，若干悪い。

②農業一農業は肥料利用増加，高収穫品種，濯瓶用水の利用，農薬の利用等々

-261ー 一（161）ー
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パキスタン（ 6月）

のため農業の成長率は10%を越えた。食糧だけをみても 350万トン以上の増産でJ

前年比23%の増加をみせている。これは1947年から58年までの11年間に 120万トン

しか増産しえなかったのと対象的である。第3次計画に入ってからも農業の成長率

は年 1.4%にすぎ、なかった。このため小麦の自給は1970年に達成しうる見通しで，

1969年の米の余剰輸出も増加しよう。

③ 工業一工業の分野で、は我々が予想したほど成長しなかった。大規模工業の成

長率は 1965/66の6%から11%に回復したものの，計画目標である16%には達しな

かった。この理由は工業用原料が，主として外国援助の到着のおくれのため，輸入

量が減少したためで、あるO 前年度の予算では国内貯蓄を生産部門にまわし，物価を

一定に保つことを目標とした。この結果，限界貯蓄率は GNP28%に達した。しか

し投資の方は余りふるわず， 1964/65の投資率は GNPの16.7%, 1965/66は13.5

%, 1967/68は14.5%でしかない。

④物価一第3次計画の 2年間物価は非常に上昇した。その理由は主として食糧

事情の悪化および、通貨発行量の激増で、ある。卸売物価は 1966/67に16.34ポイント

上昇して133.88(1959/60二 100）となった。そのため一方で、通貨発行量をチェック

し，他方生産を増加させるよう努力した。その結果一般物価指数は 1968/69の初め

の9ヵ月に 11.47ポイント下った。しかし製造業の物価指数は 5ポイント上昇して

し、る。

⑤輸出・国際収支一輸出はスエズ運河閉鎖p 主要輸出品目の価格低落（ジュー

トは 1年間に20%も下落〉，ポンド切下げ，等々の事情があったにも拘らず 18%も

増加した。しかし国際収支は好転していなし、。

⑥金融政策一政府は物価および通貨の安定のもとでの経済発展をめざしてい

る。第3次計画の 2年間の通貨発行量の増加は非常に大きく， 1967年 7月から1968

年4月までの10ヵ月間に通貨発行量は 1億5910万ノレピー増加したが， 1966年7月か

ら1967年4月までの10ヵ月には5億0820万ノレピーの通貨増であった。

多ウカイリ蔵相，税制改革を発表 （Dawn1968. 6. 9, 11) 

財政演説において蔵相の発表した税制改革の要点は以下の通り。

①輸入税をこれまでの三本建（輸入税， 国防過徴金， regulatoryduty）を廃

止して一本化する。

②新たに以下の 2商品の関税を増加する。（司船舶に対して15%, (b）波形鉄・鋼

シートに対し15%。

一（ 162）ー -262-



パキスタン（ 6月）

③ 関税が廃止されるものとして種子薯， glasstubingその他，車類の輸入につ

いてもボーナス証券で輸入した自転車，スクーターに対しては， 50%を35%に，ジ

ープは62.5%を57.5%に（ボーナス輸入のときには 37.5%を35%に〕，パス， トラ

ックに対しては43.75%を40%にする。

（主） 売上高税についてはプラスチック製品および石鹸類の税率が変化する。

物大統領選挙についてのインドの見方

Statesman 5月5日はパキスタンの次期大統領選挙について，要旨以下のように論

評している。

アユプ大統領は， もし彼が主要野党グループの指導者に憲法上の若干の譲歩をしな

い限り，近い将来きびしい選挙戦に直面させられるだろう。政府に近い筋の伝えると

ころによれば， 大統領はもし野党が1970年初の大統領選挙に候補者をたてなければ，

野党と取引をするかもしれないという。

与党の回教徒連盟（ML）はもしアユブ大統領が選挙戦に直面するようなことになれ

ば， この 2月肺血腫で痛めつけられた大統領の健康に非常に有害となることをおそれ

でし、る。大統領の医者は今後の激務を厳禁している。 しかも現在の憲法のもとでは，

大統領立候補者は少なくとも BD（選挙人団〉とは faceto faceで対立候補との会合

に出席しなければならないのである。もしアユブ大統領が無競争で再選されたいなら，

PDMの主張， すなわち少なくとも国会の直接普通選挙および権限の行政府から立法

府への移転，などを認めなくてはなるまい。 しかしこれはアユプ大統領にとってうけ

いれられない要求であろう。 というのは国会で野党が多数を占め，野党と大統領が対

立することになるかもしれない。

アユブ大統領は野党との取引材料として大臣のポストあるいは副大統領のポストを

野党に供与する旨いったといわれる。 しかし野党はこうした動きに，今のところ冷淡

な態度をとっている。 というのは野党のスポークスマンは“アユブ大統領との妥協は

政治的自殺を意味する門とのべていることからその可能性が余りに少ないからであ

る。なお野党で、選挙について動き出したのは PDMとPPPパ人民党の二つだけ。 PPP

のメンパーのカラチのニュースによれば， 「プット氏はアユブ大統領と取引する考え

はない。彼はまだ若く，もし彼が政府と手をにぎれば彼の政治的生命は終るだろう」

とのべている。
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パキスタン（ 6月〉

〔I〕 政治・外交

1 日 Vアユブ大統領月初放送一一アュブ大統領の月初放送要旨は以下の通り。

①今年のラピ麦・ボロ米の生産は非常によかった。その結果小麦生産は前年

度より40%もの増産で 600万トンを越える。

② 昨年までの食糧不足はパの経済体制そのものに大きな影響を与え，われわ

れは食糧問題がわが国経済にとって最も重要であることを知らされた。そのため

第3次計画を農業が中心となるよう改正したので、ある。またわれわれは増加する

人口の問題にも重大な関心を払っている。

⑧ われわれは食糧不足の解決は耕作方法を古いものから新しいものに変えな

い限り不可能だということを知った。耕作者は徐々に新種，化学肥料を使うよう

になってきている。

④ とはいえこれで農業問題が解決したわけで、はない。現在は科学技術の時代

であり，農業の機械化などが重要な意味をもっ時代である。したがって現在，わ

れわれはいかにして，またどの穂度の農業の機械化が有効であるか真剣に考える

時期に来ている。

⑤農業機械化のためには小規模土地所有制をやめ，統合して機械を導入しな

ければならない。土地所有者，耕作者，農業専門家などはこの問題をいかに解決

するか検討すべきである。

⑥ ワシントンでの債権国会議で5億5千万ドノレが承認された。しかしわれわ

れは援助条件の緩和を要求している。

⑦インドとの関係ではガンジス河ファラッカ問題をめぐる両国会談が，ニュ

ー・デリーで聞かれた。専門家の会談は終った。今や政治的段階で話し合うべき

問題である。われわれはインドとの有効な話合いを呼かける。

, A・ R・力一ン国防相，カラチに帰る一一一 1週間にわたって東パ各地（とくに

チヤノレナ， チッタゴン両港および Pussur, カーナブリ両河の運航状況）を訪問

していた A・R・ カーン国防相・内相・カシミーノレ相は 1日カラチに帰任したo

vヌル・力一ン空軍指令官，国防強化・統一の必要性を強調一一ヌノレ・カーン

空軍総指令官はカラチの海軍学校卒業ノfレ｝ドで演説，パキスタンの生存のため

には陸海空軍の強化と統ーが何よりも重要であるとのべた。卒業ノξレードには海

一〔 164）ー -264-



パキスタン（ 6月）

軍総指令官のほか訪パ中のソ連船乗組員，外交官等々が出席した。

2 日 V回教連盟の活動強化委員会設立か－Kirmani西パ回教連盟（PML）委員長

は，ラワールピンジでのアユプ大統領との会談後その指示にもとづき， PML活

動強化のための常設委員会をつくり，その委員会には強い権限を与えるようにな

ろうと発言した。

Vチッタゴンに集会禁止令

’駐ダッ力中国総領事，パ・中友好協会で力シミール人民の闘いを支持一一駐

ダッカ中国総領事 TsungShao-Ching氏はパ・中友好協会で演説，中国はA・A・

LAの解放闘争， とくにベトナム，パレスチナ， カシミーノレ人民の闘争を無条件

で支持するとのベた。また同友好協会GhulamHafiz会長は「アジア・アフリカ

｜世界における中国の役割」と題して演説，何人も中国の前進をおしとどめること

はできず， 中国の国連加盟もなされなければならない， とのベた。その他 Qa-

marddin Ahmad, Minhaj Barna (PFUJ書記長）が演説した。

3 日 Vクールナに集会禁止令。

4 日 V野党東パ議会で、政府の援助政策批判一一野党は東パ議会で政府の援助政策を

以下のように井t判した。

① 東パ政府の援助受入は年々雪だるま式に膨張し， 1967/68で、累積69倍、ノレ

ピーにもなっている。そのため東バ政府はその借金の利子と元本返済に毎年3

億2千万ノレピー支払わねばならない。これはほとんど 1年間の税収に匹敵する。

② 東ノミ政府は外国援助を生産的目的のために使っていない。

V最高裁判長に FαzleAkbαr就任 最高裁判所長官に FazleAkbar氏が就

任，アユブ大統領のもとで就任式が行なわれた。就任式に国会議長，西パ・東ノξ

知事，情報相，法相，大統領顧問フィダ・ハッサンが出席している。前任者はS

A. Rahman氏。

5 日 Vアユブ大統領，ロパート・ケネディ夫人にメッセージーーーアュブ大統領はロ

ノ〈ート・ケネディ上院議員が暗殺されたニュースについて，ケネディ夫人に哀悼

のメッセージを送った。

6 日 V外相，インドの反回教徒暴動でインド政府非難一一ーアルシャド・プセイン外相

は国会でインド各地で起こっている反回教徒暴動に触れ，インド政府は最近2度

にわたりパ政府が送った反回教徒暴動抗議文に何ら答えていないこと，また駐イ

ンド・パ高等弁務官の暴動地域立入を禁止していることなどについてインドを非

難，この暴動はよく組織されたものであるとのべた。フセイン外相にるよと1967
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年にインドで21件の人種暴動があり，その中で回教徒900人が死亡， 2500人が負

傷した。

また同外相は野党の質問に答え SEATO,CENTOについて， 1967年4月に発

表されたアメリカの軍事政策を考えれば， 1954年のパ・米相互防衛協定はほとん

ど実態がなし、とのベ， CENTO,SEATOに加盟したのはパの安全のためで唱あり

世界の情勢が変った現在この同盟はその価値をほとんど失ったといえる，とのベ

た。そしてパキスタンがこれら同盟の軍事行動にはもはや参加していないこと，

その経済的，文化的行動には利益を見出していること，などを明らかにした。

V東パ陰謀事件の公判， 6月19日からダッカで開催予定

7 日 Vダッ力大学で学生集会一一1966年6月7日のダッカ紛争の犠牲者を記念して，

ダッカ大学で、は学生集会が聞かれ，以下のような決議がなされた。

① すべての学生・政党・労働者・農民組織は統ーして UnitedFrontをつ

くること。

② 人民連盟 ALの6項目要求を支持し，東ノfの完全な自治を要求，西ノfは

以前の4州に再分割してそれぞれに自治を与えること。

③ 議会制度を復活し，普通成人直接選挙を行ない，言論と出版の自由を認

め，発禁中の lttefaq紙の復刊を認めること。

④ ダッカ，チッタゴン，ナラヤンガンジ，クールナその他主要都市に対す

る集会禁止令を解除すること。

なおクーノレナでは禁止令を犯したことを理由に 6人が逮捕されている。東ノξ議

会では野党側が7日を記念し， 刑事訴訟法第 144条の廃止を要求して退場， AL

6項目派もシンポジワムを聞き， 6項目要求をあくまで支持することを明らかに

した。

9 日 vシェイク・アブドラ， 1965年のパ・イ戦争でナンダ内相非難一一一シェイク・

アブドラはスリナガノレでの集会で演説， 1965年のパ・イ戦争についてナンダ内相

（当時〉を非難，以下のようにのベた。

1965年のパ・イ戦争の責任は当時のナンダ内相およびインド政府にある。彼

等はパキスタンとの話合いのすべてのドアを閉めてしまったので、ある，この戦

争中数千人のカシミーノレ人が殺傷された。カシミーノレのある人々はカシミーノレ

でトラブノレを起こし，自分の権力を維持し，あるいはインド内務省から財政的

援助をひき出そうとした。ある人はわたしがカシミーノレをパキスタンに与えよ

うとしているといい，ある人は独立を企てているという。しかしわたしの望ん
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でいることはジャム・カシミールの平和であり，インド・パキスタンとの平和

なのである。

10日 Vタイ航空，デリー乗入れー一一タイ航空は7月2日から週2日（火・金）パン

コクーダッカーニューデリーを運行する。

11日 V基本的民主主義者選挙は1969年少月21日一一選挙管理委員長 N.A. Faruqui 

は同委員会緊急会議の後， 1969年以降の総選挙のスケジューノレについて修正する

旨発表した（選挙スケジュールは 1968年 1月13日に発表された）。新IAスケジュ

ーノレを対照すると以下の通りとなる。

！日 新

① 選挙区確定作業開始 3月15日から 3月15日から

③ Preliminaryな選挙区発表 4月30日まで 4月30日まで

③ 選挙区リストを地図とともに発表 9月中 10月中

④ 最終的選挙区確定・発表 9月30日 10月31日

⑤ 選挙人名簿草案発表 11月15日まで 12月16日まで

⑥ 同名簿に対するクレーム受付 12月 1日まで 12月31日まで

⑦選挙日・場所の確定 1969年 6月 1日まで 7月16日まで

⑧ 立候補受付 6月10日まで 7月31日まで

⑨選 挙 9月 1日～20日 9月21日～10月 1!3 

⑩選挙結果発表 10月20日まで 10月20日まで

N. A. Faruqui選管委員長はこのスケージュノレ変更の理由として国会開催，断

食明けの祭り， Muharramなどに重要な選挙スケジューlレが重ならないよう調整

したためとのべている。

12日 V国連総会，核拡散防止条約を承認一一一国連総会は核拡散防止条約を賛成95,

反対4，棄権21で可決した。反対はアノレパニア，タンザ、ニア，ザ、ンピア，キュー

パで，棄権の中にはインドが含まれている。パキスタン代表は賛成した。

13 8 Vアルシャド・フセイン外相，国会でインド批判←ーアルシャド・フセイン外

相は国会での質問に答え，最近インド各地で起こっている人種紛争について，パ

キスタンは無関心で、はいられないとのべた。

vファラッカ問題のパ・イ会談について一一一ファラッカ問題についてのパ・イ

会談はガンジス河の水の利用について行なわれたが，両者の意見は全く対立した

まま終ったようである。パキスタンはガンジス・コパダク計画により 425万エー

カーの土地を濯概するためには，毎秒、4万9千立方フィートの水を必要とする。
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一方インド側はファラッカに堰を築いて毎秒4万～ 4万6千立方フィートの水を

利用しようとしている。もしインドがこの水量を使えば， 3～5月のドライ・シ

ーズンには東ノfは全く水がなくなってしまう。したがってパキスタン側はこの水

を使うに当り，国際法にしたがって合理的に分けて使おうということを主張，イ

ンド側はこの方法に問題を投げかけてし、る。

15日 V外相，就任問題で釈明一一一アルシャド・フセイン外相は国会で野党議員の質

問に答え，わたしの外相就任がコスイギン首相の圧力できまったというのは全く

誤りであり，コスイギン首相訪パ（ 4月17～21日〉前の 4月2日に定まってし、た

とのべた。

16日 Vアユブ大統領， Khanpurダムを視察一一一アユブ大統領は病気後はじめてラワ

ールピンジをはなれ， 30マイルのところにある Khanpurダムを視察した。この

ダムは1963年から着手されたもので高さ 194フィート，長さ1550フィート，総費

用は 1億5370万ルピーで，インダス河支流の Haro河につくられる。完成は1972

年の予定で，完成後は14万3000エーカーが濯慨され，イスラマパッド，ラワーノレ

ピンジ地域に水が送られる。

17日 V米，パ・イ・トルコへの援助削減か一一米議会が対外援助費の大幅削減を決

めたことからパ・イ・トルコ・インドネシアなどに対する経済援助がかなり減ら

されるものとみられている。

Vカシミールの動き－Dαωη 紙 J.Hashim特派員の報告によれば、 Bakhshi

Ghulam Mohammad （前カシミーノレ一首相〉の率いる NationalConference派の

内部で対立があり，ますます多くの人々がこの N.C.からはなれ，シエィク・ア

プドラの率いる PlebiseiteFτontに加入してきている。最近も N.C.かち数人が

脱党，現首相の Sadiq率いる CongressPartyには加わらず， P.F.に加入した。

最も傷手なのは N.C.の書記長 PirMohammad Y ahya Siddiqueが脱党したこ

とで， Siddique氏はかつて Sadiqを支持していたが，現在はインドの支配下で

のカシミール問題解決はありえないとの態度をとっている。

18日 vシャハブ、ッディン情報相，野党批判一一シヤハプッデ、イン情報相は国会で予

算審議に際し野党を批判して以下のようにのべた。

① 野党は予算審議に際し東と西ノξの人々の聞に憎悪をかきたてている。彼

等の主要な攻撃点は東西経済格差と官僚の役割についてである。

③官僚の役割についていえば， CSP（パ高文試験をパスした官吏〕の中で

東パ出身者は年々増加している。
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高級官吏の出身別人数

1948 1958 1968 
－」一一一＼ －－－－－－－【』一一－－－ Fー－へー一一＼
東パ西バ東パ西バ東パ西バ

CSP 7 103 67 228 186 326 

PFC （外交官〕 。 12 49 100 73 104 

PSP （検察官〉 24 45 82 128 

PTS （税官吏） 86 141 

PRAS （鉄道） 20 36 

PMAS （国防〉 18 50 

CIS （情報〉 19 49' 

19日 V東パ陰謀事件公判始る一一東ノξ陰謀事件（1968.1. 6日誌参照〉の公判がダ

ツカ特別法廷で聞かれた。この事件はインドの Agartalaでインド側との話合い

がもたれたところから， Agartala陰謀事件ともいわれている。特別法廷の判事

ーは 3人で，裁判長は S.A. Rehman前最高裁判長，判事は M.R. Khan, Mak-

sumul Hakimともに東パ高等裁判所判事。被告人はムジプル・ラーマンをはじめ

35人（現在までに30人が発表されていた〉。

政府が発表した同事件の訴訟内容によると以下の通りであるO

目 的：東パキスタンにインドによって承認された独立政府をつくる。

方法：

① 突撃隊員により軍の兵器廠をおそい，軍を無力化する。

② 独立を宣言して直ちに戒厳令を公布。

③ インド政府と紳士協定を結び空・海からの西パ干渉を防ぐ。

④ 西パ人を拘禁して人質とし，西パに住む東パ人の返還を求める。

逮捕までの主要な動き：

① 1964年 9月第3週， AL（人民連盟｜）のムジプノレ・ラ｝マンのもとで第

1回の会議が聞かれ，陰謀が計画された。その後カラチ，ダッカ，チッタゴン

などで数回会議がもたれた。

② 1966年5月 6日，ムジプル・ラーマンが逮捕されたが，会議はその後も

つづけられた。

③ 1967年8月，インドの Agartalaでインド軍との会合がもたれ，その後

インドの書記官Ojhaが海軍少佐MuazzamHussainと会い，金・武器を供与。

④ 1967年10月， MuazzamHussain少佐がその金を私用したことから参加
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者の中に疑惑が生れ，それが事件発覚を促す。

⑤ 1967年12月，事件関係者の逮捕はじまる。

なお公判には 200人以上の傍聴者がつめかけ，外国人記者，パキスタン人記者

も多数参加した。

vファラッカ視察代表団訪印一一ファラッカ堰視察代表団員5人はカノレカッタ

にむけ出発した。代表団長は B.M. Abbas, Chief En只ineerin広 Adviserで，ダ

ッカ出発にあたり問団長は次のようにのべた。

ファラッカ問題はパ・イ両国の政治的話合いによって解決されなければなら

ない。もレ必要なら世銀のような国際機関の仲介を求めるのがよい。もしイン

ドがファラッカに堰をつくれば東ノミに大きな影響を与えるだろう。東パ 7地方

の濯瓶計画は不可能になり，農業だけでなくガンジス河の船の運行やキャナル

にも障害が出ょう。さらに塩害が激しくなろうし，洪水の問題もある。

その他メンパーは MianAlimuddin西パ濯瓶局長， A.Matin EPW APDA水

利開発局， A.Latif, F. A. Siddique （いずれも EPWAPDA）。

20日 東西格差について－Dawn紙は 20日付社説で、東西格差について要旨以下の

ように論評している。

シャハプッデ‘ィン情報放送相が国会の予算討議で行なった野党批判には多く

の支持があろう。同情報相は野党が意図的に東ノミと西パの聞に憎しみと違和感

をつくりだしている，として批判し，野党の主張は現実をねじまげているとの

べたので、ある。

国民経済のすべての分野，行政のすべての部局において東パキスタンの占め

る割合は非常に大きくなってきている。 1948年 CSP（パ高文試験を通った人）

の中で、東パ／人の占める割合は 7人にすぎ、なかったが1968年には186人になった。

西パ人のそれは103人から326人になったにすぎない。また外交官の中には1948

年当時東パ人は 1人もなく，西パ人12人であったが1968年には東ノζ73人，西パ

104人となっている。同様に警察，税務署，関税吏，会計，軍などにおける束

パ人の割合は年々増加しているのである。

経済の面でも格差の縮小tこ対する努力がつづ、けられ， 1人当り所得東西格差

の増加率は7.7%から2.8%に減少してきている。その理由は第1に公共投資を

東パ中心としていること，第2に財政資金や外国援助の配分を東パ中心にする

こと，などのためである。

21日 T Agartala陰謀事件公判， 7月16日に再開ーーダッカの特別法廷で行なわれて
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いた Agartala陰謀事件（東ノ之陰一謀事件）の公判（被告35人）は21日の証人喚問

を終え， 7月16日まで閉廷された。この事件における証人は232人に達している。

22日 V陸軍最高指令官ヤーヤ・力一ン，近く訪ソ一一陸軍最高指令官ヤーヤ・カー

ンを団居とするパ軍事代表団が近くソ連を訪問する。これは1966年ヌノレ・カーン

空軍指令官団長の軍事代表団に次いで， 2度目のものである。

vソ連の対印軍事援助について アノレシャド・フセイン外相は国会でMukhle-

suzzaman (MLC)の質問（①ソ連はインドへの軍事援助を止めたのかどうか，②

ソ連はパ・イの軍事的不均衡をなくすためパにインドと同程度の援助をするかど

うか〕に答え，①については否定的回答を行ない，②については検討中であると

答えた。

24日 vパ国防相，パ国防の重要性訴える－A・R・カーン国防相は国会で演説，

パ国防の重要性を訴えて以下のようにのベた。

① インドにおける軍事化はパキスタンに対する非常な脅威となっている。パ

の安全を守り，主権を維持し，統一を守ることは政府の基本的任務である。

② パキスタンはカシミール問題を含めインドとの紛争を平和的に解決したい

と思っている。しかしインドはそれを拒否しており，したがってパにとってイン

ドは enemyno. 1としての立場にある。

③ 政府は東ノfキスタンに中国の援助で兵器工場を建設する予定である。また

東パの国防力強化の措置をとりヲさらに陸軍の中の東パキスタン出身者の割合を

多くすることを考えている。東ノξにさらに 2兵営 cantonmentを設置し，計6兵

営とする。

⑨ パは西側からも，社会主義国からも兵器援助をうけるつもりである。近く

ヤーヤ・カーン陸軍最高指令官を団長とする一行が訪ソする。

Vパキスタン船員，アメリ力で兵器の積荷拒否一一ボ、ルティモア・サン紙の伝

えるところによれば，英国船 S.S. A vis Ornisのパキスタン船員32人はボルテ

ィモア近くの港で，南朝鮮行の兵器の積荷作業を拒否した。

Vファラッ力視察代表団，帰国一一ファラッカ地方視察代表団（団長 B.M. 

Abbas）はインドで専門家とインフォメーションの交換を行ない，ファラッカ地

方を視察してゲッカに帰国した。

vムーサ西パ知事の訪ソ延期一一ムーサ西パ知事は7月初にソ連を訪問する予

定であったが，その頃ナセノレ大統領などの訪ソが予定されているため 8月か9月

まで延期された。ムーサ知事の訪ソは，コスイギン首相の訪パに際し招請された
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もの。

25日 Vインドの核の脅威に対抗ー一－A・R・カーン国防相は国会での質問（インド

が核兵器をもった場合政府はその脅威にいかに対抗するのかに答え， 「政府はイ

ンドの核能力に注目しており，その脅威に対抗するための措置をとるだろう」と

のベた。

27日 V軍事使節団，訪ソ一一ヤーヤ・カーン陸軍最高指令官を団長とする軍事使節

団一行はソ連国防相の招きにより， ソ連を訪問した。軍事使節団のソ連訪問は

1966年以来2度目。

28日 アルシャド・フセイン外相，国会で外交演説一一一アノレシャド・フセイン外相は

国会で就任後初めての外交演説を行ない，パの外交政策について，要旨以下のよ

うにのベた。

① カシミーノレ問題について：選挙と人民投票は全く異なったものであり，カ

シミーノレ人民は人民投票によりその帰属を決める権利がある。

② 中国との関係について：バと中国の関係はパンドン精神にしたがってい

る。両国は相互に独立主権，統一，内政不干渉を尊重している。両国関係はアジ

アの平和と安定にとって重要な要素であり，さらに一層発展させる必要がある。

中国はジャム・カシミーノレ人民の民族自決権に対するパキスタンの正しい立場を

支持しており，われわれは中国がバの侵略に際し助力を保証していることに感謝

しているO バは中国の国連参加が世界平和の利益になることを支持し，中・パが

貿易・経済交流，文化交流を深めることを希望している。その点で1967年10月に

Sinkiangとパ北方の歴史的交易路が再開されたことは喜ばしい。わたしは可能な

限り早い時期に中国を訪問して中国の指導者と会見することを望んでいる。

③ インドとの関係：インドとの関係は隣国であるにも拘らず，カシミール問

題，ファラッカ堰の問題，インドの軍事力強化の問題，反回教徒反乱の問題など

を拘え，余りよくない。

④ RCDとの関係： RCD諸国とは兄弟的関係をつづけてきている。政治的

にはパキスタンとトルコは国際的問題，中近東問題，キプロス問題，カシミーノレ

問題などで同じ見解をもっている。

⑤ CENTO, SEATOとの関係：パはこれら条約にその安全を確保するため

加入した。この条約は政治・経済・文化などの面での地域協力を樹立するための

フレームワークをつくるのに有効である。これら条約は純粋に防衛的なものであ

り，加盟以外の国に対する攻撃のためのものではない。しかし世界情勢は変化し，
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これら条約はその重要性を失ってきてし、る。パは1965年のインドの攻撃に対し，

条約加盟の国がパに援助しなかったことから条約に失望してヤる。そのためパは

CENTO, SEATOでのパの関与を少なくしており，その閣僚会議では単にオブ

寸戸ーパー的役割を果し，軍事的側面にはいっさいコミットしていない。パの関心

は条約の経済的・文化的活動だけである。パキスタンはイラン， トルコの希望に

そってこれら条約のメンパーで、あることをつづけてきた。パのこの立場は条約の

メンバー悶に十分理解されており，これら条約はパと中・ソとの関係発展に何ら

障害となるものではない。もしこの条約のメンパーで、あることがパの国家利益を

そこなうとすれば，パキスタンはこれら条約から脱退することをためらわないで

あろう。

⑥ ソ連との関係について：パ・ソ関係は最近非常に好転してきている。ソ連

とはインドの軍事力強化の問題，カシミーノレ問題などを中心に話合いがなされて

いる。政治的関係の外，経済・貿易・文化の面でも関係が深まっている。パと東

欧の関係も発展し，パはポーランド，チェコ，ルーマニア，ハンガリー，ブツレガ

リア，ユーゴ，東独等に外交代表部をおいている。

⑦ アメリカとの関係：アメリカはパの経済発展に対し非常に貢献している。

我々はアメリカの助力に感謝している。 1967/68のアメリカの対パ援助は 1億4

千万ドル（商品援助）で， PL480による食糧援助は 200万トン（小麦〕，タノレベ

ラ・ダム計画では 5千万ドルを約束している。われわれはパ・米の協力関係を維

持し発展させていくつもりである。しかし1954年の相互防衛条約， 1959年相互援

助防衛条約のもとで発展したパ・米の特別な関係はもう存在しない。 1965年9月

以降，米はパに軍事援助をいっさい行なっていない。アメリカはパ・イへの軍事

物資供与を制限するため，以前供与された軍事品のスペア・パーツをケース・パ

イ・ケースで売っているにすぎない。アメリカのこの政策がパの利益に反しその

防衛問題に触れるとはいえ，このことが両国の友好関係の終りだとは考えない。

われわれの聞には同意しうることも，しえないこともある。われわれはある国と

の友好関係は必ずしも他の固との友好関係をそこなうものではないと考えてい

われわれは4月 6日，アメリカに対しパダベノレ通信基地協定1959の更新をしない

る。と通告したがパ・米の友好関係はつづいている。

⑧ ベトナム問題：パキスタンはベトナムの軍事解決は不可能だと考えてい

る。ベトナムの将来は外部からの介入なしに1954年のジュネーブ協定にもとづい

て解決されねばならない。
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Vヤーヤ・力一ン陸軍最高指令官，ソ連でグレチコ国防相と会見一一訪ソ中の

ヤーヤ・カーン陸軍最高指令官を団長とする軍事使節団一行はモスクワでグレチ

コ国防相と会見，相互に関連のあることについて話し合った。ソ連側はグレチコ国

防相のほか MatveyZakharov陸軍 GeneralStaff Chief, Ivan Pavlovsky陸軍

General ・国防省第1副首相， GeorgySidorovich国防省副首相，その他軍・経済

協力関係の代表が出席した。

29日 Vアメリ力，外相発言に注目一一アメリカはフセイン外相の発言（ 6月28日〕

に非常に注目している。とくに外相がパ・米関係に触れたとき，“パ・米が1954,

1959年の相互防衛条約の下で育ててきた関係はもう存在しない，と話ったことに

関心を集めている。

〔E〕 経済

1 日 閣議，カラチ製鋼所を公社とすることに決定一一閣僚による鉄鋼委員会はアユ

ブ大統領議長のもとに会合をもち，カラチ製鋼所計両を鉄鋼公社として実施に移

すことに決定した。会合にはムーサ西パ知事，西パ商相が特別に参加した。工業

省の発表したフ。レス・ノートによれば， このカラチ製鋼所計画（規模年産50万

トン，輸入鉄鋼石を原料とする〉に参加申し込みをしていた NationalSteel of 

Pakistanと IndustrialManagements Ltd.の両社に対し，外国投資家とともに

同公社に参加するよう招請した。政府はこの公社設立に際し，公社の株式のかな

りの部分をこれら 2社および他の投資家に平等に負担してもらう意向だ、という。

もちろん公社には中央政府・西パ政府の代表が参加する。

3 日 V経済事情 1967/68発表さる一一ウカイリ蔵相は国会に経済事情 1967/68を提

出した。これは 1968/69予算の国会審議の材料となるもので，毎年予算案提出前

に国会に出されるO 内容要旨は以下の通り。

① 1967/68のGNP成長率は8.3%に達した。これは1966/67の5%, 1965/ 

66の4.6%に比べ非常に大きい（計画目標は 6.5%），この 3年間の平均成長率は

年 6%である。

② GNPのうち農業の占める割合は 1967/68で45.8%に減じ， 1959/60の53.3

%にくらべ経済構造の高度化がみられる。鉱工業の割合は12.2%(1959/60は9.5

%〉である。

③農業生産指数は1.967/68には143となり，前年度123より20ポイント上昇し

た。米の生産高は1240万トン，小麦のそれは625万7000トンで，それぞれ対前年
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度比15%,44.7%の増産を示した。

④大規模工業生産高の GNPに占める割合も年々増加， 1955/56は4.3%,

1964/65は7.7%, 1966/67は8.8%となっている。

⑤鉱工業生産指数は1959/60を100とすれば1965/66は214.2,1966/67は237.0,

1967/68は261.0に達した。

@ 1967 /68の初めの 9ヵ月間の輸出は23億1370万ノレピー（約4億8400万ドル〉，

前年同期のそれは21億5000万ノレピー（約4億5000万わりである。

⑦ 1968年 3月末まで， PICIC, IDBP, ADBP, HBFC，の貸付金額はそれ

ぞれ13億7710万ノレピー， 15億5700万ノレピー， 8億4000万ノレヒ。｝， 4億8370万ノレピ

であった。

v蔵相，経済事情 1967/68について説明一一ウカイリ蔵相は経済事情1967/68

を発表するにあたり，ラワ－；レピンジで以下のようにのベた。

1967/68は二つの意味で重要である。第1は1958年からの「偉大な10年」のさ

いごの年であり，経済・社会の両面で非常な発展をとげた年であったこと，第2

は1965年以降パ・イ戦争，外国援助の縮小，天候不順による不作などのための経

済的緊張がようやくゆるんだ年であったこと，の理由による。

今年の経済成長が非常に大きかった理由は農業生産の急増による。これは農民

が政府の努力により肥料，改良種子，農業，改良農機具などの主要な inputを使

用するようになったこと，およびいくつかの濯蹴計画が完成して水の供給がうま

くいったこと，天候の良好さなどのためで、ある。このためパは食糧自給を1970年

には達成しえるだろう。食糧以外の農業生産物も増産されるだろう。

工業生産も，外貨が食糧輸入にあてられ，あるいは商品援助のおくれなどのた

め輸入原料不足で、あったにも拘らず増産することができた。これは政府が，国内

原料にもとづく工業および既存の生産設備の完全利用という政策をとったためで

ある。

金融政策の面では1967年以前は国防支出増，銀行貸付金の増加などから通貨発

行高が増加したが， 1967/68には通貨発行高も減少した。

v外国援助，第3次計画の 3年間Iこ14億7400万ドル一一経済事情1967/68によ

れば，パはその第3次計画3年間に14億7400万ドルを経済援助として受け取った

という。このうち贈与は7000万ドノレ，残り 14億0400万ドルは借款である。 1965/

66から 1967/68の間，外国援助の約束額は第2次計画からの繰越も含めて 18億

8300万ドノレ（このうち債権国会議諸国からは億 0400万ドノレ，非債権国から 4億
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0700万ドノレ）となる。

社会主義諸国からの援助は同じ 3年間に 2億8600万ドルで、ある (1965年 6月以

前までは 1億3600万ドノレ）o

4 日 v外国援助についてー一一経済局政務次官 NawahJain Sadik Ali氏は国会で野

党の質問に答え，外国援助について以下のように説明した。

①パキスタンが1968年 3月31日まで、に契約した援助総額は38億2200万ド‘ルで

ある。 1958年 6月までは 3億5400万ドノレ， 1958年 7月から1968年 3月までのほぼ

10年間に34億6800万ドノレを契約している。

② ノミが1968年 3月31日までに支払った利子総額は 1億 9800万ドノレ， 1968/69

の利子支払額は5400万ドノレ， 1969/70は5500万ドノレ， 1970/71は5600万ドルになろ

フ。

③ 1668年 3月31日までの援助契約額38億2200万ドルのうち15億2200万ドルは

西パに， 8億3000万ドルは東ノξに， 14億7000万ドルは中央政府に，それぞれ西日分

された。

④ 過去5ヵ年聞に IDBP（工業開発銀行）が貸付けた金額は12億1980万ノレピ

｝で，この内5億2300万ノレピーが東ノξに， 6億9670万ルビーが西パに西日分されて

いる。

Vカナダ，タルベラ・ダムに 500万ドル一一一カナダはタノレベラ・ダムに 500万

ドノレの無利子借款を供与するもょう。

V建設資材急騰r一一Kurigramからのニュースによればセメント，鉄骨，レン

ガ，竹，木材など建設資材の価格が急騰，セメントは 1袋 10.50ノレピーだ、ったも

のが10～20ノレピーで売られ，レンガ，竹も急騰している。

6 日 l RCD運輸交通計画一一一イラン・トルコ・パキスタン RCD国 3は運輸交通

計画をたててきたが，アンカラ テヘランーカラチを結ぶハイウェーについては

1968年末か，あるいは1969年初に完成する予定だという。全長3917マイノレ。鉄道

についてはイラン側で着々と進んでおり，テヘランから Kashanまでがイランの

第4次計画 (1968/69～1972/73）期中に完成する予定。イランの Zahidanとパ

キスタンの聞の鉄道はすでに動いている（Zahidanからパキスタン国境まで約58

マイlレ）。 Kashanから Zahidanの間（325マイノレ）もできるだけ早く建設される

予定。

7 日 V新工業投資計画表発表一一 S・S・ジャフリ工業省次官は新工業投資計画表

を発表した。これは第3次計画の工業投資の優先順位を決めたもので， 1966年 4
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月の ComprehensiveIndustrial Investment Scheduleの枠の中での修正で， 154

産業の多岐にわたっているO ジャフリ工業次官の発表によれば， CIPCOC(Cen‘ 

tral Investment Promotion and Co曹ordinationCommittee）が同案作成に当り

考慮したことは国際収支，既存工業に対する輸入額であり，目的は外貨の最大限

収入，基幹産業育成，国防工業育成，農業発展と機械化，価格安定等々である。

とくに王助主パキスタンにある生産能力の有効な利用に最優先が与えられ，そのた

め既存工業の近代化が重要視される。

工業投資計画表の主な内容は以下のようになっている。

①輸出指向工業：果実・野菜・魚その他食糧の加工・缶詰工業，綿紡績・紡

糸，ジュート工業，衣類・はきもの工業，綿の ginning，ジュートの baling工

業。

② 農業に基礎をおく工業：牛乳・卵などの加工，小麦製粉業，製ノfン業，製

米業，砂糖工業，食用油・タパコ・茶などの製造業，羊毛加工業，製紙・印刷業，

セメント・煉瓦工業など。

③輸入代替工業：タイヤ・チュープ製造業，製薬業，肥料工業，化学工業，

石油化学工業，ガラス工業，製鋼工業，アルミニューム・銅などの加工業，機械

工業，農業用工機工業など。

④ 小規模工業：肉類の加工・缶詰，その他食品加工業，綿織物業，羊毛加工

業など。

7 日 V鉄鋼公社総裁に s・s・ジャフリ工業次官任命一一大統領は新たに設立する鉄

鋼公社（PakistanSteel Mills Corporation）の総裁にS・s.ジャブリ工業次官

を任命した。工業次官の兼務である。同公社は大統領の Secretariatのもとにお

かれ，カラチおよびカラパークの製鋼所をもっ。

パキスタンの鉄鋼需要は 1959/60で36万4千トンであったが1964年には83万ト

ン， 1970年には最少限150万トンを見込まれている。

V西パ鉄道予算案発表一一西ノf鉄道予算案が同議会に提出された。純利益は

910万ノレピー。

8 日 T 1968/69年度予算案発表さる一ーウカイリ蔵相は国会に1968/69年度予算案を

提出した。その要旨は以下の通りである。

① 経常収支の歳入額は68億8930万ノレピー，歳出額は43億6200万ノレピーで13億

1720万ノレピーの黒字となる。資本収支の支出額は54億5650万ノレピヘ収入額は53

億9670万Iレピーで5980万lレピーの赤字となる。この赤字は税収でまかなわれる。
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②資本収支のうち国内の資金によるもの29億6190万ルピー，外国からの資金

によるもの24億3480万ノレピーで，比率は国内：外国＝55:45となる。

③ 国防支出は24億5千万ノレピーで，前年度予算案21億8千万yレピー，同改正

案22億 3千万ルピーに比べ微増している。国防支出の経常支出総額に対する割合

は35%C経常支払から資本収支への剰余金を除いた純支出金額に対する割合は46

%になる）である。

④ 資本収支赤字の5980万ノレピーは税金でまかなわれるが，それは税制の若干

の改定による。税制の改正による歳入増・減の内容は関税の改正による 400万ノレ

ピー減，消費税の改正および免税による 350万ノレヒ。ー減， 販売税減税による 100

万ノレピー減，所得税の調整による1000万ノレピー減，郵便料金値上げによる 860万

ノレピー増， refoundablesurchargeによる 3500万ノレピー増となる。すなわち増収

分4360万ノレピー，減収分1850万ノレピーとなる。

⑤貯蓄奨励のため郵便貯金金利を1%引き上げ，DefenceSavings Certi五cates

の利子は 8%から10%へ引き上げ，郵便生命保険は 1%，年定期預金は 1.5%そ

れぞれ引き上げられた。 （詳細は特記事項参照〉

v年度開発計画発表一一一ウカイリ蔵相は予算案と同時に 1968/69年度開発計画

案を国会に提出した。それによると公共部門の投資総額は64億ノレピー（これは総

投資で純投資は57億ノレピー）で，東ノミに29億 6千万ルビー，西パに23億 9千万ノレ

ピー，中央政府支出10億 5千万ノレピーがそれぞれ配分される。この中央政府支出

を東西に分けると東パの配分は34億 2千万ノレピーラ西パのそれは29億8千万ルピ

ーで53対47の割合となる。

この計画は 1968/69年度の GNPの成長率目標を 7%としている（農業5%,

大規模工業14%の増を目標）。純投資57億ノレピーのうち31億2000万ノレヒ。ーは国内

資金で， 25億8000万ノレピー（約5億2500万わりは外国援助でまかなうことにな

っている。

Vパ債務返済と外貨収入一一一ワカイリ蔵相が発表したパキスタンの債務返済と

外貨収入は以下の通り。 （単位10万ノレピー）

外貨収入 債務返済 返収割済入合金に（%の占）外め貨る

1962/63 27,428 2,267 8.2 

1963/64 27,439 2,929 10.7 

1964/65 Z9,958 2,962 9.9 
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10.7 

1966/67 34,763 4,557 1.'3.1 

V郵便料金値上げ← 予算案にもある通り郵便料金が通常封書7パイセから10

パイセに値上げされた。その他印刷物，本などについても 5tolas 7パイセから10

パイセに値上げ，小包料金も 40tolas 50パイセから60パイセとなった。ただ、し航

空料金・書留料金，等については不変であるO

V国防費増加について一一一ウカイリ蔵相は国防費増加について，この措置はイ

ンドが年々国防予算を増加させているためやむなくとられたもので，他の国を侵

略するつもりは全くないとのべた。インド国防費の推移は以下のようになってい

る。

1960/61 28億2000万ルピー 1966/67 91億8000万ノレピ－

1962/63 ,p億3000万グ 1967/68 96億3000万グ

1964/65 83億0000万グ 1968/69 101億5000万

V西パ砂糖政策一一西ノミ政府は昭場青不足とその価格の急騰に対処するため，そ

の砂糖配給制度を政府手持の砂糖がなくなった以降は廃止し，砂糖の輸入を民間

企業がボーナス制のもとで自由に行なえるように決定した。

9 日 ，ゥカイリ蔵相，予算案について記者会見一一ウカイリ蔵相はイスラマパード

で記者会見，予算案の内容について以 Fのようにのベた。

(I) 1968/69年度予算案では貯金の利用， 投資増加，生産の増加，輸出増加

をめざしている。それにより経済開発のテンポを維持できょう。

② 現在わが国の必要としていることは農業の増産，工業の増産およびそれ

による輸出拡大策である。わが国の直面している問題は外貨の獲得であり，そ

のためにはもっと増産し，もっと多く輸出しなければならない。

② それによって外国援助への依存を少なくすることができる。 1968/69年

度予算の開発収支では収入のうち55%は国内資金， 45%は外国資金でまかなっ

ている。

③ 税制の改革は生産の増加を目指すため歳入に若ごFの犠牲が出ても経清活

動を活発にすることをねらっている。消費税，関税の改革で1950万ルピーの歳

入減となっている。

④農業，とくに食糧の増産に政策の重点がおかれるが，増産のためにはも

っと機械化することが必要であり，政府は農業機具を生産する工場に対して，

新旧やその所在地に関係なく 5年間の免税をきめている。
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10日 v東パ財界， 1968/69予算案を批判一一束ノξ ・ダッカ財界筋は1968/69予算案に

ついて以下のように批判した。

① 間接税の増加のため一般の人々の 1人当り税負担は年5.5Jレピーで，一

方金持のそれは75パイセであるO

③ 予算案では独占や寡占の発展を妨げることはできないし，東西経済格差

をなくすこともできない。また新工業設立に対する制限は東パの工業化をおく

らせてし、る。

⑥ 郵便料金（ハガキのみ）の値上げ（ 7パイセから10パ，イセに）石けん，

C. I.シート，等々の値上げは生活を脅かそうとしている。

v東パのセメント不足深刻化一一束パではセメント不足のため建設に障害が生

じてきている。政治は Chatakセメント工場の拡張計画を承認しなかったため，

事態は深刻化している。もともと東パではセメント需要の 14.5%しか自給でき

ず，残り85.5%は西パあるいは外国から輸入していた。 1668/69のセメント需要

は約 115万トンといわれ， Chatakセメント工場（前アッサム・ベンガノレセメン

ト工場）で、は最大限でわずか8万トンしか生産できず，残り 107万トンは輸入しな

ければならないのである。そのため年々 1億7825万ルピーをセメント輸入にあて

てきた。しかも第3次計画によると，東パのセメント需要は 1970/71年に 200万

トンに達すると見込まれているのである。したがって東パとしては Chatakセメ

ント工場の拡張， クリンカー工場の設立， Jaipurhatセメント工場プロジェクト

の実行が急務である。

なお東パキスタンは11月～ 4月までの乾期が建設シーズンとなっている。

11日 T 1967/68綿花生産高282万1900ベール一一農業省発表の数字によれば1967/68

の綿花生産高は282万1900ベール（長繊維263万9600ベーノレ，短繊維18万2300ベー

ノレ〕で，前年比9.7%増となっている（前年度は257万2200ベーノレ〉。綿花作付け

面積は428万1200エーカーで，前年比7.7%増である。

v西パ予算案発表一－A.S. Kirmani蔵相は西パ議会に 1968/69年度西ノf予算

案を提出した。予算表は以下の通り。

1968/69 1967/68 1967/68 
一般会計 （予算） （改正予算） （予算）

歳 入 20億6860万ノレピー 18億7179万ノレピー 19億9650万Jレピ｝

歳出 20億6476万グ 18億0662万 11 19億3380万 F

剰余金 383万 M 6516万 F 270万 P

資本収支
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開発支出 18億1825万ルビー 1:3億0370万ルピー 18億2807万ルビー

非開発支出 1633万グ 3億3744万 P 9120万か

継続支出 8000万グ 3500万 M 8000万グ

不足額 2億6000万グ 一 -2億1000万 d

計 16億5457万 P 16｛意76l3Jj グ 17億8927万グ

新予算案を議会に提出するに当り，Kirmani蔵相は“新課税は行なわれないが，

昨年課された課税は継続される”とのベた。予算金額の地域別内訳は， NWFP

1億6780万ルピー，パンジャブ6億2180万ノレピー，パハワノレプ－；レ4500万ルビー，

シンド 3億5250万ノレピーヲパルチスタン8680万ルビー，辺境地区4120万ルビーフ

カラチ 1億0810万ノレピーとなっている。

，ヵラチのパス料金改訂一一西ノξ政府はカラチのパス料金を改訂二最短距離10

パイセ，最長距離35パイセに凶定した。

V東パ鉄道予算発表さる一一束パ SultanAhmed鉄道運輸相は議会に東ノζ鉄

道予算を発表した。それによると前年度は 450万ノレピーの黒字であったが，今年

度は1790万ルピーの赤字となっている。

12日 V予算案の国会審議開始一一一国会は 1968/69年度予算案の審議をはじめた。野

党側はこの予算案を批判すると同時に政府の外交政策批判（CENTO, SEATO 

からの脱退やインドとの軍事的不均衡是正など），金融政策批判（スターリング

の切下げに伴ってパキスタン・ルピーを引き下げなかったことが輸出促進を妨げ

たことを批判〉， 国内政策批判（東パ， 両パ各州の州自治とその経済格差の是正

を行なっていないこと，政治犯の釈放をしないこと〕を行なっている。

v東パ予算案発表一一束バ Huda蔵相は東パ議会に 1968/69年度東パ予算案を

提出した。予算表は以下の通りである。

1967/68 1967/68 
（予算） （改正予算）

13億1330万ノレピー 13億1470万ルピー 14億4400万ルビー

10億3330万グ 10億5490万グ 11億5520万グ

2イ意8000万グ 2｛恵：5980万グ 2億8880万

一般会計 1968/69 
（予算）

歳 入

出歳

剰 余 金

資本収支

資本収入 l{意9430万 II 1億814071・ f’ 2億2500]j II 

中央政府割当金 19億5570万 II 19億3550万 II 21億2320万 グ

税 収 増 2000万 II 

剰 余金 2億8000万 " 2億5980万 " 2億8880万グ
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不足額 2億9000万ノレピー 7330万ノレピー 3億2700万ノレピー

収入計 27億4000万 " 24億5000万 グ 29億6400万 t’ 
ー一 一一一一一一 一一一一一 一一一一 一
資本支出 6億0900万 " 6億0800万グ 7億7780万 " 
鉄 道 19億5730万 " 10億8730万 " 20億0800万 " 
公 社公 団 1億5020万 " 1億3230万 " 1億5300万 " 
開 発 支 出 2350万 " 2240万＂ 2520万 " 

支出計 27億4000万 ” 24億5000万グ 29古意6400万 " 
V小麦生産一一パ農業省の調査（secondestimbte）によれば， 1967/68年度の小

麦生産高は 625万7000トンで，前年度最終推計額432万4000トンに比べ44.7%も

増産されると予想されている。東パでのそれは 5万7000トンで前年度5万8000ト

ンに比べ 1.7%減となっている。西パで、のそれは620万トンで前年度426万6000ト

ンに比べ増産著しい。この増産の原因は，高収量のメキシコ種小麦利用増加，肥

料・農薬などの利用，濯j蹴用水の利用，適量の雨，作付面積の拡大等が考えられ

る。作付面積については1537万エーカーで，前年度1338万5000エーカーに比べ15

%増となっている。

vソ連と農業機械供与協定一一ソ連トラクター輸出公団は西パ農業局と農業機

械37万3千ノレピー（7万8千ドノレ）を供与する協定に調印した。協定にはトラク

ター輸出公団副総裁 U.P. Khurumovがソ連を代表し，西パ側は AmirAhmad 

Khan農業省次官が代表して調印した。

13日 V野党，予算案批判一一ー野党各派は国会での予算案審議で予算案を批判，これ

は大企業の利益のための暗黒な予算で、あるとしている。野党側は予算案審議に当

仏政府の経済政策を激しく批判，とくに東西経済格差，財閥による富の集中，

について批判，さらにこれに関連して官吏の東西格差，外国援助依存の問題等に

ついても批判を集中している。

V東パ蔵相，最近10年の経済発展を説明一一M.N. Huda東バ蔵相は予算案の

説明に当り最近10年の経済発展について説明，以下のようにのべた。

① 東パの GNPは10年間に 123億ノレピーから 203億8000万ルピーに増え，

I人当り所得も 253；レピーから 302；レピーに増加した。米の生産高も 690万ト

ンから1090万トンに増加，ジュートも 600万ベーノレから 680万ベールへ，茶は

5300万ポンドから6500万ポンドへ増加した。

②発電量は 167M.W.から 490M.W.に，濯j陵地はゼロから50万エーカー

以上に，小学校数は 2万6600校から 2万8300校に，小学生数は308万人から495
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万人に，中学生は1691人から2842人に，高校生は40万人から 104万人に，それ

ぞれ増加した。カレッジは 106校，大学は2から 5校に増加している。道路網

も整備され， 6主要道路が完成， Dacca-Aricha,Dacca-Chittagongのハイウェ

ーもアメリカの援助資金で工事中である。

③ ポンドの切下げおよびスエズ運河の閉鎖は 1967/68の東パ輸出に大きな

打撃であった。 1967/68の前半（1967.7～12〕の東パ輸出は4億6000万ルピー

で，前年同期の 8億yレピーに比べ激減している。しかもジュートラジュ｝ト製

品の国際価格も前年度より約20%も低かった。

T IDA，スウェーデン， ADBPに1500万ドル援助一一一国際開発局 IDAとスウェ

ーデ’ンはパの農業開発銀行に対し 1500万ドルの援助を約束した。 この資金は長

期・中期の貸付金として使われ，濯概設備，農機具， トラクター3400台，などの

購入に使用される。 IDA借款は無利子， 50年返済。但しサービス・チャージとし

て%%。スウェーデン資金は 500万ドルで、同条件，政府は農業銀行に利子4%,

5年据おき20年間返済の条件で貸付ける。

14日 T 1966/67輸出入一一1966/67年度の輸出額は朝鮮戦争時のブームであった19

50/51, 1951/52よりも多く，史上最高に達した。 1966/67の輸出金額は 30億0510万

ノレピー（約6億4000万ドル〉で， 1950/51は25億5350万ルビー， 1951/52は20億

0850万ルビーであった。 1958/59のそれは13億2530万ルピーで， 1965/66には27億

1770万ルピーである。

輸入の方は 1966/67で51億9230万yレピー（約10億8500万ドル）で，これまでの

ピークであった 1964/65の53億7420万ルピーに次いで 2番目に大きかった。

輸出入の最近の動きは以下の通り。（100万ノレピー）

1966/67 1965/66 1964/65 1963/64 

輸 出 :3,005.l 2,717.7 2,407.7 

輸 入 5,192.3 4,208.3 5,374.2 4,430.1 

東西州別の 1966/67輸出入

東パ（1) 西パ（2) 差（（1）一（2))

輸 出 1,667.0 1,338.1 + 328 .9（東ノξの方が多い）

輸 入 1,566.0 ;3,625. 7 -2,059. 7（西．パの方が多い）

貿易収支 十 100.4 -2,287 .6 

v対西欧輸出拡大について一一－M. Riazuddin Ahmad輸出振興局副局長はヨ

ーロッパ，比国，西独，スウェーデン，デンマークに対する輸出拡大のため12項
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Hからなる促進プランを発表した。主なプランはこれら諸国の大きなデ、パートで

“パキスタン・ウィーク”を催す，西欧諸国のどこかに，あるいはハンブツレクの

自由港にショウ・ハウスをつくり，パ商品を展示する，パ商品の gradingを行な

う， handloom,handcraftのための Boardsを設立する，果実輸出公社を設立す

るなどである。 Riazuddin氏はパ貿易代表団長として，西独，スウェーデン，デ

ンマークを歴訪して帰国，カラチでこのようにのべたもの。

V東パの食糧自給達成見込について－PakistanOb的 ＂＇Verの伝えるところに

よると，東パ政府は 1968/69の食糧生産目標を1150万トンとしているが，その達

成見込は非常にくらい。というのは 1967/68の生産は目標の1140万トンに達しそ

うもないからである。計画では 1970年までに食糧の自給を達成するといってい

る。しかし1970年の需要最は1211万トンと予想され，生産高は1088万トン程度と

みられるのである。

1968/69年の米のうち， Aus米はすでに植えられていてこれから追加すること

はできないとすれば Aman米と Boro米の増産をしなければならない。 Boro米

には IRRI米の作付が予想されているが，そのためには大量の投入物（肥料・農

薬など）を必要とするが，その肥料生産すら順調でなく，需要をまかないきれな

いとみられているのである。

15日 金・外貨準備一一ウカイリ蔵相は国会で‘パの金・外貨準備額について触れ，以

ードのようにのべた。

① 1957年末のバの金・外貨準備は 14億7413万5082.75！レピー（約3億 1000

万わけであったが， 1968年12月末のそれは 11億2820万4647.54ルピー（約2

億3800万ドル）になった。

③外貨内訳は以ドの通り。

1957. 12. 31 （アンナ） 1967. 12.31（パイセ）

金 1億1334万1190.88 2億5240万9247.47

外貨（中央銀行発券部） １１億９９８３万６２００．４７ 8億0473万2053.93

グ（中央銀行銀行部） 1億6095万7691.149 7106万3346.54

計 14億7413万5082.140 11億2820万4647.54

' 3月の卸売物価下る一一統計局の調査によれば3月の卸売物価指数は前年度

に比べ 12.52ポイントも下っている。

, EPIDCの2プロジェクト延期一一－EPIDCの 2プロジェクト（ゴラサーノレ肥

料工場，チッタゴン三重過リン酸肥料工場〉が計画よりも費用がかさむことが予
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想、され，プロジェクトの完成が延期されるものとみられている。ゴラサ－；レ肥料

工場の当初費用 (1964年〉は 2億4170万yレピーであったが，現在2億7000万ノレピ

ーに達するとみられている。

16日 Vソ連鉄鋼専門家， 7月に訪パ一一ソ連の総領事 V.F. Stukalinは西パのカ

ラパーク鉄鋼計画の調査のため 7月中にソ連から high-levelな鉄鋼専門家がパキ

スタンを訪問するだろうとのべた。

Vマレーシア首相，パの貿易代表団を招請一一一マレーシアのラーマン首相はロ

ンドンに行く途中カラチ空港に 1時間立ち寄り， “わたしはパキスタンとマレー

シアの聞に政治的対立があるとは思わない。クアラノレンプーノレとイスラマパッド

の関係は正常であり，したがってパ・マ聞の貿易拡大には何の問題もない”との

ベた。また後ノξキスタン政府に対し貿易代表団をマレーシアに送るよう招請，マ

レーシア代表団も近く訪ノfするだろうとのべた。またマレーシアはクアラノレンブ

ール近くに，マレーシアとパキスタン合、弁のジュート工場を建設する計画につい

て，パ政府の承認を待っている，とのベた。

17日 Vパキスタンの製鋼所建設計画について－S・S・ジャブリ工業次官はカラ

チ商工会議所で、パキスタンの製鋼所建設計画について，要旨以下のように説明し

TこO

① カラチ製鋼所は公共部門と民間部門の双方が関与する“mixedpattern” 

のものにする。そのため製鋼所建設計・画そのものは公共部門に入れられるが，

その資本参加は民間部門にも同等の権利を与える。

② カラパーク製鋼所もカラチのそれと同様にしたい。これら二つのプロジ

ェクトは全く別々に運営されるが，しかしもしこの計画が連絡をとりながら発

展することが必要とされるならば，一つの統制機関のようなもの，すなわち公

社が設立される必要がある。

③ カラチ製鋼所はパの工業力，経済力を象徴するものであり，早急に完成

させなければならない。民間企業は鉄鋼の最少限基本となる需要を国内で満す

ことができるようにするため協力して欲しい。この計画は一つや二つの企業グ

ノレープによって完成されるのではなく，他の企業も完成に参与して欲しい。し

かし政府はたとえ民間部門から十分な資金が集まらなくても失敗するわけには

いかないと考えている。

④ バ政府は PakistanSteel Mills Corporationを設立した（総裁はジャフ

リ氏〕。これは政府が鉄鋼工業を設立する責任をあきらめることができないし，
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すべきでないと考えているためで、ある。この目的はパキスタンの製鋼業を統一

し，調整をとりながら発展させることにある。と同時に民間企業に対し鉄鋼

計画に多く参加することを求めるためでもある。

⑤ 政府は民間部門がカラチ計画に参加することを希望している。

21 B V経済調整委，農業所得の貯蓄・投資への指向を検討 内閣の経済調整委

Economic Co-ordination Committeeは計画委員会のもとに研究委員会をつく

り，豊作による農業所得を貯蓄・投資にむけさせる問題について検討した。この

研究委員会は大蔵省，食糧・農業省，中央銀行，州政府からの代表で構成される。

調整委員会はまた小麦の政府買上げ制についても検討した。すで、に小麦37万5

千トンが政府の固定価格（ 1モーンド17ノレピー）で買い上げられているという。

V東西 1人当り国民所得一一一計画局政務次官の NawabJam Sadiq Ali氏は東

西パキスタンの 1人当り国民所得を以下のように発表した。

東パ 両パ さA巴ノ、0 東パ 西パ ヲ入主ノ、。

1959/60 278 3n6 1963/64 308 419 398 

1960/61 286 374 :362 1964/65 303 439 405 

1961/62 294 387 373 1965/66 309 447 413 

19G2/63 285 405 377 1966/67 313 463 425 

V東パ物価上昇－Satkhiraからのニュースによれば同地の物価はかなり上昇

してきている。一般の人々の主要な食物である米と魚の価格が急昇，野菜類も値

上りした。米価は上質米で 1マウンド42～45；レピー，一般用で、40～42ルビーとな

っている（政府の買上価格は38ルピー〉。

vソヲ東パ重電機工業建設計画立案に参加ーーソ連は東パの EPIDCと，チッ

タゴンの北 Patengaに GeneralElectric Manufacturing (GEM）を建設する計

画立案に対し協力する協定に調印した。このプロジェクトは 1億 2千万ルピー

（外貨分5千万ノレピー）で，ソ連が技術・資金の両面に亘って援助することになっ

ている。完成は1970年末で，スイッチ・ギア，モーターなど重電機関係の生産を

行なう。近くソ連から専門家が東パを訪ね，調査する予定。調印者はソ連組iJy 

Krasavin経済担当領事補，パ側は HasanAhmad EPIDC次官。

T AID，東パ港湾設備近代化のため 600万ドル一一…AIDは東ノfのチャノレナ・チ

ッタゴン港の港湾設備を近代化するため，総額600万ドルを援助すると発表した。

チヤノレナ港は 260万ドル，チッタゴン港は 340万ドル。条件は10年据置き40年返

還，利子は据置期聞が%%，以降2%となるO
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22日 v東パ肥料需給状況一一東ノξにおける肥料の需要は年々増加しており，それに

供給が間に合わないでいる。肥料需要は1967/68で35万4千トン， 1968/69で45万

5千トン， 1969/70で53万5千トン， 1970/71で69万2千トンと予想されている。

一方生産の方はフェンチガンジの尿素肥料10万6千トンでしかない。政府はこの

ギャップを埋めるため EPIDCを中心に四つのプロジェクトを計画している。

①ゴラッサーノレ肥料工場（尿素肥料〉，②三重過リン酸工場（チッタゴンNo.1),

③同 No.3, ④アンモニューム硫酸工場（フェンチガンジ〉。 これら 4工場の総

費用は 2億7千万lレピーで，生産量は50万4千トン。

vソ連から砂糖輸入一一パ貿易公社（TCP）が買い付けたソ連砂糖8800トンが

カラチ港に入った。この砂糖の販売店は 6月24日までに入札できめられる。さら

にソ連から 1万1200トンが8月初に入る予定で，ソ連からの砂糖輸入は2万トン

になる。そのほか英国から 1万トン入る。

23日 V東パ， l人当り食糧－PakistanObserverによれば東ノξキスタンの 1人当

りの食糧供給は下表の通りである。 1967/68の東ノξの米の輸入量は31.6万トンと

推計されており，そのうち16.7万トンは西ノ効瓦ら， 10万トンは中国から， 4.6万

トンはピノレマから輸入されるものとみられている。小麦の輸入量は 70万トン，

1968年 3月までにアメリカから PL480により 59万8千トンg オーストラリアか

ら2万トンが輸入されている。

人（（推万計人口） ） 
供給量 需要量 （ポ1り人食ン糧当ド） 指i6g数0と／6す1=る
（万トン） （万トン）

1960/61 5,519 904.0 900.4 366.91 100 

1961/62 5,667 911.6 924.6 360.30 98 

1962/63 5,816 914.1 948.9 352.04 96 

1963/64 5,970 998.0 974.0 374.04 102 

1964/65 6,128 1,006.2 999.8 368.06 100 

1965/66 6,295 1,020.7 1,027.0 363.10 99 

1966/67 6,472 960.8 1,055.9 332.86 91 

1967/68 6,650 1,051.5 1,084.9 357.28 97 

24日 V「国際通商における民間企業」に関する会議聞く一一パ商工会議所連盟主催，

パ・ジュート協会，パ・ジュート工場協会協賛による「国際通商におげる民間企

業」に関する会議がダッカで聞かれた。会議は 2日間の予定。会議では Huda東

パ蔵相が演説，パキスタン経済発展の中で民間企業の果した役割を高く評価，今
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後とも民間企業と公企業が協力して経済発展に励むよう要請した。

V農業機械化のための委員会設立一一ドーハ農業食糧相はダッカで記者団に対

し，政府が農業の機械化の可能性を検討するための委員会を近く設立する旨発表

した。

25日 T Taxilaに中国援助による技術訓練所開設一一Taxilaに中国援助による技術学

校・訓練所が開設され， 駐バ中国大使 HsuYing氏を迎えて閉所式が行なわれ

た。これは中国が Taxilaに重機械工業を設立するに当って必要な技術者養成を

目的としたもので， WPIDCの A.M. K. Mazari議長も出席した。

' 「商業週間｜はじまる一一25日から 7月1日までの「商業週間」が始った。

26日 Vソ連から力ラパーグ製鋼所計画調査団訪パ一一ソ連からカラパーク製鋼所計

画に関する調査団（団長 V.M. Zabelin, 10人〉がパキスタンを訪問した。調査

団は資料の収集その他に必要な限りパに滞在する。

27日 v力ラチ製鋼所計画について カラチ製鋼所建設計画（11億ノレピー〉は公企

業として実施に移されるが，民間資本の参加も認められる。この計画に参加する

とみられている民間資本は NationalSteel of Pakistan Ltd., Industrial Manage-

ment Ltd.でそれらの理事会メンパーは以下の通りである。

National Steel of Pakistan Ltd. 

取締役 Ghulan Farque （前商相〉

理事 SyedWa!jid Ali, Mian Mohammad Bashir, M. A. Rango・

onwala, K. M. Muner, A. Wahed Adamjee, Ahmed Dawood, 

Raflque Saigol. 

Industrial Manegement Ltd. 

取締役 Amir Ali Fancy 

理事 JimmyH. Fancy, Noor Ali H. Fancy K A. Waheed, M. 

R. Zaman 

' 5月の消費者物価指数一一中央統計局発表によれば，カラチの工業労働者の

消費者物価指数は 1959/ 60 = 100として 127.70になった。これは4月のそれより

1.10ポイント高く，前年同期より0.49ポイント低い。

全指数

食糧

衣類
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1968.5 前月 比 前年同月比

127.70 

134.78 

112.70 
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住居

その他

124.76 

118.19 -1.52 
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十0.14

-1.92 

v全国教科書・出版公社設立－Q.U. Shahab文部省次官はラワーノレピンジ

で記者会見，全国教科書・出版公社 NationalText七ookιandPrinting Corpora-

tionを設立する旨発表した。これは閣議によって決められたもので，公社は政府

出版物の印刷，教科書の印刷を行なう。本社はイスラマパッドにおく。

29日 V中央政府予算案，国会を通過一一国会は 6月9日以来の予算討議を終え， 19

68/69年度予算案を可決した。

v東パ物価上昇一一Pakist仰 Observerの伝えるところによると東パでは最近

物価上昇が目立っているという。ダッカ市では米価が急に上り， Iマウンド当り

Balamで48ノレピーになっている（それまでは44；レピー〉。 1ヵ月前は42.50；レピー

であった。チキンも値上りし， 1シーア当り 3.75Jレピー（ 1ヵ月前は 2.75ノレピ

ー〉，マトンは 1シーア 4Jレピー，牛肉は同2.50ノレピーで値上りしている。

f EPIDC, 2公社を払下げ一一EPIDCは Muslim Cotton Millsと Rajshahi

Sugar Millsの2公社を民間資本に払い下げると発表した。 MuslimCotton Mills 

は東パ公社の中の唯一の綿工業であったが GulBakhsh Bhuiya, Gawsia Cotton 

Spinning Mills 〈ナラヤンガンジ〉に2500万ノレピーで払い下げられる。 Rajshahi

Sugar Millsの方は NasirBrothers （ファリドプーノレ〉に， 1500万Jレピーで払い

下げられる。これら4000万fレピーのうち1500万ノレピーは両社が出資し，残り2500

万ノレピーはパ投資公社（ICP）が出資する。

f AIDと2援助協定一一パ政府は AIDと2援助協定に調印した。一つは 97万

ドノレで保健衛生計画（東ノ勺に，もう一つは 680万ドルでマラリヤ撲滅計画に使

用される。

vフランス，対パ援助増額一一－M.M. Ahmad計画委副議長はカラチで記者会

見，対パ援助について以下のようにのベた。なお同副議長は 6週間に亘り援助供

与国を訪問して帰国した。

① フランスは対パ援助を50%増額，その条件も緩和するようになろう。フ

ランスの年援助額は1000万ドノレで、あったが， 1500万ドルになる。うち1000万ド

ノレはプロジェクト援助， 300万ドノレは商品援助， 200万 F；レは小規模機械類の

輸入にあてられよう。

② 借款の返済について援助の50%は20年，その他フ。ロジェクトについては

23年，平均返済期限は17年で，これまでの10年より好転しよう。
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③ 利子については援助の半分は商業ベ｝ス，残りは以前の5.2%に反して

3.5 o/oとなり，平均4.5～4.75%となる。

30 B Vパキスタンの金融事情一一一PakistanObserverはバの金融事情について要旨

以下のように発表した。

中央銀行所有の金・ドノレ・スターリング貨保有高は年々減少し，一方通貨発

行高は年々増加，保有高に対する通貨発行高の割合は年々悪化しているO 金・

ドノレ・スターリング償保有高と通貨発行高の動きは以下の通りである。

（単位 1,000万ノレピー）

年． 保有高 通貨流通量 年 保有高 通貨流通量

1948 141.61 261.64 1958 76.58 545.25 

1949 98.02 262.07 1959 122.72 571.80 

1950 94.16 288.93 1960 129.40 612.86 

1951 148.17 267.62 1961 113.30 617.53 

1952 60.61 314.07 1962 118.41 648.58 

1953 68.89 348.22 1963 132.80 741.13 

1954 63.10 375.41 1964 104.28 870.18 

1955 115.62 334.52 1965 98.97 949.57 

1956 126.29 386.41 1966 93.93 1,088.74 

1957 102.14 518.50 1967 75.89 1,059.66 

(19平48均～57) 101.86 335.74 1968 81.64 1,070.49 

(19平58均～68) 104.36 797.80 
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l 日 アユブ大統領月初放送一一アユブ大統領月初放送要旨以下の通り。

① 前年度経済の特徴は農業において画期的な時期が始まったこと，工業生産

の拡大，輸出拡大，物価の安定などである。食障の増産はなかでも非常に著しく，

1年間に 340万トンもの食糧（米麦〉が増産された。これは独立後10年間の増産

分が 120万トンにすぎないのに比べれば非常に大きな数字である。

⑦ とくに注目すべきは東パの経済開発のテンポが西ノfより高かったことであ

る。今年度予算では地方交付金のうち21億2千万yレピーが東ノξに， 15億1千万yレ

ヒ。ーが西ノξに阻分されている。これにより東ノfは一層発展しよう。

③ 開発計画の実施はある程度外国援助の額によって左右される。パ債権国会

議国はワシントンで、聞いた会議で，われわれの要求5億5千万ドノレを基本的に承

認した。また援助条件の緩和についても承認Lている。

CD 予質実の中で注目すべきは，政府機関に働く労働者に共済保険制度をもう

けること，および工業労働者の救援基金制度をもうけることのこつが提案されて

いることである。後者の場合，会社の利益の 2.5%が基金にくみ入れられ，会社

の所有者と労働者代表によって運営される。

T NAPモスクワ派，新委員長選挙一一一NAPモスクワ派は東西両パキスタンよ

り170人の代議員を集めてペシャワールで党評議員会を聞き，全 NAPの委員長

に KhanAbdul Nali Khan氏を選出した。書記長は MahmudulHaq Usmani 

氏。 （これで NAPは全国，州、！ともに完全に分裂し，それぞれ執行委をもつこと

になる。〕

v西パ NAP役員選挙一命－守

3日間にわたる会議の後役員選挙を行なし、，同委員長に MahmudAli Qasuri氏

を選出した。書記長は GhausBaksh Bizenjo氏で，副委員長には AmirRada 

Khan, Abdul Majid Sindhi，書記には Azizullah, Khan Rozdar Khan，がそ

れぞれ選出された。

v訪ソ・パ軍事代表団，空軍基地訪問一一一訪ソ中のバ軍事代表団はモスクワ近

くにある空軍基地を訪問した。
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V力ラパーク製鋼所計画のソ連調査進む一一カラパーク製鋼所建設計画に関す

るソ連専門家チームの調査は順調に進行中で，調査が終了してから 6ヵ月以内に

報告書が出されるものとみられている。ソ連の調査団はさきに行なった西独から

の調査団の報告書も参考にしている。ソ連専門家チームは鉄鋼，石炭，一般建築，

運輸，電気，鉱業等々に関する専門家からなり， 団長の V.M. Zabelin氏は経

済学者であり，技師でもある。さらに給水および地質学専門家も近くソ連から到

着，調査団に加わる予定。

' 5月の輸出一一中央銀行発表の数字によると 5月の輸出額は前月比730万ル

ピー増，前年同月比 110万ノレピー増となっている。また1967年7月から1968年5

月までの11ヵ月についてみると26億9750万ノレピーで，前年同期26億0630万1レピー

にくらべかなり好転している。 5月中の輸出品目，金額をみると原綿6680万ノレ

ピー（23.88%〕，ジュート製品5370万ルピー（19.21%〕，ジュート4820万ノレピー

(17.23%），綿製品2130万ノレピー（7.63%），綿布2020万ルピー（7.23%〕，次い

で皮革，米，魚，羊毛，スポーツ用品など。

2 日 V会社利益法案について一一政府は 6月末会社利益法案 CompaniesProfist 

(Workers Participation) Bill 1968を国会に提出したが，同法案について Kazi

Anwarul Huque労相は次のようにのべた。

この法案は会社が純利益の 2.5%を基金として積立て，労働者の利益のために

使うことを目的としたもので，基金は労働者に属し，その運用にも労働者代表が

参加する，法案の意図するととろは以下の点である。

① 生産性向上のためには，雇用主と労働者の健全かっ安定的関係が必要なこ

と，

③ 経済発展のためには労働争議のないことが重要であり，労使間の紛争は交

渉による話合いで解決されねばならない。正当な賃金の決定は最も重要なこと，

③ 労働者は社会的楽しみを与えられねばならない。そのためには彼等の労働

条件を改善するため保健，教育，レクリェーション，住居などが必要なこと，

③ 労働条件，生活条件改善のため，調査や統計調査が必要なこと，

③社会福祉は国だけの責任ではなく，会社もまた労働者の福祉に貢献しなけ

ればならないこと。

vアルシャド・フセイン外相， トルコ・イラン訪問に出発一一アノレシャド・フ

セイン外相は， トルコ・イラン訪問のためカラチを出発した。訪問は10日間の予

定で，外相になってから初めての公式訪問である。
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V南鮮総領事，パ商工会議所連盟を訪問一一南朝鮮総領事 KyuSung Leeは

カラチのパ商工会議所連盟を訪ね，両国の貿易拡大，合弁企業について話し合っ

た。南鮮はパに対し尿素肥料， Plywood，電機部品，農機具等を輸出でき，パか

らはジュート，綿，綿布，ジュート布，ジュート・カーペット，皮革，米，毛髪，

その他を輸入できるとのべた。

vカナダ， 3600万ドル援助一一一カナダ政府は 1968/69年度援助として3600万ド

ソレ供与すると約束した。この資金は電機製品製造工業，原子力発電所計画，火力

発電所計画等に投下される。

V東パに第2の製鋼所建設計画一一s. s .ジャブリ工業省次官・鉄鋼公社総

裁はカラチで記者会見，東パに第2の製鋼所を建設する計画であることを明らか

にした。新製鋼所は50万トンの生産能力をもつものになるという。記者会見での

発言要旨は以下の通り。

① カラチおよびカラパーク製鋼所建設に対し，政府は社会主義国も含むす

べての国の投資を総投資額の20%まで認めるつもりである。

② パ鉄鋼公社 PakistanSteel Mills Corporationは7月 1日会社法にもと

づき公式に登録された。これにより 1972年までに総工費30億ノレピーの 2鉄鋼所

建設の第一歩を踏み出したわけで，これらの年生産高は 200万トンになる。

③ これら製鋼所は初め公社として発足するが財政上およびその他必要なも

のが整い，民間部門の投資が行なわれるようになれば，民間に移され， Public

Limited Companyになるだろう Q

⑨政府はカラチ製鋼所計画に関し，これまで同計画に関心を示してきた

National Steel Millsと IndustrialManagement Ltd.の2社にそれぞれ総経

費の20%を投資するよう提案してし、る。

V農業開発銀行，資金不足一一パ政府の経済諮問委員会は農業開発銀行ADBP

の資金に関する報告書を政府に提出したが，それによるとこの ADBPは資金不

足に悩んでいるという。 1967/68にADBPが計画した資金貸付額は 2億ノレピーで

あったが， 1968年 3月末現在の貸付金は 1億2470万ノレピー（東パに 4700万ノレピ

ー，西ノミに7770万ルピー〉にしかならず， 6月末まで貸付けが出るとしても，予

定より 20～25%不足ということになる。これは貸付金が不足して貸付けられない

ためであるという。

3 日 Vラホールで農民デモーー一政府はさきごろ PunjabとBahawalpurの国有地を

土地のない 200万の農民および小規模な土地しかもたない 400万の貧農に対し公
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開入札で売却することをきめたが，この決定に反対する農民がラホールに集まり，

主要な通りをデモ行進した。反対の理由はこれら国有地が売却されるとすれば，

公開入札で買うだけの力をもっているのは土地のない農民や貧農ではなく，資本

家や官吏であって，彼等がそれらの土地を独占するというもの。

V新駐印・パ高等弁務官，インド大統領に信任状提出一一ー新駐印・パ高等弁務

官 SajjadHyder氏はインド大統領に信任状を提出，パ・イ両国間の相互理解を

深めることの必要性を強調した。

Vソ連紙，インドの回印紛争を批判一一ソ連のイズベスチャ紙は，最近インド

各地で瀕発しているコミュナノレ紛争についてこれを批判する記事を掲載した。

V東パ物価事情一一政府統計によれば東ノミの主要品の物価変動は以下の通り。

米：中質米の価格は 1967/68で 1965/66に比べ33%も上昇している。上質米は

1965/66で1マウンド4'2～43ノレピー，中質米は411レヒ。ー，下級米は36.75！レピーで

あったものが， 1968年6月末にはそれぞれ48ノレピー， 42.50yレピー， 40.01レピー

となっている。

食用油： 1968年3月までのからし油価格は 1マウンド180～200ノレピーであった

が， 3月以降は下りはじめ， 6月には 1シーア 3.5；レピーとなった。

茶・砂糖：茶の価格は1966年6月から1967年3月まで上昇傾向にあったが，そ

れ以降下がっている。砂糖は 1966/67の聞に 1マウンド 61.8～79ノレピーの間であ

り，現在は65.60～73.60ノレピーの問になっている。

肉・魚・卵・野菜：マトン，牛肉，卵などは 1967/68に上昇し，現在牛肉は 1

シーア当り 2.5ルピー，マトンは3.50ノレピーになっている。魚・卵も値上りし，

卵は4個で62パイセ。

医薬品：医薬品の価格は比較的安定的であった。

建築資材： 1967/68のそれは前年比 10～30%も値上りした。とくに ironrods 

timber, c. i.，セメント，煉瓦の値上りが目立っている。

衣類：綿製品の価格は 1967/68に上昇傾向を示している。 （PakistanObserver 

1968. 7. 4) 

Vチッタゴン製鋼所の生産物と輸入品の関係一一ーチッタゴン製鋼所経理課長

Kamal Z. Islamは東ノf経営者協会を中心とする見学者（経営者など40人〉に同

製鋼所生産物と輸入品の関係について説明，現在のような税制のもとでは，国産

品目は輸入品より安くできる保証はないとのベた。その理由として，①チッタゴ

ン製鋼所は 2重に消費税を払うこと。第 1段階はインゴットの段階で，インゴツ
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トが生産される毎にトン当り 90ノレピーの消費税を払い，第2段階はそのインゴッ

トを使って生産された完成品についてトン当り 25；レピーの消費税が課されるこ

と，③製鋼所は年間7400トンの銑鉄を輸入するが，この輸入が政府貿易公社に完

全に移ったため，その輸入価格がトン当り 295ノレピーから 525ノレピーにはね上っ

たこと，③その他原料の輸入についても15～80%もの関税を課せられること，の

三つをあげている。

4 日 vインドの弁護士， ムジブjレ・ラーマンを弁護－ TheTimesの伝えるとこ

ろによれば，インドの指導的弁護土たちは Agartala陰謀事件で拘禁されている

ムジプツレ・ラーマンその他被告の弁護を申し出たという。またThomasWilliams 

労働党議員も弁護のためダッカ訪問を準備中であるという o

v北鮮代表団訪パ一一北朝鮮総領事代表 BakChon Sokはイスラマパードで

記者会見， 北朝鮮からKangRyang W uk最高人民会議常設委員会副委員長を

団長とする代表団一行が 7月11日からバを公式訪問すると発表した。

vパ，非核保有国会議に参加 ノミキスタン政府はウ・タント国連総長の招請

をうけ， 8月29日から 9月28日まで、ジュネーブで聞かれる予定の非核保有国会議

に参加すると発表した。この会議の主要な議題は，核攻撃に対する安全の問題お

よび核の平和的利用の利益をどの程度享受できるかという問題である。

V輸入タイヤ・チューブIこ12.5%追加税一一政府は国内工業を保護するため輸

入した自動車用およびトラック用のタイヤ・チューブにさらに12.5%加税すると

発表した。これら商品関税はすでに75%となっており，これで87.5%となる。

V西パ 1967/68綿花生産一一西バの 1967/68綿花生産は 280万7300ベールで前

年度260万4800ベールを 7.8%も上回った。作付面積は 424万5200エーカーで，

前年度400万3300エーカーの 6%増。

5 8 T WPIDCから米・中に経済代表団一一WPIDCは米・中に経済代表団を送った。

中国にむけての代表団は M.A. Basith同公社鉄鋼・重工業部門部長を団長とす

る3人で， Taxilaの重機械工業建設に要する機械類の援助調印に行く。 もう一

つの対米代表団は S.M. Nasim理事を団長とする一行で， IDA資金により Sui

ガスのパイプライン延長に関する資金供与とりつけを目的としている。

▼新工業投資表に対する批判―――――Pakistan Observerは政府の民間投資は対象

とする新工業投資表について，要旨以下のように論評している。

① 政府の新工業投資表はパの異った地域が直面している経済的問題（すなわ

ち東西経済格差〉を十分考慮に入れていない。
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③ 例えば東パの工業家は運輸および建設に投資することを希望しているが，

投資表にはこれら部門はない。また東パはメリヤスや羊毛工業に投資しようとし

ている。しかし投資計画表によれば，東ノξで、はこの部門への新投資は 300万ノレピ

ーまでに制限されており，近代化のための投資は 100万ノレピーまでに制限されて

いる。 （西ノζはそれぞれ450万ノレピー， 150万1レピー〉

③ 肥料については東パに 3億5千万ドノレが割り当てられている。しかし東ノξ

では肥料工場は EPIDCにより公共部門として行なわれていて，この新投資割当

は意味がない。一方西ノζで、は肥料工業への民間投資は意味が大きい。民間部門で

は肥料に 9億5千万ノレピー投資している。

④ 外国からの借款という形での外貨は，大部分大企業によって使われてしま

い，他の中小企業は使用できない。こうして外貨が不足するため第3次計画の 3

年間，東パには綿織物工場やジュート工場が建てられなかった。

⑤ 綿織物工業については東ノ勺こ 5億2千万ノレピー，西パに 5億 1千万ノレピー

の新投資が割り当てられている。しかし近代化および買替えなどのための投資が

両パには Z億4千万ノレピー認められているのに，東ノξには 1億0350万ノレピーしか

認められていなし、。

⑥ 東パは以前から石油化学工業に関心をもっていた。新投資計画去はこの部

門に優先権を与え 4億4千万／レピーの割当をしているが，これはすべて西パに対

してである。

⑦ 以上のべたように東西両州はそれぞれ別の経済条件のもとにあるのであっ

て，工業政策・輸入政策もまた，州、lの実情に合わせて，別々につくられねばなら

ない。

6 日 Vプット氏，訪米か一一プット氏はアメリカの StanleyFoundationの招きで

6月22日から訪米中であるとみられている。期間は 1ヵ月。またブ、ツト氏は旅行

に要する外貨を中央銀行から引き出していないという。 （Dawn1967. 7. 7) 

vヌールル・アミン，大統領の交替を規定するよう要求一一ヌーノレル・アミン

野党代表はラホーノレの弁護士会で、演説，今回の大統領の病気のような事態が起っ

た場合，権力の空白が政治的混乱を起す恐れがあるとして，大統領の交替を憲法

に明確に規定するよう要求した。

Vインド， Agartala陰謀事件に無関係と主張一一一インド政府は 5日！駐デリー・

パキスタン高等弁務官に覚え書を手交し，インドはいわゆる Agartala事件に何

ら関与していないとのべた。これに対し 6日，パキスタンはこの覚え書を拒否，
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インドが関与したことは事件の調査から事実により証明されている，との態度を

明らかにした。

V訪ソ軍事使節団，コスイギン首相と会見一一訪ソ中のパキスタン軍事使節団

（団長ヤーヤ・カーン陸軍最高指令官）一行は 6日コスイギン首相と会見したo

v工業相に AjmalAli Chowdhry氏 アルタブ・フサイン工業相が辞任して，

空席となっていた工業相のポストに AjmalAli Chowdhry氏（54才）が任命され

た。同氏は東ノξ Sylhet山身の国会議員で，無所属として当選している。インド

の独立運動に参加し， 4ヵ月拘禁されたことがある。

（丹：） Ajmal Ali Chowdhry氏のプロフイーノレ。

1914年 Sylhetに生まれる。名門の出身で Sylhetと Benarasで教育をう

ける。

父の故 KhanBahadur Amjad Aliは著名な法律家で， 1921年からは In-

dian Legistlative Assemblyの議員となる。母方の叔父，父方の叔父ともに

法律家がおり，あるいは官吏をしている。

A. A. Chowdhry氏は 1937年に MLに加盟， 1940年のラホール決議に

Sylhet代表として参加している。アリ・ジンナーとも親しく， 1946年ジン

ナーが Sylhetを訪ねたとき同氏の所に宿泊している。同氏はベンガリ‘ゥ

ルドゥ，英語を話す。

7 日 v東パ洪水悪化一一束パの洪水はさらに悪化， Rangpur地方も洪水となった。

すでに17地方のうち 9地方（Dacca, Faridpur, Rajshahi, Pabna, Rangpur, 

Bogra, Mymensingh, Khulna, Barisal）が洪水となり， 6千平方マイノレが被害を

うけている。チッタゴンにも57時間に11インチにも達する雨が降孔洪水の危険

がでできている。

V トルコと共同コミュニケ一一一トルコ訪問中のアノレシャド・フセイン外相はト

ノレコの IhsanSabri Caglayangil外相と会見の後共同コミュニケを発表したO こ

の共同コミュニケは，ジャム・カシミーノレの民族自決権の支持，中近東問題の解

決，キプロス問題の解決， RCDの発展等についてのものである。

8 日 V東パ洪水一一東ノξの10主要河川の水位が雨のため上り， 17地方のうち10地方

が洪水の被害をうけている。そのため Doha農業・食糧相は FAOに対し，東

パに食糧の緊急援助を行なうよう要請した。この洪水で、被害をうけるのは Aus

米とジュートで， Amanもその田植えを前に被害をうけるものとみられている。

vアルシャド外相帰国一一アルシャド・フセイン外相はトルコ訪問を終え，ヵ

ラチに帰国した。イラン訪問の予定は外相不在のため中止された。空港で外相は
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トルコ訪問について「この訪問の結果には満足している。われわれは国際問題に

ついて話し合い，完全に意見の一致をみた。 CENTOについても話し合ったが，

トルコ政府は CENTOに対するパの立場を理解してv、る」とのべた。

, WPIDC，ムルタンに大肥料工場 WPIDC西パ工業開発公社はムノレタンに

総工費2億4千万ノレピーの肥料工場を建設する計画である。生産能力は年60万ト

ンの硫酸アンモニュームO このうち 50o/oの肥料は PakistanNational Oils (PN 

0）が配給を担当jずる。これで WPIDCはダウドケノレ， リアノレプーノレ，グジャラ

ンワラ，ムルタンに肥料工場をもつことになる。生産総量は硫安10万トン，尿素

6万トン，硝酸アンモニューム10万トン，その他5万4千トンとなっている。

9 日 Vソ連，パ・イ紛争の平和的解決を要請一一ソ連のポド‘ゴノレヌイ議長は訪ソ中

のインド大統領と会見，パ・イ紛争を平和的方法で話合いにより解決するよう訴

えた。

vソ連の対パ軍事援助について，ガンジ一首相発言ー ソ連がパキスタンに対

し軍事援助を約束したらしいとのニュースについて，インドのガンジー首相はカ

ノレカッタで「インドはソ連がパに対し非殺傷用武器を供与したとしても，その対

ソ政策をかえるつもりはないJ。「どのような国でもどこかの国から援助をうける

のは自由であり，我々が干渉すべきことではない」とのべた。一方ユューデリー

では7月 6日にコスイギン首相からガンジ一首相宛の書簡をうけとってL、るが，

公式発言はない。

10日 vソ連の対パ軍事援助一一一TheTimes of India (7 .11）のモスクワからの報告

によれば，ソ連はパキスタンに対し雫事援助を約束したもようである。ソ連の援

助内容は発表されていないが，防衛用のものに限られているもようで，内容とし

ては地対空ミサイル，対空・対戦車砲，通信用設備，中国製 MIGやタンクの主

要部品，弾薬等が含まれているという。但しパキスタンが要求していた戦闘機ラ

空対空ミサイノレ，戦車，小銃などは拒否されたといわれている。

これはパ陸軍最高指令官ヤーヤ・カーンを団長とする軍事使節団の訪ソできめ

られたもので，同指令官はソ連に対L，近くソ連の軍事代表団がパキスタンを訪

問するよう招請，同時にパ空軍代表もソ連を訪問することがきめられたもよう。

パキスタンは現在ミラージュ匝 3～5機， F 104スターファイター迎撃機2中

隊，サンダーチーフ， MIG19 4飛行中隊， F86 Sabre jct 5飛行中隊，中国製

IL28軽爆撃 1飛行中｜泳 CBOB2輸送中隊，等々の飛行機をもっており，もし

ソ連が SU7戦闘爆撃機を援助すれば，空軍力ではインドよりパが優ることにな
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るという o

vアブドラ，インド非難一一シェイク・アプドラはボンベイの週刊紙“Hi・nimat"

記者とのインタビューの中でインドを強く非難，以下のようにのべている。

インド政府はカシミ－；レの植民地勢力となっており，カシミーノレを軍の力で占

領し支配している。まるでイギリスの最も悪いところだけを継承しているようで

ある。カシミーノレ問題の解決はニューデリーの現政権では不可能のように思われ

る。インドの占領に対し日々カシミールの人々の不満が高まっており，革命的行

動にその解決を求めるようになるかもしれない。こうしたことになることを希望

していないが，もし現政府がこれまでと同じ様な政策をとり続けるならば，人々

の暴発を阻止することは不可能である。カシミーノレの自決を要求するのは，地域

主義からきているのでも宗教的なものでもなく，カシミ←ノレ人民の民主主義的原

貝ljによっているのである。

▼世銀・ IFC，西パ肥料工場に借款一一世銀・ IFCは西ノミ肥料工場に 3600万ド

ノレの借款を供与する協定に調印した。この肥料工場はラホール近くに建設される

Dawood-Hercules Chemicals Ltd. （資本金のうち Dawoodが40%，アメリカ側

会社40%の合弁会社〉で， 3600万 1；ノレのうち世銀が3200万ドノレフ IFCが390万ド

ノレとなっている。世銀の条件は15年間返済で6.25%の利子（据置期間は 4.5%）。

総費用は7800万ドノレ。この他 AIDも1420万ドル相当のバキスタン・ルピーを供

与する。生産物は尿素肥料で，年34万5000トン，労働者600人を雇用する。

11日 東パ洪水一一束ノf洪水による被害はさらに拡がり， 17地方のうち15地方が被害

をうけている。とくにチッタゴン地方の被害がひどく，交通が完全に絶たれたた

め食糧不足となってきており，地方によっては食糧を空から落下させなければな

らないところもでできているという。

v債権国会議参加国， 1968/69に l億6800万ドル援助約束一一一M ・M ・アーマ

ッド計画委副委員長は 1968/69に債権国会議参加国の一部が 1億6800万ドノレの援

助を約束したとのベた（ラワーノレピンジ〉。その内訳はカナダ 2730万ドル，フラ

ンス 1500万ドル，西独3750万ドル。日本3000万ドノレ，オランダ440万ドノレ， 英

1920万ドノレ，世銀3500万ドノレ，援助の条件はほぼ73%がソフト・ローン（利子率

3%以下，返済25年以上）で，残り27%がハード・ローンとなっている。

V訪ソ軍事使節団長，ソ連訪問に満足一一一ヤーヤ・カーン陸軍最高指令官・訪

ソ軍事使節団長はモスクワでの記者会見で，ソ連政府との話合いに大いに満足し

ているとのベ，さらに両国が経済的にも文化的にも一層友好を深めるよう努力す
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るとのベた。

なお同代表団はlHJ，ラワ－Jレピンジに帰国した。

Vアルシャド・フセイン外相， 8月に中国訪問一一アノレシャド・フセイン外相

は中国政府の招きにより， 8月3日から10日までの 8日間，中国を公式訪問する

ことになった。これはフセイン外相の初めての中国訪問である。両国間には懸案

となっている議題はなく，外相が中国指導者と個人的なつながりをもつよい機会

だとみられている。この中国の招請は 1週間前にきている。

v中国の通信社， APPと直接ニュース交換一一中国の通信社 NCNAは APP

社と直接ニュースを交換することになった。そのため APP社と NCNA社はテ

レタイプで結ぼれるようになる。

v北鮮代表団訪パ一一北朝鮮最高人民会議常設委員会副委員長 Ka昭 Ryang

Wuk氏を団長とする北鮮代表団一行9人は10日間の予定でパキスタンを訪問す

べくカラチに到着した。カラチではカラチ商工会議所メンパーとの昼食会に出席，

両国間の貿易拡大について話し合い，また両国の経済協力についても話し合った。

vパキスタンの外国貿易一一1947年以来20年間にパキスタンの貿易構造は経済

の発展につれ高度化してきているO 1947/48にはパ輸出は90%がジュートなどの

原料であった。しかし 1966/67にはその割合は50%にまで、下ってきており，茶，

ジュート製品，綿製品，カーペット，スポーツ用品，等々が増えている。この20

年間の年平均輸出増加率は 5～6%となっている。

-－方輸入の方の特徴は一貫した入超ということで， 1947/ 48 --1966/ 67の20年間

の総輸入額は495億7000万ノレヒ。ー，一方輸出の方は366億8900万ルヒ。一，結局128

億8100万ノレピー（約27億ドル〉が赤字となっている。

貿易の相手国で見ると， ヨーロツパとアメリカが大きく，それぞれ20%, 25% 

となっている。アジア諸国とのそれはわずか10%にすぎない。これは，西側諸国

から援助，借款をえているため，パの貿易が，これら諸国に強制的に結びつけら

れていることを示すものであろう。

輸出入構造の変化は以下の通りである。 （単位 1万／レピー）
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12日 vシャハブ、ッディン情報相，ヌールル・アミンに反論一一シャハブッディン情

報相は野党指導者ヌールノレ・アミン氏が大統領の交替について憲法を批判したこ

とについて反論，現憲法165条のもとでも権力の平和的移行は可能であるとのべ

fこO

v北鮮代表，アユブ大統領と会見一一一訪ノξ中の北朝鮮代表団はラワールヒoンジ

にアユブ、大統領を訪ね， 約 1時間会見した。代表団はまた AbdulJabbar Kha 

国会議長，アノレシャド・フセイン外相とも個別に会見し，カシミール問題につい

てのパキスタンの立場を強く支持すると発表した。

vインドネシア海軍副司令官 Hortono東パ訪問一一一訪パ中のインドネシア海

軍副司令官 Hortonoはラホールより東パ・ダッカに到着した。東ノミで、は主とし

てチッタゴンを訪問， 16日にバンコクに向けて出発する。

v政府，外国債務に関する政策立案一一政府は外国負債をどの程度におさえる

かという問題について，以下のような 4本柱を中心とする政策を立案した。

ぐD 外国負債の返済金および利子が外貨収入の20%を越えないこと。

② 外国負債の返済金および利子が輸出による外貨収入の増加率より高い率で

増加しないこと。

③ 返済期間が15年以内の短期借款はなるべく制限し，この種の借款は輸出用

製品工業，輸入代替工業，その他早い時期に返済しうる工業への投資に使うこと。

③ hard loanの割合は softcreditがどの程度になるかを考慮に入れて決め，

両者の条件をおりまぜるようにすること。

この政策は計画委員会と国際収支問題対策委員会が準備した。

13日 v東パ議員早急な洪水対策を要求 東ノリト｜議会議員は東ノf洪水の問題で討

議，政府に対し東ノξの洪水対策事業を早急に行なうよう要請，その際事業資金を

第 3次計両資金以外から調達するよう要求した。これは東パ議会の与野党統一見

界である。また陸軍および空軍がチッタゴン県の洪水地で、陸路が絶たれ孤立して

いる地域に， ヘリコプターで食糧なEの救助物資を送るよう要求した。 Asadu-

zzaman Khan野党指導者はさらに政府に対L，洪水地域を非常事態地域に指定

するよう要求した。

一方アユブ大統領はモネム・カーン東ノξ知事に洪水地域への緊急救済をできる

だけ早く行なうよう指示した。

Vアユブ大統領， MLWCを設立一一一アユブ大統領は MuslimLeague Women’s 

Committeeをラホー／レ，ムノレタン，ペシャワーノレ，マノレダン，シャヒワlレに設立
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し，これら委員会を UnionCommitteeのレベルにおくことを決めた。大統領は

すでに CentralVl omen Committee ( 3人からなり，委員長は BegumG. A. 

Khan), Rawalpindi・IslamabadWomen’s Committee (18人からなり委員長は

Begum Zeenat Fida Hasan）を設立している。

Vフセイン外相，インドとの軍事的不均衡を強調 アノレシャド・フセイン外

相は記者団にステートメントを発表，インドがソ連の対ノミ軍事援助を非難してい

ることについて， 「インドは最も近代的な兵器を大量に援助されることを自国の

権利だと考えているようだが，パキスタンも若干の兵器を援助される権利をもっ

ていることは認めない。インドはパが軍事援助をうけられないように，あらゆる

圧力，タクティックス，プロパガンダを使っている。ある場合にはインドがこう

した方式によってパのある取引を妨害することに成功した。これは残念なことで

ある。もしある国々がインドのこうした主張にふりまわされつづけるなら，イン

ド亜大陸に軍事的不均衡が生じ，インドは未解決の紛争を力で解決するようパキ

スタンに迫るだろう。これは重大な結果をもたらす。したがってこうした事態が

起これば，その責任はインドには殺傷用兵器を自由かつ大量に与えながらパキス

タンには兵器供与を拒否した大国が負うべきものである」と述べた。

14日 V西パ回教連盟評議員会開く一一長い間聞かれなかった西パ回教連盟評議員会

がラホーノレで開催された。評議員会はパキスタン独立以来最大の規模といわれる

もので，西パ各地から選出された評議員900人，中央政府閣僚，中央・州閣僚・

官吏，市・地方支部の支部長・事務局長など合わせて約1000人，オブザーパーと

して弁護士，ウラマー，労働組合指導者，学生指導者，農民などの代表 100人，

東パ ML代表25人の計約2000人を集めている。

同評議会はアユプ大統領，キノレマニ同党西パ委員長の挨拶をうけた後，西ノf回

教連盟の党役員改選を行ない，党委員長，幹事長などを選出した。役員名簿は以

下の通りである。なお評議員会はまたアユブ大統領に対し，少なくとももう一期

大統領を勤めることに同意するよう要請する決議を採択した。

西パML委員長 Ahmad Saeed Kirmani 副委員長 BrigAbbas Abbasi 
(Bahawalpur) 

副委員長 Mukarram Khan グ Mian Abdul Huq 

" 

一（202）一

(NWFP) (Punjab) 

Ejaz Ali Khan Talpur 幹事長 KhizarHayat 

(Sind) 書記 BashirAkhgar 

Mahmoud A. Haroon 
(Karachi) 
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書記 ImtiazGill (MP A) 

11 Nawabzada Asghar Ali 
(MPA) 

Darya Khan Khoso 
(MPA) 

バキスタン（ 7月〕

書記 SardarIshaq Khan 
(MPA) 

会計 Yousaf Saigol 

Vアユブ大統領，西パ回教連盟評議員会で、演説一一アユブ、大統領は西パ回教連

盟評議員会で演説，要旨以下のようにのべた。

① インドの1947年の国防・費は12億ノレピーであったが， 1968/69の国防予算は

160億ルビーにもなっている。一方ノξキスタンは 25億yレピーにすぎない。インド

亜大陸の平和はインド政府がパご干スタンとの紛争を解決するだけの賢明さをもた

ない限り不可能である。そうで、なければパキスタンもインドの攻撃に対抗できる

よう，軍事力を強化しなければならない。

③外国のある大国がインド亜大陸でその政策を推進したいならば，この大陸

での平和の維持こそ重要だということを知らねばならぬ。そのためにはカシミー

ル，ファラッカ問題の解決が急務である。しかしインド政府はこのことに気がつ

いていない，インドは大国である。しかしその指導者は近視眼的だ。パキスタン

の多くの諸問題はインド自身の問題であり，インド自身の問題はインドの指導者

のメンタリティーによっているο

v洪水救援資金カンパの学生に警官攻撃一 ダッカの NewMarketの前で洪

水救援資金カンパをしていた学生に対し，警官が刑訴法144条による集会禁止令

を理由に解散を命じ，学生を警俸で打った。この事件で学生 I人が逮捕された

（この事件につき政府当局は警棒で打った事実はないと否定〕。

vソ連の対パ軍事擾助について一一P正1kistan Observer (7. 14）はソ連の対ノミ

軍事援助について要旨以下のように論評している。

① ソ連がパキスタンに軍事援助を約束したと伝えられているが，これはパ・

イ両国および、その隣国の問の政治的関係がp 最近いかに変化したかをよく示して

いる。

② ソ連の対パ軍事援助決定のニュースはインド首脳を非常に怒らせた。しか

しインドのザキール・フセイン大統領の訪ソにおいて，コスイギン首相はおそら

く，ソ連はインドがその友人を選ぶのにソ連に承認を求めないように，ソ連もま

た自国の友人を選ぶ権利をもっているのだ，と答えるだろう。

ソ連がインドとの友好関係を失ないたくないことは事実であるとすれば，何故

ソ連がパに軍事援助をすることによりインドとの友好を失うかもしれない危険を
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犯したのか，これが問題である。

③ 1949年のカシミール国連決議以降， 世界情勢は大きく変った。 1965年の

パ・イ戦争は重要な外交上の転換点である。これ以降ソ連はカシミーノレがインド

の不可欠の部分であるとの考えを修正し，少なくとも中立の態度をとるようにな

っている。

④ アメリカはパ・イ戦争後両国への軍事援助を停止している，しかしインド

は，小規模な軍需品を国産化できるところまできており，さらにタンク，飛行機

をつくる予定でいる。インドはソ連からも軍事援助をうけている。一方ノfキスタ

ンは国産もできず，米ソからももらえないとすると，中国だけが残ることになる

のだ。

⑤ パキスタンはむかしと違って， AA政治勢力からつまはじきされていない。

かつては CENTO,SEATOの積極的メンバーで、あったが現在はほとんど関心を

示していない。最近パはペシャワーノレにある米通信基地協定の延長を認めないと

さえ通告している。

⑥ ソ連からの対パ援助はおそらく防衛的なものに限られるにしても，ソ連が

パに軍事援助をきめるということは，数年前には考えられないことだ、ったのであ

り，この重大な政策の変化は今後重要な問題となろう。

⑦ 最近のこうした動きをもとにソ連，インド，パの関係を予想してみると，

以下のようになる。すなわち中国はすぐにはパ・イに出てこまい：しかしバ・中

国友好関係に対するパ・ソ関係の長期的効果は無視できないだろう：パ・イ関係

の争点はカシミーノレ問題であるが，ソ連はこの問題の平和的交渉＝による解決とい

う以外，立場をはっきりできないだろう：もしパ・ソ関係がつづくならカシミー

ノレ問題でソ連が仲介に立つことをインドは好まないだろう：ソ連の対印政治圧力

は効果を失っていくだろう：ソ連がインドとの友好関係を犠牲にしてまで、決めた

対パ軍事援助により，ソ連はパを中国から引きはなすことができるのか？ これ

はソ連がどの程度ノfキスタンに近づけるかにかかっている。しかしそれはまたイ

ンドをますます西側に追いやるかもしれない。インドのプロ西側勢力は，さらに

一層，西側との接近を画策している。

15日 アユブ大統領， PMLと国民の結びつきを強調一一一アユブ、大統領は新たに商ノξ回

教連盟 PML役員に選出された人々と会見， PMLは政府と国民との聞を結びつ

ける重要な役割を果すべきであると強調した。

Vインド，ファラッカ問題でコスイギン提案を拒否一一インド政府は，コスイ
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ギン首相がブァラッカ問題を国連など第3者を仲介にして解決するように提案し

たことについて，この問題は 2国間の問題であり，インダス河問題のように仲介

者を必要としない，として拒否したo

v小麦の小売価格下がる 西ノξ小麦価格は1968年に入って下落しはじめてい

る。ラホーノレの小麦価格は1967年には 1マウンド25～28ノレピーであったものが，

1968年には16～21ノレピーになっている。ラワーノレピンジでは1966年の26ノレピーか

ら今年に入って20！レピーまで下落した。リアノレプーノレも同様で、1967年の23～26！レ

ピーが17～19ノレピーとなっている。

Vエネルギーに関する諮問委員会任命一一一国家経済評議会執行委はエネルギ一

政策の立案その他を行なう諮問委員会を任命した。

16日 Vアユブ、大統領の再出馬問題一一－Dawn紙は 16日付社説でアユプ大統領の再

出馬を要請する論説を掲げた。この論説ではまずインドの最近の防衛力強化につ

いて触れ，その脅威がますます強まっているとのベ，パキスタンも国防力を強化

し，政治的統ーと安定を保ち，経済力強化に努めなければならないとのべている。

そして最後にこうした状況の下ではアユプ大統領に再出馬してもらってもう一期

努めてもらうことが重要であると結んでいる。

v東パ洪水悪化一一一東ノξ各地をおそった洪水はますます悪化し，モネム・カー

ン東パ知事は対策本部をチッタゴンに移した。最も悪い所はチッタゴン，コミラ，

シノレエットである。これら地方で、は洪水のため，基本的商品（米，灯油など〉の

値上りが目立っている。コミラの孔1oulviBazar地区では Aus米の75～80%が

被害をうけ， Amanの蒔付けにも障害が出ている。この洪水のためすで、に 119人

が死亡している。

T Jagannath College政府に接収されて開校一一一東ノξ最大の私立大学Jagannath

Collegeは学生同士の紛争のため 5ヵ月前より閉鎖されていたが， このほど政府

に接収され， 8月 1日より開校されることになった。同大学は昼間・夜間合わせ

て学生3～4千人の大規模なもの。同大学は1874年に設立されたもので，文学部，

商学部，理学部があったが，このうち文学部，商学部は閉鎖され，理学部だけの

理科系大学として再出発する。王助主文学・商学部に在籍の者は卒業までその学部

で学び，これらの人々の卒業後閉鎖する。このため文学・商学部の教授は職を失

うことになり，問題となっているo

v教科書公社設立をめぐる東パの反応一一政府はさきに教科書公社設立を発表

したが， K. M. Bashir出版教科書販売協会東パ地区会長は記者会見で、同公社に
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ついて以下のようにのべた。

この公社が設立されるとパの数千の／：b版社，印刷所などは失業することになる

かもしれない。この公社が教科書の出版，印刷，販売を一手に行なうことは正義

に反するものである。しかも同公社は西ノξにおかれることになれば，東パの出版

社・印刷所は大きな打撃で，東西の経済格差をさらに拡大するものである。

v訪中した西パ工業開発公社代表，陳毅外相と会見一訪中した両パ工業開発

公社 WPIDC代表（団長， M.A. Basith同公社重工業鉄鋼部長〉は北京で陳毅

外相と会見した。

V訪パ北朝鮮代表団，ジュート工場見学 訪パ中の北朝鮮代表団は15日ダッ

カに到着， 16日ナラヤンガンジのアダムジー・ジュート工場を見学した。

vジュート政策 1968/69発表一一政府（商務省〉は 1968/69ジュート政策を発

表した。要旨以下の通り。

①生産者の最低ジュート価格は地域に応じ， それぞれマウンド当りは七ot司

tomで26！レピー， northerndistrictで27ルヒ。ー， Jatareaで、28ノレピーとする。中

間市場でのジュート取引価格は 1マウンド 1；レピーを加算する。

②輸出価格チェック制は今後も継続する。

③ ジュート・ボードは直接・間接に最低価格維持のための措置をとる。

④ ジュート取引および加工には十分な資金供与を行なう。

⑤ Faria Bepari資金計画は継続・発展させる。

政府はまた新たに輸入するジュート機械を hessianと sackingにどのように

ふりむけるかを検討する委員会を設立した。

17日 v新輸入政策1968年7～12月発表一一一政府は1968年 7～12月の新輸入政策を発

表した。要旨は以下の通り。

①輸入自由リストは14品目とする（前期不変）。このうち 8品目は東パのみに

適用される。

② 要許可品目リストは15品目とする。 （前期2品目追加〉

③ 現金・ボーナス・リストは71品目から92召］目に増加（主なものは ironand 

steel structure, steel welded pipe，蚊取線香，中古衣類など〉。

④ ボーナス・リストは 242品目から 252品目とする。

⑤ 政府の貿易公社は10品目の輸入を行ない，それらを現金・ボーナス制で輸

入業者に販売する。 10品目とは pigiron,steel billets, steel strips, aluminium 

ingots, copper rods, zinc, sulphur, praw rubber, artsill王 yarn,betelnuts. 
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⑨輸入自由リストの品目はライセンスは不要ではあるが，公共部門に割当て

られる外国借款，政府ローン，パーターなどによらなければならない。

v東パ洪水被害状況 モネム・カーン束パ知事は東パ洪水の被害状況につい

て，以下のように発表した。

① 東パ17地方のうち15地方が洪水の被害をうけ， 415ターナ〈警察区〉のう

ち238，村落評議会ユニオンのうち 1022ヵ所が洪水の被害をうけている。 514万

人が被害をうけ， 136人が死亡，家膏6000頭が失われた。

②収穫期にある Aus米は70万5000エーカ｝が被害をうけ，蒔付けおよび田

植えの時期にある Amanは70万2887エーカーが被害をうけている。またジュー

トも10万エーカーが被害をうけた。

TA・ A作家会議，力シミールの闘争を支持一一パの著名な作家・ジャーナリス

トで， A・A作家会議北京支部のメンパーでもある AhmedKhairi氏はMultan

でのレセプションで演説， A・A作家会議はカシミーノレにおける人民の自決権獲

得闘争を支持しているとのベ，さらに近く開かれる予定のA・A作家会議にはカ

シミーノレの作家代表の参加を歓迎するとのべた。

v新ジュート政策を批判一一一A.S. M. Sulaiman （国会議員）は政府発表の新

ジュート政策を批判， 「政府は昨年ジュートの最低価格を 1マウンド 5ノレピー引

下げ，その結果生産者は 1億8千万ノレピーも損をしている。今回の 1マウンド26

ノレピーは全く経済的に合わない数字で，生産者の利益を無視し，外国のパイヤー

の利益に奉仕じている。われわれは 1マウンド40ノレピーの最低価格を要求する」

とのベた。

’東パ，中国よりセメント輸入一一束ノミは中国から15万トンのセメントを輸入

する。これはパーターで，東パからは綿花，綿布，ジュート袋を輸出する。

18日 Vアユブ大統領，力ラチ訪問一一アユプ大統領は病気以降初めてカラチを訪問

した。これは20日からイラン，英国訪問の途上立ち寄ったもので，カラチ空港に

は多数の国民が集まり，盛大な歓迎が行なわれた。

v東パ ML評議員会は9月に開催予定一一束ノミML評議員会は 9月にアユブ大

統領をダッカに迎えて聞かれることに決定された。 これは SardarMohammad 

Aslam Khan同党幹事長が発表したもので， 評議員会には東パ各地から約800

人の評議員が参加する予定。また全パキスタンMLの評議員会は10月，ダッカか

ラホーノレで聞かれる。 10月の評議員会で次期党総裁が決定される予定で，同幹事

長は西パML評議員会と同様，東パ評議員会もアユプ大統領に次期党総裁および
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次期大統領に就任を要請するとみており， 10月の評議員会でアユブ大統領がこの

要請をうけいれるよう希望するとの考えを明らかにした。

V東パ洪水で州政府緊急会議一一束ノf洪水の悪化のため M.N. Huda東ノミ蔵

相を中心に緊急対策会議が聞かれ，どのような方法で救済活動を行なうか検討さ

れた。この会議には蔵相の他， PlanningBoard, ADBP事務局長， EPADC,N 

BP代表が参加している。 Huda蔵相は席上農業開発銀行 ADBPに対し洪水被

害をうけた地域で家畜を購入する場合，低金利で貸付を行なうよう指示し， Na-

tional Bank of Pakistanには小企業に対し低金利貸付を行なうよう指示した。

Vブ、ツト氏の訪欧資金について プット氏は，ロンドンから同氏のパ人民党

(PPP）に声明を送り，同氏の外国旅行の目的は西独にいる妹に逢うためで，アメ

リカ政府から財政的援助をうけていないし，必要な外貨は義父が出してくれたと

発表した。しかし政府側は同氏の訪欧はアメリカのスタンレー基金がスポンサー

になっていて，ユーゴの Dubornikで開かれるスタンレー基金主催の会議に出る

ことが主目的であるとの見解を発表してU、る。政府筋は昨年6月のプット氏のス

イス訪問も同基金がスポンサーとなったと発表した。

V食糧・農業相，訪ソ－－A.H.M‘Shams-ud”Doha食糧・農業相を団長とす

る農業調査団（一行6名で，西ノξから 3人，東ノξから 2人の専門家を含む〉は 6

週間の予定でソ連，ユーゴフプノレガリア， イタリー，サウジ・アラビアを訪問す

るためカラチを出発した。この旅行の目的はこれら諸国の近代的農業の実態を調

査し，そのパへの適用を考えることで， 8月14日には帰国する。

vパ技術者，ソ連にヒマワリ栽培の研修に出発 パ技術者5人はソ連にヒマ

ワリ栽培の研修のため出発した。これはパ・ソ両国の協定にもとづくもので，食

用油の原料としてヒマワリを栽培することが決まっている。

v新輸入政策についての反響一一政府の新輸入政策について，西ノξ財・界t土般

に非常な好感をもってみている。 PyaraliG. Allanaカラチ商工会議所総裁は「こ

の新政策は輸入自由化のテンポを維持しており，工業の必要に見合ったものであ

る」とのべ， RifatA. Hasnieパ商工会議所連盟の前総裁は「非常に現実的なもの

であり，東ノミにおける経済発展に役立つだろう」とのべた。また M.M. Ahmed 

同連盟副総裁は「財界の要求に部分的に応えている」としながらも，政策が半年

単位でたてられていることに不満を表明している。

v部品，原料などの公共部門優先輸入を停止－Hoti商相は記者会見で， 今

後，部品・原材料などの輸入に際し，公共部門を優先させるようなことはしない
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とのべた。したがって今後は公共部門，民間部門に関係なく各企業がそれぞれ競

争して部品・原材料などの輸入を行なう。また1968年7～12月の新輸入政策につ

いて，この目的は，①不足がちな外貨を最大限有効に使って国内生産・輸出を増

加させる，③基本的消費財を輸入し物価の安定をはかる，のこつであるとのベた。

19日 V輸出政策1968/69発表一一一Ghafoor Khan商相はイスラマパードで記者会見，

パキスタンとして初めて輸出政策1968/69を発表した。要旨は以下の通りである。

④輸出政策の目的は輸出可能品の生産増大，輸出市場の多様化，輸出商品の

多様化，先進国への輸出拡大，輸出商品の質的向上，等々である。輸出目標は年

9.5%増である。

② 主要輸出商品の 1968/69生産目標および輸出目標は以下の通りである。

生産目標 輸出目標

ジ ュート 700万ベール 405万ベーノレ

ジュート製品 57.5万トン 48万トン

セメント（西パ） 300万トン 30万トン

綿 花 310万ベーノレ 110万ベーノレ

京高 糸 6｛意3000万ポンド l億3000万ポンド

示品 ,ft1 8億3500万平方ヤード 3億平方ヤード

③ パキスタンの長期的発展の戦略として，製造加工品の輸出拡大が非常に重

要である。この目的を達成するためボーナス債券の割当の割合を若干調整する。

第 1にpickledhide, skinなど16品目に対するボーナスは廃止，第2に chrome-

tanned leatherとdarkedtanned leatherについては40%.を30%に引き下げる，

第3に uncutmarbleに対するボーナスも40%を30%に引き下げる。第4に家畜

用飼料， poultryfeedについても 40%を30%に引き下げる。第5に牛・羊肉に対

するボーナスは40%とする。

④輸出拡大のため，パ商品見本市，外国への貿易使節団などを計画し，輸出

促進局がこれを行なう。

⑤ 以下の品目の輸出禁止を廃止する。

香辛料（ジンジャー， ガーリック，オニオン，チリ〉，野菜（ポテト〉，殻粒

(pulses, grains，小豆〉，家畜飼料，加工食品（缶詰の牛羊肉入種子油〈カポ

ック〕。

Vアユブ大統領，第4次計画の討議に国民の参加を呼びかけ一一アユプ大統領

は第4次計画の立案に当り，国民がその討議に参加するような形を考えるべきだ
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との考えを明らかにした。これは Alta£ Gauhar情報省次官が発表したもので，

あらゆる階層の国民が計画のすべての面について討議に参加するよう呼びかけて

いる。同氏の発表によると討議はこの10月から初められ， 1969年中頃までに終了

する。このため政府は計画委副委員長の議長のもとに委員会をっくり，この計画

に対する国民の参加の方法について検討することになった。また教育，保健，農

業，商業，工業等々の分野での国民の考えを知るため大規模な質問表を作成する

ことも決められている。

v回教連盟市委員会連絡会設立一一アユプ大統領は回教連盟の9市委員会連絡

会をカラチで設立した。この委員会は30人で構成されるもので， 9市委員会の議

長および幹事，著名な ML党員が含まれる。この名称は KarachiMuslim Lea-

gue Co-ordination Councilと呼ばれ，議長は Capt.Gohar Ayub （国会議員〉

が就任する。

vコスイギン首相，アユブ大統領に招請状一一一コスイギン首相はアユブ大統領

に対し，都合のよい時期にソ連を訪問するよう招請状を出したといわれる。この

招請状はコスイギン首相の個人的書簡の形で，駐パ・ソ連大使M.V. Degtyar氏

が手交したもの。

v訪パ西独使節団，ダッ力着一一訪ノ沖の西独使節団は東ノミの工業ブ。ロジェク

ト視察のためダッカに到若した。団長Harmsen氏はダッカでの記者会見で，「西

独はこれまでパキスタンに10億マルク〈約2億5千万ドノレ〉を供与している。こ

のうち 8億マルクは輸出延払いの形， 5千万マノレクは技術援助である。援助のう

ち約対は東パに投下されている」とのべている。西独使節団は東パに 1週間滞在

する予定で，とくに関心をもっているのは EPIDCによるクールナの三重過リン

酸塩プロジェクト， Joypurhatセメント・プロジェクト， Jamalganj （ボグラ地

方〉石炭プロジェクト， Sylhetパルプ。工場（森林開発工業公社）， Ashuganj ・ 

Khulnaの水力発電プロジェクト（EPWAPDA）などである。このうちセメント・

プロジェクト，石炭プロジェクトはすでに西独の FriedKrupp社が調査報告を出

している。

20日 Vアユブ大統領，イラン訪問一一アユプ大統領は病気後初めての外遊でイラン

を訪問，テヘランでイラン国王と会見した。会見は85分間に亘って行なわれ， R 

CDおよび両国に関係ある問題，国際情勢について話し合った。

v世銀・ IDA, 1億ドル援助か一一－M・M ・アーマッド計画委副委員長はカラチ

で記者会見，世銀および IDAはパの第3次計画4年目の援助として約1億わレ
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（世銀3500万ドノレ， IDA6500万ドル〉を供与するだろうとのべた。

v東パで、ケロシン価格急騰一一束パ各地，とくに洪水被災地で、ケロシンの価格

が急騰， 1シーア当り 50パイセを越えたところもある（通常は41パイセ〉。 1カ

ン（ 4ガロンニ16シーア〉当りのケロシンは告こみで8.50｝レピー，缶なしで6.50

ノレピーであったのに，今ではそれぞれ10！レピー， 8ノレピーにもなっている。ケロ

シンを取り扱っている会社は PakistanNational Oil (PNO), Burmah Eastern (B 

E), ESSO, Caltexの4社である。

v新輸入政策について－－－－PakistanObserverは新輸入政策を批判，以下のよ

うな社説を掲げた。

新輸入政策は前期のものとほとんど変っていない。この政策の特徴はボーナス・

リストの品目を 242から 252に増加させ，現金・ボーナス・リストの品目を71か

ら92に増加させたことである。注意してみれば，この政策はパ経済を一層ボーナ

ス制に依存する形にしてしまうことが判るだろう。自由リストは14品目，しかし

この品目は決して自由に輸入されるのではなく，借款やノξーターによる外貨と結

びつけられていて，自由にいくらでも輸入できるというものでもないのである。

一方輸入許可品目は不変である。この品目は消費財，工業用原料を合む重要なも

のである。新政策ではボーナス債権の取得が重要で、ある。そのためボーナス債権

への需要がまし，したがってボーナス債権の価格は急騰せざるをえない。とれは

当然価格の騰貴をうながすのである。またこの新政策は小規模企業に打撃を与え

るものであり，とくに低開発地域の利益を考えていない。ボーナス制が導入され

た1950年代には東ノfに1万 4千あった輸入業者の数は，いまや 3千に減少してい

るのである。

21日 Vマレーシアから代表団一一一マレーシアの土地森林・鉱山相の HajiAbdul 

Rahman Y aco b氏を団長とするマレ←シア代表団4入は KLから直接ノξに入国

した。代表団の目的は貿易関係拡大。

vシルエットにパ・中友好協会支部一－－MirzaGhulam Hafizバ・中友好協会

民はシノレエットに同協会支部を聞いた。

vユーゴ，パに5000万ドル援助一一一ユーゴはパキスタンに対し5000万ドノレの援

助を供与する協定に調印した。これはM ・M ・アーマッド氏が1968年4月5日ベ

ォグラードで調印したメモを公式化したもので，クレジット援助である。

ユーゴはパにすでに 1億0262万ドノレを供与しており，今度の調印で 1億5262万

ドノレが供与されたことになる。
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22日 Vアユブ大統領，イギリス訪問一一一アユプ大統領は健康診断を受けるため非公

式にイギリスを訪問した。大統領はロンドンで BBC,ITV特派員とのインタピ

ューの中で，要旨以下のようにのべている。

① ソ連がパの国防上必要なものに若干の援助をしたとしてもインドが怒るに

は当らない。インドはソ連から 9億ドノレ以上の軍需品をうけているのだ。

② インドはその軍の%をパにむけているがとれば不必要かつ非現実的なこと

である。インドはパと平和的にくらすのではなく，パキスタンを孤立化させ，パ

キスタンを将来無防備の状態にしておくことを望んでいる。

③ パ・イ関係は1965年より悪くはない。両国関係の改善の兆はある。インド

がもし改善を希望するなら，ファラッカ堰問題での話合いに応ずるべきである。

① 英軍のスエズ以東撤退後ペルシャ湾の地域の国は同地域を自らの手で守ち

ねばならない。どの国もインド洋を支配させてはならない。

V輸出信用保証制度 パにおいて外貨需要は年々増加し，一方援助は減少す

る傾向にあるため，輸出拡大が重要となる。政府はこのため輸出促進局をつくり，

あるいは輸出ボーナス制，輸出信用保証制をつくるなどして輸出拡大に努力して

いるが，この中で輸出信用保証制度のもつ役割が非常に大きいのであり，この制

度について紹介したい。

この輸出信用保証制度は1962年に導入されたものだが，その目的は，①海外取

引で生ずる危険をカパーすること，②輸出業者に信用保証をすることの二つであ

る。政府がカバーする危険とは以下のものをいう。

①輸入業者の破産，②輸入業者が品物受取後6ヵ月間に支払を拒否した場合，

③政府が輸出業者にパキスタン.lレピーでの支払を停止した場合，④輸入国が新

輸入制限を課すことによる損失あるいはその輸入ライセンス制の変更により輸出

が中止されることによる損失，⑤輸入国の戦争，草命，国内紛争による損失，⑤

パキスタンと輸入国が戦争した場合，⑦その他パキスタン以外で起り輸出業者や

輸入業者の支配できない事情による損失。

これら損失については，商業上の損失の場合75%，政治的問題にもとづく損失

の場合90%を補償する。

輸出業者に対する信用保証については，銀行に発行される輸出信用保証 Ex-

port Finance Guarantee，と輸出業者への資金供与のニつがある。輸出信用保証

については船積み前の銀行貸付金に適用されるもので，この制度を利用すれば，

輸出業者は船積み前の前貸金の50%が無条件で保証されるようになる。しかしこ
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の制度は，東ノfの輸出業者の18%しか利用していない。利用されないのは制度に

いくつかの欠陥があるためである。すなわち，①訓練された業者の不足，②輸出

業者に直接信用供与されない，③平価切下げのリスクはカパーされない，④品質

に関する紛争はカバーされない，⑤損失補償がおそい，⑥制度への加入費が高い

（例えば5万ノレピ←の取引に対し40ノレピー〉，などである。

23日 vアユブ大統領，ロンドンで健康診断一一一アユブP大統領はロンドンの Ham-

mersmith病院で健康診断をうけた。主治医は Goodwin博士。同病院はイギリ

スの代表的な病院で，イギリスで初めて心蔵移植手術を行なったところである。

健康診断は24日もつづけられる。

アユブ大統領は病院後ジョージ・トムソン英連邦相と会見した。会見は翌週行

なわれる予定のアユブ・ウィノレソン会談の予備的話合いで，席上トムソン英連邦

相は1969年 1月に聞く予定の英連邦首脳会議に参加するよう要請した。なお大統

領の英国滞在は 2週間の予定で，この聞にパッキンガム宮殿でエリザ、ベス女王と

接見する予定。

V法相，総選挙lま計画通り行なうと発表一一－S.M. Zafar法相はラホールのラ

ジオ放送を通じ， 1969年秋に予定されてし、る総選挙は計画通り行なうと発表，さ

らに1968年10・11月にダッカおよびラホールで，政府主催により「憲法に関する

ゼミナーノレ」を開くことを明らかにした。このゼミナールは 10月27日の「Decade

of Reform」記念日の行事の一環として行なわれる。

v東パ閣僚，洪水状況について検討一一束ノf閣議は洪水の被害状況について検

討した。閣議は対策本部のおかれたチッタゴンで聞かれた。被害状況は， 17地方

のうち15地方が被害をうけ，被害をうけた人681万8000人，死者159人に達した。

作物の被害は Aus米が 137万5345エーカー， Aman米が63万5268エーカー，ジ

ュートが26万4000エーカーで被害をうけ，被害地から5539万3593ノレピーの緊急援

助要請がきている。

V東パ洪水の死者 159人

vユーゴとパーター協定一一一パキスタンはユーゴと8000方ノレピー（約1700万ド

ノレ〉のパーター協定に調印した。これは 1968/69年度分で，パキスタン側はワジ

ーノレ・アリ貿易公社事務長，ユーゴ側は Bozicevicユーゴ BusinessAssociation 

議長が代表して調印した。パータ一品目はパキスグン側が綿製品，なめし皮，眼

鏡フレーム，オイルケーキ，ジュート，綿花などを輸出し，ユーゴ側は化学製品，

医薬品，昇降機，道路建設用機械， gas-in田cylindersbilletsなどを輸出する。
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なおユーゴとは食品加工用プラントをパに据えつける交渉もしている。

vソ連，パに6600万ドル援助約束か－M ・M ・アーマツド計画委副議長の発

表によれば，ソ連は Hoti商相の訪ソ時に，パに対し6600万ドノレの経済援助を約

束し，その協定に調印するだろうと発表した。この援助が実現すれば，ソ連がパ

の第3次計画中に供与する援助は 2億llOO万ドルとなり，第2次計画中の3000万

ドノレに比べ約7倍となる。

24日 vダッ力大学で， J.N. Collegeの再開を要求する集会ー一 政府はさきごろ Ja-

gannath大学を文学部をなくし理科系大学として再開すると発表したが，この決

定に反対する学生がダッカ大学に集まり，大集会を聞いて Jagannath大学の現

状のままの再開を要求した。この集会は All-partyStudents Committeeが主催

したもので， TofailAhmedダッカ大学 CentralStudents’Union副議長が議長

を務めた。またダッカ大学，工科大学，医科大学， Salimullah医科大学などはこ

の政治決定に抗議してストライキを行なっている。集会では K.M. Ali EPSL書

記長， MahbubullahEPSUメモン派書記長， ShamsuddohaEPSUモティア派

書記長などが挨拶した。

25日 Vアユブ大統領の健康状態は良時一一一ロンドンの Hammersmith病院で健康診

断をうけていたアユプ大統領の状態は非常に良好であると発表された。これは大

統領主治医 Col.Mohyddinが発表。

Vアユブ大統領，ロンドンからの帰路ソ連訪問か一一7 ユプ大統領はロンド＞

での 3週間の滞在を終えた帰路，ソ連を訪問するかもしれなし、。これはPakistan

Observerの伝えているもので， Y連とはファラッカ問題，武器供与の問題等に

ついて話し合うものとみられている。

Vガンジー首相， 9シケント宣言で力シミール解決の義務なしと発言一一イン

ディラ・ガンジー首相は議会での質問に答え， 1966年のタシケント宣言の中でイ

ンドはパキスタンとのカシミーノレ紛争解決の義務があるとは考えないと発言し

た。またファラッカ問題について，インドはこの問題に第3者の仲介を認めない

とのべ，ソ連の対バ軍事援助については，軍事的にはとるに足らないものではあ

るが，冷戦を激化させるものであると発言した。

v力シミール人民の多くはプ口・パキスタン一一一最近カシミーノレを訪問してき

たインド共産党（マノレキスト派〉書記長 Sundarayyaはニューデリーでの記者会

見で「カシミーノレ人民の多くはプロ・パキスタンである。カシミーノレ問題の解決

は1947年国連決議にもとづきなされねばならない。カシミーノレ人民はその地域の
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自治を行ない，自決権をもつべきだJとのベた。

Vカナダ，パに 200万ドル援助一一カナダはバに 200万ドノレの無利子借款を供

与する。使途は電話線などの購入のため，返済は50年。

26日 vパ外相，非核会議議長に立候補一一一パキスタンのアガ・シャーヒ国連代表は

アノレシャド・フセイン外相が8月に予定されている非核保有国会議議長に立候補

する旨明らかにした。

V駐西独パ大使，ロンドンでアユブ大統領と会見一一一駐西独パ大使 Abdur

Rahman Khanはボンからロンドンに飛び，アユプ大統領はパ・西独関係につい

て話し合った。

Vパ・ソ漁業協定一一パキスタンとソ連はモスクワで漁業協力協定に調印し

た。協定は 2年間で，ソ連が公海の漁業資源開発，漁業専門家の養成などでパを

援助する。この調印はパ代表として Doha農業相，ソ連側 AlexanderIshkov漁

業相によって行なわれている。

V中国から1500万ルビーの機械輸入←一川・中両国は西ノfTaxilaに中国援助

で建設中の重機械工業用機械1500万ノレピー輸入の契約に調印した。これは M.

A. Basith WPIDC重機械工業部門部長が18日間北京を訪問して調印してきたも

ので，今回の機械はセメントおよび砂糖プラント。その他に lowpressurepa同

ckings type boiler, travelling cranes, railway material, road building machine, 

medium pressure vessel, steel structureなどの機械が輸入される予定。

vウカイリ蔵相，企業の決算日きめるーーサカイリ蔵相は繊維工業，砂糖工業，

ジュート工業に対し，前2者は 9月30日，後者は 6月30日を決算報告の日に統ー

するよう指示した。これは同種企業に対しては決算日を同じくし，その企業活動

の結果を比較しやすくするためで，上記3工業だけでなく，すべての工業に適用

されるようにしていく予定だという。蔵相はこのような決定の理由として各企業

が効果的にその活動を行ない，株主の利益を守り，あわせて生産を拡大させるこ

とにあるとのべている。

V民間投資の動向一一中央統計局の発表による民間投資の動向は以下の通りで

ある。

① 1968/69の民間投資額は前年度比10%の増加と推計される。 1966/67のそれ

が40億ノレピーであり， したがって 1968/69は44億ノレピーとなる。この10%増とい

う数字は，しかし，第2次計画の民間投資の年増加率より低い。

② 1968/69の民間投資の部門別内訳は，農業20%，大規模工業44%，小規模
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工業6%，鉱業6%，建設10%，運輸・通信8%，その他6%となっている。

③ 1964/65から 1966/67の3年間の民間投資は 107億9100万ルピー。部門別

では農業9億3600万ノレピー，鉱業4800万ノレピー，大規模工業48億1600万1レピー，

小規模工業6億6800万ノレピー，建設21億1700万ノレピー，電気・ガス 5億5500万γレ

ピー，運輸通信9億7600万ノレピー，銀行・保健1億 3000万ノレヒ。ー，その他5億

4500万ノレピーとなっている。

④ この 3年間の民間投資のうち，東ノミキスタンに対する投資は22%，西ノξの

それは78%である。したがって東パに対する民間投資は目標をかなり下廻ってい

る。

③ 1968/69の東ノミへの民間投資目標は 16億4600万ノレピー（ノレピー貨6億1800

万ノレピー，外貨10億2800万ルビー〉である。 1965/66の東パ投資は4億 6700万ル

ピー， 1966/67のそれは 6億 3500万ノレピーであった。

27日 Vイランと共同声明一一アノレシャド・ブセイン外相は22日から26日まで5日間

のイラン公式訪問を終えて帰国，テヘランとイスラマバードで同時に共同声明を

発表した。要旨は以下の通りである。

イラン外相ArdeshirZahediの招請でイランを訪問したパキスタンのフセイン

外相はパーレピ国主， AbbasHoveida首相と会見， 両国に関係深いことについ

て話し合った。また両国外相はこの間数度に亘って話し合ったが，この話合いは

完全な理解と友好的雰囲気の中で行なわれた。

国際情勢については国際緊張が次第に緩和してきているのは喜ばしいことであ

る。最近のベトナムに関するパリ会談が成功し， 1954年ジュネープ協定にしたが

って解決されるととを希望している。中近東の状況に関しては，この紛争解決の

方法・手段について完全に意見の一致を見た。両国外相はこの紛争が1967年11月

22日の決議にしたがい，イスラエノレのアラブ領内からの撤退によって解決さるべ

きことに同意した。またペルシャ湾の平和と安全について，これは関連諸国が外

国の干渉なしに，そしてイランの法的権利をそこなわないように，相互理解と協

力によって維持することに意見が一致した。パ・イ関係についてイラン外相はジ

ャム・カシミール紛争が国連決議および人民の意志に従い平和的に，かつ火急に

解決されることを希望するとのべた。また RCDについてもさらに一層の発展に

ついて努力することを確認した。

28日 vシャハブッディン情報相，チッタゴン訪問一一ーシャハプッディン情報相は洪

水被害視察のためチッタゴンを訪ね，記者会見でファラッカ問題に触れ，パ政府
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はこの問題解決のためにあらゆる手段を構ずるだろう，とのべたo

vアメリ力・インド定期協議始まる一一アメリカ・インドの定期協議がカッツ

ェンパック国務次官を迎えてニューデリーで聞かれた。会談後カッツェンパック

国務次官は記者会見で，アメリカの軍事物資供与政策は不変であり，パ・インド

に対してはケース・パイ・ケースで売却するとのベ，パキスタンに対するソ連の

軍事援助に対抗するためアメリカがインドに軍事援助をするのではないかとの質

問について，これは基本的にパ・イ・ソ連の問題であり，この問題にアメリカが

関与するつもりはないとのべた。

vパ・中国陸路， 1969年に再開一一バキスタンと中国を結ぶ“シルク・ロー

ド”は， 1969年 IndusValley Roadが完成し次第再開される。この道路は12年

前から着工されている全天候道路で， ヒンズークシのコヒスタンをくりぬく大工

事を含んで、いる。道路はほぼインダス河にそっており， Hazaraからスワート，

ギノレギットにぬけ，ギノレギットから新彊，サマノレカンド，プカラにぬけることに

なっている。ラワーノレピンジからギノレギットまでの距離は約400マイノレ。

29日 T Agoけala陰謀事件の訊問再開さる -6月19日から 3日間ダッカ特別法廷で

聞かれた Agartala陰謀事件の訊問が再開された。検事は ManzoorQadir。今回

の訊問は証人の喚問を中心に行なわれる。

Vアメリ力・インド定期協議について－Dawn紙フサイン駐米特派員は最近

の米・印定期協議について，これはインドの中国封じ込め政策の一環であれイ

ンドはアジアの反中国グループづくりに懸命となっており，日本とともに，すで

にピノレマ，マレーシア・シンガポー／レ，オーストラリアなどにも｛動きかけている，

と論評している。

V力シミール問題でインド支持はない一一一シェイク・アブドラはカシミーJレ問

題で国際世論はインドを支持していない，とのべ，またソ連の対パ軍事援助にイ

ンドが反対していることについても，これはパキスタンの国内問題であり，何故

インドがそれに反対するのか理解に苦しむとのベた。

V ソ連から6600万ドルの援助協定に調印一一訪ソ中の A.G hafoor Khan商相

はソ連から機械類を輸入するための援助協定に調印した。金額は6000万ループノレ

（約6600万ドノレ〉。返済は50%はパ商品で、なされる。

30日 V商相，ロンドン訪問一－A.Ghafoor Khan商相はソ連からの帰路ロンドン

を訪問，ロンドン滞在中のアユプ大統領とソ連訪問の成果について話し合った。

商相のロンドン滞在は8月6日まで。
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Vアメリ力民間投資に制限なし一一一アメリカのコマーシャノレ・アタッシェであ

る WilliamS. Krason氏はカラチ商工会議所で挨拶， アメリカの対ノミ民間投資

に対し米政府は何ら制限を加えていない，とのべ，アメリカの援助による輸入品

は他の国のそれよりも高いという非難に対し，そんなことはありえないと否定し

fこ。

vパ・ユーゴ文化協定一一パ・ユーゴ両国は1968, 1969年度の文化協定に調印

した。

V第3次計画の投資，目標より80億減か一第3次計画（1965/60～1970/71)

の投資額は 520億ノレピーと予定されていたが，現在の見通しではそれより80億ノレ

ピー減の 440億ノレピーになるものとみられている。これは計画委員会の報告によ

るもので，同委員会は， こうした投資減にもかかわらず経済成長率6～6.5%は

維持できるとみている。委員会はこうした投資額不足の原因として，①食糧・防

衛用品の輸入に資金が使われたこと，②外貨事情の悪化，③ノf・ィ戦争の三つを

あげている。

31日 , Agartala事件の公判進む一一一Agartala事件の公判は今日もつづけられ，主謀

者の 1人 MuzammalHussainに対する訊問は終った。

vダッカ，ナラヤンガンジに刑訴法 144条で集会禁止令。

vアユブ大統領，ウィルソン首相と会談一一ーアユブ大統領はロンドンでウィノレ

ソン首相と会談，とくに1971年以降のスエズ以東の英軍撤退および中近東，イン

ド洋の防衛について話し合った。バキスタン側はアユブ大統領のほか Ghafoor

Khan商相， S.K. Dehlavi High Commissioner, S. Alta£ Gaubar情報次官，

Afzal Iqbal Deputy H. C.等々が出席している。イギリス側はウィノレソン首相

のほかトムソン英連邦相が出席した。

vソ連から Rooppur原子力発電所建設調査団一一ソ連から東バの Rooppur原

子力発電所建設に関する調査団が近くパキスグンを訪問する予定であるが，その

先発隊の 1人 VictorNikolaev氏はカラチで記者会見， Rooppur計画に関する

調査はすでにソ連で着手されており，調査団は具体的データーの収集に近くパキ

スタンに着くだろうとのべた。この原子力発電所は 400メガワットの予定。調査

報告は1969年初。
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ソ連の対パ軍事援助

ベトナム戦争以降のアジア情勢ならびに1971年の英軍のスヱズ以東撤退と

いう新たな展望のもとにすすめられているソ連の対アジア政策は，マレーシ

ア，フィリピンなど東南アジア諸国への接近とともに，そのインド・パキス

タンへの接近を一層深めてきている。こうした中で、パキスタンはヤーヤ・カ

ーン陸軍最高指令官を団長とする軍事使節団をソ連に派遣，ソ連の対パ軍事

援助の交渉に当たらせた。この軍事使節団は 6月27日から 8月10日までソ連

に滞在，グレチコ国防相はじめソ連首脳と会見し， 7月6日にはコスイギン

首相とも会見，ソ連の空軍・陸軍基地を訪問して帰国しているO この滞在中

ソ連がパキスタンに援助した軍事品の内容はまだ公式に発表されていなし、。

しかし TheTimesザ IndiaC 7月13日）によれば，ソ連の対パ軍事援助は

非殺傷用，防衛用兵器に限られ，地対空ミサイル，対空・対タンク砲，運輸・

通信用設備，中国産 MIG・タンク部品，弾薬等が供与され，その他の要求，

すなわち戦闘機，空対空ミサイノレラタンク等については拒否したという。こ

の情報の信溶性は明らかではない。しかしインドの国内で反ソ感情が高まり，

ソ連との関係悪化をおそれるガンジ一政権がその高まりを抑えていることか

ら考えれば，インド側がことさらに誇張した発表はしないだろう。またパキ

スタン側もフセイン外相が「インドはパが軍事援助をうけられないようあら

ゆる圧力・プロパガ、ンダを使っている。ある場合にはインドがこうした方式

によってパのある取引を妨害することに成功したJ (7月13日）とのべてい

ることから考えれば，インド側情報はかなり正確に伝えているのではないか

と思われる。ソ連のパキスタン接近はこうした軍事援助供与に151えらず，経済

面での接近も著しい。西パのカラパーク製鋼所計画ならびに東ノξのノレープー

ル原子力発電所計画aに対する調査を引き受けたのをはじめ， 7月29日にはソ

連を訪問した A.Ghafoor Khan商相に， 1968/69年度分として6600万ドル
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の経済援助を約束している。

パキスタン側としても米・英からの軍事援助を期待できず，国産化の道も

遠い現状のもとでは，インドとのぼう大な軍事力ギャップを埋めるためには

ソ連に軍事援助を求めざるをえないし，また経済的にはパ債権国会議からの

経済援助が，あまり多くを期待できないことなどもあって，ソ連および東欧

諸国に経済援助を求めざるをえないのである。チェコ問題に関する安保理で

非常任理事国のパが西欧8ヵ国共同声明に態度を留保し，棄権したことは，

ソ連・東欧関係改善を願うアユブ政権の配慮であろう。

こうしたソ連の対パ接近に対し，中国側も積極的な動きを示している。中

国はアノレシャド・フセイン外相に中国を訪問するよう招請，同外相は 8月3

日から10日まで、中国に滞在，毛沢東首席，周恩来総理，陳毅副首相兼外相と

会見した。このフセイン外相の訪中には，パキスタン側の発表では，何ら具

体的懸案事項もなく，単に新たに外相に就任したフセイン氏が，中国政府と

の聞に個人的なつながりを持つ機会をえるためのものであるという。しかし

中国側の意図は，こうした単純なものではなく，ソ連の対パ接近，とくに軍

事援助の供与についての牽制であり，パキスタンに対する警告であると考え

られるだろう。中国としては，現在のところソ連とパキスタンの聞が密接に

なり，さらにパ・インド聞が近づくことは，政治的にも軍事的にも非常に苦

しくなると判断しているように思われるからである。中国のパキスタン支持

は限定づきである。すなわちカシミーノレの民族自決の闘争を支持し，インド

の侵略に対して闘うという点において支持しているのである。もしパキスタ

ンが， 8月15日に行なったインデ、イラ・ガンジ一首相の提案一一インド・パ

キスタン不戦条約の締結一ーを認めるようなことがあれば，中国の対パ支持

はかなり弱いものになるだろう。パキスタンがこの提案を受け入れられない

のはこのことを政府が十分知っているためといえるだろう。もちろんこれが

すべてではない。この提案を受け入れられない理由はもう一つある。それは

パキスタン圏内の問題である。アユブ大統領の病気，後継者問題での与党内

部の不一致， 7月以降の反インド・キャンベーンの激化などから考えれば，

ここしばらくは反インド・キャンペーンをつづけ，危機感をもり上げてアユ

ブ大統領の再出馬へもっていくというのが政府与党の考えだからである。
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アユブ大統領再出馬への国肉体制

アユブ大統領の病気はその再出馬不可能との危倶を抱かせるに寸A分なもの

であった。与党であるパキスタン回教連盟 PMLもそのための後継者問題を

真剣に考えたであろうことは想像に難くない。しかし結局後継者を 1人にし

ぼることに失敗したように忠われる。 7月以降，アユブ大統領の健康状態が

回復するにつれ，インドの軍事力増強を喧伝，危機感を盛りあげたうえでア

ユブ大統領再出馬へのムードづくりをしているようである。大統領は 7月20

日から 8月10日までイラン・英・トルコを訪問，英国では心臓病の権威であ

るHammersmi th病院で健康診断をうけ， 7月22日から 8月10日まで約20日

間ロンドン郊外で静養して帰国ラ以来折にふれ再出馬のムードづくりをつづ

けている。 7月14日聞かれた西パ回教連盟評議員会で、はアユブ大統領再出馬

要請の決議を出したのをはじめ，各地の党支部も再出馬要請の決議を行なっ

ている。また野党に対しては，東パ自治要求の中心である人民連盟ALをア

ガルタラ陰謀事件にからめて徹底的に弾圧ラプット前外相の人民党にはプッ

ト委員長の外遊資金の出所をめぐる疑惑を流して分裂させる一方ラパ民主主

義運動 PDM，全国人民党 NAPには懐柔策をとるなどの分断政策をとって

いる。与党としては， 「現に大統領であり， 8年間引きつづき大統領である

者は…一－国民議会および州議会議員の合同会議を開き秘密投票によりその立

候補を承認しない場合，大統領として再選される資格を有しない」（憲法166

条）との規定を考え，アユブ大統領再出馬の世論を高めたうえで国会・州毒事

会合同会議を聞き，その再出馬を承認させるよう考えているようである。し

かし，こうした与党の意図がそのまま進むかどうかにはいくつかの疑問があ

る。その第 1は東パキスタンの洪水被害が非常に大きいと伝えられているこ

と，第2は7月16日発表されたジュート政策がジュート価格を昨年同様 1マ

ウンド26～28ルビーに低くおさえていること，第3に7月19日発表された新

輸出政策がジュート，ジュート製品に大きなウェイトをおいていることなど

である。これらはいずれも東パキスタンの利害に直接関係をもっている。東

パで、はとくにダッカラチッタゴンなどの商工会議所を中心にこれら政策に反

対する声明を出しており，貿易政策・外貨政策などを東西パ別個にすべきと

の要求が強まっている。こうした不満が洪水による被害，諸物価上昇への不

満に結び、つけば，政府としても苦しし、立場にたたされることになるだろう。
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1 日 Vアユブ大統領，イギリス・イランの不和を調整 アユプ大統領はウイルソ

ン首相と会談した際イギリス・イランの不和の調整について話し合ったもょう。

これはTimes・（ 8月 lI=!）の伝えるニュースで，同紙はさらに「ロンドン・テヘ

ランともにその不和の仲なおりを希望しており，アユプ大統領が1971年の英軍の

スエズ以東撤退後，ペルシャ湾およびインド洋の安全を守るためにイニシアティ

ヴをとることを期待しているJとのべている。

Vアルシャド・フセイン外相，ダッ力着一一アルシャド・フセイン外相は中国

への途上，ダッカに到着した。外相はダッカ空港で記者会見，中国とは友好関係

にあり何ら問題をもっていない，パはあらゆる面で中国の援助をうけており，経

済関係も発展している，今度の訪中の目的は相互利益のもとにパ・中両国がどの

程度まで協力しうるかを見にいくのである，とのべた。また外相はさらにインド

との関係について，カシミーノレ問題の解決はインドの態度にかかっている，イン

デーイラ・ガンジー首相はタシケント宣言がカシミーノレ解決を義務づけていないと

いっているが，タシケント会談の内容がカシミーノレ問題を中心としていたことは

明らかであり，インドはカシミーノレ問題をタシケント宣言の条件の中で解決する

義務がある，とのベたo

v東パ Jagannath大学，政府の理科系大学として再開一一一学内紛争のため閉鎖

されていた Jagannath大学（私立〉は政府に接収され，理科系大学（Govt.Col-

lege of Science）として再開された。学生側はこの大学の政府接収および文科・

商科の閉鎖に反対して，校門前でピケを張仏学生l人が逮捕された。

Vアガルタナ陰謀事件で証人喚問 アガノレタナ陰謀事件の証人喚問で，検事

側の証人 AmirHussain Mian氏は「この事件の目的は東ノξを中央から独立させ

ることであり， Moazzam海軍少佐と定期的に逢い，この目的遂行のための手段

について常に話し合っていた」と証言した。

V西独，援助項目を10プラントにしぼる一一訪ノミ中の西独経済使節｜吋（団長

Walter Ritter）は西独の対パ援助項目を 10プラントにしぼっていると発表した。

最終決定は8月20日からボンで始まるパ・西独政府開会談で決められる。 10プラ

ントとは，発電所，農業，肥料，石油化学，造船等に関するプラントで，西独の
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1968/69援助約束額は3800万ドノレで、ある。

T 1967/68の輸出一一中央銀行発行のレポートによれば、1968年6月および1967/

68の輸出状況は以下の通り。（単位，万ノレピー）

① 6月輸出額 2s,240C前月比2,720減，前年同月比3,230増）

②1967/68輸出額 295,000

③最近6年間の輸出額

輸出額 月平均 輸出額 月平均

1962/6:3 22s,oso 19,010 I 1965/66 216,sso 23,010 

196:3/64 229,120 19,140 I 1966/67 2s2,64o 23,550 

1964/65 247;090 20,sgo I 1967/68 295,ooo 24,580 

。D6月の主な輸出品目内訳はジュート製品6060万lレピー（23.99%）で，輸

出先はトノレコ，アメリカ，オーストラリア，モザ、ンピーク，イギリス，イラン

となっている。次いで原綿が4560万ノレピー（18.07%）で，輸出先はホンコン，

日本，イギリス，ソ連，中国，オランダとなっている。ジュートは3070万／レピ

ー（12.16%），綿糸1890万ノレピー（7.49%），綿製品1890万ノレピー（7.47%）の

順である。

⑤主な輸出国はイギリス 3620万ルピー (14.34%〕，アメリカ 2670万ノレピー

(10.58%），ホンコン1800万ノレピー（7.13%), 日本1700万ノレピー（6.72%), ト

ルコ1460万ノレピー（5.78%) 

2 日 Vアユブ大統領，アーノルド・トインビー博士と会談一ーロンドン滞在中のア

ユブ大統領はアーノ／レド・トインピ一博土と昼食を共にし，世界情勢について話

し合った。 トインピー博士は年1960にパキスタンを訪問，基本的民主主義制につ

いて， 「これはすべての低開発国が国民の国家の問題に対する関与の問題を解決

するものとして，注目すべき偉大な経験である」と評価したことがある。トイン

ピー博士と会談した後，アユブ大統領は記者団に，パ国民は科学・技術の分野で

もっと前進しなければならないし，イスラムの教義と近代技術の発展とは矛盾す

るものではない，とのべ，近代的科学・技術の発展のためには，われわれも心理

的にそれに適合するよう変えなければならない，とのベたo

vアユブ大統領，エドワード・ヒース保守党党首と会見。

Vアガルタナ事件公判裁判長，新聞社に忠告一一アガルタナ事件公判の S.A.

Rahman裁判長は各新聞社に対して，証人の態度についてのコメントやその信濃

性の評価などを行なわないよう忠告，新聞は事件を公正かつ容観的に報道すべき
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であり，ある新聞は証人の態度について論評してし、るがそれを判定するのは法廷：

だけであり，こうしたことは法廷侮辱に等しい，とのべているo

vアガルタナ陰謀事件の証人喚問つづく一一アガルタナ陰謀事件公判での証人

喚問は 2日もつづけられ，検事側証人AmirHussain氏は， 1965年8月29日，ダ

ツカのムジプlレ・ラーマン氏（AL東パ委員長〕宅での会合に参加したとき，ム

ジプノレ・ラーマンは武器・弾薬，資金等はインドから入手することに成功したと

のベた旨証言した。

f Vijoylakshmi Pandit，夕、ツ力で記者会見一 故ネノレ一首相の妹で、前インド国連

大使 Vijoylakshmil切1dit女史はパンコクへの途上ダッカ空港に立ち寄り，記者

会見を行なったQ この中で Pandit女史は下院議員を辞任した理由について，イ

ンド議会のやり方は全く不規律で他の人が話をする機会を与えないひどいもので

あり，耐えられなかったからだとのべ，またパ・イ関係については，両国関係の

改善は両国民の利益であり望ましいことであるとのべた。そして両国関係改善の

ためには政府間交j歩にたよるのではなし両国国民がお互いに連絡をとりあい，

国民の段階での関係改善に努め，その後で両国政府にその関係改善を要求してい

く方法がよいとのべ，両国民の交流の重要性を主張した。

v西独と綿製品輸出協定一一パ・西独両国はボンで綿製品輸出に関する協定を

結んだ。

V西パ産業開発公社（WPIDC), 4プロジェクトを払下げ 西パ産業開発公社

(WPIDC）は4プロジェクトを民間企業に払い下げる旨発表した。 4プロジェ

クトとは， Harnai Woollen Mills, Quaidabad Woollen Mills, Bannu Sugar 

Mills, Janharabad Sugar Millsなどである。

Harnai Woollen Millsは1953年設立され，上質毛布，婦人服地，紳士オーバ

ーコート用生地，カーペット用毛糸等を生産している。これは公社企業の中でも

最も利潤の多い企業で，クェッタの企業家に落札している。 QuaidabadWoollen 

Millsは1955年10月に設立されたもので，毛布・カーペットが生産される。クェ

ッタの会社が落札した。 BannuSugar Millsは1965年6月に設立され，利益率の

大きい企業で，砂糖キピ製造業者に払い下げられる。

v農業開発銀行，対東パ資金貸付増加一一パ農業開発銀行 ADBPは1967/68

に東パに6570万ルピーを貸し付けたが，これは前年度比40%増になるという。こ

れは同銀行 K.S. Islam総裁が発表したもので，これら資金は主として農業用機

械，動力ポンプ，耕転機等々に使われている。動力ポンプは EPADCに3000台
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供与され， 1968/69には 5650台の動力ポンプを供与される予定だが，これの資金

約 350万ルピーは IDAローンでまかなわれる。これが供与されると東ノfの動力

ポンプは 1万4000台となる。なお 1968/69のために ADBPが輸入を申請してい

るものは， 動力耕転機 1227台， トラクター 143台， fractionalポンプ0 896台，

cusecポンプ。 107台である。

f 1968/69輸出目標， 34億ルビー一一輸出促進局 MianRiazuddin Ahmad次

長はラホ｝ルでi氾者会見， 1968川9の輸出目標を34億ノレピーとする旨発表した。

これは 1967/68の輸出額31億2000万ノレピーにくらべ約9%増となっている。なお

1966/67の輸出額は28億7000万ルピーで， 1967/68は前年比8.5%の増加を示して

いる。この結果は， Ahmad次長によれば，スヱズ運河の閉鎖，スターリングの

切下げというマイナス要因にもかかわらず生じたもので，非常に好いものとみて

いる。また今後の展望として，いくつかの間題（例えば原料不足，船舶スペース

不足，船舶サービス不足，高運賃，外国市場への供給のおくれ，外国人輸入業者

との連絡不十分等々〕をあげ，これらの問題を解決することが輸出拡大につなが

るとのベた。

3 日 vアルシャド・フセイン外相，訪中一一アルシャド・フセイン外相夫妻は中国

政府の招きで中国を訪問するため上海経由空路北京に到着した。空港には陳副総

理兼外相はじめ中国政府関係部門，中国人民解放軍，北京市革命委ーなどの代表，

北京駐屯部隊五好戦士代表および北京市人民多数が出迎え，歓迎した。空港では

人民多数が「パ中人民の友好万才」 「民族の独立を守り，外からの侵略に反対す

るパ人民の闘争支持」 「カシミーノレ人民の闘争支持J「アユブ・カーン大統領に

敬意を表明する」 「ソ連修正主義反対」などのスローガンを叫んだ。 （ただしパ

キスタン紙からは「ソ連修正主義反対」のスローガンはぬけている。）

なおフセイン外相は中国訪問にあたりダッカで記者会見ラ同外相と中国指導者

の問には決められた議題はなく，広く世界情勢について，またとくにパ・中関係

について話し合うことになろうとのベラさらに毛沢東主席・周恩、来首相に対しア

ユプ大統領のメッセージを持っていくことを明らかにした後，毛沢東首席，周首

相，陳外相に対しパキスタンを訪問するよう招請する官明らかにした。またカシ

ミーノレ問題について，適当なときに国連にもち込むつもりであるとのベた。

フセイン外相の訪中について AFPは以下のように論評している。

パキスタン外相の訪中は両国間の密接な関係を一層強化することを目的とし

同時に，現政府は中国に対し冷淡な態度をとっているという野党の非難を静め
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るためであるとみられる。中国はカシミールについてのパキスタンの立場を完

全に支持し，インドが攻撃をかけた場合すぐに援軍を送ると約束した唯－の凶

である。パ中間の協定が結ぼれるとして，それがどのようなものであろうとも

インドやソ連との関係を緊張させるものでもある。

Vクールナで警察に村人3人射殺さる一一クールナの Debkashiで警察の発砲

により 3人が射殺され， 2人が重傷を負った。この事件についてクールナ警察に

入った報告は二つ。一つは現地の警官からきたもので，それによると「強盗団が

Debkashiをねらっているとの極秘情報をうけ， 夜パトロー／レ中にマキを盗んで

いるのを見つけ，とがめたところ争いとなり発砲した。このとき 2人が死亡。こ

の争いで村の人が集まり，警官は村の人々に 1マイル近く追われたためまた発

砲， 1人が死亡した。その後もなお警官は追いかけられ，ある家にのがれ，そこ

で他の警官に助けられた」というものO もう一つの報告は村人から来たもので，

それによると「警官は金が欲しくて村に来た。村でマキを運んでいる村人に逢い

金を要求したが村人はそれを断った。これが警官を怒らせ，いきなり発砲して 3

人を殺し数人に傷をおわせた」といっている。

T Rajshahiで物価上昇 Rajshahiで主要品価格がこの 2週間に急上昇，米は

下級米で 1モーンド 50～53ノレピー，上質米になると 55～66Jレピーにもなってい

る。 Atta小麦はほとんど入手で・きないし， 小麦粉も 1シーア1.25ノレピーと高く

なっている。魚，野菜も不足し高価になっている。

vケロシンの公定価格店，ダッカIこ一一PakistanNational Oilsはケロシンを

在るに当たって，ダッカ市各地の26小売店， 6卸店で公定価格で販売すると発表

した。ケロシンの卸価格は 4ガロン (16シーア）当り上質油で 8.5ノレピー，普通

油で6.50ルピーに固定され，小売価格はこれより若干高くなる（但しそれぞれ9

ルピー， 77レピーの線をこえてはならない〉。ケロシンの価格は最近また急昇し

ており， 16シーア当り 8～10ノレピーになっている。

4 日 vフセイン外相，陳外相主催の夕食会で演説一一一フセイン外相は中国の陳毅外

相主催の夕食会で、演説，要旨以下のようにのべた。

パ・中関係は相互尊重，内政不二Fi弘主権尊重，相互協力の原則の基礎の上

にうちたてられたものであり，これらは両国人民の根本的利益に合致してい

る。 1965年のパ・イ戦争でわれわれは独立・主権を守るため戦うことを余儀な

くされた。この時中国はわれわれに強大な、そして非常に価値ある援助を与え

てくれた。われわれパキスタン人民はジャム・カシミールの人民と同様，闘争
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の中で示された支持を痛感し，深い感謝の念をもっている。またパキスタン政

府・人民は，残酷な戦争が英雄的なベトナム人民に押しつけられていることに

対L，きわめて大きな関心を示すものである。

f A. R.力一ン国防相，サウジ・アラビア訪問一一一A.R.カーン国防相は 10日

間にわたってサウジ・アラビアを訪問するため Jeddahに到着した。この目的は

両国の shippingline確定のためといわれている。

Vパ，ユーゴより船および農業用機械購入を希望一一ユーゴ訪問中の Doha食

糧農業相はタンユグ通信に，今回のユーゴ訪問の目的は両国の友好関係の確保と

経済協力の促進にあるとのべ，さらに今回はユーゴから小漁船，ハシケ，等々の

船舶， トラクター，農業機械等の購入をする予定であるとのべた。

Vチッタゴンの Eas十ernRefinery，故障のため操業中止一一チッタゴンの Eastern

Refinery (EPIDC）はパイプ・ラインの故障のため操業を中止した。この Eastern

Refineryは東パ唯一の精油所でう この操業を中止されると東パではケロシンは

じめ燃料供給に非常な障害の起こることが予想されている。

V東パ物価事情一一束パ各地で物価上昇が目立っている。これは Pakistan

Observerが各地に特派員を派遣して調査した結果えられたもので，各地とも米，

肉，野菜，魚などの食糧価格が急昇している。

5 日 Vアルシャド・フセイン外相，毛沢東主席と会見一一アルシャド・フセイン外

相は北京で毛沢東主席と会見した。会見には周恩来首相，康生革命委議長，江青

夫人ヲ陳外相， Han外務次官が出席，パキスタン側はブセイン夫人はじめ代表全

員， SultanM. Khan駐中大使が出席した。また夕方には SultanM. Khan大

使主催のレセプションが聞かれ，周首相，陳外相のほか北京市革命委員会代表が

出席した。

Vアルシャド・フセイン外相，周思来首相と会見一一アノレシャド・フセイン外

相は北京で周恩来首相と会見した。会見には陳外相， Han Nie Lunε 外務次官

が出席，パキスタン側は代表団全員が出席した。

Vダッ力高等裁判所，アガルタナ事件裁判で中央政府批判一一ーダッカ高等裁判

所はアガルタナ陰謀事件裁判問題で，中央政府に対し nisi（一定期間に当事者の

異議がなければ絶対的効力をもっ判決〉を下し， 「刑訴法改正法（1968）のもと

に聞かれている特別法廷の前に行なわれた訴訟手続きが違法であり，法的に権威

のなu、ものであり，効力をもたないものであると判定されない理由を明確にする

よう J要求したりダ、ソカ高裁 DivisionBenchの裁判長は B.A. Siddiky，判事は

5
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Abdul Hakimで， 訴えたのはムジプル・ラーマンの代理人 Thomas Williams 

（弁護士・英人）である。 ThomasWilliams氏はムジブノレ・ラーマンの弁護を

引き受けている人。

V力シミール野党，統一行動を決定一一一カシミールの野党（All聞Jammuand 

Kashmir :t¥1uslim Conference, Azad Jammu and Kashmir Muslim Conference, 

Kashmir Liberation League）の代表はカシミーノレの解放運動およびその民族自

決権の確得のための統一行動を決定した旨明らかにした（ラワールピンジ〕。 3

政党の代表は Sardar Abdul Qayyum Khan (AJKMC), Sardar Mohammed 

Ibrahim Khan (Azad JKMC), K. H. Khurshid (JKLL）の 3委員長。

vパキスタンのソ謹接近について一一インド側はソ連がパに武器援助を決めた

ことをアユブ大統領の外交的勝利であるとみている。ソ連はインド・パキスタン

を経済的・軍事的援助，貿易等の問題で同等に扱わなくてはならず，カシミール

に関するインドの要求に肩入れすることをやめなくてはならない。パキスタンは

ソ連に対し，インドに対する武器供与をへらずか，あるいはパキスタンにも武器

を売るかのいずれかの方法をとるよう迫ったといわれるが，ソ連は後者を選んだ

上うである。ガンジス河ブァラッカ棋の問題については，第 3者の介入にインド

が反対しているが，これはアメリカによって提案され，パキスタンがこれを主張

し，ソ連によって支持された案である。

vソ連と 5ヵ年貿易協定に同意一一ソ連およびイギリスを13日間旅行して帰国

した GhafoorKhan商相はカラチで記者会見， パ・ソ両国が5ヵ年貿易協定を

結ぶことに同意した，と発表した。これは 1970/71年度から始まる第4次計画の

5ヵ年間の貿易協定になるもので，現在は 3ヵ年貿易協定によっている。

V国連工業開発機構・パ工業省共催の国際作業部会聞く一一国連工業開発機構

(UNIDO）および工業資源省共催の“工業企業家の資金計画 FinancialPlanning 

of Industrial Enterprises”に関する国際作業部会がカラチで聞かれ， UNIDO 

代表，英，米ラカナダライランヲ トルコ，パキスタンの代表が参加した。開会に

当りパキスタンのウカイリ蔵相が挨拶，パキスタンは現在資本財生産の初めの段

階にあり，今後工業の分野での成長を一層高めていきたいとのベた。

6 日 Vフセイン外相，夕食会に陳外相を招待一一北京出発に先だちフセイン外相主

催の夕食会が開かれ，陳毅外相が招待された。陳外相はこの夕食会で演説，フセ

イン外相との会談は十分な理解と信頼の上に行なわれたが両国の友好関係はます

ます強化されるだろうとのベフさらに要旨以下のようにのベた。
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中国はパキスタンがその独立を守り，侵略と干渉に反対してきていることを

強く支持している。両国は帝国主義，植民地主義，新植民地主義反対の闘いに

共通の利害をもっている。

一方フセイン外相も演説，中国政府との会議は非常に有益なものであったし，

パ・中両国の友好的関係は堅い基礎の上に確立しているとのベ，また中国の経済

援助について感謝しているとのベた。

Vアガルタナ陰謀事件の証人喚問つづく一一一アガノレタナ陰謀事件の証人喚問は

きょうもつづけられ， Amir Husain Mianは Moazzam被告について， 「同氏

はチッタゴン丘陵地域の Rangamatiでインドからの武器を用いてゲリラ戦の訓

練をするよう HavildarDaliluddin, Sultanuddinに命じた」とのべた。

Vアメリカの対パ援助一一一USISの発表によればアメリカの 1967/68対パ援助

は以下の通り。（単位，万ドノレ）

PL 480 

債権国会議

17,050 

16,050 

Ex-Im銀行 3,050 

タyレベラ・ダム 5,000 

世銀・米担当分 6,440 計 49,000 

その他アメリカ以外からの援助合計は 3億5000万ドルで，債権国会議はうち 2

億4000万ドノレ，社会主義諸国 1億ドル，その他1130万ドルとなっている。

7 日 V強力短波放送局開設一一シャハプッディン情報放送相はラワーノレヒ。ンジの東

13マイルの Rewatおよびダッカに lOOkwの強力短波放送局を開設した。これは

Radio Pakistanが設立したもので， この結果東ノfの人々はラワーノレピンジ放送

局の放送を，また西パキスタン北部の人々はダッカ放送局の放送を開くことがで

きるようになる。

T RCDの現状一 RCDが発足してから 4年近くの日を経たが，その RCDは

年々強化されてきている。 Dawn(8月8日〉は RCDの現状について以下のよ

うに伝えている。

RCDの目的は加盟3ヵ国が，技術協力，航空，航路，石油，石油化学，観

光事業，情報，貿易，文化協力，電信電話，道路・鉄道，保険，農業，婦人の

協力等々の諸分野で協力しあうことである。その組織は次のようになってい

る。

(1) 閣僚会議（参加国閣僚級代表で構成する最高決定機関）。

(2) 地域経済計画評議会（各国の経済計画機構の責任者で構成するもので

各国の経済計画を研究し，各国の潜在生産力をひき出す。また合弁企業計画
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の案も作成する〉。

(3) 常設委員会（各国代表で構成されるが，参加国と組織の聞の実際的橋

渡しを行なう。以前は17の委員会があったが，現在は以下の 7委員会のみで

ある。すなわち，①工業委，③石油・石油化学委，＠貿易委，④運輸・通信

委，⑤技術協力・行政委，⑥社会問題委，⑦調整委〉。

(4) 事務局（テヘランに置かれ，上記活動に関する事務をいっさいここで

行なう。使用言語は英語）。

(5) 事務局長（現在ノfキスタンの M.H. Zuberi l巳である）υ

(6) RCDの成果（合弁企業としてすでに石油化学E場が設立され， その

他；-33プロジェクトが承認され，設立を待っている。また RCDハrイウェー計

画（ 4千マイノレ〉も近く完成する予定。また RCD保険センターおよび RCD

商工会議所も完投している〕。

8 日 vパ政府，非同盟諸国会議出席を決定 ーユーゴのチト一大統領の招請をうけ

ていたパキスタン政府は非同盟諸国会議への出席を決めた。

v東パ洪水に支援 東ノミ洪水のため FAOはドライ・ミルク1000トン，パタ

ー500トン，小麦など， 62万5000ドル相当を援助，西独も 50万マルク（約50万ポ

ンド〉の援助を約束した。

vフセイン外相，杭少，，，を訪問一フセイン外相一命1は7日，特別機で北京をは

なれ， 8日杭チ｜、｜で揃江省革命委副主任とともに， j折？工大麻工場，東方紅絹織物工

場を訪問した。

V力シミール犠牲者の日，インド側力シミールで、ハルタル Fーカシミール犠牲

者の日を迎え，インド側カシミーノレの各地で、はハノレタノレが行なわれた。

V東パ洪水に5000万ルピ一一一政府は東パ洪水被害対策として5000万ルピーを

：支出すると発表した。このうち1000万ノレピーは小麦， メーズが 300万ノレピーでこ

れは被災者に無料で配布される。また西パから 100万ルピーが被災者救援資金と

して送られる。

10日 vアユブ大統領，カラチ帰国一一一アユプ・カーン大統領は22日間にわたる外国

旅行を終えて，カラチに帰国した。空港には夜中であったにもかかわらずムーサ

西パ知事，ヌノレ・カーン空軍司令官， S.M.アサン海軍司令官，中央閣僚，その

他 PML党員多数が出迎えた。同行者のうち大統領の子息 GauharAyub Khan 

大尉， Al taf Gauhar情報省次官， M. Rabi Khan少将・軍参謀， A.Z. Mohy 

Din中4主らも帰国した。
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Vアユブ大統領，ロンドンからの帰路トルコ訪問 アユプ・カーン大統領は

2 fJ聞にわたるイギリス滞在の後ロンドンを出発，カラチへの帰路トルコに立ち

寄った。空港でアユプ大統領はトルコの Sunay大統領，Demirel首相，Caglayangil

外相と会見，パ・トノレコ両国に関心のある問題， とくに1971年以降の英軍スエズ

以東撤退後のベノレシャ湾安全の問題，キプロス問題， イランと英国の関係等々に

ついて話し合われたとみられている。

Vアユブ大統領，中国の参加なしにどんな問題も解決できないと発言一一一アユ

ブ大統領はロンドンで記者会見を行なったとき，米共和党の大統領候補者リチヤ

ード・ニクソン氏が中国どの話合いを提案したというニュースに触れ，これはア

ジアおよび世界の平和のために有効な賢明な提案であり，中国の存在を認めねば

ならないし，どんな問題も中国との話合いなしに解決することはできない，アメ

リカが中国と話合いをすることによって失うものは何もない，とのべたo

vアルシャド・フセイン外相，中国訪問より帰国 アノレシャド・フセイン外

相は 1週間にわたる中国訪問を終え，ダッカに帰国した。ダッカ空港での記者会

見でフセイン外相は， 「中国政府は東パの洪水に非常に同情しており，中国は中

国がその洪水対策にとった方法・技術を伝えてくれるだろう」とのベフこの点に

ついて中国は専門家チームを中国iこ送るよう申し入れている旨発表した。

vシェイク・アブドラ，インド側カシミール補欠選挙ボイコットを指示一一シ

ェイク・アプドラ， ミルザ・アフザ、／レ・ベク，マウノレヴィ・ブアノレークの 3氏は

8月18日に予定されているカシミーノレ議会補欠選挙ボイコットを指示し， 「カシ

ミール議会は虚構で、ありカシミーノレ人の代表ではないJとのべた。

v東パ各地で、学生スト一一東ノf各地大学で、政府の教育政策に反対するストが行

なわれ，ダッカでは学生12人を含む13人が逮捕された。ダッカでの学生ストはダ

ッカ工科大学，ダッカ医科大学， Tagannath大学，その他大学で、行なわれたも

ので， この学生ストを組織したのは AllParty Students Action Committeeで

ある。学生の要求は Jagannath大学の政府接収反対，教科書でのコミュナノレな

見方反対， NationalEducation Commissionおよび HamoodurRahman Co-

mmission報告反対， 教育における東西格差是正などである。またチッタゴンで

も刑訴法 144条による集会禁止令にもかかわらず学生デモ・ストが行なわれ，ク

｝／レナ，マイメンシン，マウyレピ・パザーノレで、も学生デモ・ストが行なわれた。

マイメンシンではチッタゴン同様刑訴法 144条が発動されており，学生20人が逮

J甫されてし、る。
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Vインド共産党，パ・イの不戦条約を提案一一インド共産党は政府に対して，

パ・イの不戦条約（Nowar pact）を結ぶよう要請した。（ロイター）

11日 V選挙人団選挙のスケジュール変更－－M.A.Khan選挙管理委員長はラホー

yレで記者会見，選挙人団選挙のスケジューノレを若干変更すると発表した。それに

よると立候補受付は 7月31日まで（以前は 6月20日までλ投票日は 9月21Fiから

10月1日まで（同 9月 1日から20日まで〉となる。但し，選挙結果発表は10月20

日までで前と同じ大統領選挙，国会，地方議会議員選挙も不変である。なお選

挙区両作業はほぼ終ったが，この間に選挙区画定に異議を申したてた件数は 1万

2254件で， 1964年のときに比べ 6%減少しているという。

また次回選挙では国会，地方議会に10議席がリザープされ，この10議席は国会，

地方議会議長，知事，閣僚，あるいは10年以上法律，医学，技術，ジャーナリズ

ムの分野で活躍してきた人々によって占められることになっている。この議席の

任命は議会の選挙Jが終り，第1回の議会が開催されるまでの聞になされることに

なっている。

T PDM，政府の教育，労働，経済政策批判一一パ民主主義運動 PDMは東ノf執

行委を聞き，政府の教育，労働，経済政策を批判する決議を行なった。内容要旨

は以下の通り。

(1）政府の労働政策は，反労働者法に表われているように非常に反労働者的であ

る。政府は労働組合の認可を何ヵ月，何年もひきのばし健全な民古的組合の育成

を妨げ，労働者階級の中に混乱とカオスを惹起している。 PDMは政府に対し，

①種々の労働法の中の反労働者立法をなくし，③労働組合の認可を 3ヵ月以内に

認め，③外国の労働者階級の機関（ILOなど）への代表を選び，④スト権を回復し

結社の自由を認めること，などを要求する。

(2）また現在の政府の経済政策は，金持が一層金持に，貧之人がますます貴之に

なるものだ。輸入貿易におけるボーナス制などのために基本的商品の価格が上昇

してきている。政府は諸物価を引き下げるよう手段を講ずべきである。さらに政

府のジュート政策，とくに低ジュート価政策は，ジュート生産者にとって非常な

打撃であり，かつ資本家にとって有利となっている。ジュート価は 1マワンド当

たり最低40ルピーにすべきである。

(3）政府は紛争の起こった大学の接収などをするより，新しい大学を設立すべき

だ。

Vチッタゴン大学で警察・学生衝突，68人逮捕一一チッタゴン公立大学では10日
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学生ストを行なったが， 11日午後その主謀者を逮捕するため警察が学校に導入さ

れ，それに反対する学生と警察が衝突，警官は催涙弾を投げ，あるいは警棒で学

生を打ち，この結果9人が重軽傷を負い（ 1人重態）， 68人（学生58人，一般人10

人〉が逮捕された。

V東パ洪水被害状況一一市東ノミ洪水はすでiこ6月16日以来日日目を迎え，各地で

被害が続出している。現在の集計ではほぼ710万人が被害をうけ， 167人が死亡，

170万エーカーが被害をうけた。 とくに被害の大きかったのは Sylhet，チッタゴ

ン地方で，近年にない大規模なものといわれている。

V野党，政府に東パ洪水対策を要求 PDMバ民主主義運動東ノξ執行委は，

政府に対し東パ洪水被害者に対する十分な補償を要求するとともに，抜本的な洪

水対策を講ずるよう要求した。また MLC回教連盟評議会派東パ執行委も同様，

東パの洪水対策を要求した。

v洪水対策に対する中国提案承認一一アノレシャド，フセイン外相は中国からの

帰路ダッカで記者会見，中国が東パ洪水対策について，東パ専門家を中国に派遣

し，その治水事業を研究するという中国の提案をうけ，さらにこの交渉をすすめ

たいとのぺた。またダッカからラホールに若いたときの記者会見では中国の印象

について， 「中国では青年が前衛的働きをしている。中国政府は青年達がその責

任を双肩に背負っていくよう指導している。中国での食糧価格は現実的なもので

人々は十分な食障を得，十分な衣類も得ている。今年の収穫は非常によいとのニ

ュースを見た」とのベた。

Vパ物価事情一一中央統計局発表によれば食糧価格は上昇傾向にある。小麦価

格は 1シーア当たり 3～4パイサ値上りし，シンドでは 1シーア当たり51から54

パイサに，パンジャプでは同55から58パイサに値上りしている。米も同様で上質

米（パスマチ米）は 1シーア当たり2.5ノレピーから 3！レピーに，ジョシ米も1.2，レ

ヒ。ーから1.25！レピーに値 tりしている。野菜，果実，香辛料等の価格変動は以下

の通りである。

ポテト (1シーア） 82パイサ（69パイサ），ささぎ（ 1シーア）1.25ノレピー

(1. 04！レピー），豆（ 1シーア） 98(88パイサ）， トマト（ 1シーア） 80パイサ

(125パイサ），グリンピース（ 1シーア） 2，レピー（2.5！レピー），オレンジ（ 1シ

ーア） 4.42ノレピー（4.50ノレピー）， 綿実油（ 1シーア） 2.70ノレピー（2.75；レピ－），

ココナッツ油（ 1シーア） 5.90ルピー（5.70ノレピー），ガーリック（ 1シーア）

1.25！レピー（1.50ルピー），砂糖（ 1シーア） 1. 95！レピー（2.11，レピー），パパイ
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( 1シーア） 85パイサ（67パイサ）、 リンゴ（ 1シーア） 2.81ノレピー（3.25！レピ

ー），からし油（ lシーア） 2.47；レピ－（2.52ルピー），チリ粉（ 1シーア） 3.25 

ノレピー（3.30ノレピー）， ジンジャー（ 1シーア） :3.35ノレピー（3.35；レピー）， グノレ

ー(1シーア） 1.37ノレピー（1.44ノレピー） 0 

12日 Vアユブ大統領，ラワールピンジ着一一アユプ大統領は 3週間にわたる外国旅

行を終え，カラチを経てラワーノレピンジに到着した。ラワールピンジのChaklala

空港で記者会見，要旨以下のようにのべた。

パキスタンの過去10年間の経験はパが正しい指導のもとに偉大な国家をつく

り上げたことを示している。科学・技術の発展している現在，パは先進国に追

いつくよう努力を重ねなくてはならない。国民は一層の発展と繁栄安定のため

に励まなくてはならない。そして偏狭な地方主義，地域主義をすて，統一のた

めに尽さなくてはならない。

なおラワーノレピンジ空港には国会議長，閣僚，国会，西パ議会議員， ML指導

者，ヤーヤ・カーン陸軍最高司令官など多数が出迎えた。

Vアガルタナ陰謀事件証人喚問つづく アガルグナ陰謀事件の証人喚問がま

だつづき，検事側証人 AmirHusain Mianに対する弁護人 AhclnsSalam Khan 

氏の反対尋問がなされた。この＇ t』で証人 A.H.Mian氏は1965年8月29日の会

合でムジブノレ・ラーマンがインドから資金援助をうけるとの約束をえた旨のべた

と言正言，同9月1日と 9Flにラーマンは4700｝レピーをHJし，ゲッカ・カラチでの

活動資金にするよう指示したとのべた。

13日 v独立記念日にむけてのメッセージ一一アユブ大統領はパキスタンの第21同独

立記念日にむけ，要旨以下のようなメッセージを発表した。

今年の独立記念日は特別な重要性をもっている。現在最も必要とされている

ことは，統一と開発と国防である。われわれは自由というものが自立更生とい

う条件を満たしてはじめて意味をもつことを忘れてはならない。注意深い計画

と資源の合理的配分によりわれわれは農業生産を発展させることができ， 1970

年には食糧の自給を達成しうる見通しをもっている。また工業生産においても

非常に発展してきている。現実的かつ科学的思考によりこうした発展をつづけ

なければならない。現在パは第3次計画の半ばにあり，今後の一層の発展の途

上にある。過去10年間の発展の上にたち，今後10年間の発展目標をたてる必要

がある。

独立記念日を祝賀するに当たり，われわれはまだ独立を記念できないでいる

一（234）ー 292 -



パキスタン（ 8月）

ジャム・カシミールの兄弟達に思いをはせないわけにはいかない。われわれは

すべての国際紛争は話合いにより，平和的に解決すべきことを主張してきた。

不幸なことにわれわれは隣国インドとの紛争を解決できずにいる。ジャム・カ

シミーノレ問題およびファラッカ問題についてインドが解決のための努力をする

よう希望する。

V力ラチ商工会議所，政府に船腹の増加を要求 カラチ商工会議所は政府に

対し， NationalShipping Corporationとの話合いを行ない船腹を増加させるよ

う要求した。これは同会議所 PyaraliG. Allana総裁が発表したもので，「船腹

の不十分なことが中近東およびアフリカ市場へのパ製品輸出を困難にしている。

カラチ・チッタゴンからの船積みが船腹の不十分なことから輸出を不可能にし外

貨収入を減らしているのである。外国の船会社は低開発国の利益に反して運賃を

引き上げ，過去18ヵ月の問に 3回も運賃引上げを行ない，最近のそれは17%もの

引tげを行なった。 NationalShipping Corporationが船腹を増すととにより，

大きな外貨節約が11J能だろう」とのぺた。

14日 vパキスタン第21回独立記念日

Vモスクワで、パキスタン独立記念日祝賀会一一一モスクワのゴーリキー公園で、パ

キスクンの21同独立記念十i祝賀会が開かれ，駐ソ領事： Sultan氏はパ・ソ関係の

発展について要旨以下のようにのべた。

パ・ソ関係は最近とくに非常な発展をとげた。わずか数年前まではこんなに

多くのパ学生がソ連で学びラソ連技術者がパで、働くなどということは想像もつ

かなかったのである。最近のコスイギン首相訪パは両国の関係発展の上で大き

な前進であった。これ以来，パ・ソ関係の新時代が始まったのである。今日で

はパ・ソ関係は政治，経済，科学，文化のあらゆる分野にわたっている。また

外交政策においても，パ・ソf11J国は世界の重要な事についてほぼ同じような見

方をもっている。両国関係の進展は人類の利益であり，世界平和に貢献するも

のである。

15日 Vインド，パに不戦条約締結を提案一一一インディラ・ガンジー首相はインド独

立記念日に演説，その中でパキスタンに対し不戦条約（Nowar pact）を締結す

るよう提案した。この問題に関するガンジ一首相の演説要旨は以下の通り。

われわれはパキスタンを含むすべての固との友好を希望している。故ネル

ー・シャストリ jil1J首相もこの考えのもとにパに不戦条約締結を提案してきた。

わたしは今日，これを再び提案するのこうした提案は両国の利益となるもので
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あり，両国の発展と開発のためには基本的なものである。

V東パ知事，洪水被害について発表一一ーモネム・カーン東パ知事は毎月半ばに

行なうラジオ放送で、東ノf洪水被害状況について，以下のようにのべた。

今回の洪水被害は死者168人，家畜損失6500頭，家屋損害40万8600戸， Aus

米183万6430エーカー， Aman米134万8991エーカー， ジュート30万6148ヱー

カー，砂糖キピ1425ヱーカーが大きな被害をうけた。この被害に対し，政府は

できる限り迅速に救済対策を行なうつもりであり，また早急に洪水対策を検討

するつもりである。政府はこれまで5500万ルピーの資金供与を行なったが，こ

のうち1255万ノレピーは食糧供給に， 301万1700；レピーは家屋再建資金に，1350万

ノレピーは種子，肥料買付資金（ローン〉に， 1510万9000｝レピーは Aman米作

付のために貸付けられた。

Vインド軍事力強化について－Da叩 n紙は M.A. Mansuri署名でインド

軍事力強化について，要旨以下のような報告を行なっている。

インド国防省は 8月1213，パキスタンがインド攻撃のために準備をしている

との声明を発表した。しかしこれは全く逆のことで，インド側こそ最近とくに

軍事力強化につとめ，対パ攻撃の準備をしているのである。インドは外国から

巨額な軍事援助をえているだけでなく，国防予算を1961/62の30億ルピーから

1968/69には160億ルヒ。ーまで増大させ，軍事品の国産化を行なっている。イン

ドには陸軍30個師団，空軍45squadrons，海軍4万5千人がおり，軍事品とし

て陸軍関係はタンク（100,105ミリ砲っき）， T.K砲（100,40ミリ）， Bran<lit-

mortar (180, 106ミリ）， RCL砲 C48, 57, 60, 120ミリ〉， トラック，ジープな

どを国産化し，空軍関係ではMIG21戦斗機75機，ジェット・エンジン120台，

ミサイル 1350,HF-24を36機，ヘリコプタ－ 30機を製造した。また海軍関係

ではフリゲート 1隻，巡視船2隻を製造している。また原子力関係で、もインド

は原子炉4基をもち，アルトニューム分離プラント 1をもっている。こうした

インドの軍事力強化は対中国のためではなく，パキスタンのためなのである。

16日 Vインドの不戦条約提案はごまかし一一ガンジ一首相がパとの不戦条約提案を

行なったことについて，イスラマパードの政治評論家達は， 「これはインドが世

界をごま化し，その拡張主義をカモフラージュするものである」との見方をして

いる。また「インドはぼう大な軍事力強化をしており，そのジャム・カシミーノレ

問題，ブァラッカ問題などの基本的問題の解決をさけている。もし両国の紛争の

根本が解決されない限り両国の平和はないのだ」との見方を明らかにした（政府
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の公式発表はまだない〕。

Vインド，ラジャスターン国境に軍結集か一一パキスタン Dawn紙は Jiffery 

Hashim署名の報告（コロンポ発〉を掲さいした。それによるとインドはラジ

ャスターンとパキスタンとの国境（644マイル）に軍を結集中であるという。これ

はジャイプーノレからのニュースによるもの。

T PML，アユブ大統領の再出馬を要請か一一一PML同教連盟はアユブ、大統領に対

し， 1970年 1月初の新大統領選挙に参加し，さらに 5年間，大統領を勤めるよう

要請するとみられている。

Vカラチ，クェッタに集会禁止令。

T 1968年 1～3月の国際収支一一中央統計局発表によれば， 1968年 1～3月の

国際収支は 1億5180万ノレピーの黒字で，1967年10～12月の 3億0960万ルピー赤字，

前年同期1520万ノレピー赤字に比べ，大幅に改善されている。この原因は1968年 1～

3月中に transferpaymentと capitalaccountがそれぞれ3億 3600万Jレピー，

4億2220万ノレピーの黒字となり，それが貿易上の赤字6億0650万ノレピーを相殺し

でも余りあったためである。この結果中央銀行の金・ドルスターリング外貨保有

高は5750万ルヒ。ー増え， 7億5890万Jレピーから 8億1640万ノレピーとなったO また

IMFへも120万ノレピーをサーピス・チャージとして支払っている。この期間の輸

入総額は 12億 4640万ノレヒ。ー，このうち外国借款，クレジットによる輸入は 2億

4730万ノレピー， PL480によるもの 2億070万ノレピーとなっている。

v新肥料工場，生産開始一一一リアルプールにある WPIDCの肥料J工場， Lyall-

pur Chemicals and Fertilizers Ltd.は16日から生産を開始した。この肥料工場

は年間， sulphuricacid 1. 5万トン， superphosphate7. 2万トン生産する。

17日 V西パ政府，カラチの固有地買売手続き決める一一一西パ政府はカヲチの国有地

の買売手続きについて，以下のように決めた。

⑦カラチを都市部と近郊に分け，都市部は中心から15～20マイルとし，ここの

国有地は，以下の場合を除き公開競売とする。例外の場合は公団住宅，独立・準

独立公社，認可をうけた工業，大学，外交官用設備等々の場什で，この場台は競

売ではなく，政府との個別折衝による。

③都市部では固有地の農地転用は認めない。

⑨ Hub Dam地域では士地の 30%は現存：の占有者あるいは耕作者に売られ、

20%は公開競売で売られる。

18日 V自由力シミール大統領，インドの不戦条約に反対一白 f!Iカシミール Al)(lul
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Hamid Khan大統領はインデ、ィラ・ガンジー首相の不戦条約提案について，これ

は全く日：界の人々をあざむくものであるとのペ，さらにパ政府がこの提案をうけ

入れなかったことは全く正しい，こうした条約はカシミーノレ問題のような重要な

問題の解決なしに締結することはできないとのベた。

Vインド側力シミールで32人逮捕 インド側カシミーノレでは18日カシミーノレ

議会の補欠選挙が行なわれたが， PlebisciteFrontの指令により多くの人がこの

選挙をボイコットし，選挙人名簿を奪って火をつけた。このため犯人が逮捕され

た。実際に投票した人は30人に満たなかった。

V東パ， 10年の発展一一束パ経済計画局は Panoramaof Iケogressを発表，

その中で過去10年間 (1958～67）の東ノfの発展を要約している。

① 電力： 1960年の東ノミ発電量は 210MWで 1950年の 44.6MWの約5倍とな

った。電気利用者数も1950年の 2万4000人から， 1960年には12万0500人と急増し

ている。東ノfの sub-divisionの中心地54市が1960年には電気を利用し，ターナの

中心地94町が1967年には電気を利用するようになってし、る。村でも 150カ村－が電

気を利用している。

（互） 工業 とくに肥料，農薬などの分野に力を入れてきた。肥料についてはブ

ェンチガンジ肥料工場（10万トン〉のほかに， ゴラサールの３４万トンの肥料工場

が建設中で， 1970年には生産を開始することになっている。さらにチッタゴンに

は三重過リン円安肥料工場第 1工場 (3万2000トン）が生産を開始，第2工場が建

設中， 第３ 工場が計画中である。アンモニューム肥料工場） l万2000トン〉も

19G9年には生産を開始することになっている。

（：心 EPrnc: PIDCは1952年から 62lifまでの10年間に東ノミで、21プロジヱクト

（総資本領内億3300万ノレピー〉を完成させた。この投資は1962年のPIDCの分離

以降急増し， 1966/67の東パ投資額は 2億6037万ノレピーであった (1960/61のそれ

は4939万ルピー）， 1962年7月から 1968年 6月まで EPIDCは40プロジェクトを

完成させ，総投資額は10億8070万ノレピーにも達している。

v砂糖キビの最低価格決る一一西パ政府は砂糖キビの 1968/69年度最低価格を

発表した。それによると南部地方での最低価格は 1マウンド当たり 2.90ノレピー，

北部・ rJ-1部地方で、のそれはそれぞれ2.50, 2.75ノレピーときめられている。 19川／

68年litのそれは2.25ルピーであった。

19日 Vアルシャド・フセイン外相，パ・中関係について語る一一一アノレシャド・フセ

イン外相iはイスラマパードの1t113N大使館で同外相の中国訪問を記念するレセプシ
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ョンに／H席，パ・中関係について要旨以下のようにのべた。

司） パ・中関係が緊張してきているという内外の噂は今回の訪中で消えてし

まうだろう。われわれの友好関係は原則jに基づいているのであり，こうした｜噂

が再び出てこないよう希望する。

(2) パ・中友好関係は相互尊重，地域的尊重，内政不干渉のlュにうちたてら

れている。

⑨ わたしは中国政府および人民がカシミール人民の:ir義の原則である民挟

自決権を支持していることに感謝している。

Vインド側力シミールの補欠選挙ボイコット成功一一一インド側カシミールでは

18日，州一議会議員の補欠選挙が行なわれたが， この補欠選挙をアプドラはじめ

Plebiscite Frontはボイコツトするよう呼びかけ， この呼びかけは成功したもよ

うである。補欠選挙の行なわれた Safakaclal,Baclgam地区ではカシミールの人

々は多く家の中に留まり，ある投票所では投票者が 3人しかいなかったしまた

他の投票所では 1人も投票にこなかったという。

20日 vムーサ西パ知事訪ソ予定一ムーサ西ノミ知事は 9月九日からソ連を訪問する

子定である。これは政府が公式に発表したもので，ソ連政府の招請による。

V計画委副議長，第 3次計画自標は達成見込と発言 アーマッド計両委副議

長はテレビ記者とのインタビューで第；｛次計画に触れ，要旨以下のように発表し

fこO

① 第3次計画初めの 2ヵ年間は種々の悶難のため経済計・]1耳の後退を余儀な

くされた。その結果総投資額は目標に達せず15%程度低いものになり，雇用も

目標の 550万人の雇用には達しえない見通しである。また教育・保健などの社

会開発の分野でも目標達成はむすミかしい。しかしこれら以外の去に木的目標は達

成可能であると考えている。

ぽ） とくに GNPの成長率では目標の年6.5%を逮成しうるとJιぅQ という

のは， 1967/68のそれは8.:3%という史上初めての高度北長を達成したからであ

る。輸出部門でも同様で，その増加率目標9.5%に対し，過去3年間に約%附

となっているのである。また農業部門で、も目ざましく， 1967／附には食脂が＇.）【）（）

万トン増産され，第 3次長十Ffarpに食協の自給体制が11J能になると考えている n

L〆たがってわれわれはし、くつかの困難にもかかわらず，主要目標は達成しうる

と考えている。

岨 1%7／似の農業の増産には円ぎましし、ものがあった。その以内の一つは

円
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気候条件のよかったことであろう。しかしこの条件が食糧生産にどの程度貢献

したかは計算するわけにはいかない。この気候条件のほかに増産に大きく貢献

したものとして投入物の増加があげられる。 とくに肥料の利用増（1967/68は

前年度比70%増），水の利用については深井戸の利用増（ 8千～ 1万ヵ所増設），

多収穫種子の利用などがあげられる。したがって，たとえ天候が不正常でも農

業生産は増加するものと忠われる。

④ 第3次計画の進展につれ人々の生活も豊かなものとなり， 1人当たり所

得は過去8年間に25%出1力I]，布の使用量は 1人当たり 12ヤードであったものが，

15ヤードに増加している。インフレーションについては，バのように低開発国

では若干の物価上昇，インフレはさけられないことであろう。

⑤ 外国援助については，現在のように低開発の場合はある程度やむをえな

いとして，できるだけ早い時期にその依存をなくしたいと考えている。また同

H寺に外国援助の受入国も以前のように 3～ 4ヵ国に集中するのではなく分散化

し，現在では20ヵ国（機関〉から受けている。外国援助に限らず，鉄鋼，石油

化学などの基幹産業については早く国産するようにし，この市での外国依存も

なくし自力更生型経済としたいと考えている。

21日 v東パ政府，国境侵犯でインドに抗議一一一束パ政府（シノレヱット地方長官）は

インドがアッサムおよびトリプラと東パ悶境附近でひんぱんに国境侵犯を行なっ

ているとの抗議文をインド政府に送った。

22日 Vチェコ問題，安保理で討議 チェコに対しソ連が軍事介入した事件につい

て安保理で討議するよう米，英，仏，カナダ，デンマーク，ブラジノレ，パラグァ

イから提案があり，パ代表はそれに賛成した。しかしこの質成投票をするにあた

り，パ代表 M.Younusは，これはチェコ問題に対するパの態度を示すものでも

ないし，偏見をもつものでもないとのべている。この提案は賛成15，反対2 Cソ

連・ハンガリー〉で可決された。

V年間計画作成委設立 政府閣議は 1969/70の年間経済開発計幽をたてるた

めの委員会を設立，委員長に M.M. Ahmed計画委副委員長を任命，委員14人

のうち 7人は中央・地方政府の大蔵省，工業省，商務省，農業者，運輸省，経済

省，計画委員会などの次官が任命され，中央銀行総裁，計画委主任経済官も任命

される見込み。

v農業機械化のための委員会設立ーパ政府は閣議で、西ノミ農業機械化促進のた

め10人からなる委員会を設立した。委員長は農業省次官で，委員会では商パに導
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入さるべき農業機械の標準をきめその手当を行ない，また機械化のためのフ。ログ

ラムを作成する。報告書は 8～10ヵ月以内に作成される。西パでの作業が終って

から同様な委員会が束パにも設立される予定。

V西パ，小麦粉配給を中止一一政府閣議は西パの小麦生産状況が好転したこと

から，小麦粉の配給中止を決定した。西パ政府は，小麦供出により現在 120万ト

ンの小麦をストックとしてかかえており，この保管問題を解決するため製粉工場

(roller flour millsと moderngrinding plants）に対し，その小麦必要量の少な

くとも50%は政府のストックから 1マウンド18.60｝レピーで買うよう指示した。

Vソ連，東パに道路建設用機械供与一一ソ連は東パに道路建設用機械，ブルド

ーザーなど 1115万ノレピーをクレジットおよびパーターで供与する協定に調印し

た。これは東パ政府とソ連外国貿易機関が調印したもので，ソ連はパに 4～6カ

月の聞にプノレドーザー， ローラー， クローノレトラクター，アスフアルト・ミキサ

ー，ダンプ0 ・トラック， トレーラーなどを供与する。

23日 V安保理，チェコ問題討議一一安保理はチェコ問題の討議を行ない，米・英・

仏など 8ヵ国共同提案のソ連非難決議に対する投票を行なった。この決議にはソ

連が拒否権を発動，賛成 10，反対2 （ハンガリー，ソ連〕， 棄権3Cアノレジエリ

ア，インド，パキスタン〕で事実上成立しなかった。パキスタン代表は棄権の理

由として， 「決議と投票の聞の時聞が短く，パ政府との連絡が不十分で政府首脳

と十分協議できなかったため，現在まだこの決議に意思表示をできない」とのベ

たQ しかしこのパ代表の態度について国連観測筋はパキスタンが“決議”の激し

いソ連非難に反対したためだ、とみている。

24日 Vチッタゴン商工会議所，東パ独自の貿易政策を要求一一チッタゴン商工会議

所は政府の貿易政策に反対，東西パキスタンの経済格差を是正するためには東西

別個の貿易政策をたてるべきであると主張している。主な主張は以下の通り。

① 現在東西‘パの経済格差は厳存している。 1人当たり所得，個人購買力，

GNP，どれをみても東パは西パより小さい。この格差是正のためには東西別個

の貿易政策がたてられるべきである。東ノfの貿易政策としては，工業用原材料，

商業用品目などを含む基本財は要許可品目とし，基本財以外のもの，者修品は

ボーナス・リストあるいはボーナス・現金リストにすべきである。

③ 貿易政策に限ちず，外貨についても東西別個に配分すべきである。

③ また政府の貿易公社が，民間貿易の分野に入ってくることには反対であ

り，この公社による輸入品の価格も高く，デリパリーもおくれていることに注
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目している。政府は貿易公社の活動が，社会主義国とのパーター取引にのみ制

限すべきである。

v東パ物価上昇一一束パ各地では洪水のため食糧を中心に物価が急速に上昇し

ている。 Pabna地方ではとくに物価上昇が著しい。 Palma地方はもともと米の不

足地で毎年束パ各地から米を買っていたのだが，洪水で、これが悶難となり，その

必要量を満たせなくなってきている。そのため米価は上昇気味で，最近収穫され

た Aus米で 1マウンド38～40ノレピー， Aman米は45～50ノレピーに達してU、る。

野菜・ filなどの値上りも目立っており，ケロシンも 1シーア50～62ノレピーとなっ

ている。グルーも値上り，数週間前は 1シーア 1ルピーだったものが1.12～1.25

／レピーとなり，砂糖も同期に 1シーア当たり 12パイサ値上り， lシーア 2ノレピー

となったo ij＼凡値上り，アヒノレの卵で 4個別パイサ，京jの卵で4個44～50バイサ

である。

T ADBP, 1967/68年度資金貸付状況一一一農業開発銀行 ADBPの1967/68年度資

金貸付状況は以下の通り。

① 1967/68の貸付金総額は 1倍、7130万ノレピーで前年度より 16.1%増である。

このうち 1億0640万ルピーは西パに， 6490万ノレピーは東バにそれぞれ貸付けら

れた。 1967/68の貸付目標（改訂〉は 1億7500万ノレピーであった。

③ 資金は IDAからきたが，最初の IDA資金2700万 lりレは93%がすでに

返済された。第2の IDA資金1500万ドノレのうち 3507）＂ドルは EPADCが5650

台の動力ポンプを購入， 1150万ドノレは農業機械導入に使用された。

⑨ ADBPは貸付金利を1968年 8月1日から引き上げ， 5%から 8%の問に

することを決めている。

25日 vパ国連大使，チェコ問題で発言一一休暇で帰国していた AghaShahiパ国連

大使は25日任務に戻り，国連でチェコ問題に関するパキスタンの態度を明らかに

したο 同大使は要旨以下のようにのべている。

パ政府はソ連とチェコ指導者がモスクワでの直接交渉により名誉ある解決点

に達するよう希望している。チェコにおける事態は国連憲章および悶際法の下

で保証されている国の基本的権利および義務に対する直接的重圧である。パは

チェコ国民がその社会体制がどうあれ，主権を守り，力の脅威から守られる権

利をもっと信じている。したがって国連安保理はチェコからソ連およびワルシ

ャワ機構軍が撤退することに重要な関心をもっているのである。悶の主権を守

り，白決権を守り， ）Jの脅威から守られることは絶対的なものであると考えて
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いる。この点に関してはカシミール問題も同様で，国連安保理がカシミーノレ問

題にも同様の関心をもつよう希望する。現在ソ連とチェコがモスクワで交渉を

つづけていることを考えれば，西側提案の安保理決議案をこれ以上討議する必

要はないだろう。この決議案についてパキスタンは決議案にもられた人道的問

題に沌意を払っている。 （逮捕されているチェコ指導者の安全を主張する条項

をさす〉

Vチエコ問題に関する社説－－ -Dawn紙と PakistanOb附 ・ver紙はチェコ問

題に関し，要旨以下のような社説を掲げているO

“冷静に考えよ” （Dawn）：意見の相違や紛争を解決するのに力を用いること

が正当でないことは疑問の余地がない。ソ連は最近この基本的考えを受入れ，

支持してきた。そして穏健で冷静な考慮を示してきた。こうしたソ連の態度は

ソ連の信頼を増し，賞賛を高め，平和の力を強め，危機に満たされ問題をかか

えた現在の世界で，ともすれば失われていく希望をよみがえらせてきたのであ

る。もしチェコ問題に対する不幸な介入の結果こうした希望が失われていくの

であれば，現在緊急に必要なことはこのソ連の後退の期間を短くすることであ

る。それは冷静な考慮と，ビジョンや見通しが国内の圧力やブロック内の対；立

などの結果くもったり，あるいは色づけされないこと，の二つを必要とする。

われわれはソ連の行為を非難し，あるいは正当化する前に，この行為をnをき

わめて非難している西側諸国に対L，アノレジエリア代表が安保理で行なった質

問を再び発したい。アルジエリア代表は以下のようにいっている。すなわち西

側諸国はヨーロッパの人々とアジア・アフリカの人々に対しては全く別の基準

でものをみているのか？ 西側諸国はベトナムや南アフリカ，中近東の人々の

運命には何の関心もなく，チェコの人々に対してだけどうしてそんなに急な行

動を主張するのか？

“東欧でのドラマ” （PaldstanObserver）：もしアメリカが南アメリカの国内

問題に介入すること，そしてキューパにソ連のミサイノレを持ち込ませないこと

がその利益にあっていると考えるとすれば，ソ連はチェコが西側諸国の陰謀の

地になっても平静でいると考えることはできないだろう。チェコは西独・オ｝

ストリアと国境を接しているのであり，西側には NATOがあってこれが東側

諸国の直接の脅威になっていたのである。こうした政治的状況を考えればソ連

の行為はたとえ許しえないことにせよ理解できないことではない。もちろんこ

のことは東欧での事件を小さい国が喜んでいることを怠味するのではないυ た
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だソ連の行為で不可解なことは，ノボトニーなきあとのチェコ政府は，ソ連が

20回大会以降行なった非スターリン化をチェコでも行なったにすぎず，西但村通

らのチェコ共産主義への工作が公然となされたわけでもなかったにもかかわら

ずこうした行為を起こしたことである。

T 1967/68年米生産高一一農業食糧省の最終推計によれば1967/68の米生産高は

1247万トンに達し， 1966/67の1076万7000トンにくらべ15.8%の増産となった。

この増産の理由として政府は米増産運動の高まり，投下肥料・薬品の増加，改良

品種の利用，治水濯瓶の発展，作付面積の増大，順調な気候条件等をあげている。

このうち東パの米生産高は 1967/68で1099万5000トンで，前年度942万4000トン

にくらべ16.7%の増産，西パで、は 1967/68で147万5000トン，前年度 134万3000

トンにくらべ 9.8%の増加である。

作付面積では1967/68の米の作付面積は2794万5000エーカーで， 1966/67の2589

万7000エーカーにくらべ7.9%の増となっている。東ノξのそれは1967/68で2443万

7000エーカー，前年度2241万4000エーカーにくらべ 9%増，西ノfは1967/68で350

万8000エーカー，前年度348万3000エーカーにくらべ 0.7%増となっている。

v政府，鉱業開発局設立 政府は Geological and Mineral Development 

Coordination Boardを工業省の下に設立した。 この局は各省が行なっている地

質調査，鉱山開発に関する調査および開発事業を一括して行なうもので，局長は

工業省次官。

27日 v東パ AL( 6項目派）， ソ連軍のチェコ撤退を要求一一一束ノζAL(6項目派）

は裁判中のムジプ／レ・ラーマン委員長の家で執行委員会を聞き，ソ連・ワノレシャ

ワ機構軍のチェコ侵入問題について討議，ソ連軍の行為を非難し，直ちに軍を撤

退させ，チェコの国内問題は外国の干渉なしに解決させるよう主張する決議を採

決した。また同時にアメリカのベトナムからの撤退も要求した。また AL(6項

目派）は党員に対し，党の財政危機を訴え，資金を集めるよう要請した。議長は

旬以lN azrul Islam党委員長代理。

V近く外国負債に関する政策立案一一一政府は近く外国負債に関する総合的政策

を立案するよう国際収支委員会（委員長M ・M・アーマッド計画委副議長〉に指

示した。これは余りに多くの負債をもつことはパキスタンの経済に負担となるこ

とを考え，負債額を一定の水準に保つ方策を考えるもので，そのためには現在の

外国援助の額と条件，今後の方向，外貨獲得額，輸出政策とその実施状況など

を調査する必要がある。現在のところパキスタンは外貨収入の16%を外国負債の
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済・利払にあてており， 1968/69年度の返済・利払額は 6億5000万ノレピー（約1

億3600万わけに達するとみられている。パキスタンが1967年6月30日までに

契約した援助額は 35億ドル，このうち現実に支払われた額は 27億ドルである。

1967年6月初日までにパキスタンが返済した金額は 6億ドル，したがって現在21

億ドルの未返済金がある。第3次計画中に支払われた援助額は18億8300万 f；レに

達する。

v世銀，東パ洪水対策で近く専門家派遣一一一世銀は東ノf洪水対策のため 9月中

に専門家を派遣する。世銀は東パ WAPDAと協力して洪水対策を練ることにな

るが，これまでの調査の結果，東パの地理的条件から考え，堤防の構築にその重

点がおかれるとみられている。

vヨjレダン国王訪パ ーヨルダンのハッサン国王は， 国王の弟である Hassan

bin Talal皇子とパキスタンのSarvathIkramullah嬢との結婚式に出席するため

カラチに到着した。空港にはアユブ、大統領はじめ閣僚多数が出迎えた。

vベルギーと工作機械協定一一パ・ベルギー両国は工作機械をベルギーから購

入する協定に調印した。工作機械は90万8109ノレピー。

28日 Vアユブ大統領，フセイン国主と会談 （アュブ大統領はヨノレグンのフセイン

国王と 1H寺間にわたって会談，パ・ヨノレダン関係および中近東問題について話し

合った。

26日 v国連非核保有諸国会議聞く戸一国連非核保有諸国会議がジュネーブで聞か

れ，パキスタンのアルシャド・フセイン外相が議長に選出された。議長選出に当

たりフセイン外相は要旨以下のように演説した。

パキスタンは核兵器製造を否定している諸国に対する安全保証を要求すると

同時に核の平和利用の面で利益を得られるよう強調する。この核保有諸国会議

の基本的問題は，われわれが次の 2点についての保証を得られるかどうかにあ

る。すなわち核兵器が国の地位をきめるのではないということ，および核エネ

ルギーが少数国に独占されないということの二つである。非核保有国の安全に

とって重要なことは中国が国連に加盟することである。この非核保有国会議は

核拡散防止条約を認めていると同時にこの条約が核エネルギー，技術の平和利

用をすべての国にも認めるものであることを評価している。 〈同会議参加国は

85ヵ国である〉

Vブット氏の人民党分裂一一プット前外相の人民党 PakistanPeople’s Party 

の42人は声明を発表，人民党から脱党して新党 ProgressivePeopl’S Party進歩
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人民党を設立すると発表した。声明の中でこの脱党の理由としてプット氏の最近

のヨーロッバ訪問が，アメリカのスタンレー基金によるものであること，プット

氏がバをアメリカに近づけることを目的としていたのがはっきりしたこと， Lar・

kanaにプット氏により最近建てられたケネディ・マーケットがアメリカの援助

によるものであり，プット氏とアメリカ政府筋の関係、が密接で、あることが明らか

になったとと，などをあげている。主なメンパーは A.M. Soomro, Baqar Rizvi, 

Ateebur Rahman, Zaheer Naqvi, Razia Bano, M. S. Zarar Mahhoobur Rahim 

等。

vヨルダン国王イラン経由で帰国一一ヨノレダン国五はイラン経rt1.. c帰凶したυ

帰国に当たり国王はメッセージを発表，パ・ヨノレダン関係の今後の J 層の深まり

を希望するとのベた。

29日 vインド，ファラッカ問題討議要請に答えず インド政J(:fはノミ午スタンがブ

ァラッカ問題で閣僚会談を聞きたいとの提案をしているにもかかわらず，まだそ

の回答を行なっていない。また同時にインド専門家に対し10月にパキスタンを訪

問し，ガンジス河を視察するよう呼びかけているのに対しでも答えていないο

vパ・ユーゴ，深井戸1500台供与協定に調印一一パ・ユーゴji可国は珂パWAP

DAの行なう深井戸1500台の設置と電化についての協定に調印した。このプロジ

ェクトの総費用は2835万ドノレ， うち外貨必要分は46%である。外貨分の23%はユ

ーゴからの借款でまかなわれる。ユーゴはこれまでパに対し 8借款 l倍、.526幻jド

ノレを供与している。

30日 非核保有国会議，副議長12人を選出 一非核保有国会議は地域ごとに副議長12

人を選出した。東欧ブロックからはノレーマニア，ユーゴ，アジアからは日本，イ

ンド，西欧からオーストリア，イタリア，スペイン，アフリカから UAR，ガー

ナ，タンザニア，ラテン・アメリカからはエクアドノレ，コロンピアの各国代表12

人。

，駐ソ・パ大使，コスイギン首相と会見一一駐ソ・パ大使 SalmanAhmed Ali 

はクレムリンにコスイギン首相を訪ね，会談したo

vプラウダ，パの態度を賞賛一一フ。ラウダはチェコ問題に関する国連安保理で

パキスタンがインド，アルジエリアと共にソ連非難決議に反対したことについて

論評， 「西側冷戦勢力はチェコ問題を利用し，ソ連とその他の国々の聞の離反を

岡策している。しかしこれは失敗した。 A・A諸国はチェコの社会主義を守るこ

とが， A・A諸国の民族解放を守ることを意味すると見ている。パキスタン， { 
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ンド，アノレジエリアは非常に現実的な態度をとったものである」とのべているo

T RCD合弁ジュート工場一一一束パ・クールナに設立される予定の RCD合弁ジ

ュート工場に対し，パ政府は EPIDC資金ではなく，民間資本を参加させること

を考えている。 このジュート工場は 500台の織機（400台は h田 sian, 100台は

sacking）をもち，総費用は4140万ノレピーとみられている。このうち2240万Jレピ

ーが機械，設備などに使われる。当初資本は1900万ノレピーで，イラン・トルコが

それぞれ 190万ノレピーずつ出資することになっている。

31日 v外国民間投資の動向一一第3次計画当初2年 6ヵ月間の外国民間投資額は5

億7710万ノレピー（約 1億2000万わりに達した。これら投資の大部分は工業部門，

とくに以前は輸入していた製品の組立および加工業に投下されている。投資国と

金額は以下の通り。

香 港 22:u（万ノレピー） 日 本 1,013.4 （万ノレピー）

スイス

チュニジア

950.7 

3,166.9 

スェーデン 189.5 

英 国 5,390.0

アメリカ 35,210.0 西 1虫 2,880.2 

その他 1,751.1 

なお第3次計匝i期における外国民間投資は， 1964/65で7700万ノレピー， 1965/66

で8700万ノレピー， 1966/67で9200万ノレピーで， 1967/68は 1億 3000万／レピー，

1968/69は1億6000万ノレピーを目標としている。

vガファール・力一ン商相， RCD閣僚会議に出席 ガファーIレ・カーン商相

は9月 2日からテヘランで聞かれる RCD閣僚会議に出席することになった。出

発は 9月 1日o

v政府，協同組合銀行制度を考慮－ M. Raschid中央銀行総裁はカラチで記

者会見，パキスタンにも協同組合銀行制度を考慮中であると発言した。
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ジュート生産状況

ジユ｝トはパキスタン経済にとって非常に重要な役割を果している。 Dawn紙はパ

キスタンのジュート生産状況について特集している。以下はその要約である。 （筆者

Ashraf Ahmed：中央ジュート委書記〉

ジュートは世界経済の中でも重要な繊維の一つであり，またパキスタン経済の中

でも重要な位置を占めている。パ国内では約500万人の農民が直接・間接にジュー

ト生産に関与している。ジュートは輸出多角化という政府の努力にもかかわらず，

パの外貨収入の重要な位置を占めている。以下の表はジュートおよびジュート製品

が輸出の中で、占める割合を示したものである。この表からも判るように，ジュート，

ジュート製品の輸出が，輸出総額の40～50%あるいはそれ以上を示している。

表 l ジュート・ジュート製品の全輸出に占める割合

（単位 1,000万ノレピー〉

総収外入貨 輸ジュー出ト 製ジ品ュ輸ー出ト 関ジ係ュ合ー計ト 総合占収め（入%る害）にiJ 

1958/59 132.05 78.90 13.02 92.01 69.51 

1959/60 184.02 76.04 14.04 90.04 49.08 

1960/61 179.09 87.08 22.03 110.0l 61.20 

1961/62 184.03 86.09 33.09 120.08 65.55 

1962/63 228.00 84.07 31.07 116.04 51.05 

1963/64 229.07 77.05 34.0l 111.06 51.05 

1964/65 247.01 92.05 32.00 124.00 50.18 

1965/66 276.08 97.07 59.01 156.08 56.65 

1966/67 360.00 90.92 63.08 154.00 42.78 

パキスタンのジュート生産量は全世界のそれの中でも非常に大きな割合を示して

いた。しかし現在では独占的とはいえなくなってきている。その原因はパキスタン

のジュート生産量が安定的であるに反して，東南ア，ラテン・アメリカ等にジュー

ト生産が拡がったこと，インドのような大量消費国がジュートの自給体制にまでな

ってきていることなどである。現在，パキスタン・ジュートの世界に占める割合は

１９６６／６７で３０．４３％にまで下ってきているのである。以下の表は，パ・ジュートの世
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界生産高に占める割合を示す。

表 2 ジュート全世界生産高に占めるパキスタンの割合

（単位 10万ベーノレ）

年 全生世産界高
パキスタン

パの割合
生産高

1957/58 139.31 60.53 4:3.45 

1958/59 138.06 61.79 44.76 

1959/60 147.57 55.25 37.44 

1960/61 B9.10 44.57 32.04 

1961/62 199.02 70.94 35.67
1962/63 181.89 63.00 34.65 

1963/64 183.68 58.75 31.98 

1964/65 177.58 53.80 30.30 

1965/66 189.67 63.93 33.71 

1966/67 211. 01 64.20 30.43 

ジュート製品の製造は年々拡大しており， 1958年には5920台であった織機が1967

年には 2万2750台となり，生産量も 15万7860トンから 47万3700トンに増加してい

る。 1969/70には織機の数はさらに2700台増加する予定である。ジュート工場での

ジュート消費量，その他国内消費量，輸出量は以下の表の示す通りである。

表 3 ジュートの使途

（単位 10万ベーノレ）

ジュート
そ国内の消他費 同 内計 輸 出I 場

1957/58 9.41 2.00 11.41 45.81 

1958/59 12.09 2.00 14.09 44.28 

1959/60 15.27 2.00 17.27 46.52 

1960/61 14.56 2.50 17.06 26.86 

1961/62 15.90 2.51 28.14 41.15 

1962/63 17.44 2.50 19.94 43.81 

1963/64 19.42 2.50 21.92 41.85 

1964/65 17.03 1.00 18.03 38.40 

1965/66 28.83 2.50 26.32 43.30 

1966/67 24.10 2.50 26.60 35.40 
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ジュートの場合その価格安定ということが非常に大きな問題となっているq 政府

はこのため以下のいくつかの政策を出しているO

（む最低価格をきめ，価格支持制を導入する。

② ジュート工場・輸出業者は一定の期間に一定の昆：のジュートを購入するよ

う取りきめる。

③ 東パ・ジュート市場公社を通してジュートを買い入れる。同公社は1956年

に設立されて以来， ジュート価格安定のため東パに間ヵ所の買入センターをつ

くり， 1965/69で8200万ノレピーを使った。

④ Small Shippers Corporationを1965年に設立したこと。

⑤ ジュート貿易会社を1967年に設立し，国内外市場で活動させている。

⑥ 1967年にジュートの標準化を行なった。
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アユプ大統領，東パ訪問

9月のパキスタンの国内政治動向は， 1970年初めの次期大統領選挙および

それに先だっ1969年9月の選挙人団選挙をめぐる与・野党の対応を中心とし

て動いている。政府与党であるパ回教連盟 PMLは7月以来，アユブ大統領

の再出馬の方針のもとに着々と準備をすすめ，すでに， 7月14日，西パ回教

連盟評議員会を開き，同党西パ執行部を選出すると共に，評議員会でアユプ

大統領の再出馬要請決議を行なっている。西パでは州の評議員会の段階だけ

にとどまらず，各県，地区段階でも評議員会あるいは執行委員会・活動者会

議等を聞き，アユブ大統領の再出馬要請の決議を行なわせ，さらに少数民族

地域にも閣僚級を送って同様の決議を行なわせている。

7・8月に，こうして，ほぼ西ノfでの内部体制を固めた上で，与党はこれ

まで手をつけていなかった東ノfキスタンでの体制固めにのり出している。ア

ユブ大統領の東ノミ訪問（9.19～27）もまた，この方向にそったものであると

いえよう。大統領はダッカ，チッタゴン，ナラヤンガンジ等を訪問，各地で

パキスタンの統ーを訴え， 1958年以前の政治を批判した。また 9月20日には

ダッカで基本的民主主義者全国代表者会議 NationalConvention of Basic 

Democraciesを開いて現体制の基幹ともいうべき基本的民主主義制度を絶対

的に守ると発言，同会議にはアユブ大統領の再出馬要請決議を提出させ， 22

日には東パ回教連盟評議員会を聞いて，東パ与党の執行部を選出し，同時に

またアユプ再出馬要請の決議を行なうなど，再出馬のムードづくりに懸命の

動きをしている。

一方野党の側は政府の分断政策が効を奏してか，選挙のとりくみに非常な

立おくれを見せている。野党5党を集めたパ民主主義運動PDMは9月22日

に東パ活動者会議を聞いたものの， 1969年 9月の選挙人団選挙に参加すべき

か，あるいはボイコットすべきかで意見の統ーがなされなかったようであ
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る。まして大統領選挙に野党の統一候補者をたてるかどうか，もしたてると

すれば候補者を誰にするか，等については全く決められていないのが現状で

ある。その他の野党，人民連盟ALは徹底的な弾圧をうけ，人民党 ppも分

裂，全国人民党 NAPも内部対立があって選挙問題には手をつけていない。

こうした状況のもとで、は，今のところ与党が独走という形で、選挙活動がつづ

けられているといってよいであろう。

しかし与党がこのまま独走しつづけられるかどうかについてはいくつかの

問題がある。

第1は東パ与党内部対立が，今度の党役員選挙をめぐってかなり激しくな

ってきたことである。 22日に聞かれた東パ党評議員会は，内部対立が原因で

党役員のうち東，パ党総裁および幹事長だけが決まっただけで，副総裁，幹事，

評議員等については決めることができず， 27日にもちこされているO 27日に

発表された副総裁，幹事のメンバーはこれが内部対立の妥協の産物であるこ

とをはっきり示している。というのは副総裁は 5名の予定が 8名に増え，幹

事も 6名の予定が10名となっている。これは党主流派に対する反対派の勢力

が，決してあなどれない程強くなっていることを示しているといえるだろ

う。反対派はこれら役員18人のうち 6人が反対派に属するとのべているので

ある。

第2の問題は西ノfの内部にいくつかの動揺がみられることであるO 9月お

日PIA理事長 M.Akhtar空軍少将が PICIC理事 S.U. Durrani氏に更迭

され， M.Akhtar空軍少将が現ヌノレ・カーン空軍最高指令官の後をつぐこと

に決定し，ヌノレ・カーン氏は 9月10日以降ラ英・米訪問に出たまま帰国の日

取りが決まっていない。この動きは，空軍内部に反政府的苦手］きがあるとの噂

とも合わせて考えれば，アユブ体制の支柱となっている軍内部が，かならず

しも一致していなことを示しているのかもしれない。

こうした東西両州での体制内部での動揺が，今後おさえられるかどうかは

アユブ大統領の政治力にかかっている。大統領は空軍に対してはパ・イ戦争

のときの英雄ラ M.Akhtar空軍少将を再びその最高指令官に据えラ東パ内部

の不満分子に対してはいくつかの閣僚ポストを明け渡すことにより，体制固

めをねらっている。しかし，その見通しは明るくはなし、。
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場参中央銀行年次報告1967/68

パキスタン中央銀行は 9月15fl, 1967 /68年度年次報告を発表した。要旨は以下の

通り。 （詳細は資料I参照〕

1966/67 1967/68 

(1）国民総生産 前年度比 5.0%増 前年度比 8.3%増

(2） 農業生産 II -0.8%減 " 16.3%増

農業生産指数（1959/60年基準） 123 143 

(3）食糧生産 米 1076.7万トン 1247万トン

小前年麦 432.＼万%ト増ン） 
（ 度比11

625.7万6%ト増ン） 
（前年度比44.

(4）工業生産 前年度比 10.5%増 前年度比 10.0%増

丁‘業生産指数（1959/GO年基準） 235.1 258.7 

(!i) 通貨供給出ji1目減
5前億年40度7（比）万ノレピー増 3前位年、74度6（比）万ノレピー増

通貨高 103億8360万yレピー 107億5820万ノレピー

(6) 一般卸売物価指数 前年度比13.9%上昇 前年度比4.0%下降

(7）国 9際6 収支96 3億0540万ルピー赤字 3970万ルピー赤字
(1 7. 7～1 8. 3) 

(8）外国援助（約束額） 債権問会億8議45諸0国よド り 債権国億会議諸万国より
3 万ノレ 6 1610 ドノレ

" （契約額） II 4億5100万ドノレ グ 5億1500万ドル
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9 月
1 日 Vアユブ大統領月初放送一一一大統領の月初放送要旨は以下の通り。

① インドの不戦条約提案は非現実的である。インドはこの提案によりカシミ

ーノレ問題に関する平和的交渉をさけようとしている。カシミール問題の解決の方

が不戦条約上りも重要であるO 合わせてファラッカ問題についても解決するよう

要請する。

② 前年度農業生産の拡大は改良種子の利用および近代的耕作方法の採用に負

うところが大きい，豊作のため農民は今年40億ノレピーの追加収入をえるだろう。

この収入を生産的目的のために使うことが重要であり，そのために農村地域に移

動銀行を導入する必要がある。

③パ外相の訪中により中国とパキ 2スタンの関係が深まり，多くの分野で－ 」層

の発展をとげたことを喜んでいる。

V力ラチの労働者， DPRで逮捕 Burmah Shell Employees Unionは同組

合の指導者や組合員がパ国防法（DPR）のもとに多数逮捕されていることについ

て抗議声明を発表した。

v力ラチ米価上昇 1967/68の米が豊作だったにもかかわらず，カラチの米価

は上昇傾向を示している。これは数人の大取引業者が都市の米市場を支配してい

ること，および州政府がカラチへの米の流入を制限していることによる oKan阿1i

米，ジョシ米は 1マウン lご40, 44ルビーでうられ，上質 Basmati米は100ノレピー

にも上っている。

l 1968年 7月の輸出貿易

舟

（単位 10万ノレヒn一）

！酬7 I 附 7 I 附 6

輪出 額 I 2 379 I 2 353 I 2臼

③ 主な愉fι品目（万ノレピ一）

綿花（4570, 19.20%），ジュート製品（4 , 190, 17 . 62%），ジュート（2,980,

12.52%），綿織物（2,320,9.75%），綿糸（2,300, 9.69%）。

③主な輸出国
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イギリス（11.67%），香港（10.19%），米（10.10%），日本（7.32%），シンガポ

ーノレ（6.45%），クェート（5.45%），中国（4.14%），西独（3.18%）。

2 日 Vパ代表，北鮮独立記念日に出席一一パ政府は北朝鮮の招請をうけ， 9月4日

に行なわれる第20回北朝鮮独立記念日に S. M. Yusuf外務次官を団長とする

代表団を PyongYandに派遣すると発表した。 Yusuf次官は 3日間滞在し帰路

2・3日，北京に立ち寄るもよう。そこからホンコン，日本，インドネシア，シ

ンガポーノレ，マレーシアを歴訪する。

vムーサ西パ知事訪ソ延期一一一ムーサ西パ知事は 9月3日から訪ソの予定であ

ったが，父親が瀕死の病床にあるためその訪ソを一時延期すると発表された。

T PML内紛－M.M. Qasim PML議員団幹事長は声明を発表， MumtazAli 

Bhutto （国会議員〉に対し，同氏が PML員でありながらパ人民党 Pakistan

People’s Partyの Z.A. Bhutto氏と共に活動し， 1967年11月30日～12月1日ま

でラホーノレで、聞かれたパ人民党設立大会に出席し， 1968年3月8日にはパ人民党

の集合（Khairpur）に出席， 3月25日から 4月3日まで Z A. Bhuttoと共に東

パを訪ね，自らをパ人民党員であると発言，さらにさきの国会では PMLの党組

織を批判さえしたことについて， 7日以内にその理由をはっきりさせるよう要求

した。

V生産能力税制の適用とその後一一一政府は生産高を増加させ，あるいは生産設

備の完全利用をもたらすため，これまでの消費税（生産されたものに課せられる）

にかえ，いくつかの産業に生産能力税制 CapacityTaxationを適用してきた。

しかし政府の思惑に反してこれら適用産業で、は生産が低下してきており，政府は

その原因を調査すべく委員会を設立するものとみられている。この生産能力税制

が適用されたのは繊維，セメント，砂糖，ソーダ灰， Vanaspati gheeの5産業

で，これら 5産業はいずれも政府に対し，生産能力税制適用に反対している。反

対の理由は税の確定に当たって生産能力が高く査定されていることなどがあげら

れている。

vクールナ貿易業界，銀行貸付利子率引下げ要求一一クーノレナの貿易業界は最

近商業銀行がその貸付金利を 1年の当座貸越の場合で 7%から 9%へと引き上げ

たことに反対，政府および中央銀行に対し，この利子率を合理的水準に引き下げ

るように働きかけてほしいと要求した。

T RCD閣僚会議聞く一一一イランの首都テヘランで RCD閣僚会議が開かれ，パ

代表として A.Ghafoor khan 商相が出席した。同商相は会議のあとテヘランで

-283ー 一（255）ー



パキスタン（ 9月〉

記者会見を行ない，とくに RCD共同市場問題について，「われわれは最近イラ

ン国王が RCD共同市場設立の問題について発言したことに力づけられている。

この共同市場実現のためにはまず3国間の貿易関係を強めることが重要である。

この貿易拡大は 3国の経済成長のためだけでなく， 3国の政治的・経済的・社会

的統合のためにも必要なのだ。 3国首脳が4年前の1964年，商品の自由な移動を

約束して以来， 3国聞の貿易は運送の不十分なこと，資源、不足，同質の経済構造

などの困難にもかかわらず，予想通りとはいかないにしても非常に拡大したJと

のべた。

3 日 v西パ政府，少数民族地域での武器製造を統制－KaziFazlullah西ノf内相は

カラチで記者会見，政府が西パでの犯罪増加を抑えるため，少数民族地域での武

器製造工場を政府の統制下におく意向であるとのベた。同内相によれば西パで‘の

殺人ケースが増えている原因の一つは少数民族地域から武器が密輸されるためで

これをチェックするため，これら製造一工業を政府の統制下におく必要があるとい

うもの。

Vアブドラ，パのカシミール指導者を招待一一シェイク・アブドラ氏は，パキ

スタン側カシミールおよび、パキスタン国内にいるカシミーノレ指導者に対し，ジャ

ム・カシミーノレ人民大会（ 9月中頃スリナガノレで開かれる〉に参加するよう招待

した。

Vセメント取引における不正一一チッタゴン商工会議所メンパーはパ工業相を

迎えて会議を聞き，セメント取引において不正があることを公表した。不正とい

うのは政府が認めた東ノミのセメント業者は過去1年間西ノミよりセメントを輸入で

きず，西パのセメント生産業者が東ノξへのセメント輸出を独占，政府承認の取引

業者を通さないことをさす。このため西．パのセメント生産業者は東ノミのセメント

市場で高い値段で取引しており，通常東ノfのセメントはトン当たり 172ノレピーで

政府の固定価格151ノレピーより21ノレピーも高くなっているという。

v西パの輸出余剰米50万トン一一J.Norman Efferson博土は西パ政府の招請

により西パを訪ね， 7週間に亘って各地を訪問した後政府に報告書を提出した。

それによると西パは現在東ノfに必要な米を供与した後でもなお， 50万トン程度の

輸出余剰米〈中質米）をもっているという。同報告書はさらに西パは気候の面か

ら米作に適していること，世界市場での需要が多いことを考えればその前途は明

るく，西パにとって米の輸出が重要な外貨獲得の手段になるとの予測をのベ，そ

のためには輸出拡大の障害になっている品質向上に努めねばならない，そのため
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の諸方策をとるならば，年200万トンの米輸出が可能となろうとのべている。

v西独からトラクター l千台購入一一一パ・西独両国は西独の民間企業がパに対

しトラクター 1千台を長期借款によって供与する協定に調印した。このトラクタ

ーは西独のつけた条件通り，東西両外iの協同トラクター・ステーションに阻置さ

れる。このため政府は七つの協同トラクター・ステーションを設立し， 1968年末

頃より動き出せるようにする予定で，そのための土地・建物の準備もできている υ

これらの協同トラクター・ステーションは単にトラクターの貸与だけでなくその

修理，深井戸修理，さらには改良品種・肥料の配分なども行なうようにするとい

う。すでに西パには四つのステーションがある。

Vルーマニア貿易チーム訪パ一一ールーマニアから貿易チーム（ 3人〕がパキス

タンを訪問，パ産品の買付けをすることになっている。団長は TheodorZawera 

ノレーマニア商務省 DirectorGeneralで，他は DumitruIsif, Nicolaeの両氏。

4 日 T RCD，相互に最恵国待遇協定を結ぶ一一テヘランで聞かれていた RCD閣僚

会議は 3国間の貿易を促進するため，商品の輸出入に課せられる関税その他の税

および、輸出入に関する法制上の取扱い等について，最恵国待遇（mostfavoured 

nation treatment）をすることに同意した。協定に調印したのはパ代表 Abdul

Ghafoor Khan商相， AhmetTurkeiトノレコ商相， AlinaghiAlikhaniイラン経

済相で，同協定はそのほか RCD地域間貿易を促進するための諸方策をとり，ま

たそれに必要なすべての便宜をはかることを含み，さらに 3国が相互に貿易博覧

会などを行なうに際しあらゆる便宜を与えることがきめられている。

V綿花政策発表一一政府は1968/69綿花政策を発表した。要旨以下の通り。

① 綿実の価格はひきつづき固定される。

② 綿花輪出税はひきつづき廃止される（1967年11月廃止されている）。

③ 1967/68の綿花生産量は310万ベーノレに達する見込（前年度282万ベーノレ）。

このうち国内需要は200万ベール，輸出余力は前年度繰越を含めて130万ベー

ノレとなる。

④ 綿花には輸出割当制をとらない。

vタルベラ・ダム完成は1976年一一イタリーの通信社 Ansaはその通信の中で

世界最大のタノレベラ・ダムについて触れ，このダムの完成は8年後の1976年にな

ろうとのべている。このダムは高さ160メートノレ，広さ800メートノレ，長さ 3キロ

メートノレの大きなもので，アスワン・ダムの 3倍，マングラ・ダム（アメリカが

建設したもので，西パ・ジェラム河〉の 2倍に当たるQ このダム建設にはバキス
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タン人1万4千人，ヨーロッパ人（主にイタリー） 1千人が働くことになる。な

おこのダム建設を担当するイタリーの建設会社は，過去にローデシアの Kariba

Dam，ペノレシャの DezDamをはじめ，ガーナ，スーダン，ナイジエリア，等々

のダム建設を手がけてきている。

V政府，地質・資源開発調整局設置一一一政府は地質・資源開発を再組織し発展

させるため，工業資源省資源課の下に地質・鉱山開発調整局（Geological and 

Mineral Development Co・ordinationBoard）を設置することにした。その目的

は以下の通り。

① 中央・地方を問わず，地質・資源開発に関係する諸機関の年間計画の立案

および調整（パ地質調d査，石油・ガス開発公社，原子力エネルギー委員会，工業

開発公社，大学などの諸機関を含む）。

② 地質調査，資源開発に関係するすべての機関の活動を点検する。

③上記機関の調査結果の十分な活用。

④上記機関活動の重複をなくす。

vジュートの前途は有蓋一一一パキスタンのジュート貿易公社総裁 M.H.Chow-

hhury氏は英・仏・西独など西欧諸国を歴訪して帰国， ジュートの世界市場で

の前途は有望であり，合成繊維による代替はきびしいものではないとのべ，さら

に「合成繊維は次第に紙袋にかえられつつあるとはいえ，カーペット裏のための

ジュート需要は非常にのびている。またジュートの新用途開発のための研究も

英，独，ベルギー等ですすんでおり，その末来も明るい」とのベた。

5 日 V大統領，国防の日のためのメッセージ一一アユブ大統領は 9月6日，国防の

日のためのメッセージを発表した。要旨以下の通り。

3年前われわれの頭上をおそった危機はまだ消えていない。インドの為政者

は国民の犠牲のもとに戦争のための準備をしている。われわれはこの脅威に対

し命をかけて対処しなければならない。世界はパキスタンが平和の立場にたっ

ていることを知っている。また長い間インドとの紛争を平和的方法で解消する

努力をつづけていることも知っている。しかしわれわれはまだ，インドから有

効な反応をえていない。われわれは一日一日インドがパキスタンと平和的に暮

すことを認める日を待っている。これは恐怖の雲のもとに住むよりはよりよい

生活のために人間のエネルギー，資源を使うことを願う数億国民の希望である。

しかし，インドがこの希望をかなえない限りわれわれもまた国を護るための

力を持たなければならない。現在われわれの軍隊は，国の安全を脅かす行為に
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対処しえるだけ十分な装備をし，備えている。わたしは国民に訴える，国民が

わが国のために尽されんことを。

T Fazlur Rahman氏，回教研究会理事を辞任一一FazlurRahman回教研究会理

事は回教解釈上の問題で政府と意見が対立し，理事を辞任した。

T Madhupurで警官発砲， I人死亡 Madhupur (Mymensingh県）のバザー

ノレの近くで， jatraが組織した群衆と警官が衝突，警官の発砲により 1人が死亡，

2人が負傷した。

T PDM, Saidpurで大衆集会一一PDM主催のもとに Saidpur (Rangpur地方）で

大衆集会が聞かれた。集会では K.Khairuddin, Rangpur地方 ML評議会派委

員長が演説， AbulQuasim ML評議会派東パ書記長などが出席した。集会での

決議内容は， Saidpurにジュート工場を，また Darwaniには砂糖工場をつくる

こと，非常事態宣言の廃止，パ国防法の廃止，政治犯の釈放，言論・出版の自由，

普通成人選挙の実施，主要品価格の引下げ，貧之人への課税・家賃廃止，東パ洪

水対策と救済等々である。

Vインド側カシミール事情一一インド側カシミールではシェイク・アブドラを

中心とする勢力が州議会議員の補欠選挙をボイコットするなど活発な活動をして

いるが，これに対しカシミール州首相 G.M. Sadiqは「もし彼等が憲法で保障

されている言論の自由の範囲を出るならば法的な手段をとるだろう。カシミーノレ

では人民投票などありえない。そんなことを要求するのはやめるべきだ」と発言

した。

vパ， IMFにクレジット要請か一一一パキスタンは IMFに対し近く 1億ドノレの

スタンド・パイ・クレジットを要請するものとみられている。このニュースは公

式には確認されてU、ないが， IMF代表がパ大蔵省を足しげく訪問していること，

アメリカの対外援助の見通しが暗いこと，などから確実とみられている。

6 日 vパ国防記念日一一一1965年9月6日のインド軍によるラホーノレ攻撃を記念する

国防記念日が各地で祝われた。

vアユブ大統領の子息，カラチ回教連盟の集会で演説一一一アユブ、大統領の息子

Gohar Ayub大佐〈国会議員〉・カラチ回教連盟 Co・operationCouncil議長は

パ国防日のきょうカラチ回教連盟の集会で演説，パキスタンを福祉国家にするた

め回教連盟が中心となり，個人的な意見の相違を捨て，自我を捨てて働かねばな

らない，とのベたo

vカラチのパ中友好協会で祝賀会一一カラチのパ中友好協会主催のパ国防日祝
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賀会が聞かれ，中国大使 ChinChi-Sungが挨拶，中国は常にパキスタン人民を

支持するとのペた。また北京でもパ国防の日を記念する集会が駐中国パ大使館で、

聞かれ， SuYu国防省副主任が出席，中国人民解放軍からも代表が参加した。

7 日 v北鮮の商品見本市のための使節団訪パ一一朝鮮民主主義人民共和国はその商

品見本市をカラチで聞くため， SuSang Gab氏を団長とする使節団がパキスタ

ンを訪問，カラチ市長に会見した。見本市は近く KhaliqdinaHallで聞かれる o

vウカイリ蔵相，企業家に輸出増大の努力を要請一一ーワカイリ蔵相はハイデラ

ノミード商工会議所で演説，企業家に輸出拡大の努力をするよう要請，「パは開発お

よび国防に対する必要をまかなうため大量の外貨を必要とする。現在われわれの

開発計画に必要な外貨は外国援助に多くの部分を依存している。われわれはいつ

までも外国援助に頼るわけにはいかないし，その条件も悪くなっており，援助額

もわれわれの開発に必要な部分を満せなくなってきた。われわれが経済を発展さ

せ主権国家として独立していくためにはより多く輸出し，より多く外貨を得なく

てはならない。政府はこれまで多くの輸出振興措置をとってきた。しかしこの分

野での成果は芳しくなく，まだ国の必要を満すまでいっていないJとのべた。

8 日 f PIA会長に S.U. Durrani氏一一一政府は PIA会長に M.Akhtaτ 空軍少将に

かえて S.U. Durrani氏を任命した。 Durrani氏は 1954年以来にパ投資公社の

専務理事。 Akhtar空軍少将はパ空軍最高指令官となる。

f NAPモスクワ派， 10月から西パ各地訪問一－NAPモスクワ派は10月から 1

ヵ月西パ各地を訪問，野党の統一行動の展望について一般の人々の反応をしらべ

ることに決定した。この点につき同党のウスマニ書記長は声明を発表， NAPは

各野党が1970年に予定されている総選挙に対し，共に手をにぎり，細かい計画を

たてるよう人々に訴える，とのべている。 NAPモスクワ派委員長 AbdulWali 

Khan氏は10月3日にカラチに到着する予定。

v西パに経済政策調整委員会一一西バ知事は計世1i開発局の下iこ経済政策調整委

員会 EconomicPolicy Co-ordination Committeeを設立，委員9人を任命したo

委員長は計回開発局長で，委員は歳入局，大蔵省， WAPDA，計画開発局などの

メンパーo

vカラパーク製鋼所計画調査終る一一一ソ連の鉄鋼専門家13人によるカラパーク

製鋼所計画の現地調査が終了し，ソ連専門家は空路モスクワに帰国した。鉄鋼専

門家チーム（団長 VitalyZabelin）はパ滞在中，政府公社，準公社の代表と何度

も会見，とくに SuiGas Company，西パ鉄道， WAPDA等々の代表と意見を交
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わし，あるいはチッタゴン製鋼所にもメンパーを派遣して視察させている。ソ連

に帰るにつき， I司チームは石炭6トン，鉄鉱石2トンをカラパークから持ち帰り

化学調査を行なうことになっている。報告書の内容については発表されていない

が，見通しは明るいという観測が流れている。報告書は6ヵ月以内に政府に提出

される。

v南朝鮮より経済使節団訪パ一一南朝鮮より 4人からなる経済使節団（団長

Too Chin Paik）がパキスタンを訪問，カラチよりラワ－Jレピンジに到着した。

使節団は外務省，商務省，などを訪ね， 9日には Taxillaを訪問する予定。アユ

ブ大統領には10日に会見する。帰国は11日でコロンボ経由。

9 日 v東パ州議会新議長に GomiruddinProdhan氏一一東ノξ州議会議長 AbdulH仕

mid Chowdhury氏の死去に伴い，副議長の GorniruddinPradhan氏が新議長

にi北イ壬した。

T Gohar Ayub大尉，カラチ回教連盟集会で、演説一一－GoharAyub大尉（国会

議員・大統領の子息〉はカラチの Liaquatabad（難民の多いところ〉で聞かれた

回教連盟の集会で演説，回教連盟の少数民族地域での活動を高く評価し，パンジ

ャブ・辺境地域での Unionistや赤シャツ党の動きを強く批判した。

v選挙区の確定終る一一1969年9月に予定されている選挙人団選挙の選挙区確

定作業が終了した。これは1967年12月に憲法が改訂され，選挙人団が8万人から

12万人に増加したため行なわれたもので，東西パを各6万の選挙区に区分けした

（以前は各4万〉。

T PDM西パ執行委聞く一一PDM西パ執行委がラホーノレで聞かれ，西パ各地よ

り40人の代表を集め，当面の政治・経済情勢について検討した。この執行委が決

めた政府に対する抗議内容要旨は以下の通りである。

①非常事態宣言を廃止し，普通成人選挙および民主主義を復活，全政治犯を釈

放する。とくに AghaShorish Kashmiri, Mufti Muhammad Tufail Goencliの

即時釈放を要求する。

②西パの主要都市に出されている刑事訴訟法144条を撤廃する。

③基本的資材の値上りをおさえ，健全な経済政策をとる。

Vチャルナ港湾労働組合， 10月7日から無期限ストーーチヤノレナ港湾労働組合

は投票の結果， 3711対2725票でスト権を確立，雇主が要求を入れないなら10月7

日から無期限ストに入ると発表した。労働組合の要求とは，賃金の25%上昇，残

業賃金を通常労賃の 2倍とすること，賃金体系の統一，宿舎の確保と家賃補助，
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医療施設，飲料水の供給，作業服の支給，労働時間の確定， employmentpool 

の創設などを含む。

V力ッチ裁定履行のためのパ・イ会談は16日一一パキスタン政府はカッチ紛争

についての裁定を履行するためのパ・イ会談を 9月16日から始めると発表した。

カッチ地方の国境線をきめる作業はとの 3月26日から始まっており，標柱もいく

つか建てられている。

Vルーマニアより経済使節団訪パ一一ルーマニアより 3人からなる経済使節団

がパキスタンを訪問，カラチ商工会議所で挨拶，経済使節団訪パの目標は貿易関

係拡大にあるとのペた。

10日 T RCD閣僚会議共同コミュニケ発表－－RCD閣僚会議が 9月2・3日テヘラ

ンで聞かれ，このほど共同コミュニケが発表された。その要旨は以下の通り。

イラン， トルコラパキスタン 3国商相はテヘランで会議を開き， 3国聞の貿

易拡大のため地域内貿易に課せられる関税などあらゆる障壁を同じくし，商品

貿易を自由に行ない，貿易をさらに発展させるための諸方策を検討することに

同意し，この検討を国際機関に委託することに同意した。また貿易促進を目的

として鉄道，道路，船舶運行において協力関係を維持していくことに同意したo

vジュートの生産性 Pakistan Observer・（9.10）はジュートの生産性を高

める必要性について，要旨以下のように論評している。

ジュートの国際市価はタイ・ジュートの不作，東パ・ジュートの洪水被害，

インド・ジュートの在庫不足等の理由で非常に高くなっており，政府と財界に

はジュートについて楽観的な見通しをたてている。しかしこうしたジュートの

高値は， FAOも認めているように，ジュートの代替繊維の開発をもたらし，

ジュートに打撃を与えるようになるだろう。ジュートはまた国際市場で代替繊

維との競争に直面しているだけでなく，国内では米とも競合する。米価が上り

ジュート価格が下落し，しかもジュートの反収量が縮少すれば，ジュート生産

による利益はなくなり，その生産量は減少せざるをえない。 EconomicSurvey 

1967/68によれば，ジュートのエーカー当たり収量は1955～59年まで19.80マウ

ンドであったものが， 1960～64年には16.80マウンドとなり， 1966/67は16.03

マワンド， 1967/68にはさらに14.40マウンドになろうと予測している。これは

当然ジュート生産コストの上昇をもたらす。このことはパのジュート工業が他

の国のそれとの競争に敗れることであり，また代替繊維との競争に敗れること

である。したがってジュート工業強化のためにはジュートの反当収量を増加し
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なければならない。

vジュート技術研究所，近くダッ力に設立か一一国連工業開発機構（UNIDO)

の理事長 IbrahimH. Abder Rahman氏はカラチを訪問， UNIDOの援助によ

り1968年末までにダッカにジュート技術研究所 (JuteTechnical Institute）を設

立する計画であるとのベた。この研究所はパキスタンのジュート工業が直面する

問題をとり上げ，あるいはマーケット調査を行ない，とくに小規模工場の直面す

る問題を解決する助けとなるようつくられる。

11日 T Gohar Ayub大尉，カラチの Khaddaで演説ー－GoharAyub大尉はカラチ

のKhaddaで行なわれたジンナ一死去20周年を記念する集会で、演説，アリ・ジン

ナーの偉大な業績をたたえ，ジンナーは地域主義，分散主義を廃し，東西ノξの統

合強化を主張し，現アユブF政権はとくに東パをすべての而で非常に発展させたと

のぺ，アユブ政権の業績をもたたえた。

vシエイク・アブドラの逮捕は近い？一一パキスタン側カシミールの A.B. 

A wan, Chief Adviserはムザファラパ－ Fで記者会見，近くスリナガノレで聞かれ

る予定のカシミール人民会議について触れ，インド政府はこの会議開催以前にシ

ェイク・アブドラを逮捕するだろうとのべた。

v非核保有国会議，アジア・アフリ力中心の作業委員会を設置一一一ジュネーブ

で8月26日から聞かれている非核保有国のアジア・アフリカ諸国代表は 9日非公

式会合を聞き，日本を含む11ヵ国からなる作業委員会を設置した。この委員会は

今後の会議の中核になるもので，最終文書の起草なども行なう。

12日 T Mumtaz Ali Bhutto，パ人民党加盟の噂否定一一パ凶教連盟MalikMohammad 

Qasim幹事長は先ごろ MumtazAli Bhutto氏（国会議員）が回教連盟を脱退し

てパ人民党に加盟したとの批判を行なったが， Bhutto氏は同幹事長に書簡を送

り，同氏が回教連盟を脱退してはいないことを明らかにした。

v国連工業開発機構理事長， アユブ大統領と会見一一国連工業開発機構の

Ibrahim H. Abdel Rehman理事長はラワーノレピンジにアユプ大統領を訪ね，低

開発国の工業化に関する問題について話し合った。会見にはジャブリ工業省次官

が出席している。大統領は Rehman氏がパキスタンで「工業化のための調査お

よびその低開発国が直面する工業化問題解決のため適用」についてゼミナーノレを

開きたいとの意向を歓迎し，低開発国が後進国から技術的経験を学びとる必要が

あるとのべた。 Rehman氏はさらにワカイリ蔵相，アーマッド計画委副議長とも

会見している
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T PICIC，東パ工業プロジェクトに 7089万ルビーの外貨貸付一一パ工業信用投

資公社 PICIC理事会は東パ工業に関する10プロジェクトに対し，総額7089万ノレ

ピーの外貨を貸付けることを決めた。このうち4105万ルピーはジュート織機（幅

広〕 410台の購入にあてられる予定で， 7ジュート工場プロジェクト（うち 3プ

ロジェクトは拡張事業）に貸付けられる。最近カーペット台にするため，幅広ジ

ュート布の需要が増加している。その他のプロジェクトは RajshahiSugar Mills 

に1378万ノレピー， KarnaphuliPaper Millsに1606万ノレピーが貸付けられる。

Vガファール・力一ン商相， RCD諸国訪問より帰国一一一ガファーノレ・カーン商

相はイラン・トルコなど RCD諸国を訪問した後サウジ・アラピアを訪問して帰

国した。商相はカラチ空港で記者会見， トルコからの水銀，銅，磁器製ガイシな

どの輸入に対しては single country licenceを発行することを発表した。これ

はパ・トルコ聞の貿易を促進するためで， トルコ側はすでにそのジュート・ジュ

ート製品の全需要をパキスタンから singlelicenceにより輸入している。

13日 V国連工業開発機構，パの鉄鋼業に援助の用意あり一一訪ノ叶1の国連工業開発

機構 UNIDO理事長 IbrahimH. Abdul Rehman氏はラホールで記者団の質

問に答え， UNIDOはパキスタンのカラパーク，カラチ，チッタゴンの鉄鋼業建

設に対し技術援助を与える用意があるとのベた。

Vカナダから 200万円レ一一パ・カナダ両国はパキスタンの電話普及のための

資材購入にあてるためカナダがパに 200万ドルを供与する協定に調印した。条件

は無利子で返済は50年。初め10年は据置き。

V国慶節にパ代表参加－10月 1日の中国国慶節にパ代表としてフィダ・ハツ

サン大統領顧問を団長とする代表団が出席することになった。

V中国より技荷者ll人訪パ一一一1967年12月， M・M・アーマッド計画委副議長

が中国を訪問したとき約束された4千万ドノレ借款の使用方法を話し合うため，中

国から技術者11人が訪ノξした。この 4千万ドノレ借款のうち%は商品援助，%はプ

ロジェクト援助である。パキスタン側はこの借款の使途として 7プロジェクトを

提案しており，技術者チームはこれらプロジェクトについて具体的に検討，バ滞

在中にプロジェクトの選定を行なう予定。

T Yusuf外務次官，陳外相と会見一一北鮮建国20周年式典に参加した Yusuf外

務次官は帰路，京城より北京に立ち寄り，陳毅外相と会見した。

Vパ農業機械視察団，ソ連より帰国一一一ソ連を訪問していたパ農業機械視察団

が帰国，カラチで要旨以下のようにのべている。
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① ソ連の農業機械は西側諸国のそれにくらべ安く，しかも操作が存易で，

パキスタンの風土に適している。

③ ソ連からコンパイン5台を購入する契約をしてきたが，このコンパイン

は米・西独のコンパインの処理能力， 11時間当り35～36マウンドに比べ4～5

マウンド多い40マウンドの穀物を処理するととができる。これは農業開発公社

が使うことになるだろう。

③米・西独製のブツレドーザーやコンパインの価格はソ連のそれより::30～50

%も割高であり，操作もむずかしい。しかもその部日1は輸入しなくてはならな

い。ソ連製の場合，パキスタンで生産できる。

V非核保有国会議一般演説終る一一ジュネーブの非核保有国会議は1::3日一般演

説を終り， 16日から本格的委員会討議に入る。一般演説は 9月3日から始まった

が， 50数ヵ国の代表が，安全保障と平和利用の 2本の柱をめぐって，それぞれの

立場を明らかにした。委員会は二つあり，第1委員会（安全保障・軍縮〉にはブ

ラジノレ・スペインから，第2委員会（平和利用）にはブラジル・スイスから，合

計四つの決議案が提出されているO 第 1委員会へ提出されたブラジノレの決議案は

非核保有国の安全保障措置として，核保有国が非核保有国に積極的および消極的

（つまり非核保有国に核攻撃を加えず，また核攻撃の脅威から非核保有国を進ん

で守る〉保障を誓約する一般国際協定の締結のため1969年5月1日までに交渉に

入るよう呼びかけたものO またスペインの決議案は，保障措置（査察〕に関して

国際原子力機関 IAEA内に特別委員会を設置するよう勧告するもの，また第2

委貝会に提出されたスイスの決議案は，核保有国に対し高度の核技術と核分裂物

資の入手を非核保有国に保障するよう求め，ブラジノレの決議案は低開発国の経済

と科学の進歩に及ぼす核技術の影響について，専門家を任命し，完全な報告を提

「Hさせるよう国連事務総長に求めている。

14日 T PDMチッタゴン地方活動者会議開く一一一PDMチッタゴン地方活動者会議が

開かれ，東パ PDM委員長 AbdusSalam Khan氏が演説，民主主議の復活こそ

第 1の目標であるとのベた。

V 中央銀行年次株主総会で Roschid総裁の経済総括一一中央銀行第20回年次株

主総会で M.Raschicl総裁は1967/68の経済状況を総括する演説を行なった。こ

れは中央銀行の年報をまとめたもので，年報は15日に発表されている。総裁演説

のもとである年次報告要旨は特記事項参照。 〔詳細は資料参照）

Vソ連，東パ重工作機械工業建設の調査で、合憲一一ソ連は東ノミに重工作機械工
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業heavymachinery complex建設の調査を行なうことに合意した。これはEPIDC

とソ連の間の話合いがまとまったもので，この重工作機械工業は総工費1億5千

万ノレピーの予定で，発電所および自己電，ボイラー，石油，化学・セメント・肥料・

製紙などのプラント，濯瓶・道路建設用資材，鉄道用客貨車その他の工業に必要

な重工作機械，プラントなどの製造を目的としている。この調査に要する費用は

パキスタン・ノレピーで支払われる。

15日 v政府，石油開発5ヵ年計画を準備中一一政府は石油開発のための 5ヵ年計両

を準備中であるという。 このため政府は FrenchPetroleum Instituteに石油資

源の埋蔵量調査を依頼するもょう。東ノξMekran 海岸およひやパンジャブ地域の石

油開発にはフランス l社，アメリカ 3社がその採掘を申請している。またルーマ

ニア，ソ連もまたパキスタンの石油採掘に意欲を示している。ソ連は1961年より

石油開発に必要な機械その他資材を購入するため2700万ループノレ（ 1億4290万ノレ

ヒ。ー， 3000万ドノレ〉の援助を供与している。

vカツチ裁定履行のためインド代表団訪パ一一カッチ裁定履行に関するとりき

めのためインドから KrishnaRao氏を団長とする代表団がラホーノレ経由，イス

ラマバードを訪問した。カッチ裁定による国境線画定作業は1969年5月には完成

する予定で，国境標柱を1200本（ 1マイルに 3本〉建てる予定という。

Vインド政府，カシミール人民会議参加者のインド入国ピザ発行を拒否か一一

シェイク・アプドラはスリナガノレで聞かれるカシミーノレ人民会議にパキスタン，

中国，パ側カシミーノレの政治団体にその代表を送るよう要請していたが，インド

政府はこれらの国からカシミーノレ人民会議参加者のインド入国ピザ発行を拒否す

ることを検討しているという。

インド側ではジャン・サン党のようにカシミーノレ人民会議の開催に反対する芦

が強く，日刊紙もこのジャン・サンの主張を支持している。 TheIndiαn Ex1うεss

は論説の中で，インド首相はパ側カシミーノレからの代表団のカシミーノレ訪問は何

としてもさけねばならない，この代表団がカシミーノレ人民会議に出席することは，

カシミール問題がまだ未解決であり，シェイク・アプドラがカシミーノレ人民の芦

を反映している，などという誤った印象を与えることになるとのべている。

Vルーマニア貿易使節団，近く 1500万ルピーのパーター協定に調印の予定

訪パ中のノレーマニア貿易使節団（団長 Zaver吋は近くカラチで 1500万ノレピーの

ノミーター協定に調印するだろうとのベた。同使節団はこれで、西パ訪問を終え，東

パにむけ出発した。
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16日 TD. I.力一ン地区（西パ〉回教連盟，アユブ・力一ン大統領再出馬要請決議ー

一西ノ｛ D ・ I・カーン地区回教連盟は活動者会議を開き， アユプ大統領に再出馬

を要請する決議を採択しだ。活動者会議は SardarFazal Karim Khan Qasuri 

（国会議員・西パ回教連盟幹事）が主催している。

V西パ，犯罪増加一一両パは最近犯罪がふえているが，過去2週間の犯罪追放

キャンペーンの聞に 234人が逮捕されている。押収した武器は小銃92，ライフノレ

45，回転手む拳銃58, ピストノレ186，弾薬1478包，ナイノレ50丁，軽機関銃2，手り

ゅう弾2，カービン銃3が含まれている。同時に行なわれた密輸てき発では綿布，

モミ米，茶，羊毛，ピディの葉など 6万4707｝レピーが押収されている。

Vムーサ西パ知事，重工業の建設を強調一一ムーサ西パ知事は毎月央に行なう

ラジオ放送で、西パの重工業建設を強調，パ外交政策の成功はソ連との貿易関係そ

の他の関係の深まりの中に示されているとのベ，ソ連・中国を含む友好諸国から

の経済協力により重工業を建設しパ経済の革命をもたらす必要があることを強調

した。またこれまで、の工業化政策の中で政府が行なったことについて，ムーサ知

事はこの 8年間にベシャワールタグジャラート，グジャランワラ，シアルコット，

ラホーノレ，パハワルブーノレ，スックーノレ，ラーノレカナ， クェッタなどにて業主ス

テートを建設したとのべ，これら工業ヱステートに 225プロジヱクト〔7200万ノレ

ピー〉を建設したとのベた。

Vカッチ裁定履行のためのパ・イ会談開く一一一カッチ裁定を履行に移すための

パ・イ会談は16日よりイスラマバードで開かれた。

T RCD合同商工会議所3ヵ国代表， 10月初会合一－RCD合同商工会議所は域

内貿易促進のための方策を検討するため， 3ヵ国の代表会議を10月初に開くとい

う。 これは同会議所総裁 LatifEbrahim Jamalがカラチで発表したもので，代

表会議はそのほか RCD地域協力銀行の設立についても話し合われる。

17日 Vダッカの各大学で“教育の百’に集会一一ダッカ大学，工科大学，ダッカ医

科大学その他教育機関は，政府が9月 17日を“教育の日”としたことに対抗し

て，この日授業をボイコツトし，ダッカ大学文学部で抗議集会を開いた。各学生

組織代表はこの集会で演説，われわれ学生は教育問題が解決されるまで闘争をつ

づけるだろうとの決意を表明した。集会議長 TofailAhmedは， 「わが国は教

育および経済の分野で種々の問題に直面しているにもかかわらず，政治家は沈黙

を守っているO 政府は教育機関を彼等のプロパガンダに利用している。当局は学

生にスカラシップの形で財政的援助を与えていると主張しているが，しかし学生
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は逆に学生ストに参加したり学生の要求を支持したりすればそのスカラシップを

打ち切られるかもしれないとの脅迫をうけている」とのペた。この集会で議決さ

れたことは以下の通りである。

①教育に関する HamoodurRahman委員会レポートの無効。

② ダッカ大学アカデミック・カウンシノレのベンガノレ・アノレファベット改本

に反対。これはベンガル語の簡素化に名を借りたベンガノレ話・ベンガノレ文化へ

の新たな攻撃である。

③ Jagannath大学も合め，いくつかの大学を州の所有にする。

④ 9月17日を国祭Hとする。

集会には鉄カプトをかぶり，武装した警察官が大学構内に集り，あるいは 1日

中市中をパトロールした。学生集会はダッカだけでなくラジシャーイ大学も一部

はストを行なったが，刑訴法 144条が発効されているため街で、の集会はもたれて

いない。

V西パ少数民族，アユブ大統領の再出馬を要請 西ノミKurram Agencyの少

数民族（Mahk,Sarclar, Shalozan, Sangbast, Jamal, Parachinar）は Doha食陪

農業相の訪問を機に，アユブ大統領に対し再出馬を要請した。

T Dohorkiの肥料工場， 11月から生産開始一一Daharki（スックール地方〉に建

設巾の EssoPakistan Fertilizer Plantは19同年11月から生産を開始する。この

肥料工場の年生産量は尿素17万3千トンの予定。建設費は 2億ルピー。この肥料

工場は12マイルはなれた Mariの天然ガスを原料に使用する。

vムーサ西パ知事，訪ソ ムーサ西パ知事は 1週間の予定でソ連を訪問する

ためカラチを出発，タシケントに到着した。タシケント空港には SarvarAzimov 

ウズベク共和｜耳外務担当相， IliaderKulev外国経済協力委員会副委員長，駐パ・

ソ大使 Degtyar氏，その他ソ連政府高官が出迎えた。

v訪パ中国軍門家チーム，計画委副議長と会談一一一訪パ中国専門家チーム11人

は M.M. Ahmad計画委副議長と会談， 中国の経済技術協力について話し合っ

た。会談において M.M. Ahmad副議長は中国援助のプロジェクトについて，

そのいくゆっかを提示，中国代表に検討を要請したが，とれらプロジ工クトは基礎

的工業に限られ，第4次計画にくみいれられる。

v中国，西パより小麦買付を提案一中国はパ政府に西パより余Ji］小麦の買付

を提案した。パ政府は現在のパの小麦価格が国際比較の上で、非常に不利で、あるこ

とを理由に，小麦輸出はまだ先のことである旨同容したもようである。パキスタ
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ンの政府買上げ小麦価格は 1マウンド17.50ノレピーで，国際価格12.50～14ノレピー

に比べかなり割高になっている。現段階で小麦価格を引き下げることは農民に対

し小麦作付の意欲を失わせるものであり，政府としても，もう数年後，小麦の反

当収量が増加して，価格を引き下げても農家収入が減少しない程度になるのを特

ってその輸出を考えて行く志向のようである。

Vパ・米貿易関係一一一パキスダン左アメリカの貿易関係はこの 8～10年間に約

2倍になったという。これは G.Yazdani Khan輸出促進局次長が 3ヵ月にわた

る米市場調査を終え，帰国に際してのべたもので，同氏はさらにアメリカはパに

よって非常によい市場であること， アメリカで、はパキスタンのエピ， onyx, 手

織布，タオル下着等に需要が多いこと，を明らかにしたo

v近くネパールと鉄道交通 一駐ダッカ・ネパール総領事は Dinajpurを訪ね，

東パとネパールを結ぶ鉄道が近く聞かれるだろうとのべた。鉄道は東ノミDinajpur

の Birolからインドの Maldaの Radhikapurを経てネパールにつながるもので，

近くネパーノレ上り MaclhayKuman氏を団長とする調査団が東パを訪問，この問

題を検討することになっている。

V非核保有国会議，日本が決議案 一非核保有国会議の日本代表団は，原子力

平和利用に関する技術・情報の国際交換制度などについて検討することを求めた

決議案をまとめ，これをー阿日中に第2委員会に正式に提出するもようである。

同案の内容は， 11日の第2委員会で、小木曽代表が行なった提案の趣旨を整理し

たものになるとみられる。

同代表はその際， IAEA （国際原子力機関）が，①一般的な技術・情報の交流

はさらに促進する， cg:特許権などがからむ技術・情報は国際交換制度を設けて交

流を図る，③核保有国が押えている特殊な技術情報は，できるだけ解放させる一

ーなどについて検討するよう提唱した。

非核保有国会議は16日午後の本会議で，最終文書起草委員会を設置した。問委

員会の構成国は地域別にアジア 3 C日本，インド，パキスタン）アフリカ 4 Cア

ルジエリア，ガーナ，ナイジエリア，ザ、ンピア〉中南米 3 Cアルゼンチン，ブラ

ジノレ，メキシコ〉西欧3 Cカナダ，イタリア，スイス〕東欧2 Cポーランド，ル

ーマニア）となっており，アジアの場合は運営委員会と同じ顔ぶれが加わった。

18日 V東パ回教連盟の内部対立－PakistanObserver (9 .19）は 9月22日， アユ

ブ大統領を迎えて行なわれる予定の東バ回教連盟（ML）役員選挙について，同党

内部に深刻な対立があることを明らかにしている。それによると，東パMLは同
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党東パ委員長，書記長の人選をめぐって対立するこつの派があるという。その一

つは党首流を占めるもので， KhawajaHasan Askari氏を委員長に， Amjad

Hussain (Khulna）州教首相を幹事長にする提案をしており，一方反対派は Abdus

Sabur Khan中央運輸相を委員長にし KaziKader （前州閣僚＝Rangpur〕を幹

事長とする提案をしている。党首流は党内対立がアユプ大統領を迎えての選挙で

表面化することをおそれ，アユフ守大統領に党の統一を示すため，役員の選出権を

1人の人聞に集めることを主張，反対派は役員を選挙するのは評議員であり， 1 

人の人間に役員の選出権を与えるのは正しくないとして反対している。反対派は

RangpurのML地区評議員会役員選挙で KaziKader氏が首流派をおさえて勝利

したことから勢力をもりかえしはじめている。すでに前商相であった Wahiduz-

zaman (Faridpur）も反対派を支持している。

現在のところ党首流の支持をうけた Askari氏の方が有力であり，反対派を代

表する Sabur運輸相も，個人の安全の問題，党首流を支持するモネム・カーン

東パ知事との対立などを考え，立候補には乗り気ではない。 Sabur氏はこの数年

聞東パで、の権力を失いつつあり，これ以上党首流の反感を買うことはさけたいと

考えているO そのため自分は東パ党総裁には立候補せず，その代り幹事長・には党

首流のおす AmjadHussainにかえて KaziKadar氏を強力にパックするという

方針をとっている。 Khulna,Jessore, Kushtia, Rangpur, Faridpurの評議員は

Kazi Kaderを支持しており， Dacca評議員の一部もそれに同調している。東パ

評議員は約600人，両派とも必死でこれら評議員への働きかけをつづけている。

f PIA機構変る一一PIA（パキスタン航空〕は 8月8日に理事長が更迭された

が，このほど機構も改革され，計画立案，関税，総会調整に関する局が新設され，

M. M. Salim氏， U.S. Koreshi大尉， Anwar1vfasucl Khan大尉がそれぞれ

局長に任命された。

V東パ財界，商業銀行の金利引上げに反対一一束ノξ財界は商業銀行が当国演越

その他の銀行貸出の金利をこれまでの 7～8%から 1～2%引き上げると決定し

たことに対し，これは東パ資本蓄積にとって非常な打撃であるとして強く反対し

ている。またこのような利子引上げは中央銀行の主張にも反しており，中央銀行

は商業銀行に対し利子率引上げは経済にマイナスの効果をもたらし，むしろ引き

ドげるべきだとの考えを示していることが反対のもう一つの理由となっている。

この問題についてダッカ商工会議所スポークスマンは，商業銀行の貸付金利はこ

の数年間急昇しており，預金金利が年2.26%であるものに反し，貸付金利は7.38
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%，銀行の利益率は4.69%にもなっている，したがって商業銀行は預金金利を若

干引上げ，貸付金利を据置きにしても十分利益がある筈だ，とのべている。また

ダッカ商工会議所は集会を聞き，銀行の貸付金利について以下のように提案して

U、る。

50万ノレピーまで

100万ノレピーまで

中央銀行割引率の 2%増

同 2.5%増

150万ノレピーまで 同 2.75%増

200万ノレピーまで 同 3%増

Vカラチ商工会議所，外国商社の取締りを要請ーーカラチ商工会議所は中央政

府に対し，パキスタンで登録していない外国商社の活動を取り締るよう要請する

覚え書を提出した。この覚え書の要旨は以下の通りである。

いくつかの外国商社はパで商活動を行なっているのにそれを登録せず，所得

税を払っていない。またある商社はパキスタンにある登録外国商社をそのエー

ジェントとして任命し，その利益についての所得税を支払わない。こうした未

登録商社活動を取り締れば，年1千万lレピーの節約になる。

v世銀， 6200万ドル借款供与一一世銀は 1968/69年度用としてパ政府に6200万

ドノレの借款供与を決定した。これはM ・M ・アーマッド計画委副議長がイスラマ

バードで発表したもので，この借款の条件は10年据置き30年返済で6.5%の利子。

この借款の使途は通信設備，東パ揚水ポンプp 西パ・ハイウェー計画，東パWA

PDAへのコンサルタントなどのプロジェクトにむけられる。

T National Shipping Corporation専務理事，北京へ一一NSCの U.A. Saied専

務理事は東京で開かれる shipping conferenceに出席する途上， 北京に立ち寄

った。北京で、はパ・ rp国の貿易を両国合同による shippingserviceで行なう問題

について話し合う予定。

19日 Vアユブ大統領，東パ訪問一一病気以来初めてアユプ大統領は，東ノfを訪問し

た。今回の東ノ子訪問の予定は 7日間で，目的は東パ洪水被害地域の視察と 9月22

日に予定されている東パ回教連盟評議会出席，および基本的民主主義者会議に出

席するためである。ダッカ空港にはアユプ大統領を歓迎する人々がつめかけたが，

この人々は“われわれは要求する，アユブ大統領が次期大統領選挙に出ることを”

と書いたパッチを胸につけていた。

ダッカ空港でアユプ大統領はパキスタンの発展のためには国民の一層の努力が

必要なことを強調し，とくに東西パの関係強化を強く訴えた。
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V東パ回教連盟の内部対立深刻化一一束パ回教連盟の内部対立は一層深刻伯

し， 3派対立という形となってきた。 3派とは党首流派の Askari-Amjadコン

ビ，それに対抗する反対派の Sabur-KaziKaderコンビ，そしてその中間をいく

Fakir Abdul Mannan （現党東ノξ総裁〉とFazlulBari （現東パ保健相）とのコン

ピの三つである。すなわち前2派の対立が解決しそうもなく，反対派のSabur運

輸相が立候補の決意を固めたことから，内部対立を表而化させないために，とり

あえず現東パ総裁が留任し，幹事長は Fazlul氏に変えようという動きがでてき

たためで，この動きは反対派に対するよりも評議員の支持をうけ易いとみられて

いる。しかし反対派は「個人的支配は党を強化しないだけでなく，党を弱くさえ

させる」として独自の動きを示している， しかし Pakistan Observerの特派員

は反対派は1:f］央あるいは州閣僚ポストなどを材料に党首流との交渉に応ずるので

はないかとみている。

vジュート価格安定のため緩衝在庫を要求一一パキスタン・ジュート・ボード

の A.Rab局長はローマで開かれた FAOの第6日ConsultativeCommittee, 

第4巨！ジュート・ケナフ調査グループ会議に出席して帰国，ダッカで記者会見し

てジュート価格安定の必要性を強調し，その安定のため緩衝在庫を行なう必要が

あるとして，要旨以下のようにのべた。

①パキスタンはそのジュート生産高の96%近くを原ジュート，加工ジュー

トの形で輸出していること，ジュートの大量消費国はジュートを持っておらず

外国のジュートに依存しなければならないこと，外国のジュート工業の規模は

イギリスの Dundeeジュート工業を除けば皆小規模で、あること，などから考え

れば，パキスタンがジュート価格を安定させることは非常に重要である。

② そのためには国際的な緩衝在庫制度を導入しなければならない。この制

度の内容となるものとしては以下のようなものが考えられよう。（a）パキスタン

がrfi場に出すジュートの10%を緩衝在庫とする，（b）在庫数は70万ベーノレ（民ジ

斗ート55万ベーノレ，カットしたもの15万ベーノレ〉までとする，（c）年々の在庫数

は， ConsultativeCommitteeがきめる，（d）在庫の中には puccaジュートを含

める，（e）在庫のジュートはパキスタン長繊維ジュートC・D級およびカットし

たもの中級に限る，（f）パキスタン・ジュート・ボードは緩衝在庫の調達および

貯蔵に責任をもっ，同ボードはまたジュート販売公社，小運船公社，小ジュー

ト運船公社などと協議する，（g）在庫に必要な費用はパキスタンと輸入国とが折

半する，（h）在庫ジュートの引出しはジュート不足の年にConsultativeCommit-
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teeが決めるo

T 1967/68西パ成長率は 8%一一西パ計画開発局の発表によれば，西ノξのGNP

成長率は 8%に達するという。この主な要因は食掲の増産で， 1967/68の増加率

は前年比11%増， 1966/67の6.1%にくらべ非常に好転している。生産目標は小麦

で540万トンであったが， 1967/68は少なく見積っても600万トン以上の生産が見

込まれている。食糧増産のために政府のとった方策は，①小麦作付面積の拡大，

②改良品種の利用，③肥料の大量利用，④水利の改善などである。一方大規模工

業の成長率は第3次官l＂両 3年間低調であったこれは原料が不足したためである。

vパキスタン政府， IMFに7500万ドルのスタンド・バイ・クレジット要求一一一

ノミ政府は IMFに対し， 7500万ドルのスタンド・パイ・クレジットを供与するよ

う要請した。この要請が認められれば7500万ドノレを 1998/69年度中にパキスタン

が必要なとき，いつでも引き出せることになる。パキスタンがスタンド・パイ・

クレジットを要請したのは，最近の経済援助見通しが暗くなっていることから，

いかなる事態にも応じうるよう準備するためと発表されている。

v米，インダス河流域開発基金への援助を1200万ドル削減か一一アメリカの対

外援助総額が，上院および、外同援助小委員会で削減され， 15億ドノレ（ジョンソン

大統領の要請額29倍、わレより 14億ドル少ない〉になったため，インダス河開発基

金に対するアメリカの援助額も1200万ドノレ削減される見通しが濃くなっていると

いう。インダス河開発基金からタノレベラ・ダムへの繰越金3億t2400万ドノレのうち

アメリカの分担金は贈与1億2200万ドノレ，借款5100万ドノレであったが，アメリカ

は輸出入銀行を通して5000万ドノレを約束しただけで，残金は削減されるかもしれ

ない。

V訪中代表団決まる－ 10月 1日の中国国慶節参加ノミ代表団11人が決まった。

代表j,}J一行は28日に出発する予定。団長は FidaHasan大統領顧問で，随員は｜司

夫人， Juneja西パ運輸相， A.H. Chowdhury束パ法相， S.Azizur Rahman国

会野党首1］指導者， P.A.Asghar Shar情報政務次官，同犬人， NurulIslam Sik山 r

大蔵政務次官， RafiqueSaigol運輸政務次官， AishaSardar夫人（国会議員・

東パ）， A. A Khan西パ農業局民。パキスタン1963年以来毎年国慶節に参加し

ており， 1963年は NAPのパシャーニ委員長， 1964年は KhanA. Sabur運輸相，

1967年はフアノレーク商相（現在辞任）， 1966年は東ノf知事， 1967年はシヤハプッ

ディン情報相がそれぞれ団長として出席している。

Vカツチ裁定履行問題につき，パ・イ合意成立一一カッチ裁定居行についーてノむ
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イ両国はイスラマバードで話合いを行なっていたが，このほど合意に達した。そ

れによるとカッチ地方の国境画定作業は10月末より始め， 300マイノレの国境にう

つ標柱1200本はパ・イが 600本ずつ分担する。

vムーサ西パ知事，モスクワ着一一ムーサ西パ知事はタシケントよりモスクワ

に到着， Novikov副首相と会見した。

20日 Vアユブ大統領，基本的民主主義者全国代表者会議で、演説一一アユブP大統領は

ダッカで開かれた基本的民主主義者全国代表者会議 NationalConvention of 

Basic Democraciesで演説，基本的民主主義（BD）制に対するいかなる変更も国

そのものの存在を脅かすものであり，国民は長い紛争と大きな犠牲のもとに獲得

した自由を再び失うことになるだろうとのべた。この全国代表者会議には東西パ

キスタンから BDの代表者多数が出席している。

v東パ基本的民主主義者（BD），アユブ大統領の再出馬要請の決議一一東パ BD

はダッカで開かれた全国代表者会議でアユブ大統領に対し，再出馬をするよう要

請する決議を行なった。これは Bogra地区評議会 AbdulAlim副議長が提案し

たもので，決議では「われわれ東ノ－－；＞BDは，アユプ大統・領が果したパの安定，名

誉，統一，権威を高く評価し，同大統領が次期大統領に出馬し，もう一期大統領

を勤めるよう要請する。これは国民の代表者の要請であり，大統領がこの要請に

答えてくれることを心から希望するJとのべている。

Vチッタゴン市委員会，アユブ大統領再出馬を要請一一一チッタゴン市ML委員

会はアユプ大統領に対し，次期大統領選挙に再出馬を要請する決議を採択した。

T PDM, 10月6日を“民主主義の日”ときめるー－PDM書記長 MahmudAli 

はラホーノレで記者会見， 「PDM全固執行委は 9月19・20日ラホーノレで、執行委を

開き， 10月6日を“民主主議の日 DemocracyDay，，とすることにきめた。この

日PDMの指導のもとにパ全国で大衆集会を開き，あるいはセミナーを聞くなど

して民主主義達成のための闘いを行なう」と発表した。

vムーサ西パ知事，コスイギン首相と会見一一ムーサ西パ知事はコスイギン首

相と会見した。

vパ，世銀に 4千万ドル借款を要請か一一パ政府は世銀に対し工業用資材輸入

のため 4千万ドノレの借款を要請したといわれる。世銀はこれに対し2500万ドルま

での供与を考えているもようで，近く行なわれる両者の交渉が注目されている。

21日 Vアユブ大統領，チッタゴン訪問一一アユブ大統領はダッカより空路チッタゴ

ンを訪問， 10時間滞在した。チッタゴンで大統領は農業開発の重要性を強調，パ
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キスタンは外国援助に依存しなくてもよいよう，農業の面でも工業の面でも国内

資源を十分に利用できるようにしなければならない，とのべた。大統領の乗った

特別機はチッタゴンへの途上， Anwara,Baushkali, Camilla, Feviなど洪水地域

を飛び，洪水状況を空から視察した。

vラワーノレピンジに刑訴法 144条で集会禁止令， 2ヵ月。

Vジュート貿易公社の活動ーーガファーノレ・カーン商相はジュート貿易公社

Jute Trading Corporationの活動について，同公社は1967年12月， 8買付セン

ターで出発したが，現在では買付センターの数は60ヵ所となり，この中には価格

支持センターを11含んでいるとのべ，同公社は今後5年聞にその買付センターを

256に増加させるだろうとのベた。 この公社は買付けたジュートを主として輸出

にまわしており，今年度は 250万マウンドのジュートを買付ける予定。すでに，

7・8の2ヵ月間に 130万マウンドのジュートを買い付けている。

なお 1968/69のジュート輸出目標15億ノレピー（原ジュート 9億ノレピー，製品6

億yレピー）%にあたる 4億9000万ノレピー相当のジュートがすでに輸出されている

（このうち 3億7000万ルピーは原ジュート， 1億2000万ノレピーはジュート製品〉。

T RCD石油化学委員会終る－RCD石油化学委員会は 2日間にわたりイスラ

マパードで会議を開き， トルコに予定されている IzmirOil Refinery，イランに

予定されているカーボン・ブラック， Caprolactam，合成ゴム計画，ノξ，こ予f定さ

れている polyaster品re，合成ゴム計画等について合弁企業設立に関する話合い

を行なった。

V非核保有国会議，安全保障決議一本化に失敗一一閉会を 1週間後に控えた非

核保有国会議は，第 1 C安全保障・軍縮〉第2 C平和利用〉両委員会ともそれぞ

れ10本以上の決議案の乱立状態となり，調整工作を進めている。 21日に聞かれた

アジア・アフリカ（AA）グループ会議では，第1委あて非核保有国の安全保障に

関する決議案を 2週間以上にわたり一本化すべく話し合ってきたが，会議議長国

パキスタンが強硬論を主張して日本を含む穏健派と折り合わず，結局ノfキスタン

はじめナイジエリア，ガーナなど数ヵ国で別個に決議案を提出することになり，

この問題ではAAグループとしての決議案は出さず，一本化の努力は失敗に終わ

った。

消息筋によると，パキスタン案は，①非核保有国に対し核保有国は核兵器を使

わない，②非核保有国の安全を核保有国が保障する約束を明確にし，拒否権行使

も自制する，③核攻撃をうけた非核保有国に対し，フランス，中国を含めた核保
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有国が救助することを義務化する一ーなどを内容としており， I＝！木を含む穏健派

が安保理事会決議を若干補強する程度の線で押えようとしていたが，パキスタン

が最後まで引かなかったといわれる。

ヅi，第2委員会では，決議案を内容によって四つのグループに分けてまと．め

ることになり，さきに決議案を提出している日本は，スウェーデンなどの北欧諸

国およびスイスと合同し，日本案を土台にして＋」本化することに話合いがまとま

ったもようである。

22日 v東パ PDM活動者会議聞く一 --Jt！：ノc:PDM 活動者会議がダッカで開かれ，ヌ

ーノレノレ・アミン国会野党指導者が演説，要旨以下のようにのベた。なお会議には

東パ各地の活動者，Ｎ ・Ｎ　・カーンＰＤＭ委員長など役員が参加している。

① もし政治勢力が統一せず分散していれば，民主主義復活は望むべくもな

い。すべての政治勢力は共通の最少限要求で、団結しなければならない，わたし

はすべての野党に対し民主主議のための闘争に結果するよう訴える。

③ 1962年憲法は民主的なものではない。この憲法には国民の声が反映され

ていないのだ。現在国民は刑訴法144条，パ同防法などの規制をうけ自由にも

のがいえない状態にある。

③政府は1958年以降の10年をアユプ政権の成果だとしている。しかし現在

の発展の基礎はすべてアユプ政権以前に形づくられたのである。発展の基本的

指針は第1次5ヵ年計画に盛られており，その後の計画は第1次計問による基

本的指針にしたがっているにすぎ、ない。

④ 政府は開発資金のあまりに多くを外国からの借款に依存している。その

ためパキスタンは非常に多くの利子を支払わなくてはならない。しかもこの外

l司借款の使用方法にも問題がある。政府は外国借款の多くを西パキスタンに投

資し，東パ人民はその返済・利子支払の重い負担だけを課せられている。

⑤ 現体制のもとでは政府が平和的に変る可能性はない。今度の選挙は公正

ではありえない。独裁者が権力をもっている国ではどこでも，誰がその独裁者

を継ぐか見通すことはできない。ポノレトガソレで、はサラザーノレの後継者が問題に

なると同様，パキスタンでもアフター・アユプが問題となる。

⑥ PDM活動家は選挙人団選挙で PDM候補者が勝利する基盤を準備すべ

きである。もしわれわれが，選挙人団選挙で勝利を占めれば，それは第 1段階

での勝利を意味する。

なお PDM活動者会議では1969年秋に予定されている選挙人団選挙に参加すべ
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きかどうかについても検討されたが， 結論は出なかったもようである。 M.A.

Rashid Tarkabagish氏のように現体制のもとでは選挙によって体制をたおすこ

れは不可能であり，勝利はむずかしく，選挙をボイコツトした方がよいとの考え

をもっ人もいる。

V東パ回教連盟評議員会開く一一一ダッカで、東パ回教連盟評議員会が聞かれ，新

たに選出された評議員約700人と同会議長 AbdulJabbar Khan，副議長2人，モ

ネム・カーン束パ知事，中央・地方閣僚，西パ凹教連盟代表など多数が出席した。

この評議貝会でアユブ大統領・恒｜教連盟総裁が演説，東西パキスタン統ーのため

4の項目プランを発表した。 4項目プランとは，①ノミキスタン運動の遺産を守る

こと，③イスラム理念をわれわれの運命の基礎とすることを確認するJ③強力な

中央政府の緊急性と重要性を認める，④統一を破壊する勢力に対抗する common

frontをあらゆるところにつくる， などである。アユプ大統領はまた「もしある

人が東パの人々をせん動して西パに対する憎しみ，疑惑の種子をまき，西ノfに対

立させようとするとき，こうした反国家的行動をを止めさせるのが国民の義務で

ある！とのべた。

v東パ回教連盟役員改選一一東パ回教連盟評議員会は同党役員改選の投票を行

なった結果， Nawab Khwaja Hasan Askari （ダッカ〕を東パ・回教連盟総裁に

Fakhruddin Ahmad東ノミ歳入相を幹事長に満場一致で選出した。副委員長およ

び幹事（数人〉の選山については小委員会をつくって候補者を選ぶことになって

U、るo

v東パ回教連盟評議会，アユブ大統領の再出馬を決議一一束ノξ回教連盟評議員

会はアユプ大統領に対し次期大統領選に出馬するよう要請する決議を採択した。

vウカイリ蔵相，英連邦蔵相会議出席のためロンドンにむけ出発一一ウカイリ

蔵相は M.Raschid中央銀行総裁とともに英連邦蔵相会議出席のためロンドンに

むけ出発した。ロンドンからの帰路2人はワシントンを訪問， ！世銀および IMF

総裁と会見する予定。 Raschid中央銀行総裁はワシントンよりパリに飛び，フラ

ンス中央銀行総裁とも会見する。

23日 vウカイリ蔵相，ロンドン空港で記者会見，先進国の援助を要請一一一英連邦蔵

相会議出席のためロンドンに到着したウカイリ蔵相は空港で記者会見，先進国の

援助を要請して要旨以下のようにのべた。

先進国は低開発国への援助を促進しなければならない。わたしはこの問題を

英連邦蔵相会議に提出し，具体的な提案をしたいと思う。英連邦蔵相会議は世
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界の経済・金融事情を検討し， それをワシントンで開かれる世銀および IMF

年次大会に出すべきである。英連邦は一つのグループとして先進国の援助の増

加とその条件の緩和とを要求するべきである。わたしは最近のパーぜノレ協定を

歓迎する。この協定はスターリングを強化する。現在のところ，近い将来にス

ターリング・クラブの解散の可能性はないと思っている。パキスタンもスター

リング・クラブの一員である以上，その役割を果すつもりであり，スターリン

グの強化につくしたいと思っている。

v東パ物価事情一－PakistanObserver特派員は東ノミ各地で、物価‘上昇がつづい

ていると報告している。同紙によれば，東ノミの多くの地方や町で一般的に物価上

昇が著しく， Pirojpurからの報告では Aman米は数週間前1マウンド42！レピー

であったものが50！レピーにはね上り， Aus米も 39ノレピーから 41ノレピーになって

いる。魚価も上昇し，魚はもう庶民にとってぜいたく品となった。卵も値上り，

4個で、62パイサにもなっている。野菜も不足がちで，価格が上昇している。中で

も一般に使われる玉ネギは 1シーア当り 1.25ノレピーになり，数ヵ月前の 1シーア

25パイサに比べ 5倍値上りした。その他からし油，ココナッツ油などの食用油の

値上りも激しく，からし油は lシーア3.5～4Jレピー（数日前は 3；レピー〕，ココ

ナッツ油は4ノレピー， gheeは10～12ルピーになった。ケロシンの価格も上昇を

つづけ， 1シーア9.50！レピーである（以前は7.5！レピー）。砂糖価格は 1シーア 2

～2.25ノレピー（数ヵ月前は1.75～1.87ノレピー〉。

Naogaonからの報告も同様に物価上昇を伝えており，米価は上質米で 1マウン

ド60ノレピー，新 Aus米は同35ノレピーである。 Amanのモミ米は26！レピー， Aus

のそれは20ノレピーとなっている。ジュートの価格は若干上昇して 1マウンド34～

38ノレピーとなっている。 Mymensinghでも米価が値上りし， Aman米（ボイルし

たもの〉で、マウンド 50～56ノレピー， Aus米（同〉で 1マウンド44；レピーとなっ

た。但しこの米価は昨年同期に比べると若干低い。

vパ，石油および炭化水素研究所設立一一パキスタンは French Petroleum 

Instituteの援助で石油お上び炭化水素研究所 PakistanPetroleum and Hydro-

carbon Instituteを設立する旨決定した。これは Jafri工業次官が発表したもの

で，同研究所はパの石油工業発展のためそれに必要な化学面，工業面，技術面，

財政面での調査研究を行なう。研究所設立費用は2500万ノレピー， 4年間で完成す

る予定。初め研究所は基礎研究グループ，技術・経済グルーフ：実験室および資

料センターから構成される。政府はこれまで石油開発の努力をつづけており， 19
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61年以降，東パに15本，西パに58本，計73本の試掘をしている。

24日 v中央銀行， 4商業銀行に対し移動銀行の設置を指示一一中央銀行はアユブ大

統領の指示にもとづき， 4商業銀行に対し，1968年10月末までに農村地域への移動

銀行を54ヵ所に設置するよう指示した。 4銀行とは HabibBank, United Bank, 

National Bank of Pakistan, Muslim Commercial Bankの4行。政府は農村に

おける銀行活動を活発にするため，次の三つのタイフ。の銀行の設立を指示してい

る。 1）地方支店 permanentbranch, 2）衛星支店 satellitebranch, 3）移動銀行

mobile bank。 このうちの mobilebankを設立する理由は， 1）農民の資金需要

を満すこと， 2）農村の高利貸による独占的金貸しをやめさせること， 3）農民の追

加収入を貯蓄にまわすこと，の三つで、ある。人口 1万人をこえる村のうち東パキ

スタンでは 222ヵ村，西パでは55ヵ村は銀行活動が全くない状態にある。

v東パに高等裁判所建物新築，アユブ、大統領聞所式に出席一一束バ，ダッカに

高等裁判所の建物が新築され，アユブ大統領がその開所式に出席，バキスタンに

おいて司法は完全に独立しており，この分野に干渉するいかなる試みもないとの

ベた。

v世銀 IBRD，パに 1億8650万ドル援助政策－M ・M ・アーマッド計画委員lj議

長の伝えるところによれば， 世銀 IBRDはパに対し 1968/69年度中に総額1億

8650万ドノレをプロジェクト援助として供与する協定に調印した。 この中には ID

Aが東ノξへのコンサルテーションのための資金200万ドノレを含んでいる。このほ

か IFCも Dawood-Herculesプロジェクト（肥料）および Admjee-American

Cynamicle Plant （肥料〉に各 390万ドル， 400万ドノレを供与するものとみられて

いる。上記1億8650万ドルのほか，すでに6250万ドノレのプロジェクト援助を供与

する約束をしており（9.18），合計すると 2億5900万ドノレとなる。

パはすで、に世銀とこれら援助使用協定をいくつか結んでいる。その一つは1968

年 7月10日のもので， Dawood-Hercules肥料工場に 3200万ドル，二つはタノレベ

ラ・ダムに2500万ドル，三つは Adamjee-AmericanCynamide肥料工場に2800

万ドル， Sui-NorthernGas Pipelineに 1200万ドノレ， PICICへ 2500万ドノレで，

合計1億2200万ドルとなる。

vインド，ファラッ力問題で次官級会談申し入れ一一インド政府はファラッカ

問題で、パ・イドLj国の次官級の会談を近く申し入れるという。この提案はパキスタ

ンの閣僚会議提案にくらべまだ弱いとはいえ，話合いを拒否していたインドから

みれば、一歩前進で、ある。
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25日 T NAP Bhasani 派東パ支部，体制建直し一一一NAPの Bhasani派東パ支部はそ

の党体制の建直しに着手したようである。そのためいかなる形であれ現体制に協

力したことのある者を除くことを決定， 2人いる書記の 1人， AnwarZahicl氏

は党事行子部から外されたと伝えられているQ Anwar Zahid氏と執行部とはムジ

ブノレ・ラーマン（AL)に対する態度，組織問題，財政問題等で対立しているとい

う。 NAP束パ執行委は 10月5日に執行委員会を開き， もう 1人の書記 Nurul

Huda Kader Buksh氏に対しでも，以前政府の PakistanFeatures Syndicateに

入っていたことについて釈明を求めるという。

T Azad Kashmir選挙制度について一一AzadJammu and Kashmir川崎平議員会

の選挙が以下のように行なわれる。 これは Azad Jammu and Kashmir State 

Council (Elections) Rules 1968によるものである。

① Azad Kashmirを三つの選挙区に分け， Mazaffarabad,Poonch, Mirpur 

とする。この 3選挙区から 2, 3, 3人の評議員，計8人を選挙する。その他

4人はパキスタンに住むカシミーノレ避難民から任命され，結局評議員数は12人

とする。

② この評議員はその中から議長を選出する。議長は AzadKashmirの大統

領ともなる。

③ 州評議員立候補者は 250；レピーを保証金として提供する。

V英連邦蔵相会議，ロンドンで聞く一一英連邦蔵相会議がロンドンで聞かれ，

パキスタンからウカイリ蔵相， Rashicl中央銀行総裁等が出席した。この会議は

イギリスがポンド切下げて以来初めて聞かれるもので，スターリング地域の支払

状況，援助， IMF総会， スターリンク号の将来等について話し合いがなされる。

ウカイリ蔵相は援助の問題および IMFからの特別引出し権の問題について演説

する予定。蔵相はすでに24日，英国海外援助担当相 ReginaldPrentice氏と会談

英国の援助増加を依頼している。

vウカイリ蔵相，英連邦蔵相会議で演説一一ウカイリ蔵相は英連邦蔵相会議で

演説，要旨以下のようにのべた。

① パキスタンの外国援助は第3次計画3年間1965/60～1967/68に百十回目標

より 22%少ない。しかし残り 2ヵ年間にこの不足分は補われると期待してい

る。

②英・米などで国際収支悪化を防ぐ諸方策がとられ，ある程度成功してい

る。しかしこれは新たな問題を惹起することになっている。それは世界貿易の
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伸びなやみという問題である。

③ いくつかの先進国はきびしい財政金融政策をとっている。この政策は先

進国の輸入需要を削減し，後進国の輸出に直接大きな影響を与えることになるo

v保険業の現状一一－Dawn紙は保険業の現状について要旨以ドのように論評

している。

パの保険業はこの10年間に非常に発民した。保険会社数も非常に増加した。

1958年の保険会社の年附加価値は6000万ノレピーで、あったが， 1967年には 2佑

1600万ノレピーへと 3.5約倍に達している。 1958年の生命保険掛金総額は 2億ノレ

ピーであったが， 1967年には12億5000万ノレピーと 6倍になっている。またパの

保険業の約80%はパの保険会社によって行なわれている。これは1958年の41%

にくらぺ大幅な改善である。

しかし，パキスタンでは保険に加入している人口は全体の 1%にしかすぎな

い。田舎に住む80%の国民，あるいは都市に住む20%のうちの大多数が保険と

は関係のない生活をしている。この理由は，①工業が殆ど繰越金をもたないこ

と，②保険制度の改善がまだ行なわれていないこと，③保険会社はまだ農村で

の活動に着手しえなし、でいること，などがあげられる。政府・民間ともこれt)

問題の解決に努力する必要がある。

vムーサ西パ知事，ベイルート着一一ソ連を訪問していたムーサ西ノミ知事は 1

週間の予定を終えてベイノレートに到着した。

26日 V東パ与党内部対立つづく一一束パLy._党の回教連盟内部対立は，アユブ大統領

を迎えでの選挙で一時休戦状況であったが，対立はつづいている。アユブ大統領

の指示のもとに開かれた両派の首脳和平会談が26日夜短時間で終ったことは，ァ

ユプ大統領が西パに帰った後の同党内部の対立が激しくなったためと見るむきも

ある。この和平会談には主流派からは新執行部総裁 Askari同幹事長 F.Ahmed 

が出席， 反対派からはマイメンシンの Hashimuddin Ahmed （中央・地方の党

執行委・前党幹事長）が出席，現党幹事長 SardarMohmmad Aslam J毛も仲裁

役として参加した。

和平会談では党役員のうちまだきまっていない副総裁，執行委員および中央評

議員会へのメンパーなどを選ぶ問題などについて話し〆合われたもよう。主流派は

反対派懐柔のため副総裁を 5人から 7人に増やし，書記jointsecretaryも2人を

7人にし，執行委員人数も30人から50人に増加させているO 反対派はこの動きに

対し，副総裁，書記，執行委の人数を折半にするよう要求，主流派はこれに反対
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している。

Vアユブ大統領，ナラヤンガンジ訪問一一一アユブ大統領はナラヤンガンジを訪

問，同地より船で Sitalakhya河を下り，洪水地帯を視察した。

vブット氏，警察の取調べをうける一一人民党委員長プット氏はカラチで 1時

間に亘り警察の取調べをうけた。この原因は明らかにされていないが，氏が外相

のとき政府のトラクターを安い値段で自分の土地で使ったことに関するものとみ

られている。プット氏は警察からの帰り記者に対し，これは来るべき総選挙にむ

けての政府与党の作戦であるとのべている。

v英連邦蔵相会議，共同コミュニケ発表一一一9月25,26日ロンドンで開かれた

英連邦蔵相会議は要旨以下のような共同コミュニケを発表して終了した。

①英連邦蔵相会議は世界経済の最近の動きについて話し合った。最近の動

向で特徴的なことは世界の貿易量が1966年後半および1967年前半にかけて非常

に減少したことである。 これは 1968年前半までの 1年間に若干回復してきて

いる。しかし後進国の1967年の輸出収入は世界の50%以下である。これは後進

国の貿易がまだ回復していないことを示している。とくに一次産品輸出が伸び、

なやんでいる。

③ もう一つの特徴はドノレ・ポンドなどを発行する国の国際収支悪化の問題

である。蔵相会議はこれら諸国が正しい国際収支政策をとり，それが低開発国

の金融事情に悪い効果を与えないよう希望しているO 英連邦諸国はとくにイギ

リスの国際収支に重大な関心をもち，スターリングの安定に努めることを希望

している。

V商相，貿易相手国の多様化を主張ー一一ガファーノレ・カーン商相はベシャワー

ノレで Sarhad商工会議所主催の昼食会に出席，政府が貿易相手国の多様化に努力

した結果パ商品の新市場が増えているとのべ，とくにパの対共産圏貿易が1958年

の7千万ノレピー輸出から 1966/67の3億ルビーへと，約4倍になっていること，

その中でも東欧諸国がパの原材料の輸出国として重要であること，などについて

のべた。

vパの鉄鉱石埋蔵量は5億トンーーパ地質調査局長MohsnulHaq氏は NIPA

研修所で、パ資源について触れ，パキスタンの鉄鉱石埋蔵量は約5億トン，主な埋

蔵地は Chichali, Kalabagh地方であるとのベた。また石炭埋蔵量は 10億5千

万トンで， Rajshahi-Bogra地方に 7億トンが埋蔵され，西ノfで、はシンド地方の

Lakhraに1億7千万トンの埋蔵量もつ鉱床が発見されているとのべた。
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v非核保有国会議本会議，第2委員会からの決議案を採択一一非核保有国会議

は26日から本会議を聞き，第2委員会から送られた原子力平和利用関係の決議案

を討議，表決した結果，うち 7案を採択， l案を否決した。成立した7決議案は

そのほとんどが，核時代の到来を迎えて原子力平和利用の無限の，恩恵からとり残

されたくないという非核保有国，特に開発途上国の強い要求を反映したものであ

る。

会議はこれで平和利用関係の審議をすべて終り， 27日の本会議から第1委員会

（安全保障，軍縮〉を通った7決議案のほか会議宣言などを審議する。

否決されたのは「核兵器を放棄した国のため，国際原子力機関(IAEA）の中に

平和核爆発専門機関の設置を検討する特別会議を招集するよう国連事務総長に要

請する」決議案〔中南米14ヵ国提出〕であった。

日本にも反対投票の強い要請があったが，棄権を選んだ。この否決劇は同じ非

核保有国の中でも「持てる国と持たざる国の利害対立」の存在をさらけ出したも

のといえる。

26日の非核保有国会議本会議で、成立した平和利用関係決議案は次の通り。 （か

っこ内は提案国）

1. 平和利用と開発途上国の問題について，専門家グループによる研究報告

書の作成を国連事務総長に求める。 （中南米16ヵ国）

2. 核技術の情報交換，開発途上国に対する援助，平和核爆発の効用などに

ついて， IAEAの検討を求める。 （日本，北欧，スイスなど 7ヵ国）

3. 非核保有国，とくに開発途上国における原子力平和開発を財政的に援助

するため「特別核基金」の創設を検討するよう IAEAに勧告するの （パキス

タン〉

4. 開発途上国のため，①国連開発計画（UNDP）のなかに「核技術研究開

発計画を立案するよう国連総会に要請する，③経済開発計画のなかに「核エネ

ノレギ一利用計画」を立案するよう世界銀行に要請する，③以上の二つの計画の

おもな財源を核保有国に求める，④「特殊核分裂物質金庫」の設置を考慮する

よう IAEAに求める，⑤同金庫に合理的な価格で特殊核分裂物質を供給する

よう核保有国に求める。 （中南米16ヵ国〉

5. 開発途上国の見解をもっと反映するよう IAEA理事会の構成田増加を

IAEAに勧告する。 （アフリカ 7ヵ国〉

6. 平和核爆発は全面核実験停止と持接につながる問題であることを示認す

q
d
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る。 （スウェーデン〉

7. 平和利用のため学生や科学者の教育，訓練を引き受けるようすべての核

保有国および有力潜在核保有国に要請する。 （パキスタン〉

27日 Vアユブ大統領，東パ訪問終え，ラホール着一一アユブ大統領は 8日間に豆る

東パ訪問を終え，ラホーノレに到着した。アユプ大統領の同行者はシャハプッディ

ン情報相， A.Ali Chowdhury工業相， S.Mohammad Aslam回教連盟幹事長，

Chaudhari Fazal Elahi国Jj議長， Alta£ Ganhaτ 情報省次官である。 ラホーノレに

到着したアユブp大統領は空港で、東ノf訪問についてのペ，今回の束パ訪問に満足し

ている，東パは工業・農業のi可部問において非常な発展をとげたが，とくに農業

面における発展は著しいとのペた。

v東パ回教連盟副総裁，書記決る 一束ノf回教連盟の副総裁・幹事が決まった。

副総裁 Abdul Basit （東パ商工相＝シノレヱット〉

Paniruddin Ahmed （国会議員＝ラングプーノレ〉

Ahmed Ali Sanlar・（国会議員こジェッソーノレ〉

A. Rauf Khan （国会議員士ダッカ）

Habibur Rahman （国会議員＝ポグラ〕

Muzaff ar Rehman （ラジシャーイ）

Serajul Islam （国会議員二チッタゴン〉

Ilabilrnr Rahman （前閣僚，前大使＝ボグラ〕

幹三ti: S M. Amjarl Hm,1 

A<lelucldin Howladar （国会議員二でブアリドプ一ノレ〉

Ab【lulAlim （東／ミ議員士ボグラ）

Abdul Hannan （束ノξ議貝二マイメンシン）

Asaduclclowla Seraji （セラジガンジ）

Abdul Rahman Biswas （東パ議Clごパリサル）

Sajedul Hoque （同会議艮＝コミラ）

Nu ruzzaman （ファリドプーノレ）

Asaduzzaman C:東ノミ議員＝ラングプール）

A五luddin（束パ議員二クーノレナ〉

会計 M.N. Hurla （東パ蔵相）

これら役員は 9月22日評議員会の決定にもとづき東パ知事，中：央情報相，パ日

教連盟幹事長， Ji｛パ同教連盟総裁，！日j幹事長で、構成する委員会によって任命され
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たものである。東パ同教連盟内の対立は末解決のままのため，結局執行委員およ

び中央党大会への出席評議員の決定はまだなされていない。反対派はこれら役員

19人のうち 6人は反対派に属するとのべている。

Vパ政府， 12月に RadioCorporation設置 シャハプッディン情報相は政府

が12月末にRadioCorporationを設置すると発表した。これは TVCorporation 

と同じ越旨で，この公社総裁には情報省次官が就任する見込だという。

V情報相， Jarnaat党の中国批判を非難一一シャハブッディン情報相はラホー

ノレ空港で記者会見， Jamaat党がパ‘ンフレットの中で中国を批判していることに

ついて触れ，パキスタンと中国の関係は基本的利益であり， Jamaat党のような

パの外交政策に対する批判には充分注意する必要がある，とのベたo

vブット人民党首，分派より批判さる一一プット人民党首は人民党を分離して

作った ProgressivePeople’s Partyの BasharatAli議長によって以下のように

批判されているO

プット氏が人民党を結成する以前われわれは NAPのパジャーニ党首の支持

者であった。しかし NAPに入ることには満足していなかった。そこで、われわ

れは反帝国主義のポーズをとり，社会主義実現のために闘うと主張したプット

氏の党に入ったのである。はじめプット氏はわれわれとの接触を深める中でプ

ット氏が外相のときプット氏を通してパシャーニ氏が政府から多額の金を受け

取ったといった。われわれはその話にショックをうけパシャーニ氏からはなれ

ていったのである。最近プット氏はパシャーニ氏と同意に遣したと発去した。

しかしこのプット氏のパシャーニ氏に対する陰謀は失敗した。パシャーニ氏が

プット氏のようなアメリカと取引きしているような人と協力関係をもっ筈がな

い。プット氏は夫人とともに最近アメリカ，ヨーロッパを訪問したが，この旅

行資金がアメリカ政府支援のスタンレー基金から「Hていることは疑いない。プ

ット氏がこの基金で旅行する前，アメリカ首脳 topAmerican leaderからの手

紙をジャーナリストや党指導部にみせている。この手紙はパキスタンをアメリ

カの影響力の下におくことに援助して欲しいと要請したものであった。プット

氏はこの手紙を受け取ってすぐヨーロッパに旅行したのである。われわれはこ

の事実にショックをうけ，プット氏と日iJかれて他の政党をつくることに踏みき

った。パシャーニ氏はこの点をよく考え，プット氏との協力関係を拒絶L，進

歩的なポーズをとりながら反動・帝国主義の役割を果しているプット氏に近づ

くべきではない。
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Vクールナに集会禁止令一一一クーノレナに刑訴法 144条による集会禁止令が出さ

れた。とれはクールナにある A五lJute Millが26日からストに入っているため。

vマクナマラ11月に訪パ一一パ政府筋の情報によるとマクナマラ世銀総裁は11

月初めパキスタンを訪問する予定。

Vインド，力シミール問題へのソ連の政策変更を危慎一一インドの非核保有国

会議代表はソ連がカシミーノレ問題でその政策変更をするのではないかと恐れてい

る。ソ連はカシミーノレ問題でインドを支持すると約束することを拒否したといわ

れる。 InternationalHerald Tribune 9月27日は「インドはパキスタンが国連

安保理からインドが脱ける1969年初めに安保理にカシミール問題を提出するとみ

ており，それまでにこの問題についてのソ連の立場を明確にさせておきたいのだ」

とのべている。

V非核保有国会議本会議，第 1委員会からの 7決議案を採択一一非核保有国会

議は27日の本会議で，第 1委員会から送付された非核保有国の安全保障と核軍縮，

核拡散防止などに関する 7決議案の討論，採決を行なった結果，このうち西独提

出の安全保障決議案など 6決議案をいずれも賛成多数で採択した。日本代表はこ

の6決議案す今てに賛成した。

しかし，中南米14ヵ国が提出した安全保障に関する決議案は賛成39C日本を含

む），反対20，棄権25とわずか 1票の差で不採択（本会議での採択には 3分の 2

以上賛成が必要）となった。

同決議案は，核保有国が非核保有国の安全保障措置を約束する多角的取決めを

結ぶため，国連加盟国と国際原子力機関（IAEA）などの特殊機関およびすべての

核保有国による会議を，できるだけすみやかに招集することを，国連総会に勧告

するよう提案したものである。

この中南米14ヵ国案が不採択となったことにより，今度の会議の最重要課題と

されていた非核保有国の安全保障に関する決議案で採択されたのは，核保有国に

対し国連憲章にかかげられた武力不行使，主権平等，領土保全の権利，内政不干

捗などの諸原則の再確認を要請した西独案だけとなった。

28日 T NAP北京派，内部対立の噂を否定一－NAP北京派は声明を発表，党内部に

対立があるとの一部の新聞報道を否定した。声明要旨は以下の通りである。

NAP, パシャーニ委員長、 その他党指導部に対し悪どい中傷が一部から出

ている。ある新聞はわれわれがあるメンバーを除名したといっている。われわ

れの党のどのメンバーも除名されていないし，そんな動きもないということを
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絶対に明らかにしたいと思う。 NAPの中には，いわれているような hardcore 

も softcoreもない。現在ノfキスタンは政治的な危機の段階にあるO 現在，す

べての民主勢力は統一し，団結して民主主義，州自治，人民の経済的権利を守

るために闘うときである。いまわが党およびその指導者にいわれなき中傷を加

えることは人民の利益にならぬだけでなく，こうした動きの背後にいる人々の

かくされた野望を助けることになる。 NAPのすべての党員は団結してこうし

た反 NAPキャンベーンに対処しなければならない。

なおこの声明に署名している 2人は， HajiMohammad Danish NAP副委員

長， AbdulJalilダッカ市 NAP委員長， MohammadSultan同書記長など10名o

T PIAパイロット，スト一一PIAパイロットおよび整備員たちは11時から無期

限ストに入った。ストの原因は PIA当局が整備が完全でない飛行機の運行を求

めたのに対しジェット・パイロットたちが安全性に問題があるとして反対し，ま

たすで、にこうして飛行機の運行を拒否して退職させられた M.M. Salehjeeパイ

ロットの復職を要求するため。

Vガファール商相，回教連盟のアユブ大統領の再出馬要請を支持一一ガファー

ノレ商相はペシャワーノレを訪問，回教連盟ペシャワーノレ支部および同支部主催の大

衆集会はいずれもアユプ大統領の再出馬を要請しているとのべた。

vガファール商相，砂糖価格引下げを指示一一ガファール商相は砂糖の価格が

異常に高くなっていることについて警告，生産者，取引業者に対し砂糖価格を合

理的水準で、ある 1マウンド65～67ノレピーにまで引き下げるよう指示，もし価格が

下らなければ，政府はドラスチックな手段をとるだろうとのべた。また価格上昇

の原因として砂糖生産者，取引業者が引き上げているとのベ，政府が貿易公社な

どを通し外国から輸入しているにもかかわらず，価格が下らないならば，パの砂

糖工場に対し生産統制という手段をとることをほのめかした。

T 1966/67民間投資， 40億ルビー一一政府発表によれば1966/67の民間投資は40

億ノレピーである。 1964/65から1966/67までの 3年間の民間投資は， 107億9100万

ノレピーで，その内訳は農業9億3600万ノレピ｝，鉱業4800万ノレピー，大規模工業48

億1600万ノレピー，小規模工業6億6800万ノレピー，建設21億1170万ノレピー，電気・

ガス 5億5500万／レピー，運輸通信9億7600万ノレピー，保険・銀行1億3000万ノレピ

ー，その他5億4500万ノレピーとなっている。

v援助の見通し暗いーーウカイリ蔵相は英連邦蔵相会議のためロンドン滞在中

であるが，このほどロンドンで記者会見，経済援助の見通しについて要旨以下の
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ようにのべた。

今後の援助見通しは，米英など大口援助国が国際収支問題をかかえており非

常に暗いといえる。しかしイギリスはパがこれまでうけていたと同額の援助を

約束している。一方アメリカの外国援助削減は大きく，カナダやオーストラリ

アが援助増加を約束しているが，アメリカの削減分を埋め合わすことはできな

いだろう。

V訪中代表団，北京着一一一ブィダ・ハッサン大統領顧問を団長とする中国国慶

節参加代表団11人は27日パキスタンを出発， J:j毎を経て北京に到着した。空港に

は陳外相をはじめ毛思想学習班，中国人民解放軍，北京革命的人民などの代表2

千人が出迎えた。その他メンバーは M.K. Junejeo西パ運輸相， A.H.Chou明

dhury東パ法相， SharAzizur Rahman国会野党代表， S.A. Ali Shah国会書

記， RafiqSaigol, Nurul Islam Sikdar, Begum Ayesha Sardar （いずれも州議

会議員〉，フィダ・ハッサン夫人， AmirAhmed Khan西パ食糧次官。

V非核保有国会議終る一一先月29日にジュネープのパレデナシオンで開会した

非核保布国会議は， 1ヵ月の会期を終え28日に閉幕した。会期は本来28日いっぱ

いだったが， 27日午後の会議でギニアなど数ヵ国から同日中の閉会を希望する発

言があり，結局，深夜まで会議を続行して閉幕にこぎ、つけたもの。

午後再開された本会議では，非核保有国会議の定期開催案を取り下げたイタリ

アが，非核保有国安全保障会議開催案を本会議で否決された中南米14ヵ国ととも

に，非核保有国会議の定期開催をむし返した決議案を審議したが，採決見通し難

のためいったん休憩し，関係国の協議ののち，ブラジノレが大幅に修正した案を捉A

出して採択された。

修正案は定期開催には直接ふれず「現在の国連総会で，今回の非核保有国会議

の決定事項を実施し，その作業を継続する最良の方法を，また，今会期以降の総

会で，第2回非核保有国会議の開催問題を検討するよう国連総会に求めるJとい

う趣旨のもので，原案からみると，ほとんど骨抜きの形となったが，満場一致で

採択されたQ この表決でノレーマニアを除く東欧の 5ヵ国が「居ながらの欠席i戦

術をとったのが目をひいた。

このあとインド，ユーゴ，アラブ連合など 7ヵ国提出の会議宣言案，会議最終

文書などが採択され，フセイン議長はじめ会議運営関係者に日本などから謝辞が

述べられて閉幕となった。

会議宣言は，国連憲章の精神にのっとって武力の行使を全面的になくすこと以
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外に人類の将来は保証されないことを強調したあと，①国連憲章の尊重，③軍拡

競争の中止と核軍縮さらに全Yhi完全軍縮の促進，③核防条約の意義，④非核地帯

の設置の重要性，⑤核エネルギーの平和利用の可能性の増大と国際協力の必要性

などをうたってし、る。

今回の会議で採択された決議案は非核保有国の安全保障，軍縮，査察，核の平

和利用にわたり，合計14本にのぼった。会議の成果については，各国代表団筋の

問でも当初の期待の大きさや非核保有国の“実力”についての評価の仕方で大き

く分かれており，即断は避けるべきであろうが，この会議が核時代に生きる人知

の課題について，これまでに例のない包括的な議題と広範問な参加国を得て開か

れたことの意義は率直に認めるべきであろう。

26日 Vソ連など4ヵ国，アルシャド・フセイン外相を招請一一ソ連はブセイン外相

に対しソ連を訪問する上う招請した，またポーランド，西独，オーストリアも同

様の招言青を行なっている。

vパの米生産量，世界第2位一一Commonwealthsecretariat monthly report 

によれば， パキスタンの米の生産量は中国を除いて世界第2位である。 1967/68

の世界の米総生産量はそミで 1億8000万トン，このうち第1位はインドで5600万

トン（前年度4491万6000トンλ 第2位はパキスタンで 1869万3000トン（同1614

万トン〕，第3位日本1380万8000トン（同 1568万トン），第4位以下はピノレマ 792

万5000トン，フィリピン427万2000トン（408万2000トン），アメリカ400万2000ト

ン（379万8000トン〉，南ベトナム461万4000トン（426万8000トン〉，エジプト226

万4000トン (196万8000トン〕，マレーシア144万1000トン（73万7800トン〉，イタ

リー71万8000トン（60万6000トン〉， メキシコ40万4000トン（38万：mooトンλア

ノレゼンチン27万7000トン〔21万4000トン〉。

30日 v確定選挙区，印刷して発表さる一一一選挙区が 8)jから12万に増加するに伴い

行なわれた選挙区の改定はすでにその作業を終り，今日全国で一斉に発表された。

これで1969年秋の選挙人団選挙の第1段階は終ったことになる。 1選挙区の平均

人口は束ノミ1070人，西パ940人となっている。選挙管理委員会は1968年2月末の

人口を 1億2063万7千人と推計しており，このうち束パ人口は6423万3千人であ

る。

T PIAパイロット，スト中止－ PIAパイロット連合，航空整備員・操縦員連

合は30日午後11時スト中止指令を出した。これは同連合代表と S.U. Durrani P 

IA公社総裁，内務次官補との間の話合いの結果rj_:i止ときまったもので， 問題の
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解決そのものは後に残され，公社側が実態調査を約束したにとどまっている。

V大統領，中国周思来首相にメッセージ一一アユブ大統領は10月1日国慶節に

よせて，周恩来首相にメッセージを送り，中国とパキスタンの友好関係の一層の

発展を約した。アノレシャド・フセイン外相も同様のメッセージを陳外相に送った。

v北鮮商品見本市，力ラチ開催一一北鮮商品見本市がカラチで開催された。北

鮮の見本市がパキスタンで聞かれるのは始めてで，出品される商品は機械など 3

千品目， 10月14日まで行なう。

' 8月の輸出一一－8月の輪出収入は2億3900万ノレピー， 7月の 2億3790万ルピ

ー，前年同期の 2億0340万ノレピーにくらべ増加している。

vブルガリア，パに 1千万ドJレ援助一一フワレガリアはパの食糧加工缶詰工業建

設のため 1千万ドルを援助する申し入れを行なった

vパ・マレーシア経済協力一一ーマレーシアはパの S.M. Yusuf外務次官の訪

マレーシアに際し，パキスタンにマレーシアの援助でゴム栽培を行ない，一方マ

レーシアにはパキスタンの援助でジュート工場を建設するという経済協力関係に

同意したもようである。

日誌追加

14日 v駐英大使など更迭か－PakistanObserverによれば，カラチの政府情報筋

には現駐英大使 S.K. Dehlaviが更迭され， MahmoodHaroon氏が駐英大使と

なり， Dehlavi氏は駐中国大使，現中日大使 SultanMohammad Khan氏は外務

次官， 現次官の Yusuf氏は他省に移るのではないかとのl噂が流れているol また

Mahmood Haroon氏がムーサ知事に代って西パ知事となり， ムーサ知事は駐英

大使になるとの噂も流れている。 MohmoodHaroon氏 （Dawn紙社主）は1966

年，カラチ国会議員補欠選挙で大統領と対立し，以来，政界から退いていたので

あるが，次期大統領選挙に Haroon家（カラチの大地主でカラチでの支配力が強

い〕の援助なしにカラチをおさえることはできないとの判断から，最近，大統領

とHaroon家が接近している。
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I パキスタン中央銀行年次報告要旨 1967/68 (Dαwn 9. 16) 

一般経済概況

1967/68年度の国民総生産予備推計額は前年度の増加率5%を上回わる8.3%の増加

を示した。経済成長率の急速な伸びは主として農業が増産であったことによる。暫定

推計に基づくと 1966/67年度に 123であった農業生産指数は 1967/68年度には 143に増

加し， したがってこの増加は 0.8%の減少を示した前年度の増加と比較すれば実質上

16.3%の増加を意味する。農業増産は主作物全種目に共通した現象であった。 1967/68

年度の工業生産増加率は 1966/67年度の10.5%に比し10.0%と推計された。通貨供給

量は前年度の増加額5億4070万ノレピーに比し 3億7460万ルピーで， 総流通量は 107億

5820万yレピーに達した。卸売物価一般指数平均（1959/60年を 100とする〉は 1966/67

年度には13.9%の増加を示したに反し 1967/68年度には4%の下落を示した。株式市

場は 1967/68年には不況から立ち直って好況の徴候を示し始めた。国際収支は1967年

3月現在で 3億0540万ノレピーの総合赤字であったがこの赤字は1967年7月～1968年3

月には3970万ノレピーに激減した。

食糧事情

食糧供給事情の可否を決定する小麦収量は1967年5月現在で432万4000トン，つま

り前年収量に比し 11.2%増であった。 1967/68年度の米の生産量は1247万トンで前年

度米の生産量に比し15.8%増である。西パキスタンの小麦相場は供給事情好転のため

1967/68年度の大半を通じて下落した。東パキスタンの米価は1967/68年度前半期には

下落したが後半期には上昇し始めた。

商品市場

1967/68年度を通じて商品市場で、は好況と不況とが交替した。ナラヤンガンジのジ

ュート市場は年度の大半を通じて変動を示さなかった。 カラチ棉花市場は年度初めに

は安定していたがその後年度末まで著しい変動を示した。茶相場も 1967/68年度を通

じて変動が著しかった。羊毛相場と皮革相場とでは買占め傾向が目立った。

工場生産指数（1959/60=100) 

工業生産指数は前年度には10.5%増であったが 1967/68年度には 10.0%増であった

ため 258.7となった。工業の増産は製造工業部門と採鉱部門との増産による。 1967年

を通じて増産の目立った製造品目は，海塩（115.2%増），ソーダ灰（53.1%増），苛性
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ソーダ（39.6%増〉，人絹とレーヨン（暫定増産率26.5%), 尿素（23.6%増〕であっ

た。以上列記した品目とは別に 1967/68年度に増産された品目としてはアノレコーノレ，

紙巻煙草，タイヤ・チュープ，セメント， 硫酸アンモニア，綿布，綿糸，茶，紙，木

板があった。 これに反して減産した製造品目は砂糖，マッチ，過燐酸塩であった。総

合工業投資計画に基づき 1968年 6月までに認可された投資総額の内訳は工場新設費と

して37億9630万／レピー，操業［；場改善刷新費として 2億8440万ノレピーであるQ

株式 取引

1967/68年度を通じてカラチ株式取引所では大半の株価が安定し銘m株の相場はf存

者きを示した。

株式市場は 1967/68年度には景気同復の徴候を示した。中央銀行発表の株価一般指

数（1959/60年度を100とする〉は1967年 7月～ 9月には 4.56増で109.27に上昇した。

だが12月末には105.47に微落した。その後指数はかなり上昇し， 1968年 6月には 120.

48台に達し，結局1］＇.問純増加率は 15.77に落着いた。

通貨供給と金融事情

通貨供給高増加は 1966/67年度には 5億 4070万ルピーであったが 1967/68年度には

3億7460万ノレピーに減少した。 このように減少した主因は民間部門に対する銀行貸付

高と銀行の証券買入高との増加が前年度の19億3590万ルピーに比し僅か 7億1610万ノレ

ピーだったことである。国庫支出増のため通貨増発率は（見返資金や諸他を計算に入

れて） 6億8070万ノレピーに達したが， これは1966年の増発額5230万ルピーに比較すれ

ば著しい増発振りである。 このように増発が著しかった主なる理由は政府が食糧調達

と肥料配給とに必要な資金を大量支出したためである。対外資金支払高は前年度には

4億9310万ノレピー減で、あったが 1967/68年度には， 1億7280万ノレピー増となった。

銀行貸出総額は 1967/68年度には前年度分に比し 10億9710万ノレピー増の94億0220万

／レピーとなった。融資先を部門別に見ると民間部門に対する貸出高は 6億9310万ノレピ

ー，政府に対する貸出高は4億0400万ノレピーである。指定銀行の投資額は 1967/68年

度には2億5310万／レピー増であった。同年度には銀行界の手持資金は著増し，そのた

め指定銀行の国立銀行からの借入高は累計して8610万ノレピー減となり， 現行借入高は

合計16億9800万lレピーである。

融資統制措置の緩和

1967/68年度には融資統制措置が下記の通り著しく緩和された。

(1) 食用油（精製品，未精製品，含水油〕と泊料作物種子とを担保とする銀行融

資の法定担保率が50%から25%に引き下げとなった。
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(2) 業務用運搬車の月賦買入れに必要な資金の融資制限解除。

(3) 1967年施行の（担保権と抵当権との設定された在庫品の取得に関する〉西ノミ

キスタン小麦統制令に基づく，小麦と米とを担保物件とする銀行融資禁止規定の廃

止ら銀行は今後これら品目を担保物件として市価の40%を限度として融資すること

が出来る。

ただし銀行は製糖業者と砂糖取引業者とに糖価の50%を超える資金を融通しては

ならないとの指令を受けた。

1968年 1JJ 19日以降から各指定銀行の法定現金保有率は6.25%から 5%に引下げ

となった。

年間融資予算制度

国立銀行は基本経済部門とに円滑に融資するためと不要不急部門と投機性部門とに

対する融資を抑制するため，金融機関に適用される年間融資予算制度を 1967/68年度

に創設しfこO

資本 供給

1967年 6月に各銀行は中央銀行と事前に協議しない限り株券資本または貸付金資本

に今後投資しではならないとの指令を受けた。 この融資制限は1968年2月以降に緩和

され， 融資する銀行別に中央銀行が定める限度内で各銀行は国立銀行と事前に協議せ

ずとも資本供給をかなり自由に行なうことが出来ることとなった。 さらにまた，中央

銀行は商業銀行の資金供給を援助するため， 工業投資計画に包含されている現行プロ

ジェクトと新規プロジェクトとの資金需要を賄うため商業銀行が融通する定期貸付金

を担保として商業銀行に再融資する手配を整えた。

物価 事情

1967/68年度物価事情の特色は変動が著しかったことである。食用穀類価格は下落

したが工業製品は上昇し続けた。卸売物価一般指数平均 (1959/60年100をとする）は

1966/67年度には13.9%増であったカ＇.： 1967/68年度には 4%減となった。この物価下落

は主として食糧価格と原材料価格とが下落したためである。 しかし工業製品，燃料，

照明用品，減摩油の価格は上昇した。工業労働者の消費者物価指数はあらゆる主要都

市で増加した，だが増加率は前年度増加率に比し著しく低位であった。

国際 収支

1967q三7月～1968年3月の国際収支面に生じた赤字は 3970万ノレピーであった，だが

これは前年度同一期間に生じた3億0540万ノレピーに比せば著しい減少振りを示す。 こ

のように赤字が減少した理由は， 商品サーピ、ス勘定での赤字が8820万ノレピーであった
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にもかかわらず， 繰越支払項目で、収入が増加したためと資金流入高が増加したためと

である。繰越支払項目での純収入は1966年7月～1967年3月には 7億5660万ノレピーで

あったがこれは1967年7月～1968年3月には10億6200万ルピーに増加し，他方では純

資本流入高は12億1670万ノレピーから12億6530万ノレピーに増加した。 中央銀行が保宵管

理する金保有高， ドノレ価保有高，ポンド価保有高は 1967/68年度の第1月から第9月

までの期間に 2320万ノレピー増となり， 1968年 3月末現在で 8億 1640万ノレピーに達し

た。援助資金で賄った輸入品価格を含めて輸入費用（F.0. B.）は1966年7月～1967年

3月には36億4770万ノレピーであったが1967年7月～1968年3月には38億5230万ノレピー

に増加した。輸出収入（輸出収入総額は一括して F.O.B.価格に基づき推計され，イ回

個輸出品目は F.O.B.価格に基づかない金額をあわせ含む）は1966年7月～1967年3

月には 20億0790万ノレピーであったが 1967/68年度の同一期間には20億6940万ノレピーに

増加した。輸出収入の±t1.fJ!lt土原棉，綿製品，魚類，皮革の輸出収入増加による，ただ

しこの増加分は未加工ジュート，ジュート製品，米p 原羊毛，諸他輸出品目の輸出収

入減のため一部相殺された。

援助資金と借款

パキスタンは債権国会議加盟諸国に， 1967/68年度分として 6億5000万ドルの援助

資金供与の約定を要請した。会議加盟諸国が供与を約定した援助資金の額は 5億1610

万ドノレで， この額のうち 5億0480万ドノレは会議加盟諸国が供与を約定した額で， 1130

万ドルは債権国会議を経由せずに供与される額である。非加盟諸国の供与約定額は 1

億ドルである。 したがって 1967/68年度の援助資金総額は非加盟諸国の提供する借款

を含めて 6億1610万ドノレに達するO 援助資金受取額は 1966/67年度は4億5100万ドノレ

であったが 1967/68年度には 5億1500万ドノレとなる見込である。

銀行業の発畏状況

指定銀行が新規に開設した営業所の数は 1967/68年度には前年度分の 313ヵ所に比

し257ヵ所であった。支店，出張所，出納所を含めて指定銀行の営業所総数は1967/68

年度には前年度の2285に比し2511である。農家の節約費を動員するために農村貯蓄制

度が実施されたことは注目すべきである。学童貯蓄制度に基づき学童貯蓄を実行中の

学校数は1967年4月現在では 2713校であったが 1968年3月現在では 3089校に増加し

た。学童貯蓄累計額は 1967/68年度には98万6000！レピーの純増加を示し， 1968年3月

現在で647万4000ノレピーに達した。労働者貯蓄制度に基づく労働者預金額は1968年3

月現在で累計430万3000ルピーに達し， 1人当たり平均預金額は約 127ルピーで， こ

れに比し累計額が 366万5000ノレピーであった1967年3月現在の 1人当たり預金額は約
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107ノレピーであった。

農業金融

農業金融の総元締である目立銀行は農繁期の農事作業費と農業開発費とを賄うに必

要な農業資金を 5億ノレピーの貸付限度まで農業開発銀行と各農業協同組合とに低利で

貸付けた。国立銀行が農業開発銀行に貸付けた資金の利率は1967年12}11日以降3J1' 

%から 3%に引下げとなった。

工業 融資

1967/68年度には工業に対する金融機関の融資額は増加した。国立銀行は中期貸付

と長期貸付とを協同銀行と工業信用組合とに行なうため工業貸付基金を創設した。

国立銀行年間収支

1967 /68年度の国立銀行年間収支では 1億 2180万ルピーの純益が生じた。株主に対

する年間 6%の配当金を控除しかつまた農業貸付基金勘定に 2500万ルピー，工業貸付

基金勘定に 2000万ノレピーをそれぞれ繰り入れるとしても，差引残額7500万ノレピーが国

庫収入となるはずである。

n 輸出ボーナス制とその経済に及ぼす影響

(Pakistan Observer 1968. 9. 3) 

パキスタン政府は貿易政策として1959年輸出ボーナス制を試験的にとり入れ1965年

までには完全にこの制度のもとにおかれるようになった。とのボーナス制の導入以来

総輸出額に占めるボーナス輸出金額は急増した。 1959年から1967年までの 9年間の総

輸出額は 186億 5400万ノレピー，一方：；f－ナス告I）のもとでの輸出額はこのうち別億5300

万ルビーを占め， 46.4%に達している。

ボーナス輸出金額 （単伏 1000万ノレピー）

1959 55.lG 1962 77.59 1965 107.83 

1960 66.52 1963 88.94 1966 143.19 

1961 72.47 1964 100.79 1967 149.83 

計 865.30

ボーナス制の特徴は一定の商品（一部の原材料および製品〉輸出に際しその輸出額

の20～40%のボーナス債券が与えられ， この債券で中央銀行から外貨を買うことがで

き，あるいは証券市場で売却することができるというものである。 この制度のもとで

は輸出業者はボーナス債権を売ることにより額両にプレミアム（通常 160～170%）が

ついた額を手に入れることができ， 輸入業者は輸入に必要なボーナスを入手するため
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パキスタン（ 9月）

額面にプレミアムつきの金額を支払うことになる。たとえば輸出業者がボーナス制の

もとで 100ノレピーの輸出をしたとしよう。業者はこの輸出により 30%のボーナス債券

を得たとする。すなわち30ノレピーの債券を得たのである。彼はこの債券を証券市場で

170%のプレミアムつきで売ることになる。とすれば彼の利得は JOノレピーの170%，す

なわち51ノレピーとなる。 100；レピーの商品をうって151ノレピーが入ってくる。一方輸入

業者の方は30ルビーの商品を輸入するために，外貨割当権をもっボーナス債券（額百1

30！レピー〉を市場で51ルピー支払って買わねばならない。輸入業者は 30ノレピーの商店l

を輸内するのに30ト51!レピーの81!レピーの支払いをしなければならないのである。

ボーナス債券の与えられる輸出品はジュート，原綿， 原皮革，茶を除くすべての品

物で，債券供与率は 20～40%，これは年々変っている。ボーナス債券を使って輸入さ

れる商品を分析してみると以下の表のようになる。（単位， 10万ノレピー）

消 費 財 工業用原材料’ 機械・部♂

1963 471 864 693 

1964 864 982 794 

1965 1,184 887 671 

1966 1,749 1,788 464 

1967 2,557 1,392 :366 

6,825 (44%) 5,913(40%) 2,991 (16%) 

この去にもみられる通りボーナス債券を使つての輸入の約44%は消費財の輸入であ

る。このため輸入消費財・価格はどうしても上昇し， ここにインフレの危険があるとい

えるだろう。結局このボーナス制で、最も利益をうけているのは幸運な若干の輸出業者

だけである。負担はすべて一般消費者の肩の上にのることになる。

すなわちボーナス制は輸出拡大を目的とし短期的には効果がある。 しかし医期的に

みると非常に大きな影響をもたらすであろう。

III 1967 /68輸出事情 （Dawn1968. 9. 16) 

中央銀行発行の YearBook“Export Receipts-1967/68”によれば， 1967/68の輸IU

は以下の通りである。

① 1967/68の輸出額は前年度より 4%強増加し，29億 5千万ルピー（ 6億 2千万ドル）

に達した。 1966/67のそれは 28億 2640万ノレピー（5億9500万わけであった。この輸出

拡大は，ポンド切下げ，スエズ運河閉鎖と運賃上昇という事態を考えれば， 非常に大

きな成果である。
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③輸出総額のうち主要24品目がその95%を，1,め，全149ヵ国のうち48ヵ国でその輸

出総額の95%を占めている。

③輸出相手国はイギリス（15.28%入アメリカ（9.07%），日本（8.11%），香港（6.64

%），ベルギー（4.06%），中国（3.74%），阿独（3.66%），フランス（3.31%），ソ連（2.86

%）などの）！国である。

(j）輸Ill品目はジュート（27.07%），ジュート製 I日1(19. 99%），原綿（14.20%），綿糸

(6.67%），綿織物（6.67%），なめし皮（3.82%），米（3.81%）。

⑤輸出地域ではスターリング地域が 11億 6820万ノレピー（J9.54%）を占め，前年度の

10億9910万ルピー（38.89%）に比べ伸びている。非スターリング地域では17億8380万ノレ

ピー（61.11%）となっている。

＠パキスタンの輸出のうち先進国むけの輸出は1967/68で；17億3760万ルピー，58.9%

となり，前年度の 15億2900万ノレヒ。－， 54.1%にくらべ増加している。これは逆に社会

主義国を含めた低開発国むけのそれが減少していることを示す。 RCD諸国むけの輸出

は1966/67の4020万ノレピーから1967/68には6470万ノレピー（トルコ4940万ルピー，イラン

1530万ノレピー）となっている。その他中近東は1967/68で、2:171万ノレピー，東南ア7064万

ノレピー， EEC4倍：6170万ノレピ｝， EfTA5億2320万ノレピー，その｛也阿欧10加方ノレヒ。ー，

東欧諸国2億5140万ノレヒ。ー，南米3450万／レピーとなっている。

⑦イギリスへの:=1：なl輸出品はジュート（ l億6710万ノレピー），綿製品（5860万ルピー）

が主で，総額4佑 5070万ノレピーの50%を占め，その他原綿（3590万ノレピー），ジュート

製品3480万ルピー），なめし皮（2270万ルピー）がある。次いでアメリカにはジュート製

品が第1位（ 1億4150万ルピー）で，総額2億 6760万ノレピーのfi2.9%を占める。その他

ジュート（2610万ノレピー），綿製品（2320万ノレピー）がある。

③日本への主な輸出品は原綿（7450万ノレピー），綿糸・綿布（6080万ノレピー），ジュー

ト（3270万ノレピー）で，総輸出額2億3840万ノレピーの70.4%を占める。その他魚（1450万

ノレピー），ジュート製品（1160万ノレピーλ なめし皮（1050万ノレピー）となっている。
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パキスタン

“革命” 10周年を迎える

パキスタンは 10月27日，アユブ・カーン大統領の“革命” 10周年を迎え

た。政府はこの札 “繁栄の10年”として全国的なキャンペーンを行ない，

1958年10月の“革命”に先だっ10年間に比較し，最近10年間，パキスタンが

いかに発展したかを誇示している。

こうしたキャンベーンは，一方で与党内部の体制固めであると同時に，他

方1958年以前に政権を握っていた人々の多くが現在野党の指導者になってい

ることから，野党への批判にもなるという両面効果をねらったものである。

そしてこれらは， 1969年9月の選挙人団選挙， 1970年 1月の大統領選挙を考

慮に入れていることはいうまでもない。与党であるパ回教連盟は着々と選挙

準備を整え，内部を固めている。一方野党の側は，全国人民党（パシャーニ

派）から野党統一行動の呼びかけがなされ，あるいはパ民主主義運動 PDM

からの野党統ーのための試みも出てきてはいるが，これらはまだ何ら効果を

あげていない。政府は，分断状態にある野党の統ーを妨げるべく，東ノξキス

タン中心の人民連盟AL(6項目要求派〉，西パキスタン中心のパ人民党PPP

（プット委員長）などには激しい弾圧を加え，その他野党に対しては一部中

央行政権の地方政府への権限移譲という形（10.31）で妥協を示している。と

くに10月後半には，西パキスタンを中心に活動するプット氏の人民党に対す

る批判はきびしさを増し，閣僚時代の汚職を理由に取調べを行なうなど激し

い攻撃をかけている。野党側は，こうした政府の分断政策に対し，まだ有効

に対応しえないのが現状のようである。

さて政府は最近10年を“繁栄の10年”と規定した。たしかに国民総生産は

1960/61から1967/68の8年間に55%，農業生産は40%，工業生産は 160%も

のび，一定の前進はある。しかし問題となる 1人当たり所得の東西格差はい

まだに是正されず， 1960/61年度の格差は 88ルビー（西ノξ366ノレヒ。ー，東ノミ
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278ルピー）であったものが1966/67には 150ノレピー（西バ 436ノレピー，東ノミ

31:3）レピー〉にもなっている。野党が“繁栄したのは西ノミキスタンの財閥だ

けである”と批判するのも出なしとしない。しかも，こうした繁栄が，一方

で外国援助への依存を強めた結果であり， したがってその負債返済額が巨額

に達し，パキスタン経済の重荷になってきていることは注目しなくてはなら

ないであろう。

政府の発表によれば，パ対外債務の年返済額・利子支払額は 1967/68で1

億0300万ドル，その外貨収入に対する割合は13%になるという。 1960/61の

元利返済額が1715万ドノレであったことにくらべれば，この金額がいかに“高

度成長”をとげたかはっきりするであろう。世銀は年返済額・利子支払額の

外貨収入に占める割合が20%以内である限り，健全であるとの判断を下して

いる。この基準で見る限りパキスタンの現状はまだ“健全”といえるだろう。

しかし第3次計両公共投資の45%を外国援助に期待していることからも解る

通り，計画の実現のためには外国援助を求めざるをえないのが現情である。

しかも援助条件は，低開発同の希望にもかかわらず，きびしくなる w一方であ

る。 i吐界銀行がその金利を 6%から 6.5%に引きJ二げたことはその一つの例

である。とすれば債務の累増はさけられないといえるであろう。輸出につい

ても，増加見通しは決して明るくない。その結果，債務の累増は一方で外貨

準備の不足を潔刻化し，他方で、外貨収入に対する返済・利子金額の割合が20

%の危険線を突破し，債務返済・利子支払のために更に外国援助を求め，あ

るいは支払の猶予を求めるという事態にもなりかねない。政府のいう“繁栄

の10年”の決算がこういう形で表面化する危険がある。

政府は1970年までに食糧の自給を達成し，消費財輸入をおさえ，輸出を伸

ばして経済の自力更生を達成，外国援助への依存を少なくするとの方針を出

している。しかし過去の援助資金返済増，輸出の伸び悩み，輸入増等々を考

えるならば，現実はこの方針とは逆の方向にすすむことを余儀なくされるよ

うに思われる。世銀の“優等生”といわれるパキスタンの抱える苦悩は大き

し、。
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番多対外債務について (I匂kistanObserver 10. 14) 

低開発国が経済開発をすすめる場合， 巨｜内資源に之しいため，どうしても外国援助

に依存せざるをえない。パキスタンもその例外ではなく，パ債権問会議を通し，多額

の援助をうけている。パの外国援助受取額は第2次計画期（1960/61～1964/65）に急

増した。外国援助の国内貯蓄に占める割合はこの期間中に50%から 38%に低下したと

はいえ，その重要性は失なわれていない。外国援助額の GNPに占める割合は 1949/

50年度に0.2%であったものが1954/55年度には 1.3%となり， 1959/60年度には4.7%,

1964/65年度には6.5%に達している。

また投資総額に対する経済援助の割合は， 1949/50年度の 3.2%から 1954/55年度に

は14.9%になり，さらに 1959/60年度には44.1%に達した。 1950年～1960年の間の外

国援助は贈与およびノレピー貨返済の借款がかなりあったが， 1960年以降には PL480 

を除き，殆どの外国援助は外貨返済のものに変ってきている。第2次計画以前の経済

援助の使用は 7佑5947万ドノレ（贈与4億J200万ドノレ， 借款九億2700万ドル〕である。

経済援助がますます多く借款の形で供fj・されるようになるにつれ， 対外債務負担が

非常に大きくなってくる。 .1967年12月末日まで‘の援助供与状況ならびに債務負担の外

貨収入に対する割合は下表の通りである。

表 I 1967年12月31日までの経済援助状況

援助契約額

グ 受取額

返済額

援助末返済額

グ 未収額

利子支払額

(1,000ドル）

外貨払借款 ノレピー貨払借款

3,372,038 ;)04,296 3,676,334 

2,323,976 303,975 2,627,951 

419,809 54,332 474,141 

1,880,476 249,643 2,130,119 

1,040,997 321 1,041,318 

189,219 63ラ474 252,693 

表E 対外債務の外貨収入に占める割合

1960/61 

外貨収入

475,587 

済返

幻

務

’

債

げ
外対

一

ハY
A
吐つ臼

(1,000ドノレ〕

債務返済の外貨収入
に占める割合（%）

::1.6 
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パキスタン（10月）

1961/62 497,322 30,618 6.2 

1962/63 576,807 47,886 8.2 

1963/64 576,198 61,509 10.7 

1964/65 629,139 62,223 9.9 

1965/66 686,784 73,689 10.7 

1966/67 729,981 95,718 13.1 

1967/68 800,562 1m,ooo 1:3.0 

表Eによれば，対外負債に関するパキスタンの地位はまだ健全であるといえるO し

かし，長期的に見た場合，こうして対外債務を重ねることが経済に利益になるか？

経済援助が効果をあげるためには， ①政府・国民がその資源を十分利用することがで

き， ③経済成長が国策の第1であり，③外国援助額があまりに多くない場合に限られ

る。われわれとしては外国援助を求めるよりも，国内資源開発により重点をおかねば

ならない。対外債務はパキスタンにとってすでに足かせになっているのであり，もし

正しい方策がとられないならば，状況はますます悪化していくであろう。

多東パキスタンにおける資本蓄積 （PakistanObserver 10. 30) 

国の生産高を増加させるための最も重要な要素は， 投資額あるいは資本蓄積額であ

る。東パにおいては工業化に必要なこうした資本蓄積は非常におくれている。また生

産を目的とする資本への需要の不足が，資本不足と同様に大きな問題である。それは

資金の大部分が非生産的目的のために使われてしまうことを意味する。

ところで資本の増加率は国内貯蓄額に結びついており， それは国民所得の大きさに

依存している。 1947年から1967年まで、のパキスタンにおける資本投ド額は以下の通り

である。

この表からもはっきりする通り束パキスタンは西パにくらべ資本蓄積において非常

におくれ， 1948～57年で、パ全体の19.7%にすぎず， 1958～67年にはようやく 28.4%に

なっている。 これはパキスタン経済が地域的ノミランスを失っていることを示すものと

いえる。
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表 I 東西州別資本投下額

パキスタン（10月）

(1,000万ノレピー）

！東 パ（%）

1947( 8月から） 2.0500 (36 .2) 

1948 4.8625 (24. 6) 

1949 2.2605 (20 .4) 

1950 1.1715 (15.5) 

1951 1. 7691 (12.9) 

1952 10.0641 (30.8) 

1953 7 .8543 (26. 9) 

1954 2.6775( 9.2) 

1955 7 .2772 (20.4) 

1956 5.5145(14.8) 

西 パ（%） 計

5.6800 

19.7666 

11.0865 

7.6895 

13.6675 

32.5178 

29.1536 

29.6031 

35.4250 

31. 8065 (85. 2) I 37. 3210 

1957 [ 2.5525(11.9) I 18.6665(88.1) I 21.2削

〔I〕計 1 48.0537(19.3) I 問問cso.7) I 加 1296

1958 

1959 

1960 

1961 

1962 

1963 

1964 

1965 

1966 

1667( 3月まで）

〔E〕音｜ ｜ 削附（28.4) 1 455附 cn.6) 1 側 .4368

合計 1 22s.6川

表H 工業投資表のもとでの東西投資（民問投資）

(1,000万ノレピー）

3.6300(63.8) 

14. 9041 (75. 4) 

8 .8260(79 .6) 

6.5180(84.5) 

11.8984(87 .1) 

22. 4537 (69. 2) 

21. 2993 (73 .1) 

26. 9256 (90. 8) 

28 .1478 (79. 6) 

31.2631 

74.6851 

39.2036 

52.1123 

71.2015 

49.0910 

100.7509 

69.6226 

124.2168 

24.2899 

1965/66 33.6(30) 

51.6(34) 

｜東 パ （ % ） ｜ 西 パ （ % ）

計 1 85.2(33) I 175.5(67) 1 260.1c100) 

1966/67 

FD 
つ山

76.8(70) I 110.4(100) 

98. 1 (66) I 150. 3 (100) 

（%） 
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1 日 干アユブ大統領月初放送一一アユブ大統領の月初放送要旨は以下の通り。

① 9月の東ノf百万問は非常に有意義で、あった。東ノfはあらゆる分野で発肢を

つづけている。洪水に対しでもその回復のための官民の努力がつづけられてい

る。東パ農業生産のカギは濯慨にある。政府は冬作の拡大のため大量に揚水ポ

ンプを準備している。

（忌東パで、うけたもう一つの強い印象は，束パの人々が非常に現実的な考え

)jをしていることである。多くの人々は分裂主義者の動きについて行かないで

いる。彼等はパの同州はそれぞれ独自の文化，言語，生活様式をもち，食事の

種類も違うと主張している。こうした考えはカ｝スト制の考え方に影響されて

いるのであって，イスラムの考え方とは異なっている。

③基本的な考え方はイスラムである。言語の相違，衣服の相違は表fhi的な

違いにすぎない。詩型イクパノレはウノレドゥ語で話った。しかし底に流れる思想

はイスラムであり，この思想はベンガル話で語った NazrulIslamの中にも見

出される。

vパ外相，ラスク長宮と会談一一一アノレシャド・ブゼイン外相はニューヨークで

ラスク国務：長官と 1時間にわたって会談，カシミーノレ問題，中近東問題，アメリ

カの経済援助，パ国防の必要性等について話し台った。しかしベトナム問題，チ

エコ問題および、ソ連の対パ軍事援助問題についての話合いはなされなかった。

vパ，アメリカより小麦20万トン輸入一一パはアメリカより小麦20万トン（740

万プッシェノレ〉を購入して輸入する予定。

vパ・中友好協会，ラワールピンジで国慶節祝賀会←一一パ・中友好協会はうワ

ーノレピンジで同慶節祝賀会が聞かれ， KhanA. Sabur運輸相が出席，「パ・中友

好関係は時を経るにつれますます強化され，いかなる外的圧力もこの関係をさま

たげることはできない，バは中国の国連加盟を支持している。中国は国連に力fl却

する権利をもっている」とのべた。また駐ノf中国大使 HsuYing氏も演説「中・

パは友好的密接な隣国であり，中国は国の独立を守り，外国の侵略に対して闘う

パ国民・パ政府を常に心から支持するであろう。また中国はカシミーノレの民族自

決権を強く支持している」とのベた。

！駐パ中国大使はまた， 1日夜大使館で夕食会を催し第19回国慶節を祝賀した。
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この祝賀会にはA·R ・カーン国防相， A• ガファール・カーン商相，ヤーヤ・

カーン陸軍最高指令官をはじめ，官吏，軍首脳部が出席した。

ラホーノレで、はパ・中友好協会主催の大衆集会が聞かれ，文化担当官 LeeChen 

氏が演説，パ側は西パ高裁 AnwarulHaque判事が挨拶した。

ダッカでも中国総領事代理 TsungShou-ching主催のレセプションが聞かれ，

東パ高裁 B.A. Siddiky判事長が挨拶した。

v自由カシミール大統領，中国のカシミール人民の闘争支持に感謝 白向カ

シミーノレの AbdulHamid大統領は同慶節にあたり中国にメッセージを送り，中

闘がカシミーノレ人民の闘争を支持していることについて深い感謝の意を示した。

Vムーサ西パ知事，イラン首相と会談一一｝ムーサ西パ知事はソ連訪問の帰路イ

ランに立ち寄り， AmirAbbas Hoveyda首相と会談した。

Vインド政府，パ側力シミール代表の入国を許可せずー インド政府はシェイ

ク・アブドラの要請によりパキスタンおよびパ側カシミーノレからのカシミール代

表がインド側カシミーノレを訪問することに対し，インド入国を許可しない旨決定

した。このことについて，アブドラに.i/iい PirMaqbool Shah Gilani, Khwaja 

Ghulam Din Wani, Sauaullah Sharnirn （いずれもパ側カシミール前閣僚〉は共

同声明を発表， 「このインド政府の決定は政府がいかにカシミーノレ人民の団結を

おそれているかを示すものである jとのべている。

2 日 V西パ回教連盟 WPML，地方遊税計画一西バ回教連盟 WPMLは10月1611よ

り西パ各地方に遊説に出かける計画をたてている。これは SardaτKhizarHayat 

Khan WPML幹事長が発表したもので，この運動を“masscontact movement” 

と呼んでいる。

v政府，プット前外相の不正暴露一一一Fazlullah西パ内相は非公式に記者団に対

し，プット前外相（現人民党委員長〉の農地購入およびその不正なる所有に関し

て，十分な証拠が揃っており，近く証拠しらべは完了するだろうとのべた。／f1｝内

相によるとプット氏は外相時代， RahujaTalul王aRato Deroの1500エーカー以

上の農地（／茸有地〉を書きかえて私用にし，また同氏所有の 284エーカーの土地

を不正に境界線をかきかえて 300エーカーにふやしたという。

vフィダ・ハッサン大統領顧問，北京で毛主席，林国防相と会見一一一フィダ・

ハッサン大統領顧問を団長とするパ代表団一行は北京で、毛首－席および林国防相と

会見，ハッサン代表は毛首席に対し，アユプ大統領のメッセージを渡した。

v北京でパ代表の送別会 一北京でパ代去の送別会が聞かれ，ブィグ・ハァザ
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パキスタン（10月〉

ン大統領顧問，陳毅外相が演説した。ハッサン団長の演説は，パ・中両国の友好

関係を讃え，この友好関係が人類の正義，平和，発展，繁栄のためにますます強

化されるよう訴えた。一方陳外相もパ政府の自主的外交政策，独立・主権を守る

闘争，外国侵略への反抗などを高く評価し，中国人民・政府はパキスタンのこの

正義の闘いを断固支持し，常にパ人民の友で、あることを誓うとのべた。送別会に

は周恩、来総理， KuoMo Joパ中友好協会代表など多数が出席した。

V西独，パiこ3750万ドル援助一一西独はパキスタンに対し 1968/69年度分とし

て3750万ドノレの援助を供与する協定に調印した。これは債権国会議を通して供与

される。 3750万ドルの内訳は 500万ドルを PICIC,IDBPにより商品輸入に使

用，残りはプロジェクト援助となる。協定に調印したのは I・ A・カーン経済局

次長と Kohler西独大使。

f EECへの綿製品輸出割当 輸出促進局はプレス・ノートを発表，バの1968/

69年度対 EEC綿製品輸出割当は99万1352トン（メートノレ・トン〉であると発表

した。この内訳はイタリーとフランス・ベネノレックスへの綿製品輸出は1968年10

月 1日から1969年9月初日までの聞にそれぞれ99万0495トン， 407トンで，西独

へのそれは1969年1月 1日から12月31日までの間に 450トンである。

V閣議， 1968/69西パ米買上げ政策決定一一閣議は1968/69西ノf米買上げ政策を

検討し，これまでの政府買上げ価格 1マウンド19ルピーを引き上げることに決定

した。この政府買上げは西パ中央部で、は強制買上げ制をとり，南部では任意買上

げ制となっている。

V新油田， Campbellpurで発見 Pakistan Oil Fields Ltd.の子会社である

Attock Oil Companyは Campbellpurの PindGhebの近くで試験採掘を行な

った結果，同地域に新油田のあることを発見した。油田は地表より 1万2405フィ

ートの深さのところにあるとみられ，埋蔵量は確定していないが，日産250～500

ノミーレの生産が可能と推定されている。

3 日 'NAP Cモスクワ派）， 近く PDM加盟か一一一全国人民党 NAP（モスクワ派）

西パ委員長 MahmudAli Kasuriは同党が近くパ民主主義運動 PDMに加盟す

るかもしれないと暗示した。同氏によると NAP（モスクワ派〉と PDMとの交

渉が近く始められるという。この交渉にはNAP委員長 KhanWali Muhammad 

Khanが当る予定。 Kasuri西パ委員長はさらに NAPのすべての党員が他の野

党と統一して議会制，直接普通選挙，出版結社の自由などを回復し，社会主義社

会成立のために闘うよう訴えている。
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T Yusuf外務次官帰国一一Yusuf外務次官は9月3日から10月にわたり北鮮，中

国，香港， 日本，インドネシア，シンガポーノレ，マレーシアを歴訪，ダッカに帰

国した。

Vアルシャド・フセイン外相，ウ・タント事務総長と会見一一フセイン外相は

ワシントンでウ・タント事務総長と会見，軍縮問題，非核保有国会議の問題，中

近東， とくにエノレサレムの侵略問題，等について話し合った。フセイン外相はま

たソ連のグロムイコ外相，インドネシアのマリク外相等とも会見している。

Vウカイリ蔵相，世銀・ IMF理事会で、演説一一一ワカイリ蔵相は世銀・ IMF理事

会で演説，先進国の対後進国経済援助を質的にも量的にも向上させるよう要請，

「もし経済援助が継続的に供与されないならばその効果は半減するだろう。また

経済援助が不確定では有効な計画立案も不可能になる。世銀がその貸付金を 2倍

にし，返済期間を長くするという計画は非常に喜ばしいことである。後進国の負

債負担は年々重くなっているからであるJとのべた。また IMFの Charterに

ついて， 「この Charterは最近の援助不振などを考えれば再検討の必要があるだ

ろう。財政難に苦しむ後進国に対する貸付金の条件を緩和することは検討すべき

問題である」とのベた。

vパ，ファラッ力問題に関するインド提案を検討中一一パ外務省は9月25日付

インド政府のファラッカ問題に関する提案を検討中である。この提案はインドが

パ政府との話合いの前に両国の情報・データの交換が必要であるとの内容を含ん

でいるという。パキスタン側は，データの交換はすでに5月の専門家会議で終っ

ており，政治レベルでの話合いの時期である，したがって閣僚級会談が必要であ

るとの態度をとっている。

v過去10年間のGNP,62. l %増一一中央統計局発表によると 1958/59から1967/

68までの GNPは301億4400万ノレピーから 488億6700万ノレピーへ62.1%の増加を

見せ，これは1948/49から1957/58までの24.7%増を大きく上回っている。とれを

年間増加率にすると前10年は年平均 GNP成長率は2.5%，人口増加率は2.3%で

あったが，後10年のそれは5.5%で，人口増加率の2.6%をはるかに越えている。

1人当り所得にすると， 1948/49のそれは309！レピー，これは1957/58には315！レピ

ー， 1967/68には 401ノレピーになっている。これはこの10年聞に 28.5%C年平均

2.9%）増加したととを示すものであり，前10年の1.9%C年平均0.2%）を大き

く上廻っている。

4 日 Vヌル・力一ン空軍最高指令官，米軍首脳と会見一一訪米中のヌル・カーン空
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軍最高指令官はワシントンで J・C・マツコンネノレ米空軍最高指令官， 国防省首

脳，上院議員 H.vV Cannon, B. Russell両米軍委員会など米軍首脳および上院

議員と会見した．ヌノレ・カーン指令官は9月29日によりアメリカを訪問しており

すでにフロリダの MacDill空軍基地， Langley空軍基地などを歴訪している。

Vアルシャド・フセイン外相，国連総会で、演説一一一アノレシャド・フセイン外相

は国連総会でパキスタンを代表して演説，カシミーノレの民族自決権問題，ファラ

ッカ問題についてインドを非難，中近東問題ではアラブ諸国を支持してイスラエ

ノレの撤退を要求，中国問題では国連が中共を京認しその力II盟を支持するよう訴え

た。

V西パi新米価政策発表 西パ政府は 1968/69の新米側政策を発表した。要

旨ば以下の通り。

①米の政府貝＿L:T価格は品質に応じ 1マウンド 38ルピーから 18.50ルビー

にする。その内訳は，上質米（Basmati）が38ノレピー，中級米（permal,mush kin, 

hansraj, bara, begmi）が20ルピー， Irri米（Irri-Pak白45FAQは19ノレピー，

Irri-Pak白 30FAQは20.25ノレピー， 同 Irri-Pal王内 25well-milledが21ノレピ

ー），下級米（Kangni)19ノレピー，同（joshi)18. 50ルピーとなる。

② 西パ全域を四つのブロックに分ける。（a）中央部統制地域（Gujranwala,

Sheikhupura, Sialkot, Lahore, Gujrat, Sargodha, Lyallpur, Jhang, Sahiwal), 

(b）米地域 ricearea (Jacobabad, Larkana, Sukkur, Dadu, Hyderabad, Thatta), 

(c）中央部モミ地域 paddingarea (Jhelum, Mianwali, Huzaffargarh, Multan, 

D. I. Khan, Bahawalpur, Bahawalnagar), (d）自由地域 freearea。

③上質米，中級米（permal,begmi, irri）などは統制地域（a）で、独占的に栽培

され，米・モミのこの地域からの運び出しを禁止する。供出は強制。米地域（b)

では Hyderabad,Khairpur, Karachi, Quetta, Kalatでは米の流通は白由であ

るが他は禁止される。モミ地域（c）で、は Irri白45-FAUに限り任意供出する。

米の移動は国境地域を除き自由である。モミ地域からの米の流出は米の運送が

鉄道で行なわれ，統制地域を通らず，政府の許可をえた場合に認められる。

V力ラチ製鋼所の敷地検討中 鉄鋼公社の Jafri総裁はカラチ製鋼所の敷地

として 534エーカーの敷地をカラチの Mauripur地域に指定し，検討中であると

発表した。同公社は米，英，仏，西独，伊，スイス，チェコ等に製鋼所建設プロ

ジェクトの立案を要請しているという。 Jafri総裁はまたこの計rwIの資金供一与につ

いて，｛ム，丙独，日本等のいくつかのグループからf1tし込みがある日明らかにし
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fこO

T Burmah Shell，株式の51%をパキスタンに一一政府は BurmahShell会社に対

し，その株式の51%をパキスタン人がもつようにすることを許可した。 49%の株

式は外国人が所有する。

▼東パの電線生産，１９６９年３月から開始―――――ＥＰＩＤＣがチッタゴンに建設して

いる電線 electricalwires and cable工場は， 1969年3月から生産を開始する。

この工場は西独援助によって建設されているもので，年生産能力は PVC電線6

千トンO これが生産を開始すると東パの電線需要を 100%満すだけでなく，輸出

も可能になる。

5 日 T NAP （北京派λ 東パ執行委ダッカで聞く ・NAP （北京派）の東ノミ執行委

員会がダッカで聞かれ，東ノミの政治情勢，洪水状況，組織問題等について討議が

なされた。執行委は，①洪水地域を災害地域に指定すること，③安い価格での食

糧の配給，③直接普通成人選挙，④政治犯の釈放などを要求する決議を行なった。

T NAP, PDM・ALと合同会議か一一NAP（北京派〉のパシャーニ委員長は同党

東パ執行委の後記者会見， NAPはパ民主主義運動PDMおよび人民連盟 AL(6

項目派〉に対しlO)J11円三者会談を聞くよう申し入れた旨明らかにした。パシャ

ーニ委民民はもしこの三者会談により統一行動をとることに合意が成立すれば，

西パに行，コて DaulatanaMLC委員長， Nasrullahなど西パ指導者とも話し合う

予定だという。

パシャーニ委員長はまた，西パの一部勢力がウ yレドワ語を唯一の国語にしよう

としている動きを非難，政府に対し「ベンガノレ諸問題で危険な遊びはしないよう

にJと警告した。

T 1969年選挙について 選挙管理委員長 N.A. Faruquiは1969年秋の総選

挙について，記者団に次のようにのベた。

(1) 1969年9月21日より始まる総選挙では約6000万人の人が有権者として投

票するだろう。］964年のそれは4791万8500万人であった。選挙管理委の推計し

た人口は1968年3月現在で 1億2063万7000人，東ノξは6423万3000人，西ノミは

5640万4000人である。

② 1選挙区の平均人口は東パで1070人，西ノミで940人となる（1964年のと

きはそれぞれ1275人， 1172人であった。

③ 選挙のための準備は着々とすすんでいる。すでにこの 9月初日には選挙

区 (1万2000）の確定作業が終り，選挙の第 l段階は終了したり第2段階であ

月
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る選挙人名簿の作成は11月初より開始され， 1968年10月1日までに21才に達し

た人は選挙人名簿に記載される。選挙人名簿は12月15日に発表される。その後

一般公開，苦情受付などを経て， 1969年5月20日には確定する。

vラワールピンジに刑訴法 144条により 2ヵ月の集会禁止令

v訪中代表団帰国一一フィダ・ハッサン大統領顧問を団長とする訪中代表団一

行10名は，毛沢東主席のアユプ大統領宛メッセージをもって，ダッカに到着した。

フィダ・ハッサン団長は空港で，同氏がアユプ大統領の代理として，周恩来首相，

陳毅外相にパキスタンを訪問するよう招請，両氏とも可能なときにパキスタンを

訪問するよう約束した，とのベた。

Vカシミール人民投票戦線，第3回大会開く一一カシミーノレ人民投票戦線Jam－白

mu and Kashmir Plebiscite Frontは Mirpur（パ側カシミーノレ）で第3回大会

を聞き，カシミ｝ル民族自決権の闘争をどのようにすすめるかについて検討，次

いで役員改選を行なった。大会ではシェイク・アブドラの指導のもとでの民族自

決権獲得闘争を完全に支持することを明らかにし，同時にその闘争をすすめるに

あたって，平和的方法が失敗した場合には武力反攻も含むあらゆる方法で闘うこ

とを明らかにした。なお同戦線の役員は以下の通り。

委員長 Abdul Khaliq Ansari 

書記長 Amanullah Khan 

副委員長 Khwaja Ghulan Nabi Gilkar 

Ghulam Ahmed Jarrah 

vパ，ナガ問題でインドの非難を拒否一一パ外務省スポークスマンはインド政

府が「パキスタンはミゾ・ナガ族に武器供与あるいは訓練をしてインドへの反政

府活動を行なわせている」と非難していることについて，そうした事実は全くな

いとして拒否した。

’IDBP年次報告一一ーパ工業開発銀行 IDBPの第7四年次報告要旨以下の通り。

① IDBPの貸付金は1967/68で1億8130万ルピーである。このうち外貨分

は1億6010万ノレピー。 1966/67のそれは3億2400万ノレピー（外貨分は2億9060

万lレピ｝〉であり， 1967/68はかなり減少している。

② 一方IDBPの年間利潤は1550万Jレピーで，前年度1440万ノレピーとなって

いる。貸付金利は年7.5%C前年度 6%）。

③ 1967/68の貸付金額が減少した原因は外国援助が不足して外貨が少なく

なったことがあげられる。
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V東パ米作付面積減少一一洪水被害のため東バの Aus,Aman米の作付面積は

1968/69に709万2000エーカーに減少している。前年度822万1000エーカーにくら

べ13万エーカーの減である。

6 日 T PDM，“民主主義の日”で大衆集会一－PDMは10月6日を“民主主義の日”

と決めていたが， このHダッカの PaltanMaidanで大衆集会を聞き，国民の民

主的権利の回復を要求する決議を行なった。大衆集会は，①普通成人選挙，②直

接選挙，③連邦政府，④基本的人権，⑤出版の自由，⑥ PressTrustの廃止，①

大衆集会禁止の廃止，⑧政治犯の釈放などを要求する決議を採択した。集会では

ヌーノレノレ・アミン野党指導者が演説，要旨以下のようにのべている。

①東パ洪水の責任はすべて中央政府にある。

② 10月6日はパキスタンの民主運動の歴史にとって，忘れられない日であ

る。 1958年10月6日，非常事態が宣言されて以来，パキスタンで民主主義は死

滅してしまったのだ。

③政府は1958年以来の年を“繁栄の10年”という。しかし1958年以前には

インドはパキスタンに攻めてきたことはない。軍最高指令官が大統領になって

からインドが戦争をしかけてきたのだ。それ以来国民は増税による重い負担に

苦しみ，国防過徴金に苦しんでいる。

④ この繁栄の10年に達成されたのは生活の向上ではなく，汚職の増加と外

国援助負担の急増である。 1958年の経済援助受入額は5億2000万ノレピーにすぎ

なかったのに， 1968年には 200億ノレピーへと40倍にもなってきている。しかも

この経済援助の殆どは西パに利用され，東パの人々はその返済の負担を背負わ

されるにすぎない。

⑤ 言語問題についていえば，最近再びウノレドゥ語をパ唯一の国語にすると

の動きが目立っているが，こうした動きは，過去の言語運動を無視するもので

ある。 KhawajaShahib情報相の兄である K.Nazim凶 din氏はウノレドワ語を

唯一の国語にするとの考え方に賛成していた。

PDM主催の大衆集会はダッカだけでなく，クーノレナ，ラジシャーイ，タンガ

イノレ，ナノレシンティ等東パ各地で、聞かれ，クーノレナではとくに言語問題に攻撃が

集中した。

またチッタゴンでは，同市に刑訴法 144条が適用されているため30マイルはな

れた Patiyaで集会が開かれた。この集会でもとくに言語問題に議論が集中し，

ウルドゥ語を唯一の国語にしようとの動きを非難する声が高かった。

-259ー 一（311）一



パヰ二スタン（10月〉

T PDM，経済3政策を発表一一←PDMはパ経済の自立更生をはかるため，①同

の資源の最大・有効な利用，②国民の基本的必要品の供給，③富の正当な配分？

の3基本政策を発表した。これは Nizam↓Islam党の ChaudhriMuhammad Ali 

委員長が発表したもので，同氏はこの発表にあたり， 「同の経済の自立更生が達

成できない限り独立した外交政策はありえない。外国に援助をねだりつづける同

が，援助供与国の影響を全くうけないとは考えられない」とのべ，さらに PDM

のー政策第3項については， PDMはカルテル，独占，富の集中に反対しているが

不幸なことに現在のパ経済は，国富の80%が20家族の手に支配されてし、る状態で

ある，とのべたo

v東パ回教連盟の内部対立一一一東ノf同教連盟 MLの内部対立は依然として続

き， クールナでは AmjaclHossain教育相・東パ ML幹事の訪問に際し予定さ

れていたレセプションには，反主流派で Sabur運輸相を東ノミ ML総裁に推した

グノレーツのがボイコツトをした。 Sabur氏も Amjad氏もクーノレナの出身である。

ボイコット組の 1人は， Amjacl氏はクールナTb委員会の決定に）えして 9J]の東

パ党評議員会で立候補したことに怒っているとのべている。レセプションはボイ

コットにより意味を失ったが，しかし Amjacl氏の力はクールナで無冠の王とし、

われた Sal〕ur運輸相をしのぐものがある。かつて一度は Sahur運輸相を支持し

た党員の中から Amjad氏支持に態度をかえた人が多くでている。しかし，クー

ルナの関心事は故人bdulMajid氏の後の補欠選挙（11月初jに実施される予定）

に集まっている。 というのはこの選挙で Amjacl氏と Sabur氏の力関係がはっ

きりするからである。

T Gohar Ayub，カラチで、演説ー－GoharAyub大尉（国会議員，大統領子息、，

カラチ市 ML調整委員長）はカラチ市 ML主催の大衆集会で演説，野党を激し

く非難して， 「野党指導者を国民を誤った方向に導いている。彼等が1958年以前

に政権をとっていたとき総選挙も実施せず，民主的権利も認めなかった。聖撹指

導者の多くは，現政府の中に若干のポストが与えられれば喜んで政府の側につく

人たちである」とのべた。

Vムーサ西パ知事，ソ連・イランより帰国 ムーサ西パ知事は19日間にわた

りソ連およびイランを訪問した後，カラチ経由ラホーノレに帰国した。カラチ空港

に到着したムーサ知事は， 「ソ連・イラン旅行は非常に有効であった。ソ連・ノミ

キスタンの関係は今後ますます深化されるだろう」とのべた。

7 日 T PDM書記長，パシャーニ NAP委員長に返信一－PDMの MahmudAli書記
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長はパシャーニ NAP委員長が NAP,PDM, ALの三者会談を呼びかけたこと

に対し返信を送り， 会談の場所を Santoshからダッカに移すことを要請，同時

にパシャーニ委員長が健康診断のためロンドンに行く日程をおくらせ11月中以降

にするよう要請した（パヰノャ一二氏の訪英は10月12日の予定であった〉。

Vフィダ・ハッサン大統領顧問，記者会見 フィダ・ハツサン大統領顧問は

中国から帰国，ラワーノレヒ。ンジで記者会見してパ・中友好をたたえ，今後のノf・

rt，関係の一層の発展を要請するとのべた。｜司氏は中国首脳の訪パについて，周恩

来、首相・陳毅外相は可能になればできるだけ早い時期に，喜んで、パキスタンを訪

問するだろうとのべた。ハッサン大統領顧問は，毛沢東主席および周首相，陳外

相からアユプ大統領宛のメッセージを委託されているO

Vナガ・ミゾ反乱軍，パの関与を否定 ナガ・ミゾ反乱軍指導者はインドが

「ナガ・ミゾ族はパキスタンで訓練をうけ，武器供与をうけている」と非難して

いるのに対し，そうした事実は全くないとして否定した。

8 日 f AL 6項目派執行委， NAP委員長の野党三者会談呼びかけを拒否一一－AL6項

日派は 6日から 3日間， ダッカで執行委を開き， NAP北京派パシャーニ委員長

の NAP-AL PDM三者会談の呼びかけを拒否する円決定した。会談は 10月

11日の子定で，全野党の統一行動の可能性について話合いが行なわれることにな

ってし、た。

なお ALG項目派執行委は国語問題に触れ， ベンガノレ語を国語から外すこと

はすべてのベンガル語を話す人々からの強い反撃をうけるだろうとの決議を採択

した。

f NAPバシャーニ派，ムジブル・ラーマンの釈放を要求一一一NAPパシャーニ

派は執行委を聞き，アユブ大統領にムジブノレ・ラーマンの釈放を要求すると共に，

言語問題ではアユブ大統領の混合外国語 linguafrancaの評価についての声明お

よび西パ・ウノレドワ語協会のウノレドゥ語を唯一の国語にする要求などについて，

これらを強く非難し，こうした動きはパ国内に非常な混乱を惹起するだろうとの

ベた。

'NAP Cモスクワ派〉の大衆行動は失敗一一－Dα.. wn紙によれば NAP（モスク

ワ派〉はJOJJ3日，カラチから西パ全域における大衆との接触を深める運動をす

すめていたが，この運動はあまり成功とはいえないようだという。これはカラチ

市 ML調整委員会 KhanMohammad書記が発表したもので，同氏によればカ

ラチ市民の中での NAP（モスクワ派）および KhanWali Khan委員長の人気
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は全く悪く，カラチ駅に出迎えた人はわずか300人， HazaraColonyでの集会参

加者は 200人に満たなかったという。集会には黒い旗をもった人々が口々に反N

AP，反 WaliKhan, 反 Ghaffar Khanのスローガンを叫んだ。カラチの人口

のうち3500万人はパタン族である。

V進歩人民党（PPD), NAP非難一一パ進歩人民党（PPP）は記者会見を行ない，

NAP （モスクワ派）を強く非難した。また人民党委員長で、あるプット氏も非難，

反人民，反民主，反憲法，反社会主義的行動をとっているとしている。

T PML，東パ国会議員補欠選挙のための委員会設置一－PML総裁であるアユ

ブ大統領は東ノfのシノレヱツト 2区， クーノレナ2区の国会議員補欠選挙のため委員

会を設置， PML幹事長 AslamKhan，東パ ML総裁 N.H. Askari，同幹事

長FakhruddinAhmadの3人を任命した。

Vアルシャド・フセイン外相，訪米一一国連総会に出席した後フセイン外相は

ワシントンに飛び，米国務省でカッツェンパック国務次官およびその他高官と 6

時間にわたって会談した。会談ではカシミーノレ問題，ファラッカ問題，対パ米軍

事援助問題その他両国関係の諸問題が話されたもょう。フセインーカッツェンパ

ック会談は4時間にわたっている。会談後記者会見したフセイン外相は質問に答

え，パキスタンは中国の核の脅威をうけていないのであり，この点での米の援助

は不要なこと，ベシャワーノレ近くの米軍通信基地に対するパ政府の態度は変って

いないこと，アメリカに対し軍事援助を申し入れているが，今のところ回答はな

いこと，などを明らかにした。なお国務省スポークスマンはフセイン外相とカッ

ツェンパック次官との会談を，数週間前に行なわれた同次官とインド政府との会

談と結びつけて考えるのは正しくないとのベた。

v世銀年報1967/68，パの負債負担増を懸念一一世銀年報1967/68は援助供与国

の援助条件が年々きびしくなっていることに触れ，こうしたことはパキスタンな

ど後進国にとっJて負債負担条件の悪化をもたらしているとのべている。世銀報告

のうちパキスタンに関係する部分の要旨は以下の通り。

① パキスタンのように経済成長率が比較的高い国では供与される援助額の

不足はその返済すべき金利・元本などの負債負担をますます困難にする。

②パの輸出は1960～67の聞に年平均6%の割合で増加している。一方負債

返済金額は利子ともで， 1965～67の聞に50%も急増している。この急増は1960

年代初めにパが借り入れた短期負担のためである。

③現在のところ負債返済金がパの国際収支およびパの予算にそれほど大き
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な負担とはなっていない。しかし今後の見通しは必ずしも明るいものではない。

過去数年間の外国援助条件は年々悪化してきており， 1970年までには負債返済

金額の外貨収入に占める割合は20%に近づくものと見られている。

④ もし年間の援助供与額が年平均6億5000万ドルで，輸出拡大額が年平均

7%になったとすれば，負債返済金額の外貨収入に占める割合はさらに一層増

大するだろう。この割合を合理的水準に保つためには輸出拡大と援助条件の緩

和に努力しなければならない。

v砂糖輸入増加一一一政府は国内の砂糖価格が品不足から急騰していることをお

さえるため，砂糖輸入量を増加させることを決め，ボ｝ナス輸入ライセンスの発

車合をスピード・アップ。することにした。

9 日 T Sabur運輸相，東パ訪問一一－AbdusSabur Khan運輸相はラワーノレピンジよ

りダッカに到着，東パ与党内部対立の噂についてこれを強く否定，パキスタンl司

教連盟はアユプ大統領の指導のもとに一致団結しているとのべ，さらに「われわ

れは敵がわが党を分裂させようとしていることに注目しなくてはならない。十人

十色というように党の運営・組織などの問題に対してはいろいろなアプローチの

しかたがあり，考え方も少し違うだろう。しかし基本的問題については意見の相

違は全くない」とのべた。

T 1967/68小麦生産最終推計発表， 47%増産一一一1967/68の西ノミ小麦生産の最終

推計が発表された。それによると 1967/68の生産量は 637万5千トンで，前年度

432万4千トンにくらべ47.4%増となっている。このうち西パキスタンは631万7

千トン，東パは 5万8千トンであり，西パは前年度 42G万6千トンより48.1%増

となっている。こうした増産の原因の一つはメキシコ種小麦の導入で，メキシコ

種は 1エーカー当り 25.3マウンドの生産をあげうる（在来種は 1エーカー9.10マ

ウンド）。小麦作付面積は1967/68で1497万7000エーカー，前年度1338万5009エー

カーにくらべ11.9%増加している。このうち東パは19万2千エーカー（前年度＇ 18

万エーカーの6.7%増〉，西パは1478万5千エーカー（前年度1320万5千エーカー

の12%増〉である。

10日 vアユゴ大統領，赤シャツ党を非難一一一アユブ大統領はペシャワーノレのMardan

で演説，パタン族を中心とした赤シャツ党とその指導者 KhanAbdul Ghaffar 

Khanを非難，彼等は反国家的活動をつづけており，バキスタンの建国そのもの

にも反対してきている，パのいくつかの政党も赤シャツ党と組んでパキスタンの

統ーを破壊しようとしているとのべた。
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V回教連盟評議会派MLCの指導者，ベンガル語のアラビア文字使用に賛成一一一

MLCの指導者である Z.H. Lariは最近国語問題が再び大きな問題になってき

ていることについて，記者団に対L，パキスタンの統ーを実現するためには，共

通の文字が必要であり，ベンガノレ語にアラピア文字を使用するようにすべきであ

るとのベ注目されている。一方向じ MLCの東パ書記長は公用語問題のむしかえ

しは断じて許さないとの強い態度を示している。

T NAP委員長，三者会談の臼を延期－NAP（パシャ一二派）束パ執行委はパ

シャーニ委員長が NAP-PDM-ALの三者会談を10}]11日に聞くよう提案して

いたが，この日程を延期すると発表した。これは束パNAPのMohammadToaha 

書記長が発表したもので，延期は PDMの MahmudAli書記長の要請による。

パシャーニ氏はこのためその p ンドン訪問をのばすの会談の日は野党 3者が協議

して決定する。

V力シミーjレ革命評議会，ゲリラ戦を呼びかけ --Sada-i網Kashmir（自由カシ

ミール）放送によれば，カシミーノレ革命評議会はインドのくびきからカシミール

を解放するためには，ゲリラ戦争が唯ー・の方法であると規定し，インド側カシミ

ーノレ人j芯に対し， 村々や mohallah・"0グループをつくり， インド草に対し hit帽

and-runで攻撃し，インド軍を混百Lにおとし入れるよう指示した。また同放送は

学生に対しこうした闘争の中で！iii衛部隊をつくり，武器・弾楽は敵から奪い，そ

れを使って解放闘争を行なう上う訴えている。また10日夜おそくクェッタで傍受

した放送によると， 10日間かれたカシミール人民会議をカシミール解放闘争の両

期的事件として高く評価，今後はカシミーノレの独立のためにザ A 層の前進を呼びか

け，そのためには全両的武装闘争しかない，としている。 （注， Sada・i-Kashmir

放送がパキスタンの新聞に紹介されたのは， 19G5年の戦争時以来初めてのことで

ある。〕

V 力シミール人民会議開く一一インド側カシミールのスリナガノレでカシミール

人民会議が開かれ，シェイク・アプドラが開会の挨拶を行なった。その中でアブ

ドラ氏はカシミールの人民投票を強く要求した。なお会議にはパキスタン側カシ

ミールへの難民代表その他カシミーノレ人代表も出席するこ予定であったが，インド

政府がピザ、を発給しないため出席できなかった。インドからはナラヤン氏が出席

したが，ナラヤン氏はカシミールをインドの 4 部であるとの考え方に同調してい

る。なお会議は 1週間つづけられる。

vフセイン外相，ロストウ・マクナマラと会見ー一一フセイン外相はワシントン
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滞在中ロストワ外交問題顧問およびマクナマラ世銀総裁と会見した。ロストウ氏

とはアメリカの経済援助について話し合い，ロストウ氏はアメリカがパキスタン

に関心をもちつづけていくことを約束した。マクナマラ総裁は近くパキスタンを

訪問，その発展を視察したいとのベた。世銀は 1968/69年度に 1億 3千万～ 4千

万ドノレを供与するものとみられている。

v西独援助 阿秒、は 1968/69援助を：3750万ドル約束してし、たが，このうち 1

千万ドルについては，東パ水力開発局のデ、イーゼノレ・スティーム・水力発電フ。ラ

ントの部品輸入， VtTノミノk力開発局のムノレタン・天然ガス発電所用ボイラー，揚水

ポンプ：冷却Wiなどの部品輸入に利用することで合意した。残り 2750万ドルのう

ち， 1500万ドルはプロジェクト援助， 500万ドノレは PlCICとIDBPに， 750万ド

ノレは延払いに利用される予定。

Vハンガリーより貿易使節団訪パ ハンガリーより貿易使節団（団長 V.

Walclika) －行15人がカラチに到着した。 Waldika団長はカラチで記者会見，ハ

ンガリーはノミキスタンとの貿易関係を深める・方，台弁企業もっくりたいとのべ

た。

11日 T EPIDC, 10企業を近く払下げ EPIDCは砂糖工場， ジコーート工場， 落花生

制l工場など10企業を民間に払い下げるよう決定したという。これは EPIDCのノ？

イド2度口の払下げで， KaliganjCotton Mills, Raj円hahiSu民arMills, Platinum 

Jubilee Jute Millなど10企業である。

12日 Vアブドラ，力シミールの解放を要求一一シェイク・アプドラはスリナガルで

開かれた大衆集会で演説，カシミーノレの解放， freedomを強く要求して要旨以下

のようにのべた。

① カシミール人民は年令，性に関係なく，カシミーノレの解放のために自ら

の血を犠牲にしている。人民会議のスローガンは，“われわれは自由を欲する”

“インド政府打倒門 “パキスタン万才”である。

③ われわれは J・ナラヤン氏の提案（カシミーノレをインド連邦内部の特別

地区 specialstatusとする〉を拒否する。われわれはカシミーノレの完全な解放

を要求しているのだ。

③ 20年間未解決のままのカシミール問題は早急に解決されねばならない。

そのためにはインド，パキスタン，カシミーノレの三者会談が必要なのである。

われわれは反インド勢力をつくりたいのでも，パキスタン・ロピーを作りたい

のでもない。地理的にいえばカシミールはインド亜大陸と結びついているので
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あり，したがってパ・イ両国の友好関係の樹立はわれわれにとって死活問題で

ある。

④ カシミーノレ人民会議にはサディク・カシミーノレ「首相」はじめ70人のイ

ンド人に招請状を送ったがp 多くの人は出席を拒否した。

v訪パ中国専門家チーム，プロジェクトの検討一中国の無利子援助4千万ド

ルの使途について話し合うため，訪パしている中国専門家チーム（団長 ChaneTa 

Vie氏）は 7プロジェクトについて検討中である。このうち西パは4プロジェク

トで，繊維機械製造プラント， SwatのChina-clayを使う磁器工場プラント，煉

瓦プラント，鉱山用設備で、ある。残り 3プロジェクトは東パで、鉄鋼フ。ラント，ジ

ュート・繊維機械製造フoラント，天然ガス・パイプライン・プロジェクトである。

Vインド，ファラッ力で次官級会議を申し入れ一一一インド政府はファラッカ問

題で次官級の会談をするよう申し入れた。 これは工業相 AjmalAli Choudhry 

が発表したもので，これまでインドは技術者段階での話合いを強く主張しており

今度の提案は前進とみられている。

13日 vパ物価上昇一一一最近，再び物価水準が上昇している。 Pakist仰 Observer紙

はこの物価上昇が以前のように通貨供給高の増加によるものではなく，政府の増

税によるものであるとして，以下のようにのべている。

① 最近2～3年の物価上昇の原因は，主として増税による負担増および輸

入品の多くがボーナス輸入あるいは現金・ボーナス輸入品目となったことから

くるコスト増にある。

②増税については関税・消費税の増加が著しく， 1967/68の以前と以降を

比較すると以下のようになる。

〔関税〕 〔消費税〕

1以967／前68 1以967／降68 1以967／前68 1以967／降68 

冷蔵庫 30% 50% 綿布（最上級） 1ヤードノ当、 り
47 イサ 1ノレピー

自（550動O；レピ車ー以下） 25 40 グ（上級） " 28 II 65パイサ

（自5500動ノレピ車ー以上） 75 100 グ（中級）
？， 

17 " 40 " 
マイクロ・ノミスν 25 30 （普通）

II 

ジー 6 " 15 " 
スク｝ター・

綿糸（普通） 1ポンドノ当、 り
自転車 10 イサ 55 II 

(a）輸入後組立 25 30 グ（中級） グ 50 " l Jレピー
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(b）完成品 15 20 綿糸（上 級） 1ポンド1ノ当レヒり。ー 1.751レピー

半（鉄鋼製・非F余金属） 20 35 （最上級） f’ 2.80 グ1.50 グ

化 学製 品 30 40 

③ 多くの工業は原料を輸入に依存している。しかし関税が高くなり，その

ため生産コストを引き上げ，ある場合には採算不可能にさえしている。この関

税増加はポンド切下げの対抗措置としてとられたのであるが，今やその正当性

を失っている。

14日 vアガルタラ陰謀事件公判再開さる…－9月13日以来閉廷となっていたアガノレ

タラ陰謀事件特別法廷が 1ヵ月ぶりに再開された。これまで検察側証人7人が証

言を終えている。

Vカシミール人民会議， 3日目一ースリナガノレで聞かれているカシミール人民

会議は 3日目を迎え， 種々の組織代表が演説した。 PlebisciteFrontの委員長

Mirza Afzal Begは， 「われわれは過去20年間カシミーノレの解決を望んできた。

しかしインド政府のしたことは，カシミーノレ人を奴隷にしたことだけである。わ

れわれはインドから民族自決権を獲得するため闘うだろう。わたしはシェィク・

アブドラが“カシミ－；レ人民はその血をもって自決権のために闘うべきである。

さもなければ地上から消されるだろう”とのべたことを支持する」とのベた。

人民行動委員会 AwamiAction Committeeの H.M Farooq委員長は「カ

シミール人民はカシミーノレをインド連邦内部の特別地区 specialstatusとすると

いうナラヤン氏の提案を拒否する。われわれは PlebisciteFrontとともに，もし

インドが合理的かっ名誉ある解決を提示するならば，人民投票の要求をとり下げ

る用意がある。解決が名誉あるものであれば，パキスタンがどうして反対する抑：

由があろうか！とのべた。

また HolyRelic Action Committee前委員 AbdulJamalは「いかなる問も

他の国を力で支配することはできない。今やインドがカシミールから出ていくべ

きときである。おくれればおくれるほど深刻な事態となるだろうJとのベた。

T AIDパモスタン事務所，人員整理一一一AIDパキスタン事務所は米国援助法案

の大幅削減のため，人員の35%を整理すると発表した。 AIDは外国人250人，パ

キスタン人500人を雇用し，イスラマパード，ラホーノレ，カラチ，ダッカに事務

所をもっていた。

v対インド貿易禁止の再検討が必要 Pakistan Observer紙はインドとの貿
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易が禁止されているにもかかわらず第3閏を通しての貿易が事実上行なわれーてい

ることから，その再検討が必要であるとのべている。要旨以下の通り。

① インドはパキスタンのジュートをシンガポール経由で、年30万ベーノレも買

っている。 1968年にはこの数字は70万ベーノレにも達しようとしている。シンガ

ポールの船はチッタゴンでジュートを積荷し，シンガポーノレにもって行かす主に

カノレカッタに陸揚げしているのである。こうした方法を取り締るすべはない。

② またシンガポーノレの商人の中にはインドの石炭を同じようにしてパキス

タンに売りたいという商人もいる。パの石炭需要は 140万トンO このうち年：百

万トンは中国からの輸入で充当できる〔中国はパに1968年， 1969{!0の両年に70

万トンの石炭を約束している〉。この石炭価格は cifでトン当り 100ノレピーとな

る。ポーランドからの石炭も cif価格 1401レピーとなる。…方インドからの陪

路輸入によれば， トン当り50インド・ノレピー（27パキスタン・ノレピー〉でしか

ない。したがって，たとえインドの石炭が品質が悪く，量目不足があったにし

ても，なおパキスタンにとって利益がある。

③ インドは以前東パから魚類を年4～S千万ノレピー買っていた。もし再開

されればこれも東ノミにとって利益となることだ。下級ジュートもインドが買い

たい品目であり，現実に買われている。

④ インドは綿花を輸入し，その代りに石炭，鉄鋼などを輸出したいと考え

ている。今年，パキスタンはアメリカの商品援助が不調のため深刻な鉄鋼不足

に直閉するだろう。パは北鮮から若干の鋼片を輸入しているにすぎず，我々の

鉄鋼需要を満すためには，アメリカの選挙が終り，新大統領がその対外援助制

および内容を決めるのを待つしかない。しかも価格はかなり割高となる。もし

インドからそれを輸入するとなると，価格は安くなるだろう。こうしたことか

ら考えれば，インドとの貿易禁止は再検討されるべきであろう。

15日 v力シミール人民会議， 4日目 カシミーノレ人民会議は 4日目を迎え，人民

投票およびインド，カシミーノレ，パキスタンの三者円卓会議の問題を中心に議論

がなされた。または日の Tiniesの発表によると，シエィク・アブドラ氏は14日

の演説で「行動か死か」とのスローガンのもとに人民投票，民族自決の必要性を

強調した。

16日 V力ラチの教育機関， 10月31固まで閉鎖一一一カラチ市当局はカラチの全教育機

関（公立・私立とも）を， 10月31日まで閉鎖するよう指示した。これはカラチの

学生が警察と衝突，ヲl::1号をHiした事件が発生したためである。学生問題解決のた
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め，ムーサー西パ知事はカラチの学生と会見することを約束している。全パ学生連

盟（APSF）は緊急会議を開き MahfoozY ar Khan委員長は全学生に対し，学生

の要求のための闘争を平和的かっ姿勢を正して行なうよう呼びかけ，今度の事件

はカラチの学生を中傷するために，あるグノレーブ。が起したものだとのベた。

vフランス， 1500万ドル援助 一フランスはパ政府に対し 1968/69年度分とし

て1500万ドルの経済援助を供与する協定に調印した。このうち 300万ド、ノレは商品

援助。返済は 7年で金利は年4.75%，分割払の頭金は10%で，｛昔款から差し引か

れる。このフランスの条件は現在のもの（返済１０年，金利年５．２５％，分割払の頭

金1:3%）より改苦されている。

vウカイリ蔵相帰国，世銀の対パ援助増加の見通し明るいと語る… ！？カイリ

蔵相は英連邦蔵相会議， 位銀・ IMF'rf.次大会に出席して帰国， カラチでの記ti・

会見で要胃以下のようにのべた。

① tH：銀は経済的に妥当なプロジェクトに対しパキスタンを民iめする約束を

している。アメリカの対パ援助はかなり大幅に削減されるだろう。ノfが昨年え

た1億4千万ドノレの商品援助額もまた，大幅な削減を余儀なくされよう。プロ

ジェクト援助についてはたとえ削減されでも， tll：銀がその援助増加を計画して

いるから安心できる。

③ パキスタンは外国負債の返済について支払停止を求めるつもりはない。

パキスタンは返済能力をもっている。援助の削減，負債返済金額の増加がパキ

スタンにとって大きな問題となっている。

③ 1968/69については援助の不足は Irri米を合む輸出拡大および IMFか

らの7500万ドノレのスタンド・パイ・クレジットで、補われるだろう。 Irri米輸出

についてもアメリカ政府の許可をとっている。

④ マクナマラ世銀総裁は11月第3週に訪ノfしよう。

17日 Vカシミール人民会議終る一一10日からスリナガノレで、聞かれてV、たカシミール

人民会議はきょうその幕を閉じた。閉会にあたりシェィク・アブドラは会議席上

で演説，まずインドの国連代表が国連総会で，カシミーノレはインドの一部であり

これは不変のものであるとのべたことを批判，次いでインド政府がパキスタンお

よび、パ側カシミ－；レの人々がこの人民会議出席を拒否したことに触れ，これはイ

ンド政府がジャム・カシミーノレで何が起っているかを旺界の人々に知られること

を恐れているためであるとのベた。またアプドラは訪問中の記者団に対し，力シ

ミーノレ人民会議はカシミーノレ人民がイン lごからの束縛：をのがれ自由になるための
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闘争をつづけることを決めた，この会議はそのための闘争の第 1歩であるとのべ

fこ。

Vカラチに刑訴法 144奈一一政府はカラチ市に対し，刑訴法 144条により集会

禁止令を出した。期間は 2ヵ月。

v砂糖価格引下げのための8項目政策発表一一ガファール商相は砂糖価格引下

げのため以下の 8項目政策を発表した。

① 卸売業者，小売業者の砂糖在庫は 2日以内に西パ政府の指定する役所に

申請すること。

② 卸売業者は100袋以上，小売業者は10袋以上在庫できない C1袋は2.5マ

ウンド）。

③ 砂糖の卸売価格は 1マウンド65ルビーをこえてはならず，小売価格は 1

マウンド70！レピーあるいは Iシーア1.75ノレピーをこえてはならない。

④規定以上の在庫をもっている者はきょうから15日以内の間上記価格で売

ることはできない。彼等は西パ政府にその在庫品をうらねばならない。政府は

彼らから前記価格で買う。

⑤輸入業者は，外国に砂糖の注文をし，まだ到着していない場合，カラチ

到着と同時にその砂糖を政府貿易公社に売らねばならない。価格は費用プラス

6%の利益で計算された額をこえない。

⑨砂糖在庫のために貸付けられる銀行の貸付手数料は50%から75%に引き

上げられる。

⑦政府貿易公社は輸入砂糖の配分を行なう。

⑧ 砂糖輸入は今後貿易公社が独占的に行なう。

なおこの指令に反したものは 3年以内の刑あるいは罰金を払う。

ガファーノレ商相はこの指示を発表するに当り記者会見，砂糖事情について以‘ド

のようにのべている。

西パの白砂糖生産高は1967/68で24万3千トンであった。これは1966/67の；n
万8千トンにくらべ非常に少なかった。原因は生産の不足にある。一方1967/68

の白砂糖需要量は32万トンであり， 8万トンが不足する。政府は貿易公社TCP

を通して 3万トンの砂糖を輸入，民間企業も10月5日までに16万6千トンの砂

糖（総額5200万ノレピー）を輸入するよう申請し， 8～ 9月中にすでに11万トン

が陸場げされている。不足分は 8万トンであるのに19万6千トンが輸入される

のである。したがって砂糖の異常な値上りは，人為的な操作によると考える以
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外lこなし、。 TCPはソ連およびポーランドからトンヨり 20～28ポンドで輸入ラ

輸入税，ボーナス・プレミアムラ 陸揚げ料などを加え， 1マウンド当り 67.25

～78ノレピーで民間業者に払1，・げてし、る。

T IMF，パのスタンド・パイ・クレジット要請を承認一一IMFはパキスダンの

スタンド・パイ・クレジット要請（7500万ドル）を承認すると発表したのこの金

領は11月以降12ヵ月間に引き/J＼すことができるのパキスタンの JMF/-H資金は 1

億8800万ドル，これまでの引出金額は4520万ドルである。

18日 vダッ力大学，授業ボイコット一一グッカ大学学生は151=1, S. M.ホーノレでの

事件で学生5人が暴行をうけた事件に抗議して授業をボイコツト，ゲッカ大学の

Vice-Chancellorである M.0. Ghani博士が“東ノミ大学教育の発展”という題

で講演している場所におしかけ， 講演を妨害した。 これは NationalStudents 

Federation (NSF）が指導したもので， 同委員長 SafullahChowdhury，書記長

Jamir Aliの2人が演壇にかけ上り，“NSF万歳”を叫び暴行を加えたものの摘

発を学校側に迫った。またこの事件について，これは中国派学生によってなされ

たことであり，大学は中国派学生すべてを追放すべきだとの要求した。

Vice-Chancellorは15日の事付てについて遺憾の怠を示し， 大学の教授も同様に

思っているだろうとのベ，大学側は調査した後報告書を発表することを約束，そ

の後同氏の講演が続けられた。

グッカ大学教師連盟も執行委を開き外部のものがグッカ大学学生に暴行を加え

たことを非難，大学干11同がこのような不幸な事件が再び起らない上う，十分な対

策を講ずるよう要求したの

Vカシミール革命評議会，力シミール解放のための人民戦争，武装闘争の訴え

一一カラチで聞いたカシミール自由放送（Sada-i-Kashmir）によれば， カシミー

ル革命評議会はスリナガノレで、聞かれた第 l[iii人民会議は，カシーミール解放に新

たな一章を加えたと評価し，さらにカシミールをインドの支配から解放するため

には人民戦争以外にないとして、すべてのカシミーノレ人民，青年学生，愛国者に

対し人民戦争の準備をするよう訴え，カシミール’解放の必要・を満すため武装し，

ゲリラ戦争を始めねばならない，と訴えている。またこうしたことこそがナガ・

ミゾ族，シーク教徒の自由のための闘いを真に理解することになるとのべているの

19日 T AL 6項目派，評議員会開く一一AL6項目派は2日間の予定でゲッカにおい

て評議員会を開いた。評議員会では，①他の政党との統一行動の問題，②来るべ

き選挙に参加するか否か，等について討議し，最後に役員の改選を行なう予定。

月
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バキスタン (10月〕

評議員会には NAP （モスクワ派）から MohiuddinAhmじcl(Barizal), P. H 

Rah-man (Sylhet）の 2人が特別に招待されて参加してし、る。

第1回の討議の中で具体的方針は検討されなかった。党執行委から他の野党と

の交渉を一任されている SyedNazrul Islam AL委員長代理は“交渉は継続中

である”とのベヲまた ALの再統一について交渉してし、る 11izanurRahman苫：

記長代理は“交渉は有意義である”とのべている。 NAP〔パシャーニ派）からの

統一の呼びかけを ALが拒否した理由として， Rahman書記長代理は「NAP（モ

スクワ派）を含まない野党の統一は効果がないため」とのべた。また選挙につい

ては，多くの議員はその参加に否定的な考えをもっているとのべているο

Islam委員長代理はその他パキスタン国内の政治・経済事情およびALの政策

について要旨以下のようにのべている。

Ci) パの現状を一言でいえば，官僚主義がすべてを支肥していることであるの

経済の面では20家族が国の富の殆どをその手中に集めていることである。

③ ALの6項目要求はパキスタンを弱めるものではない。われわれの要求

は連邦制であって，中央の権力を弱め，パキスタンを強化しようとするにある。

また ALの6項目要求の中には労働者〉・農民の要求が入っていないといわれ

る。しかし 6項目要求は ALの綱領の一部であり，綱領の中で ALは社会主義

的経済の建設をうたぺてし、る。しかし ALの社会主義は外国から借りてきたも

のではない。

③ ALの外交政策は非同盟中立政策であり， SEATO, CENTOからの脱

退である。

⑨ ALは“統一”の名のもとに再び言語問題をむしかえすことには反対で

ある。われわれは血の犠牲．のもとにわれわれの権利であるベンガル語の公用語

をかちとったのであり，ベンガル語に対するあらゆる攻撃には反撃を加えるo

v西パ政府，砂糖への統制強化一一西パ政府は砂糖を不当に多量に買い占めて

いる卸売業者，小売業者を摘発するため，多くの州政府職員に対し彼等の家屋，

輸送用自動車などの立入調査を行なうよう指示した。政府職員といっても Naib

Tehsildarの階位以上のFoodDepartment, District Magistrate, Revenue O而cer

などで，警察の；場合には AssistantSub・inspector,Assistant Food Controller, 

Assistant Ward Rationing 0日cerなどの階位以上。

Vベシャワールで砂糖を配給制に一一一ペシャワーノレDistrictAdministrationは

砂糖価格の急騰をおさえるため同地区に砂糖配給制を導入したの 1人 1ヵ月当り
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8：＞－アが配給される。なお18I=!に出された指示により砂糖ー業者の在庫申告が行

なわれているが， 19日夕方までにペシャワール地区で 6人の業者が不正行為を理

由に逮捕されている。ベシャワーノレ全体で3429袋の砂糖申告がなされたが，この

うち20:16袋はペシャワール市である。

V力ラチ商工会議所，政府の貿易公社を批判一一カラチ商工会議所は政府に覚

書を送り，貿易公社（TCP）を通しての輸入は高価なうえ輸入商品入手も期限通

りでなく不安定であるとして， TCPの活動を批判，その無用を主張しているo

vジュート袋生産を減らす方針一一パ・ジュート工業連合 Y.A. Bawany委

員長は，ジュート袋価格がパでの増産および、外国市場で、の伸びなやみのため低下

していることを理由に，ジュート袋生産量を減少させ， 袋のための loomageの

数を1500台から2000台に減少させ，その分をジュート布の生産にあてること，ジ

ュート布とジュート袋の比率を1969年3月までに70:30にするよう指示し，さら

に具体的には， 250loom以下を所有している工場は，その袋用 loomの10%を

ジュート布にかえ， 250loom以上の工場では袋用 loomの20%を布用にかえる

よう指示した。同氏によると，この措置によりこの 2ヵ年間にトン当り 1650ルピ

ーから今では 970トンにドっているジュート袋価格を引き上げられないまでも値

下げをおさえるだけの効果はあるだろうとのべている。一方ジユ｝ト布価格はト

ン当り 1900ノレピーの

Vルーマニアと近く貿易協定一一ルーマニア貿易使節団（団長IonMarcu氏）

一行4名は19日カラチに到着，団長は空港での記者会見で，ルーマニアはパキス

タンのパーター取引の金領を前年より20%増にしたいと語った。代表団は訪パ中

に1969年， 1970年のパーター取引金額，商品内容等を決める予定である。

20日 , AL (6項目派）評議員会終る－AL(6項目派）評議員会が2日間で終り，

役員選挙，決議決定などを行なった。

第 1に来るべき選挙への参加をめぐっての議論では， BD制がある限り現在の

反動政権をたおすことはできないとの考えから，この会議ではボイコツトを決め

ようというグールプと，この会議ではきめず他の野党の動きを見てから参加かボ

イコットかを決めればよいとのグループが対立したが，前者が少数のためおしき

られ，結局この問題は決定されなかった。この問題の決定は AL執行委が1969年

1月までに決める。なお前者（少数者）の意見を代表するのは前東パ書記長代理

の Amena夫人で， i司夫人は役員改選においても多数派と衝突，破れている。

第2に他の野党との統一行動については，評議員会はこれまでの執行委の「ケ
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ースに応じて統合一行動をするj との方針を継続することを確認しただけで， fnrら

の決定もしてないりこの点についてAbdulMalek東パ州議会野党指導者は3 「AL

は反動的人々，とくに ALの6項目要求を攻撃した人とは統」行動をするわけに

はいかない」としている。

以 l二二つの重要な問題について評議員会は何らの決定もしえなかったわけであ

る。評議員会の中で少数派であの前東パ書記長代理の Amena夫人の演説要旨は

以下の通りである。

①統一行動をおこすに当って他の野党が行なうのを待つのは正しくない。

ALは必要であればその行動を独自に単独でおこすべきである。

⑨ ALはその 6項目要求を犠牲にするいかなる連合にも参加できないの

⑨ ALの再統一について，過去の交渉の経験から考えると， AtaurRahman 

Khan, MojibuτRahman Khan (Rajshahi), Moshium Rahman (Jessore）など

の占い AL党員は党の再統ーを望み， AL(G項目派）にもどることを望んで、

いるのしかしその決定を下せないでいるのである。

⑨ 現在の AL執行部は1966年 8月の新体制になって以来何らの運動？〉して

いない，わたしは党が全く活－動していないことに失望しているの

T AL ( 6項目派）評議員会，同党役員選挙一一AL(G項目派）の役員はすべて

再選された。主な役員は以下の通り。

委員長 Sheikh Mujibur Rahman 

（委員長代理 Syed Nazrul Islam) 

書記長 Tajucldin Ahmed 

（書記長代理 Mizanur Rahman Chowdhury) 

副委員長 Syed Nayrul Islam 

組織部長 Mizanur Rahman Chowdhury 

組織部長には Amena夫人をおす声も強かったの

T AL ( 6項目派〕決議一一一決議項目は以下の通り。

①全政治犯の釈放，②洪水地域の救援および抜本的洪水対策，③非常事態宣

言の廃止と刑訴法 144条の乱用禁止，出版・結社の自由の保障，④公社の払下

げ反対，⑤ジュート政策を農民の利益となるように変える，⑥教育政策に反対，

⑦言語問題再燃反対，⑧アメリカのベトナム侵略反対，イスラヱルの中東攻撃

反対。

V東パでチタニウム発見一一一パ原子力委員会のウスマニ委員長は東パの Cox’s
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Bazar両岸にチタニケム，ジノレコニウムが発見されたことを明らかにし，これら

l伝子力開発に重要な金属の発見は，ノどの原子力開発の見通しを明るくするだろう

とのべ／こυ すでにウラニュームは両パの DeraGhazi Khan地方のインダス河岸

で発見されており，英，スペイン，カナタ＼オーストラリアなどの国々と合弁で

その開発を行なう予定であるとし、う。なおこのウラニュームはカラチ原子力発電

所 (137MW）に必要な量よりもはるかに多いという。

vパ政府，ファラッ力問題でインドに返書ー パ政府はブァラッカ問題でイン

ドの 9)J 251::1付次官級会談の提案に対し，返書を送った。返書の内容は発表され

てし、なU、Q

V米，パにパットン・タンク 200台供与か一一ニューデリーからのニュースに

よると，アメリカはパキスタンにパットン・タンク 200台を供与するという。イ

ンドは過去数回，パキスタンが第 3国を通じてアメリカからタンクを購入したと

非難している。

21日 V力シミール紛争5ヵ年間凍結案一一人民投票戦線（PlebisciteFront) Mujahid 

書記長は Timesof Indiaの記者に対し，人民投票こそカシミーノレ紛争解決の唯

一の道であることを強調し，同時に「カシミーノレ紛争を 5ヵ年間凍結し，この間

シェイク・アプドラ氏が自由にインド・パキスタンを訪問，人民投票の方法につ

いて検討する」という案をのベた。この 5ヵ年聞は国連の支配のもとにおくとい

つO

V最高裁判長に HomoodurRahman氏任命一一最高裁判長に FazalaAkbarの

退職のあとをうけて現最高裁判事である Homoodur・Rahman氏が任命された。

なお最高裁判事には現東パ高等裁判所判事の M.R. Khan氏が任命されている。

vダッカ大学無期閉鎖一一一学生の派闘争いで数人が負傷する事件のつづくダッ

カ大学は，その収拾のため無期閉鎖を行なった。事件が発生したのは15日で，こ

の日， 3人の学生がナイフで刺され，あるいはなぐられたことから始まってい

る。同日夜も学生4人がなぐられ，事件はますます発展したためこれ以上混乱す

ることを防く訂ため無期閉鎖にふみきったものとみられる。

16日 v力ラチに砂糖配給制導入一一カラチ市当局は同市に砂糖配給制を導入した。

配給は 1人 1週間当り 2chattakで，価格は 1シーア当り 1.75ノレピ｝。すでにイ

スラマバード，ラワールピンジでも配給制になっており，その他の都市でも配給

制導入の準備がすすめられている。政府は配給制導入に必要な砂糖を，規定以上

にもっている業者からの買上げでまかなうと同時に輸入にも力を入れ，貿易公社
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TCPは1両日中に 1400トンの砂糖を台湾から輸入することになっている。また

11月7日にはルーマニア，台湾などから 2万9000トン， 11月末にポーランドから

2万：-3500トンがカラチに入港する子定である。

，東パに兵器工場一一一ダッカ県 Joydevpur近くに建設中の兵器工場は 1969if. 

4月から生産を開始する。これはカーン束パ知事が同工場を視察した際明らかに

された。知事はさらに Ghazipurの東ノζ機械工場（MachineTools Factory）を

視察した。この工場は EPIDCが2億：-30677Jルピーをかけて建設中のものでう

1969年 1月から生産を開始する。初めは東パで必要な機械の部品を生産し， 1972

年以降中規模の機械の生産に入る。

vソ連，パに“nan"bロkeryプラント 2基供与一－－WPIDCのA.M. K. Mazari 

総裁はソ連を訪問して帰国，カラチでソ連がパに“nan”ba,keryプラント 2:2去を

供与する約束をしたとのベた。価格は60万ノレピー。

Vパ・南朝鮮貿易協定に調印一一一パ・南朝鮮岡田代表はソウノレで 2ヵ年間の貿

易協定に調印した。交易品目は綿花，米，扇風機，皮製品などを含む77品目（パ

→南鮮），および石油製品，繊維製品，ゴム製品，農機具などを合む 53品目 Cr封

鮮→パ）である。

22日 Vダッ力弁護士協会，政府の“法の発展”に関する集会をボイコツトーーダツ

カ弁護士協会は政府主催の“法の発展”に関する集会をボイコットする旨決定し

た。これは政府が1958年から1968年の10年間を繁栄の10年とし， 1968年10月27日

の草命記念日の行事の一環として“法の発展”に関する集会を決めたもので，ラ

ホーノレの弁護士協会も10月11日にこの集会のボイコットを決めている。

V写真付身分証明書携帯案，否決さる一一選挙管理委員会は投票人が投票に当

って，写真付身分証明書を携帯するという案を費用がかさむこと，女性の場合写

真をとることが困難なこと，農村で全投票者に写真をとることは不可能に近いこ

となどを理由に否決した。

23日 Vパ軍事代表団， 11月に中国訪問一一ヤーヤ・カーン陸軍最高指令官を同長と

する軍事使節団一行は 11月の第 1週に中国を訪問する。随員は MohammadAk-

bar Khan （陸軍少将），Mohammad Akram （陸軍代将〕，MohammadShaiff （海

軍代将〕。 M.Z. Masud （空軍代将）など。この 1年間に多くの政府高官が中I卦

を訪問している（アノレシャド・フセイン外相， Yusuf外務次官， Ahmad計画委

副委員長， FidaHassan大統領顧問）が，軍事使節団の訪中は始めて。

24日 T Azad Kashmir創立記念日－AzadKashmir政府第2l[iij創立記念日が Azad
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Kashmirで祝賀されたυ

T Nawabshah地区I司教連盟評議会，アユブ大統領の再出馬要請。

vパ経済発展状況一一大蔵省はこのほど“パキスタン経済1948～68”を発表，

独立以降の経済発展状況を要旨以下のように分析している。

(J) 1人当り国民所得は過去20年間に28.5%増加したが，過去10年間のそれ

は年2.5o/o増であり， 1958年以前10年間の同氏所得の伸びは3.5%にすぎないり

すなわち 1949/50から 1958/59の問の 1人当り所得は：Hl!レピーと 312；レピー

の問である。しかし 1967/68にはそれは 401ルビーにも達している。

② GNPで－みれば， 1949/50から 1958/59の10年間の増加率は実質23.2%,

年間平均2.3%である。しかし 1959/60から 1967/68までの GNPの増加率は

62.1%，年平均5.5%となっている。

⑥ パキスタンはアジア・極東の中で最も成長率の高いクγレーフ。に入ってい

る。

④年間食糧平均生産量は最近10年に1290万トンから1620万トンに上昇した

が，その前は26%増にすぎなかヮた。

V東パ産業開発公社EPIDC，政府の貿易政策批判一一束パ産業開発公社EPIDC

総裁 A K. M. Musa氏は工業発展セミナーで演説，政府の財政政策，税制，輸

入政策が余りに度々変るためこれが東ノξの経済発展をおくらせており，また原料，

機械等の部品の輸入が現金・ボーナス制のもとにおかれたためこれら物資の輸入

価格が上昇して，東パの経済発展を阻害しているとのベた。

v西パ全域に砂糖の配給制導入一一ーガファーノレ商相は砂糖の値上りに対処する

ための一つの方策として， 11月15日から西パ全域に砂糖の配給制を導入すると発

表した。配給価格は lシーア当り 1.75！レピー。配給に関する細目は追って西パ政

府により発表される。

vフセイン外相， 1969年2月に訪ソ ープセイン外相は1969年2月末か3月に

ソ連を訪問する。これはソ連側の招請によるもので，パ側はカシミ－；レ問題解決

のため，ソ連の支持を要請するものとみられている。

25日 vファラッカ問題で近くパ・イ次官級会談一一パ・イ両国は近く次官級の会談を

開くものとみられている。これはパキスタン側がインド提案をのんだことを示す。

なおインド専門家も近く東パを訪問し， Ganges-Kobadak計画を視察する予定。

26日 Vアユブ大統領，テレビ放送でインドとの条件付不戦条約締結を示唆一一一アユ

ブ大統領は27日の草命記念日を前にテレビ放送で55分に亘って演説，インドとの
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不戦条約締結を示唆したυ この問題に関する演説要旨は以 lゴの通りであるu

国家安全の問題に関していえば，インドの態度が最も重要であるυ インドJ土

最大の隣国であり，われわれに敵対しているu これまでインドはパとの平和！を

望んでいない。インドはパを第 1の敵としており，われわれに対して使うため

の軍備増強をしているりこれまでインドはパの平和共存の希望に対し好ましい

反応をしなかったυ インドが行なった最も好ましい反応はノミとの不戦条約の締

結の提案である。われわれはインドとの不戦条件を結ぶことを最も望んでいる ο

と同時にパはもう一つの条約を結ばなければならないと持えている。その条約

は，インドとパキスタンが現在ある，そしてまた将来生じうる諸問題をいかに

解決するかについて決める取決めを含まねばならない。もしインドがこのよう

な取決めの内容について，われわれと合意に達することができれば非常に喜ば、

しいことである。しかし残念なことにこれまでインドとはや，Jらの合意にも達し

ていない。そればかりか，インドは軍事力増強をつづけているυ

われわれはし、かなる攻撃にも効果的に対抗しうる防衛的軍事力をもたねばな

らない。これはとくに経済発展途上にある国にとって負担の多いことであるo

T Azad Kashmiir評議員選挙一一－AzadKashmirの基本的民主主義者 (1200人）

は同 StateCouncilのメンバー（ 8人）の投京を行なった。 StateCouncilの全

メンバーは12人で，残り 4人はパキスタンに居住するカシミーノレ難民の中から選

出される。現大統領 AbdulHamid Khanはムザファバードから選出された。

Poonch地区からは元大統領 SardarMohammad Ibrahim Khan氏と前大統領

Sardar Abel ul Qayyum Khanが選r-Hされている。公式結果は10月31日までに発

表される。その後評議民の選挙により大統領が選挙される。

v駐英大使に Mahmoud Haroon氏任命一一政府は新駐英大使に Mahmoud

Haroon氏（カラチ〕 48才を任命した。現駐英大使 S.K. Dehlavi氏は駐仏大使

になる。

（注） Mahmoud Haroon氏は 1920年カラチに生る。 SinclCollege. S. C. 

Shahani Law Collegeを卒業後政界に入り， PML力n入υ1944'1ミにはカラチ

の ProvincialMuslim League委員長となる。 1945～50主でシンド州議会I議

員， 1954～58まで同ノリト｜議員， 1965年には凶会議員となり，川ノー労働・協力

相となる。 .Lt:はPakistanHerald Ltd., Haroon Industries Ltd., Haroon Sons 

Ltd.の会長。

v世銀，手lj子率を 0.5%引き上げ， 6.5%に一一一パ通信社（PPI)によれば｜！｜：銀

は利子率を 0.5%引き上げ， 6%から 6.5%にするもょう。これは1968年8月 1
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H 以降の契約において適用される。この新利子率はすべての援助国に対して適用

される。なお情報筋によると利子半だけに限らず，その他条件の改正も考えてい

るという υ 利子＜￥，JI上げの阿国は HI；銀の資金不足にあるυ しかしこうした引上げ

は低開発凶の負担をますます主くするとみられている。パキスグンの対外負債は

ElG5年から 1967の聞にso＜%もJ急増したが，この）ポ怯｜は 1960年初］めにrn：銀が利子・
半をり.5%引き上げ‘， 返済期限を短縮したためであるυ 現在のところ対外負債は

パ経済にと dJて余りに重すぎるというところまでいってし、ない。しかしうそれも

1リ70{1：までには対外負債の返済・利子傾が外貨収入の三0%の水準にまで述ーするの

ではいなかと見られているのである。

V東パ経済事情一国家経済会議 NECは1968/69年度から 5ヵ年計画iの Iノク

内での年度1il"I血iを発表した。本主l'-5ヵ年；｝＼・j珂というのは公共投資については投資

日標ではあっても，民間部門においてはガイドラインを示すという性格が強ヤυ

1968/69年度計i面のうち東パキスタンでの目標は， （］） GNPの6%増， ②公共投

資29億 6千万ノレピー，⑨民間投資20倍：yレピー，④民間部門での同定資本蓄積10億

ノレピー，叫bffi定資本部分の州所得に対する割合を少なくとも 0.105にすること，

などである。

GNPの成長半を 6%とすれば，；＊パの c;NPは；mo億／レピーとなる。もし投

資の所得に対する割合を 0.105とするならば，投資額はJl億5千万ノレピーでなけ

ればならない。公共部門の固定資本投資は21億5千万ルピー，したがって民間部

門の固定資本投資として10億ノレピーが必要になってくる。ところで 1968/69年度

の民間投資は大規模工業5億4千万ノレピヘ小工業 1億ノレピー，建設2億5千万

ルビー，その他 1億 1千万yレピーとなっている。問題はこれらの民間投資が可能

かどうかにかかっている。

民間部門の資金源は以 fの通りである (1968/6的。 （単位万lレピー）

JDBP 

PICJC 

ICP（ノξ投資公社）

NIT （将明）
ADBP 

HBFC 

j七l1iJ組介

@H ff 

17,750 

9,000 

7,000 

2,000 

12,000 

2,250 

7,:-lOO 

75,000 

-279--

合弁企業投資

協同組合貯蓄

国内貯蓄

f二L¥ 

2,700 

35,000 

30,000 

Zり0,000
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以上の20億／レピーのうち｜叫定資本に投ドされるものが10億ルビーなくてはなら

ないのであるが，現実にはこれら20億Jレピーの投資が可能がどうかが大きな問題

となる。とくに資金制となる各種公社および商業銀行の投資がどのくらいになる

かによって大きく左右されるυ この見通しは現在のところ非常にくらく，したが

って年度！HJ計画の実現見通しもかなり II音いといわざるをえない。

27日 vパ革命記念日← 1958年10月271"1アユブ・カーン陸軍大将によるクーデター

U、米， 101,［＇.経ち，きょう第 lO[ictj革命記念日を迎えた。大統領はこの10年間を“繁

栄の10年”であるとして，全国で盛大に行事を行なうーヴL 新聞・雑誌を通じて

各分野での繁栄ぶりを誇示し，キャンペーンを行なっている。

28日 Vクールナの国会議員補欠選挙，与党無競争当選一一アユブ大統領はクーノレナ

の国会議員補欠選挙で与党から出馬した ChulamSarwar Mollah氏が無競争で

当選したことにつき，同地を訪れているサブール・カーン運輸相に祝電を送り，

同運輸相の努力に感謝するとのべた。

（注） クールナの国会議員補欠選挙では与党内部対立のため，与党から候補者

が出て選挙戦を行なうのではないかとみられていた。東ノ号 MLの反対派に属

するサブール・カーン運輸相が，その仲介として大統領からグーノレナに送ら

れ，白派の立候補を断念させたのではないかとみられる。

v大統領の“不戦条約”提案に対するインドの対応ー←アユプ大統領が条件づ

きでインドとの“不戦条約”締結を提案したことに対し，インドでは“おそまき

でも，しないよりはまし”という態度を示している。しかし不戦条約と同時に紛

争解決の方法を取り決める条約の締結を提案しているが，これは非常識な提案で

あり，インドは一歩一歩両国の関係改善を主張しているとの態度をとっている。

f EPIDC, 1968/69の払下げ価格総額 1億3740万ルビー－EPIDCカ＇.：1668/69年

度中に払下げた価格総額は I億3740万ノレピーに達する。これは A.K. Musa EP 

me総裁が発去したもので，払下げ企業は砂糖工場2(Thankurgaon砂糖工場

2410万lレピーフ Rangpur砂糖工場2550万ルビー）， DDT工場（チッタゴン，

1950万ノレピー）, Hard Board工場（クーノレナヲ 1740万ルピー），ジュート工場7

( Dacca, Aminラ Chittaεong,Star, Pak., Karim, Latif Bawany各ジュート工場

の公社持株分一一一いずれも公社は少数株主）， 2460万ノレピー， Associateジュート

工場 1530万ノレピー， EasternCables 工場 2250万ノレピーなどが払い下げられ，あ

るいは払下げを予定されているO

29日 vパ革命記念日にコスイギン首相よりメッセージ一一一コスイギン首相は27日の
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パ革命記念日を祝賀してアユブ大統領にメッセージを送り， riliil1司の友好関係が一

層深まり，広まることを希望するとのベ，アユプ大統頒による業績をたたえたυ

Vインド，パの不戦集約提案に冷淡一－ Financial Timesの伝えるところによ

れば，インドはアユブ大統領の条件っき不戦条約提案についてせまい範囲で歓迎

を示してし、るという ω すなわちインドはカシミーノレ問題，ブァラッカ問題につい

て相互の話合いにしろ，あるいは第３社の仲介のもとにしろ，解決する意図はな

いのであり，したがってパの条件は認めるわけにはし、かず，非常に冷淡な態l主を

とってU、ると U、う υ

vインド法務次官ラ シェィク・アブドラと会見一一一インドの法務次官 Yunus

Saleemはスリナガルにシェイク・アブドラを訪ね， 話し合った。これはアブド

ラが釈放されスリナガノレに戻って以来始めて行なわれた政府高官とアプドラとの

会見であり，カシミーノレ人民会議以降インド政府とアプドラの対話が再び始まる

苦手jきとして注目されている。

V国家経済会議幹事会聞く一一国家経済会議 NECの幹事会がラワ｝／レピンジ

で開かれ，一般経済情況について検討しいくつかのプロジェクトの承認を行な

った。今回の中心となるプロジェクトは道路・楠などの建設プロジェクトと港湾

設備， TV網の整備などである。主なプロジェクトは次の通り。

① TV網の整備一一一 1億4千万ノレヒ0-0 1970年までに 4TVステーショ

ン， 5中継ステーションの建設， 1975年までに 8中継ステーションを建設し

て8200万人がテレビを見られるようにする。

② 運輸・通信一一束ノミの内水輸送局に5300万ノレピーを供与し， クールナの

Mongla-Chasikhaliキャナノレ， クーノレナ・ダ、ツカ間全天候道路50マイノレ，

Rupsa-Mongla問鉄道および Pupsa矯架！ri立， その他5道路建設，チッタゴン

港に 5埠頭増設。

V税負担増加一一rj-1央歳入先立の発表した“CentralTaxes in Pakistan”によれ

ば，中央政府の税収入は過去10年間，年14%の割合で噌加している。これは1948

年からの10年間の年8.2%より急激に税負担が増えたことを示しているという υ

上記報告の要旨は以下の通り。

① 1958年以前10年の中央政府税収は 114億1880万lレピーだったが，後10年

のそれは：152億6680万ルピーになっている。

(2) 各種税金の年増加率は以下の通り。
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1948～57のよド 1%8～67の（%年） 
t皆加率 （% 増加J事

関 þÿz� Nil 9.7 

中央消費 税 14.6 24.3 

けr ｛守 税 11.9 10.3 

Wx 売 手免 8.3 9.9 

v砂糖配給量引上げ 11:Ejパ政府は11月 18からの砂糖配給量をこれまでの 1

人2週間 4じliattakを5chatt:akに増やすと発去した。一時史家庭ではなく，砂糖を

大量に使用する工業，菓子屋，製薬会社，ホテルラレストランなどは今後の砂糖

需要を工業省に申告しなければならない。

vパ・ルーマニア，年4900万ルビーの貿易協定に調印一一一パ・ノレーマニア両凶

は1970年 12月末まで有効で年4900万／レピーの貿易協定に調印した。これによる

と，パのルーマニア輸出品目は綿花，ジュート，羊毛，ジュート，カーペット，

皮革府・］1il1, 綿糸， マット， その他製造品等で， 輸入品目は潤滑油を含む石油製

品，建築用資材，カーボン，薬品， ドリノレ，化学製品，フソレドーザー・穿撃機，

スクラッパー・道路用ローラー・粉砕機などの道路建設用機器，ベアリング，コ

ンダクターなどである。協定はこの21日以来訪パ中のルーマニア代表団長 Ion

Marcu貿見省長官と V.A. Jafarey商務次官が調印した。

30日 Vプット氏， BD制に不賛成ープット人民党委員長（前外相）はAbbot:abadで

の大衆集会で演説， BDが選挙人団としての機能を果すことには賛成できないと

のベラ BDは社会・経済発展計画i実施のための機構にすべきだとのべた。またカ

シミーノレ問題については，プット氏が閣僚を去ってからパ政府はこの問題を凍結

してしまっているとのべた。 ALの6項目要求については，問題の政治的解決が

必要であり，プJでおさえるべきではないとのベた。

vパラファラッ力問題についての次官級会談を承認ーータト務省はパキスタン政

府がインドに返書を送り，ファラッカ問題について次官級の会談を行なうことを

承認したことを明らかにし， さらに日程については 11月中旬を希望したとのべ

たりこれはパキスタン側の譲歩である。

3l日 V知事会議聞く 知事会議がラワーノレピンジで開かれ，行政権を徐々に地が

政J(J：に移することについて検討がなされた。その結果，地方政府がより一層の責

任をもって行政を行ないうるよう地方政府を強化し，中央行政を de-centraliseす

るという大統領の政策を実行に移すため，財政措置を検討する委員会が任命され

ることになった。委員会は中央閣僚， BD・大蔵・計画担当の地方政府閣僚で構
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成され新課税なしに中央政府歳入の中から地方政府への交付金を増やす措置を検

討する。

)31 ・J；：会議出席首は大統1匡tw；凶，，，，j州知事， 1j13,と｜剖依，｜山j州大7刷、比山パ食糧農

業相，同教育相，同 BD担当相。

▼ブット批判―――――Syed Ali Asghar Shah 情報省次官は声明を発去，プット氏

を批判して以下のようにのべている。

④ プット氏は外相時代国防上の秘密をもらしパの利益に反対したO

③ プット氏は自分だけが中国との友好関係に努力しその援助をとりつけた

と主張している。もしそうなら，パ・中関係はプット氏なきあと冷却するだろ

う。しかし両国関係はますます深まっている。

りわ プット氏は前のイスカンダノレ・ミルザ大統領により，｛同人的関係から同

連代表メンバーに加えられたにすぎないのそれまでプット氏は無名の人であっ

た。ミルザ、氏は今や全国民・から非難されているのだのしかもプット氏は現在，同

の統一に反対する人々と手をにぎっている。例えば NWFPの AhclulGha汀ar

Khan，その息子の羽TaliKhanなどと手をにぎっている。

l AL統一の動き --ALのパ民主二1：義運動（PDM）賛成派 MujiburRahman 

はダッカで声明を発表， ALの旗のもとに全組織の統・rtをはかろうとの呼びかけ

を行なったのこれは ALの PDM派， G項目派， AL党復活反対派 (1：として

NDFに入ってし、る〕の三者に対して呼びかけたもので， 11月 :1FlにAtaurRah司

man Khan氏宅で第 lliilの会議を開くよう提案している。こうした広範な AL統

一の動きは初めてのことで， ALのこれ（） :1派に！吊する70人の指導者に招待状が

送られたとし、う η

▼パ側カシミール州評議員８名，選挙さる ーパ側カシミ－7レ州評議員約十iが

BDにより選挙された。評議員は全部で1211で、あるが，残り 4frはパに住むカシ

ミ－Jレ難民の中から任命される n ：＋な評議員は以ドの通りの

Hamid Khan （現大統領）

Haji Mohammad Usman 

Ghazi Mohammad Amir 

Sardar M. 1brahim Khan （元大統領〕

Sardar Abdul Qayyum Khan （元大統領）

Chaudhry Sohhat Ali 

Fateh M. Kaτelvi 

Chaudhry Nagar Hnssain 

v中国との陸路交易再開について一一一中同との陸路交易を再開するにぎiり， 11

月3日から 8Hまでノミf-1:.;表が中悶の Kashgarを訪問する。団長はギノレギット去
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官 HabiburRahman准将で随員は３名。

Vインド政府，アブドラの訪パ要請を拒否ーインド政府はナラヤン氏がアプ

ドラにパキスタンを訪問させパ政府とカシミール問題について検討させる上う要

請したことに対し，シヱイク・アブドヲの訪パは認めなし、との態度を示している η

パキスタン食糧自給事情 （PakistαnOl人的7’er10. 23) 

食胞はパキスケン経済の根本問題で、ある。それはパキスタンが主食と蛋向質I弘との

深刻lな不足に悩んでいるからである。そのため中央政府は1970年まで食糧自給体制を

整える計両を作成した。 パキスタンの人口は急増し続けており，如何に食糧増産に努

めるにせよ， 年間に２．２％の割合で増加する人口の食糧を　うことは不可能である。

食陽明産とは別に， 国民の食憧消費の型も問題となってくる。パキスタン国民の食糧

消費は最低限度以下にあり， 従って食糧が増産されるならばそれに伴って消費が増加

するのは必至である。 さらにまた，従来の食撞消費の型は食糧事情の変更に歩調を合

わせることが／H来ず， 従って代用食の使用は著しく制限されるものといえる。食随生

産部門に投入される所要経費は漸増しているのだがそれにもかかわらず食糧：事情は悪

化の一途をたどっているの食温生産は絶対値としては増加しているのだが食糧需要増

との相対関係で、は減少している。数字を掲げて見ると， 1947～66年の聞の人II増加率

は約53%であった。 しかるにこれに対して食糧増産率は 1947/48と1966/67との間に

あって僅か39%であったの 1964/G5にくらべれば 1965／侃には食横生産は 3.3%減，

1966/67は7.4%減であった。 このように最近数年間は人口が急増し？食糧は減産する

という現われている。パキスタンの食糧輸入費用は 1965/6Gには 4億6930万ノレピーで

あったが 1966/67には 8億9710万ノレピーに増加した。

東パキスタンでは飯米の不足は深刻で， そのため大量の外米を輸入して住民に配給

せねばならず，外米輸入費用は1965/66年度には3260万1レピー， 1966/67年度には6920

万ノレピー， 19671ド7月～1968午3月の 9ヵ月間には 4430万ルビーであった。本年は水

害が発生し作物収量：が減少したため従来通り外米を輸入せねばならない。 このように

東パキスタンの外米輸入量が怠大で、あるのは同州の食糧事情が危機に瀕していること

を証明するの
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食惜の生産と市裂との情珪が拡大し杭けることは食糧価格高騰、の阿国である。東ノ、：

キスタンの食糧の卸売物価指数は 1956/57年度から 1966/67年度にかけて 48%もの上

昇率を示し， 最近3年間，すなわち1964/65～1966/67の問だけで：ti%ものk昇率を示

している。その結果人口 1人当りの食糧消費量は減少傾向を示している。

東パキスタンはこのように深刻な食糧不足に悩んでいる。だがj,,,J州に対する農業部

門資金と諸他部門資金との配分はこの厳然たる事実を無視して行なわれて来た。詳言・

すれば， 1960～70年間に農業部門に割り叶てられた総投資額57億7500万ルビーのうち

東パキスタンに配分された額は26億6700万ルピー（40%）だけであった。東パキスタ

ンの住民の35%以上が食糧難に悩み， 餓死寸前または栄養失調の状態にあるとの事実

を全く無視して， 西ノξキスタン配分額にくらべ非常に少ない農業資金しか阻分されて

いないことは遺憾なことである。

j醤：肱発電， 71<害防｛Jfii，開墾，排水，その他を合む水利発電部門に割り当てられる

投資額は農業生産に直接役立つO しかしこの部門に対する資金配分でも西パキスタン

の偏重・東パキスタン軽視の傾向は明瞭に認められる。すなわち第 1次5ヵ年計画i実

施期間を通じてこの部門の経費を見ると阿パキタンの 14億3千万ノレピーに比し東パキ

スタンに対する割当額は 3偲 5千万ルビーに過ぎなかったの第2次5ヵ年計岡実施期

間を通じて　　・水害防備・発電部門に割り当てられた経費の州別内訳では， 同パキ

スタンの10億ルビーに比し束パキスタンは 6億1400万ノレピーだけであった。第；；次5

ヵ年計画でも東パキスタンに対する配分額は西パキスタンに対する配分額に比して少

なく，白(j者は36億6000万ルヒ。ー，後者－は43億7700ノレピーであった。

交通運輸， 環境整備計画と住宅建設，水平lj，発電，保健，家族a1企画，教育，社会福

祉，その他の主要；；十両部門は；農業に院按間接を問わず寄与することが山来る。 さて第

３次５ヵ年計画においてこれら主要部門に割り当てられた経費累計

ピ一のうち東ノξキス夕ンは 40%相：可の付Gf色：6500万／レヒ。一が交イ、！．されただけであるO こ

れに反し両パキスタンにはグム建設， i藍慨工事，道路建設，交通網整備に要する経費

が多額に交付され， 従って食糧増産に役立っている。もし西ノfキスタンに交付された

額と同一程度の額が，東パキスタンに交付されたならば同州は食樋事情を著しくし史芦2

IU来たであろう。

農機具を製作出来ないパキスダンは外国製農機具に依存せねばならない。 さて1965

/66年度を見ると西パキスタンは 85;30万yレピーの農機具を輸入したがこれに比し東パ

キスタンの農機具輸入費用は1120万ルピーだけであった。 1966/67年度にも商ノξキス

タンは 1億 4930万ノレピーの農機具を輸入したが束パキスタンは 980万yレピー程度の農
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機具を輸入したに過ぎなかった。 さらに19昨年7月間半19G8-q三:3JJまでの！日！に阿ノごキ

ス夕、／の支出した農機具輸入費用は6750万ルピーラ 東パキスタンの輸入費用は 980万

／レピーだけであった。以上のように農機具輸入'ji:,l't!iをふ見しただけでも，農機具牟利用

による農業機械化が東パキスタンで遅々として進捗しない理由が充分理解出来る。

農業機械化の順調な普及を妨げる事情としては保有農地の分散と細分とがあるが，

これにかかわる問題は東パキスタンでは未解決である。第 1次と第2次との 5ヵ年111企

画実施期間を通じて全国耕地総面積のうち保有地の一括統合が実施された面積は僅か

12%で， しかもこの一括統合された面積は主として西パキスタンの分である。第3次

計画実施費に計上された農地改革費のうち丙パキスタンは 1150万ルピー（81%）を交

付されたが束パキスタンは 240万ルピー (19%）を配分されただけであるのポグヲ制

度（耕作農家の地主所有地賃借制度）は廃止されねばならない。

農業金融事情は東パキスタンでは非常に不振で， 融資額は微々たるものである。数

字を掲げると東パキスタンでの農業金融総額は 1964/65年度は 1億 1492万ノレピー，

1965/66年度は9260万ノレピー， 1966/67年度は8933万ルピーであった。

遅々たる食糧増産速度，食憧の大量輸入， 食糧価格の高騰，地域別資金町分の不均

等などを考えると， 1970年に食憧自給の目標に到達することは疑問であるの 5ヵ年ill-

両委民会が 1970年までに食糧自給体制を確立するため履行せねばならない要件と認め

た肥料と改良種子との配給，農業金融機関と農産物II:¥荷施設との完備， 最低食用穀類

価格の堅持はどれひとつとして完全に実施されなかった。 このこととは別に，西パキ

スダン偏重の資金配分も束パキスタンでの食糧自給付（jH¥Jの確立を妨げてし、るの要する

に，以上述aべた諸種悪条件のため東パキスタンの総什食1益事情は最近とみに悪化した。

第：1次5ヵ年計i酎実脳当初に農業が非生産性であるとの理由で軽視されたことは再

定すべくもないのそれと言うのも第2次ヵ年計画実施期間を通じて工業成長率が 9%

に達したのにくらべ農業成氏本が 3.5%に過ぎなかったからである。 このよろに工業

成長率と農業成長率との聞に大きな開きが生じた理由は農業への配分資金が少なく非

農業諸部門に配分された資金が多かったためで‘ある。その証拠としては第 3次illi珂実

施期間を通じて農業に両日分された資金が阻分総額の 13.2%だけであったことを指摘す

れば充分であろう。

了

の70%を害1］り当てられる水利， 環境整備;ti・阿，交通連輸の諸部門によ η て非常に促進

される。だがそれにもかかわらずこれら配分資金は農業を充分に振興させるには不足

である。工業製品のうち12.5%だけが金肥を主とする農業資材である。工業製品には
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農機具は少しも含まれておらず， 残りの87.5%は直接間接を問わず食糧問題の解決に

は少しも役立っていない。

中央政府は食糧自給体制の確立を鳴物入りで宣伝している。だが以上の分析の結果

を見ると， 現状のままでは宣伝通り自給体制を確立することが不可能なことは一目瞭

然である。東ノξキスタンに有利な資金配分という断乎たる措置を採らない限り現在の

食糧事情を改善することは不可能である。
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危機にたつアユブ政権

パキスタン政府は11月13日，人民党委員長・前外相Z・A・プットおよび

全国人民党（NAP）ーモスクワ派委員長ワリ・カーンを含む野党指導者15人

（人民党7人， NAP－モスクワ派5人， 回教連盟2人，その他1人〉をパ国

防法違反により逮捕，翌14日には，同じく全国人民党（NAP）ーモスクワ派書

記長M•H ・ウスマニを含む 10人（NAP－モスクワ派 7 人，学生 1 人，その

他2人）を治安維持法で逮捕した。これら野党指導者の逮捕は， 11月初めか

らプット人民党委員長が北西辺境区（NWFP）を中心に遊説に出かけたのに

対し，政府が人民党主催の大衆集会を許可せず，その訪問地に刑訴法 144条

による集会禁止令を発布，それに抗議する学生・人民党員が激しいデモを行

なったことに端を発している。この学生デモはD ・I・カーン市（11.2), 

ベシャワーノレ市（11.4, 5）で警官と衝突，さらにラワーノレピンジ市では11

月 7日ラプット人民党委員長の歓迎集会のために集まった学生と警官とが衝

突，警官の発砲で学生1人が死亡する事件となった。 8日には，この警官の

暴挙に抗議する学生・人民党その他野党の党員が市内の各地でデモを行ない

警官と衝突したため，ついに政府は軍隊を出動，夜間外出禁止令を出すとと

もに，大学その他すべての学校の閉鎖を命ずる事態にまで発展した。そして

10日には，ベシャワーノレの大衆集会で、演説するアュブ大統領が，演説直前に

そ撃されるという暗殺未遂事件が発生，ついにプット人民党委員長など野党

指導者25人の逮捕にいたったのである。

政府のきびしい弾圧に反対する抗議デモは，初め，学生，人民党，全国人

民党などを中心に行なわれていたが，次第にその他の野党も参加， 11月25日

にはパキスタン民主主義運動（PDM）主催の抗議集会が東・西両州、lで行なわ

れ，各地で警官と衝突，多数の逮捕者を出した。 28日には人民党，全国人民

党主催の抗議デモが行なわれ， 29日には西パ弁護士協会の呼び、かけにより，
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全国で弁護士，ジャーナリストの抗議デモが行なわれた。このデモは，西ノミ

キスタンだけでなく，東ノξキスタンにも波及している。抗議デモの規模が大

きくなり，広範な地域で行なわれるようになるにつれ，デモの性格はますま

す反政府色を濃厚にし，デモ隊の要求はアユプ政権打倒を明確にうち出して

きている。

反政府運動の背景

こうした反政府運動が急速に盛り上った背景は何か。

アユブ大統領が政権を掌握して10年ラアユプ政権は軍の強力な背景のもと

に反政府勢力を強権で弾圧，言論・出版の自由を制限，基本的民主主義制度

という政府にとって好都合な選挙制度・行政制度で国民の民主的権i利を奪っ

てきた。経済的には， 20家族と呼ばれる財閥系資本に依拠し》この財閥系資

本が「総工業資本の66%，保険資本の79%，銀行資本の80%を支配」 (11.10)

することを許してきた。しかも，最近は官吏の汚職，贈収賄，不正行為など

政権の腐敗が目立ってきている。今回の反政府運動は以上のようなアユブ政

権の政策に対する全面的批判であり，したがって，学生・インテリ階層だけ

でなく，財関系資本と対立する小規模資本家層も反アユブ政権の運動に結集

しうる地盤があるといえるだろう。

さらに，西パキスタンでは旧 4州（パンジャブ， NWFP，シンド，パノレチ

スタン）の対立がある。とくに NWFPでは，プシュト語を話す人々による

パクトニスタン運動がある。全国人民党（NAP）ーモスクワ派委員長ワリ・カ

ーンの逮捕はこの運動との関連であろう。またうシン！ごs パノレチスタンの人

人はパンジャブ出身者の多い官僚に反感をもっていて，それが反アユブ運動

に結びついている。東パキスタンは，よく知られているように，東西パキス

タンの経済格差，西パキスタン中心の経済政策，官僚，軍，警察などの主要

ポストを西ノfの人によって占められていることへの不満などから，もともと

反政府感情が強い。

したがって，今回の反政府運動の高まりは，以上のべた地域主義による反

政府闘争と都市の学生・インテリ階層による民主化闘争，即ち，反政府闘争

とが重なり合い，アユブ政権を最も先鋭的に批判していたプット人民党委員

長への弾圧・逮捕を契機に，一挙に爆発したと考えられる。
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新しい展開

今回の反政府運動は，地域主義的色彩をもちながらも，東西両州が同時に

闘争に立ち上ったこと，民主的権利要求の闘争が前面に出てきているなどの

点で，過去幾度か政府を脅かした反政府運動とは性格を異にしている。この

新たな性格が一層明確になったのは， 11月17日，前空軍最高司令官， 1965年

パ・ドp戦争時の国民的英雄であるアスガノレ・カーン空軍中将位l〕がアユブ政

権を批判しヲ政界入りを発表してからであるO 同氏は戸明の中でアユブ政権

の腐敗，その弾圧政策を非難した後， 「現在の情況は政府が国民の信頼をう

ける人にその席をゆずらなければならないことを示している」，しかし，現政

権が席をゆずることは考えられない以上，「われわれは国民に対し，組織さ

れ，訓練された方法で国民が自己の主張する権利を行使するよう広く訴える

外に方法はない。弾圧と独裁に対決する闘いの中では，すべての人々が統一

し，自由で、進歩的な社会建設のために働かなければならない」とのべ，アユ

ブ政権の打倒を政治目標にかかげたのである。アスガル・カーン前空軍最高

司令官はラホールでのこの声明発表後，ラワーノレピンジ，ベシャワーノレを訪

ね，これら地域の弁護士協会で演説，アユブ政権批判を強める一方，陸軍大

将・前東ノf知事アザム・カーン恨のとの接触を深めその他野党との話合いも

行なっている。さらに，東ノミキスタンでは前東ノf高等裁判所長官S・M ・ム

ノレシェッド氏（アユプ大統領と対立して辞任）が11月26日，同様にアユブ政

権政策を批判，政界入りを明らかにした。

今後の展開

反政府運動の高まりの中で，アユブ政府は強権を発動，野党指導者はじめ

デモの学生などを大量に逮捕，その数は11月13日から16日までの 4日間に，

西パ各i‘也で、 300人を越えた。しかし，こうした弾圧を加える一方，大学法の

改正など学生の要求をある程度うけ入れる態度を示してきている。アユブ政

権としては，運動の急先鋒である学生に若干の譲歩を示し，野党にも話合い

を呼びかけるなどしてこの危機的な段階を乗りきり，来年1月に予定されて

いる与党の回教連盟党大会で次期大統領候補にもなる党総裁の指名をうけ，

大統領選に再出馬することをねらっている。しかし，この目論見が成功する

かどうかについては，多くの問題があろう。
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第 1は軍内部の問題。アスガノレ・カーン前空軍最高司令官の政界入りは，

空軍の若手将校に大きな影響を与えることが予想されている。また，アザ、ム・

カーン陸軍大将がアスガノレ・カーン氏を支持していることは，アユブ支持で

固まっている陸軍内部にも微妙な影響を与えるだろう。空軍・陸軍の問には

対立もあるといわれており，軍が今後どのように動くかにより，パキスタン

政治も大きく変るであろう。少なくとも，これまでアユブ支持で固まってい

た軍が内部で対立しているとすれば，アユブ政権としても政策の選択範囲は

かなり狭いものになろう。

第2は与党内部の問題。これは，特に東パキスタンで与党内部の対立が伝

えられ， 9月の党役員選挙において表面化した。選挙人回選挙では，党公認

候補をめぐって再び対立が激化することが予想されている。

第 3は野党の統一戦線の問題。これまでの政治で手の汚れていないアスガ

ル・カーン，ムノレシェッド両氏が政界に登場してきたことは， 1970年初の大

統領選挙を当然考慮、に入れてのことである。野党はこれまで何度か統一戦線

結成に失敗してきた。しかし，最近の政情は，野党に対しその統一戦線結成

を迫るであろう。その統一大統領候補者にはアスガル・カーン氏が選ばれる

ことが予想されている。これは，アユブ政権にとって十分な脅威である。

第 4は財界の問題。アユブ政権はこれまで財閥系資本を保護し，その支持

をとりつけてきた。 1966年，プット氏の外相辞任も，その親中国政策に不安

をもっ財界が，アメリカと共にアユブ政権に圧力をかけたためと見られてい

る。財界はアユブ政権が危険だと判断すれば，当然その支持をかえるであろ

フ。

このように見てくると，アユプ政権が現在の政治危機をのりきることがで

きるかどうかには大きな疑問があるといわざるをえない。しかも，政治危機

に直面する度に使ってきた“インドの脅威”という切り札は，“インドとの

協調”を主張するアメリカ・ソ連などの圧力もあって，もう使えなくなって

きているのである。この政治危機をのりきるために，アユブ政権は軍および

財界に一層頼らざるをえなくなるだろう。これはソ連・アメリカへの一層の

接近を余儀なくされるかもしれない。とすれば，対外的に米・ソ・中との三

面外交も危機に面するであろう。もしアユブ政権が危機の収拾に失敗すれば，
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軍のクーデターという可能性もある。今や，アユブ政権は重大な局面に立た

されているようである。

（注 1) アスガノレ・カーン一一ーロンドンの ImperialDefence Collegeを苧ー業， 1957

年7月，パキスタン人として初めて空軍最高司令官に任命さる。 1960年空軍中将

となり， 1965年7月退役。 1965年9月のパ・印戦予時にはヌル・カーン空軍最高

司令官のアドパイザーとして軍に復帰，のち退いて1968年5月まで PIA理事長。

〔注 2) アザム・カーン一一一3人しかいないパキスタンの陸軍大将の 1人。 アユブ

・カーンのクーデターに協力，後，東ノ4キスタン知事になったが， アユブ大統領

と意見が対立して辞任。東パキスタンで絶対的人気があり， 1965年の大統領選挙

では野党の統一候補ジンナ一女史を後援。

1 日 vアユブ月初放送一一アユブ大統領の月初放送要日は以下の通り。

(1) 10月27日パキスタンは革命10周年を迎えた。この10年間，パ経済は非常

に成長した。 1958年と1968年とを比較すると，GNPの成長率は年4.2%,8.3%,

年輸出収入は16億7千万ルピヘ 38億ノレピー，工業生産から生ずる所得は26億

8千万ノレヒ。ー， 57億6千万ノレピー，輸出のうちI命業製品の割合は10%,45%と

なり，いずれも非常な発展を示している。

(2) この発展をつづけるため，もう第4次5ヵ年計画を検討する時期に来て

いる。第4次計画目的は，④人的・物的資源を最大限有効に利用して開発のテ

ンポを持続すること，②基本産業の自給度を高める，③経済成長と社会正義の

調和を保つ，④怪済・社会発展の力を正義の社会建設の方向にむけること，の

4点、である。これらの点について国民が十分考え，政府の計両立案にその意見

を反映させて欲しい。

v知事会議終る 2日間にわたって開かれた知事会議は， 1日，食糧問題等

に関する話合いを行なった後閉会した。食糧；問題についての話合い内容は以下の

通りである。

(1) 商パは1968／的に，小麦50万トン， Trri米 50万トン，ジョシ米 10万トン
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が余剰となる。

(2) 東パでは食撞不足で，すでに75万トンの小麦を外国から輸入，さらに20

万トンが不足している。この20万トンについては，同パから小麦10万トンフジ

ョシ米10万トンを輸入しでまかなう。また，砕米の悶ノとから束ノfへの移動は自

由とする。

(3) 砂糖については，貿易公干上が1沙糖の大量輸入により価格は徐々に低落し

よう。

v西パD • I・力一ンでブット反対デモおよび歓迎デモ ー阿ノξD・I・カーン

では， 31日，プット人民党委員長の訪問に反対するテ‘モが行なわれたのこれは与

党である回教連盟MLの主催によるもので，デモ隊の人々は黒い旗やプラカード

を持って街の中心をデモ行進した。プット氏は，このため：n日の訪問をとりやめ

ることを決め， 1 HにD・ I・カーンを訪問した。 D・I・カーン駅についたプ

ット氏は，直接 ToopanwallaBazaar近くの人民党事務所に行き，そこでプット

氏を歓迎するために集ってきた人々（多くは学生）にむかい，パノレコニーから演

説， 「わたしは現政権が成立したことに責任がある。だから，この政権を崩壊さ

せなければならない」とのべた。同地には刑訟訴法 144条で集会禁止令がひかれ

ているため，警察がこの集会の散会を命じ，応じないため催涙ガスを使って散会

させた。

vプット氏，起訴さる一一Larkana警察はプット氏が閣僚であった1962fpから

日年の問に公職を利用した汚職を行なったことを理由に，スツクーノレにある汚職

関係、の特別法廷に起訴状を提出した。

v北部ベンガjレで物価上昇一一Dinajpur,Rangpur, Bograなど北部ベンガノレ

の米作地帯は今年2度も洪水におそわれ， Aman米が大きな被害をうけている。

そのため，同地域の米価はもちろんのこと，その他物価もt昇をつづけ，一般の

人々の生活を圧迫している。野菜も不作で，玉ネギなどは 1シーア1.75～2ノレピ

ーにもなっている（わずか数週間前は 1マウンド 15～20ノレピーであった）。ケロ

シン不足も深刻で， 1ピン当り 37パイサになっている。肉・魚・卵類も20～30%

の｛瓜上りを示している。

' 9月の輸出 ９月の輸出は２億２７１０万ルピー，前年の２億３９００万ルピー，

前年同月の 2億3889万ノレピーにくらべ減少傾向を示している。しかし， 1968年7

Jj～9月の 3ヵ月間の輸出総額は 7億0400万ノレピーで，前年同期の 6億7760万ル

ピーにくらべ好調であるといえるだろう。最近6ヵ年の第3四半期輸出は以Tの
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通りである。

総額月平均

1963年7～9月 47.92 15.97 

パキスタン（11月）

（単位 1000万ノレピー〉

総額月平均

1966年7～9月 57.15 19.05 

1964年 M 56.15 18.72 1967年グ 67.76 22.59 

1965年グ 50.01 16.67 1968年グ 70.40 23.47 

9月の主な輸出品目は，ジュート（22.63%), ジュート製品（8.54%），綿布

(7.11%），綿糸（2.21%），なめし皮（5.92%), 綿花（5.84%), 上質米（4.12

%）等である。

2 日 v全国人民党NAP委員長，パクトニスタン問題で記者会見一一全国人民党NAI》

（モスクワ派）委員長 KhanAbdul Wali Khanは， ラホーノレの西ノfNAP委員

長 M.Ali Kasuri宅で記者会見， 同氏の父で赤シャツ党委員長であった Khan

Abdul Ghaff ar Khan氏（現在，カプール在住〉のパクトニスタン運動について

説明， 「父 GhaffarKhanの“パクトニスタン”の概念は，アフガニスタンの立

場とはことなって， NWFPと少数民族地域でプシュト語を話す人々の州をつく

り，その州がパキスタンの他の州と同じように自治権をもっという形を考えてい

たので、あり，アフガニスタンの立場は，独立したパクトニスタン国を建設すると

いう形を考えている。前者をわれわれは UtmanZaibrandとも呼んでいるが，わ

れわれは父の立場である前者を支持しているのであり，l これこそ，われわれが西

パ統一州の考え方に反対する理由だ」とのべた。

また，野党統一行動については，同党がパ民主主義運動 PDMに対し無条件の

統一行動を申し入れたことを明らかにした。

T PIAの管轄は国防省に 政府はヌノレ・カーン空軍指令官の勧告をうけ，Civil

Aviation & Tourismの管轄を国防省に移し，これまでの ChiefAdministrator 

を廃止した。国防省には新たに次官を任命し，この CivilAviation & Tourism 

の所轄に当る。次官には A.Qadir Air Commodoreが当るものとみられている。

vヌル・力一ン空軍最高指令官，米・英・メキシコの旅より帰国

vパ外相，北爆全面停止歓迎一一アルシャド・ブセイン外相は声明を発表，ア

メリカの北ベトナム爆撃全面停止は和平のための必要な前進であり，和平会談で

政治的解決がつくよう希望するとのべた。

vパ外相，パ・中関係について語る一一一フセイン外相はラホールの Pakistan

Institute of International A旺airsで、開かれた夕食会で、演説，パの外交政策， と

くにパ・中関係について，要旨以下のようにのべた。
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(1) ノミの対中国接近は，バの短期的・長期的利益を十分に考慮に入れて行な

われている。中国はパの相互尊重の立場を十分理解し，パ・中関係が他の国と

パキスタンとの関係を妨げない方法で維持されることにも同意している。

(2) パキスタンは大国のグローパノレな戦略，イデオロギー上の対立にまきこ

まれたくないと考えている。このパの立場は， rf1国その他すべての友好国が認

めていることである。

(3) 中国を訪問したとき，パ・中関係がいかに固いものであるかに気がつい

た。中国の人々は今日のパ・中関係を築いた人はアユブ、大統領で、あることを認

め，同大統領を偉大な指導者だと考えている。

vソ連革命51周年を記念して集会 パ・ソ友好協会はソ連革命51周年記念日

を前にラワールピンジで、記念式典を挙行，パキスタンから GhaffarKhan商相が

挨拶し，パ・ソ関係は今後ますます発展しようとのべ，両国の貿易は1958/59には

3千万ノレピーだったものが， 1967/68には2億4千万ノレピーにもなっているとの

ベた。ソ連側は M.V. Deεtyr駐パ大使が演説した。

V第4次5ヵ年計画の基本目標発表一一M ・M・ アーマッド計画委副議長はイス

ラマパードで記者会見，第4次計画の基本目標を発表した。政府はこの基本目標

について，国民各層が充分検討するよう希望している。要旨は以下の通りの

計画目的

(1) 国内の人的・物的資源を最も有効に利用し，経済発展を最大限のテンポ

で行なう。

(2) 東西パキスタンの経済格差，地域間格差をなくす。

(3) 経済の基幹部門で自給自足体制を確保するO 食障の自給を達成し輸出余

力をつける。

(4) 現実的政策に従い，経済成長と社会正義の調和をはかる。

(5）経済的・社会的変革の力を正しい社会建設にむけるの

計画目標

（］） 1人当り所得水準を 1ヵ月40ノレピーの段階から大幅に引き上げる。

(2) 農業の機械化を進め，小規模農家も農業技術，機械化をとり入れるよう

指導する。農業開発計両の資金は PL-480見返資金から国内資金に切替え

る。

(3) 工業の生産性を高め国際競争力をつけるの工業は鉄鋼，機械，化学，肥

料，天然ガス，鉱業，食品加工，輸出品製造工業に重点をおき， 1975年ま

一（ :348）一
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でには資本財，中間財の50%を自給できるようにする。国防産業も発展さ

せる。

(4) 1970～75年の問に700万人の雇用口をつくる。そのため，年々150万人の

新雇用を確保する。

(5) 1975年までに開発資金の80%を国内資源にする。

(6）所得・富の合理的配分をもたらす財政措置をとるσ

(7）社会福祉，医療設備を完備し，家族計画を広め，都市中産階級，貧しい

人々のために都市開発計画を導入する。

T 1968/69ジュート作付面積推計一一一農業省発表の1968/69ジュート作付面積推

計によると，作付面積は 205万2千エーカー，洪水により完全に収穫できない土

地は 8万5850エーカーである。これは昨年の作付面積235万4－千エーカーにくら

べ12.8%減となっている。

3 日 'NAP Cバシャーニ派），ダッカで集会 全国人民党 NAP（パシャーニ派）

はダッカで、大衆集会を聞いた。パシャーニ委員長はこの集会で，人民の基本的権

利は大衆行動を通してのみ実現するのであり，“6項目”，“9項目”などを通し

て実現するものではないとのぺ，パシャーニ氏が政府の手先であるとの非難につ

いては，わたしは28年間を牢獄ですごしたが，まだ牛に入る用意はあるとのベた。

また， NAP委員長は Jamaat党の役割を強く非難した。

大衆集会では以下のような決議が可決されている。

(1) 東パの完全自治，洪水の抜本的対策。

(2) 洪水被害により，今年は東ノfの人々に地代徴収や課税をせず，州全域に

配給制を導入すること。

(3) 全政治犯の釈放とダッカ大学その他教育機関の即時再開。

似） 労働者に最低賃金支払，非民主勢力との統一的闘争を行なう。

V人民連盟 AL統一の動きは失敗一一人民連盟の ALの3派統一のための話合

いが AtaurRahman Khan氏宅で、聞かれたが， ALの6項目要求派の人々は出席

せず， この統一の動きは失敗に終った。会合には ALのうちパ民主主義運動

PDM参加のグノレーフ。と ALの復活に賛成せず，民族民主戦線 NDFに残ってい

るグループだけが参加した。 3派統一の話合いは 1度失敗したものの，今後も AL

(6項目派〉に呼びかけていくという。

' D・l・力一ン地区回教連盟委員長， ブット氏批判 D・I・カーン地区の

回教連盟ML委員長SardarM. Hayatは，プット人民党委員長がD・I・カーン

で行なった強引な演説につい vて批判，プット氏は暴動をおこし，無法状態にして
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権力を得ょうとしているとのべ，さらに，もしプット氏がD・I・カーンでもう

1度演説しようとすれば， ML党員は刑訴訟法144条にとらわれずに行動を起し，

プット氏を追い出すだろうとのベた。

v砂糖工場への監視強化一一司ムーサ西．パ知事は西ノf国境警備隊，警察隊に対L,

各地の砂糖工場への監視を強め，食糧省の許可なしに工場が砂糖を移動させるの

を防ぐよう指示した。また，工場の倉庫にある砂糖のストックについても不正に

流されないよう監視をきびしくするよう指示した。また，砂糖の密輸もきびしく

取り締るよう指示している。

v中国との陸路交易再開は1969年夏一一一中国との陸路交易路｛ーシルク・ロード

一再開の話合いのためパキスタン代表4名が中国にむけ出発した。陸路交易再開

は1969年夏の予定で，初め伝統的なキャラパン交易を行ない，順次自動車の通れ

る道路をつくって行く方針である。

4 B Vプット人民党委員長，ベシャワールで学生代表と会見一一一プット人民党委員

長はD・I・カーンからベシャワーノレに到着， 同地で学生の Sarhad連合代表と

会見，次のようにのべた。

(1) 政府の UniversitiesOrdinanceは正しくない。この法のため，大学はそ

の自治・独立を失い，いまや牛獄になってしまった。また，教育委員会も

学生の権利を奪ってしまったので、ある。

(2) 大統領制がパキスタンに合っているのか，あるいは議会制が合っている

のかを決めるのは人民である Q これらの問題解決のためには民主主義の復

活こそ最も重要である。パキスタンを強化するには民主主義以外にない。

印） パのどの州、比他の州を搾取していなし、。現在の経済体制そのものがi刷、r,r

の人民を搾取しているのである。

(4) Larl叩 la警察の告発は私に対するいやがらせである。しかし，そのため

に政治活動を中止す－るつもりはない。

v東パで補欠選挙をめぐる野党の内紛 一束ノfのクールナ，シノレエットで国会

議員補欠選挙があり，いずれも与党が勝利したが，この補欠選挙で野党の内部対

立が目立っている。クーノレナで、は野党の統一候補として NAP （パシャーニ派〉

のS.Razzaque Ali氏が立候補していたが，投票の11時間前に突然立候補をとり

やめ，与党候補者が無競争当選しており， このことについて NAP（パシャーニ

派〕は他の野党から激しい非難をうけ， “公然たる裏切りである”といわれてい

るυ また，シノレエットの方では PDJ¥1が ShahidAliシルエット PDM副委員長
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を立候補させたが， PDMのAbdusSalam Khan氏が東ノミ PDM州執行委を代

表するとの名目で声明を発表， Shahid Ali氏の立候補は PDMと全く関係がな

いとのべている。これに対し PDMの SyedKhwaja Khairuddin副委員長， M.

Ali書記長が声明を発表， S.Ali氏立候補は PDMの決定したことであり， PDM

は現体制のもとでは，選挙を民主主義復活のための運動の一環として利用すると

いう態度をとりているとのべている。シルエットの補欠選挙をめぐり， PDM部

の対立も表而に出てきている。

v砂糖の配給割当増加一一政府－は近く砂糖の配給量を， 11月15日から 1人 1ヵ

月2シーアにするもよう。このうち 1ヵ月 1シーア分は， lHl第3週から始まる

ラマダーンの月だけの特別配給で，その後は 1ヵ月 1シーアとなる。これまでは

0.5シーアであった。 しかし Shah」呂町atの祝日には砂糖の増配はない。 これ

は食糧省に十分な砂糖ストックがないためである。

Vタルベラ・ダム起工式一一世界最大のダム，タノレベラ・ダムの起工式がアユ

ブ大統領，世銀代表等を迎えて行なわれた。

タルベラ・ダムはインダス河流域開発計両の一部で，高さ 485フィート，長さ

9千フィートの rock五11ダム。

5 日 v砂糖価格上昇 政府が砂糖の不足はないとの声明を数回にわたって出して

いるにもかかわらず，東パ各地での砂糖価格はひきつづき上昇している。ダッカ

では 1シーア当り 2.50ノレピー， Pabnaでは 3～47レピー， シノレエットでは 3～

3.5ルピーで売られている。価格が上昇するにつれ，配給所かちの砂糖はますま

す少なくなり，ダッカでは多くの人々が配給カードをもって配給所に行き，むな

しく帰ってくる日がつづいている。これは配給所が砂糖を横流しするためと，町

の人々が「砂糖は西パキスタンに送られてしまう jとのl骨のため買占め，売りお

しみがあるためである。

T 10月の輸出入状況 １０月の輸出額は２億６４１０万ルピーで， 9月の 2億7570

万ノレピーに比べ4.22%減少したが，前年同月の 2億2800万ルビーにくらべると増

加している。一方， 10月の輸入額は 4倍、4260万ノレピーで， 9月よりo.:39%増とな

っている。このうち，西パへの輸入は 2億4490万ノレピー，東パへのそれは 1億

9790万ノレピー。

v中国， Taxilaの鋳物工場建設に援助申し入れ一一一中国は Taxilaに鋳物工場

(Heavy Foundry ＆ドorge）を建設する計画に対し，安い費用で生産性の高いプ

ラントを輪山したいと申し入れ，さらにこの計画iに資金援助の用意があるとの申
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し入れを行なった。この計画は西独の会社の調査によれば， 1億3500万．ルピー

（内外貨7900万ノレヒ。ー〉の費用が必要だといわれていたもので，中国側の調査で

は1億 1‘千万ノレピー（内外貨5300万ノレピー）の費用で建設可能であるとしている。

この鋳物工場はWPIDCとしても初めてのもので，年生産能力は，鋼鉄6万ト

ン，銑鉄5千トンの鋳造を行なう。

vペシャワールのパ・ソ友好協会p 革命51周年記念祝賀会開催

vダッカに集会禁止令， 6日間

6 日 vアユブ大統領，ニクソン次期大統領に祝電一一アユプ大統領はニクソン氏が

大統領選挙に勝利を収めたことに対し祝電を送り，昔からの友人であるニクソン

氏の次期大統領当選を祝した。また，アノレシャド・フセイン外相は声明を発表，

「われわれパキスタン人はニクソン氏の勝利を歓迎する。ニクソン氏はパキスタ

ンをよく知っており，アユブ大統領の昔からの友人である。ニクソン氏はこれま

で、数回パキスタンを訪ねており，同地の問題についてよく知っている。われわれ

はパ・米の友好関係が今後もつづくよう希望する」とのべている。

7 日 vラワールピンジで警官と学生が衝突， 1人死亡，大学封鎖一一ラワーノレピン

ジで警官と学生が衝突，学生は警官隊，政府建物，ネオンサイン，信号，商店，

パス，自動車などに石を投げ，二階建パス 1台を燃やした。警官は学生に対し，

警棒で追いはらい，あるいは催涙ガスを発射し，また，発砲により，学生1人が

死亡した。この事件はラワーノレピンジの GordenCollegeでベシャワーノレでの警

察の暴挙に抗議する集会が聞かれ，午後はベシャワーノレから到着したプット人民

党委員長にあうためにインター・コンチネンタノレ・ホテノレにむかおうとして，そ

れをとめる警察と衝突したもの。大学当局は，このため，大学・カレッジとも無

期限閉鎖すると発表した。

V力ラチで 4学生逮捕一一カラチで全学生行動委員会（i¥11-PartiesStudents 

Action Committee）が 5f::I，会議を開き，学校当局に対し， 11月7日までに学生

の要求を認めないときにはストライキに入る旨決定と発表した。これは，全国学

生連盟 NationalStudents Federation (Kazmi派）の AmirHayder Kazmi委員

長が発表したもので， 同委員長はさらに， Sindの学生を完全に支持するとのべ

ている。その後，当局は学生の要求を認めず， 7日，ストに突入，警察はストを

せん動したことを理由に学生運動の指導者5人を，治安維持法 Maintenanceof 

Public Order Ordinance 1960 で逮捕したもの。逮捕された学生は Mairaj

Muhammad Khan （全国学生連盟前委員長・，人民党員）， Rashid Husain Khan 

一（352) -270ー



パキスタン（11月）

（全国学生連盟 NSFRashidグループ委員長）， Mohammad Ziaullah （ジンナ一

大学前NSF委員長）， Ali Yeawar (Govt.大学ユニオン委員長）， Mubashir Alam. 

Vハイデラバードでも学生3人逮捕一一ハイデラパードでも学生3人が治安維

持法により逮捕され， 30日間拘禁されることになった。これは11月4IJ，学生た

ちがシンド大学の Vice司Chancellorの事務所に集り，家具を破壊し，国の指導者

の写真をもやした事件に関連しているO

Vブット氏， 11月15日までにスックールの法廷に出頭を命ぜらる一一一プット氏

は11月15日までにスックーノレの法廷に出頭し，大臣在職中の汚職問題で釈明する

よう命ぜられた。

V第2回力シミール人民会議は1969年5月に一一一シヱイク・アブドラは第2回

カシミール人民会議を1969年5月に行なう旨発表，インド首相に対し，パキスタ

ンおよび、パ側カシミーノレに住む人々に入国の許可を与えるよう要求した。

vパ軍事使節団，中国訪問一一一パ軍事使節団（団長ヤーヤ・カーン陸軍最高指

令官）は PIAで上海にむけ出発した。駐パ中共軍アタッシェ YuKang氏も同

行している。 この中国訪問は，中国解放軍 Chiefof StaffのHuangJung-sheng 

の招請によるO 中国には10日間滞在の予定。

V カラチに新肥料工場一一一カラチに過燐酸肥料工場が建設される計画が発表さ

れた。この工場の費用は1150万ドノレ，年生産能力は15万トンO 建設は1969年初に

着手され， 1970年末に完成する予定。同工場建設に要する外貨分は550万ドルで，

西独援助分で充当される。原料はヨルダン，モロツスイラン，クェート，サウ

ジ・アラビア等から輸入する予定。

8 日 vラワールピンジに夜間外出禁止令，軍隊出動 プット人民党委員長を迎え

ての集会を禁止されたことに端を発したラワ｝ノレピンジの反政府デモは， 7日夜

には警官の発砲で学生1人が死亡する事件となり，さらに，との警官の暴挙に抗

議して8日朝からラワーノレヒ。ンジ各地で、学生と警官が衝突，ついに市当局は軍隊

を出動させて治安を守らせる一方，夜間外出禁止令を出した。期間は無期限。岡

市のAhmadRaza Khan Commissionerはこの日記者会見， 「暴動の指導者たち

は子供まで動員，さらに下層民もとの暴動に加わっている。彼等はごろつきのよ

うなものだJとのべている。

Vハイデ、ラパッドで学生さらに 2名逮捕さる一一一ハイデラパードでは治安維持

法により学生2名が逮捕され，これで逮捕されたのは 6名となる。

Vベシャワール・ムルタンでデモ一一一ベシャワーノレ・ムノレタンでは， 7日，ラ
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ワーノレヒ。ンジで発生した警官と学生の衝突で学生1人が射殺されたことについ

て，警官の行為に反対するデモが行なわれた。ベシャワーノレでは，工業大学と

Edward大学が中心となってデモが行なわれている。 ムノレタンでは Okaraの

Municipal Degree Collegeが中Jむとなっている。

T NAP （モスクワ派），西パ PDM, ラワ｝ノレピンジでの警官発砲， 1人死亡

という事件について，警官の行動を強く批判する声明を発表した。

v西パNAPCモスクワ派）委員長， リアルプール地区弁護士協会で演説…一 一西

パ NAP（モスクワ派〕の M.Ali Qasuri委員長はリアノレプ｝ノレを訪ね，同地区

の弁護士協会で演説， NAPは人民の主権獲得のために闘うことを誓うとのべた

後，同党委員長 WaliKhan氏について， 「NAP（モスクワ派）は前の赤シャツ

党指導者とは何の関係もないし，赤シャツ党委員長 AbdulGhaffar Khan--Wali 

Khan氏の父ーともやすの関係もない。 WaliKhan氏の主張するパクトニスタンは

独立国ではなく，パキスタン内部の自治州、！として NWFPと少数民族地区とを合

わせたもので州をつくり，その名前をパクトニスタンにしたいと考えているだけ

である」とのべた。

vブット氏批判さる一一プット前外相，人民党委員長は最近，政府与党の激し

い批判を浴びているが， 8日にはペシャワーノレで北西辺境区 NWFPの回教連盟

指導者たちから，また， ラワーノレピンジでは Aslam同党幹事長から， それぞれ

パクトニスタン問題について，あるいは基本的民主主義BD制について，プット

氏の主張を批判した。

vブット氏，政府批判一一プット人民党委員長はラワールピンジの弁護士協会

で演説，政府を批判して以下のようにのべた。

(1) 基本的民主主義制度（BD制度〉は人民がその基本的権利を失う制度に

外ならない。

(2) 現体制下では官僚は体制の個人的奴隷になってしまう。

(3) パでは大きな事業は外貨獲得のいかんによって左右される。外国は外貨

をパに貸すことにより，パにおける大企業の「見えざるパートナー」とな

り，彼等はその貸付金が自分の利益に反しないよういつもみている。

(4) 6項目要求は ALとの話合いで解決される。

(5) D • I・カーン，ラワ－，レヒ。ンジ，カラチの学生の行動は理解できるo

ノξがSEATO,CENTOのメンパーであることはおかしなことだ。

v西パ各地で大学閉鎖一一西パ各地で、大学閉鎖が発表されている。ラホーjレか
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らのニュースでは，パンジャブ大学はじめ，すべての大学（公立・私立とも〉は

9日から閉鎖されることになった。ペシャワールではベシャワール大学はじめ，

工芸大学， Edward大学も閉鎖され，カラチでは8日，約60人の学生・労働者が

逮捕され，大学・学校とも全而閉鎖となっている。逮捕された学生の主な人は，

M. Mohammad Khan NSF (Rashid派）前委員長， Rashid Hasan Khan NSF 

(Rashid派）委員長・， M. Fiazullahジンナ一大学前委員長， Ali Awar Govt.大

学委員長， MuhashirAlamジンナ一大学委員長。 マイメンシンでは農業大学学

生が農業の diplomaコース再開停止を要求してストに入っている。

v力ラチの学校，閉鎖一一カラチの学校・大学はすべて閉鎖された。これは 7

日の学生と警察の衝突のためで，学生は11月4日からの 1週間を DemandsWeek 

として， UniversityOr市nanceに反対，試験制度の改革などを要求Lている。

vカラチ工芸大学， 11日からスト カラチ工芸大学学生の活動者会議は，学

生の要求が容れられない場合， 11日からストに入ることを決めた。

v警官の発砲で死亡した学生の葬式に，プット人民党委員長出席。

v北ベトナム婦人連盟副議長訪パ一一LethiZuyen北ベトナム婦人連盟副議長

はPhanThi An同連盟委員と共にパキスタンを訪問，ラホーノレで記者会見して，

北ベトナム人民に対して与えられたパキスタン人民の支持と同情に感謝している

とのベた。

V西パ砂糖配給について一一西パ食糧相M.Khuda Bakhshはラホールで記者

会見，砂糖の配給制導入について，要旨以下のようにのべている。

(1) 政府は砂糖価格上昇の機を利用し個人的利益を追求しようとする動きに

は断固取り締るつもりでいる。砂糖工場はしばしば利益をあげるため，人工的

に砂糖価格をつり上げていると非難されるが，政府はそうしたことのないよう

監視している。

(2) 砂糖不足の原因は，パの砂糖キピの砂糖含有量の少ないこと，砂糖キピ

生産の減少，砂糖消費量の急増，輸入砂糖の到着のおくれ等々であり，こうし

た事情を利用してヤミ市場での砂糖価格つり上げが行なわれたのである。

(3) 西パの砂糖需要は年34～40万トン，供給は26.4万トン近くで，不足分は

輸入している。

(4) 政府は砂糖工場からその生産する砂糖を 1マワンド 26.50ノレピーで全部

買い上げ，それに輸入砂糖を加え西パ各地域に配分するO 輸入は政府貿易公社

PTCが行なうが，民間企業がすでに輸入したものに対しては PTCは輸入価格
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に6%の利潤を加えた価格で、買い上げる。したがって砂糖の自由売買はなくな

ることになる。

(5) 配給量は大都市（11市〕で 1人 1ヵ月 1シーア，中都市（36市町〕で 1

人1ヵ月 12chhatal王，その他の町では 1人 1ヵ月 10chhatak，農村では 1人 1

ヵ月 4chhatak。配給は配給店かあるいは UnionCouncilで行なう。その他，

結婚式とか葬式などでは特別配給があり，ラマダーン， Ficlの祝祭日などにも

特別配給がある。工業用消費については工業省から割当をうける。

(6) 毎月の配給に必要な砂糖は約2万2千トン。このうち 2万トンは西ノξの

砂糖工場で生産される。その他4万トンが輸入される。 11月以降は砂糖生産が

増加する月で，月 5～6万トンが生産しうる予定であり，輸入砂糖を考えると，

西パの砂糖不足は解消したといえるO

vダッ力商工会議現役員選挙一一一ダッカ商工会議所役員選挙が行なわれた。こ

の選挙には UnitedPartyとProgressiveGroupの2派がそれぞれ立候補をたて

ている。今回の選挙は役員6人（ 4人は一般会員の中から， 2人は賛助会員（注〕

の中から〉が選出される。 2派とも各6人の候補者をたてている。

（注） 一般会員it:tr.LB資金が5001レピーの人，賛助会員は同200ルピーの人をい

う0

9 日 Vアユブ大統領，ベシャワール着一一アユプ大統領は 3日間の予定でベシャワ

-Jレを訪問するため同地に到着した。

V西パ各地での紛争続く一一西パ各地での学生・警官の衝突を中心とする紛争

が続いている。主な地域の状況は以下の通り。

ラワールピンジでは，朝8時半頃より Shahrah-i-Pahlevi通りに群衆が集ま

り，市当局がその解散を命じたにもかかわらず解散しなかったため発砲， 2人

が死亡した。また，政治家，学生などを含む30人が 8日から 9日朝までに逮捕

され， 9日中にも大量の逮捕者を出し，警察当局は正確な逮捕者の数を数えて

いないという。逮捕された人の中には，パ人民党の KhurshidHassan Mir氏

が含まれている。ラワーノレピンジは軍隊が出動して要所を回めており，集会禁

止令はもちろんのこと，夜間外出禁止令も出されている。この禁止令は 1週間

つづく。学生および群衆は政府・市の車に火をつけ，あるいは自家用車やパス

にも火をつけるなどしてデモストレーションをしているという（政府発表によ

る〉。

ペシャワールでは，学生と警官が数回衝突したが，アユプ大統領を迎えてき
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びしい警戒体制にあるため，学生は追い払われている。ベシャワーノレの教育機

関はすべて11月12日まで閉鎖される。 GovernmentCollegeでは約200人の学

生が大学構内で集会を開き，ラワーノレピンジで学生 1名が射殺された事件で政

府を非難，その他試験の標準化などを含む要求を決議した。その後，警察の阻

止にもかかわらず街にくり出し，デモを行ない，各所で警察と衝突した。また

Government High Schoolの学生200人も道路横に集まり，通過する車に石を

投げ，かけつけた警官にも投石して対抗した。

カラチでは， 学生指導者3人が治安維持法によって逮捕された。それは，

Amir Hyder Kazmi NSF (Kazmi派）委員長， ShaikhTanveer, Qutubuddin 

（いずれも Inter-CollegeBodyの委員長・副委員長〕の 3人。

ラホールでは，学生がプット人民党委員長のラホール訪問を迎えるため各所

からラホール駅に集合した。駅では VIPルーム，その他の窓を石で割るなど

している。ラホールの全学校は11日から16日まで閉鎖されることになっている

が， 9「iも閉鎖された。

その他グジャランワラでは，学生がプット氏の乗った汽；車の到着を符って駅

で集会を開し、ている。また，シアノレコット，マノレダン，パハワノレプーノレ，ナワ

ブシロー，ハイデラパード，サyレゴダ，ノウシャー， D • I・カーン， リアノレ

プーノレでも学生がラワーノレピンジで、の警官の発砲に抗議し，あるいは学生の逮

捕に抗議して学生が集会・デモを行ない，警察官と衝突しており，これら地域

の大学はすべて閉鎖されている。

vラワールピンジで学生のための弁護団結成一一一ラワーノレヒ。ンジの弁護士12人

は，逮捕された学生支援のための弁護団を結成した。

f NAP, PDM, Aしともに政府非難一一－－NAP（モスクワ派〉の西パ委員長 Ali

Qasuri, PDM西パ副委員長 K.M. Rafiq 両氏は， ともにラワーノレピンジでの警

察の暴挙に附回反対するとして，政府を非難した。また，ダッカでは ALの前書

記長 Amena夫人も警官の発砲に抗議，公正な調査を行なうよう要求した。

Vブット氏，警官の発砲非難一ーーブーツト氏はラワーノレヒ。ンジからラホーノレに向

う途中 Lalamusa駅で演説，ラワーノレピンジでの発砲事件で政府を非難，国民が

統一して，現体制を変えるため自分に協力して欲しいと訴えた。また選挙法改正

の時間的余裕がない以上，次の選挙は現在の ED制をもとに行なわれるだろうと

のペ，次の選挙では本当に国民・の正義を代表する人を選んで欲しいと訴えた。ま

た，ラホーノレ駅では汽車が 2ll寺間半もおくれて到着したにもかかわらず，学生を

戸
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中心とするプット歓迎の人々が多数集り，建国の父アリ・ジンナーとプット氏の

肖像をかかげてプット氏を迎えた。しかし，プット氏は駅では演説せず，車でホ

テノレに向った。同氏はラホールに 3日滞在する。なお，プット氏は Jhelum駅で

NAPの AbdulWali Khan氏と会見している。

V西パ法相，プット氏批判一一西ノξ法相 A.G.Akhundは，プット氏が学生を

せん動して無法状態を惹起しているとのべ，プット氏の行くところ，どこでも学

生の暴動が起っているが，これは，学生暴動の背後にプット氏のいることを示し

ているとのべた。

vカラチの大学学長，緊急会議聞く一一カラチの単科大学学長緊急会議が聞か

れ，学生紛争について検討した。その結果，①すべての逮捕学生の即時釈放を要

求し，②学生に対してはその要求を平和的に追求するよう呼びかける決議を採択

した。また，この決議の中で，警官が大学内に入っていることに抗議，即時撤退

するよう要求している。

vジョンソン大統領， 「革命」 10周年記念でアユブ大統領に祝詞一一ジョンソ

ン大統領は10月27日の「革命J10周年記念を祝してアユプ大統領にメッセージを

送り，パキスタンはダイナミックな発展を遂げたモデルであり，米・ノξの間にあ

る深い友情と協力関係を誇りにしている，とのべた。これに対しアユブ、大統領は

返書を送り，アメリカの対パ援助に満足し，パの発展はアメリカの援助とジョン

ソン大統領の心からの理解と支持に負うところが大きいとして，感一語、jの意を表し

fこ。

Vインドからファラッカ問題についての代表団訪パ一一インドからファラッカ

問題についての代表団6人がカトマンズ経由でダッカに到着した。団長は Dale-

shwar Nath, Ex-officio Joint Secretaryで，東パのガンジス河地域の濯瓶，築

堤等について視察する。

v訪中軍事使節団，中国解放軍総参謀長と会見一一ヤーヤ・カーン陸軍最高司

令官を団長とする訪中軍事使節団は，北京で中国解放軍総参謀長 HuangYung 

Shengと会見した。 Huang参謀長はその席上， 中国人民はパキスタン人民の外

国侵略に対する闘争およびカシミーノレの民族自決権のための闘争を完全に支持す

るとのべた。

10日 Vアユブ大統領，狙撃さる一一アユブ大統領はペシャワーノレで・回教連盟主催の

もとに聞かれた大衆集会に出席，演説にたつ直前狙撃された。銃声は2発で，い

ずれも大統領にはあたらなかった。犯人はその場で捕えられた。捕えたのは犯人
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の近くに坐っていた Shinwari氏で，犯人が群衆のリンチをうけないようすぐ警

察に引き渡したという。犯人は Hashimという22才の学生（工芸大学）で， Char-

saddaに住み，使ったピストルはドイツ製 Luger( 9ミリ）。

vアユブ大統領，ベシャワールで演説一一アユブ、大統領は狙撃事件のあった後，

予定通りベシャワーノレ大衆集会で、集った30万の人々に演説，国民は統ーしてイン

ドの脅威に対決する準備をしなくてはならぬとのべ，さらに， 「1965年，国民は

-－－致団結して強力なi散と対決し，それをうち破った。このことはパキスタンの敵

をより活発にし，彼等はパキスタンそのものを破壊しようとしている。彼等は国

民の友ではなく，自分の利己的目的の友である。国民は彼等が何を考え，何を望

んでいるか知らないだろう。しかし，わたしはよく知っている。何故なら，彼等

のある者は，かつてしばらくの間，私に非常に近い所にいたのだから」とのベた。

（注，これは，とくにプット前外相とインドの脅威とを結びつけて非難したもの

とみられている〉

なお，アユプ大統領は狙撃事件について， “心配することはない。これも人生

の一部だ”とのべたo

vラワールピンジから軍撤退一一←学生デモ鎮圧のためラワーノレピンジに入って

いた軍隊は，状況が平常に戻ったため， 10日夜撤退した。また，夜間外出禁止令

も日没から夜明けまでというものから，午後10時～午前4時に変更になった。こ

の夜間外出禁止令は，外交官の車，商品運搬車，パス，身分証明書をもった市民・

官吏の乗用車には適用せず， PIA，汽車などで10時以降着いた客に対しても適用

しないο

市当局の発表によれば，このデモ騒ぎでの損害は 200万ノレピー，これまで少な

くとも37人が逮捕されている。

vベシャワールに集会禁止令。

V全パ労働組合評議会， 学生の立場支持一一全ノξ労働組合評議会 Mahmood

Fareecloon議長はラホーノレで記者会見，同評議会は学生の要求を支持し，その闘

争に団結の意を表するとのベ，時期がくればわれわれ労働者が学生の背後に立ち

上り，学生の闘争を分担することを誓うとのべた。

vパ各地の学校，閉鎖のまま一一パキスタン各地の大学・高校の多くは閉鎖さ

れたままになっている。ベシャワール大学は無期限閉鎖，スックールではすべて

の学校が11日から16日まで閉鎖，ナワブシャーでもすべての学校が無期閉鎖，パ

ハワルプールでも19日まで，すべての学校が閉鎖された。
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V学生などの逮捕つづく一一一ハイデ、ラバードでは学生指導者 JamSaqiおよび

農科大学の学生3名が逮捕され，ラワーノレピンジでは人民党の Convenerである

Khurshid Hasanが逮捕されている。

Vシルエットで、与党内部対立一一一シルエット地区回教連盟副委員長 Ahmad

Aliは，同地区国会議只補欠選挙で党公認候補 AbdusSalam氏に反対，党の反

対にもかかわらず立候補したため，党から除名された。また，回教連盟党員であ

るにもかかわらず無所属から立候補した MostaquimAli氏も党から除名された。

これは，東パ歳入相・同教連盟東ノf書記長が発表したもの。

v訪中軍事使節団，毛主席と会見一一ヤーヤ・カーン陸軍最高司令官を団長と

する訪中軍事使節団は，北京で毛主席と会見した。中国側は毛主席の外，周首相，

）誕生， YunεSheng,Wu Fa-hsienが出席，パ側からは MohammadAkbar Khan 

少将， MohammadAkram准将， M.K. Shari古海軍代将， M.Z. Masud空軍

代将， S.M. Khan駐中大使が出席した。

vパ・中，陸路交易で合意一一一パ・中両国は， 中国の新彊とパの Hunzaを結

ぶむかしからのキャラパン道路を再開，ここを通って交易を行なうことに合意し

た。

V資本蓄積政策の誤り一一一政府は東ノfの資本蓄積の重要性を説く。しかし，政

府の実施している政策が，本当に東パの資本蓄積に役立つているかどうか。この

点につき，インド・イギリス人の残した資産の売却， EPIDCの払下げのこつの

面から検討してみよう。

最近の調査では，パの財閥20家族が総工業資産の66%，保険基金の79%，銀行

資産の80%を支配しているという。こうした不健全な富の配分を是正するために

は，遅れた地域の資本蓄積が急務なのである。

まず，浅された資産の売却についてみよう。この資産には綿工場，茶閑，砂糖

工場，製油工場，ガラス工場，製米場，ジュート用倉庫，ジュート圧搾工場，映

画館などがある。これまですでに15の資産が売却されている。さて，この売却に

当って政府は，入札価格が高く，しかも外貨で払うことのできる者という条件を

つけている。こうした条件を満たしうる者は東ノfの企業家ではなく，資金豊富な

財閥系資本家であろう。政府はこの売却を束ノfの企業にしたいのならば，これら

資金を帳簿価格で，しかも15～20年返済という長期資金供与をつけて売却すべき

であろう。

第2に， EPIDCの払下げについてであるが， EP[DC総裁は， 1968年に 1億
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:3740万ノレピー相当のプロジェクトを払い Fげたいと希望している（前年のそれは

5千万ノレピーであった）。 EPIDCが新企業を設立するためには，その公企業の払

下げにより資金をつくらねばならぬ。過去 EPIDCは，価値のある，したがって

利潤も多い企業をいくつか財闘に払い下げている。 EPIDCはその払下げに当

り，東パ企業に優先権を与えるといっている。しかし，払下げの資金がなくては

意味がない。したがって，払下げ、のときには同時に銀行あるいは保険会社の援助

を必要としよう。政府が基金あるいはトラストを作り，東パの人々の資金需要に

するようすべきであろう （PakistanObserver, 11. 11）。

11日 vプット氏，学生の主張を支持一 プット人民党委員長はラホール弁護士協会

で演説，ラワールヒ。ンジでの事件は政治の失敗を示すものであるとのべた後，学

生の主張を強く支持するとのべ，さらにカシミーノレ問題について， 「パ政府のカ

シミール政策は強力で、もないし，非妥協的なものでもない。政府はカシミール問

題をすぐ国連安全保障理事会にもち出すべきである」とのベた。

v野党，政府の弾圧反対一一一東西パの野党はラワーノレピンジでの警官の発砲に

象徴される政府．の弾圧に強く抗議する声明を発表しているハダッカでは NDIに

PDM, AL (6項目派）などが抗議声明を発表した。

vパ回教学生連合，学生その他の反社会的活動を非難一一パ回教学生連合

Pakistan Muslim Students Federationはラホーノレで、記者会見，学生がその要求

のために大衆行動を行なうことに反対，学生がその要求について学校当局と話し

合うためには，自由で民主的な雰囲気が必要であり，学外の反社会的勢力が学生

を利用して混乱をひきおこすのはさけねばならないとのべた。また，学生の要求

の中心にっし、て，大学法の改正と Hamoocl-ur-Rehmanレポート反対にあるとの

べている。

V全国学生連合（NSF)，逮捕学生の釈放と学校再開を要求一一←全国学生連合 N

SF (Rashid tr1ミ）は集会を聞き， 逮捕学生の釈放および学校の再開を要求， さら

に，学生の諸要求を認めるよう主張する決議を採択した。一方， NSF(Kazmi VlO 

も集会を聞き， Mohammad Ahmad氏を委員長代理（委員長逮捕のため〉に選

出し，逮捕者の釈放，学校の再開を要求した。

vラホールで学生と警官衝突 ラホーノレで警官が学生の集会を解散させよう

として学生と警官が衝突したn 集会はプット氏が演説している弁護土協会の前で

行なわれた。

その他， リアルプーノレ， スックーノレでも学ぞがデモを行なし、，暫，＇｛ fと衝突して
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いる。また， Tharparkar,Shaiwal, Okaraに集会禁止令が出されている。

vダッカ大学再聞はラマダーン明け ダッカ大学当局は，ラマダーン明けま

で同大学を再開しないと決定した（ダッカ大学は10月4日から閉鎖されている〉。

vラワーノレヒ。ンジの夜間外出禁止令，解除。

12日 v西パ各地の学生デモ続く一一一両パ各地の学生デモは変らずつづいており，サ

ノレゴダでは学生が延々 1マイルにわたってデモを行なった。デモの学生は反政府

スローガンを叫び，警察，家族計画事務所，駅，同教連盟地区委貝長の邸宅，等

等に石を投げ，あるいは書類をやいたりした。警官は鉄カプトをかぶり，警棒を

もって治安に当っている。キャンブ。ベノレプーノレで、も同様で，学生と警官が衝突，

催涙弾が発射された。

Vブット氏， CENTO,SEATOからの脱退を要求 プット人民党委員長はラホ

ーノレのレストランで、の青年弁護士会議に出席，商パ各地で、の反政府デモについて，

西パの人々がこうして立ち上ったのは，通常の方法ではその要求を主張できない

ためであり，わたしはこの闘いで常に彼等の側に立っとのぺた。また，外交政策

についてはパキスタンは RCDを除くすべての条約・機構，すなわち， CENTO,

SEATO，世銀，債権問会議などから脱退すべきであると主張している。

T Azad Kashmir大統領， AbdulHamid Khanに一一パ側カシミー／レ（AzadKash司

mir）は全基本的民主主義音BDによって選出された評議員民人，パキスタンに住

むカシミーノレ人の中から任命された評議員4人の 12人で、構成する国家評議員会

State Councilをもつが，この評議員の中から互選で AbdulHamid Khan氏が

時期議長兼大統領に選出された。選挙は９対０で選出メンバー３名は投票に参加

していない。 AbdulHamid Khan氏の大統領就任は 2期日で，パキスタン政府

の信任が厚いといわれる O

V トルコ，パに戦車200台供与の噂を否定一一トノレコ政府は， トノレコがアメリ

カの要請によりM47戦車200台をパキスタンに供与するとの噌を否定， M47戦車

はアメリカがトノレコに軍事援助として供与したものであり， トルコ軍がM48の戦

車の代りに使うものであるとのべた。

13日 vブット人民党委員長など 15人逮捕一一政府はパ国防法 32条違反を理由にア

リ・プット人民党委員長，カーン・ワリ・カーン NAP（モスクワ派〉委員長な

ど15人を逮捕した。このうち 7人は人民党員， 5人は NAP（モスクワ派）党員，

2人は与党の同教連照（いずれもプット氏のいとこ〉， 1人が無党派となってい

る。プット，ワリ・カーンヲ M・A・プット（国会議員，プット委員長のいとこ〉，
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G ・ムスターファ・カーン（国会議員）は A級の監獄， 残り 11人（Arbab S. 

Khan, M. R. B. Talpur, M. Hasan, A. Khattak, S. Ayaz, M. A. Hayat, 

Arb ab M. Hayat, S. Lodhi, M. Sharif, Amanullah Khan, A. Raza Khan）は

B級。

政府はこの措置をとった理二由として，治安を維持し，平和を保ち，国民の安全

と利益を守るための予防措置であるとのべている。

v各地でプット委員長逮捕に抗議一 プット委貝長逮捕のニュースがダッカに

伝わるや， ダッカの政治家筋にきびしい政府批判が出ている。 Hamidul Huq 

ChoもvdhuryPDM指導者は声明を発表，弾圧によって問題を解決することはで

きないとして政府の措置を批判， Abι1usSalam Khan PDM束パ執行委員長も，

弾圧するのではなく人民の問題を解決しようとすべきであるとして今回の措置を

非難しているQ

, NAP指導者2人逮捕一同パ治安維持法によりシンド NAP委員長 Baqar

Ali Shah氏が逮捕された。：－mH間拘禁される。ハイデラバードでは同じく NAP

ノ、ィデラバード地区書記長 HafeezQureshiが逮捕されている。

vラホール，ムルタンに集会禁止令 ブーツト氏がラホールからムルタンに汽

車で行く予定であったため， ラホーノレ駅に朝， 250人の学生が集まり，プット氏

が姿を表わさないため駅の信号機・パスなどに投石し，警官に追い払われた。ま

た，午後にはラホーノレ弁護士協会の M.Aslam Hayat氏がプット氏と共に逮捕

されたことに抗議して，弁護士50人が集会を聞いたが，これも解散させられ，ラ

ホーlレだけで‘ 5人が逮捕され，午後には刑事訴訟法 144条で、集会禁止令がけJされ

た。ムノレタンではプット氏歓迎のため駅に集った学生など1500～2000人が，プッ

ト氏が汽車にのっていないことを知ってあばれ！日し，警官と衝突，ラホーノレと同

じく集会禁止令が出された。

Vムーサ西パ知事，ラジオ放送一一一ムーサ西パ知事は13日早朝，プット委員長

ら15人が逮捕されたことについてスケジュール外のラジオ放送を行ない，もしわ

れわれがこうした措置をとらなければ，西パ全体が混乱するだろうとのべ，さら

に，もし逮捕された人々の支持者や仲間が法を破ろうとすれば，政府は彼等にき

びしい措置をとるだろうとのベた。

vシルク・ロード， 1969年6月より再開ーパキスタン政府は中国との協定の

もとに，中国の新瞳とパのギJレギットを結ぶ道路を1969年6月から再開すると発

表した。この道路はむかしシノレク・ロードと呼ばれていたもので，初めの夏は両
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国がそれぞれキャラパン（隊商）をくみ，荷物運隊用動物に荷物を運搬させる。

この道路を自動車用道路にするのは後のことであるO

14日 vカラチで NAPCモスクワ派〉書記長など10人逮捕一一西ノf政府は治安維持法

1960により， カラチで M ・ハク・ウスマニ NAP（モスクワ派）書記長， Lal 

Buksh Rindカラチ NAP地区副委員長， A Hshmi西パNAP書記長代理， Altaf

Azadカラチ NAP地民出版委員， NawazBhutto, Amir Faisal Durram, S. M 

Manzar （いずれも NAPのワリ・カーン派）， Zainuddin Khanカラチ NAP（ノミ

シャーニ派）委員長， AzharAbbas (Kishan Mazdoorグループ）， Zahid Ali 

Khanカラチ大学学生の10人を逮捕した。

Vハイデラバード，ムルタン，その他で野党指導者など大量逮捕ー←ハイデラ

ノミードでは NAP同地区前委員長 RasoolBox氏が治安維持法で逮捕され， NAP

指導者 HafeeQureshi, M. Baqar氏も逮捕された。ムルタンでは刑訴法144条違

反を理由に12人が逮捕され，ベシャワーノレ市で、 3人， Charsaclda警察区で4人，

Nowshera警察区で 6人， Hazara地区で14人， Abbottabadでは人が逮捕された。

vブット氏逮捕無効の訴え一一プット委員長逮捕を違法であるとして，同氏の

妻 NusratBhutto f虫色史が西パ高等裁判所に嘆願書を提出した。また， Mubbashar

Hassan, M. Khurshid Hasan, Arhab Sikander Khan (NAP Saτhadの委員長），

Hayat M. Khan 〔パ人民‘党ベシャワーノレ委員長）等々も西パ高裁に無効の訴え

を行なっている。

vブット氏ら逮捕への批判高まる一一一プット氏らEi人が13日未明逮捕されたこ

とについてヲパ各地で、政府への批判が高まっている。野党指導者ヌーノレノレ・アミ

ン氏は声明を発表，四パの人々の要求は警察や軍の力による弾圧によってではな

く政治的に解決すべきであり，まして素干の学生に発砲し，野党指導者を国防法

で逮捕するなどもっての外である，直ちに逮捕した政治犯をすべて釈放せよと要

求した。 MahmudAli ＰＤＭ書記長も声明を発表､最近の西パでの政府の弾圧政

策は現政府ポ人民から全く孤立してしまい，ぐらついていることの証拠である。

阿パで、起ったことは東パで、起ったことと同じであり， 1rI,I:J十iの民主勢力は貯を並べ

て）えわれた権利を獲得するために闘わねばならないヲ とのべている。その他，

A sad uzz:m1an Khan （京パ議会野党代夫）， Mukhlesuzzaman Khan Cl司会議貝），

Aleとm al-Razee （国会議員）， M. A 目立mad(NDF 束パ支部古記長），おhafiqul

lslam （’京パ MLC書記長）， s‘M. Ali (Jamaat党書記長〕等がそれぞれ芦明を

発表､政府を批判している。また､東パ学生連盟c日市Iふ東パ学生連合（日＇ SU-
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Menon 派），｜司（EPSU-Motia派）の委員長，書記長は合同集会を開き，政府に

全政治犯の釈放および大学の再開を要求するとともに， 11月19日を“抗議の日”

として政府運動をもり上げていくことをきめた。

vマクナマラ世銀総裁，訪パ マクナマラ tll：銀総裁は夫人および I.M. P. 

Carεillパ債権国会議議長， C.G. Melmoth世銀パキスタン課長など 3人と共に，

アフガニスタンからカイパノレill'巨を越え，陸路ペシャワーノレに到着した。パキスタ

ンには4日間滞在し，インドにむかう予定。

15日 vパ各地で、小ぜり合い ーパ各地で、政府の野党指導者逮捕反対の動きが出てい

る。丙パでは主要都市に刑訴法 144条による集会禁止令が出されているにもかか

わらず，各地でデモが行なわれ，それを解散させようとする警官との小ぜり合い

が起っている。ペシャワーノレではパ人民党事務所前で、デモを行ない， 7人が逮捕

され，弁護士など法律関係者・so人が 2～3グノレーフ。に分かれてデモ行進を行なっ

た。ラホーノレでも 300～400人の lawyerがデモを行なっている。ラホーノレで治安

維持法により逮捕されたものは35人に達している。カラチでは NAP主催の集会

が聞かれたが， 150人（主として学生〉が集まり， 26人が逮捕された。ムルタン

でも lawyerが抗議デモを行なった。 ムルタンでの逮捕者は78人に達したが，そ

の逮捕理由は集会禁止令違反によるもの 17人，鉄道駅破損によるもの30人， M.

S. Husain国会議員氏宅への投石によるもの 6人， G.Q. Khakwani両パ議員宅

への投石によるもの14人，郵便局への投石など11人となっている。

vマクナマラ総裁，ウカイリ蔵相らと会見ー←ー訪ノf中のマクナマラ世銀総裁は

イスラマパードでウカイリ蔵相，アーマッド計画委副議長と会見，パキスタンの

経済成長の実態およびそれに対する外国援助の必要性について話し合った。会見

後M ・M ・アーマッド計画委副議長は，今後5カ年世

せるだ、ろうとのベているO 会見にはP 世銀側から I.P. M. Cargill世銀南アジア

局長， C.G. Melmoth, Torgier Finssas, Steckhan氏らが出席，パ側からユサブ

外務次官， s・8・ジャブリ工業次官， G.Ishaque大蔵次官， Q.Islam計画局

長， 1 ・ A ・カーン経済問題担当官， M.Haq, S. Aziz計画委員らが出席したο

T 1968. 4～6月の国際収支 ，目68年4～6月の総合同際収支は 860万ルピー

の黒字で1968tfl～3月の 1億5180万ノレピーの黒字に比較し，黒字幅が減少して

いるものの，前年同期の6750万ノレピーの赤字にくらべ好転している。これは，貿

易・サービス赤字7億3870万ノレピーに対し，振替収支で 3億1750万ノレピー，資本

収入で4億2980万ノレピーの黒字のためで、ある。このため，バ中央銀行所有の金・
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ドノレ外貨保有高は4790万ノレヒ。ー増え， 8億 1640万ノレピーかち 8億 6430万ノレピー

C 1億8100万ドノレ〉になっている。 また，この 3ヵ月間にパは IMFに対し貸付

金返済として 1380万ノレピー，その手数料として 150万ノレピー支払っている。民間

の直接投資は長期資金で、4210万ノレピー，短期資金で820万ノレピーである。

16日 v西パ各地で、反政府デモつづく一一一商パ各地で、反政府デモがつづいている。ラ

ワ－；レヒ。ンジでは弁護士など法律家が政府の弾圧政策に反対， 4人ずつのグノレー

フ。に分かれ，クわループ。の聞を適当にあけ，プラカード（政治犯の釈放，自由の回

復，暗黒法の庇，r＿..，非常事態宣言の廃止などを要求している〕を持って抗議のデモ

を行なった。ペシャワーノレで、は学生などのデモがあり， 7人が逮捕され， Mardan

でも 500人を集めた集会が聞かれ， 1人が逮捕された。カラチでは全国学生連盟

NSF (Kazmi派）， Baloch学生組織主催の集会に学生など300人が集り， 14人が

逮捕されている。ムノレタンでも学生59人が逮捕された。

Vガファール・アユブ，学生に平静を呼びかけー ガファーノレ・アュプ（大統

領の息子，国会議員〉はカラチ回教連盟主催の集会で、演説，学生の純粋な要求は

心から支持するし，あらゆる方法でその要求が容れられるよう努力することを約

束するが，学生はその要求を平和的方法で，しかも学校の中で解決するようにし

なければならない，とのべたo

' パ回教連盟全国評議員会は1969年l月開催一一パ回教連盟幹事長 SardarM. 

Aslamは同連盟全国評議会を1969年 1月にダッカで開くことになろうとのべ，さ

らに全国評議員会では次期総裁・大統領候補の決定を行なうが，アユブ現大統領

の再選は全国回教連盟員の希望である，とのべているo

vマクナマラ総裁，アユブ大統領と会見一一 マクナマラ総裁はイスラマパード

にアユブ大統領を訪ね， 2時間に亘って会談した。会談後，同総裁は昼食会に出

席，大統領のほかワカイリ蔵相，アノレシャド・ブセイン外相，フィダ・ハッサン

大統領顧問， M・M・アーマッド計画委副議長， Oehlert駐パ米大使， P.Cargill 

世銀南アジア局長，マクナマラ夫人などが同席し，た。同総裁一行は昼食後カラチ

に飛び， M・ ラシッド・パ1+1央銀行総裁， Waheeclパ商工会議総裁，その他銀行

家，財界人と会談した。

vパ・ソ両国，ループール原子力発電所建設についての報告書作成議定書に調

EP－ーバ・ソ両国は，モスクワで、東パ・ノレープーノレ原子力発電所建設についての

報告書作成議定書に調印した。これは，ソ連専門家チームが最近行なったルーフ。

ーノレ原子力発電所建設計‘画調査の報告書で，パキスタン側からワスマニ原子力委
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員長など 3名が10H問ソ連を訪問した結果，調印に至ったもの。

17日 Vアスガル・力一ン前空軍最高司令官，アユブ、政権批判一一アスガノレ・カーン

前空軍最高司令官・前 PIA総裁はラホーノレのインター・コンチネンタノレ・ホテ

ノレで、記者会見，アユブ政権を強く批判した 1ページの声明を発表した。しかし，

この声明はどの新聞にも出ていない。この記者会見でアスガル・カーン氏は現政

権批判のため政界に入ることを明らかにしたが，どこかの政党に入るのか，ある

いは独自の政党をつくるのかについては明言していない。この点について同氏は

「もし必要ならわたしは政党に加入するだろう。しかし今のところそうした計

画はない」とのべている。また，同氏は「すべての良識ある人々が自由かつ進歩

的社会建設のために統一するよう訴える」とのべ，そのため全国を旅して多くの

国民に逢い，大衆集会で発言したいとのべている。アスガノレ・カーン氏は1957年，

英軍人 MacDonaldの後を次ぎ，パキスタン人として初めて空軍最高司令官にな

った人で， 1965年6月に退役，後 PIA総裁に任命されたが， 1968年辞任してい

fこ。

なお，アスガル・カーン氏の記者会見については， Dawn紙では触れられてい

ないし， PakistanObserver紙も19日の新聞に発表された（声明は22日付新聞に

発表されている〉。西パで、はイムローズ， P正1kistanTimesが若干触れているにす

ぎない。 NawaiWaqt紙はアスガノレ・カ｝ン氏の声明・質疑応答などを発表，

10万部発行したが引っぱりだこで，ヤミ市場では， 1部 1ノレピーもしているとい

う。 Jungはこの記者会見との関連で， MLCのMianManzar Bashir主催の昼

食会にプット氏夫人，アスガノレ・カーン， J.A. Rahim, Sardar Shankat Hayat, 

Javed Iqbal, Mian Bashiu Ahmedらが出席したと報じている。

なお， Nατvat・日勺qt紙（ラホーノレ・ラワーノレピンジ）は反政府系の新聞で，

政府は公社・準会社の広告を同紙には配給せず，また，同紙の学校，大学，補助

金機関，図書館，軍への配達を許可していない。

vアスガル・力一ン空軍中将・前空軍最高司令官の声明一一アスカ子ル・カーン

空軍中将・前空軍最高司令官はラホーノレで記者会見，アユプ政権を批判して政界

入りを表明したが，席上，以下のA明を読み上げた。

「わたしは長い間パキスタンの政治・社会・経済情況をみつめてきた。パキ

スタンでは汚職，身内びいき，贈賄，行政的無能が人々の生活と幸福を傷つけ

てきた。不平等，経済的格差が貧富の差をますます拡大してきている。こうし

た結果，多くの人々は政府の責任ある行政に対する信頼を失っている。法律や
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法令も，不可避的に悪影響をうけている。教育機関の混乱状態も，われわれの

青年，国家の未来に悪い影響を与えている。言論の自由，出版の自由もおさえら

れ， tit論の正常な発表さえ困難になっている。パキスタンの現状は，政府が権

力を維持するためには力による弾圧によらなければならない程になっている。

民主国家においては，現在の情況は政府が国民の信頼をうけている人にその席

をゆずらなければならないことを示している。しかし，現在の政府機構，その

哲学から考えて，こうしたことは起りそうもない。

このような情況のもとでは，国民に対し，組織され，訓練された方法で、国民

が自己の主張する権利を行使するよう広く訴える外に方法はない。弾圧と独裁

者との対決の闘いの中では，すべての善意の人々は統一し，自由で進歩的社会

建設のために働かなければならない。

わたしは充分慎重に考えた結果，われわれがもしわが国の直面している諸問

題の解決のために世論をまとめることに努力しないならば，われわれは市民と

しての義務を尽していないことになる，との結論に達した。わたしはすべての

愛国的パキスタン人に訴える。パキスタンが建国され，しかも，かくも露骨に

無視されてきた理想、の国のために，統一され，訓練され，かつ利己的でない方

法で闘うようにと。 （PakistanObserver 1968. 11. 22) 

Vダッカで NAP主催の大家集会一一ダッカで NAP（モスクワ派〉主催の大衆

集会が聞かれ，学生など非常に多数が参加した。集会では NAP（モスクワ派〉

西パ委員長 MahmudAli Kasuriが演説，西ノξの人民は現体制に反対し，現在の

大統領体制をかえて民主制にすることを望んでいる，独裁者は出て行かねばなら

ぬ，人民の主権が回復されねばならぬ，とのベた。さらに，西パの問題に触れ，

全国パで反政府デモが行なわれている，学生・市民は民主的方法でデモンストレ

ーションをしている，われわれは民主主義を信じており，力を欲してはいない，

とのべている。集会は NAP東パ委員長・ M uzaff ar Ahmed議長の干‘に行なわれ，

NAP 執行部からの挨拶があった。

M. Ahmed委員長は野党組織の統～ゐの急務を訴え，とくに，その第 1歩として

NAP （モスクワ派）と AL( 6 !ff fl派）の統a の必要性を強調した。

集会の決議は以ドの通り。

①東西経済格差の是正，③プット氏，ワリ・カーン氏などを含む政治犯の釈

放，③全野党の最少限綱領による統一，④議会民主主義および普通成人選挙の

復活，⑤東パの完全自治，西ノミ 1州の打破，⑥非常事態宣言およびバ国防法の
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廃止，⑦SEATO,CENTOからの脱退，パ・米条約の廃止，独立・中立外交

政策，⑧東ノミへの効果的洪水対策，⑨ダッカ大学の再開。

vラワールピンジの学校全面閉鎖つづく一一一政府は，ラワーノレヒ。ンジの全学校

（私立・公立とも〉の閉鎖を継続すると発表した。スックーノレでは小学校だけ18

日から再開，高校・大学は閉鎖のまま。グジャラートには2ヵ月の集会禁止令が

出されている。ベシャワーノレでは集会禁止令違反で 6人が逮捕され，マノレダン，

ラノレカナでも 500人の学生および人民党が集会を聞き，ジェラム地区には集会禁

止令が出された。

v周恩来首相，アユブ大統領に書簡 周思来首相はパの中国大使館を通じて

アユブ大統領に書簡を送り，ベシャワールでの同大統領狙撃失敗に対して祝辞を

のべた。また，最近の西パキスタンの騒乱およびこの暗殺事件について，これは

反動勢力がっくり上げたものであるとの評価をしている。（但し Dαwn紙のみ〉。

vウカイリ蔵相，世銀援助増額を楽観視ーーウカイリ蔵相はカラチで記者会見，

マクナマラ世銀総裁の訪パについて，要旨以下のようにのべている。

① アユプ大統領がマクナマラ総裁と会見したとき，大統領は世銀に対し東

パ洪水対策に対する援助を要請した。援助の内容は具体的対策の前の調査実施

についてであるが，同総裁はこの援助を実現するよう努力すると思う。

③ 世銀は今後もパキスタンに対し年々増加する規模での援助をつづけると

思う。世銀総裁はパ側と話し合った際，このことを保証している。

③ 総裁はまた， IDA資金の援助も増加させることを保証している。

④ こうした世銀援助増加の理由はパキスタンが援助資金を最も有効に使っ

ているからである。世銀は農業，家族計画，教育とくに技術教育の分野への援

助に関心をもっている。

Vマクナマラ世銀総裁，インドのデリー着。

v世銀の対パ援助一←世銀は1961年8月以来， 1968年6月末までに16億3千万

ノレピーの借款を供与， 3千万ノレピーのパキスタン・ノレピー借款および3億3千万

ノレピ｝の外国借款の保証をしている。借款の供与先は種々で，綿織物，ジュート

製品加工，運輸，農産物加工，化学工業，工作機械，皮革加工，ホテノレ，映画館

など多岐に亘っている。

Vループール原子力発電所建設費用に関するソ連との話合いは来年2月一一ウ

スマニ原子力委員長はソ連から帰国してカラチで記者会見，東ノfのノレープーノレ原

子力発電所建設費用およびその援助に関するソ連との話合いは， 1969年2月から
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開始されるだろうとのべた。また， 3月には原子力の平和利用についての話合い

がはじめられる予定で，その前にパキスタン側から原子力関係の技術者2名をソ

連に派遣することになっているとのべた。ループーノレ原子力発電所は 400MWの

大型発電所で，東パ WAPDAが担当する。

18日 Vダッ力，クールナで弁護士など抗議デモ一一一ダッカ弁護士会主催の抗議デモ

が行なわれ，弁護土など法律関係者多数が， 「政治犯の釈放」 「弾圧反対J 「非

常事態宣言，パ国防法廃止j 「議会民主主義復活J 「われわれに自治を与えよj

「洪水問題解決J 「独裁打倒j等々のプラカードを手に，市の中心をデモ行進し

た。デモにはダッカ弁護士会の SyedAzizul Huq会長が先頭にたち，その他，

Abdus Salam Khan東パ PDM委員長，AzizulRahman国会野党副指導者，Abdul

Huqダッカ弁護士会書記らも出席した。デモの後， S.A. Huq会長が演説， 「わ

れわれ弁護士は民主主義が復活，普通成人直接選挙の確立，非常事態宣言の廃止

をめざして闘う。また，すべての政治犯，最近西ノξで逮捕された人々を直ちに釈

放するよう要求するJとのベた。

クーノレナ，パリサ－；レでも同じく弁護士会主催の抗議デモ集会が聞かれ，プッ

ト氏，ワリ・カーン氏などの釈放を要求した。

v野党の政府批判一一西パで、の野党弾圧に抗議して野党の政府批判がつづいて

いる。 16日には PDMの緊急中央執行委が聞かれ， Jamaat党も中央執行委を聞

いて逮捕者の釈放を要求し， NAPも委員長・書記長などを逮捕され，その釈放を

要求する決議を発表している。また，18日にラホールではMLCの委員長Daultana,

Sardar S. Hyat Khan PDM執行委， C.M. Hussain Ghatha, K. M. Saf dar両

パ議会野党指導者， S.M. Zafrullah, M. A. Khaliqueが連名で抗議文を発表，

政府がこのように野党の発言をおそれるのは，現在の独裁政治が全く不人気であ

ることを知っているからであるとのべている。

一方，学生側も政府への不信・批判を強めている。ラワーノレヒ。ンジで、はすべて

の学校が無期限に閉鎖され，学生寮も閉鎖された，このため寮に入っていた殆ど

の学生は行く場所を失ってしまった。学校側による無期限の学校・学生寮の閉鎖，

学生組織が反社会的行動はとらないから学校を再開して欲しいとの要求に対する

政府の無視，等々は，学生の政府への不信感を深め，政府が学生の要求を同情的

に見ているといっても，学生側はそれを本当とは受け取っていない。

V東パ人民党書記長，野党統一を訴え一一東ノξ人民党 MoulanaN uruzzaman 

書記長は西パでの野党弾圧に抗議し，全野党，民主勢力に対し，憲法に保証され

一（370）一一288ー



パキスタン（11月〉

た行動を通じ，全勢力が統一して行動を起そうと訴えた。

vクェッタ学生，暴力排除決議一一クェッタの 9学生連合は合同集会を聞き，

学生の一部が暴力を使ってその主張を通していることを非難，全学生に対し，要

求を平和的方法．で

動はさけ，外部勢力に利用されないようにするよう訴えた。こうした学生の動き

はすでにラワーノレピンジにも出ており，ラワーノレピンジでは 5大学の学生指導者

が StudentsAction Committeeを結成，全学生に対し暴力排除を決議している。

vパ外相，カシミール問題での立場を明示一一フセイン外相はカシミーノレ問題

に対する政府の立場について国際問題研究所で演説，要旨以下のようにのベた。

(1) パキスタン政府はこれまで同様，カシミーノレ人民の民族自決権を支持し

ており，条件があれば国連安保理に提出するつもりである。カシミーノレの民族

解放の闘いは強化されねばならない。野党のある人はパ政府のカシミーノレ問題

についての態度を非難しているが，これは民族解放の闘いを弱めるものである。

(2) インドはジャム・カシミール問題を凍結し，忘れさせ上うとしている。

インド政府の“不戦条約”提案も同じ趣旨から出ている。しかし，この試みは

成功しないだろう。アユプ大統領は不戦条約の提案について，両国の紛争の解

決を条件としている。アユブ大統領は両国の紛争解決のイニシアチプをとろう

としている。しかし，パキスタンの利益を取引の材料にしていない。

(3) パの外交政策の基本は“相互主義”であり，すべての国とパランスのと

れた関係を持つことにある。中国，ソ連との関係もこの相互主義によっている

のであり，アメリカとの関係もそうである。

(4) アフガニスタンは最近，再び反パキスタン・キャンベーンをしている。

しかし，われわれのパタン族をアフガニスタンに引きつけようとする試みは失

敗するだろう。

v北鮮にカラチ商工会議所総裁訪問 カラチ商工会議所総裁YusufH. Shi-

razi氏は北鮮を訪問， パ・北鮮両国の貿易拡大について話し合った。北鮮代表

はBakChang Ho商務相で，同氏はパキスタンから岩塩，クローム鉱，原綿，ジ

ュート，綿・ジュート製品，スポーツ用品，医薬品，外科用器械，運輸用資材，

小銃等々を輸入し，鉄鋼，銅製品，金属・鉱物，肥料，化学製品，機械類，等々

を輸出したいとのべている。

Vポーランドからなめし加工専門家訪パ一一ポーランドから皮のなめし加工専

門家がダッカに到著した。これはポーランドが東ノfの近代的なめし加工工業建設
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に関する技術援助の可能性をさぐるためで，東パ商相 DewanAbdul Basithと会

見している。ポーランド代表はなめし加工に関する話合いのほか，余剰糖蜜の利

用等についても話し合った。

19 8 Vアスガル・力一ン，西パ高裁弁護士団と会談一一アスガル・カーン前空軍最

高司令官はラホールで西パ高裁弁護士団と会談した。同氏は，現在のパキスタン

の状況は非常に重大な危機にあり， ドラスチックな行動が必要であるとのベた。

また，非常事態宣言がつづいていることについて， 「この宣言は対外的に重大な

脅威があるとき，あるいは対内的に重大な事態になったときに適用される。現在

パキスタンが対外的に重大な脅威をうけているか，私は適切な情報をもっていな

いのではっきりいえない。しかし，もし重大な脅威があるとするならば，政府は

それに対処するため手を打たねばならないだろう。もし脅威ありというのなら市

民軍の結成を提案する。国内政治についていえば，最近の西ノfの状況は，政府が

自らの政権を維持するために自ら作り出したものである」とのべた。さらに，同

氏は「今年春，大統領病気のとき，憲法は完全に無視された。大統領の病気とい

う状況でとるべき措置は憲法上規定されているにもかかわらず，この措置は払い

のけられたのである。わたしは閣僚の誰1人としてこうしたやり方に反対し辞任

しなかったことを残念に思っている」「政府は最近10年を繁栄の10年としている。

しかし，非常事態宣言はつづき，責任ある人々が牢につながれ，基本的人権は制

限され，パクトニスタン運動もなくなっていない。こうした現状で、は，この10年

は何ら誇りうるべきものでもないし，このまま10年もすれば，パキスタンはなく

なるだろう。わたしは 1昨日記者会見した。会見の席上には記者30人が出席した

が，そのうち，新聞にその内容を発表したのは 1紙だけだjとのベた。また，弁

護士会長はアスガル・カーン氏が基本的人権回復のための闘いに参加することを

歓迎するとのべた。

なお，アスガノレ・カーン氏はラホールに AzamKhan大将を訪ね，あるいは数

人の野党指導者と会見， BBCとのインタビューにも応じている。同氏のホーム・

タワンは Hazara。

vカラチで法律家のデモ一一カラチで約400人の弁護士など法律関係者が抗議

デモを行なった。カラチは集会禁止令が出ているため，デモは4人 1組となって

プラカードをもち，組と組の聞を十分にとって行なわれた。ラワーノレピンジでは

人民党員約30人が市内をデモを行なった。デモはトラック，ジープあるいは徒歩

で，警官多数がこのデモをはさみうちした。パリサノレでも同様法律家のデモが行
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なわれたo

v東パ学生“抗議の日”一一束ノξ学生組織主催の“抗議の日”のきょう，東

パ学生連合 EPSU (2グループとも〉， 東パ学生連盟 EPSL （委員長 Mafizur

Rahman), Pakistan Islami Chhatra Shanghaなどの主催による抗議集会，デモ

が行なわれたo

vダッカ大学学生連合選挙一一ダッカ大学学生は21人のクラス代表を選挙した

が，このうち19人は東パ学生連盟（EPSL）に属し， 1人は独立，他の 1人が東ノξ

学生連合（EPSU）の二派で争われた結果選出された。ダッカ大学学生連合の役員

は，副委員長 AbuZahed Selim，書記長 ShahedReza，書記 AbudHossain, 

R. Hassain, Abbas Ali Sikder, M. Huq, A. Quayum, H. Rashid0 

vシャハブッディン情報相，野党非難 シャハブッディン情報相はベシャワ

ールで、記者会見，最近の学生デモおよびその背後で学生を利用している野党勢力

を非難，政治的混乱は政治問題解決にとって何ら有効な解決にはならないとのべ，

さらに「国民は学生を自分の子供達だと思っている。彼等が利己的目的を追求す

る野党によって利用されることは非常に悲しいことだ」とのべた。

V力ラチ行政・都市委員会設立一一一西パ知事はアユブ大統領の承認のもとにカ

ラチ行政・都市委員会 KarachiAdministration and Metropolitan Committeeを

設立，委員長に AkhtarHusain元西パ知事，事務長に HusainHaider西パ政府

次官補が任命され， HabibIbrahim Rahimtoola氏ら 6名の委員も任命された。

委員会の任務は以下の通り。

① 難民およびスラムに住む人々の問題を検討し，その居住改善の方法を勧

告する。

② 行政合理化の方向・方法を勧告する。

③ 地方行政長官の地位，機能，権力についての勧告。

④必要に応じ，地方行政の，地方長官，地区行政官，警察， SSP，市長等

への権限の移譲についての勧告。

⑤ 地区（Sub-Division）の警察区・市行政区への再編についての勧告。

⑥心要に応じ，警察官，市長の権限の拡大についての勧告。

⑦ 地方行政長官と公社，準公社との関係（市の発展，保建・衛生，水，運

輸等〉についての勧告。

⑨ 政府役人に対する住居の確保についての勧告。

v中国，パに船賃引上げを申し入れ一一一中国はチッタゴン，カラチ等からのバ
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船舶による中国むけ荷物の船賃を，カラチからの場合トン当り40シリング引き上

げ， トン当り90シリングを 130シリングに，チックゴンからの場合トン当り46シ

リング引き上げ， トン当り 70シリングを 116シリングにするよう申し入れた。こ

の申し入れと同時に，両国が共同で船を運行し相互に利益をあげるよう提案して

いる。そしてパ・中両国間の船の就航を毎月定期的に行なうよう提案している。

20日 vパ代表，国連総会で中国の加盟支持一 バ代表アガ・シャーヒ氏は国連総会

で演説，中華人民共和国の権利を回復することを強調，国連総会が決めるべきこ

とは， 7億の人口をもっ中国が国連でその権利を行使するかどうかに決定を下す

ことだけであるとのべた。また， “二つの中国”については，パキスタンはこの

考え方を不法，不正，非現実かっ国際平和にとって危険でさえあると考える，と

のべたo

vヤーヤ・力一ン訪中軍事使節団帰国一一一ヤーヤ・カーン陸軍最高司令官を同

長とする訪中軍事使節団は， 14日間に亘る中国訪問を終え，帰国したo

vインド，米政府に釈明要請一一インド政府は米政府に対し，アメリカがトノレ

コを通じて，パキスタンに戦車を売却したという情報について，その真偽を釈明

するよう要求した。アメリカの新聞は，ワシントンが戦車売却を許可したと報じ

ている。

Vチェコから発電機2基一一西パ水力開発局はマングラ・ダム発電所のため，

チェコからタービン発電機2基（いずれもlOOMW）を購入する契約に調印した。

資金は2千万ノレピーで，チェコの援助資金で、まかなわれる。マングラ発電所は 1

千MWまでの発電を行なう計画で，すでに lOOMWの発電機3基が稼動し， 1基

が据付工事中であり，チェコからの 2基が稼動を始める1971年には 600MWとな

る。チェコ側の契約者は Skodaexport。

vパ初の機械工場，操業開始一ーパキスタン初の機械工場 Pakistan Machine 

Tool Factoryが，ムーサ西パ知事を迎えて開所式を行なった。この機械工場は

WPIDCが資本投下して行なったもので，総費用11億6600万ノレピー，カラチから

17マイノレはなれた Landhiにある。これは WPIDCの重工業部門で2番目に大き

いものであり，資本財工業としては4番目のものである。機械工場の設備は，一

部分フランス・スイス・イタリーから，また，一部分はソ連・中国から購入して

いる。生産物は工作機械， トラクター・ジープなどのギア・ボックスおよびアク

セルなど。年生産目標額は 1億1620万ノレピーで， 5千万ノレピーの輸出を見込んで

いる。工場が使用する原料は輸入（Jf4千万ノレピーの見込〉で，原料のうちタン
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グステン・カーバイド・チップはトノレコから輸入する。

21日 Vアスガル・力一ン， BBC記者を会見 アスガノレ・カーン空軍中将はラホー

ノレで BBC記者と会見，質問に答え，要旨以下のようにのベた。

(1) （次期大統領選に出馬するかどうかとの質問に答え〉 野党の大統領候補

者は野党自身によって選ばれねばならない。私自身に関してはまだ何も決めて

いない。

(2) 私が政治活動に入ったのは世論を動かしてすべての政党が自由に活動で

きる政治情勢をつくるためである。ノミの国内情勢はますます悪くなっており，

政府は国民に十分な食糧も供給できず，国民の信頼を失っている。野党指導者

の大量逮捕は事態を悪化させるにすぎない。私はいまのところどこかの政党に

入るつもりはない。今は情勢を見ている。

(3) （パの外交政策についての質問に答え〉 外交政策はその国内政治によっ

て支配される。国内問題が解決されぬ前に外交政策についていうのは正しくな

し、。

(4) 私は大衆に語りかけたいと思う。私は弁護士会や刑訴法 144条の出てい

ないところでの大衆集会で演説するつもりだ。

'NAP Cモスクワ派）から党員50人脱退一一一NAP（モスクワ派）の Wazirabad

支部では党員50人が脱退，一部は MLCに加入，一部は PMLに加入するという。

すでに同支部の役員SheikhM. W. Jaali, M. Ishratが脱退， Jaali氏は MLCに

加入する一予定。

vパ・イ次官級会談について一一インド放送によれば，インド政府がバ政府に

送ったという書簡の中で，インドはファラッカ問題に関するパ・イ次官級会談を

12)] 9日からニュー・デリーで聞きたいと提案している。パキスタン側はこの次

官級会談が政治段階での話合いに通ずると解釈している。世銀総裁もまた，パキ

スタンの立場を支持しているという。

V東パ物価上昇 最近，再び、東パ各地で、の物価上昇が目立つている。ダッカ

市場での玉ネギの価格は非常に高くなり， 1シーア1.75～1.62ノレピーにもなって

いる（この 5月には 62パイサであった〉。ジャガイモも値上りし， 1シーア 2～

25ノレピー，バナナも 4本で、50～62パイサ（ 5月には25～37パイサ）となり，ケロ

シンも値上り，上質のもので 1缶9.751レピーにも達しているO

22日 vアスガル・力一ン，ラワールピンジ弁護士会で、演説一一一アスガル・カーン前

空軍最高司令官はラワーノレピンジ弁護士会で演説，要旨以下のようにのべている。
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あのイギリスでさえ平和的運動によって追い出されたのだ。まして，今のパ

キスタンで，大衆の運動により，現政府をかえられないという理由はない。わ

たしはそれが長くかからないことを希望している。現政府は国民の運命に殆ど

関心をもっていない。パキスタンの人々は弾圧と不正と階級差別と富の分配の

不平等によって苦しめられ，欲求不満で変革を求めている。もし種々の考え方

をする人や異った政党が統一しなければ，満足すべき結果は生じないだろう。

政府は出版の自由をおさえ，しばしば刑訴法 144条による集会禁止令を出して

反対勢力の活動を禁止している。今度の選挙には自由な選挙活動ができるよう

要求する。わたしはパ国民，とくに法律家に対し，彼らの闘争を組織，政府に

対し規律ある，合法的方法で圧力をかけるよう訴える。

カシミーノレ問題については，パキスタンの安全を脅かすことなしに解決する

ことができる。その第1歩はパ側カシミーノレに完全な民主主義を復活すること

である。これはインド側カシミーノレの人々を勇気づけるだろう。バ政府はその

声明にもかかわらず，カシミーノレ問題を真険に取り上げるつもりはないのだ。

パクトニスタン，シンディ，パノレチ，東ノfキスタンなどの地域的問題は，政府

の慎重な新聞統制にもかかわらず，もう一般に広がっている。

V西パ政府，常設労働委員任命一一西ノξ政府は労働に関する法令の改定・立案

のため， 12人からなる常設労働委員会（StandingLabour Committee）を設置，

そのメンパーを任命した。メンパーは雇用主，労働者，政府の 3者からなる。労

働者代表は M.A.Khatib全パ労働組合全国連盟（APNFTU）委員長， M.Sharif 

全国労働組合連盟（NFTU）委員長， S.Mueenuddinパ運輸労働者連合（PTWU)

委員長， M.Siddiqi西パ労働連盟（WPFL）書記長の 4人。雇用主代表，政府代

表とも各4人。

Vペシャワールの米軍基地撤退は 1969年 1月から一一駐パ・アメリカ大使

Oehlert氏は訪パ米ジャーナリストの質問に答え，ラワーノレピンジで「ペシャワ

ーノレのパダベノレ米軍通信基地撤退は1969年 1月から開始する」とのべた。同基地

は1969年7月17日付で契約期限がきれ，パ政府は契約更新あるいは期間延長をし

ないと発表している。

vパ， ドル・ポンド以外の外貨交換停止 バ政府はドノレ・ポンド以外の外貨

のパキスタン・ノレピーとの交換を停止した。これはヨーロッパの金融危機に関連

してとられた措置で、ある。バキスタンはヨーロッパでの危機を慎重に検討し，フ

ランの切下げ，マルクの切上げという事態が起った場合，パキスタン経済にどの

一（376）一 -294-



パキスタン（11月〉

ような影響が生ずるかについても検討している。カラチの金融筋はフラン切下げ

の可能性については意見が2分している。というのは，もしフランが切り下げら

れればポンドも追従せざるをえまいし，それはドノレf剖換を深刻なものにするとい

う見方があるからである。しかし，フラン切下げがポンド・ドノレに波及しない限り

パキスタン経済に悪影響はないというのが一致した見方で、ある。

23日 vアスガル・力一ン， PDM加入の噂否定一一アスガノレ・カーン前空軍司令官は

ラワーノレピンジで記者会見，一部の新聞がアスガノレ・カーン氏は PDMに加入し

たとの噂を否定，同時に，近い将来，プット氏の人民党やその他野党に加入する

つもりはないとのべた。また，アスガノレ・カーン氏は政界入りを発表する約15日

前にプット氏と逢い，最近，アザム・カーン将軍にも逢ったが，政治については

話し合わなかった，とのべた。今後の行動については24日から西パ各地を訪ね，

集会禁止令の出されていない所では大衆集会の席で演説するつもりであるとのべ

た。束パには12月10H以降訪問の予定で，東パの人々の不満の原因は，西ノ句通ら

の人々が過去10年間この国を支配し，東ノfの人々がそれに替れる希望は全くない

ことだとのべ，次期選挙で，もし野党が選挙の不正を理由にそのボイコットを決

めたらどうするか，との質問については，回答をさけた。

T PDM, 12月2日から西パ一斉に抗議デモ一一PDMは12月2t=:Iから始まる 1

週間に，西パ各地で、一斉に抗議デモを行なうことに決定した。デモを行なう所は

ベシャワーノレ，ハイデラバード， ラワーノレピンジ， ムノレタン， ラホーノレ，カラチ

など34市。

V法律家行動委員会， 29日を抗議の日と決める一一ラホーノレの法律家行動委員

会は11月29日を抗議の日と決め，全国の弁護土会に対しその準備を進めるよう要

請LfこO

vラホールで抗議デモ パ人民党主催の抗議デ、モがラホーノレで行なわれ，約

200人の党員が参加した。中にはプノレカをかぶった女性数人もまじっている。 1

人の女性は「プット委員長の逮捕はアメリカの陰謀であり，政府が米帝国主義に

屈服したと同じである」とのべた。 Wazirabadでも人民党員・学生などの抗議デ

モが行なわれ，東パで、はラングプーノレ，ボグラでも弁護士会を中心に抗議デモが

行なわれた。

v東パの輸出，輸送Iこ悩む一一束ノfの食品工場は数ヵ月前，中近東からビスケ

ットの注文をうけ，生産して輸出できる体制にあるが，船腹不足のためチッタゴ

ン港からの積出しができず困っている。そのため，製造工場はカラチまで、輸出品
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を送り，カラチで大型船に積み替えざるをえなくなっているO しかしこうした方

法では船賃が高くつくだけでなく，荷揚げ，荷おろし，通関手数料をとられるこ

とになり，非常に不利になるという。また，セイロンとの貿易の場合，チックゴ

ン・コロンボの距離はカラチ・コロンポより短いにもかかわらず，船賃は前者の

方が高くきめられている。東パ貿易業者は，これまでしばしばチッタゴン・コロ

ンボ問の船賃引下げ，チッタゴンから東アフリカ，中近東への定期的船便の開設

を要求している。

v世銀，東パ洪水対策計画に援助か 束ノごを訪問中の世銀東南アジア局長 I.

P. M. Cargillは束パ M.N. I-Iuda蔵相と会談，世銀は原則的にはパ政府の洪水

対策計両を承認しているとのベた。

24日 'NAP Cパシャーニ派）執行委聞く一一NAP （パシャーニ派）執行委が聞か

れ，政府の弾圧政策に反対するため野党の統‘行動を行う可能性について話し合

い， PDM,NAP （モスクワV-K),AL ( 6項目派入人民党と NAP（パシャーニ

派）が統一行動を行なうための話合いを始めることに決めた。

v石油採掘にソ連援助継続一 ぇゾ連・パの石油採堀援助協定はこの12月末で期

限がきれるが，この協定を継続することに合意した。ソ連の援助により，すでに

ソ連の技術者 150人がパキスタンでの石油採堀に従事し，東パで 3,r§＇ノfで、 4'

計7ヵ所での石油開発を行なっている。

v世銀，手lj子率を6.5%から7.5%に引上げか －－－ Dαwn紙の伝えるところによ

れば，世銀は貸付金利子率を現行の6.5%から7.5%に引き上げるよう検討中であ

る。これはマクナマラ総裁とパキスタン政府との話合いの中で示唆されたものO

世銀は今年に入ってから 2度も利子を引きとげている。初めは 6%から6.25%に

次いでR月には6.5%になっている。これは世銀が先進国から年5.5%の金利で資

金を集めなければならないためで，この 5.5%にさらに手数料 1%，手持基金の

ための 1%を加え， 7.5%の金利をとらないと世銀は資金を貸し付けられなくな

るという。しかも，国際会融市場での金利は上昇傾向をたどり， 5.5%の金利で

も困難になってきており，したがって援助資金は少なく，援助条件はきびしく，

という状況になりつつあるという。これはパキスタン経済にとっても非常な問題

で，年々の返済額は 1億 3千万ドノレ， 1968/69には 1億5千万ドルとなり，その

外貨収入に占める割合は16%になるとみられている。

25日 T PDM主催“抗議の日”，西パ各地で、大規模なテ、モ PDM主催“抗議の口”

の251::1，両パ各地で、反政府デモが行なわれた。

一一（ 378）一 296 



パキスタン（11月〉

ラホール： 5万人以上が抗議集会に参加， PDMのN・N・カーン委員長， C・

M ・アリ Nizam党委員長，ダワルタナ MLC委員長・， M. M. Tufaial Jamaat党

委員長， K.M. Ra五qAL代表， S.M. Sabir J afry西パ PDM書記長などが演

説した。集会後， PDMは街の中心をデモ行進したが，集会禁止令が出されてい

るため， 3～4人1紐となり， 2～3メートノレの間隔をおいて整然としたデ、モを

行なった。 しかし， デモ行進をする人々と見物の人々とが入りまじり， あるい

はPDM指導者の意図に返して，街の中心ではデモをしている人々が大声でスロ

ーガンを叫び，デモ参加者も PDM参加党員と決められているにもかかわらず，

人民党， NAPの党員・支持者・学生などもデモに参加，混乱を見せた。デモ隊

の一部は2台のパスに火をつけたため，－r1r当局は市内のパス運行を中止した。

カラチ：カラチでも集会禁止令が出ているため， 3人 1組になり，プラカード

をもち， 2～3メートル間隔で、デモ行進を行なった。デモは延々 1マイル半にも

豆り，主催者の注意にもかかわらず， “民主主義の復rt" “大学法廃止” “政治

犯釈放” “学生の要求を認めよ” “大学の再開”などのスローガンを叫んで気勢

をあげた。鉄かぶとに身を固めた警察官が要所を回めていた。

その他，ラワーノレピンジ，ジャコパバード，ハイデラバード，スックーlレ，パ

ハワノレナガノレ， リアノレプーノレ， シアノレコット， ムルタンなどでも PDM主催のデ、

モが行なわれた。パトワルナガルで、は学生など 2千人がデモを行ない，！駅に入っ

て窓などをこわしたため，？警官隊が催涙5lf－を発射，デモを解散させた（同地には

集会禁止令が出されていない〉。

T NAP, 29日に抗議デ、モ一一西パ NAP（モスクワ派〉はラホーノレで緊急執行

委を開き， 11月29!3に NAP主催の抗議集会・デモを行なうことに決定すると共

に，以下のような決議を行なった。

(1) 学生に対する政府の弾圧政策は不正で、あり，逮捕した学生の即時釈放を

要求する。

(2) ワリ・カーン，プット，ウスマニなどの，逮捕した野党指導者その他政

治犯の釈放を要求する。

(3) アスガノレ・カーン前空軍最高司令官の政界入りは歓迎すべき動きであり，

民主主義復活の闘いのためにすべての退役軍人がアスガル・カーンに従うよう

呼びかける。

(4) NAPは PDMはじめ他の野党と統一し，現政権への反対闘争をすすめ

る準備がある。というのは，個々の政党の活動だけでは反政府運動は効果的な

月
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結果を生まないからである。

Vパ人民党員，逮捕一一スックールのパ人民党員 M.Ali Bhuttoは，西ノミ治

安維持法で逮捕された。

v教育相， 大学法改定を示唆－K.A. Haque教育相はラワーノレピンジで記

者会見， Hamoodur Rehman委員会の勧告に従い学位失効を決めた大学法の改

定を示唆した。

26日 V東パ前高等裁判所長官， アユブ政権批判ー←一束パ前高等裁判所長官 S.M. 

Murshedはダッカで声明を発表，アユプ政権の政策を批判し，今後は政界で活躍

するとのべ，さらに，現在のところ，政党に入るつもりも新しくつくるつもりも

ないとのべた。同氏はまた，政府に対し，すべての政治犯を釈放し，地方自治を

確立し，直接普通選挙を実現し，表現の自由・出版の自由を確保し，教育機関の

閉鎖を解くよう要求するとともに，国民に対しては統一して悪に対して闘うよう

訴えた。

vアスガル・力一ン，ベシャワール着一一一アスガル・カーン前空軍最高司令官

は， 3日間に豆り北西辺境区を訪問するためペシャワールに到着した。ベシャワ

ーノレで、は野党，学生，婦人など多数がアスガノレ・カーン氏の訪問を歓迎した。同

氏は Neelahホテルでの歓迎会で演説，全野党が統ーして共通の目的のための闘

いをすすめるよう訴え，さらに，学生に対しては統一し組織して闘争をつづけ，

政府が政策をかえるよう圧力をかけるべきだとのべてた。

' AL, NAP Cバシャーニ派〉と統一について会見－AL(6項目派）書記長

代理 MizanurRahmanはダッカに NAPパ、ンャーニ委員長を訪ね，現政権への

反対運動を統一して行なうこと，来るべき選挙に対する態度などについて話し合

った。 NAP（パシャーニ派）の東パ書記長 M.Toahaは同日記者会見， NAP 

は東パ農民組合 KrishakSamity，東パ労働連盟 SramikFederationと共に東パ

全域で反政府運動を盛り上げると発表した。

vスチュアート英外相，訪パ スチュアート英外相は夫人および随員20名と

共に， 6日間の公式訪問のためカラチに到着，カラチ空港で記者会見，今度の訪

パはパキスタン国籍をもっ人の移民問題およびその他重要な国際問題，貿易問題

等について，アユブ大統領はじめ政府首脳と話し合うためであるとのべた。

27日 , Qaiyum Khan, MLCより脱党一一回教連盟評議会派MLC指導者で前 NWFP

首相の K.A. Qaiyum Khan氏はペシャワーノレで聞かれたアスガノレ・カーン空

軍中将の歓迎会で， MLCから脱退することを発表， アスガノレ・カーン氏の政界
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入りを強く支持，現在のように野党がいくつもに分かれていることはよくないの

であり，わたしはアスガル・カーンと共に，野党が統ーして闘争できるまで待つ

だろうとのべた。また，われわれは野党が個人的活動をやめ，混乱とアナーキー

にならぬよう統一行動をとる必要がある，とのベたo

vパハワルプールで，デモ隊が与党事務所をしゅう撃一一ノξハワノレプーノレで学

生など 2千人が反政府デモを行ない，政府与党の回教連盟事務所をしゅう撃，建

物に火をつけた。この事件で数人が逮捕された。

Vベシャワールで学生と警官衝突一一一ペシャワールで、学生（主として高校生〕

が抗議集会・デモを行ない，一部学生が信号機に石を投げてこわし，あるいは郵

便ポストを壊し，家燥計画の広告ネオンを破壊するなどしたため，警官と衝突，

警棒で打たれて多数が負傷した。ラワーノレヒ。ンジでも学生デモがあり，警官多数

がアメリカ文化センターを護衛した。

Vアユブ・スチュアート会談 訪パ中のスチュアート英外相はラワールピン

ジにアユブ大統領を訪ね，約 1時間に亘って英連邦の将来，最近の金融危機，ロ

ーデシア問題等にって会談した。パキスタン側の出席者はアノレシャド・フセイン

外相， Yusuf外務次官，実側は D.J. D. Maitland秘書お上び駐パ英大使 Cyril

Pickardである。なお，スチュアート英外相はアユブ大統領との会見に先だって

フセイン外相とも会見している。この会見には Yusuf外務次官のほか，外務省

から Farooq,S. M. Qureshi, I. Husainの3局長，英国担当局長が出席した。

v世銀，西パ道路建設に3500万ドjレ援助一一世

ドlレの援助を供与するだ、ろうと発表した。これは，西パに 2ノ、イウエ一， 3カ年

f彦理計画，西パ・ハイウェ一部門スタッフの機構改革および訓練などに使用され

る。ハイウェーはラホーノレニリアルプーノレ，ラホーノレ＝サJレゴダの2本。世銀の

条件は10年据置き30年返済，利子率は6.5%。

v中国貿易代表団， 12月末に訪パ一一ガファール・カーン商相は，中国貿易代

表団が12月末にパキスタンを訪問しようとのべた。団長は外国貿易副大臣になる

という。

28日 v人民党， NAP主催“抗議の日”一一人民党および NAP主催“抗議の日”の

きょう，西パ各地で抗議集会・デモが行なわれた。集会・デモには Ulemaや労

働組合員も参加した。ラホーノレではデモの通る道の店はすべて閉められ，デモ隊

は3～4人で 1グループとなり，手にプラカード，旗などをもって行進したが，

次第に道の両側を埋めた群衆と入りみだれ，デモ隊の数は 1万人以上になった。
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デモが終ってから，一部が通行中のトラックに石を投げ，あるいは警察車にも石

を投げたため，ヘノレメット姿の警官が警棒をふるい， 12人を逮捕した。 28日には

ラホールの西パ高裁弁護士会メンバーも抗議デモを行なった。 Campbellpurでは

学生80人が街をデモ，カラチ，ハイデラバードでも人民党， NAPの党員・学生

などがデモをf子なった。

vベシャワールでデモ隊，アメリカ文化センターを襲撃一一ベシャワーノレで、学

生デモがアメリカ文化センター図書館を襲撃，火をつけたo

'NAP Cバシャーニ派）， 12月6日に抗議集会一一NAP（パシャーニ派）東ノミ

書記長命MohammedToaha，東パ KrishakSarnity書記長，東ノミSramicFederation 

書記 AbdulI-Iuqは共同声明を発表， 12月6日を弾正反対の日と決め，パ各地で、

大規模な抗議デモを行なう旨明らかにした。

Vアスガル・力一ン，合法・平和的闘争を呼びかけ ーアスガル・カーン前空

軍最高司令官はベシャワーノレ，乱fardanの弁護土会で演説，反政府運動は統ーし

た力を背景に，合法かつ平和的手段で行なわなければならないとのベ，さらに，

「ある人々は公共の描設を破壊している。これらの人々は意識するにしろ，しな

いにしろ，国民の闘争に傷をつけている。これはわれわれ自身の破滅である」と

のぺた。同氏は学生に対し，その要求を平和的方法で実現するよう訴えた。

, PDM，憲法第 2条，第98条の改正に反対 PDMは声明を発表，政府が憲

法第2条，第98条の改正を計画しているとのニユ｝スについて，もじ政府がこう

した改正を行なうならば，戒厳令の発布よりも悪、いことになるとして反対を表明

した。

v西パ知事，ラジオ放送で市民の協力要請一一一ムーサ西パ知事はスケジューノレ

外のラジオ放送を行ない，市民に対し，西パ州が平静をとり戻すため政府に協力

するよう呼び、かけた。

vスチュアート外相，カシミール紛争解決の仲介一一スチュアート外相はラワ

ーノレピンジで記者会見，英国はもしパ・イ両国が希望するなら，よろこんでカシ

ミーノレ紛争解決の仲介をしようとのべ，われわれの関心はインドとパキスタンの

関係が平和で、安定的になることに集っている，とのべた。

29日 V法律家主催のデモ，全国で一一法律家主催の抗議集会・デモがパキスタン全

国各地で行なわれた。

ラワールピンジ：街のrf，心は商店がすべて店を閉め，ハノレタノレが行なわれる中

で法律家のデモが行なわれたυ このデモとは別に，；f;_・子学生を含む学生もデモを
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行ない，各所で警察と衝突した。学生デモ隊は警察が警棒をふるい，あるいは催

涙ガスを投げつけると解散し，再び違う場所に集ってデモを行なうなど，警察と

数度に亘って衝突した。学生が法律家主催の抗議集会に参加するのは警察によっ

て阻止された。

ラホール：約 1千人の法律家が主要街をデ、モ行進，政1台犯釈放，大学法改正，

非常事態宣言廃止､民主主義復活

の集中反対などのスロ一ガンを山Lんだ、O このデモを見に来た人々が 2マイノレに亘

って両側に集まり，多くの人々はデモ隊と一緒に行進した。また，学生もヘノレメ

ットに身をかためた警察にfrtj側を凶められながらデモを行なった。

力ラチ：約400人の法律家がデモを行なった。

ハイデラパードでは約82人， リアルプーノレ， D・1・ヵーンでも法律関係者多

数がデモを行ない，ベシャワーノレでは18人（主に学生）が逮捕されている。

v東パ各地で法律関係者のデモ 東パ各地でも法律関係者のデモが行なわれ

fこ。

ダッ力：東パ高裁弁護士協会議長 Mofakkhar氏を先頭に，弁護士など法律関

係者多数がデモに参加，野党の統一および東パ・西パ人民が現体制打倒のために

統ーして闘うことを確認した。

その他，ナラヤンガンジ，チッタゴン，ラージシャーイ，ナオカリ，パイサー

ノレ，ファリドプーノレ，ラングプーノレ，ボグラ等でも法律関係者のデモが行なわれ

ている。

vゴハール・アユブ，ガンダーラ工業を辞任←←ーゴハーノレ・アユブ（アユプ大

統領の息子）はガンダーラ工業を辞任，その持株を NationalInvestment Trust 

に売ったという。また，経営代理会社の GoharHabib Ltd.の持株も，義父の

I Iabibullah Khanに売っている。ガンダ｝ラ工業の代表でもあるこの H.Khan 

氏は， 「ガンダーラ工業は政府かち“Bedford” トラック・パスの製造を認可さ

れており， 1972年にはパキスタンのトラック・パスの50%を製造することになろ

う。ガンダーラはまた， WPIDCとともにギア・ボックス，アクセノレなどを製造

する機械工場を建設することに合意している。東ノミキスタンにもガンダーラ工業

は近代的なパス・トラック製造工場をもっている」とのべている。

vスチュアート外相，ラホールで記者会見，スチュアート英外相はラホールで

記者会見，英国がカシミーノレの人民投票を認めたという報道を否定，英国はカシ

ミーノレが係争問題であることは認めるが，これはパ・イ両国が話し合〆Jて解決す
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る問題だとのぺた。また，英国がこの問題解決に仲介をとることはできないとの

ベた。

V英国の輸入課徴金の反響一一英国は原料・食糧を除く輸入品に対し4%の輸

入課徴金を課すことに決定，さらに，輸入業者に対しては輸入価格の50%を6ヵ

月間供托金として課すことに決めた。このため，パキスタンの輸出品のうち綿織

物，スポーツ用品，皮製品の輸出はかなりの打撃をうけることが予想されている。

30日 ' D・l・力一ンでハルタルー一一D • I・カーンで、はパ人民党支部長 SardarHaq 

Nawazの逮捕に抗議し， 1時間のハノレタノレが行なわれたO リアルプーノレでは，抗

議デモが行なわれ， NAP党員3人， MLC党員 1人の計4人が逮捕されている。

V東パ開発予算， 31%削減か一一東ノξ政府はその開発予算（1968/69）の31% 

の削減をきめたとみられているのこの削減により，教育，工業，家屋，保健，運

輸通信等が打撃をうけるもよう。 1968/69の開発予算は 29億6千万ルビー， 31%

削減されると20億4干－万ノレピーとなる（1966/67の予算は 24億5千万ノレピーであ

った〉。すでに第3次計画も 3年半， 今度の削減で第3次計画の目標達成はます

ます困難になったとみられている。

Vスチュアート外相，ダッカ訪問一一スチュアート外相はラホールかちダッカ

に到着，モネム・カーン東パ知事と会見した。l 同外相はダッカ空港で記者会見，

「英国は中近東事情から CENTO,SEATOの強化を必要とするとは考えていな

い。ファラッカ問題についていえば，もしパ・イ両国が英国に何かするようにと

希望するならば，英国は喜んでするだろう。わたしはまだインドを訪ねていない

ので，今のところこの問題については何もいえない」とのベた。

vパ貿易代表団訪ソ一一パ・ソ貿易協定改定の話合いのため，パ貿易代表団一

行 3名がソ連を訪問した。代表団長はV ・A ・ジャブリ商務省 JointSecretary。

代表団はこの12月に期限ぎれとなるパ・ソ貿易協定を改定すること，アフガニス

タン経由でパ・ソ陸路交易を行なうこと，貿易量を拡大することなどについて話

し合う。帰国は12月18日。
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ジョンソン声明の反響

(Dawn, 1968. 11. 3) 
劇的な決定

ジョンソン大統領は北爆の全面停止という劇的な決定を行なった。この決定の影響

は，たとえベトナム紛争の全関係国の期待にそったものではないにしても， 非常に大

きいといわねばなるまい。第1の影響は， 11月5日に行なわれるアメリカの大統領選

挙に対してであろう。アメリカの複雑な政治情況，突然の事件の展開に対する投票者

の反応の予想のむずかしさ，などを考えると， この決定がどの候補者に好運であるの

か予測することはむずかしい。ジョンソンのこの決定が，ニクソン候補を追い上げて

いるハンフリー候補を支援するためだと多くの人はいっている。マッカーシーのハン

フリー支持表明も同様で、あるといわれる。 もしこれが正しければ，ハンフリー候補は

辛うじて勝利を収めるかもしれない。 しかし最も慎重な見方をすれば，この決定は

選挙に影響を及ぼすには余りにおそすぎたといえるだろう。現在，アメリカで吹いて

いる“変化の風” wind of changeはニクソンに味方しているようである。ジョンソ

ン大統領が選挙直前にこうした決定をしたことは，北爆全面停止が選挙に及ぼす影響

を最少限にしたという考えを示しているのかもしれない。

もう一つの問題は， 北爆全面停止がベトナムの政治的解決にどのような影響をもつ

かという点である。 この決定が長い，忍耐強い交渉の結果であることは疑問の余地が

ない。最初の進展は 7月， ハリマン米代表がスアン・トイ北ベトナム代表との会談の

中で， 情勢は風の中のワラが動いているように少しずつ動いていいると発言したこと

に示された。その後，ウ・タント国連事務総長，ローマ法王などが北爆停止を訴え，

マクナマラ前国防長官が「北爆は北ベトナムからの武器・人間の移動を妨げられない」

と発言，ランド・コーポレーションも， 「北爆を強化しつづけることにより得られる

ものが停止によって得られるものより大きいと考えるのはますます疑問になってきて

いるJと結論している。 こうしたすべての要素がジョンソン大統領の決定に影響を与

えている。ジョンソン大統領はこの決定が，パリ会談の発展にもとづいたとのべてい

る。したがって， たとえパリ会談がサイゴン政府とベトナム解放民族戦線を含めた4

者で聞かれたとしても， すぐにベトナム問題解決のための有意義な話合いができると

考えるわけにはいかない。
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もし熟練した外交官がその貴重な時間を浪費するだけで終ったり， あるいは数ヵ月

も迷想の犠牲になることにでもなれば，それは不幸なことである。
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パキスタン

1 日 vアユブ，月初放送で学生に譲歩一一一アユブ大統領は月初放送で， 11月初から

の学生デモに触れ，若干の譲歩を示した。月初放送要旨は以下の通りである。

① 11月に西パで起った事件は不幸なことであった。一部の不満分子による

騒動は西パ全域に広がり，種々の階層の人々をその中にまき込み，集会は必ず

無秩序になり暴力となった。こうした無法は許されない。

② 混乱の原因は何か。政府に反対する人々は，汚職とか，国民が変化を望

んでいるとか，学生デモに対しては世界的傾向だとかいう。汚職は政府の努力

にもかかわらずなくなっていないが，これは，どこの国にもある不治の病のよ

うなものである。変化を望んでいるというのなら，どんな変化が好ましい変化

なのかはっきり示すべきである。学生デモについては，先進国で許されている

としてもノξキスタンでは言午されない。

③ 学生はわれわれの希望であり，国民は大きな犠牲を払って学校の設備を

整えている。政府は 1日も早く，学生が正常な授業をうけるようにしたいと考

え，以下の政策を指示している。すなわち， 1）学生・教師の不満となってい

る大学法を改正，学位取消しに関する条項をなくす， 2) Third divisionerへ

の上級進学禁止を解く，：n追試制度を再び導入する， 4)Second divisionを

決める基準を全国統一し， 45%から50%にする， 5）工芸大学については，試

験制度を改め，半年毎の学期制にする， 6〕学生のパス・鉄道・飛行機旅行に

ついては，特別の便宜をはかる。これら政策実施のために，内務大臣・文部大

臣を中心とする委員会を設置する。

④選挙も近いが，野党がその見解をのべるのは自由であり，何の制限もな

い。しかし，政治的な意見の相違を不法行為で表明することは許されない。凶

民はもし希望するなら，憲法上の手続きを通して政府を変えることができる。

⑤ 国内が混乱しているときには外国の介入が増加する危険がある。パキス

タンの存在を認めようとせず，パの統一ーを弱めようとする大国があるのは不幸

なことである。
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V大学当局，アユブの学生対策を支持 カラチの大学当局は，アユブ大統領

の学生対策を支持することを明らかにした。カラチ大学副総長 I.H. Qureshiは

この大統領の発表を歓迎し，学生もこの発表を歓迎するよう希望するとのベた。

その他，大学の教授の中にも歓迎の声があがっている。

vジャーナリストもテ、モ一一束パ・ジャーナリスト連合EPUJ主催により，ダ

ッカで政府の新聞に対する規制に反対する集会が聞かれ，デモが行なわれた。集

会には Ittefaq紙の編集長Tofazzal Hossain氏が演説，新聞の自由のため最後ま

で闘うよう呼びかけ，そうすることによって，基本的人権，民主主義復活のため

に闘う国民と統一することができる，とのべたo

, NAP （パシャーニ派〉，抗議集会・デモー－NAP（パシャーニ派）はダッカ

市で抗議集会・デモを行なった。パシャーニ委員長は集会で政府の政治家弾圧を

強く非難，すべての民主勢力に対し，民主主義復活のために統一して闘うよう訴

えた。また，束パ人民党委員長 MaulanaNuruzzamanはパシャーニ委員長を訪

問， NAPとの共闘を申し入れた。

, AL ( 6項目派）執行委，他の野党と共闘決定一－AL(6項目派）は執行委

を開き， 12月13日を弾圧反対の日ときめると共に，他の野党と共闘を組むため 5

人からなる委員を任命した。 AL(6項目派）は，これまで他の野党との共闘を

拒否してきたのであり，方針の転換として注目されている。委員会はPDM,NAP

（パシャーニ派）の指導者と近く会見する。 AL(6項目派）の決議は以下の通り。

①全政治犯の釈放，③ムジプノレ・ラーマン，プット，ワリ・カーンの釈放，

③逮捕されている学生，労働者の即時釈放，④出版法の廃止，⑤ NewNation 

Printing Pressに対する弾圧停止，⑥大学法を含む暗黒法廃止，⑦全教育機関

の即時再開，⑧非常事態宣言の廃止，⑨完全なる州の自治，⑩西パ 1州の廃止，

旧4州の復活，⑪基本的人権の復活，⑫直接普通成人選挙，⑬東ノξの洪水対策，

⑪価格上昇をおさえる。

なお，同党書記長TajuddinAhmed氏逮捕のため， MuzanurRahmanが書記

長代理に選出された。

vアスガル・力一ン，暴力行為を批判一一ブスガノレ・カーンはグジャランワラ

弁護士会で演説，最近の政治的運動の高まりを支持すると共に，暴力行為や公共

施設破壊行為についてはこれを批判した。

2 日 v与党，緊急執行委聞く一一与党である回教連盟 PMLはアユブ大統領議長の

もとに緊急特別執行委員会を聞き，最近の政治・経済情勢について6時間にわた
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り話し合ったυ この会議には PML執行委員のほか JabbarKhan凶会議長，阿

州知事，中央政府閣僚，その他招待された人々が出席している。同委員会はまた，

同教連盟評議員を選出するため，東西川、｜に二つの委員会を設立，東ノミ委員会メン

ノミーに東パ ML委員長，幹事長， KazinaKader, Wahiduzzaman, N. Mahmood 

の5人を任命，西パ委員会メンバーには Kirmani西ノ叩札委員長を任命した。残

りのメンバーは近く発表される。

v公務員法改正を決定一一政府は役人の汚職取締強化のため，公務員法改正を

決定した。改正されるのは Govt.Servants (Conduct) Rules 1964, Govt. Servant, 

(E伍ciencyand Discipline) Rules 1960で，改正法のもとでは，すべての公務員

は株式，公社債，保険証書，妻の宝石などの動産の合計が 5千ノレピーを越えると

きは，必ず申告することが義務づけられた。宝石についてはう 1件5千ルピーを

越える場合，別個に申告する。また， 12月に，持っている資産からの収入，資産

の増減についても申告する（現行法では公務員は不動産だけを申告していた〕。

また，役人が建物をたてる場合，それが自宅であるかあるいは商業活動のためで

あるかを問わず，その資金調達先とともに申告する。

v西パ各地で反政府テ、モつづく一一両パ各地で反政府デモがつ.，.－31(、ている。ベ

シャワ－；レでは PDM主催の反政府デモが行なわれ，人民党は“プットの日”と

して抗議デモを行なった。このデモにはブノレカをかぶった婦人25人も参加した。

シアノレコツトでも学生によるデモが行なわれた。その他，コハト（人民党員 150

人による“プットの日”デモ〉，カラチ（学生に上るデモ〕，チャックワル（学生

デモ），サノレゴダ (Jamaat党と MLC），ハイデラパード（学生300人）， D • I・

カーン，ムルタン（NAP，学生などのデモ〕等でも反政府デモがつづいている。

vアスガル・力一ン，大企業の固有化主張一一一アスガノレ・カーン前空軍最高司

令官はムルタン弁護士会で演説，質問に答え，若干の大企業は国有化されるべき

だとのべた。質疑応答内容は以下の通り。

① 直接選挙を支持するか：この問題については，束阿パの遊説を終えてか

ら意見をのべたい。

③東パの人で、も大統領候補として支持するか：現在の情況の下では選挙が

行なわれるとは思えない。しかし，もしその人が適切な人なら喜んで支持する。

③ 経済格差から国民は大企業，銀行，保険，運輸等の国有化を主張してい

るが，支持するか：わたしは若干の大企業は固有化すべきだと思う。しかし，

この点についてはまだ十分考えていないので，どの企業を国有化すべきかにつ
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いてはいえない。

④ 氏の政治・経済綱領は何か：全パを歴訪してみて，政党に加入する必要

があると思えば入るだろう。わたしは自分自身の考えをもっているが，しかし

現在はまだいえない。

@ いかなる社会・経済体制が現状で好ましいと考えるか：現在の社会・経

済体制が全く悪いということはできない。現体制も初めはよかったが，政府が

実現に失敗したにすぎない。現憲法に今コメントしたくない。しかし，憲法と

社会・経済体制は別の問題だと考えている。

⑥東丙パ遊説は PDMによって準備されているが， PDMの政治綱領を支

持しているためか：わたしはどの野党にもコミットしていない。わたしはプッ

ト氏， C.M. Ali氏（Nizam党）， ダウ yレタナ氏（MLC), J ・ A ・ラヒム氏

を含む野党指導者と会っている。

⑦ CENTO, SEATOはパにとって利益があると考えるか：もし，今わた

しが外交政策や軍事条約についての意見をいえば曲解されるだろう。

V前国会議長，政府批判 Fazlul Qader Chowdhury前国会議長は現体制を

強く批判，要旨以下のようにのべた。

現政府の政策は民主国家では許されぬことだ。民主国家では，国民は基本的

権利を認められているが，パでは成人普通選挙，弾圧からの自由，表現・出版

の自由などの基本権利は認められていないのだ。大統領は選挙を通して政権の

変更をせよという。しかし，現在の基本的民主主義者が選挙人団となる制度の

もとでは，地方の官吏が投票人に与党への投票をさせることができ，あるいは

投票を買うために公然と金が流れ，結局，選挙は二義的なものになり，権力に

ある者がいすわることができるのである。わたしは大統領に対し，国民が恐怖

を感じることなしにその意見を表明させ，すべての政治犯を釈放し，出版への

制限を廃し，非常事態宣言を廃止し，州、lの完全な自治を与えるよう要求するo

v西パ高裁，政治犯2人の釈放を要求一一西ノξ高裁（判事： MushtaqHussain, 

M. Gul）は11月13日，パ国防法によりプット人民党委員長とともに逮捕された

Ghulam M. Khan, A. Raza Khanの釈放を要求した。法廷にはピノレザダ検事総

長も出席した。

vパ人民党，アスガル・力一ン， NAP Cバシャーニ派〉と共闘一一パ人民党委

員長代理 J.A. Rahimはカラチで記者会見， アスガノレ・カーン前空軍最高司令

官および NAP（パシャーニ派〕の両者と“民主主義復活”のため一定の範間内
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で共闘をくむことに決定したとのベた。

T PDM東パ執行委聞く－－－－PDM東パ執行委がダッカで開かれ， 12月5Hを統

一行動のHときめると共に，すべての野党勢力に対し，この統一行動に参加する

よう呼びかけた。

vスチュアート英外相，ニュー・デリーへー スチュアート英外相は 6日間の

訪パを終え，ダッカからニュー・デリーにむけ出発した。

V外相，力シミール問題で野党批判一一アルシャド・ブセイン外相は PDMの

指導者5人が11月29日，政府のカシミーノレ政策を批判したことについて， 「カシ

ミーノレ問題は全国民の問題であり，超党派で解決しなければならない。それがカ

シミールで闘う人々を支援することなのである。野党のこうした批判は否定的か

っ非建設的な動きである」とのベた。

3 日 vラワールピンジの学生，闘争の継続を決定一一ラワーノレヒ。ンジの学生行動委

員会 Stueclnts’ActionCommitteeは大統領の譲歩を歓迎しながらも，これだ、け

では真の問題解決にはならないとして，要求貫徹のため闘争を継続する旨決定し

た。また，同委員会は一部の学生が政党と共に活動していることを非難，委員会

としては政党とは関係をもたないとのべている。

v西パ，東パむけセメント価格引上げ一一西パのセメント製造・業者は， 11月20

日から東パむけセメント価格を， チッタゴン港， チャノレナ港渡しでトン当り 151

ノレピーから 166ノレピーに引き上げると発表，東ノミのセメント輸入業者は大きな打

撃をうけている。この価格と昇はパ政府，西パ業者，東パ政府の話合いで、きめら

れたもので，このセメント価格上昇は東ノミの工業化に重大な影響を及ぼすとみら

れる。こうした値上りのため西ノミカ冶らのセメント輸入価格は，チッタゴンでの荷

揚げ料トン当り 9！レピーを加え，外国からの輸入（輸入税トン当り 15ノレピー，販

売税 l袋当り 77レピー，荷揚げ料トン当り 9；レピー〉よりも高くなると見られて

いる。そこで，東パのセメント取引業者ヲ輸入業者は政府に対L，この突然の値

上げに抗議することを決めた。

V西パ政府，小麦の払下げ価格引下げ一一西パ政府は，製粉所に払い下げる価

格を 1マウンド入袋当り 1.67レピー引き下げ， 18.6ノレピーを 177レピーにすること

を決定した。小麦粉の製粉工場前渡し価格は 1マウンド18.15ノレピー（袋っき〕，

製粉工場のある町の駅渡し価格は 1マウンド18.37ノレピー（袋なし），近代的な機

械による製粉工場については， その工場前渡し価格は 1マウンド 20ルピー（袋

っき）， 20シーア入袋入り 10.25ノレピーで，その小売価格は 1マウンド 20.62ルピ
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-, 20シーア当り 10.62｝レピーである。

vダウッド，銀行業に投資 一S・A・ダウッド（ダウッド財閥〉は石油精製

業に手を出すと共に，銀行もその手中に入れようとしているO ダウッドの買占め

た銀行は PakBank Ltd. （ラワーノレゼンジ，グシャノレカーンに店をもっ〉で，同

銀行は大蔵省に対L，指定銀行にするよう認可を申し出ている。これまで政府は

ダウッドに対し，銀行業に投資することを抑えてきた。それは，財閥系21社が工

業資本の66%をおさえ，銀行貸付金の60%を支配していることから，最大の財閥

であるダウッドが銀行を握れば，保険・金融会社をおさえてしまい，健全な経済

にとって余りに大きなカルテノレになるとのおそれからであった。しかし，ダウッ

ド氏は， 「NasirSheikh財閥はオーストラリアシア銀行を，ハピプ財閥はハピ

ブ銀行を，サイゴール財閥は United銀行を， アダムジー財問は MuslimCom-

mercial銀行を， PirMohfooz財閥（21家族に入っていない〉でさえ銀行をもっ

ているのに，どうしてダウッド財閥だけが銀行をもってはいけないのか」として，

いかなる障害があっても銀行をもっ必要があるとのベ，今回ラ特望の銀行をもっ

たのである。

4 日 Vアユブ大統領，野党指導者と話し合う準備ありと語る アユブ大統領はラ

ホーノレで記者会見，もし野党指導者が建設的な提案をするのなら話し合う準備が

あるとのベた。また，刑訴法 144条の廃止については，政治情勢の発展によると

のべている。大統領はさらに憲法98条の改定の唱に触れ，そうした計画はないと

のべた。

V大学副総長会議開く一一ラワールピンジで西パの各大学の副総長会議 Inter・

University Vice-Chancellors’Boardが聞かれた。

v政府，大規模工場に公定価格店設置を提案 ウカイリ蔵相は，同相を訪ね

た工業資本家に対L，労働者250人以上の大規模工場はその中に公定価格店 Fair

Price Shopを設置し，労働者に卸売価格で日常品を供給するよう提案した。

5 日 vアユブ大統領，東パ訪問一一アユブ大統領は8日間にわたり東パ各地を訪問

するためダッカに到着した。ダッカ空港で同大統領は歓迎の人々に挨拶，政府は

パの安全と主権を守ることを第 1と考えており，これを国内外の危険から守るこ

とが義務だと考えている，とのベたo

T PML東パ支部内紛で，主流派譲歩か一一1969年 1月にダッカで聞かれる予定

の PML全国大会を前に， PML東パ支部の内紛をおさめるため，主流派が譲歩

をしたという見方がされている。反主流派に属する人々は10月に開かれた支部の
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大会で「現在の州政治に協力することはできない」と明言し，最近のダッカ大学

の事件もこの反主流派がやったことだといわれているなど，両派の対立は非常に

深いものがあった。しかし，シャハプッデイン情報相を中心とする 4人の調停委

員会の努力から，主流派が譲歩を示す形で，両派の歩みよりへの基礎をつくって

いる。その例の一つは， 中央大会出席の評議員の選出メンパーに反主流派から

Wahiduzzaman, K. Abdul Kaderの2人を入れたこと，その 2は，州、限ti-r委メ

ンパーを30人から50人に増やし，反主流派の人々を入れたことである。執行委は

これまで，主流28人，反主流2人の割合であった。しかし，反主流派が要求した

州政策の転換については，主導権の問題もあって，明確な答えはだされていない。

反主流派の指導者はAbdulKashem。

f PDM主催“抗議の日’：各地で集会・デモ一一一PDMは政府の弾圧に反対し，

5日から11日間，東パ各地で、抗議集会を聞き，黒い旗を各地で一斉に持ってデモ

をする計画であるが， 5日のきょう，ダッカをはじめ東パ各地で、黒旗による抗議

集会・デモが行なわれた。ダッカでは多数が大きな黒旗をもってデモ， 「東ノfの

自治」 「東ノξに海軍参謀本部をJ 「自主的外交政策」 「政治犯釈放」 「州格差廃

止」などのスローガンを叫んだ。デモ隊は5マイルにもわたり，ダッカ市中心部

をうめつくした。

クーノレナでも同様， PDM主催のデモが行なわれた0

6 日 V国会開く一一国会冬期会期がダッカで開催された。

vアユブ大統領，ダッ力で演説，強力な中央政府を主張一一アユブ大統領はダ

ッカの大衆集会で演説，パキスタンの存続は安定と強力な中央政府にかかってい

る。国民は現在の政府の行政制度を守り，統一を保持しなければならないとのべ

fこO

vアザム・力一ン陸軍中将，アユブ政府批判 アザム・カーン陸軍中将・前

東パ知事はラホーノレで、記者会見，反政府運動への支持を集めるため東西パキスタ

ンの各地を訪問する予定であるとのべ，さらに「現政府は国民の真の代表ではな

い。したがって，彼等は国民の信頼を得ることに失敗した」とのべている。

(Pakistan Obserber, 12. 10) 

'NAP Cバシャーニ派〉，ダッカで抗議デモ NAP （パシャーニ派〉は東ノξ

Krishak Samity, Sramik Federationと共に，ダッカの PaltanMaidanで大衆集

会を聞いた。集会では，パシャーニ委員長が演説，現体制を大衆行動によって変

えようと訴え，さらに，もし政府が国民の要求を認めないならば，東ノfキスタン
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は分雑し，独立するかもしれないとのべ，アユプ大統領に対しては引退するよう

呼びかけた。

vラワールピンジで警官とデモ隊再び衝突一一ラワーノレピンジで、警官とデモ隊

（学生〉が再び衝突，催涙ガスを発射し，負傷者多数を出した。警官の方も学生

の投石により多数が負傷したもょう。

その他カラチ，クエッタ，ラホール， リアノレプーノレなどでも学生によるデモが

行なわれ，大学法の全jHj廃止，逮捕された学生，政治家の釈放などを要求した。

V大蔵省，政府資金の商業銀行からの引揚げ指示一一大蔵省はすべての政府資

金を商業銀行から引揚げ，政府会計 GovernmentAccountに預金するよう指示

した。このため，政府省庁をはじめ公社， その他準公社とも， 預金は National

Bankかあるいは国立銀行の支店に行なわねばならない。

7 日 Vアユブ大統領，回教連盟東パ支部で演説一一一アユプ大統領はダッカで，東パ

各地から回教連関指導者を集めた会議で演説，野党の行動は国を分割するもので

あると非難，同時に，政府は野党によるデモや集会によって動揺させられること

はないとのべた。また，現在は回教連盟にとって試練のときであり，全党員は党

の綱領にしたがって行動しなくてはならないとのベた。この回教連盟地方支部長

会議は，満場一致してアユブ大統領に対し，次期大統領に立候補するよう要請す

る決議を採択した。なお，この会議の出席者は全員「アユプ大統領が次期も大統

領になるように」と書いたパッチを胸につけていた。

vダッカで警官が発砲， 2人死亡一一一NAP （パシャーニ派）の呼びかけによ

り，パス，人力車，タクシーなどのストライキおよび商店のハノレタノレが行なわれ

たo lこの日，街のあちこちで NAP党員その他大衆が街に入る自動車を停めよう

とし，あるいは店を閉めさせようとしているのに対し，それに反対する警官隊が

各所で衝突，警棒を使い，催涙ガスを発射し，ついには発砲までして 2人を射殺，

重傷6人を含む16人に負傷を負わせた。警察はこの発砲について，群衆が警察の

ジープ，自動三輪車，市ノミスなどに火をつけ，損害を与えたため，やむなくとっ

た措置だとしている。逮捕者は150人に達するという。

ダッカで開催中の国会では，野党議員がこの発砲事件に抗議，副会での討議を

要求したが容れられなかったため，審議をボイコットした。

また， 7日夜おそく， PDM, NAP （モスクワ派）， AL ( 6項目派），パ人民

党は共同声明を発表， 8日に抗議集会を開くことを決定，商店に対してはハノレタ

ノレをもって抗議集会に結集するよう呼びかけた。また， 12月13日は AL(6項目
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派〉の行動日であり，これを全野党が支援して，全国的規模でのデモ・スト・ハ

ノレタノレを行なうよう呼びかけることに決定した。

さらに， NAP （パシャーニ派）のパシャーニ委員長も， 8日には警官の暴挙

に抗議するため，全市民が完全にハノレタルを実施するよう呼びかけた。

Vジャーナリスト，射たる一一ラワーノレピンジで取材中のジャーナリスト

(Daily Tarneerの記者）が射たれるという事件が起きた。事件は，学生を中心

とするデモ隊が凶教連盟の指導者である MalikSher Bahadur (Union Commit-

tee議長〉の家の前におしかけ，これを取材中，突然銃をもって現われた同氏によ

って頭を射たれたものO この発砲でその他2人が負傷している。なお， Bahadur

氏は逮捕された。

T RCD閣僚会議の結果－RCD閣僚会議は 5, 6日アンカラで聞かれ，パキ

スタンからフセイン外相およびM ・アーマッド計画委副委員長が出席した。この

会議から帰ったアーマッド氏は，会議の結果について以下のように説明した。

① 閣僚会議は RCDの今後の発展を，以下の四つに重点をおきながらすす

める。すなわち， 1）運輸通信の発展， 2）貿易の拡大， 3〕合弁工場の拡充，

4）技術・文化面での協力，である。

② 貿易の拡大については，域内貿易を一層すすめるために関税障壁を同じ

にするよう努める。

③ 合弁企業については，すでに54プロジェクトが承認をうけており，うち

14プロジェクトは建設中である。

8 日 vダッ力で抗議集会，デモ ダッカは PDM,AL (6項目派）， NAP (2派

とも〉が，初めて共闘した形で一斉ハノレタル，抗議集会，デモが行なわれた。こ

の日は日曜であるが，断食明けの祭りのため商店は聞くことになっていた。しか

し，これら政党の呼びかけにより，ほとんどの商店が店を閉め，自動三輪車，パ

スなども街から姿を消した。時々自家用車あるいは人力車が通るだけであった。

こうした中で，刑訴法 144条違反にならないよう 2～3人でグルーフ。をつくった

デモ参加者がジンナ一通りに集まり，各地で警官と衝突して65人が逮捕された。

チッタゴンでも，ダッカでの警官の発砲に抗議する集会が聞かれ，クールナで

も同様， PDM主催により抗議集会が開かれている。

vアスガル・力一ン，アユブ大統領に引退を要求一一アスガル・カーン前空軍

最高司令官はラホールでの大衆集会で演説，全国民は統一して現政府打倒のため

に闘うよう訴えると共に，アユプ大統領および東西両州知事に対し，直ちに引退
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して後進に路を開くよう要求した。また，同氏は，シアノレコットで学生に対し，

学生問題の解決は政治家にまかせ，学生は学校に戻って学業をつづけるようにと

のべている。

V西パ各地のジャーナリスト協会，ストを決議一一ラワーノレピンジで取材中の

記者が射たれた事件に抗議するため，西パ各地のジャーナリスト協会がストを決

議，ジャーナリスト協会連合会に対し統一ストを行なうよう呼びかけている。ラ

ホーノレで、はパンジャブ・ジャーナリスト協会，カラチではカラチ・ジャーナリス

ト協会，ペシャワールではカイパー・ジャーナリスト協会がそれぞれ決議を行な

い，統一ストを呼びかけている。

f 10月の輸出収入一一10月の輸出収入は 2億9220万ノレピーで前月 2億2710万ノレ

ピー，前年同期2億0200万ノレピーにくらべ大幅増となっている。

9 日 vアユブ大統領，ヂィナジプールで演説一一アユブ、大統領は東パのディナジプ

ーノレの大衆集会で、演説，政府はパキスタンが分割されるのを決して許さないとの

ベ，野党の人々の役割は国の統ーを弱め，結局，戦争の道に導くことであるとの

ベた。

Vアスガル・力一ン，政府の変更は憲法によるよう指示一一一アスガル・カーン

前空軍司令官はラホールでの弁護士会で演説，現政府の変更は力によるのではな

く，憲法の手続きによって行なうべきであるとのべた。

vパ・ジャーナリスト協会連合 PFUJ,12月10日を全日スト一一パ・ジャーナリ

スト協会連合 PFUJはラワーノレピンジでの新聞記者発砲事件に抗議するため，

12月10日に全日ストを行なうよう各地方支部に指示した。これは，同連合委員長

Asrar Ahmedが指示したもので， このストはラワールピンジ事件のほか， 1965

年ラホールで、射殺された記者 ZamirQureshi氏の抗議の意味も込めるという。

vファラッカ問題代表団，訪印一一ファラッカ問題を討議するためのパ代表団

（団長S・S・ジャフリ工業次官） 10人はインドにむけ出発，ニュー・デリーに

到着した。

10日 vジャーナリスト， 24時間スト パ・ジャーナリスト協会連合の指令により

全国のジャーナリストが一斉に24時間ストに入った。このため， 11日付新聞は休

刊となっている。この日，各地のジャーナリスト協会は集会を開き，政府の新聞・

雑誌などに対する政策を批判する決議を出している。ダッカでは，東パ・ジャー

ナリスト協会EPUJ議長 ShahidullaKaiserを中心に集会が開かれ，出版の自由

を要求する決議を採択した。
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vアスガル・カーン，東パ訪問一一一アスガノレ・カーン前空軍司令官は西パ各地

の訪問を終え，今度は東ノミ各地を訪ねるためダッカに到着した。ダッカでは弁護

士会図書館に弁護士など法律家グループを集めて演説，大統領・知事は1970年選

挙の前に辞任すべきだとのべ，「東パの野党から大統領候補が選出されるならば，

その人は西ノfの人々の支持をうけるだろう，すで、に西ノfの人は10年間も東パを支

配してきたのだ、からJとのベた。さらに選挙については， 「野党は来るべき選挙

に参加するかどうかを決めるべき時であり，野党指導者は来年初に集ってこの問

題を討議すべきである」とのべている。

Vチッタゴンで、ハルタル一一一チッタゴンでは，ダッカでの警官の発砲により 2

人が死んだ事件に抗議してハノレタルが行なわれた。 これは， NAP（パシャーニ

派）， Shramik Federation, Krishak Samity，東ノf学生連合（EPSU）などの主催

によるもので，ほとんどの商店が店を閉じていた。クールナでも同様ノリレタノレが

行なわれた。

11 B Vアユブ大統領，ダッカで野党非難一一アユブ？大統領はダッカで開かれたレセ

プションで演説，野党を非難して「野党指導者は国を混乱させ，血を流させよう

としている。選挙は完全に平和な状態で行なわれるべきである」とのベ，全国民

に対し，政府に援助の手をさしのべ，野党のチャレンジに対抗するよう訴えた。

vパ国防相，アスガル・カーン批判一一一国防相 A・R・カーンはダッカで，

「アスガル・カーン前空軍最高司令官が1965年パ・イ戦争の英雄であったという

のは誤りである。アスガノレ・カーンはこの戦争のときパ空軍に務めていない。こ

の戦争で空軍を勝利に導いたのはヌノレ・カーン現空軍最高司令官である」とのべ

fこO

V野党， 12月13日をハルタルに指定一一一ヌーノレノレ・アミンを中心とする野党国

会議員20人は声明を発表， 12月13日には東パ全域で、ハノレタノレを行ない，政府の弾

圧政策に抗議しようと呼びかけた。また，東パ議会の野党議員も同様の声明を発

表，アスガル・カーン，ムルシェッド前東パ最高裁判長もこれに賛成する声明を

発表した。

12日 V知事会議，最近の政情を検討一一アユプ大統領司会のもとに知事会議がダッ

カで開かれ，最近の政情について検討，パの平和と安定を維持するため暴力を廃

L，必要なあらゆる手段を講ずることに意見の一致を見た。

V国会，野党の東西別貿易政策要求を否決一一一国会は野党メンバーであるYusuf

Ali氏が東西別貿易政策をたてるよう要求したのに対し，これを否決した。 Yusuf
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Ali氏はこの提案理由として， 「東西両州の経済格差は縮小するどころか，年々

拡大している。その理由は投資が少ないこと (1人当り投資額は第2次計画中，

束パ114！レピー，西ノ｛234！レピーであったが，第3次計画中には313ノレヒ。一， 463ル

ビー）， PL480も含め外国援助配分が少ないこと（1958～67の10年にえた外国援助

255億ノレピーのうち， 東パにはわずか63億6千万ノレピー配分されたにすぎない〉

などによる」とのベ，この格差を是正するためには，束ノfの投資を増す必要があ

り，そのため，東西別個の貿易政策が必要であるとのべている。

vアスガル・力一ン，ムジブル・ラーマン（AL）宅で野党指導者と会見一一ア

スガル・カーン氏はムジブノレ・ラーマン氏宅で野党指導者と会見， 「東ノξの人々

は政治的にも経済的にも西パの人々と同じ権利をもち，同じ分け前を与えられる

べきである。州自治は国の安全を脅かさない限り最大限に与えられるべきであるJ

とのベた。

V野党， 13日に統一行動を決定一一国会野党議貝の提案をうけ， PDM,AL(G 

項目派）， NAP （モスクワ派），パ人民党は共同声明を発表，東パの人々に対し，

商店，工場は休業し，官庁・会社は休み，民間・公共とも自動：車は特別の場合（医

者の車，消防車・救急車，取材中の記者の車〉を除き街の中を走らない，という

完全なるハノレタノレを実施するよう呼びかけた。また，ヌールノレ・アミンを中心と

する国会議員20人，アスガル・カーン，ムノレシェッド，東パ議員，ダッカ高裁弁

護士50人，地方裁判所弁護士 127人，学生指導者，婦人運動指導者なども，秩序

あるハノレタノレを行なうよう呼びかけている。

なお， NAP（パシャーニ派〉も12日，活動者会議を聞き，パシャーニ委員去，

M. Toaha書記長の指示により，政府の弾圧に反対するための統一行動に参加す

ることを確認， 12月D日のハルタルに対しでも，完全に支持するとの決議を行な

っfこO

V第4次計画草案は3月一一・・M・M・ アーマッド計画委副議長はダッカで記者

会見，第4次計画のガイドラインは 3月に発表，アウトラインの発表は 9月にな

ろうとのべた。

vインド，不戦条約締結を拒否一一インディラ・ガンジ一首相は議会での質問

に答え，アユブ大統領の最近の提案 条件っき不戦条約締結ー←は，現在のと

ころ困難であるとのベ，さらに，このことはしかし，パキスタンとの話合いを拒

否するものではないとのべた。

13日 v東パ各地で、ハルタル一一全野立の呼びかけにより，東ノξ各地で、ハルタノレが行
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なわれた。

ダッカ ダッカでは商店，会社事務所，ホテル，レストラン，市場などは閉め

られ，官吏も姿がまばらで，銀行も一部聞いていたがほとんど仕事がなく，すぐ

閉められてしまった。パス・自動車，三輪車，人力車も姿を消している。政府側

の圧力にもかかわらず，ハノレタルはほぼ完全に成功したようである。街を数日前

からパトロールしている警官たちも，何もすることがなく，手持ぶさたである。

インター・コンチネンタル・ホテノレから空港までの道路は20ヤードごとに警官が

立って警戒している。

ナラヤンガンジ ナラヤンガンジでもハノレタルはほぼ完全に行なわれている。

Sttalakhyaのフェリーさえ動いていない。しかし，警官は26人を逮捕したが，こ

のうち24人は工場地帯の人である。

チッタゴン チッタゴンでもハルタルは完全に行なわれているが，各地で警官

との衝突が起り，発砲により 14人が負傷している。第1の衝突は 7時30分項，食

糧を積んだ汽車がダッカからチッタゴンに入るときピケットしていた人々によっ

て停められたため，鉄道保安官とピケットの人々の間で起ったもので， 2人が負

傷した。次いで VictoriaJute Millsの近くで警官が発砲，重傷5人を合む12人

が負傷している。

クールナ クールナでは平静なハルタノレが行なわれている。

その他，パブナ，ファリドプーノレ，シノレエット， ラングプーノレ， コミラ，チャ

ンドプール等々でもハノレタルが行なわれ，政府の発表によれば，東パ全域で703人

が逮捕されたという。政府側は東パ各地で、ハノレタノレに反対するリーフレツト（無

署名で“平和を愛する学生”とか“平和を愛する労働者・企業家”とかの名称を

使っている〉をくばり，あるいはピラをはり，ピラを飛行機からまくなどしてハ

ノレタノレの中止を呼び、かけ，またはハノレタルの前に指導者を拘禁したりしたが， こ

うした試みはほとんど失敗している。

vバシャーニら10人，警察への出頭命ぜらる－NAP（パシャーニ派）のパ、ン

ャーニ委員長はじめ10人が， 12月10日，刑訴法 144条による集会禁止令違反のか

どで， 12月26日，ダッカの Sub’DivisionalO白cerに出頭するよう命ぜられた。

パシャーニ委員長の外， NAP（パシャーニ派）から 2人， NAP（モスクワ派）

から 3人， ALから 2人， MLC, Jamaat党から各 1人となっている。

vアスガル・力一ンの秘書，逮捕さる一一アスガル・カーンの私設秘書である

Mukhtar Hussainはダッカで逮捕された。
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V西パ教育省次官，学生の要求を考慮すると約束 西パ教育省次官 Malik

Abdul Latifは，ラホーノレの DyalSingn大学で同地の学生代表と会談，中央政

府に対し，学生の問題を同情をもって考慮すると約束した。学生側はその要求事

項を以下のようにまとめている。すなわち，①大学法の即時廃止，②学生の考え

は正しくないという大学側の決定に反対し，法廷に訴える権利をもっ，③拘留さ

れている学生の即時無条件釈放，④教育機関再開，⑤大学学生組合の復活，⑨卒

業生に対する雇用機会の確保。

次官は話合いの後，学生に対しデモを行なわないよう要請したが，学生はこれ

を拒否した。

14日 Vアユブ・力一ン大統領，ラワールピンジ着一一一東ノξ訪問を終えたアユブ、大統

領はダッカをはなれ，ラワーノレピンジに到着した。

Vアスガル・力一ン前空軍最高司令官，シルエットで演説一一アスガノレ・カー

ン前空軍最高司令官はシルエット弁護士会で演説， 「国民に基本的に必要なもの

を与えられない政府は存在する権利はない。東パの人々は東ノξを防衛するために

その全力を尽すことを許さるべきである。現政府は“警察国家門を建設しようと

している。ダッカでの警官による激しい弾圧は，わが国が市民の自由からいかに

遠のいているかを明確にした」とのベた。また，政府に対し，野党もテレビやラ

ジオを使ってその考えを一般の人々に訴えるよう，取りはからうべきだとのべて

し、る。

なお，アスガノレ・カーン氏にはムノレシュッド前東パ高裁判長も同行しているo

vイスラマバードで与党党員12人除名さる一一イスラマバードで回教連盟の党

員12人が除名された。理由は，これら12人が，これまで度々党の決定に違反し，

反対意見を公表したことにある。除名された人は M.Malik, Sheikh M. Rafiq 

ら12人。

v政府，東西経済格差に関する報告書発表一一政府は憲法145(8）条にもとづき，

東西経済格差に関する報告書を国会に提出した。それによると，東西両州の 1人

当り国民所得の格差は43.8%になり，昨年の37.67%よりも拡大したことになる。

なお，報告書の主要内容は以下の通り。

① 1967/68の東パ粗国民総生産の成長率は8.1%。これは，主として農業部

門の成長率が年9.5%に達した結果である。 この結果， l人当り東ノfの国民所

得は5.2%増となった。

② 1958年以来，政府は東ノξの公共投資を急増させてきた。その結果，発電
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能力は 1959/60に4億4500万キロワット／時であったものが， 1967/68には 11億

キロワット／時となり，また，高速道路も 890マイルから 2240マイノレに延長し

た。農業部門では lowlift pumpが3千から 1万4千に増え，肥料使用も 6倍

となった。少なくとも100万エーカに Irri米が植えつけられている。

③ 1966/67の外貨収入のうち東ノミはその 56%を占め，西ノfは44%にすぎな

かった。しかじ， 1967/68には束ノξの割合は 47%に，西パの割合は 53%になっ

ている。 （詳細は資料参照〉

' パ商工会議所連盟，商工活動の原則を承認一一パ商工会議連盟の運営委員会

は“商工活動の原則”とでもいうべき Statesmentof the Principlesを承認した。

これは同連盟総裁 KhalidWaheed氏が Codeof Ethicsとして提案したものを

名前をかえて認めたものでp 内容要旨は以下の通りである。

われわれは以下の目的のために最善の努力を尽す。

(1) パキスタンを強力かっ繁栄した国に建設すること。

(2) 富を広く配分し，貧乏，空腹，病気をなくす。

(.1) 高い道徳、と社会的正義，機会均等にもとづく社会の建設。

(4) できる限り迅速に技術革新を国民の利益になるよう実用化する。

(5) 青年の教育・訓練，社会福祉の面で政府の努力に協力する。

以上の目的達成のため，われわれは積j極的に以下のことを行なう。

①すべての活動について最高の水準に達すること，②価格政策をうけ入れ，

価格引下げという目的のためつくす，③コストを引き下げ生産を増し，経営効

率を高めるため生産性の向上につくす，④可能な限りすべての生産物に商標を

つける。そしてこれら商標を，競争に耐え質的にも最上のものとする， 0）消費

者の好みに合うような生産を行ない，生産物の有用性を高める，⑨労働条件を

改善し，労働者とその家族が満足しうる生活ができるようにする，⑦健全な組

合主義を育てる，⑧国民の生活水準を高め，市場を改善し，繁栄した国をつく

る，⑨日々の決定の中で国の法律を守り，取引においても市民生活の面でも高

い道徳と正直さを失わない，⑩労働者に雇用機会を与える，⑮責任ある経営を

行ない，企業の信用を高め，経営者を育成し，指導性と社会的責任を強くもつ

ようにする，⑫労働者・青年に技術訓練を行ない，彼等がその技術を有効に使

い，有用なる市民になる機会を与える，⑬以上のような努力を行ない，健全で

文化的，かっ発らつとした国を建設する，⑪教育・社会福祉の発展に協力し援

助する。
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15日 Vカラチで力シミール人もデモ参加一一一カラチで一部カシミーノレの人々もデモ

に参加，インド側カシミーノレ解放のための現実的支援，自由カシミーノレ政府打倒，

自由カシミーノレ選挙法廃止などを要求した。これは AllParty Kashmir Commit-

teeが主催したもので，約400人カシミール人民が参加した。この中には Plebiscite

Frontの AmaniullahKhan, Muslim ConferenceのMumtazAbbasi, Kashmiri 

Liberation LeagueのK.G. Hassanが姿を見せている。プラカードの中には「カ

シミーノレ人民の血を流させるなJ 「民族自決はカシミーノレ500万人の権利」 「カ

シミーノレ人はタシケント宣言の詳細を要求する」 「カシミーノレは地域紛争で、はな

い」 「カシミーノレはカシミーノレ人のもの」 「インドは侵略者」 「カシミール人は

インド植民地勢力に反対し，ゲリラ戦争を望む」などが見られた。

vラホールの学生デモ，再び警官と衝突一一ラホ－Jレで‘各派学生組織共闘によ

る集会がパンジャブ大学で、聞かれた。集会の後デモ行進に移ろうとする学生に対

し，警官多数が正門前に集って警棒を振るい，学生は裏口からデモに出発したが，

多数の警官と衝突，再び学校内に押しかえされた。警棒の行使による負傷者多数。

Vアスガル・力一ン， PDM主催の抗議集会で演説一一一アスガノレ・カーン，ムJレ

シェッド両氏は PDM主催の抗議集会で演説，東ノミの自治の確立を訴えるととも

に，＊西パキスタンの人民はともに政府の弾圧政策に苦しみ，貧しい生活にあえ

いでし、るのであり，手をとり合って闘わなければならないとのべた。

'f NAP Cバシャーニ派），民主勢力統一のための基準について詰る ---NAP （パ

シャーニ派） C.R. Aslam西パ党委員長は，同党が民主主義復活のための闘いを

継続するとのべた後，同党の基本綱領であるジョギルダールの廃止，独占禁止ラ

中国との友好関係維持等について認められない政党とは，統一行動をくむわけに

はいかないとのべた。

vラホールの一部学生，学生の政治活動を非難一一ラホーノレのパキスタン回教

学生連合委員長 KunwarMohammad Dilshadは同地のホテノレで、記者会見，アユ

プ大統領が原則的に学生の要求を受け入れ，各大学校長が要求実現を約している

以上，学生は政治活動をやめ，できるだけ早－く正常に復して学校に戻るべきであ

るとのベた。

v危機深まる工業界一一パキスタンは輸入原材料の不足により生産能力以下し

か生産で、きないという under-productionの危機に直面している。過去数年の間

に輸出拡大のために建設された工場は，アメリカの商品援助削減およびその到着

の不確実さのため非常な打撃をうけているのである。しかも，原材料の輸入は外
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質事情の悪化もあって思うようにならないのだ。カラチ商工会議所総裁 Yusuf

H. Shirazi氏は，この点、について以下のようにのべている。 「輸入原料による製

造業の生産物輸出は， 1967/68に前年度より50%以上減少している。 これは政府

の輸入政策が変更され，原料輸入が制限されたためで，これにより打撃をうけた

業種には，ガラス，輸送設備，染料，化学製品，電気製品，機械，プラスチック

製品，等々がある」o

v政府資金の商業銀行からの引揚げに関する反響一一十政府はさきに政府公社，

準公社などの資金を商業銀行から引揚げ，中央銀行支店あるいは NationalBank 

of Pakistanに預金するように指示したが， これは，とくに東ノξの小さな銀行の

信用供与に非常な打撃を与えている。政府関係機関の商業銀行への預金は年15億

ノレビーフ商業銀行はこの資金をもとに年60億ノレピーの貸付を行なってきていたの

である。もちろん，この15億ノレピーのうち12～13億ルピーは西パの大財開系銀行

に預金され，残り 2～3億ノレピーだ、けが東ノξの小さい銀行や NationalBank of 

Pakistanに預け入れられたにすぎないとはいえ，この資金により東ノξの小貿易業

者，工場主に 8～10億ノレピーの貸付を行なってきたので、あり，この資金がなくな

ると，それでなくても資金不足に苦しんでいる東ノミの中小銀行，中小企業は，一

層資金不足に陥入ることになる。

V中央銀行の貸付・預金率，東パで 16.83%増に一一中央銀行の貸付・預金率

は東パで1962年12月から1968年6月現在まで 16.83%増となった。これは，貸付

金が非常に増加したことを示している。中央銀行は政府の東西経済格差是正とい

う政策により東ノミに多くの貸付を行なうよう指導してきた。銀行預金の方も束パ

でよ骨加， 1962年12月には 9億4390万ノレピーだったものが， 1968年6月には 26｛：立

3100万ルピー， 178.7%の急増である。一方，西パキスタンはこの間，：n億7680

万ノレピーから82億2840万ノレピーへと 159%増加している。銀行貸付金合計は，東

ノξ、で、同期に 9倍；2840万ノレピーから， 30億 3030万ルピーに， 226.4%増であり，同

パでは22億4210万ノレピーから66億4770万ルビーへと 172.2%増であった。かくし

て，束パの貸付・預金率は98.35%から115.18%へ， 16.83%の増加となったので、

ある。一方，西パキスタンのそれは， 76.87%から80.79%である。

V西パ小麦・米一一一政府発表によれば，西ノξの小麦貯蔵量は100万トンに達し，

都市での10ヵ月分の配給がまかなえるという。小麦価格も政府買上げ価格が 1マ

ウンド18.67レピーから17ノレピーに引き下げられたため，低落傾向にあるという。

また，米については，政府はすでに 30万トンのパスマティ米（モミ）， 5万トン
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の Begomi米（同）， 6万トンの Irri米（同〉を西パの政府統制地域から買い上

げている。西パでは全体で・25万トンの米を東パに送る予定であるが， t砕米の東ノξ

への移出は，｜司地域では政府に米を供出した米取引業者が地方行政官の許可を求

めれば自由に行ないうる。なお政府統制地域とは， Gujrat,Gujranwala, Sialkot, 

Lahore, Lyallpur, Sheikhupura, Sahiwal, ]hang, Sargodhaである。

vアルシャド・フセイン外相，ファラッ力問題の国連安保理提訴を示唆一一フ

セイン外相はガンジスーコパダク計画を視察するため Kushtia地方を訪ね，ファ

ラッカ問題についてのインドとの交渉について，以下のようにのベた。 「パ政府

はファラッカ問題に関しパキスタンの利益を守るための手は打った。われわれは

インドとの交渉の結果を待っているが，そう長くいつまでも待つわけにはいかな

い。われわれは今度のデリーで、の会談に期待している。また，パキスタンは次官

級会談，閣僚級会談で問題を解決させたいと思っている。もし今度のデリー会談

が失敗した場合，われわれはこの問題を安保理あるいは国際司法裁判所に提訴す

るかもしれない」とのベた。また，外交政策に関する質問に答え， 「パキスタン

は SEATO, CENTOを文化・経済協力機構と考えている。しかし，もしこれら

条約に加盟することがソ連，中国との関係に悪影響をもたらすならば，パはこれ

ら条約から脱退しよう」とのべた。

16日 V選挙人名簿発表さる一一選挙管理委員会は1969年9月に予定されている BD

選挙の選挙人名簿を発表した。 この名簿は，都市で、は市役所，農村では Union

Council事務所今におかれ，供覧される。異義の申したては12月31日までに行ない，

調整した後，最終リストは1969年5月20日までに発表される。

v西パ教育相，学生要求に譲歩一一西ノξ教育相は学生の要求に対し，大学法の

改正，奨学金の増額，教科書の配布などを認め，譲歩を行なった。学生・教官の

要求は大学の自治であり，大学理事会の任命制を廃して選挙制にすることなどで

あり，これについても検討を約し，学生の寮の改善についても苦処を約束した。

T PDM委員長，次期大統領候補者は東パ出身者にと語る－PDMの N.N. 

Khan委長長・は西パ訪問中であったが， カラチで記者会見， PDMは1月にダッ

カで集会を聞き，重要な政治問題について検討するとのベ，この集会にはパ人民

党， NAP（モスクワ派），アスガノレ・カーン，ムノレシェッド， アザム・カーンの

ような人々をも招請しているとのべた。また，大統領選については，もし PDM

が選挙に参加するとすれば，大統領選挙の野党側統一候補者は東パ出身者にすべ

きであるとのべた。さらに， Kirmani西パ ML委員長が野党は工場主から資金を
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もらっているという非難について，そうしたことはないと否定した。

vパ・ジャーナリスト協会連合，執行委で新聞の自由のための闘い継続を決議

一一パ・ジャーナリスト協会連合はカラチで執行委員会を聞き，新聞の自由のた

めの闘いを継続するとの決議を採択した。

v商相，チッタゴ、ン製鋼所を批判一一一パ商相アブドノレ・ガファーノレ・カ｝ンは

ダッカで記者会見，チッタゴン製鋼所は経済的に生存できない（economically not 

viable）ものであるとのベ，さらに，チッタゴン製鋼所は資本集約的すぎると批判，

したがって生産費が高くっき，外国から輸入したものの方が安いとのべた。その

拡張計画についても，外貨獲得には有用ではないとのべ，チッタゴン製鋼所はむ

しろ re-rollingmillとなるべきではないかとのベた。

V砂糖委員会，近く設立 政府は最近の砂糖事情悪化に鑑み，砂糖委員会

Sugar Boardを近く設立する計画であるという。この委員会の任務は砂糖輸入に

おいて中開業者のマージンを削除することにある。

vパ外相， 2月に訪ソ フセイン外相はラホーノレで，翌年2月にグロムイコ

外相の招請をうけ，訪ソする予定だとのべた。

17日 V国会閉会一一12月6日から始った国会冬期会期は17日開会となった。次期国

会もダッカで開く予定という。この国会で審議され，承認された法律は，① Mer-

chant Shipping Bill 1968，②銀行く改正）法 1968，③ CapitalDevelopment 

Authorities Bill 1968，④ Antiquitier Bill, ⑤パ原子力委員会（改正〉法 1968

の五つ。

Vアユフ、大統領の英連邦首相会議出席中止一一アユプ大統領は 1月7日からロ

ンドンで開かれる英連邦首相会議に出席する予定で、あったが，その出席を中止す

る旨公式に発表した。パキスタン代表はアノレシャド・フセイン外相となるO また

1月初より予定されていた大統領のサウジアラビア訪問も延期された。この中止

の理由は国内の政情不安にあるといわれている。

V力ラチでジャーナリストのデモ一一一カラチ・ジャーナリスト組合 KJUおよ

び、パ・ジャーナリスト組合 PFUJ連合主催により，約500人のジャーナリスト，

筆耕者，労働者などが政府の出版の自由侵害に抗議するデモに参加した。デモに

は多くの婦人ジャーナリストも参加している。

vパ・イ会談再開一一インド代表 K.P. Mathrani氏病気のため 4日間中止さ

れていたパ・イ会談が再開された。この休止期間中，ジャフリ・パ代表は T.N. 

Kaulインド外務次官と 4度にわたって非公式会談を行なって， デッド・ロック
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にのり上げた会談の進展をはかっている。また，専門家たちは集めたデータをも

とに話合いをつづけている。

18日 V東パ与党内紛つづく一一一束パ与党の内紛は党役員の仲介にもかかわらず解決

していない。東パ与党内部の主流派と反主流派は，党中央執行部の仲介で会合を

もったが， 17日夜おそく和解は決裂，仲介は暗しようにのり上げてしまった。こ

の会合は党幹事長 SardarMohammad Aslam氏の仲介で聞かれ，反主流派から

Abdus Sabur Khan （国会与党代表・運輸相）， Wahi【luzzaman（前商相）， Kazi 

Abdul Kader 臼fj東ノf閣僚）， Abdullah Al-Mahmud （前中央政府閣僚），

Hashi口rnddin（前東パ ML幹事長）， Shamsul Huda （前ダッカ市 ML委員長〉

らが出席した。会合では党幹事長が「現在の政治情勢からみて，反主流派の人々

が東パ政治に協力しないことは党に忠誠ではないことを意味する」とのべたのに

反し，反主流派の人々は「東パ政府はその権力を悪用して意見の違う人々を弾圧

しているのであり，こうした政府とは手をとり合うわけにはいかない」として協

力要請を拒否した。しかし，来るべき選挙については，党幹事長の要請に答え，

党の権威をおとすことはしないと約束したもょう。

Vアスガル・力一ン，ダツ力高裁弁護士会で、演説一一アスガノレ・カーン前空軍

最高司令官はダッカ高裁弁護士会で演説， 「政府は国民が自由に選挙できるよう

にしなければならない。国民は政府が選挙を自由な雰囲気で行なっているとは信

じていない」とのベた。また，同氏の政界入りの理由について， 「西ノミキスタン

の人民が立上り，その指導者が逮捕され，テロが横行するという状況があり，東

パキスタンでは人々は現政権と西パキスタン人とを同一視，反政府・反西パキス

タンという考え方をしていた。また，教育の混乱も目をおおうものがあった。こ

うした状況のもとでは，政府を変えない限り，真の問題解決はありえないと考え

たからであり，そのため政界に入ったのだ」とのべている。

Vアザム・力一ン，選挙の方法について人民投票を アザム・カーン陸軍中

将はラホーノレよりカラチに到着，カラチで記者会見，普通成人選挙は直接選挙か

間接選挙かで人民投票をするのが最もよいとのべた。アザ、ム・カーン大将はこの

後東西各地をまわり，国民と話し合う予定という。

vパの輸出状況一一商相ガファーノレ・カーンは，ノfの輸出状況について要旨以

下のようにのべている。

① パのジュート輸出は 1968/69の目標が8億 5－千万ノレピーであるのに，す

でに 6億2千万ノレピーを輸出した0 1968年のジュートは気候不順のため世界的
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に生産が下落している。

② その他の輸出も伸び， 1965/66には28億4千万ルピー， 1966/67には28億

7千万／レピー， 1967/68には31億 1千万ノレピーであり， 1968/69はその目標33億

ノレピーを越えるかもしれない。

③バキスタンは Basmati米を 16万トン輸出する予定であるυ ソ連には 2

万5千トン，ユーゴには l万トン。

19日 'NAP Cモスクワ派〉など， アスガル・力一ンを批判一一一PDM, NAP （モス

クワ派）， 1¥L C 6項目派），人民党による統一野党連合 UnitdOpposition Party 

主催の活動者会議がダッカで聞かれ，その席上NAP,ALはアスガノレ・カーン]ii]

空軍最高司令官の政治活動を批判した。 NAP（モスクワ派）の MuzaffarAhmed 

東パ委員長は， 「政治的イデオロギーもなく政党にも関係、をもたない人は政治家

とはいえない。アスガル・カーンはどこの政党にもコミットしていないが，これ

は楽観主義だ。現在の状況のもとでは，われわれは氏に従うわけにはいかないし，

時間を浪費するわけにもいかない」とのべ，同党の DewanM. Ali氏は， 「ど

の政党にも属さず，政治的イデオロギーをもたない人は国民を誤った方向に導く

だけだ。諸君は陸軍最高司令官を空軍司令官に変えたいのか？」とのベた。また

AL (6項目派）の Kamaruzzamanは， 「通常の状態の下では国民はアザム・カ

ーン，アスガル・カーン，プットなどという，かつて現政権を支持したような人

人に頼ることはない。しかし，変革期においては．われわれは彼等がいっている

ことを聞く準備はある。しかし，彼等が成人普通選挙．地方自治，憲法の問題に

本気で、とりくまない限り，彼等を指導者にすることはできない」とのべている。

Vアスガル・力一ン，チッタゴン訪問一一アスガノレ・カーン氏は東西両外！の旅

行を終える前にチッタゴンを訪ね，同地の弁護士会で演説， 「ペシャワーノレから

チッタゴンまで，多くの国民は現政府否定で統一している。現政府は人々が考え

ているよりも早く引退せざるをえないだろう。東パキスタンで大きな運動が始ま

っている。西パで、はすで、に1946年の独立運動のときよりも大きな運動が始まって

いる。こうした国民大衆の運動をつづ、けていくために，すべての政治的勢力は現

政権打倒をめざして統一しなければならぬ。野党の分裂を喜ぶのは政府だけであ

る。大統領，知事，閣僚は選挙の2ヵ月前に辞任すべきだ。そして最高裁，高等

裁判所の長官を中心とする臨時政府をつくり，選挙を自由かっ公正に行なうよう

すべきである。現政府が政権をもっている限り，自由公正な選挙は希むべくもな

い。また，政府は東西両州、lの権力を 2分し，権力の地方分散，州自治の確立に努

5
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力しなければならないJ。

vウスマニ NAP書記長，釈放さる一一一NAP（モスクワ派）のウスマニ書記長

は11月14日に逮捕されていたが，きょう西パ知事の命により釈放された。

'NAP Cパシャーニ派）， 12月29日の「農民の日J支持一一一東ノf農民組合Krishak

Samity （委員長はパシャーニ NAP委員長〕は12月29日を「農民の日」と L，こ

の日，東パ各地で政府の弾圧反対，地代・税の軽減，洪水対策を要求して集会を

聞き，デモを行なうことを決めたが， NAP （パ、ンャーニ派）はこの運動を全面

的に支持するとのべたO

vパ・イ次官級会談終る ファラッカ問題を討議していたパ・イ両国の次官

級会談は19日，ニュー・デリーで共同声明を発表して終了した。次回は 3月18日，

イスラマパードで会談を聞き，相互に満足しうる解決のために話合いをつづける。

共同声明は以下のようにのべている。

ブァラッカ堰および東部河川の水利用に関する次官級会談は12月9日から19

日まで、ニュー・デリーで聞かれた。パ代表は SyedJafri工業資源省次官以下

12人，インド代表は K.P. Mathrani濯瓶・水力省次官以下14人で，会談は友

好的雰囲気のもとに行なわれた。両国代表は相互に満足しうる解決方法を見つ

けるために努力してきた。両国は 3月18日から再びイスラマバードで次官級会

談を開くことに合意している。

vパ外相，パクトニスタン運動はアフガンとインドの共謀と語る一一一フセイン

外相はイスラマパードで記者会見，パクトニスタン運動はアフガニスタンの支配

者がその利己的な目的のために起したものであって，パキスタン側に住むパタン

族の人々の支持は集めていないとのべ，さらにこの運動の指導者 AbdulGhaffar 

Khanはカブールに住み，インドに対しパクトニスタン問題の国連提訴，武器供

与を要求しているが，これはこの運動の背後にアフガニスタンとインドの共謀が

あることを示しているとのべた。

20日 vラホールで回教学者グループも反政府デモ一一ラホールで回教学者グループ

である Jamiatul-Ulema-i伺Islam主催の反政府集会， デモが行なわれ，デモ中に

警察と衝突， 13人が負傷， 26人が逮捕された。また，カラチでも同様，回教学者

グループ。のデモが行なわれている。カラチのデモ隊は，反イスラム的法律，例え

ば回教徒家族法，家族計画法などの廃止，利子にもとづく銀行制度の廃止，酒類

輸入禁止，大学法廃止，基本的人権の回復，非常事態宣言の廃止，民主主義の復

活，などを要求するプラカー iごを掲げている。 カラチでは NAP（モスクワ派〉
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もデモ，釈放されたワスマニ書記長も参加した。

Vアスガル・力一ン，ラワールピンジへ帰る一一一アスガノレ・カーン前空軍最高

司令官は10日から20日まで、の東ノξ訪問を終え，ダッカからラワーノレヒ。ンジに帰っ

た。ダッカ空港での記者会見要旨は以下の通り。

憲法を改正し，選挙の 2ヵ月前に中央政府，州政府が辞任し，最高裁長官，

地方高裁長官がそれぞれ臨時政府をつくるようにすべきである。選挙期間中こ

うした公正な政府ができない限り，自由な選挙など希むべくもない。

野党側の統一については， 1日で、出来るものではないにしても，楽観視して

よいと考えているo 大統領候補者については西パの国民・指導者はその候補者

を東ノfの国民・指導者に選んでもらうようにすべきである。

T PIA職員組合，アスガノレ・カーンを支持。

Vアザム・力一ン， カラチで演説一一アザ、ム・カーン前東パ知事はカラチで

PDM主催の活動者会議で演説，現政府の経諸政策，弾圧政策を非難，国民は現

政府が政権をとっている限り安心できない，とのべたo

v商船所有の現状一一パキスタンは現在，商船65隻を所有している（うち27隻

は固有商船会社〉。政府は第3次計画終了までに全部で98隻になるよう船を購入・

造船する計画をたてていたが，その計画実現のためには，今後18ヵ月間に33隻を

購入・造船しなければならず，実質上計画目標達成は困難との見方がされている。

そのため船腹不足は深刻で，パは年 1億ドノレ近くの外貨を船賃として支払わなけ

ればならない。 1967年7月から第3次計画末までに船賃として支払うと予測され

る金額は 2億7200万ドノレにも達するとみられる。一方，船舶の購入については政

府が分割払いを認めず，船賃収入についてもその60%は政府が吸い上げてしまう

ため，なかなか買えないという。

21日 v西パ知事，大学法改正のための委員会設立一一ムーサ西パ知事は大学法を改

正し，西ノξ議会に提出するため，改正法案をつくる委員会を設立した。委員は西

バ閣僚が任命されている。各大学は大学法改正に関する勧告を， 12月26日までに

政府に提出するよう要請されている。政府は，大学当局のほか，多数の学者，教

育者，学生組織に対しても同様の勧告を提出するよう呼びかけている。

また，大学の財政上の問題については，州、｜教育相の下に委員会をつくり，財政

上の困難について検討，解決方法を提示するよう要請した。

V西パ回教連盟委員長， MLVolunteer Corp.の設立を表明一一一西パ回教連盟委

員長キノレマニ氏はラホーノレで記者会見，回教連盟内部に MLVolunteer Corp.を

月
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設立する旨明らかにした。この VolunteerCorp.の任務は，暴力をなくし，パキ

スタンの平和と団結をもたらすことで，ユニフォームは着ず，グリーンのパッチ

をつけるという。

v中国から貿易使節団訪パー 中国から貿易使節団が， 12日間の公式訪問のた

めダッカに到着した。団長は LinHai-hun外国貿易相代理，随員4人。同使節

団はパ・中貿易関係および2億／レピーの中間クレジット内容について検討する予

定。

22 B T Eid-ul・Fitrに各地でデモ一一ー断食明けの祭りである Eicl-ul-Fitr（パ2大祭礼の

一つ）に，各地で集会・デモが行われた。ラワールピンジでは早朝から野党の

人々が建物に黒い旗を掲げ，自動車にも黒い旗をつけるよう自動車の持主に要請，

祭礼に行く人々には黒い腕章をつけるよう要請した（野党の人々はこの黒い旗や

腕章を“民主主義へのパスポート” と呼んでいる〉。モスクでは祈博者が回教社

会の繁栄と統ーを祈った後， “イスラムの信者に民主主義が回復するように”と

祈るところもあり，あるいは学生指導者が祈臆している所で演説，アユプ政府を

批判するなど，これまでの Eidの祭りにはなかったことが各地で発生した。また

あるモスクでは， 祈時が終った後， 回教学者 Ulemaと学生が祈稿者に「警察の

発砲を非難するよう」要請した。祈J障の後，各地で Ulemaや学生が中心となっ

たデモが行なわれ，祈りに来ていた多数の人々もそれに合流して各地で警察と衝

突，投石と警棒で多数が負傷， 24人が逮捕されている。 Kotwaliの PS,DSPの

事務所，市パスのターミナノレはデ、モ隊の投石で破壊され，デモ隊は警察の手うす

なところをねらい，警察隊が到着すると逃げ出すという“鬼ごっこ”をくり返し

7こO

ムノレタンでも Ulemaによる集合があり， また， ジャーナリストも，抗議のた

め公式の席に出なかった。

23日 v野党， l月に選挙への対応を決定か一一－－PDMは1月初に執行委員会を開き，

次期総選挙への対応を決定するという。 PakistanObserverはこの問題について

要旨以下のように論評している。

野党が選挙に参加するかどうかを決めるのはむず‘かしい選択だといえるだろ

う。野党の一部の人々（とくに DaultanaMLC委員長に代表される）は選択

の基準を統一行動の進展に役立つかどうかにおき，選挙のボイコットが現在の

民主運動に有用か，あるいは選挙参加が有用か，全野党が一致してきめられる

のか，あるいは決定の過程で分裂が生ずるのか，という問題を中心に考えてい
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る。

また，他の」音1Hとくに PDM委員長に代表される）は過去の経験から， BD

制のもとでは野党の勝利はむずかしく，与党の圧倒的資金，不正行為で選挙に

は敗けるとの見通しをもち，もし野党が選挙に敗北すれば，民主運動は後退す

るとの見方をする。

一方，人民党はすでに野党が選挙に参加すべきだとの考えを明らかにしてい

る。いずれにせよ，野党がボイコットするか否かは，現在の反政府運動にとっ

てプラスなのか百かによってきまるといえるだろう。もし政府の弾圧がきびし

さを増し，現在の反政府運動がつづくならば，選挙への参加・ボイコットの選

択の余地はない。しかし，もし政府が何らかの妥協をL，反政府運動もつづか

ないならば，野党の中から民主主義復活のための闘争を有効に行なうために選

挙に参加し，議会に代表を送ることが正しいのではないかとの意見がで、てくる

だろう。

V力ラチ商工会議所，砂糖不足で政府の政策批判一一カラチ商工会議所 Y.H. 

Shirazi総裁は， 最近の砂糖不足について政府の政策を批判， 以下のようにのベ

た。 「西パの砂糖生産量が1966/67に31万トンだったものが1967/68には23万7千

トンに減少したことは， 1968年 1月に政府は知っていた筈だ。政府はそれにもか

かわらず， 6月まで手をうたず， 6月に 3万トンを輸入したにすぎ、ない。西ノミの

砂糖需要は月 3万3千トン，年約40万トンなのである。政府はどうしたわけか，

1968年6月には砂糖統制を廃止した。 5月頃より上昇傾向の砂糖価格はその後も

上昇， 1マウンド1001レピー以上にもなり，政府は 9月に再び統制し，価格も60～

641レピーに下仏政府価格が65ノレピーに固定された。しかしその後も輸入はお

くれ，価格は上昇している。こうしたことはすべて政府の政策が失敗したためで

あるJとのベた。

v中国貿易使節団，ラホールへ一一訪ノミ中の11J国貿易使節団は 2日間の東ノミ訪

問を終え，ラホールに到着した。西パはラホールのほか，イスラマバード，ベシ

ャワーノレラカラチを訪問する。

24日 V力ラチ ML調整委員会，ゴファール・アユブを委員長から解任一一カラチ ML

調整委員会はゴファーノレ・アユプ委員長（アユプの息子）を解任，新委員長に

Begum Zahida Khaliquzzaman商ノξ保健相を任命， 副委員長を新設して Zain

Noorani氏を任命した（これらの決定は20日頃になされたらしいが，発表された

のは24日である入
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vヌールル・アミン，野党の統一を訴える一一国会野党指導者ヌールノレ・アミ

ンは，アリ・ジンナーの生誕記念日を25日に控え声明を発表，建国の父アリ・ジ

ンナーの教えに従い，野党はその意見の相違をおさえ，民主主義の復活という共

通の目的のため，平和的かつ憲法に従って闘争をつづけるべきであるとのべた。

v中国，パ製品輸入増加を約束一一訪ノ叩の中国貿易使節団一行はラホーノレか

らイスラマパードに到着，同地で、パ・中国の貿易拡大について中国側はパ製品・

半製品の輸入を増加させると約束した。また，パ・中陸路交易について， 1964年

夏から再開される予定の陸路（むかしのシルク・ロード〉交易は両国の交易を一

層盛んにするだろうとのべ，最初は年約200万ノレピー程度の交易物資が陸路を通

るだろうとのベた。

25日 T RCD首脳会議，力ラチで開催，イラン， ト／レコ，パキスタンの RCD3国首

脳会議がカラチで開かれた。会議には，イランのパーレピ国王， トルコのスレイ

マン・デミレノレ首相，パのアユプ・カーン大統領が参加し， 3国共通の問題，そ

の他重要な問題について話し合われることになっている。 26日にはとくにイスラ

エノレ問題，キプロス問題，カシミーノレを含めたパ・イ問題，ペルシャ湾の安全保

障問題等について話合いがなされた。

Vベシャワールのデモで回教連盟党員発砲一一ペシャワーノレで回教連盟評議員

主催のデモで，デモ隊が投石，回教連盟党員が空にむけて発砲した。

Vラホール・サルゴダで婦人のデモ一一ラホーノレ・サノレゴダでブノレカをかぶっ

た婦人だけのデモが行なわれた。いずれも人民党の主催によるもので，ラホーノレ

ではプット人民党委員長の釈放，ジョギノレダーノレの廃止，大学授業料引下げ，生

活費引下げなどを要求するプラカードを持ち，西ノサ十｜議会の前で集会を聞いた。

26日 'NAP Cバシャーニ派）， 選挙のための野党統一希望せず一一－NAP（パシャー

ニ派〉委員長はク －｝レナで聞かれた同党主催の反政府集会，デモに参加，集会で

要旨以下のようにのベた。

選挙だけを闘うための野党の統一戦線結成は希望しない。現政府は東ノfの基

本的要求を無視し，洪水対策にも本腰を入れないため，東パの人々は毎年洪水

で苦しめられている。しかし，西パでは巨額の金がダム建設に使われているの

だ。政府はまた，中国が洪水対策のための資金・技術援助の準備ありとしてい

るのにこの援助をうけようとしない。これは東ノξの人々の苦しみを知らないか

らだ。

vダッカ大学再開一一10月来，学生の内部対立から死傷者まで出したといわれ
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閉鎖されてきたダッカ大学は， 26日再開された。

vラワールピンジのデモ，警官の発砲で 1人死亡一一ラワーノレピンジで反政府

デモが行なわれ，警官の発砲により 1人が死亡， 12人が逮捕された。

vパ・中， 2億ルビーの借款協定に調印一一一パ・中両国はラワーノレピンジで2

億ルビーの借款協定に調印した。これには訪ノf中国代表団長 LinHai-yun氏と

経済局長A.A. Khan氏が調印している。この借款は1967年12月， M・M・アー

マッド計画委副議長の訪中時にきめられたもので， 3分の 2はプロジェクト援助

3分の 1はノン・プロ援助である。 ノン・プロ援助のうち 700万ドルは東パむけ

石炭輸出。条件は，無利子， 10年据置き20年返済。返済はパ商品で、よい。

vグレチコ国防相， 1月末に訪パー一一政府はグレチコ・ソ連国防相が 1月末に

訪パすると発表した。これは1968年7）－；］ のヤーヤ・カーン軍事使節団訪ソの返礼

で，ソ連の対パ軍事援助について話し合う予定。

27日 ▼東パ州議会議長決る―――――東パ州議会議長Abdul Hamid Chowdhuryの死去

に伴い，新議長・として GamiruddinPradhan現議長代理が無競争で選出された。

副議長は MasihulAzam Khan。

f RCD首脳会議，共同声明発表一一RCD首脳会議は25日から 3日間，カラチ

で開催されたが， 27日，カラチ，テヘランヲアンカラで同時に共同声明を発表し

た。次回首脳会議は1970年にトルコで聞かれる予定。共同声明要旨は以下の通り。

⑨ イラン・トルコ・パキスタン 3国首脳は会議を聞き， 国際問題， RCD 

地域の発展， 3国の協力関係その他について話し合った。会談は相互協力と信

頼に満ち，完全に理解し合うことができた。

③ 3国首脳は国連憲章を支持し，国際紛争は国連憲章にもとづき平和的に

解決すべきことを確認する。この点につき，パリ会談がベトナム紛争の早期解

決に導くことを希望する。

③ 中近東の問題については， 1967年11月22日の安保理決議に基づき，正義

の，また恒久の平和に導かれるよう希望する。またペルシャ湾の安全について

は，沿岸諸国に責任があることを確認する。

④ アユブ大統領は最近のパ・イ関係および両国紛争解決がすすんでいない

ことを説明，カシミール問題を含め，両国関係の改善にイラン・トルコの支持

を求めた。イラン・トルコはパ・イ紛争が国連決議にもとづいて解決されるよ

う希望するとのベた。

(5) 3国首脳は RCDの過去の活動に満足の意を示し，今後も合弁企業，貿
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易，運輸，通信，文化交流を通して一層の発展をとげるよう希望した。

28日 vプット氏，大統領選挙出馬を発表一一プット人民党委員長は現在拘禁中であ

るが，同党委員長代理J.A. Rahimを通して，大統領選挙への出馬を発表した。

l PDM, 1月3日から大会一一PDMのN.N. Khan委員長はダッカ記者会見，

1月3r-=iから PDM大会を聞くことを明らかにし， さらに，この大会には NAP

（パシャーユ派〕のパシャ一二委員長， AL(6項目派〉の SyedNazru Islam委

員長代理， NAP（モスクワ派），パ人民党委員長代理， Jamiatul-Ulema-e-Islam 

の指導者， Murshed前東ノf判事， アスガノレ・カーン前空軍司令官，アザム・カ

ーン前東ノミ知事などにもその参加を申し入れたことを明らかにした。また，野党

の聞の統ーについては民主主義のための闘いにすべての野党が統一する見通しは

非常に明るいとのべたO

l NAP （パシャーニ派），選挙ボイコットを主張一一－NAP（パシャ一二派〕委

員長は Pabnaでの集会で演説，同党は 1969年選挙をボイコットするだろうとの

ベラもし他の政党が選挙に参加を決定すれば，その決定を変えさせるための説得

をするとのぺた。また，同委員長は，他の野党と選挙をボイコットし，人民の権

利｜可復のための大衆行企動をつづけるよう統一して闘いをすすめたいとのべ，憲法

については，改JI:するだけでは解決にはならないとして，外交，通貨，国防を除

く州、｜の自治，普通成人選挙を合む社会主義的憲法にすることを主張，海軍司令部

の東パ移動，軍事同盟からの脱退，独立・中立外交政策の遂行などを要求すると

のべた。さらに， 1965年のパ・イ戦争のときパキスタンを援助したのは，中国，

インドネシア，イランなどであって，米・ソ・英ではないことをのべ，これら 3

国はわれわれの真の友人で、はないとのベた。東パの洪水については， 1968年だけ

で500億ノレピーもの損害をうけているのであり， lj］固からの援助をうけ入れ，直

ちに抜本的洪水対策をたてるよう要求するとのべた。

l MLC （東パ〕，選挙人団選挙に参加を決定一一一MLC（東ノサはタ守ッカで執行

委を聞き，選挙について，選挙人団選挙（BD選挙）には参加するが，大統領選

挙および国会・地方議会選挙には参加しないとの決定を行なった。 これは， BD 

が普通成人選挙であること，また， BDは選挙人ではなく行政機関の末端の役割

を果すと考えるべきであることの二つの理由による。なお， MLC内部には，す

べての選挙をボイコットすべきだとの強い声もある。

v前法務次官，現職大統領の立候補禁止を主張一－ShaikhAbdul Hamid前法

務次宵はペシャワーノレで、声明を発表， 「アスガル・カーン氏は憲法を改1Eし，現
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職大統領が再出馬する場合には，選挙の 2ヵ月前に大統領の職を辞任し，その問

裁判所長官が臨時大統領になるようにすべきだと主張している。これは，方向と

しては正しいが実現がむずかしい。わたしはむしろ，現職大統領が立候補できな

くするよう，憲法を改正すべきだと考えている」とのベた。

v新輸入政策発表一一一政府は1969年 1～6月の新輸入政策を発表した。それに

よると，①輸入自由リストは14品目で変らず。このリストの品目は外国からの借

款輸入，パーター取引による輸入において適用される，②輸入許可リストは16品

目で現状のまま，③現金・ボーナス・リストも同様不変で，工業用原材料はこの

リストに入る，④ボーナス・リストは wooltopが除かれ，パで生産されないノミノレ

ブ類，感光紙・板が含まれるようになったことなどで，前期のそれと殆んど基本

的変化はない。

V外務次官補に駐中国大使起用ー バ政府は外務次官補に，駐中国大使であっ

た SultanMohammad Khanを起用した。

Vパ外相，中国の水爆実験成功に祝辞一一一アノレ、ンャド・フセイン外相は訪ノf中

国貿易使節団の夕食会で演説，中国が3メガトンの水爆実験に成功したことを祝

し，とれはアジア諸国の誇りであるとのべた。

V訪ノξJil国貿易使節団，アユプ大統領と会見o

vアユプ大統領，アポロ 8号成功で、祝電。

29日 Vアユブ大統領，ラホールで大衆行動を批判一一アユプ大統領はラホールで記

者会見，最近の大衆行動を批判，こうした大衆行動は市民にとって迷惑であると

のべ，政権の交替は平和的に行なわれねばならないとのベた。

V大統領候補者は東パ人に一一Jamaat党委員長 Maudoocliはラホ｝ノレで記者

会見，もし PDMが大統領選挙に参加するならば，その候補者は東パ人から選ぶ

べきであるとのべた。

TM.LC，選挙への参加を決定せず一一一MLC中央執行委員会がダッカで開かれ，

次期選挙への参加については決定しなかった。同委員民 M.Daultanaはこの点

につき，東ノfMLCがすでに BDの選挙には参加するとの決定を行なっているこ

とについて触れ，こうした決定は他の野党と接触をもって決めねばならないとの

ベた。

Vプット氏出馬声明の反響一一プット氏が大統領選挙に出馬するとの声明につ

いて， ダッカでは賛否両論が出ている。 しかし，一般に批判的な見方が多いo

PDM の N•N ・カーン委員長はこの声明について， “不幸なことである”との
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べ，しかし，この声明によって野党の統ーへの努力がそこなわれることはないと

のベた。 また， AL(6項目派〉は，プット氏のイメージが逮捕されたことによ

りよくなっているのに，同氏がこうした声明をすることにより，プット氏は大統

領選挙に立候補するために野党側に入ったので‘あり，現体制に反対しているわけ

ではないのだ，という感じをもたせることになるとして，この声明に批判的な態

度を示している。

Vアスガル・力一ン，ブット氏と会見 アスガノレ・カーン前空軍最高司令官

はラホーノレの Shahiwal刑務所でプット人民党委員長と会見した。

Vラホールの学生組織，学校再開を要求一一全国学生組織（NSO), 法科学生

協議会（LSA），パ回教学生連盟（PMSF），全パ学生連盟（APSL）の 4委員長は

共同声明を発表，政府・学校当局に対し，学生の諸要求をうけいれてすぐ学校を

再開するよう要求すると共に，全学生に対しては過激な行動はさけ，平静に学校

に帰って学業をつづけるよう訴えた。声明の要旨は以下の通り。

政府は大学法の一部改正に同意，学位取消の条項をとり消した。大学シンジ

ケートのメンパーも拡大され，その中には選挙メンパーを入れ，一層の自治を

与えられた。パンジャブ大学連合も復活され，大学授業料値上げも撤回され，

むしろ引き下げられた。法科，商科，工科，薬理科の場合，その試験は全大学

で統一することになりヲ迫加試験も認められ，大学2年進学は45%の水準まで

認められるようになった。学生寮の改善も約束されている。多くの学生は釈放

され，訴訟もなされないことになっている。こうしてわれわれの要求が一部認

められている。

V新輸入政策の反響一一政府が28日発表した新輸入政策について，東ノf商工業

界は失望を示している。ダッカ商工会議所 AkhiaqulAhmed総裁は，同政策が

東パの資本形成，工業化に有効であるかどうかには疑問をもっている。ダッカで

は，一般に東西別個の貿易政策を要求する芦が強い。最も批判の強いのは，多く

の品目がボーナス・リストあるいは現金・ボーナス・リストに掲げられているこ

とで，東パのように経済発展がおくれ，資本形成・国民の購買力のおくれている

所では，ボーナス・リストにある品目の輸入は非常にむずかしく，しかも価格も

高くなる。そのため，ボーナス制の廃止，あるいは東パだけには廃止するよう要

求する芦が強まっている。

V輸入内容一一V.Ahmed商務次官は輸入内容の説明の中で， 1968/69の輸入

のうち， 20%はボーナス制によるもの， 25%は現金・ボーナス制に上るもの， 30
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%は輸入自由品， 25%は要許可品になろうとのベた。

30日 vアユブ大統領，憲法改正の用意ありと発言一一アユブ大統領はラホールで開

かれた集会で演説， 「現憲法は国民の希望に応じてよりよい方向に改正する用意

がある」とのべた。

Vナラヤンガンジの NAPCバシャーニ派〉主催のデモ，警官と衝突， 3人死亡

一一ナラヤンガンジで NAP（パシャーニ派）主｛庄の反政府集会・デモが行なわ

れた。集会後のデモが会場の Hatirdia市場を出ようとしたとき，警告なしに警

官が発砲， 3人死亡， 14人が重軽傷を負った。デモの参加者は学生など200人（政

府発表）。また，Campbellpurでもデモが行なわれ，約 1万人が参加した。 Landhi

では NAP（モスクワ派〉のデモが警察と衝突， 5人が負傷した。

V夕、ツ力の学生組織，民主的権利回復のため統一行動を訴える一一一ダッカの各

学生組織代表者7名は共同声明を発表，学生・野党に対し，民主的権利回復のた

め明確なプログラムをもち，統一して闘いをすすめるよう訴えた。声明を行なっ

たのはダッカ大学中央学生連合（DUCSU）副議長TofailAhmed，同書記長Nazim

Kamran Choudhury，東ノミ学生連合（EPSU）モティア派委員長 S.Ahmed，同

書記長 Shamsuddoha，東ノξ学生連盟（EPSL）委員長 Abdur Rauf, 同書記長‘

Khaled M. Ali，学生連合（SU）メモン派委員長MostafaJamal Haiderの7人。

31日 v野党，統一行動への話合い進む一一 1月初に PDM主催で各野党指導者が話

し合うという提案が PDMから出され，それに応じて各指導者がダッカに集って

きてやる。指導者たちは非公式に互いに訪ねて意見を交換しており，全野党，民

主勢力が統一して民主主義復活のために闘争をすすめて行くという見通しは増々

明るいものになってきている。 PDM主催の会議では，主として次期選挙に参加

するかどうかについての話合いがなされる予定であったが，国民の民主主義復活

の要求が日々高まり，大衆運動が進展してきている現在，選挙に参加するか否か

は余り大きな問題ではなくなってきており，この大衆運動をどのように発展させ

ていくかがより重要な問題になってきている。そして，この点から考えればラ選

挙ボイコットが運動の発展に有効なのか，あるいは参加の方がよいのか，に議論

の焦点が集るとみられている。ある PDM指導者（中央執行委貝）は Pakistan

Observerの特派員とのインタビューの中で， 「われわれは統一して運動をすす

めなければならない。選挙に関する問題は二義的なものだ。現体制の下での選挙

はパカげたことだ。いま重要なことは，全体制を変え，民主主義回復のため，全

国的規模でこの反政府運動をすすめることにある」とのべている。また， AL(6

--375- 一（417）一
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項目派〉指導者は， 「われわれは他の野党と統一戦線をくむ用意がある。運動は

一つに統一されねばならない」とのべ， NAP（パシャーニ派〉指導者は，「われ

われは運動の発展のために統一しなければならない。この問題について他の野党

と話し合いたい。われわれは国民を動かすためには，政治問題と共に経済問題を

も取り上げなければならないと考えている」とのべている。すでに野党指導者の

聞の話合いもすすんでいる。 N•N ・カーン PDM 委員長は Nizam 党のチヨー

ドリ委員長， NAPのウスマニ書記長と会い， ウスマニ氏は AL(6項目派〕の

委員長代理と会い，カユム・カーン前 MLC指導者（現在独立〉は MLCの人々

と会っている。

vラワールピンジで｝月 1日を“blockday”に ラワーノレピンジではパス

会社，タクシー運転手組合， トンガー組合，学生などが 1月 1日を“blackday” 

とし，このH，すべてのパス，タクシ－， l、ンガーの運行を中止すると発表した。

このストはラワーノレピンジ学生行動委員会の呼びかけに応じたものO

V訪パ中国貿易使節団長，中国のパ綿花輸入継続を約束一一訪ノf中国貿易使節

団 LinHaiゥrun貿易相代理は，帰国 C1月 1日〉を前にカラチで綿輸出業者と

会見， 「中国はたとえ綿花の自給体制が確立したとしても，パキスタンからの綿

花輸入をつづけるだろう。これは，両国の永久の友好関係を示すことである」と

のべた。また，中国はパから綿花だけでなく，両国貿易関係拡大のため，その他

商品の輸入拡大に努力するとのベた。パ・中関係については， 「帝国主義・植民

勢力がI両国関係を弱めようとしてし、るが，そうした試みは失敗しよう」とのべて

いる。

T RCD諸国，近く二重課税防止協定に調印一一一RCD商工会議所総裁 Latif

Ebrahim Jamalはカラチで記者会見， RCD商工会議所役員会議（29, 30日）に

っし、て発表，その中で RCD諸国が近く二重課税防止協定に調印するだろうとの

べた。この協定は民間企業の合弁企業設立を促進することを目的としてU、るのそ

の他， RCD合同株式交換所も設立する方向に努力することも認められてし、ると

し、つの
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東西経済格差に関する報告

政府は憲法 145条にもとづき，毎年1度，国会に東西経済格差・地域格差に関する

報告書を提出しなければならないが，以下は1968年12月14日，国会に提出された「1967

年7月～1968年6月までの経済格差に関する報告書」要旨である。

(1) 報告書の性格一本年の報告書は昨年12月国会に提出された報告書を簡潔に，

かっ新しい数字を入れたものにしただけであって，あまり大きな変更を加えていな

い。その理由は，①昨年の報告以来，新たな分析を加えるような大きな変化はない

こと，②束パ民間投資不足の問題については， House Committeeがすでに報告書：

をつくり，別に国会に提出される予定であること，⑨地域格差については，第4次

5ヵ年計画立案に際し十分に検討される問題であり，すでにその作業が始まってい

ること，などによる。

(2) 東パ粗生産高一束ノミ粗生産高は中央統計局発表によれば， 1967/68に8.1%の

成長率であった。この高成長率が達成されたのは，農業部門での努力の結果で，農

業生産高は9.5%の成長率を示してし、る。この結果，東パの l人当り所得は5.2%上

昇した。

(3) 格差の相対的縮小ーしたがって，格差は絶対的縮小lこまでは達してし、ないま

でも，格差の拡大のテンポは緩慢になっている。すなわち， 1959/60から1962/63の

問， 1人当り所得は7.7%の割合で格差が拡大していたが， 1962/63以降はそれが4.8

%以下になってきているO このように格差拡大が緩慢になってきたのは，政府の東

ノミ開発努力によるところが大きい。 1959/60～1967/68の聞の東ノミの年成長率は年

4.5%, 1950年代の1.9%にくらべ，非常に高いといえよう。実際， 1人当り所得が

増加しはじめたのは1960年代に入ってからである。

(4) 政府の資金配分一政府は公共部門開発支出および中央政府からの開発資金配

分等の配分において束パに優先的に行なってきた。 1967/68の公共部門の資金配分

は東パに 54%, 1968/69の年開発計画でも 54%の資金が東パに配分されることにな

っている。また，中央政府からの開発資金配分についても， 1967/68には東パに 65

%, 1968/69には57%が予定されている。

（司会共部門投資～1960年代の東パ公共部門開発支出は急速に明加した， 1960/ 

ヴ

i
ヴ
a
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61には 6億9千万ノレピーであったものが， 1968/69には 30億5千万ノレピーになって

いる。また，開発資金配分も同じ時期に 3億ルビーから11億2千万ルピーになった。

東パへのブ。ロジェクト援助契約額も， 2300万ドノレから 1億ドルに増加している。第

3次計画の 4年間，政府は公共部門投資の54%，開発資金の6G%，プロジェクト援

助の51%を東ノミに支出している。

(6) 東パの発展一こうした努力の結果，東パの経済基盤は急速に強化された。例

えば，発電能力は1959/60には4億4500万kw/hであったものが， 1967/68には11億

kw/hとなり，高速道路は890マイノレから2240マイルとなった。農業部門での発展も

著しく， 1960年から1968年の聞に lowlift pumpは3千から 1万4千に，肥料使用

量は 6倍に， Irri米作付面積は100万エーカーとなっている。

(7) 東パ民間部門のおくれ一政府の努力にもかかわらず，東パ民間部門の投資・

生産はおくれ，政府によってとられたいくつかの方策は，東西経済格差是正に期待

したような効果が上らなかった。昨年の報告では，民間投資の22%が東ノfに投資さ

れたにすぎ、なかったので、ある。 1963/64～1967/68の聞の東パ農業部門の成長率は 2

%で，西パの 6%にくらべ非常に低い。パの経済制度の下では，民間部門での生産・

雇用増が大きな役割を果すのであり，もしこの民間部門での発展がなければ，経済

全体の発展も満足な結果が生じないだろう。

(8) 輸出－1967/68の輸出のうち，東ノξの占める割合は減少，西ノfのそれがのび、て

いる。外貨収入のうち，東パの占める割合は19G6/67で56%, 1967 /68は47%であっ

fこO

(9) 第4次計画一地域間格差を示す資料は全く不十分で，この問題についての意

味のある分析はまだできない。しかし，政府は長期の免税期間を認め，あるいは地

域毎に開発計画をたてるなどして格差是正に努力している。この問題については，

東西格差是正とともに第4次計画立案にあたって十分考慮されようっ

帥 統計支

1960/61 

1961/62 

1962/63 

1963/64 

一（420）ー

表 I 公共部門投資の東西パ州配分

資金配分金額　　　　
東パ i西パ｜東パ｜西パ

削 39 38 62 

980 1,437 39 61 

1,273 1,458 54 46 

1,640 1,676 49 51 
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（出所） 計画委員会

（注） * Mid-plan review of the Third Five Year Plan. 
料 AnnualDevelopment Programme, 1968 69. 

表E 中央政府から州政府への開発資金配分

l資金叫秘100万

東パ l西ノ、東 パ ｜ 西 パ

1960/61 I 298 I 335 I 47 I 53 

1961/62 I 246 I 317 I 44 I 56 

1962/63 I 431 I 429 I 50 I 50 

1963/64 I 677 I 682 I 50 I 50 

1964/65 I 564 I 540 I 51 I 49 

þÿÿ�k!
5/ 
6/ 
7/ 
8/ 

l ?1 

（出所〉 政府予算。

表国東西別輸出収入

（出所） Central Statistical O血ce.

-379ー

(100万ノレピー）
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1 9 6 8 年のパキスタン年表

政 :.L>. 
，口

1. 6 I 東パ分離陰謀計画（アガルタラ事件）で28人逮捕

経 済

2. 1 Iアユブ大統領病気で、月初放送中止（病気は 2月中つづ i2. 3 I アメリカ経済使節団訪パ（～3.2)
く）

3. 7 I PIA理事長，アスガル・カーンから M.Akhtar空軍 I3. s Iタルベラ・ダム建設は伊・仏グループ落札
｜少将に更迭 I 3. 19 I第 3次計画中間報告発表

3. 16 Iアユプ大統領，通常の職務に復帰

4. 24 Iピルザダ外相辞任。後任にフセイン駐インド大使任命

5. 16 I選挙区改定草案発表
5. 20 Iパ人民党次期選挙への立候補を決定

7. 14 I西パ回教連盟評議員会開催。アユブ大統領の再出馬要
請決議

s. 23 Iパ，安保理でチェコ侵入のソ連非難決議に棄権
s. 27 I人民連盟 AL ソ連軍のチェコ撤退を要求
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対 係タ卜 関

1. 6 Iパ，アガルタラ事件でインド外交官 1人追放。インド
l：報復としてパ外交官 1人追放

1. 10 Iチトー・ユーゴ大統領，訪ノ4

2. 19 Iカッチ紛争に関する裁定発表さる

3. 5 Iデサイ副首相，パ新聞記者と会見（ガンジ一首相も）

4. ]11政府 j如げ価格を 1 ウンドーに決定 4. 17 コスイギン首相，訪パ（～21)

5. 18 パ・ソ，国カラバーク製鋼所建開設計く凶iの調億査協定に調印 5. 11 ファラッカ堰構築基問題をめぐるパ・イ会談一通物別れ
5. 22 パ債権言忍 会議，ワシントンで 。 5 5千万ドル援 5. 20 パ，米にバダベル地貸与期間の延長せずと 告

助承 5. 25 ソ連軍艦2隻，カラチ港に入港（～6.1)

6. 7 新鉄工鋼業公投社総資裁計画に表ジ発ャ表フさリ工る業省次官任命 6. 27 パ軍事使節団，訪ソ（～7.8）軍事援助約束取り付ける
6. 7 

7. 29 パ・ソ， 6600万ドルの経済援助協定に調印 7. 23 アユブ大統領，イギリス訪問に出発（～8.10)

8. 11 I東パ洪水被害甚大
8. 25 I 1967 /68の米の生産， 1247万トンで前年比15%増

9. 19 Iパ， IMFに7500万ドルのスタンドバイクレジット要請
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11. 7 ラワールピンジで学生デモ。警官と衝突発砲で 1人射
殺。以来四パ学生デモ激化。同地に軍出動・夜間外IB
禁止
ペシャワールでアユブ大統領の暗殺未遂事件
プット前外相・人民党委員長など15入国防法で逮捕
カラチで全国人民党書記長ら10人，治安維持法で逮捕
アスガル・力一ン前空軍最高司令官，現政権批判
ムルシェッド前東パ高裁長官現政権批判（反体制運動
に入る）

11. 10 
11. 13 
11. 14 
11. 17 
11. 26 

11. 2 I第 4次 5ヵ年計画基本目標発表
11. 20 lパ初の機械工場，操業開始
11. 24 I ii士銀利子率を6.5%から7.5%に引とげ，パの対外債務

｜増の問題，深刻化
11. 29 I英の輸入課徴金について，パ財界の反発激化

12. 1 Iアユブ大統領，学生の要求を一部認め，妥協を示す I 12. 4 I政府，大規模工場に公定価格店設置を指示
12. 7 Iダッカで全国人民党主催のデモ，警官と衝突して発砲 I12. 28 I新輸入政策発表

！により 2名射殺さる，逮捕150人（東パ反政府運動激化）
12. 10 I ジャーナリスト， 24時間スト（新聞休刊）
12. 13 I全野党統一行動日，東パ各地でハルタル，逮捕703人
12. 19 Iアユブの息子，カラチの党役員のポスト失う
12. 22 I断食明けの祭りで野党，学生によるデモ
12. 28 lブット人民党委員長，大統領選出馬表明
12. 28 I全国人民党選挙ボイコットを決定

8. 3 I フセイン外相訪中（～！0），毛主席と会見（8.5) 
s. 15 Iガンジ一首相，パに不戦条約締結を提案（パ拒否）
s. 26 I国連非核保有国会議開催，フセイン外相議長に（～9.

28) 

9. 2 I RCD閣僚会議開催（RCD最恵国待遇協定に調印）
9. 13 I中国より技術者11人訪パ（4000万ドル援助内容討議）
9. 17 Iムーサ西パ知事，訪ソ（～10.6)

10. 8 
10. 18 

10. 26 

11. 3 
11. 7 
11. 7 
11. 14 
11. 16 
11. 17 
11. 26 

フセイン外相訪米，カッツェンパック閏務次官と会談
カシミーノレ革命評議会，人民戦争・武装闘争を呼びか
ける
アユブ大統領，インドに条件付不戦条約締結を提案
（インド拒否）
中国との陸路交易（シルクロード）再開交渉団訪中
パ軍事使節団訪中（～20）団長ヤーヤ・カーン陸軍大将
アユブ大統領，ニクソン候補勝利で祝電
マクナマラ世銀総裁，訪パ（～17)
パ・ソ，ループーノレ原子力発電所建設報告書作成協定
周恩来総理，アユブの暗殺未遂で大統領に見舞の電報
スチュアート英外相，訪パ（～27)

12. 9 Iデリーでフアラッカ問題に関するパ・イ次官級会談開
iく（～19)

12. 11 Iアユブ大統領の英連邦首脳会談出席は中止と発表
12. 21 I中国から貿易使節団訪パ， 26日， 2億ルビーの借款協

｜定調印
12. 25 I RCD首脳会談，カラチで開催（～27)
12. 26 I ソ連グレチコ国防相， 1月に訪パと発表
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